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序章 
～雲仙･普
ふ
賢
げん
岳噴火災害、直接被災地=上木場
か み こ ば
への視角～ 
 
 
 
2016 年 6 月 3 日、雲仙･普賢岳噴火災害(1991)から 25 年、市主催の犠牲者追悼式が開
催された。あれから四半世紀が経ったのだ。その一ヶ月半前の 4 月 14 日･16 日、熊本地
震が発生した。ゴールデンウィークに、例年のように、島原の元･上木場地区の住民、山
下一郎さん宅を訪ねた。なるべく毎年、こうして訪ねては、近況を伺っている。2016 年
のこの時は熊本地震の直後だったので、お話しはやはり島原の 25 年前、火砕流が集落を
直撃したその日のこととなった。お話しの最中も、熊本とほぼ同時に、ここ島原が大きく
揺れる。余震が頻発している。有明海を挟んで、すぐ向こうに熊本が見える。熊本地震で
は、国道 57 号の阿蘇大橋が落ちて犠牲者が出た。そのニュースに接したとき、この四半
世紀、雲仙･普賢岳噴火災害の復興を調べていた筆者には、｢国道 57 号｣の因縁を感じざ
るを得なかった。国道 57 号は大分を発して阿蘇を登り下り、海上国道として有明海をフ
ェリーで渡って島原に上陸して、雲仙･普賢岳を登り下り島原半島を横切って、諌早市を
経由して長崎市に至る。雲仙噴火の際にも、火砕流･土石流で何度も橋が被害を受けて、
この動脈は塞がれた。九州の二つの火山を串刺しにする九州の大動脈である。噴火の際に
は、火砕流･土石流の｢直接被害｣に加えて、ライフラインである国道 57 号の度重なる寸
断で半島一円に経済的影響が多種続発して、それが｢間接被害｣と言われていた。 
この数年、九州では噴火災害が頻発している。鹿児島の桜島は、2016 年 2 月に爆発的
なマグマ噴火を起こしている。九州南部の鹿児島県･霧島山中央部に位置する新燃岳は、
東日本大震災の直前、2011 年 1～2 月にかけて爆発的噴火をおこし、火山性地震が続発
した。屋久島の西方 10 数 km に位置する火山島･口
くち
永
のえ
良部
ら ぶ
島は 2015 年 5-6 月に爆発的噴
火を起こして火砕流が海岸にまで到達し、島民が隣の屋久島に避難して仮設住宅生活を送
っている。筆者が諸属する日本災害復興学会でも、学際的な現地調査が重ねられているが、
合わせて被災者の生活再建に向けた各種支援活動、例えば、古今内外の噴火災害被災者の
知見･体験交流会としての｢車座トーク｣を開催したりしている。 
東日本大震災が発生して、離半島部(あるいは限界集落と言われることもある)･小漁村が大き
な津波被害を受けた。また、福島原発事故(1F
ｲﾁｴﾌ
災害)によって超長期避難を余儀なくされて
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いる人･集落も多くある。噴火災害対応の履歴･実績(生活再建と被災コミュニティの再興)は、
こうした非都市型長期災害に参考になると言われてきた。また、｢雲仙の被災対応には、
あらゆるモノが詰まっている｣、とも言われてきている。2011 年東日本大震災が発生して、
そうした議論が重ねられつつあるなか、この機に筆者としては、四半世紀、筆者の手許で
滞ったままになってしまっている島原･雲仙噴火災害の地区復興に向けた取り組み事例の
とりまとめを、ここで急ぐべきではないかと考えるようになった。ここまで滞ってしまっ
た言い訳も挟みつつ、今、島原、雲仙･噴火災害復興についてまとめてみようとする筆者
のスタンスと狙いを、以下に概説しておくこととしたい。四半世紀前の島原･雲仙･普賢岳
噴火災害を振り返りながら、合わせてその作業が、21 世紀今日の被災対応･防災を考える
礎になればと祈念している。 
 
そこでまずは、雲仙･普賢岳噴火災害の直接被災地=上木場集落との筆者の出会いの
経緯
いきさつ
を記しておきたい。そこで筆者が同集落の被災対応･復興の事例をどのように社会学
的に把握しようと努めてきたのか(1.上木場との社会学徒の出会い)、そこで採られた社会学的
被災地区復興研究の視角を表して、そこに関わる先行研究や事例･資料について俯瞰した
ところで( 2.復興を研究する視角～先行研究の概観)、本論文の構成(3.本論文の構成)を記してい
く。 
 
 
1. 上木場との社会学徒の出会い 
 
地学的平穏の時代の終焉～雲仙･普賢岳の噴火 
1980 年代後半、筆者が大学院で災害社会学領域の研究につき始めたころ、日本では大
災害が今ほどは頻発していなかった。理学(地球物理学･気象学)領域では、これが｢地学的平
穏の時代｣と言われていた。しかし、そろそろ、この平穏な時代も終焉を迎えることにな
るとの警告が発せられ始めていた。それは世紀末をひかえてのオカルト伝説ではなく、理
学的検証の結果だとのことであった。わが国は昭和 34(1959)年の伊勢湾台風(死者･行方不明
5,098 人)から 1980 年代末までおおよそ 30 年間、千のオーダーで死者を出すような自然の
猛威を経験していないという事実が、各種観測データを以て例証されていた(伊藤,1982)。
日本は実はその時期に、世界から驚愕の対象となっている高度経済成長を成し遂げていて、
｢日本の諸都市は近代的な災害に未経験の都市であり｣、｢仮の繁栄の姿に過ぎないのでは
ないか｣と、警鐘が鳴らされていたのである。直下型地震や海溝型地震、火山噴火や大型
台風の発生･列島直撃など、それぞれの活動の周期(数十年から数百･数千年のオーダー)がちょ
うどバイオリズムの周期のような波を描いていて、その波の全ての谷の部分が偶然にも重
なっていた時期にわが国の高度経済成長が重なっていた(伊藤, 1989)、というのである。こ
うした地学的めぐり合わせという偶然に加えて、日本では伊勢湾台風災害直後に、これを
契機に制定された災害対策基本法に基づいて災害予防行政が展開して、全国の海辺に防波
堤･防潮堤が造られ、また、気象情報がくまなく配信されることとなって、防護･避難のシ
ステムが整えられていったことで、かつてなら大災害となったような自然の猛威に対して
も被害を出さずに済んできた、と言われている(吉井, 1996)。 
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そして観測によると、その地学的平穏の時代は終焉を迎えた。元号が昭和から平成にか
わる頃、すなわち 1980 年代末から、かつてなら数千のオーダーで死者数がカウントされ
たような自然の猛威が、30 年ぶりに再び牙を剥き始めた。そのかわきりが雲仙･普賢岳噴
火(1990 年)で、その後、釧路沖地震(1993 年･M.7.8)、北海道南西沖地震(1993 年･M.7.8)、北海
道東方沖地震(1994 年･M.8.1)、兵庫県南部地震(阪神･淡路大震災 1995 年･M.7.3)、有珠山噴火･
三宅島噴火、東海豪雨、鳥取県西部地震(2000 年･M.7.3)…等々、再び自然の猛威が頻繁に
列島を襲う時期に再突入した。しかし、それまでに整備･蓄積されてきた各種防災対策が
奏功して、数千の死者を生むことはなかった。雲仙・普賢岳噴火災害でも、最初の火砕流
の発生(死者 42 人)で避難指示が出され警戒区域が設定されていたことで、その後は域内に
人はおらず、数日後に再び大火砕流が発生するも一人の犠牲者も出さずに済んでいる。ち
ょうどこの時期は葉タバコの芯止め作業の繁忙期で、例年なら域内で数百人がその作業に
就いている。 
雲仙･普賢岳の噴火が始まった頃、筆者は慶応義塾大学大学院博士課程に進学して(1989
年 4 月)、歴史的な調査を掘り起こして、これを社会調査史研究の枠組み(川合, 1989)でひも
とき始めたところだった。その頃はちょうど、関東大震災復興に関わる内務省の被災者悉
皆調査(｢震災調査報告｣)の資料集めに奔走していたところであった。指導教授･川合隆男先
生からは、社会調査史研究シリーズの題材として、先生が以前に取り組んだヒロシマ被爆
者調査をご紹介いただいており、これをどのように今、社会調査史としてあるいは災害社
会学として再読できるか、大きな課題として与えられてもいた。修士課程 1 年に入学し
た直後に、チェルノブイリ原子力発電所事故が発生して(1986 年 4 月)、中鉢正美教授の大
学院授業で同原発災害の経過概要報告を行う機会をいただいた時の緊張感が今でも忘れ
られない。中鉢先生は昭和 40 年代、慶応グループ代表として、川合先生を始めとして当
時の多くの若手研究者を束ねてヒロシマ調査を主導されていた(浜･有末･竹村編著, 2010)。 
さて、大学院ではまた、大学院単位互換制度を利用して、早稲田大学大学院文学研究科
社会学コースで安倍北夫教授(社会心理学･パニック研究)のご指導を受ける機会もいただき、
そこで合わせて災害社会学の拠点の一つとなっていた早稲田大学社会科学研究所･都市災
害部会(代表：秋元律郎教授)を訪ねた。大学院授業と並行して、同部会メンバーが参加する
シンクタンクの防災政策研究(都市防災システムに関わる各種調査)に加えていただいた。雲仙･
普賢岳噴火災害が発生すると、シンクタンクでは数々の緊急調査を企画･実施した。専門
性、機動力を要するそうした緊急調査がスタートしていたが、筆者ら初心者にはまだまだ
荷が重く、少し前の被災事象、例えば、噴火災害に関していえば、大島三原山噴火(全島避
難：1986 年 11 月)の一年後の防災施策調査などに行かせていただいた。 
雲仙･普賢岳噴火災害が発生して数ヶ月後、早稲田の都市災害部会でも若手研究者をチ
ームリーダーとして同災害の社会学的実証研究に乗り出すこととなった。浦野正樹助教授
を代表とする通称･早稲田グループがここに誕生する。メンバーは、浦野正樹助教授、横
田尚俊助手、伊藤清隆研究員、そして私の 4 人であった。当初体制は、早稲田大学文学
部内の特定課題(共同研究費)を充てていただいた。研究解題は｢災害対応行動と災害下位文
化の連続性と変化に関する地域間比較研究｣(代表:坂田正顕･文学部教授)。その他、上記シン
クタンクからも現地出張(資料収集)の仕事をいただき、そうした機会もこれに重ねた。2-3
カ月に一度、大学休暇期間を核に 4 人で 1 週間強の現地調査合宿を張った。また、市長
選や大規模シンポジウムがあると、それに合わせて現地調査出張を設定した。1991-2 年
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はこうして回し、その後は、助手の横田先生が早稲田大学から山口大学に異動したことで、
そちらでのゼミや社会調査実習授業の演習授業に被せるように合宿を企画していただく
こともあった。94 年度末には阪神･淡路大震災が発生し、我々の被災地復興研究もそちら
にシフトしていくこととなる。合わせてその機に筆者が江戸川大学に赴任したことで、筆
者としては初めて自前の研究費を充てて雲仙に通うことができるようになった(しかし、そ
の頻度は、阪神に比べて僅かなものとなってしまった)。1996 年度は笹川科学研究助成｢災害復旧･
復興の制度的枠組みと｢まち｣｢すまい｣再興の諸課題―我が国における過去の被災事例(阪
神･淡路大震災を含む)の法･政策的再検証｣を、1998-99 年度は科研費(奨励研究 A)｢災害復旧･
復興の法･制度運用･新規創設課程に関する実証的研究〜コミュニティ再興と生活再建に
おける｢住｣環境整備の側面から〜｣を、2000-03 年度は科研費(基盤 C)｢コミュニティ防災シ
ナリオ作成の研究実践〜街区単位･簡易型 GIS の手法検討｣をいただき、年に数回の島原調
査を重ねた。 
 
上木場1989             上木場1989-2011          上木場2011 
図1-1 上木場の変化(1989-2011) 
出典：国土交通省･雲仙復興事務所HP (http://www.qsr.mlit.go.jp/unzen/)より 
 
 
早稲田グループの被災地調査の視角～日本災害復興学会 
 1991 年初夏の雲仙･普賢岳噴火災害発災を受けて、翌年春より、通称｢早稲田(浦野)グル
ープ｣では、現地調査にかかった。度重なる火砕流･土石流の発生で、あちこちで様々な被
．．．．．．．．．
害
．
(直接被害＋間接被害)が発生していた。島原市
街地は普賢岳(1359m)との間に眉山(828m)が
あって、噴火の様子は視界に入らず、また音
も聞こえない(風向きによって火山灰が降り注ぐ)。
一方、普賢岳の見えるところでは、火砕流･
土石流による家屋･田畑の流焼失が頻繁に発
生して徐々に被災エリアが拡大していた(直接
被害)。普賢岳の見えない市街地その他のとこ
ろでは、島原半島のライフライン(国道、農道、
島原鉄道)が寸断されていたことで人･モノ･金
の流通が麻痺して、各地域経済圏に大きな影
響が出ていた(間接被害)。市街地では直接的な
被害は目視できないが、全く人気のない商店
街･スーパー、観光地･島原城の姿が深刻な間
接被害を物語っていた。雲仙･普賢岳噴火災害
は、長期化する災害因のもと、時間的に前後
図 1-2 島原市街地と普賢岳と眉山の位置関係 
出典：国土交通省･雲仙復興事務所 HP より 
http://www.qsr.mlit.go.jp/unzen/ 
備考：手前緑が眉山。眉山の手前が島原市街地で、
眉山の後ろ噴煙をあげているのが普賢岳。 
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して多地区で続発する複数の被災事象が同時並行的に走り、その各所で個々の被災者は随
時･随意に窮状や願望を切実に語る。一ところでうかがったエピソードで被災地概況をイ
メージすると、全体を読み違える恐れもあった。 
今となればこのように、被災地の概要を分節化して概説できるが、その当時は赴くたび
に異なる事象･言説がランダムにショッキングに目に飛び込み、それは災害の展開過程の
どこに位置づけられるどのような意味を持つ事象なのか、的確な把握･表現がなかなかで
きなかった。そこで早稲田グループでは、被災地で何が起こっているのか、その直接的原
因とデフォルトとしての一般的背景(バックグラウンド)は何なのか、それら諸事象は互いに
どのように連関しているのか、それらが織りなす全体像とその個々の事象の展開を精確に
把握しようと申し合わせた。｢社会的課題の位相の転化｣(そこ･その人に降りかかる問題･課題が
時間とともに異なるステージの出来事に移行していく)、｢集団力学的関係｣(隣接グループの言説･行
為から大きな影響を受ける)、などと言い表して頭の中にマトリックスを作って、錯綜した現
場事象を解きほぐしながら蓄積していった。 
 そうした意味で、様々な機会に実に多くの(多様な)方々のお話を聞き、またお世話にな
った。現地では、火砕流の直接被災地を町内に抱える深江町で結婚式場(ウエディング石川)
を経営する地元消防団長の石川嘉則さんに、結婚式場上層階の親族控え室を空けていただ
き、そこに逗留させてもらった。被災状況は拡大するものの、その拡大自体がデフォルト
となってきて、次第に式の数も戻りつつあり、大盛況となる週末もあった。有明海の新鮮
な魚貝類が売りで、我々の夕食にも披露宴膳が添えられることもあって、灰にまみれて聞
き取り･踏査をこなして一風呂浴びたあとは、これが何よりの楽しみであった。団長宅の
お隣は深江町役場の企画課復興室長･岸本房也さんのお宅で、奥様が製造･販売する豆腐を
ご馳走になりながら、役場で伺えない地元事情を夜毎うかがった。お話しの最中、外でカ
ラカラ、カラカラと乾いた音がするので何かとたずねると、火砕流が駆け下りる音だとい
う。びっくりして外に出て普賢岳を仰ぐと、不気味な真紅のラインが数条、山肌をスーっ
と下っていく。昼間はもうもうとした土煙の降下であるが、夜になると高温の火砕流
(1000℃･100km/h)は鮮やかに赤く光る。西日本新聞社の年間賞を受賞したアマチュアカメ
ランとしても著名な岸本さんからは、ご自身が撮りためた数多くの普賢岳噴火の写真を見
せていただいた。 
 市長選、市議選があると、たいそうな盛り上がりをみせた。数十年分の公共土木事業が
一気に投下されているから、選挙環境(いわゆる地盤･看板･鞄)も大きく変動していた。堆積
する土砂を搬出するだけでも、全国全都道府県からダンプカーを調達しなければ足りない
ほどの相当な公共事業で、これを地先に埋め立てる(廃棄)となると漁業権の調整(一漁協で
はなく、辺りで連担する漁協全て)が前提･必須となり、これに陸地の農地の補償が重なるので、
地元の漁協･農協を巻き込んで、それぞれに該当する個々の被災者、権利関係者の切実な
声がそこに投影されて、各方面で大きな資金が動く。国･直轄事業が投入されることとな
って、全国そして海外からも資本が参入してくる。周辺道路はいつも全国各地のナンバー
を付けたダンプカーで大渋滞であった。農地が流出してしまった農家の中には、その再建
の目途が立たないことから、しばらくは土砂排出の土木作業のアルバイトでつなぐ層が出
てきた。復興土木事業として造成される宅地に分譲される新築戸建てのガーデニング作業
に就くために造園業のノウハウを身につけようと、土木作業アルバイトの後の夕方、職業
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訓練校に通い始める高齢者の姿も散見された。同じ土、草をいじりながらここ普賢岳の麓
で生涯を全うしたいのだという。 
 個々の被災者の生活再建事情、その見通しをうかがっていくと、次から次へと対象者を
紹介してもらえる(スノーボールサンプリング)。有明海を挟んで熊本と結ぶフェリー航路があ
るが、ここは珍しく海上国道となっていて(国道 57 号線)、東は阿蘇山に端を発して、有明
海を渡り、島原に入って普賢岳までを結んでいる。有明海を渡って二つの火山を結ぶ国道
で、島原のライフラインとなっている。島原の人は、山(普賢岳)のはるか裏側の県庁所在
地･長崎市よりも、対岸に見える熊本市とのつながりに馴染みが深い。島原半島をグルっ
と回って北に向かっても、諌早までしか辿り着かず、県庁所在地には届かない。島原の人
はしたがって、こうして諌早を経由して長崎に向かうよりも、有明海を渡って大都市熊本
に出るか、三池炭坑のあった都市･大牟田、そしてそこから西鉄ですぐの福岡･天神に向か
う方が便がいい。日頃のテレビ･ラジオは、対岸の熊本の放送が中心である。江戸時代か
らこの航路をおさえる豪商がいる。今では島原の港の傍で肥料問屋を営んでいるが、航路･
海の国道をおさえて漁協と通じる彼のもとには、復興事業に関して多くの情報と問い合わ
せが舞い込む。間接被害に取り組む被災者団体のご意見番として、大きな役割を果たして
いた。このご主人には実にいろいろ教えていただいた。しかしながらそこで耳にしたエピ
ソードの一つ一つは、吟味･検証しつくさないと、論文データとしての採用はむずかしい。
被災地には壮大なプランが、陰のフィクサーによって仕組まれているかの言説が飛び交う
(当時の総理大臣は対岸･熊本の細川護熙氏であった)。被災地で誰もがその影響力を認めているご
主人であるが、その発言も活動も、決してローカル紙に載ることはない。 
 さて、早稲田グループでは、メンバー4 人で、次第にそれぞれにフィールドを特定して
いった。筆者は上木場に辿り着いた。そこで地区復興団体の皆さんと、それに寄り添い支
援する東京からのボランティア、コンサルタントに出会った。一地区復興のモノグラフを
書きたかった。早稲田グループでは、伊藤氏が防災システムの発動状況を精査していた。
シンクタンクの調査手法に忠実であった。例えば、警戒区域の設定や仮設住宅団地の建設
による被災者異動の実態など(伊藤他, 1994)がおさえられた。横田氏は被災地で叢生する各
種被災者団体の連関を詳細に把握して、それらの言説と活動によって被災地域全体がどの
ように変動するか、とらえようとしていた(横田, 1995)。同様の視角は、九州大学の鈴木廣
グループ･山下祐介氏によっても取り組まれていた(山下, 1993)。地域社会学的な復興研究
である。1991 年 6 月の大火砕流被害(避難、仮設住宅などの避難生活の開始)、年末から年明け
2 月の復興土木事業の構想発表、同年末の島原市長選(既存の復興施策の継続)、93 年に入る
と被災が水無川下流全域に拡がりを見せて、そこで安中三角地帯嵩上事業が構想･事業化
されていく。こうした全体の大まかな事象の流れ図･見取り図が描かれ始めた。 
 そのさなか筆者は、1993 年度末から 9 年度前期いっぱい、中国の北京日本学研究中心
に派遣講師として赴任する機会を得て、島原そして日本からは一時、離れることとなった。
当時はまだインターネットもなく、また、｢社会｣の文字が記された封書は検閲開封されて
届かないことが多々あった外国人専家としての北京生活の中で、しかしながら実にゆった
りとした時間が確保された大学院講師生活の中で、それまで手許に集めた諸資料をじっく
り読み返して整理する時間が確保できた。その時に熟読したのが、日本から持参した『島
原ローカル各紙スクラップ帳』記事(本論文･第 2 章で詳述)コピーの段ボール箱であった。市
立島原図書館の司書が、ローカル紙から郷土関連情報をスクラップしたもので、噴火が始
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まってからは、被災や復旧･復興に関する記事が全てスクラップされてあった。我々･早稲
田グループでは、1～2 ヶ月おきに島原に着くと毎度すぐにこのスクラップ帳を手に取り、
帰京期間の島原現地の動きをフォローした。貴重な地元情報源の一つであった。 
 この北京赴任生活では、職員室の隣の席に、文化人類学者の清水展教授(九州大学)がい
らした。清水先生はフィリピン･ピナツボ噴火災害のモノグラフ(清水, 2003)の執筆途上で、
筆者と同様、被災地･フィールドから一時はなれての北京赴任であった。雲仙が噴いたほ
ぼ同時期、ピナツボも噴き始めていた(ピナツボ噴火の規模は雲仙の 600 倍)。被災者･従前居住
者のローカル･アイデンティティ再興に研究者はいかに対峙しうるか…。筆者は有り余る
時間を贅沢に使って、清水先生と議論しご教示いただいた。その成果は昨年度、20 年か
けての試行錯誤の上、やっと上梓された(大矢根, 2015a)。復興を考える際には、被災地区の
復興土木事業の竣工過程を扱うのみではなく、そこに生活を賭ける従前居住者の生活再建
の奮闘努力の模様、およびその発露･息遣いとしてのローカル･アイデンティティ再構築の
軌跡を分厚く記述していく必要性について、北京で学んだ。北京で本論文の雛形となるエ
ッセーを執筆して、帰国後、早稲田の『社会科学討究』に投稿した(大矢根, 1996)。 
 帰国してすぐ、阪神･淡路大震災(1995 年 1 月 17 日)が発生した。江戸川大学社会学部に
地域社会学･災害社会学の担当として採用していただいた。ここからは自らの研究･教育に
ついても、また、早稲田グループの研究対象も、阪神に集約されていった。雲仙がたいそ
う気がかりであったが、おおかたの時間を阪神に割くこととなった。研究室は、神戸市長
田区で復興まちづくりに取り組む NPO 団体(まち･コミュニケーション)の東京･神奈川出張所
となった。阪神に毎月通う生活が続いた。その間に、専修大学に異動し(1999 年)、こちら
でも社会調査実習で阪神に学生を引率することが続いた。これは阪神の被災 20 年目まで
継続した(大矢根研究室, 2005-2014)。その間も、雲仙には年に 1 回はお邪魔した。 
 この間、新潟県中越地震(2004 年)、阪神･淡路大震災
1 9 9 5 年
10 周年検証(2005 年)を機に、日本
災害復興学会が設立された(2007 年度)。復興をリベラルに実証的に論じる学会で、筆者は
｢復興｣を一義的な公共土木事業の竣工過程ととらえる視角に異議を唱えて、それとは少し
ことなる展開に見える雲仙の取り組みを再検討し始めた。そして東日本大震災が発生して、
再び｢復興｣が熱く議論されている。防潮堤の高さ 14m をもう少し低くできないか、造成
される高台にコミュニティは再興できるのか…。しかしながらそこでは、再び復興が、公
共土木事業の竣工過程としてのみ語られ、被災者の生活再建の道程もその枠組みにおいて
のみ
．．
語られるようタガをはめられて、きわめて矮小化されてしまっている。早稲田グルー
プでは雲仙研究の原点を愚直に振り返りつつ、東日本のフィールドに対峙している。筆者
は、宮城県石巻市の小渕浜を(大矢根, 2015b)。浦野研究室では岩手県大槌町安渡町内会を(野
坂, 2013)。また、同研究室メンバーは、福島原発事故(1F
ｲﾁｴﾌ
災害)にかかわるいわき市をフィー
ルドとしている(川副, 2013)。従前居住者(被災者)の生活再建模索のプロセスに焦点が合わさ
れている。 
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2. 復興を研究する視角(その概念、方法、資料･データ)：先行研究の概観 
 
筆者のそうした被災地復興研究の履歴を経て、本論文では一被災地区の復興の経緯を、
復興土木事業の竣工過程として記録するのではなく、社会学的視点と方法論で、重層的に
描き出そうと考えた。すなわち、被災地区住民(被災者=従前居住者)の生活再建模索活動、そ
の奮闘努力の模様を詳述してくこととして、そのためにその検討の時間軸を延伸させて、
復興ノウハウが構制されて、その活動成果が重ねられて被災者自身によって検証されたと
ころで、それが後の被災地に伝播･照会されるまでを扱ってみることにした。島原･上木場
の人々は、自分たちが辿ってきた道筋、成し遂げたこと、やり切れなかったこと、それら
を次に伝えるために整理したところで、やっと自分達の｢復興｣に区切りついたと感慨深げ
に語っていた。復興とはいつからいつまでなのか、明確な規定があるわけではない(復興を
一義的に、土木事業の竣工ととらえる場合には、事業構想の発案から竣工までと、その期限は限定され
うる)。自らの体験が言説として整理されたときに、一段落、腑に落ちたという。 
そこで本論では、試行錯誤の上、産み出されてきた復興ノウハウが、次の被災地に伝え
られて学び取られ、それがさらに精緻化･普遍化してひろがっていくというところまでを
視野に入れて、この学び伝えられるノウハウ(システムの伝播、制度化)のあり方に着目して、
これを教育課程(学校等の教育･教習機関で、一定期間に割り当てて修めさせる学習･作業の範囲や順序
し、例えば教職課程や自動車運転免許取得課程などのように)に倣って復興課
．
程と表した。 
復興に取り組む現場を眼差すこうした視角は、筆者のこれまでの社会学的な学びの中で
体得されてきたものがモザイク状に組み上げられてきた、その結果である。そこでここで
は、復興をとらえる際の本論文の視角を提示して確認しておきたい。そして、そのそれぞ
れに関しての私の社会学的な学びの経緯、論点を振り返りつつ、その中から本論文に直接
的に関わる先行研究を俯瞰しておくこととする。 
 
視角：復興を｢出来事｣としてとらえる 
慶応の大学院で社会調査史研究のために旧図書館に足繁く通って埃まみれになってい
た頃、同大学院には講師として奥田道大教授(立教大学)がいらしていた。先生は築地･明石
町の聖路加病院の建て替え(再開発事業)の現地調査を企画されていて、これを複数の大学院
合同授業(立教、慶応、早稲田、東大)として三田キャンパスで実施された。慶応院からも筆者
を含めて多くがこれに参加させていただいたが、現地調査前の導入では、座学で先生の『都
市コミュニティの理論』をはじめ古典『都市社会学原理』(鈴木栄太郎)から最新の英書‘Post 
Industrial Cities’(Savitch, H.V.,1988)まで、輪読が重ねられた。日本社会学会でも世界都市論
が議論されていて、ニューヨーク、パリ、ロンドンに加えて TOKYO であったから、バブ
ルに沸く都心三区の一画での調査実習授業は、大変刺激的であった。奥田先生からは、こ
の都心再開発事業における災害研究の局面を抽出してみなさいとご示唆いただいたが、そ
の当時としては超高層ビル建設問題としてしかそれを措定できなかった(ことが悔やまれる)。
今ならば、同開発によって喪われるかけがえのない社会関係とは何か、それを喪う当事者
(被災者)が開発後の社会生活の中に描く‘懐かしい未来’とはどういうものなのか、その
実現の主体･体制とプロセスは…、と現地調査を組み上げていったにちがいない。 
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この頃同時に、後に『現代大都市の重層的構造』(有末賢)としてまとまる諸議論が地域
社会学会で重ねられていて、筆者は有末先生の『地域社会学会年報』や『法学研究』に掲
載された論文に大変刺激を受けつつ、この一連の研究に羨望の眼差しを向けていた。｢出
来事｣が扱われていたからである。社会学的災害研究では当時、米国災害社会学の理論的･
方法論的枠組みに依拠しつつ、我が国独自の地域社会学的災害研究が興ってきたところで、
筆者も三田社会学会を経て地域社会学会で、一地区の防災活動事例を報告し始めたところ
であったが(大矢根, 1990, 1991)、自主防災組織研究のその先が見通せず四苦八苦していたと
ころであった。有末先生はその時期、古典的な都市論や新都市社会学とも位相を異にして、
｢生きられた都市｣における諸関係性の抽出の重要性を指摘されていて、｢出来事｣に着眼し
て、そこで起こる事件や開発、さらに災害についても都市社会の時間的重層性の中で把握
されていた。これに接して筆者は、緒についたばかりの雲仙研究(一被災地区･上木場の復興
研究)において、こうした視角が取り込めないものかと夢想したところであるが、四半世紀
前、まだまだその理論的･方法論的検討は不十分であった。 
こうして始まった筆者の地域社会学的復興研究の極初期に、上述の清水展先生に遭う。
先生は、｢巻き込まれてく(コミットメントの)人類学｣を標榜して、ピナツボ噴火災害(1991 年)
というフィールドで遭遇する｢出来事｣(への自らの参画を含めた)を詳細なモノグラフにまと
められている途中であった。これは後に、『噴火のこだま』(2003 年)として上梓される。
同書には『出来事の民族誌』(1990 年)という前書があって、噴火災害に遭う直前までの現
地民(ネグリートとしてのアエタ族)の生活の諸相が、様々な｢出来事｣の集積として、すでに詳
細なモノグラフにまとめられていた。いわば被災･復興に関わるデフォルトとしての(被災
前)日常生活が、様々な出来事とそれをめぐる重層的な関係性として既に把握されていた
こととなる。だから清水先生は噴火直後から、｢古くからの友人達･アエタ｣のアイデンテ
ィティ再構築の現場に積極的に参与することとなるのであった。 
 それまでの社会工学的復興研究、その対象は日本では、復興公共土木事業竣工と同義と
して語られることが一般的であったが、そこではこうした出来事の履歴は顧みられること
はなく、あるとしてもそれはせいぜい従前居住者懐柔の一メニューとしてであった(たとえ
ば 祠
ほこら
の移築など)。 
 
視角：復興を｢生活再建｣側面からとらえる 
 島原･深江でフィールドワークを始めてまもなく、上木場復興実行委員会の組織活動に
触れた折、これまで読んで頭で分かっていた(つもりの) 作為阻止型/作為要求型の住民運
動とは異なる、そこはかとない柔らかさをそこで感じて、いささか拍子抜けした。後にな
ってこの感触の原因･真意が分かって来ることになる。そこで地元被災者によって議論･
構想(夢想)されていたのは、復興土木事業の反対運動ではなく、自ら創案して組み上げる
事業(住民自身の総意で組み上げられるからこその公共事業
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
)であったから、事業に反対が起こる
ことはあり得なかったのである。要求提出は語気荒れる団体交渉ではなく、物静かに｢タ
イマ
1 対 1
ン書類授受｣で行われていて、したがってその現場の模様は(騒擾ではないので)扇情的に
メディアで取り上げられることもなかった。また、組織内の議論は、執行部のつるし上げ
や批判として展開するのではなく、毎夜コップ酒をチビチビ酌み交わしながら呟
つぶや
きを拾
う｢ミニ集会｣(集落の寄り合い)として開催されていたから、深刻な話題にも関わらず和やか
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な、いたわり深い雰囲気が漂っていた。｢生活再建｣のための原資(預貯金や諸権利関係)につ
いて諸情報が、率直･真摯･慎重に把握されていた。 
 地区復興の組織活動では、様々な言葉が選び出されて戦略的に使われるようになってい
た。その一つに｢生活再建｣があった。火砕流でほぼ町内会全域が埋没してそこに国直轄事
業として大型砂防ダム建設が予定された上木場集落では、噴火災害被災地の記録ではなく、
ダム水没集落の対応事例に学ぼうとしていた。そこにボランティアとして参画した社会工
学系コンサルタントは、全国各地の一級河川上流のダム水没集落の履歴をひもときはじめ
ていた。そこでこれまで全国各地で幾度となく繰り返されてきたダム水没集落再建の際の
戦略用語･｢生活再建｣が拾われて、ここ島原に導入されることとなった。高度経済成長期
を挟んでダム水没集落の生活再建メニューは、その獲得の経緯とともに分厚く蓄積されて
いたから、それに学ぶこととされたのである。例えば、移転住宅の補償に際しては、家屋
の構造(床の間の材質)や自慢の庭、農家ならボイラーや農機具置き場の納屋はもちろん、墓
の移転も忘れずに加えられて、それには忘れずに読経費を合わせて…と。ダム水没集落の
戦略としての概念･｢生活再建｣が敷衍して上木場に導入された。 
そこで筆者は、被災地において｢生活再建｣(あるいはこれに類似する)概念を駆使した社会
(科)学的先行研究をあたってみることとした。災害研究領域としてはまずは、酒田大火
(1976 年)の｢生活復旧曲線｣が思い当たった。地理学をベースとする防災社会工学領域の巡
検･アンケート調査で、そこでは｢とりあえずの生活が落ち着いたと思えた時期｣がたずね
られていて、そうした生活復旧に関する領域と、それに続いて取り組まれる住宅再建･コ
ミュニティ再構築にかかわるもう少し長い時間軸の復興が合わせて検討されている(中林･
小坂, 1988)。しかしながらこれは純粋な社会学的研究ではなかった。住宅再建を核とする
生活再建については、米国の災害社会学で取り上げられ始めていることがわかった。それ
は、Oliver-Smith の ‘Post- Disaster Housing Reconstruction’ などで、住宅階級論をベース
にして復興における不平等構造の再生産を批判する議論であった。こうした実証研究が、
オハイオ州立大学を中心に蓄積されてきていることが、日本社会学会にも紹介されだして
いた。これを紹介していたのが早稲田グループであったが、慶応の大学院で社会調査史を
学んでいた筆者には、どうもこれが腑に落ちなかった。生活再建を扱った社会学的実証研
究は災害大国日本にも存在しているはずだと踏んでいたところであるが、それが日本社会
学会で紹介された災害社会学史には載っていない。社会学者が社会学研究者組織(調査グル
ープ)を構成して、社会学的概念と方法論をもって世に問うたものに、｢生活再構造化過程｣
を扱った原爆調査があるではないか。しかし当時、初学者の筆者にはその位置づけを顕す
業績がまだなく、社会調査史研究の題材探しの段階であった。早稲田グループの長、秋元
律郎先生に食い下がってみたものの、ブツ(そうした主張を例証した自著論文)がないのでそれ
以上の議論には進まなかった。 
地区復興の組織活動の現場では、被災者自身によって、｢生活再建｣概念以外にも、様々
な｢先例｣の発見が続けられた。火砕流が堆積してこれが雨の度に土石流となって駆け下る
水無川下流域では、噴火災害としてではなく河川災害(土石流被害)の軽減策として全国の履
歴を渉猟していて、そこから｢遊砂
．
地｣(遊水池に倣って)が拾われて島原に導入された。そし
てこれが建設された。地権者が用地を差し出し、借地料を国･県より獲得するという算段
が考案されて組み上げられた。土石流で被災して二束三文の価値しかなくなった(農作物も
採れなくなった)土地から、賃借料が生み出されて被災農家の安定的な収入源となった。こ
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うして噴火被災地区の諸状況は、分節化してとらえられたところで、過去の某かの事象と
のアナロジーとして把握されて、それらが前例として照会されて果敢に援用･導入された。
上木場でそうしたアイディアの数々をうかがいながら、筆者はその元の事例を扱った社会
科学的実証研究の先行文献をあたった。 
 ダム埋没集落の社会学的実証研究としては、ダム建設反対の住民運動を含めて、例えば、
｢西の川辺川(熊本県)、東の八
や
ッ
ん
場
ば
(群馬県)｣と言われる両ダム建設予定地を扱ったモノグラ
フ、ルポルタージュを始め、数多くの先行研究がある(萩原, 1996、町村編, 2006, 桜美林大学産
業研究所編, 2010)。 
 国直轄事業や法定事業に際して、居住の権利を喪う住民層から発せられる異議申し立て
については、『区画･再開発通信』(月刊)などの都市計画事業反対運動史･資料が厚い。そ
のきっかけが鉄道･道路･空港等建設計画であれ、(砂防)ダム建設事業による集落水没であ
れ、法定計画としての法理･対象権利者措定のあり方は、被災地の復興都市計画事業も同
型であるから、各種被災地復興事業に対峙する被災者は、同じ国･同じ法体系の同型事業
の履歴に学べば良いこととなる。これらについての理論的体系書に『土地区画整理の研究』
(岩見, 1978)がある。 
 
視角：復興をリベラルな防災工学からとらえる 
 さて、阪神･淡路大震災の復興都市計画事業の現場を凝視していて、復興事業に、それ
を施工(施行)する工学サイドから、｢住民サイドに立って｣参画する二種･両陣営のあること
が見えてきた。地域社会学では行政サイド･建設推進派 vs 反対住民派というように、事業
賛否構造を二項対立として描くことがある。ところが実際には、施行(施工)サイドはかな
りしたたかで、そこまで露骨な事業の組み上げ方をすることは希である。一見、住民サイ
ドに立って住民と共に計画をたてているように見える外観を演出する。そこで｢住民サイ
ドに立って｣参画する二種･両陣営が映る。 
いわゆる｢まちづくり協議会｣で行われるワークショップの類がそれ、二種の前者、であ
る。住民の総意を担保しているとされる地区組織を設立して、ワークショップを重ねて住
民参加の事業意見集約を行うが、しかしながらそれら意見書は都市計画審議会で(厳正な審
査の結果･予定どおり)不採択となる、というシナリオである。この度の東日本大震災の復興
公共土木事業対象地では、このスタイルによって粛々と合意形成が図られた。多くの被災
者がワークショップに参加して、意見を表明した。 
 さて、｢住民サイドに立って｣参画する二種･両陣営の｢後者｣は、どうだろうか。そちら
では生活再建、地区復興の諸事業は、地方公共団体から提案･投下されるのではなく、被
災者が独自に組み上げる。ここに参画する工学サイドは、それを後ろ支えする。あるいは
最低でも、既存の法定事業を被災者が自ら選択して組み立てるようアドバイスする。被災
者は当然、自らの生活再建のために事業を導いてくるから、自らがそれによって駆逐され
るような事業を選択してくることはあり得ない。しかしながら二種･前者の場合は、復興
後に構成される新たな社会の住民(ジェントリフィケーションによる新住民)が主格となってい
るから、従前居住者=被災者みながそこに留まれるという保障はもともと与えられていな
い。1995 年の阪神･淡路大震災の復興都市計画事業で、上述の二種･前者の施行戦略(商法)
が露見してきたところで、改めて島原･上木場を再見してみると、こちらは二種･後者の取
り組みであった。その後、このスタイル、二種･後者の地区復興は、世紀末から 21 世紀
13 
 
にかけて、全国各地の被災地、それも限界集落とまで言われる被災地に伝えられて地道に
展開をみている。というのも、大都市災害の復興事業では、そこに創出される延べ床面積･
地価ゆえに、世界各国･多国籍企業が参画してきて将来都市人口･集積地価の争奪戦を繰り
広げることとなるが、限界集落の再生･維持といった採算性の低い事業に彼らの触手が動
くわけではない。資本の論理に馴染まない限界集落の復興は、二種･後者のようなボラン
タリスティックな活動に委ねられることとなった。 
 そこで、二項対立の開発行財政サイド、あるいは、二種･前者のしたたかな施行戦略を
含めて、それらが阪神･淡路大震災後、あるいは、東日本大震災後、『復興災害』(塩崎, 2014)、
『ショック･ドクトリン』(Naomi Klein, 2007= 2011)として厳しく批判されてきたのであった。 
 二種･後者の事例は、また、ローカルの智を復興に組み入れようとする工学研究者の研
究実践としても重ねられている。東日本大震災での事例がある。宮城県石巻市の牡鹿半島、
そこには大小 30 を越える浜･浦(漁港)が点在しているのであるが、それらが津波で被災し
て中心市街地復旧のようには人手や機材が回らず放置されつづけていたところで、そこに、
日本中の若手建築研究者グループが集って、各研究室が一つの浜･浦を詳細に踏査して復
興プランを提示した。アーキエイド(Archi-Aid)である。 
 
…全国の建築家による復興支援のためのネットワーク｢アーキエイド｣。7 月には宮城県石巻市の牡
鹿半島で｢サマーキャンプ｣を行った。 ／東京芸術大准教授で東北大でも教えるヨコミゾマコト
(49)と学生が雄勝半島で実施した調査を先行事例に、全国 15 大学の学生約 100 人が教官の建築家
らとともに、複雑に入り組む半島の 30 の浜で現状を調べ、住民の声を聞き、復興への提案をする
というものだ。／例えば横浜国立大教授の小嶋一浩(52)のチームは、集落の模型を作り住民から意
見を募った。防潮堤の配置や経済的な不安など専門外の指摘も含まれていたが、小嶋は耳を傾ける。
｢個人住宅の設計では、家族の愚痴を聞くようなもの。建築家の仕事には元々、悩み相談の側面が
あるんです｣／アーキエイド実行委員を東北工業大講師の福屋粧子(40)らとともに務める建築計画
学の小野田泰明･東北大教授は、｢土木や都市計画と仕事が分かれ、建築家名で大計画ができる時代
ではない。計画に質や文化性を加え、命を吹き込むのが建築家。環境を読み人々と対話する力を使
わない手はない｣と指摘。筑波大准教授の貝島桃代(42)も現地で、｢建築家とは、人間のための場所
を作る人｣と話した。／調査結果と提案は石巻市に手渡された。星雅俊・同市復興対策室長は｢住民
の声が反映され、十分に参考になります。事業化が可能か調査をしています｣と話す。／現地で、
小嶋は｢雨露をしのぐ場所から進化してきた建築が、この状況で何ができるのかを絶対に考えない
といけない。逃げたら終わりです｣と話した。震災が、建築家たちに原点を見つめ直させている。(『朝
日新聞』2011.9.10)(下線筆者) 
 
 この度ここ牡鹿半島では、復興が足許から組み上げられ始めた。ローカルの智が、研究
者･建築家集団によって直接聞き取られて、模型として具現化された。被災地でこの模型
が展示された時、家も集会所も全てが流されてしまった浜では、漁師やお母さん達から、
｢この模型が寄り合いの場だ｣と、語られていた。 
上記引用箇所の｢環境を読む｣について、アーキエイドでは｢文化的地域遺伝子｣という概
念を創設して、建築家の地形を読む視力を紹介している。 
 
地域遺伝子とは、生物多様性保全の立場から、外来種の持込みや放流などによる遺伝子攪乱に対す
る地域固有種の保護・再生に向けた取り組みから用いられ始めた生物学用語である。ここでは、山
から海底までの地形条件、気象や植生などの自然条件、人々の経済活動や生産活動、集落や神社仏
閣の配置、交通網の変遷、祭や芸能、過去の災害の記録とその対策、教育や福祉の実態と自治体の
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取組みなど、その地域に関連するあらゆる情報を遺伝子ととらえ、その総体を文化的地域遺伝子と
呼ぶ。本計画は文化的地域遺伝子に着目し、破断された部分を縫合･再生し、その上に新たな情報
を書き重ねて行くものである。 
(｢震災復興に向けて、建築学生にできること｣ http://table.smt.jp/?p=1244) 
 
 東日本大震災に際しては、限界集落たる離半島の小漁村になかなか復興施策の届かない
ところを見てとって、リベラルな建築研究者集団が研究実践としての介入を試みた。ロー
カルの生活智が、被災者と研究者が協働して組み上げる復興スタイルで掘り起こされ･拾
い集められて、地元自治体に復興事業のパーツとして取り入れられつつある。復興が国直
轄の既定の土木事業竣工とは異なる、すなわち、ローカルの記憶･言説を掘り起こし組み
込む形で企画･構想され始めている。復興に携わるハード整備事業従事者には、先述した
ように二種あるが、これは二種･後者に相当する系譜である。 
復興、特に｢生活再建｣に関わる地域社会学的研究、防災社会工学的研究の先行研究を辿
っていくと、こうした系譜に位置づけられる研究実践が色々浮かび上がってくる。 
 
視角：復興を｢公共｣事業から考える(伝播－課程－地区活動) 
 雲仙･島原では上述の二種･後者の復興スタイル、すなわち、専門ボランティアの参画す
る地区復興への取り組みが、上木場地区で創設されてお隣の安中地区に伝わり、安中三角
地帯嵩上げ事業として被災地区住民によって創案され、これが公共事業に昇華していった。
国直轄復興土木事業(導流堤と水無川拡幅･浚渫･堤防増設の土木事業)によって創出される空間
が、しかしながらなお(さらに)危険性を包摂しているとして地元住民から忌避･糾弾されて、
その箇所の独自の嵩上げ計画が住民サイドから創案された。これが順に市議会、地元首長
の賛同を得、次に県、さらに国と承認されていって、公共事業として認可されることとな
った。作為要求型の住民運動と言えばそれまでだが、夢想･創案から 10 年、100 億の事業
費を要する大規模公共土木事業である。この事業をどう読み解いていったらいいのであろ
うか。筆者のこれまで学んできた社会学領域の先行研究を総動員して組み立てて考えてみ
た。 
 まず、公共事業を考える際に参照したのが、『地域から生まれる公共性』(田中, 2010)で
ある。同書で田中は、そこで提出された概念：｢小さな(私的な)小文字(言説として)の公共性｣
に、神戸市長田区真野地区の防災まちづくりの履歴が該当すると析出していた(詳細は本論
文･第 4 章･第 2 節(2)参照)。真野の 30 年に及ぶまちづくりの履歴については、筆者も阪神･
淡路大震災後、お隣の御蔵にお邪魔していてよく見聞していたし、その記録者･語り部で
ある社会学者･今野裕昭教授とは偶然にも研究室がお隣で常にお話を伺っていたから、こ
の田中先生の析出意図はすぐに了解できた。そこで筆者は、一町内会を基盤とする上木場
復興実行委員会と二人三脚で、その取り組みに学んで組織体制を築き、上述の三角地帯嵩
上げの公共事業を成し遂げた安中地区(いわゆる町内会連合)の事例を、この｢小さな小文字の
公共性｣の一事例として読み込んだ。筆者は、上木場復興実行委員会を対象に調査を続け
ていたから、その組織体制の構築とその運用スタイルが、隣接する安中地区に精確に伝播
していることを把握する必要があると感じた。そこで島原の被災各地、各復興組織の連関
を改めて眺めてみると、その各組織間には非常に緻密な連携があることが見えてきた。上
木場の人々の生活再建に向けた奮闘努力の模様を具に追っていくと、結果的にそれを後押
しするような他地区･他領域の復興団体との協働があったり、あるいは逆に、上木場の人々
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の熱意を削いで足を引っ張るような言動があったりと、その連関はプラス･マイナス多様
であったが、いずれにしても一被災地区の復興に向けた組織活動には、縦横に様々な力学
が働いていることが確認できた。そして上木場の取り組みのノウハウが、隣接被災地区に、
まずは安中地区に精確に伝えられて実装されていることが見て取れた。 
 こうした伝播は、この度はまず、上木場地区から同様の課業遂行を目指す隣接地区に学
び取られて行ったが(上木場→安中)、その後、それは一つの地区復興スタイルとして、防災
社会工学的研究実践の一環として、学会活動を介して、全国各地で照会されて展開を見て
いることが分かってきた(上木場→山古志･中越地震
2004 年
→栗駒耕英地区･岩手宮城内陸地震
2008 年
)。 
折しも長野県飯田市で筆者が目にした公民館活動が、それにタブって見えた。飯田の公
民館活動は、高度経済成長期前期に総理の諮問に応えた国民生活審議会(調査部会コミュニ
ティ問題小委員会)の提言に基づいて全国展開したシビルミニマムとしてのコミュニティ施
設とは異なって、地区独自の伝統を有する自律的地区文化である。地元の人々の間では、
｢公民館する｣という動詞が日常会話で使い回されている。公民館(その分館
．．
)は、｢日常のた
．．．．
まり場
．．．
として、身近な課題の解決に取り組むなど住民同士のふれあいの場として位置づけ
られていて｣(鐘ヶ江, 2014)、公民館長がファシリテーターとなって、住民自治組織である｢ま
ちづくり委員会｣活動の一環として様々な事業を興している
．．．．．．．．．．．
(飯田市では公民館活動の中から
環境 NPO 法人が生まれ、それが 21 世紀型のビジネスモデル=太陽光発電会社、に成長していて注目を
集めている)。上木場でも安中公民館に皆が集い、その寄り合いで様々な地区事業が興され
て、被災時も皆がそこで肩寄せあって過ごした。警戒区域が設定されてそこが使えなくな
ると、まず紙面上(『広報あんなか』)それを復旧して、ほどなく各仮設住宅に(それまでの規定
では設置が位置づけられていなかった)集会所を新設して、さらに避難生活の所々でその分館
．．
と
して機能する｢ミニ集会｣を開いて、日常のたまり場として被災者の呟
つぶや
きを拾った。この
自律的地区文化としての公民館活動は、｢地域や集団の内部に蓄積された結束力やコミュ
ニケート能力、問題解決能力などに目を向けていくための概念装置で、地域を復元=回復
していく原動力をその地域に埋め込まれ育まれてきた文化や社会的資源のなかに見いだ
そうと｣考える｢resilience: レジリエンス(復元=回復力)｣概念(浦野, 2007)がまさに読み解こ
うとする事々に符号するように思われた。 
 こうした公民館活動が、シビルミニマムとしてのコミュニティ施設ではなく、地区独自
の伝統を有する自律的地区文化としての公民館活動として、東日本大震災で例えば、フク
シマでは極めて効果的に作動した事例が報告されている。福島県郡山市にある多目的ホー
ル･福島県産業交流館｢ビッグパレットふくしま｣の事例である。そこには、1F
ｲﾁｴﾌ
災害(東日本
大震災の福島第一原子力発電所事故)後、最大 2,500 人もが、8 月末日の閉鎖まで数ヶ月間をそ
こで過ごした。過酷なその避難生活環境に為す術無く、施設管理者の県当局から(いわば人
身御供として)現場に差し出されたのが県庁職員で社会教育主事の天野和雄であった。天野
はこの過酷な空間を公民館スタイルで乗り切ってみせた。後日、日本災害復興学会･懇親
会二次会で酒を酌み交わしながら天野が語ってくれたところでは、そのとき彼の脳裏には
｢寺中構想：新しい町村の文化施設｣が浮かんでいたと言う。彼は以下の全文を諳んじてい
て、聞かせてくれた(以下、後日、その文書の複製をいただいた)。 
 
この有様を荒涼というのであろうか。この心持を索漠というのであろうか。目に映る情景は赤黒
く焼けただれた一面の焦土、胸を吹き過ぎる思いは風の如くはかない一連の回想。焼トタン屋根の
向うに白雲の峰が湧き、崩れ壁のくぼみに夏草の花が戦いでいる。 
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これが三千年の伝統に輝く日本の国土の姿であろうか。あくせくと一身の利に走り、狂うが如く
一椀の食を求めてうごめく人々の群。これが天孫の末裔を誇った曽ての日本人の姿であろうか。 
武力を奪はれ、国富を削られた日本の前途は暗く家を焼かれ、食に飢える人々の気力は萎え疲れ
ている。これでよいのであろうか。日本は果たしてどうなるのであろうか。 
われわれは熱望する。お互いの教養を励み、文化を進め、心のオアシスとなってわれわれを育く
む適当な場所と施設がほしい。郷土の交友和楽を培う文化センターとしての施設を心から求めてい
る。 
みんなが気を合せて働いたり楽しんだりのための溜まり場の施設が必要だ。そんな施設が各自の
生活の本拠である郷土、われわれの愛する町村に一つ宛できたらなんとすばらしいことであろう。
(寺中, 1946) 
 
終戦直後、文部省･社会教育課長であった寺中作雄が打ち出した、｢寺中構想｣と呼ばれ
る文書｢公民館の建設－新しい町村の文化施設｣の冒頭の一節である。筆者は学会大会を実
行委員長として乗りきった達成感もあったのか、あるいはまた、ビッグパレットふくしま
の避難所を切り盛りした天野の話を直に聞いていたことからか、寺中構想を諳んじる天野
の眼前で感涙を禁じ得なかった。天野はビックパレットふくしまの状況を、寺中構想に描
かれる終戦の情景に重ね合わせてとらえて、その現場を公民館の理念、｢いのちを守るこ
と｣、｢自治をつくること｣にただただ則り運営したという。いみじくも公民館･寺中構想の
原点が、そこで再現されたのだろう。 
 上木場復興実行委員会の組織活動が、筆者にはこうした公民館活動と重なってみえた。
地区で育まれてきた自治システムが、被災時に十分、その通りに稼働した。そこで改めて
見出された人材(人財)が組織の舵を取り、地区復興団体として自前で体制と戦略を固めて
いった。そしてそれは｢上木場スタイル｣と呼称されて、次の被災地に伝えられていくこと
となる。 
 この伝播は、伝える側･伝えられる側、その双方において、それぞれ意義があった。伝
えられる側は、これを修得し自らの組織に実装して理論武装･組織体制整備した。この伝
播を教授･修得の課
．
程として本論文ではとらえた。復興スタイルは伝播して照会･修得され
て血肉･鎧
よろい
甲
かぶと
となる。一方、伝える側は、初見の者にも適切に伝わるように言説を磨き
調整する中で、その体験が自らの中に整理･受容されて腑に落ちる経験をすることとなる。
これは臨床心理学(カウンセリング)の現場で用いられる心理的療法･デブリーフィング
(debriefing)の地域版に符号する。援助される側が助けられるのは自明であるが、実は援助
．．
する側も救われている
．．．．．．．．．．
のであった。援助行動研究(心理学)から派生したボランティア研究
では、こうした双方の関係性を、支援－受援(被支援行動)としてとらえていて、支援者側へ
のメリットが、｢援助者自身が認知する心理的･社会的な内的報酬｣(妹尾, 2001)と定義され
ている。被災時に出現した互いに助け合う場、そこでの出来事は、多用な学術領域のター
ムで解釈されている。 
 筆者は本論文で上木場スタイルの伝播を、上木場にとって
．．．．．．．
の復興課程として位置づけた。
上木場は組織活動の履歴と成果を次の被災地に伝えることで、自らの体験を整理･受容す
る機会を得て、復興課程を修了した。 
 
視角：復興を｢伝播｣の位相を含めて考える(｢小さな･小文字→大文字の公共性｣の教材) 
 阪神･淡路大震災の真野地区、雲仙･普賢岳噴火災害の上木場地区、そこで｢小さな小文
字の公共性｣が発現した。これが広く伝播して照会･修得されることで｢大きな小文字の公
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共性｣に移行することになる。また、一地区･言説としての公共性が政策的公準に昇華する
ことで、この｢小さな小文字の公共性｣は｢小さな(大きな)大文字の公共性｣に移行する。 
 その伝播の際の素材･教材として、復興記録誌とローカル紙(そのスクラップ帳)が有用であ
るとして、本論文では取り上げていきたい。もちろん、整理･解題された研究者の調査デ
ータ(アーカイブ)もあげられる。その他、適宜製作される映画･TV ドキュメンタリー番組な
どもある。ここでまず、そうしたドキュメンタリーについて触れておこう。 
東日本大震災･1F 災害で避難指示区域･警戒区域が設定されたことで、長期的に古里を
離れざるを得なくなっている双葉町民に同行して撮られた映画『フタバから遠く離れて』
(2012 年)、『同･第二部』(2014 年)がある。監督の舩橋淳は東大教養学部卒後、ニューヨー
クで映画を学び、海外で何本か撮った後、帰国して、3.11･1F 災害に接した。帰還困難区
域に指定されて双葉町町民は、役所ごと埼玉県加須市･旧騎西高校に避難したが、彼はそ
の生活に同行する許しを得てカメラを回し続けた。｢校舎内でのマスコミの取材活動は一
切禁じられており｣(舩橋, 2012, 7)、｢記者クラブに所属している大手メディアにしか同行取
材は許されない｣(舩橋, 2012, 22)なかで、｢もう足を崩して輪に混ぜてもらうしかない、と私
は腹を括った。同時に、この人達のことを絶対に裏切ってはいけない、という強い想い｣
(舩橋, 2012, 33)をもって旧騎西高校に通い続けた。町長から｢一緒に来てくれ、ってなるか
もしれない。町の記録とりたいって思ってっから｣と声をかけられ、｢はい、喜んで!｣(舩橋, 
2012, 43)と応じ、ドキュメンタリー映画三原則、①対象への愛、②長期間の記録、③対象
への責任、を堅持して足かけ 4 年、撮りためて二本の作品を発表した。ドキュメンタリ
ー論(佐藤, 2001)を学び、言語情報として要約できる映像(ジャーナリズム)とは異なる(言語情
報でまとめられない)ドキュメンタリーの位相を前提にして、トラッキングショット(突出した
映像ばかりを並べ立てる表層主義のことで、内容の空洞化を誘う)を排して字幕も主観を排して、
ミニマリズムのアプローチを徹底し、｢震災ルポ･問題提起型ドキュメンタリー｣(舩橋, 2012, 
100)にならぬよう客観的な映像作品が目指された。フタバ住民の 4 層への分断状況、①全
国バラバラ避難、②線量による避難区域分け、③賠償金の額、④中間貯蔵建設予定地区内
か外か(補償金の有無)(舩橋, 2014, 224)、が精確に析出されている。 
さて舩橋は、双葉町民一人称の視点で、その置かれている状況を適切に把握して、長期
的な同行取材によって、客観的な記録を残す、これをドキュメンタリー映画としてまとめ
た。今後二度とこのような被災事象の発現がないことを願うが、万が一の際には、貴重な
教材として修得の対象となろう。舩橋は、このフタバの記録を通して、沖縄、水俣との問
題構造のアナロジーを指摘している。 
もう一つは、NHK 鹿児島放送局製作のドキュメンタリー番組｢にっぽん紀行『復興の歩
みはコウモリとともに～噴火から１年･鹿児島口
くち
永
のえ
良
ら
部
ぶ
島』｣(2016 年 9 月 11日放送)である。
2015 年 5 月の噴火から一年が経って、主要産業･観光は大打撃を受けた。噴火後、目にす
ることの少なくなってしまった島の宝と言われているエラブオオコウモリの再現を期し
て、島民の復興への思いと取り組みを表した番組である。同番組には要所に、口之永良部
島の被災者が、全国各地の噴火被災地復興に学びにいく模様が同行取材されている。この
学びの旅を企画したのが｢火山地域の市民団体相互支援ネットワーク｣(火山市民ネット)で、
雲仙噴火以降、各地で続出する噴火の被災地の学び合いをコーディネートしている。火山
ネットの設立目的は以下の通り。 
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 火山災害は、他の災害と異なり長期化することが多く、このため現行の法制度では、避難中の生
活や自宅の保全などについて必ずしも充分対処できていないのが現状です。したがってひとたび災
害が発生すると被災者は、被災者自身が先進被災地から多くの経験と教訓を学び、独自の市民活動
を行わなければならない状況にあります。このネットワークは、参加団体が協力、連携して火山災
害により被災した地域の市民団体と他の被災地の市民団体をつなぎ、避難生活や生活再建に必要な
情報の提供を始めとして種々の支援活動を行います。また火山災害危険地域で生活する市民の減災
活動に対しても支援することを目的とします。(下線筆者) 
(同 HP より http://1st.geocities.jp/gensai_hukkou/recruit.html) 
 
 伝播･学びのネットワークが、市民活動によってコーディネートされて、学術学会が研
究実践として参与する仕組みが組み上げられていて、被災各地の学び･交流の実績は適宜、
こうしたドキュメンタリー番組としてまとめられるようになってきている。ここには日本
災害情報学会の会員が参画していて、このスタイルの最初が、雲仙･普賢岳噴火災害の直
接被災地･上木場集落の三宅島･桜島視察(1991 年)のテレビ長崎同行取材であった。現在、
火山噴火災害の現場には、いち早く、学会･火山市民ネット関係者によって声がかけられ
てこれら過去の番組ビデオが供されて、新旧両被災地間の学び合いの交流が始められてい
る。 
 さて、本項冒頭(伝播の際の素材･教材)に戻って。本論文ではこうした伝播･学び合いの教
材としてローカル紙スクラップ帳の意義をあげていきたい。ローカル紙には短信を含めて、
詳細な地区記録が精確に蓄積されていて、後学者が当該被災地の出来事を再構成する際の
格好の資料となる。本論文で筆者は、上木場とその周辺被災地区の取り組みを把握するた
めにこれを利用した。今ここでは、新たな被災地が、過去の同型被災事象への対応例に学
ぶべく、(自地区ではなく)彼の地のローカル紙スクラップ帳を適宜参照出来るようなシステ
ム･ネットワークを提案しておきたい。筆者はこの度、島原図書館と協働して、同図書館
所蔵の『島原図書館新聞スクラップ帳』(本論文 1-3-3参照)のデジタル化に取り組んでみた。
試行版が今、さっそく、火山市民ネット、日本災害復興学会･関東ブロック学術推進委員
会を介して、三宅島、口之永良部島、熊本地震の被災各地で少しずつ閲覧され始めている。
被災地区復興課
．
程(復興に関わる履歴･知見の修得･伝播の課程)の教材を整備することも、現場に
参与する研究者のタスクの一つであろう。 
 
視角：復興課
．
程に切り込む調査のあり方を考える 
研究者の被災現場との関わりかたについて考えておきたい。 
壮絶な体験をした方々、厳しい被災生活状況にある方々、こうした方々への調査につい
ては、心理的･倫理的な特別な配慮が求められる。こうした姿勢は人として自明のことで
あるし、社会学徒としては社会調査士資格課程の基礎科目で十分に学んできているところ
でもある。しかしながら被災の現場に対峙するプロの中に、そうした知識や素養(人格)に
欠ける者が少なからずいて(報道の自由とか表現の自由とか口にしつつ)、現場で大きな顰蹙をか
うことがある。枚挙にいとまない。ここでは触れない。雲仙では、｢消防団員をおまえ達
が殺した｣と、報道陣が詰め寄られる場面があった。 
 調査のはじめには、ラポールの重要性が説かれるが、それと同じかそれ以上に状況認識･
判断の難しいオーバーラポールの問題がある(佐藤, 1992: 145)。その一方で｢不介入の罪｣(阪
本, 2007)も指摘される。阪神･淡路大震災後に開催された学会大会シンポジウムで、社会学
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者は調査という営みに就きながら状況への貢献が足りない、と社会心理学者から厳しく批
判された。心理学領域では、それが例えば臨床領域であれば当然に、クライアントの事情
に適宜介入することを含めて、実践的な研究に就く。 
 阪神･淡路大震災後、復興研究はその検討の時間軸を延伸させて、次の災害の前まで、
すなわち防災の位相と連接させて考えるようになって、これを災害サイクルとか減災サイ
クル(村井, 2008)とか呼んでいる。例えば防災領域では、未だ被災していない今、被災した
場合の復旧･復興のプログラムを事前に検討しておこう(そうすれば、被災してもその立ち上が
りが適切で早いものとなるだろう)ということで、｢事前復興｣(大矢根, 2008)という概念を創設し
て新たな防災シミュレーション、防災まちづくり活動を展開している。そうした現場では、
そこで想定される被災－復興状況と同型の過去の対応事例がデータとして渉猟されて、現
場での検討に供される。アクションリサーチと称される。調査技法の一種というよりは、
研究における研究者とフィールド、インフォーマントとの関係性を示す包括的な概念とし
て措定されている。そこでは、 
 
アクションリサーチという言葉が用いられるのは、研究者がある集合体や社会のベターメント(改
善、改革)に直結した研究活動を自覚的に行っている場合で、それをよりよい方向へと転換してい
こうとする社会運動とかかわりをもつため、価値観やイデオロギーが反映されることとなる。…さ
らに一歩踏み込んでアクションリサーチとは研究活動を未来構想的な政治的実践へと変革する活
動である(矢守, 2007: 13)。 
 
として、事態･状況に対する価値観や、そこへの働きかけ･介入の位相についての自覚的取
り組みであることが説明されている。 
 社会学的実証研究では、ここまで踏み込んで表象することはないが、学際的に復興研究
に取りかかると、こうした隣接領域の調査方法論に関する表象に触れて、自らの立ち位置
を見直す機会を与えられることがある。 
 
以上、筆者の被災地復興研究に関わる履歴を辿りながら、本論文のテーマ･対象である、
被災地区復興課程研究に関わる社会科学的先行研究について俯瞰してみた。次に、本論文
の全体構成を示しておくこととする。 
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3. 本論文の構成 
 
本論文は、｢はじめに｣と 4 つの章および付属資料からなる。 
 ここまで、｢はじめに｣で、上木場集落と筆者との出会いの経緯について、筆者の社会学
との、そのなかでも災害社会学領域との出会いの経緯に照らし合わせながら述べて来た。 
 次いで第 1 章｢復興課程研究への社会学的接近｣では、上木場地区復興に切り込む筆者
の社会学的研究の視角について、筆者が学んできた災害社会学、その中でも特に、地域社
会学的被災地復興研究の系譜を概観する。 
日本では関東大震災以来、｢復興｣といえば、特別都市計画法に基づく震災･戦災復興事
業が想起されて来たところで、その竣工をもって復興なったりとする言説が一般的となっ
てきた。そこでは、個々の被災者の生活再建の側面が、政策的にも学術的にも必要十分に
取り上げられてこなかった。そこでこれを批判的にとらえて学術的に復興概念を再検討す
る動きが出てきた。一義的に都市基盤再整備を復興と呼ぶ視角への批判から、被災者･支
援者の主体的な復興への取り組みの実例が再評価されたところで、｢事前復興｣概念が提唱
されて、地域協働復興、復興ガバナンスが論じられるようになってきた。こうして我が国
のリベラルな復興論をたどっていくと、そこには緊急的な公共の福祉の危機に対峙した日
本独自の復興研究の履歴が厚く存在することが見えてきた。｢生活再建｣に着眼したそうし
た研究実践のいくつかを本章では再評価して、日本の復興研究の厚みを再確認しておくこ
ととする。 
 こうしたリベラルな復興論を学んだところで筆者は、復興概念を独自に定義し直して、
復興を｢被災により損なわれた社会関係の再構築過程｣ととらえた。そこでは復興の主体た
る被災者自身が、自らの生活の足許に、ローカルの潜在力として保持するレジリエンス(復
元=回復力)を発動させながら、先行事例に学びつつ、民主的･科学的に組み上げていく復興
の言説･体制･戦略が論じられることとなる。その過程が学び修得される過程=課程として
表されて、｢地区復興課程｣という本論文の視角が措定されることとなる。 
 そして、そうした視角で企画･実施される調査･研究実践として、社会学に隣接する人間
科学領域で唱道･採用されるアクションリサーチをひもときながら、これを本論文で参照
していくこととする。 
 
 続いて第 2 章｢雲仙･普賢岳噴火災害における上木場復興の経緯｣では、本論文の検討対
象である、雲仙･普賢岳噴火災害の直接被災地･上木場地区の、被災から復興の経緯を概観
する。 
まず、上木場集落の地域特性を押さえる。そこでは、96 世帯 404 人の暮らす長閑な村
落生活が描かれる。 
次いで、雲仙･普賢岳噴火災害の概要が、その多様な側面を押さえておくべきこととし
て、被災の諸相として描かれる。地震や台風と異なり、噴火という自然の猛威の終息がな
かなか見えず(5 年も継続した噴火)、一所が被災して復旧･復興の緒に就いたところで、その
すぐ脇で新たな被災状況が生み出されて、すなわち災害対応のタイムラインが複数同時に
走る、輻輳した被災･対応状況が長期にわたって展開した。同時展開する災害対応の 4 つ
のタイムラインが、類型化されて示される。 
22 
 
本論文ではその中の一つ、上木場地区の復興課程が詳述されることとなるが、その課程
を描ききるために、お隣の安中地区の対応を合わせて記しておく必要が出てきた。上木場
の復興は、お隣･安中地区の後発的な被災･対応状況に大きく影響され、また、これに大き
く影響を与えている。上木場地区復興課程を把握するために、お隣･安中地区の動向を合
わせて記しておくこととする。 
 また、そうした隣接地区との相互関係と合わせて、復興に携わる各種団体の重層的な関
係も見逃せない。島原の被災地には、町内会等を基盤とする地区復興団体、産業別の復興
団体(農業、漁業、商業…)、被災態様別の復興団体(火砕流による焼失、土石流による流出、立入禁
止規制による商業被害、観光業が受ける風評被害…)などが林立し、そのそれぞれが、それぞれの
ロジックで被災状況を訴え救済を求めた。 
 
 そして第 3 章｢直接被災地=上木場の組織活動の展開：復興課程分析｣で、上木場地区の
復興課程が詳述される。6.3 大火砕流で 43 名の死者を出して、警戒区域が設定されて、
日本中にこの大災害が知れわたることとなる。しかしながら上木場集落では、前年晩秋の
噴火開始から火山性地震、火山噴出物の雨後の土石流発生によって、実質的に自主的な避
難生活は開始されていて、6.3 大火砕流が避難生活の開始ではなかった。上木場集落の生
活者の目に映った耳に聞こえた噴火とその対応として状況を再構成する。 
 まず、噴火開始から自主避難の厳しい生活状況を再構成する。彼らは気の毒な被災者を
演じていればいいだけではなかった。地区に闖入してくるメディアに苦しめられ、しかし
ながらそのメディアを守らなくてはならず、そしてメディアから地区の生活を守るために、
上木場の多くの世帯では、農家の働き盛りの大黒柱としての消防団員を亡くすこととなっ
た。 
 次いで、大火砕流被害から警戒区域の設定によって、今に至るまで、決して戻ることの
許されない避難生活が始まる。本論文では 1991 年 6 月の警戒区域設定から、1994 年 7
月の地区復興組織(上木場復興実行委員会)の解散までの、組織活動の経緯を詳述する。上木
場地区は結局、全世帯まとまっての住宅再建は叶わず、個別の世帯が個々のタイミングで
住宅の再建に乗り出したことで、結果的に分散再建となった。 
 本論文では地区復興課程として、組織活動の時間的経緯を追うばかりではなく、復興へ
の主体的取り組み、すなわち、主体的に復興のあり方を学び･組み立て、そして実践を経
て、成果を共有し、次の被災地へ伝播するまで、これらを｢学び･修得の経緯｣=課程とし
てとらえている。上木場の復興課程は、その成果のとりまとめ･伝播の位相として、二種
三冊の記録書の刊行と、研究者を巻き込んで活動成果･知見の社会的還元の諸イベントの
企画･実施として結実している。 
 そして最終章では｢地区復興課程のガバナンス｣が検討される。上木場地区の復興への取
り組みが復興課程として簡潔に振り返られた後、これが社会学的に検討される。そこでは
まず、ガナナンス論の認識論的枠組みを振り返りながら、地域社会学的な公共性論に基づ
き上木場地区の取り組みが吟味される。一地区独自の復興への取り組みが、｢上木場スタ
イル｣として広く認知されて、災害因の異同を超えて少しずつ全国展開しつつあることが
示される。しかしながら日本ではまだ、こうした動きが十分に水平展開しているとは言え
ず、また、政策的公準として昇華するところまでには至っていない。上木場地区の奮闘努
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力の姿が、このような展開を含みつつ、復興の研究実践の現場で位置づけられていること
を示して、本論文をしめくくることとする。 
 
論文の構成は以下の通り(左側が主な章立て。右側が各章のポイント)。 
 
章立て     ポイント 
キーワード     ねらい 
 
はじめに      研究の動機と経緯        
      ・動機／研究歴 
      ・分析の視覚(要点) 
      ・関連する先行研究を俯瞰する 
 
1. 復興課程研究への社会学的接近   災害社会学史を振り返る     
米国の災害社会学史    ・日米災害社会学の先行研究をレビュー 
日本の地域社会学的災害研究の系譜   ・リベラルな復興研究の論点を俯瞰する 
復興研究の展開     ・実践的復興研究の方法論を検討する 
 事前復興 
既定復興と復興災害 
軸ずらしと物語復興 
減災サイクル 
生活再建への視角：生活再構造化過程研究 
｢地区｣｢復興｣｢課程｣の 4 階梯 
レジリエンス(resilience｢復元=回復力｣概念) 
アクション･リサーチ 
被災地ローカル各紙統合スクラップ帳 
 
2. 上木場復興の経緯    噴火災害･復興の概要を押さえる  
 上木場の地域特性     ・デフォルトの把握 
直接被災地=上木場の被災概要･復興の経緯  ・雲仙･普賢岳噴火災害の特徴を把握 
火砕流と警戒区域      長期災害 
法災･官災／災害復興における復興災害    複数のタイムラインが同時に走る 
復興と振興       法制度が無い中、様々な工夫 
上木場復興の 4 期    ・復興というものの重層性／多面性 
 もう一つの直接被災地=安中 
安中三角地帯嵩上事業地区 
安中復興の 4 期 
復興関連諸団体の叢生 
 
3. 上木場復興実行委員会の組織活動   上木場地区復興の詳細な経緯    
自主避難～警戒区域の設定    ・組織活動の創設、体制と戦略 
上木場復興実行委員会    ・組織活動の成果 
組織活動の展開と成果    ・復興ノウハウの隣接地への伝承 
復興極意の伝播：二種三冊刊行   ・復興ノウハウの全国展開 
全国被災地交流集会と車座トーク 
 
4. 地区復興課程検討の社会学的検討   復興のガバナンス的位相の検討   
｢地区｣｢復興｣｢課程｣：上木場と安中   ・地域における公共性を考える 
復興極意の伝播     ・復興の主体(性)を考える 
地区防災計画における｢地区｣｢復興｣｢課程｣  ・復興に対峙する災害社会学を考える 
小さな小文字の公共性：上木場スタイル 
｢実践的志向の防災社会学｣／｢後衛の災害研究｣ 
社会変動の主格形成に向けて 
 
付属資料：デジタル版『島原図書館新聞スクラップ帳』 デジタル･データベースの紹介 
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初出一覧 
 
本研究は、一部にすでに学会誌等で公開された論文の一部を加筆･修正の上で採用して
いる箇所がある。本文中に使用した論文の初出は以下の通り。 
 
1-1-3 復興概念再考：阪神の反省から事前復興論へ 
◇｢災害と都市－21 世紀･『地学的平穏の時代の終焉』を迎えた都市生活の危機－｣ 
 藤田弘夫他編 『都市社会とリスク』 東信堂, 2005: 269-302 
◇｢被災へのまなざしの叢生過程をめぐって 
－東日本大震災に対峙する被災地復興研究の一端－｣『環境社会学研究』Vol.18, 2012: 96-111 
 
1-1-5 被災者生活再建へのまなざし 
◇｢コミュニティ再興と生活再建の社会学的考察に向けて 
－Post-Disaster Housing Reconstruction 論再考－｣『情報と社会』No.7, 1997, 1-10 
◇｢生活再建概念の内省的再考｣『情報と社会』No.8, 1998: 39-52 
 
1-2-2. レジリエンス(resilience｢復元=回復力｣概念) 
◇｢社会学的災害研究の新たな地平 
－長期的被災地研究への『復元=回復力』概念の導入－｣『関東都市学会年報』 
第 11 号, 2009: 3-13 
 
1-3-3. 被災地ローカル各紙統合スクラップ帳の利用意義 
◇｢被災地ローカル各紙統合スクラップ帳の意義と課題 
－復興ロジックの探索･再構築に向けて－｣『法学研究』第 90 巻･第 1 号, 2017 
 
3-2. 上木場における組織活動の展開 
◇｢災害復旧･復興課程における組織活動の展開 
－雲仙普賢岳噴火災害直接被災地=上木場の取り組み-｣『社会科学討究』No.122, 1996: 31-74 
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1． 復興課程研究への社会学的接近 
 
 
 
 ｢復興｣とは何なんだろうか。これは21世紀初頭に日本災害復興学会が創設さ
れた当初、学会委員会として緊急常設された｢復興とは何かを考える委員会｣で
の重要検討課題であった。委員会の第一回研究会において、そのミッションが
以下のように告げられた。  
 
委員会のミッション  
今後の災害復興の議論をより豊かにかつ生産的なものにするために、復興の概念ある
いはあるべき復興について、これまでに出された主要な論点や、共通認識および主要
な対立点などを整理することによって、今後の議論の土台としての共通理解を形成す
ること (｢委員会のミッション｣ 日本災害復興学会HPより：
http:// f-gakkai.net/modules/tinyd2/index.php?id=1)。  
 
学会あげての｢復興｣概念･理念の検討が行われた。本章では、こうした学会で
の議論の経緯とそのいちおうの到達点･成果をふまえつつ、そこで位置づけられ
た筆者の｢復興｣概念案を示しながら、本論文の主要な視角としての復興課程 (過
程 )研究の理論的方法論的枠組みを検討していくこととする。  
そこでまず、｢復興｣を検討する災害社会学が、どのように叢生して、これを
専らに検討する領域を生み出してきたのか、災害社会学史をひもとく。第二次
世界大戦中の米国戦略爆撃調査を一つの出自とすると言われる災害研究が、
1970年代末に我が国の社会学会に翻訳･移入されたところが、我が国の災害社
会学の黎明期とされる。そこでは災害事象の時期区分 (準備期、警報、衝撃以前の
初期行動、衝撃直後の短期的行動、救援･復旧、復興 )のもと先行研究が整理･解題され
位置づけられたところで、米国災害社会学のそれまでの研究で不足･欠落してい
る部分として、発災前あるいは発災後の長期的影響の時期があげられた。これ
を受けて我が国では、米国災害社会学に倣いながらまずは、被災直後の心理的
社会的反応が認知行動論として、あるいは災害応急対応システム論として、そ
してやがて地域の防災まちづくり論へと展開をみていくこととなり、そこに地
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域社会学的復興研究が生まれてきた。こうした過程で平行して、我が国独自の
被災地復興にかかる研究実践履歴が分厚く存在することもまた再発見されると
ころとなった (関東大震災や第二次世界大戦といった震災･戦災復興はもとより、過去あ
まねく全国各地の諸災害復興現場の再評価が進められた )(1-1.災害社会学の叢生過程と復
興研究 )。  
 次いで、復興を地域社会学的に読み解く視角を検討する (1-2.地域社会学的災害
研究における復興課
．
程研究)。我が国ではこれまで、復興が被災地での公共土木事
業 (の企画･進捗～竣工 )と同義に扱われることが多く、これによって被災者の生活
再建の選択肢が著しく狭められてきた現実がある。しかしながら被災各現場に
おいては、こうした流れに絡め取られることなく健気に果敢に、自らのロジッ
クで復興･生活再建を構築しようとする動きがあったこともまた事実である (こ
れが本論文の分析視角、事例分析となる )。それはいかなる動きだったのだろうか、
なぜ、そのような復興スタイルが構想され得たのであろうか。‘地域や集団の
内部に蓄積された結束力やコミュニケート能力、問題解決能力などに目を向け
ていくための概念装置であり、地域を復元=回復させていく原動力をその地域
に埋め込まれ育まれてきた文化や社会的資源のなかに見いだそうとする’｢レジ
リエンス (resi lience｢復元 =回復力｣)概念｣を用いて検討する。  
 こうした事例を把握するに至る社会学的調査とは、いかなるものなのか。質
的調査の方法論的枠組みを踏まえたところで、しかしながら場合によってはこ
の枠組みを踏み越えたようにみえるところで企画される、現場事象への積極的
介入の位相をも射程に入れたアクションリサーチの実際とともに、調査方法論
を検討する (1-3.地域社会学的災害研究における臨床被災地研究)。  
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1-1. 災害社会学の叢生過程と復興研究 
 
 日本の社会学的災害研究で｢復興｣が扱われてきた直接的明示的契機は雲仙･
普賢岳噴火災害 (1991年 )であった。しかしながら災害大国日本には、それ以前に
も被災からの復興を扱った論考は数多く存在する。そこでここではまず、1970
年代における米国災害社会学との交流から積み上げられ展開を見せた我が国の
災害社会学史を取り上げ、災害と情報研究 (パニック研究や認知行動論 )から防災シ
ステム工学を経て地域社会学的災害研究が叢生してくる過程を追って、そこで
｢復興｣がどのように認識され位置づけられていたのかを検討していく。具体的
には、発災直後の緊急対応期、応急復旧期を主なターゲットとしていた災害研
究･防災政策研究が、その研究の時間軸を復旧→復興期へと延伸させつつ (1-1-1.
米国戦略爆撃調査から創発規範理論の展開へ)、合わせて、中長期的復興の時期が次
の被災 (対応 )の前段階、すなわち防災の位相に該当することに自覚的になって、
｢災害 (減災 )サイクル｣を構想することとなる過程を概観する (1-1-5.緊急的な公共
の福祉の危機に対峙して)。  
次いで、雲仙･普賢岳噴火災害を契機に、復旧から復興の過程を地域社会学を
ベースとして精査する視角が叢生してくる経緯を概観する (1990年代･世紀末 ) 
(1-1-2.地域復興研究：地域社会学的災害研究の系譜～自主防災組織研究から雲仙復興調
査へ)。被災直後の緊急対応調査で終了させてしまわずに、被災者の避難生活の
行く末を見守り続ける調査が継続されて、当該被災･避難生活現場では次々と新
たな社会的課題が立ち現れる様がとらえられ、それが｢社会的課題の位相の転
化｣と表された。また、そこでは同時に、災害は潜在的な社会変化を顕在化させ
加速させることが我が国の現状に照らし合わせたところで、復興が被災以前か
らそこに存する地域振興策の前倒し展開として構想･実現してきている史実と
してひもとかれて、実はそれが我が国近代化100年の構制であったことが示さ
れて、それが既定復興 (復興公共土木事業竣工≒復興、という認識 )という概念で批判
的に検討された (1-1-3.復興概念再考～阪神の反省から事前復興論へ)。  
そして21世紀に入って、既定復興 (都市基盤再整備の竣工 )を批判的にとらえると
ころから導出されてくるマルチステークホルダーが参画する復興への取り組み
が精査されていくこととなる。そこでは、事前復興を射程に入れて復興ガバナ
ンスが論じられる。こうした被災現地での研究実践の取り組みは、非 (未 )被災地
に伝わり防災メニューとして学習して取り込まれていく。阪神･淡路大震災
(1995年 )の被災･復興10年総括検証とほぼ機を同じくして創設された日本災害復
興学会 (2007年度 )･｢復興とは何かを考える委員会｣での足かけ2年にわたる議論
を踏まえたところに、本論文で雲仙･普賢岳噴火災害の一被災地区･上木場の事
例を解釈する筆者の視角が位置づけられる (1-1-4.事前復興ガバナンス研究～復興
学会：復興とは何かを考える委員会 )。  
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 一方、災害大国日本には、被災からの復興に対峙した論考･事例研究は、歴史
的に数多く存在している。米国では戦略爆撃調査の直接的系譜としての
DRC(Disaster Research Center)の実証研究が、諸学会におけるテーマ･部会の成
果としてオーソライズされてきている。日本では明治近代化以降、内務行政に
関わる施策･現場対応としての緻密な資史料が膨大に蓄積されていて、これらは
我が国独自の被災地復興研究 (実践 )の系譜として再評価されてきている。そこで
は災害 (復興 )の事例研究 (実践 )が地震学や土木･建築学の耐震研究とともにそれ
らとは別個に、緊急的な公共の福祉の危機と認識されるところにおいて、内務
省社会局 (戦前 )や厚生省 (戦後 )所管の施策とある一定の距離を保ちつつ批判的な
調査研究として蓄積されてきた。ここでは、米国災害社会学の移入と合わせて、
こうした我が国独自の復興研究の系譜を概観しておくこととする (1-1-5.緊急的
な公共の福祉の危機に対峙して：日本独自の復興研究の履歴抄録)。  
 我が国には実は、多様な視角から多様な主体による復興の研究･実践が分厚く
蓄積されてきていることを確認したところで、本節最後に、現況の我が国の復
興施策とその理念の位相を俯瞰しておくこととする (1-1-6. 我が国における｢復
興｣施策とその理念 )。 
 
1-1-1. 米国戦略爆撃調査から創発規範理論の展開へ 
a) アメリカ戦略爆撃調査 
 災害の社会学的研究は、｢S.H.プリンスのハリファックス爆発に関する経験的
な分析をもって始まるとするならば、すでに半世紀を過ぎたことになるし、ま
たP.A.ソローキンの研究をもって理論化の道がひらかれたとみても、その歴史
はやはり戦後を待たずに始まった｣(秋元 , 1982)と言われる。そして、｢災害研究
が資料の蓄積のうえからも、また経験的な調査の面からも本格的な発展をして
いくのは戦後のことであり、その契機となったのは第二次世界大戦の勃発によ
って登場した戦争災害研究の要請であった｣(浦野 , 2007)。すなわち、日本とドイ
ツへの効果的な空爆を模索･立案するために設定された第二次世界大戦中の米
国戦略爆撃調査 (The United States Strategic Bombing Survey)が、戦後になって防
災研究に衣替えして社会工学的防災研究として展開を見ることとなり、そこに
おいてその前史として第二次世界大戦前･中の社会学的、経験的調査のいくつか
がピックアップされて災害社会学史の一ページに書き加えられてきた。それら
にS.H.プリンスやP.A.ソローキンの諸業績 1が含まれている。  
 ここでは戦略爆撃調査から (集合行動論を経て )地域社会学的復興研究が叢生し
てくる道筋を追っていくこととするが、その前に、日本の社会学会にアメリカ
の災害社会学が戦略爆撃調査とともに紹介されることとなる、その契機につい
て触れておきたい。  
                                                          
1 これら災害社会学の古典と言われる二冊は以下をさす。最も古いものとしてあげられる
のが、Prince, S.H., 1920, Catastrophe and Social Change: Based Upon a Sociological 
Study of the Halifax Disaster, Columbia University Press. で、その次に、Sorokin, P.A., 
1943, Man and Society in Calamity, Dutton. があげられる。  
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 1964年6月、この年･秋10月に開催される予定の東京オリンピックを前に、新
潟地震 2が発生して、日本の一つの都市が壊滅的な打撃を受けたことに全世界が
震撼して、アメリカから災害研究グループが視察･調査に訪れた。これがオハイ
オ州立大学災害研究センター (DRC：Disaster Research Center)である。これを機
に日本でも、アメリカにおいて社会学的な災害研究に従事する者の名前が知ら
れ始める。当時、DRCではアメリカ国内のみならず、世界各地で実証研究を重
ねていて、アジアでもその拠点･パートナーを模索していた。日米災害研究者会
議 (1972年 )、国際社会学会･災害部会 (1978年 )等で交流が促進され、大学研究者と
しては東京大学新聞研究所の岡部慶三、早稲田大学の秋元律郎がこれに応えて
いる (慶應義塾大学･十時厳周にも打診があったが不調に終わった )。その後、秋元はDRC
で在外研究に従事し、DRCにストックされてあった調査研究資料を複写入手･
帰国して、大学院演習授業でこれを輪読して、その成果を『災害の社会科学的
研究―文献目録―』 (早稲田大学文学部･秋元研究室 ,1982年 ) (図 1-1)としてまとめた。 
 この輪読に参加していた浦野正樹 (早稲田大学 )は、秋元によるアメリカ災害社
会学史の演習成果を以下のように要約している。  
 
 秋元律郎は、戦後から 1970年代までを 4期にわけてアメ
リカの災害研究の流れを整理している。それによれば、米
国戦略爆撃調査を中心に組織的に都市機能とストレス状
況下における人間行動の分析が行われた第 1期 (1940年代
～ 50年代初頭 )、災害時の人間の心理的反応と行動の分析
を中心とした研究が展開し災害の理論的な検討が開始さ
れる第 2期 (1950年代中葉～ )、自然災害から人為災害や技
術的災害へと研究対象を拡大させ、災害の社会過程におけ
るコミュニティの変動と組織対応に分析の中心を移行さ
せていくとともに、災害の調査研究のスタイルと基本的な
テーマが一応の確立をみる第 3期 (1960年代 )、予知や警報
に対する社会的対応や経済的な影響などが研究課題に加
えられ、前災害期を組み入れた災害の社会過程の研究がな
され、学際的な災害研究や政策科学的な研究が多角的に展
開していく第 4期 (1970年代 )ということになる。  
 その後に続く 1980年代は、いわばこうした 1970年代ま
での研究をベースにしながら、〈災害対応の合理的制御〉
に向けての理論的･実践的な研究が繰り広げられ、それが
政策体系や防災システムの設計に生かされていった時代
だといえよう。この時代には、実際の災害における調査活動を通じて、災害の認知と
対応行動についての幅広い知見を得て、それらを理論化するとともに、より実践的な
組織対応力の強化をめざした災害時の組織対応の研究が広範に行われ、理論的にもさ
まざまな説明フレームが用意される。  
                                                          
2 ｢新潟･秋田･山形の各県を中心に被害があり、死 26、家屋全壊 1960、半壊 6640、浸水
15298、その他船舶･道路の被害も多かった。新潟市内の各所で噴砂水が見られ、地盤の流
動化による被害が著しかった。巣南が日本海沿岸一帯を襲い、波高は新潟県沿岸で 4m に
達した｣ (国立天文台編 ,  1991, 『理科年表 (平成 3 年版 )』 )。  
図 1-1 書影『災害の社会化学
的研究―文献目録―』(筆
者蔵 )  
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 たとえば、既に 1960年代までに、災害時の人間行動の理解という点で言えば、｢合
意型危機｣の概念を提示して、災害におけるパニック現象の理論的な分析を進め、危
機を乗り越えて生存しようとする人間の理性的な側面を強調しようとしたE.L.クワ
ランテリの研究や、多重集団所属が災害時にひき起こす役割葛藤に着目し、災害時に
おける組織対応上の制約条件や所属成員の対応行動への理解を深めたL.M.キリアン
の研究、また災害時の組織対応の理解という点で言えば、災害関連組織の分類や組織
変化、あるいは組織間対応の研究などの基本的枠組みを提示したR.R.ダインズやE.L.
クワランテリによる研究が出されるが、 1980年代の災害社会学は、それらの業績を
ベースにしてさまざまな形で発展させながら、災害時の人間行動の理解をより深め、
災害関連組織における情報伝達、組織間調整、役割構造、組織活動など災害対応のシ
ステム化の基盤となる知識を広範に提供してきた (浦野 , 2007)。  
 
b) 災害と情報研究：大規模地震対策特別措置法 
 米国戦略爆撃調査におけるストレス状況下の人間行動分析から、災害の社会
過程分析、コミュニティ変動･組織対応分析へ、そして被災後の社会対応分析か
ら被災前=前災害期における予知･警報への社会的反応へと研究の対象と時間
軸を延伸させて学際的･政策科学的研究としての展開がみられたところで、これ
が日本に紹介されて、まずはそれは、東京大学新聞研究所 (現･東京大学大学院情
報学環･総合防災情報研究センター：CIDIR)における｢災害と情報研究｣とのつながり
をみる。ここに学んだ現CIDIR長･田中淳は、この黎明期を以下のように振り返
る。  
 
社会心理学者である岡部慶三は、コミュニケーション論の立場から、 1970年代後
半から、警報や避難指示･勧告の伝達過程と受容過程、なかでも避難行動の実態に関
して多くの研究を蓄積していった。 1978年に成立した｢大規模地震対策特別措置法｣
に基づくいわゆる地震予知情報である｢東海地震に関わる警戒宣言｣発表に、住民がど
のように対応するかが社会的要請だった。その最初の研究が、伊豆大島近海地震 (1978
年 )における｢余震情報パニック｣であった (田中 ,  2007)。  
 
浦野の概説にあるように、アメリカでの予知や警報の前災害期を組み入れた
第4期 (1970年代 )には、日本でも同様の諸議論が重ねられていて、1978年、地震
を予知し災害を防止･軽減することを目的とした特別立法｢大規模地震対策特別
措置法｣(略称 :大震法 )が施行されて、ナショナル･プロジェクトとしての地震対策
が作動することとなった。米国の災害研究第4期に相当する1970年代前半には、
日本でもナショナル･プロジェクトとして地震予知研究体制が始動していた。  
 日本ではすでに1964年には河角博士による｢69年説｣、それに基づき1967年に
は東京都防災会議による地震被害想定、1970年の消防審議会の答申、1974年の
川崎直下型地震説などが公表されていて、これに対して首都圏各地方公共団体
では東京都のように計画を策定して対策を取り始めるが、法制度や財政上の制
約･限界から十分な施策を打てないことから、特別立法を国に重ねて要求すると
ころとなっていた。同時期、地震学の進展にともない、1969年には東大地震研
によって東海地方における地盤の歪みの蓄積が指摘され、1970年には東海地方
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が特定観測地域に指定されて観測が強化されたことで、1974年には遠州灘に地
震空白域が存在することが明らかとなって、東海地域は地震強化地域に引き上
げられることとなった。1976年には東大地震研の石橋助手が一連のデータをま
とめて｢駿河湾を震源とするM8前後の地震が2～3年に以内に発生しても不思議
ではない｣(『駿河銀行調査速報』 1976.9.21)と発表したことから、隣接県で関心が
一気に高まった。山本敬三郎･静岡県知事は気象庁、地震予知連絡会議などとや
りとりしつつ全国知事会を介して政府･自民党、国土庁に働きかけたことで、
1977年度末，衆議院災害対策特別委員会において特別立法の要綱要旨が発表さ
れた。国ではこうした世論を受けうけて特別立法制定より一歩先に、閣議決定
で｢地震予知推進本部｣(本部庁 =科学技術庁 )を発足させて予知体制の整備に乗り
出し、文部省でも第三次地震予知計画の見直しを行って｢東海地域における連続
観測データの集中と常時観測に対応して判定組織を早急に整備｣することとし
た。これらを受けて関係省庁間で連携して1976年、6人の地震学者からなる東
海地域判定会が設置された (吉井 , 1990: 56-60)。  
 1970年前後には、野村総研 (1965年 )、社会工学研究所 (1969年 )、三菱総研 (1970
年 )、未来工学研究所 (1971年 )などが次々に創設され、1970年は｢シンクタンク元
年｣と呼ばれている。社会科学的･社会工学的防災研究は未来工学研究所を先頭
に進められていて、ここに東大新聞研と早稲田グループに集った当時の若手研
究者達が参画して、地震予知研究と組織対応分析を融合した防災社会工学研究
を進めていた。その成果の一つとして、『都市の防災体制の信頼性･有効性に関
する研究』 (未来工学研究所編 ,  1979)が刊行されている。  
 
c) 集合行動論(創発規範理論)からコミュニティ変動研究へ 
 このように米国戦略爆撃調査がDRCの災害研究とともに日本に導入されて、
日本の東海地震予知研究、防災社会工学領域の創設 (シンクタンクの政策研究 )とつ
ながりながら独自に展開を見せ始める。秋元に学び、田中 (淳 )と協働して災害社
会学史ととりまとめた土屋淳二 (早稲田大学 )によって、こうした初期の災害研究
所事情が、｢災害と情報研究｣から組織･コミュニティ分析に焦点化する災害研究
が叢生してくる経緯として、以下のように概説される。  
 
 アメリカにおいて体系的な災害研究が開始されたのは、米国戦略爆撃調査を契機と
する 50年代以降からである。そして、シカゴ大学･国立世論調査センター (NORC：the 
National opinion Research Center)や国立科学アカデミー災害研究グループ
(NAS-NRC：Committee on Disaster Studies, のちに  the Disaster Research Group)，
オハイオ州立大学災害調査センター (DRC：Disaster Research Center, 1984年にデ
ラウエア大学へ移転 )、コロラド大学行動科学研究所などの機関を中核に災害研究体
制が急速に整備されて、社会学的な災害研究が精力的に展開されていった。   
 インテンシヴな研究を進める体制下にあって災害研究は、その膨大な事例研究の蓄
積を背景に、当時支配的であった集合行動論の理論的枠組みに大幅な修正を迫ること
になる。たとえば，社会心理学的局面を重視する初期のNORCやNAS-NRCでの事例
研究においては、災害時行動を社会解体によって生起する非日常的な創発行動とみな
す崩壊論的立場が根強く共有されていたが、こうした災害神話を覆してそれまでの集
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合行動論が依拠していた崩壊論的考え方を否定する研究が立ち上がってきた。パニッ
クや略奪行為が限られた状況においてしか生起しない極めてまれな集合現象である
ことや、被災地へ参集する諸個人の動機づけの多元性などが発見されて、崩壊論的パ
ースペクティヴが想定する群集成員の非合理･同質的イメージは根本から覆されるこ
ととなった。  
 こうした集合行動に関する新たな理論的パラダイムが、ターナーとキリアンの創発
規範理論とN･J･スメルサーの価値付加理論であった。それら理論図式の革新性は，
社会の崩壊過程にともなう個人の心理的力動や刺激－反応より、むしろ社会的相互作
用や｢一般化された信念｣をつうじた社会構造や組識、規範などの創発過程を理論化の
焦点としていた点にあった。  
 こうして創発規範理論は、危機的状況下での行為や組織、社会構造の創発･変容過
程に照準を合わせることによって、個人･集合体･集団レヴェルの創発的行動に関し新
たな分析視角を提供するだけでなく、組織やコミュニティ･レヴェルでの構造創発や
構造変動の議論に対して理論的な枠組みを提示していくこととなる。  
 ｢社会システムの伝統的･制度的構造が大規模に破壊、無効化され、もはや社会成員
にたいし行動指針を提供しえなくなった状態｣と規定される社会的危機の状況におい
て、社会成員は非制度的な構造を創発する、すなわち、危機事態 (crisis)は既存の危
機管理システムによって対処可能な緊急事態 (emergency)と区別されて、そのような
事態に陥ったコミュニティはその構造と機能の両面で変動を余儀なくされることに
なる (土屋 , 1999)。  
 
 このように創発規範理論の視点からコミュニティ変動を説明する回路が拓か
れて、それまで認知行動レベルの分析に比重をおいてきた災害研究の視野が拡
大した。そしてこのコミュニティ･レベルを対象とする議論は80年代以降、組
織レベルの研究を組み入れたところで精緻化されていくこととなる。そこでは
まず、｢災害はコミュニティを破壊するというよりも創造する｣(Wegner, 1978: 34)
ことが指摘された。都市化が進んだコミュニティでは住民の価値観や利害が多
様化し平時の地域的な凝集性は概して低く、自治体では自律的な統治能力を低
下させて国家の中央集権的な行財政システムへの外部依存を強めているから、
発災すると行政の機能不全が露わとなったところで、これを補う形で非制度的
な緊急社会システムが創発する。コミュニティ内部でも自主的対応が求められ
るところとなって住民の間でも応急対応･復旧に向けて一元的な社会的合意が
成立して、利他主義や連帯感が高揚する。ある一定の時間の経過とともに行政
等、社会的機能は順次回復して従来の制度的対応が緊急社会システムにとって
代わるところとなって、災害過程は収束に向かう (Wenger, 1978、室井 , 2007)。緊
急社会システムや利他的コミュニティの創発が経験的調査によって例証されて、
集合行動論における創発規範理論とコミュニティ変動研究がリンクされること
となった。  
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1-1-2. 被災地復興研究：地域社会学的災害研究の系譜 
～自主防災組織研究から雲仙復興調査へ 
a) 米国災害研究履歴との照合 
 秋元らによって日本の社会学会に紹介された米国の災害社会科学的研究は、
東大新聞研において｢災害と情報｣研究として、また早稲田大学社会科学研究所
(都市災害部会 )において文献研究 (アメリカ災害社会学史 )を基盤としてそこから独
自の展開をみる地域社会学的災害研究などとして、1970 年代後半以降、進めら
れていくこととなる。そしてこの時期、『社会学評論』･｢書評｣などで日本では
三度、｢災害｣が取り上げられた。  
 最初は 1981 年で、オハイオ州立大学大学院社会学専攻の博士課程に在学中
で、同大学災害調査研究所 (DRC)の助手に就いていた山本康正が、｢研究動向：
1970 年代後半のアメリカにおける災害研究｣(『社会学評論』Vol.31,No.4,1981 年 )
を投稿して、1975 年から 80 年における｢大学及び大学関係機関による災害研
究｣を詳細にレビューしている。そこでは、1950 年代、シカゴ大学･国立世論調
査センター (NORC)や国立科学アカデミー災害研究グループ (NAS-NRC)などで始
められた継続的･大規模な災害研究をアメリカにおける災害研究の｢台頭期｣と
位置づけ、それに続く 1960 年代半ばから 1970 年代半ば、すなわち、山本論文
執筆時点をその｢成長期｣と見て、自らの所属するオハイオ州立大学災害調査セ
ンター (DRC)の取り組みを紹介している。この成長過程について山本は、｢台頭
期には分析レベルは主として個人であり、分析の時間的視野はほぼ発災直後に
集中していたのに対し、成長期での主要分析レベルは組織･コミュニティレベル
であり、分析の時間的視野も発災前あるいは発災後相当時間を経た時点へと拡
大している｣(山本 , 1981: 98)と整理している。そして 1970 年代に入ってそれまで
の研究の評価･総括が行われて、多量のケーススタディをもとに中範囲の理論の
構築が試みられてきている状況や、過去の災害研究を統計的に整理して残余課
題の確認が行われてきていること (表 1-1)に触れて、こうした過程を経て｢アメリ
カにおける災害研究が 1970 年代後半に至ってようやく一研究領域としての地
歩を固めてその体系化を図る時期にきた｣(山本 ,  1981: 98)ことを、彼の国の研究
室から紹介している。  
 
表 1-1 災害研究成果の主要傾向および残余課題の確認  
準備期／調整 警報 衝撃以前の初期
行動(動員)
衝撃直後の短期
的行動
救援／復旧 復興 計
個人 96(7) 93(7) 87(6) 162(12) 50(4) 31(2) 519(37)
集団 16(1) 28(2) 30(2) 77(6) 15(1) 17(1) 183(13)
組織 25(2) 11(1) 8(1) 126(9) 43(3) 9(1) 222(16)
ｺﾐｭﾆﾃｨ 104(7) 4(0) 8(1) 129(9) 72(5) 45(3) 362(26)
社会 56(4) 4(0) 7(1) 27(2) 12(1) 6(0) 112(8)
国際間 1(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 1(0)
計 298(21) 140(10) 140(10) 521(37) 192(14) 108(8) 1399(100)
システム
レベル
時　　　　　　　　期　　　　　　　　区　　　　　　　　分
 
(  )内は% 
出典：Mileti, et al,  1975: 13 をもとに筆者作成  
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その上で山本は、1970 年代後半における米国の災害研究について、6 つの傾
向を指摘している。それら 6 つの傾向とは、 (1)国際比較研究への志向、 (2)発
災前に焦点を絞った研究の増加、(3)災害の長期的影響に関する研究の増加、(4)
人為的災害への研究対象の拡大、(5)テーマの特定化と諸災害状況間の比較分析
による精緻化･一般化の努力、 (6)共同･学際的研究の増加 (山本 ,  1981: 104-107)、
であった。(1)の件で DRC は新潟地震の調査に緊急来日して、大規模都市災害 (コ
ンビナート大火災など )という (5)を精査して、これを (4)として取り上げて、 (6)の
研究体制構築を図った。また、(3)については復興研究へと研究の時間軸を延伸
させることとして特に、米国にとっては周辺のラテンアメリア等、発展途上国
の被災研究 (植民地経営･開発という 100 年単位の長期的時間軸を措定したところで見い
出されてくる途上国災害･環境破壊 )への展開をみせた。山本がリストアップした当
時の米国の各研究グループによるプロジェクト内容を眺めてみると ((  )内は
それを実施した研究機関 )、そこには例えば、｢発災直前の老人の対応行動改善のた
めの説明モデル構築｣(Western Washington University･Department of  Psychology)、
｢コミュニティの災害避難計画｣(Battle Memorial  Institute)、｢原子力災害対応プ
ログラムと他種災害対応プログラムの機能要素の比較｣、｢コミュニティにおけ
る防災訓練プログラムのプロトタイプの開発｣(National Academy of Sciences,  
Commission on Sociotechnical Systems)、｢都市における消防署、市民防衛機関な
どの最適配置構造モデルの開発｣(International City Management Association, 
Management Research Center)、｢ローカル･レベルで使用可能な包括的防災計画ガ
イドラインの作成｣(U.S.Conference of Mayers)、などがあって、東日本大震災を
経験して我々が今、災害対応の社会的課題として認知し、諸学会をあげて調査･
提言を試みている事々が、ことごとくそこに既に含まれていることに気づかさ
れる。改めて真摯に古典に学び直す必要性を痛感させられる。合わせてこうし
た知見を有した山本の急逝 (1996 年 )が悔やまれる。  
 さて、この後、阪神･淡路大震災 (1995 年 )が発生して、我が国の社会学的調査
研究の数は一気に増えることとなるが、その直前の時点で一度、我が国の社会
科学的研究の全般的な傾向が上述 Mileti に倣って集計されたことがある。阪
神･淡路大震災直後の関東社会学会大会 (1995.6.30@駒沢大学 )で山本がコーディ
ネートして｢テーマ部会：災害研究と社会学の接点を求めて｣が設置され、そこ
で、田中淳 (文教大学 )が｢『自然災害に関する人文社会系研究のデータベース化』
にみる社会学研究｣を以下のように報告した。  
 
標題研究は、平成 4 年度文部省科学研究重点領域研究｢自然災害の予測と防災力｣
の公募研究として実施された。周辺研究も含め 2,089 件の文献を含んでおり、以下の
傾向は全般的な研究傾向を窺ううえで参考資料となろう。  
 研究の目的からみると、防災対策の現状や望ましい方向について議論する研究が一
番多く、研究の現状が応用的性格であることがわかる。また、災害実態の全般的な記
述は多いものの、災害観や社会構造の変化などの特定の視点から災害事例を分析した
研究は少ないことも読み取れる。さらに、特定の災害に依存せず一般化した基礎的な
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研究もあるが、いろいろな災害事例の間の一般化であり、日常的な社会行動や社会構
造との理論的連続性について議論している少ない。  
 研究領域については、"災害時の避難行動や意識等人間行動に関する研究 "は多いも
のの、 "災害と社会構造、地域社会への影響等社会学的な研究 "、は必ずしも多くはな
い。しかし、経済学的な研究や法学、政治学関連の研究よりも多い。やはり、特定の
災害下での緊急避難的行動の実際を扱ったものが多く、社会システムの変容に関する
研究は少ないことになる。つまり、単発的で短期的な研究が多かったように思われる。 
 ただし、これらの傾向は災害規模が構造的変化を捉えるには小さかったためと考え
られる。したがって、阪神･淡路大震災は大規模な長期的影響を有することから、こ
のような傾向を変容させる災害と言える (下線筆者 )。 (学会･テーマ部会、報告レジュ
メ (田中淳 )より )  
 
 災害実態の全般的記述が多く、理論的研究が少ない。認知行動論 (災害と情報 )
についての研究は多いが、社会構造分析や地域社会への影響に言及しているも
のは少ない。  
被災直後に果敢･緻密に行われてきた東大新聞研の調査レポートの蓄積が目
を引くこととなった。それらの膨大な蓄積資料は現在、｢廣井アーカイブズ｣3と
して、解題･公開されている。  
 同テーマ部会の司会についた長田攻一 (早稲田大学 )は、田中の報告を以下のよ
うにまとめ･評価した。  
 
田中は、｢災害｣に対する戦後の人文科学的研究を、テーマ、方法、時期などの観点
からレビューし、第一に、全体的に、防災対策的研究が多く、社会学の理論化を目指
したものは少ないこと、第二に、戦後の研究が、時代とともに変化してきたこと、つ
まり、東海地震への関心が高まった昭和 50 年代までは、全体的に短期的、単発的な
研究が多く見られたが、日本海中部地震を契機に情報伝達の研究が関心を呼び、さら
に雲仙･普賢岳災害を契機に長期的な地域の復興過程を問題にする地域社会学的研究
が開始され、阪神･淡路大震災によって、大規模で長期的な社会への影響を視野に含
めた研究が要請されるであろうとした (下線筆者 )。  
(同テーマ部会･趣旨報告：http:/ /kantohsociologicalsociety.jp/congress/43/ より )  
 
 トピカルな災害が研究を導き分析視角を精緻化させていった模様を評してい
るが、司会･長田は秋元グループの一員として、DRC 資料の翻訳･解題作業やシ
ンクタンク業務にも就いていたことから、田中や自らの参画した諸研究を振り
返りつつ、それらをまとめ･評価した。しかしながら秋元グループとして抱いて
いた焦燥感については、後日、長田の同僚･浦野によって以下のように代弁され
た。  
 
上記①～③以降 4、10 数年ぶりに我が国の社会科学的災害研究状況の把握が試みら
れた。阪神･淡路大震災に際しては多くの研究者が現地調査に乗り出したが、残念な
                                                          
3 廣井逝去後、研究室メンバーによって整理･解題されて、現在は、CIRIR によって管理･
公開されている (http://cidir-db.iii .u-tokyo.ac. jp/hiroi/index.html)。貴重な白表紙 (報告書
等 )がほぼ全文 PDF でダウンロードできるようになっている。  
4 この①～③の三点は、以下になる。①Mileti,et al , 1975、②山本 , 1981、③秋元他 , 1982。  
 36
がら、上述①～③の研究史をレビューしている者は少なかった (当然、そのような時
間的余裕はなかったであろうが )。95 年 6 月の関東社会学会大会 (於 :駒沢大学 )で田中
は本報告書の制作過程を紹介しながら、我が国災害研究の蓄積状況とその偏りを指摘
し、阪神･淡路大震災に乗り出す研究者に警鐘を鳴らした。 (下線筆者 )  
(浦野 ,2001, ｢災害の社会学的研究の動向｣ http://db2.littera.waseda.ac. jp/saigai/ )。 
 
 被災地調査に赴く際に、関連する先行研究を読み込まずに駆けつける傾向が
見え始めていて、特に、阪神･淡路大震災時には、 (状況ゆえにやむを得ないところ
もあったであろうが )これが目についた。  
 山本と同時期にオハイオ州立大学でクアランテリと共同研究に就いていた秋
元は、一足早く帰国して早稲田大学大学院において、DRC で収集した英語論文
の輪読を始めた。そして、日本で米国と時代平行的に行われていた地震予知研
究、災害と情報研究をピックアップして、東京大学新聞研究所編 ,1982,『災害
と人間行動』(東京大学出版会 )の書評を『社会学評論』(Vol.34,No.3,1993)に著して、
そこで東大新聞研･災害研究チームのそこまでの諸業績を合わせて紹介した。こ
こに、東大新聞研のそこまでの一連の業績、『地震予知と社会的反応』(1979 年 )、
『続･地震予知と社会的反応』 (1981 年 )、『災害と人間行動』 (1982 年 )が日本社
会学会でまとめて紹介されることとなる。『災害と人間行動』には山本も一章
を書いていて (｢災害後の組織間調整｣ )。東大新聞研の災害研究グループの視角が災
害情報から組織対応 (山本 )、そしてさらに、コミュニティにおける住民の対応行
動 (松村健生 )、都市災害の特性と政策上の諸問題 (廣井脩 )と広がりを見せていたと
ころであった。秋元はそうした視点で、米国災害社会学と東大新聞研･災害研究
グループの諸業績の連関を紹介した。  
 これを受けて 1986 年に今度は、秋元らが編集した図書を含めて｢5 冊の災害
関係の人文･社会科学的著書｣が『社会学評論』(Vol.36,N･ .4,1986)で紹介された (金
田 , 1986)。そこでは、上述の二冊、①東京大学新聞研究所編 ,1979,『地震予知と
社会的反応』東京大学出版会、②東京大学新聞研究所編 ,1981,『続･地震予知と
社会的反応』東京大学出版会、が再掲された後、③廣瀬弘忠編 ,1981,『災害へ
の社会科学的アプローチ』新曜社、④安倍北夫･秋元律郎
編 ,1982,『都市災害の科学』有斐閣 (図 1-2)、⑤日本社会心
理学会編 ,1983,『災害の社会心理学』勁草書房、があげら
れた。③④で秋元ら早稲田グループ･メンバーの論文が掲載
されていた。  
 ここでは、④から｢防災体制と組織｣(秋元･浦野 , 1981)をあ
げておこう。災害時には様々な種類の集団や組織が対応に
あたることを日米の災害事例から紹介して、災害へ対応す
る組織を、前災害期から社会システム全体が均衡を回復す
る脱災害期にいたるまでの時間軸における組織変動分析に
登場する諸類型として示して、日本における災害対応諸組
織の実情を解説している。そこでは、災害対策本部など 図 1-2 書影『都市災害の科
学』 (筆者蔵 ) 
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の統括組織が、消防･警察などの既成型組織をもとに、これに赤十字や救世軍な
どの拡大型組織 (大規模災害における予期されるニーズに対して活性化しうる非常時用
の機能を有する組織 )を組み込みつつ、瓦礫撤去に設備･人員を投入する建設会社
などの伸展型組織を適宜位置づけながら、ボランティア活動などの緊急表出型
組織に後ろ支えされて災害対応を展開するという、諸組織連関の実態が説明さ
れた。これは、1964 年 6 月の新潟地震を調査した DRC の報告書 (Dynes, et al. ,  
1964)の一節、  
 
そこにはよく練られた多次元にわたる災害計画があった。…日本は、災害にたいして
高度に組織化がなされ、準備されていた。新潟地震が起こったとき、災害に対応して
指導的な役割を果たすべき組織には、精巧なメカニズムが存在していた (秋元･浦野 , 
1982: 296-297)。  
 
と DRC によって指摘されているところを受けて、緻密に構築されている日本
のローカル防災体制を改めてひもといて見せたものである。  
これが 1982 年に『都市災害の科学』において秋元･浦野によって詳述され得
たのは、これに先立つ実証研究が存在していたからであった。それが、｢大都市
の居住環境と自主防災組織｣(浦野 , 1980)や、｢都市の防災体制と自主防災活動｣(浦
野 ,  1981)、などである。町内会･自治会を基盤とする自主防災組織の設置･制度
化の過程が、浦野によって既に克明に検討されていて、それら地域社会学的防
災体制研究を盛り込んだ社会工学的防災体制論が『都市の防災体制の信頼性･
有効性に関する研究』 (未来工学研究所 ,1979)として学際的共同研究として取りま
とめられていた。  
 
b) 自主防災組織研究から防災福祉コミュニティ構想へ 
 このように、DRC から紹介された米国の災害社会学の知見と並行して、我が
国独自の社会心理学的災害研究や地域社会学的災害研究が蓄積されてきた。こ
れらが特に山本による詳細な米国災害社会学の研究動向紹介に媒介されて、被
災対応システムの一主体としてのコミュニティの位置づけとして学び取られて、
これが日本の町内会･自治会研究を基盤とする自主防災組織研究として地域社
会学的災害 (地域防災 )研究として形づくられて来た。そこでは、大規模地震説
(1970 年代前後～ )に触発されて法制度化され、防災行政によって普及･育成の対
象として措定された町内会･自治会基盤の自主防災組織の全国的展開の経緯と
現実が、批判的に検討されてきた。そしてこの研究はその後、阪神･淡路大震災
(1995 年 )を経て、福祉領域と結びついて行くこととなる。阪神･淡路大震災 (1995
年 )の教訓 (木造老朽家屋居住者層としての高齢者層に犠牲が集中 )から、潜在化しつつ
あったローカル防災の一主体である消防団を再評価する研究が活性化し、そう
した文脈で消防団活動と福祉領域の伝統的な見守り支援を適切に組み合わせて
地域防災力を再び取り戻すことが企図されて、防災福祉コミュニティ構想が生
み出された。その一連の検討は以下のように進められた。  
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 我が国には明治近代化以降、地域に根ざした防災組織が独自にあり、それら
は例えば消防団とか水防団等と呼ばれてきた (倉田 , 1970、 1985)。そこでは江戸
時代からの町火消の歴史も伝えられていて、消防団のラッパ隊に選ばれるとい
うことが、今でもムラやイエの誉れとされている地区もある。伊勢湾台風 (昭和
34(1959)年、死者 •不明約 5 千人 )の被災を一つの契機として、｢災害対策基本法｣(昭
和 36(1961)年 )が制定されたが (吉井 , 1990、吉井 , 1996)、その第 5 条に、｢住民の隣
保共同の精神に基づく自発的な防災組織の充実を図り、市町村の有する全ての
機能を十分に発揮するように努めなければならない｣との規定があって、住民の
自発的な防災組織としての防災市民組織が位置づけられ、そうした地元組織の
結成が市町村の責務であるとされた。  
 
災害対策基本法 (昭和 36 年法律第 223 号 )  
(市町村の責務 )  
第５条 市町村は、基礎的な地方公共団体として、当該市町村の地域並びに当該市町
村の住民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、関係機関及び他の地方公共
団体の協力を得て、当該市町村の地域に係る防災に関する計画を作成し、及び法令に
基づきこれを実施する責務を有する。  
２ 市町村長は、前項の責務を遂行するため、消防機関、水防団等の組織の整備並び
に当該市町村の区域内の公共的団体等の防災に関する組織及び住民の隣保協同の精
神に基づく自発的な防災組織 (第８条第２項において｢自主防災組織｣という。)の充実
を図り、市町村の有するすべての機能を十分に発揮するように努めなければならない。
(下線筆者 )  
 
 そして、昭和 46(1971)年、中央防災会議 (災害対策基本法第 11 条で位置づけられ
ており、総理府に置かれ、内閣総理大臣を会長としてその諮問にこたえる組織 )が｢大都市
震災対策推進要項｣をあらわし、こうした地域防災組織の重要性を強調すること
となる。これを受けて例えば東京都では同年、｢震災予防条例｣を制定して、こ
のような地域防災組織を｢市民防災組織｣と呼称することとした。昭和 48 (1973)
年、自治省消防庁防災課では『自主防災組織の手引き』を刊行し、同時多発火
災に対する公設消防力の限界を吐露した上で、｢自分たちの地域は自分たちで守
る｣という観点から、コミュニティ活動の一環として自主防災組織の結成とその
活動への期待を表した。そこでは、自主防災活動を契機として失われがちな地
域住民の連帯意識を醸成していく必要性も合わせて指摘されていた。この『手
引き』の中では、自主防災組織の意義•必要性の指摘から、組織の規模、リー
ダーの特性、規約•計画の作成、班編成、既存の地域の防災活動との関連など、
自主防災組織の整備に関することの他、実際の活動に際してのマニュアルを付
して平常時の訓練、災害時の活動 (情報収集 •初期消火 •避難誘導 •救出救護 •給水給食 )
についてガイドしている。これが現在も全国的に流布している｢自主防災組織マ
ニュアル｣の雛形である。  
 このようなガイドの蓄積を経て、概ね全国的に町内会•自治会を基盤として
自主防災組織が整備されてきた。そしてこの頃、地震学領域から東海地震説が
発表されて世論を喚起し、これが国に採用されて、大規模地震対策特別措置法
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が制定 (昭和 53(1978)年 )されて、ナショナル･プロジェクトとして地震予知･対応
が進められていくこととなった。同時期、東京都では、｢防災生活圏構想｣を打
ち出し、｢災害時、逃げないですむまちづくり｣をキャッチフレーズに、昭和
56 (1981)年、｢防災施設基本計画｣を作成して、23 区を 700 ブロックに分け、延
焼遮断帯に囲まれた不燃化ブロック構成を基盤とした防災生活圏を措定した。
一都市単位ではこのような工夫がみられはしたものの、しかしながら、そのそ
もそもの火付け役であった東海地震説に対する関心が徐々に低下していったこ
ともあって (幸いにもいっこうに地震はおきなかったので )、自主防災組織の組織結成
率 (全国世帯数に対する組織されている地域の世帯数の割合 )は低迷を続けた  (浦野他 , 
1990: 資 -38)。  
 この頃の組織化努力･その実情は、地域社会学的災害研究の実証的研究によっ
て批判的に検討されている (浦野 •伊藤 •横田 , 1990)。浦野らは昭和 62(1987)年、｢コ
ミュニティの防災力｣調査を実施し、①大都市における自主防災組織の実態と活
動水準の把握、および抱えている問題の摘出、②活動水準に影響する要因 (地域
防災活動の促進要因と阻害要因 )を含めた諸要因間の関連分析、③都市に特徴的な 3
つの地域 (中高層住宅地区、木造住宅密集地区、繁華街 •商業地区 )における地域防災に
取り組む際の問題把握を行い、ここから明らかとなってきた自主防災組織•活
動の課題として、以下の三点を指摘した。①都市の構造的特徴を背景にして生
ずる役員の高齢化•固定化ゆえに、組織自体が地域住民への関心を引き出すパ
イプとしてうまく機能していないこと、②災害対応という点ではリーダーの高
齢化により、ますます新しい災害知識に適応しきれない状況が生まれているこ
と、③地域の防災力は総体としてはマンネリ化ないしは若干脆弱化への道を辿
っていること。  
 こうした課題は別の諸調査でも確認されている (山本 , 1984、吉井 •大矢根 , 1990)。
それらではまた、自主防災組織の育成•制度化の経緯を半ば揶揄して囁かれて
いた｢ペーパー自主防｣なる表現を例証･解読するデータを付している。一般的に、
静岡県、神奈川県それに東京都など大震災の経験があり、またその危険がいわ
れる地域では、自主防災組織の結成率は高い。これは町内会•自治会の名簿表
題をそのまま書き換えて自主防災組織を設置したこととしているところが多い
からで、新規住宅団地•マンション群開発の進んだ郊外では｢名簿整備•提出｣が
追いつかなく、数百から数千世帯の急激な分母増加で組織率が低下する結果を
招き、行政職員を慌てさせた。各年度末を目標に｢名簿整理｣=｢自主防設置｣(｢ペ
ーパー自主防｣の設立 )が行われる。ところが、自主防災組織はもちろん名簿だけ
を整備したのでは不十分である。それは以下の諸数値、すなわち、①組織率、
②関心率、③加入率、④参加率、を適切に把握する重要性を意味する (吉井 •大矢
根 , 1990: 20-25)。①組織率は既述のことであるが、行政で把握する自主防災組織
結成届出率である。②関心率とはアンケートで尋ねられる｢あなたは地域の自主
防災組織の活動に関心がありますか？｣に対する回答率、③加入率は同じく｢そ
れではお宅では地域の自主防災組織に加入していますか？｣に対する回答率、④
参加率は同じく｢お宅では自主防災組織が開催する訓練等の活動に参加してい
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ますか｣(訓練･講習などに年一回以上 )に対する回答率である。①→④に順に数値は
落ち、組織率 10 割ほどのところでも関心率 7 割、加入率 4 割、参加率 1 割程
度となる。名簿上は結成されており、建前としては関心があるが、実際に我が
世帯が組織に包摂されていることはあまり認知されておらず、したがってわざ
わざ訓練に参加しようとは思う人はほとんどいない、という実状であり、これ
が｢ペーパー自主防｣と揶揄された。組織率 10 割でも訓練参加率は 1 割程度で、
しかもその参加者は自主防災組織の中核メンバーである町内会•自治会の三役
を中心としており、したがって高齢者が多くなっている。初期消火や救急•救
助の訓練に参加しているのが、実は災害時に最もそうした支援の対象となる可
能性の高い、いわゆる｢災害時要援護者｣本人であった。  
 そこに、阪神･淡路大震災 (1995 年 )が発生した。大都市神戸を未明に襲った (し
たがって、睡眠中≒住民票登録通りに被災した )マグニチュード 7 の直下型地震によ
って、木造老朽家屋に住む高齢者等 (終戦直後に乱立した民間借家が、 4～ 50 年を経
て老朽化し、それゆえ家賃が安かったことで、年金暮らしの低所得層がそこに集住してい
た。木造老朽家屋密集地区に被害が集中した )に犠牲が集中する震災となった。ここ
から、阪神･淡路大震災は、高齢社会の練習問題ともいわれた。これを受けて、
災害対策が福祉領域とタッグを組んで進められるようになり、｢防災福祉コミュ
ニティ構想｣が推進されることとなった (神戸市自衛消防隊連絡協議会連合会 ,  1996、
倉田 , 1997a･1997b)。その過程で並行して、｢復興｣と称して結果的に、低所得･
借家層が追い立てられる復興都市計画事業が施行されたことで、この現場に対
峙しつつ、一群の防災社会工学者によって事前復興が唱えられることとなった
(次項で詳述 )。  
 
ここまで、地域社会学的災害研究の日本社会学会への登場を眺めてきたが、
学会ではその後 1980 年代中盤以降、1995 年の阪神･淡路大震災を受けてこれ
を扱った四本の論文･書評 (宮原他 ,  1998、浦野 , 1998、山下 , 2000、岩崎 ,  2002)まで、
『社会学評論』に災害関連の論文は載らなくなる。本論文で扱う雲仙･普賢岳噴
火災害 (1991 年 )が発生しても、『社会学評論』には書評が一本掲載されるにと
どまる (浦野 , 1998)。なぜ、日本社会学会の表舞台に災害研究が見あたらないの
か。二つの理由があげられよう。一つは、1980 年代後半に被災地研究･地域防
災研究に従事していた社会学プロパーが、各地区社会学会誌へ投稿しつつ日本
社会学会大会で報告はするものの、『社会学評論』に掲載されるまでの論考は
書き上げていなかった点。もう一点は、上記 1970 年代末から 1980 年代初頭の
諸文献 (『社会学評論』で金田が書評した①～⑤など )の上梓と符合して、それらの執
筆陣ネットワークによって学際的共同研究が活発となって、災害事象を専らに
扱う各種学会が創設されて、政策科学への参与を含めて当該社会学者がそうし
た新設学会に参画していった点が指摘できる。それら当時の新設学会には (( )
内は創設年 )、日本自然災害学会 (1981 年 )、地域安全学会 (1986 年 )などがある (その
延長に、双子学会と言われる日本災害情報学会 (1999 年 )、日本災害復興学会 (2007 年 )があ
る )。日本建築学会 (1886 年 )、土木学会 (1914 年 )、日本都市計画学会 (1951 年 )、な
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ど、災害･防災を専らとする部会を有する工学系の老舗学会とは異なって、学際
的研究の成果を募るこれら新設学会とそこに密接に関与する防災政策領域に、
実証的･社会 (科 )学的災害研究の成果は実践的な展開を見ていくこととなった
(吉井･大矢根 , 1990、およびこうした視角で同メンバーで参画した、国土庁 , 1988a、1988b
など )。  
 
c) コミュニティの長期的復興過程研究の船出 
：日本海中部地震･三宅島噴火災害から雲仙･普賢岳噴火災害へ 
 
 浦野は 1980 年代、秋元の主催する米国災害社会学史の翻訳･整理とともにシ
ンクタンクで社会工学的防災体制の実証研究に就くとともに、地域社会学プロ
パーとして、ローカルの生活課題に対峙する人々の奮闘努力の模様を、丁寧に
長期的に扱う研究を重ねる。そのフィールドは例えば、『豪雪を拓く』で描か
れた過疎高齢化の進む豪雪農山村であったり、バブル期に地上げの猛威に晒さ
れる都心インナーエリアなど、それら地域諸特性 (外部からの諸力にきわめて脆弱 )
にかかる生活危機の諸相と、そこで引き起こされる地域社会変動 (集落･コミュニ
ティ諸社会関係の変容･消滅など )が丹念に調査されていた。  
  
 また同時期、上記の早稲田グループ、すなわち、早稲田大学社会科学研究所･
都市災害部会 (あるいは都市研究部会 )に弘前大学から田中重好が参加していて、
日本海中部地震 (1982 年 )の長期的復興過程 (や、その後には新潟県能生町の柵
ませ
口
ぐち
雪崩
災害 (1986 年 )の被災地調査などを重ねている )に関する知見を 1983 年に｢災害の長期
的影響と災害文化｣(早稲田大学社会科学研究所『災害と地域社会』)として著している。
田中らによっては同時期、『りんごの涙』5がとりまとめられていることをここ
に特筆しておく。  
 1983 年に発生した三宅島噴火災害では、社会福祉学プロパー (東京都立大学グ
ループ )によって、｢これまでの社会福祉における災害とその後の生活再建研究に
欠けていた視点を補い、同時にそれを、生活研究、生活援助研究の諸課題の分
析を加えた、幅広い『生活再建過程』認識の獲得に向けてのステップとしたい｣、
                                                          
5 弘前大学台風十九号作文編集委員会編集 (1992)『リンゴの涙  :  平成三年の台風十九号
の児童の記録』 ,日本損害保険協会。 1991 年 9 月末、東北･青森を襲った台風 19 号によっ
て、取り入れ間近のリンゴが｢ぼたぼた｣(｢りんごとなみだの落ちる音｣ ,三和小学校 4 年･澤
田龍太 )と落ちて、農家が大きな被害を受けた。小学生 53 名の作詩･作文が、｢台風に備え
る｣、｢台風がやってきた｣、｢台風がさって｣、｢リンゴのじゅうたん｣、｢出稼ぎにいかねば｣
の 5 章に分けて掲載された。日本損害保険協会の支援で 5,000 冊が増刷された。司馬遼太
郎 ,1997,『街道をゆく･北のまほろば』朝日文芸文庫の最後は、この文集の紹介で閉じられ
ている。｢どうも青森県では、りんご園で育ったこどもまでもが、りんごの木は家族だとお
もっているらしい。…弘前大学人文学部では、田中重好助教授を編集代表にして、この災
害を子供たちによって未来に語りつがせるべく作文を募った。…この小さな津軽詩人の詩
を借りて『北のまほろば』を終える｣(司馬 , 1979: 368-370)。田中にはもう一冊、災害に遭
った子供による作品集がある (田中二郎編集代表 (1985)『先生 地震だ』どうぶつ社 )。  
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そして｢各戸の住宅再建とそのための行政施策を中心に分析し、それを新たな集
落形成過程の調査につなげたい｣(窪田 ,  1987)とする生活再建調査が企画･実施さ
れた。この研究はその後、2000 年にも再び噴煙をあげて全島避難を経験する三
宅島の被災対応･復興調査の、そして本稿で扱う雲仙･普賢岳噴火災害 (1991 年 )
の復興に向けた検討において貴重な先例として位置づけられるものである。こ
の 1983 年･三宅島調査報告は、｢近年社会学分野を中心にすすめられている災
害の長期的影響とその対応システムに関する研究の成果と一方でつなぎ｣たい
と目論まれていて、田中 , 1983 と早稲田グループの諸業績が広範に参照されて、
当該研究の認識論的･方法論的基礎に位置づけられるところとなった。  
 
 1980 年代後半のこうした地域社会学的災害研究、特に、災害の長期的過程に
着眼する研究の蓄積が見られていたところで、1990 年秋に雲仙･普賢岳噴火が
始まった。噴火事象が始まって (1990 年 11 月 )、これが噴火災害として展開 (1991
年 5 月 )していくと、災害因 (噴火現象 )終息の見通しの立たない中での災害応急対
応 (土石流･火砕流の除去や瓦礫処理 )や避難生活の継続、さらにはそうしたところで
議論･意志決定して行かざるを得ない復旧･復興事業が重層化した。すなわち、
噴火 (災害因 )自体が長期化することで、応急対応が投入されるものの次々に被
災･避難状況が拡大し、所々復旧事業が始まったところのそのすぐ脇で新たな被
災･避難状況が発生するなど、いわゆるタイムライン (災害対応行動計画 )が複数同
時に走る状況が見いだされて、これがその後数年間継続することとなる。  
 ここに筆者を含む地域社会学的災害研究に取り組む早稲田･浦野グループに
よる、被災地の長期的復興研究が船出することとなる。  
 
 
1-1-3. 復興概念再考：阪神の反省から事前復興論へ 
 1991 年、雲仙･普賢岳噴火災害を契機に、早稲田･浦野ブループの長期的被災
地研究 (地域社会学的復興研究 )は、70 年後半以降のこうした諸研究グループの履
歴のもと船出することとなる。そこで得られた知見およびそれを獲得する調査
過程については、次節以降で詳述していくこととし、ここでは、早稲田･浦野グ
ループが被災地復興調査を始めて以降の研究の展開を追いながら、本論文を執
筆する筆者の研究視角塑造の経緯を記しておくこととする。  
 
a) 阪神･淡路大震災：既定復興の誤謬／復興災害 
 1991 年初夏に発生した雲仙･普賢岳噴火災害は、半年後の年末年始に復興公
共土木事業の大枠が示されて、以降、被災者サイドでは同事業を理解･了承する
苦渋の選択の時期 (1992～ 95 年 )を迎えることとなる。当時、被災者の生活再建の
ための法制度がまだまだ不十分な中で、5 年超にわたる暗中模索の奮闘努力が
重ねられていくこととなる。そのさなか、1994 年度後半･1995 年 1 月 17 日、
阪神･淡路大震災が発生する。島原では阪神の被災者に対する同情が一気に高ま
り、自ら被災者であるにもかかわらず、多額の義援金を阪神に送るなどすると
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ころとなったが、一方で、大都市で大災害が発生したことによって、一小都市
の地区限定災害である島原の噴火災害は忘れ去られてしまうのではないかとの
危惧も高まった。さらに同年 3 月末には東京で地下鉄サリン事件が発生して、
この大都市･首都テロの発生によって阪神の被災地ですら、一気に世間の関心･
国際的世論までもが東京一所に向いてしまったと言われるところとなって、そ
うした危機的な認識は島原ではなお一層のことであった。  
 さて、阪神･淡路大震災が発生して、後にこの震災の特徴が概説されることと
なるが、その中には、阪神高速道路の倒壊等による安全神話の崩壊や、木造老
朽家屋密集地区の大規模延焼火災、そこにしか住処のなかった高齢者層に犠牲
が集中したことから高齢社会の縮図 (練習問題 )としての大災害、などの論点があ
げられていた。  
 同震災復興は、復興都市計画事業 (土地区画整理、都市再開発事業 )として行政主
導で進められることとなって、これが被災者からはすこぶる不評をかった。  
災害復興によらずとも日常的に各地で、都市基盤整備として土地区画整理事
業が行われている。そこでは、減歩･換地･清算金の重い負担が従前居住者層よ
り意義申し立てられて、裁判で争われ続けている。事業後の地価上昇分を受益
者に負担してもらうこととして、従前居住者からそれを現金 (清算金 )かそれ相応
の土地面積として提供させるもので、これらの思いがけないタイミングでの重
い負担が基本的人権 (居住権、財産権、生存権など )の侵害に当たるのではないかと、
地権者たる従前居住者から異議が申し立てられる。土地区画整理事業の行われ
るところ、ほぼ自動的に住民の反対運動が組織される。これが特に被災地で行
われる場合は、当該権利関係者が被災･避難して不在のところで、規定の手続き
に則って (ほとんど避難住民が知らない内に )事業が公告･決定されるので、被災者に
はすこぶる不評 (｢寝耳に水｣の復興都市計画事業の決定 ! !)となる。しかしながら、非
被災地の者には概ね好評であって、被災者がゴネているとしか映らない。すな
わち、非被災地の者には、｢自然の猛威によって二度と同じような悲惨な出来事
が発生しないように、この機に災害に強いまちを造るべきだ｣との暗黙の国民的
合意があり、当該事業の対象となった者くらいにしか認識されることのない事
業内容の重い負担 (＝減歩･換地･清算金 )は、事業の非 (未 )対象者には自覚されづら
いから (そもそもそういう制度･しくみであることを知っている人自体が少ない )、反対し
ているのは被災者のみという構図イメージが広がる。また、そもそも、土地区
画整理事業で補償される権利関係者は、地権者、借地権者と法的に規定されて
いて、最も弱い権利関係者であって公的･制度的には発言の機会の存在しない借
家人は保護され得ない。つまり災害で住居を失った借家人 (多くは被災前、木造老
朽家屋密集地区の家賃の安いアパートに居住していた )は、再興される瀟洒な街並みに
新設される新築マンションに入居したくても、ケタの違うまでに高く設定され
たその家賃を支払えないことが多いから、住み慣れた地域を後にして、支払え
る家賃を求めて都市の外縁に向かって彷徨せざるを得なくなる。被災地復興に
はジェントリフィケーションが付随する。このことは、被災地復興に都市計画
事業を採用する限り、論理的には予め決まっている。瀟洒な復興環境には人口
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が集中し (人口回復 )、したがって地価は上昇し、新居住階層による納税額は被災
以前よりケタ違いに多くなるから (税収回復･増収、福祉支出の削減 )、自治体ではも
ちろんそれを歓迎するし、進んでそれを誘導する。災害で生き延びても復興事
業の過程において居住の権利を失う･奪われることとなる層が生まれてくる。こ
れを｢復興災害｣(塩崎 ,  2014)と呼ぶ。災害復興における復興災害、そしてこうし
たことは既定復興の枠組みでは予め黙認･奨励されている。  
各種自然災害で｢復興｣が語られるとき、そこではほぼ疑念なく一義的に、損
なわれた社会基盤の再整備、例えばその冒頭に｢復興｣を冠した都市計画事業 (土
地区画整理事業や都市再開発事業 )や公共土木事業 (砂防ダム、防潮堤、嵩上げ… )が行わ
れ、これらの｢竣工｣が｢復興｣と呼ばれてきた。いつの頃からそうなったのだろ
うか。大正 8(1919)年、土地区画整理法を内包した旧･都市計画法が施行されて
間もなく、関東大震災 (1923 年 )が発生して、そこで復興の舵をとった後藤新平
が｢帝都復興｣を叫んで特別都市計画法のもと土地区画整理事業を施行し、上物
うわもの
としては同潤会アパートが完成する。その 20 年後には、米国戦略爆撃で灰燼
と化した全国 115 の諸都市に、再び戦災復興の特別都市計画法 (勅令 )が被せられ、
全国遍く、被災地復興=都市計画事業竣工、が定式化された。その後も都市復
興には土地区画整理事業が被せられていき (1964 年･新潟地震、 1965 年･大島元町大
火、 1976 年･酒田大火、 1995 年･阪神･淡路大震災… )、我が国ではその履歴および一
般的認識において、｢復興｣と言えば都市基盤再整備の公共土木事業の竣工を意
味することとなってきた。このように災害後には既定の手法 (都市計画事業等 )で
復興が企図されることとなってきた (これを｢既定復興｣6と呼ぶ )。  
 
 
b) 地域協働復興･｢事前復興｣概念の誕生から事前復興災害へ 
阪神･淡路大震災 (1995 年 )の被災地では復興都市計画事業に批判が続出した
(被災者にはすこぶる不評の｢寝耳に水｣の復興都市計画事業 ! !)。ここに防災工学領域で
研究実践に就く者の中から、被災地復興 (都市計画事業の公告･決定･施行 )の難しさ
を痛感して、｢災害が起こる前に考え準備しておくことで、事後の都市復興にお
ける迅速性･即効性を確保するとともに、諸施策･計画の総合性とその過程での
住民参加をより実効性のあるものにするはずである｣と考える者が出て来て、か
れらはそれを｢仮説的事前復興都市計画｣(略して｢事前復興｣ )と呼んだ。  
震災後、彼らは全国各地でこの難しさを講演して回ったが、これを東京の都
市官僚が受講して、｢事前復興｣としていち早く東京都で採用した。そして東京
都では｢都市復興マニュアル｣と｢生活復興マニュアル｣を策定 (1997 年度 )して、そ
の後、この二つのマニュアルを統合･改訂して｢東京都震災復興マニュアル｣
(2003 年 )として、現在に至る。  
                                                          
6 ｢区画整理事業や道路･公共事業中心の土木的な対応が主｣である復興計画をさして｢物
理的復興｣(越山 ,  2001)とも言われており、ここで表す｢既定復興｣とほぼ同じことを指して
いる。  
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東京都は歴史的な大火や震災 (大延焼火災 )を教訓として連綿と防災まちづくり
に取り組んできており、その一つとして『生活都市東京構想』 (1997 年 )がつく
られている。そのうちの｢重点計画｣の改訂版に｢防災都市づくり推進計画｣(1997
年 )があって、そこにこの｢事前復興｣概念が位置づけられた。そこでは｢防災都
市づくりの事業概要｣として、  
 
｢事前復興｣という考え方のもと、災害に強い市街地の整備を行うもので…、整備は、
震災時の延焼防止の観点から、不燃領域率の向上をめざして、震災時等の災害に対す
る安全性を確保するものです。このため、地域の道路、公園等の整備を一体的に行う
総合的なまちづくり事業である土地区画整理事業は非常に有効であり、その積極的活
用とともに住宅等の不燃化、共同化や福祉、商工業活性化等各種事業を併せて実施し、
総合的な防災まちづくりを目指すものです。  
 
として、事前復興推進のために土地区画整理事業を実施することが明示されて
いる。こうして阪神で復興都市計画事業に取り組んで逡巡した防災工学者たち
によって反省的に考案された｢仮説的事前復興都市計画｣(略して｢事前復興｣ )は、
東京都市官僚によって防災都市づくりのスローガンとして曲解したところで採
用されることとなった。  
こうしたハードの (事前復興 )まちづくり計画と同時に、ソフトの復興体制づく
りもまた、組み立てられていった。こちらは、阪神･淡路大震災後に自らの研究
実践を厳しく内省して事前復興を唱えた防災社会工学者自身が創案して具体的
に現場を設定してとりくみはじめたものである。それが｢都市復興マニュアル｣
と｢生活復興マニュアル｣(1997 年度策定 )である。その後、この二つのマニュアル
は統合･改訂されて｢東京都震災復興マニュアル｣(2003 年 )となる。この｢東京都
震災復興マニュアル･プロセス編｣には、東京の震災復興を進めるキーコンセプ
トとして｢地域協働復興｣が提示されていて、｢行政｣と｢地域住民｣らが｢専門家｣
の支援を受けて協働して復興に取り組む重要性がうたわれていて、具体的には
｢復興市民組織育成事業｣制度が創設されて、｢震災復興まちづくり支援プラット
フォーム｣準備会議を経て、世界に先駆けて｢震災復興まちづくり模擬訓練｣が実
施されることとなった。  
 この震災復興まちづくり模擬訓練では、｢まち歩き｣を通しての地域課題 (そし
てさらには防災資源 )の把握 (再発見 )、避難所生活から生活の再建をイメージするロ
ールプレイ、暫定的な生活の場の形成のための｢時限的市街地｣の考察、地域ご
との復興方針の検討 (復興まちづくり )とステップを重ねていくこととされてい
る。｢事前復興｣概念を盛り込んだ｢震災復興マニュアルづくり｣、その具体的展
開としての｢復興まちづくり模擬訓練｣は現在、全国各地の地方公共団体に広が
りを見せている。  
ここで言う｢時限的市街地｣とは、被災した住民自身が主体となって地域復興
を進めるため、暫定的につくる市街地のことで、被災後も利用可能な建築物は
応急修理して暫定利用を図りながら、並行して応急仮設住宅、自力仮設住宅、
仮設店舗･仮設事業所などを建設して市街地を形成していこうというものであ
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る。こうした｢暫定的な生活の場｣を確保しておくことで、地域住民の復興の足
掛かりを築こうというものである (阪神で、大量避難者によって被災地･従前居住地が
空洞化してしまい、それが遂に回復しなかったことを反省して )。被害状況や地区特性
に対応した市街地復興を進めるために、例えば｢重点復興地区｣(被害が連担して見
られる全面的な被災区域 )、｢復興促進地区｣(まだら状の被災区域 )、｢復興誘導地区｣(ス
ポット的な被災区域 )、の三種類の地区区分で復興対象地区を指定するほか、住民
主体の地域復興を促進するためにこの三種類の地区指定に加えて、地域住民 (地
域復興協議会 )からの要請に基づいて住民の主体的な地域復興が見込まれる地区
を｢協働復興区｣として指定するなどしている (東京都の例 )。  
ところで、阪神･淡路大震災の被災地においてはその復興都市計画事業竣工の
過程で、独自に時限的市街地を措定した実例がある。神戸市長田区久仁塚地区
の事例がそれで、ここでは周辺三町が震災を機に｢久仁塚地区震災復興まちづく
り協議会｣を発足させ、本来は行政が行うべき事業用仮設店舗 (仮設商店街｢復興げ
んき村パラール｣ (約 80 店舗 ))や仮設住宅を協議会が代わって建設するなどしてき
た。しかしながらこのように被災地区住民自身が各種利害関係･将来ビジョンを
調整しながら暫定的な市街地を構想･実現することは容易いことではない。そこ
で地区の復興過程を被災以前に学び考えておくことを日常的なまちづくりに包
含させておこうと、｢事前復興｣概念を含む震災復興マニュアルが策定されたり、
復興模擬訓練が行われるようになったところである。  
 ハード+ソフトの諸領域で復興都市計画事業の柔軟な導入･展開が図られて
きたと見えるところではあるが、一方でこれの当事者たる当該居住者はこれを
どうとらえているのであろうか。その声にも耳を傾けて置く必要があるだろう。 
 そもそも事前復興は、｢災害が起こる前に考え準備しておくことで、事後の都
市復興における迅速性･即効性を確保するとともに、諸施策･計画の総合性とそ
の過程での住民参加をより実効性のあるものにするはずである｣という仮説の
もと、この仮説の実効性を高めるポイントとして、以下の 4 点が上げられてい
た。①まちづくり目標の共有化と住民－行政協働の主体の事前形成、②復興ま
ちづくりに連動する被災者生活支援対策の体系化、③都市復興計画策定シナリ
オとマニュアルの事前準備、④都市インフラ整備の優先順位を事前に公開･共有
化すること。要するに、災害が起こる前に復興について産官学協働で検討を始
めておこうというものであった。  
ところが東京の都市官僚は、この｢事前復興｣という概念を独自の論理におい
て解釈してみせて従来の東京都の都市政策 (再開発 )に接ぎ木した。すなわち、防
災工学上の仮説としての｢事前復興｣概念を、東京都独自に展開･蓄積を見ていた
｢防災まちづくり｣の延長上に位置づけて、これを主に木造老朽家屋のクリアラ
ンスの大義名分としたのである。これまで東京都では、｢地域危険度の公表｣
(1975 年 )、｢防災生活圏構想｣＋｢都市防災施設基本計画｣(1981 年 )、｢地震に関す
る地域危険度 (第三回 )｣(1993 年 )と、地震→震災 (=延焼火災：関東大震災や東京大空襲
による大量の焼死 )といった一義的な防災イメージを醸成してきており、阪神･淡
路大震災の家屋倒壊･延焼が木造老朽家屋で起こったとのデータをもとに、独自
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に解釈した｢事前復興｣という概念をそこに接ぎ木して、｢木造住宅密集地域｣を
｢重点整備地域｣(25 地域 )として指定する｢防災生活圏｣構想を盛り込んだ『防災
都市づくり推進計画』(1997 年 )を著した。そこでは築 25 年以上の木造住宅が｢木
造老朽家屋｣と定義され、それらを更新して｢不燃領域率｣を高めるべきとして、
都庁内の部局の壁をこえて、さらに各区･多摩 8 市･東京消防庁を加えて｢防災都
市づくり･木造住宅密集地域整備促進協議会｣が結成されている。すなわち、防
災を名目として再開発事業が制度化され、多くの木造家屋が更新されることが
決まった。そこに住み働く人々はどう処遇されるのであろうか。  
 この時期、バブル経済が崩壊して、経済再生戦略とカップリングされた日本
の都市構想が打ち出された。そこでは、｢職住近接｣＋｢ゆとり｣＋｢防災｣項目が
重視されてアッパーミドル層重視 (企業本社･金融保険･対事業所サービス業等の特定
産業 )の都市改造 (都心回帰プログラム )が企画されて、業務機能更新、高層マンシ
ョン建設･道路整備が進められることとなった。これらが経団連｢新東京圏の創
造｣(1998 年 )、建設省･東京都｢都市構造再編プログラム｣(1998 年 )、小渕内閣･経
済戦略会議｢経済再生への戦略｣(1998 年 )で謳われた。このことは具体的に東京
という場において、さらに防災 (都市の危機管理 )という領域から眺めてみると、
より明瞭なことであった。東京都の｢生活都市東京構想｣(1997 年 )、その 3 カ年
実施計画である｢重点計画｣(1997 年 )の改訂版である｢改訂重点計画｣(1998 年 )で
は、その計画事業費配分の機軸は｢生活環境施設｣(9.6%)、｢地域福祉｣(7.8%)、｢住
宅事業｣(4.6%)ではなく、｢道路･交通･通信･港湾｣(40.5%)と｢市街地再開発｣
(20.0%)(これに｢防災用市街地整備｣(14.0%)が加わる )となっていて、後者で事業費の
74.5%が占められている  (進藤 , 1999)。20 世紀末のこうした状況が、新保守主義
都市化戦略批判として出されていたことをここでは確認しておきたい。  
 阪神の苦い教訓 (被災地で都市計画事業を企画･竣工することの難しさ )を経て、被災
前の心構えとしての復興手順の確認、既存諸資源の掘り起こし (まち歩きによる防
災諸資源の再発見 )を主眼としていたはずの事前復興論は、東京の都市政策におい
ては、再都市化戦略としての木造老朽家屋密集地区のクリアランスとして作動
するところとなってしまった。平成不況真っ直中と言われた 20 世紀末前後、
しかしながら環七ベルト地帯は再開発ラッシュとなっていた。地震 (大規模延焼
火災 )は起きていないのに、防災まちづくり構想 (事前復興 )の激浪に遭って自宅を
追われる層が続出している。今日も静かに事前災害復興が彼らを襲っている。  
 
c) 概念の再検討 
 阪神･淡路大震災の苦い教訓としての｢災害復興における復興災害｣の現実、さ
らには、それを乗り越えるために被災前の準備計画として提案された仮説=｢事
前復興｣と、その政策的具現化としての防災生活圏構想 (｢不燃領域率｣向上 =木造老
朽家屋密集地区の解消 )及びその帰結としての事前復興災害の現実、こうした事々
をここ東京で日々まのあたりにして筆者は、雲仙での被災者団体による復興に
向けた取り組みを調査してきたところで、あらためて｢復興｣とは何かを問い直
してきた。  
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図  1-3 山越村長･三宅村長会談  
出典：『朝日新聞』 2004.11.11 
 都市計画事業など公共 (土木 )事業の竣工を復興と呼ぶところでは、その地域に
被せられる既定 (規定 )の行政施策による空間更新の結果が言われているに過ぎ
ない。そこには従前居住者 (被災者 )のドラスティックな生活の変容や、そのただ
中でなされた議論･意志決定 (場合によっては自ら創出する公共土木事業もありうる )
のあり方･履歴が含まれていない。復興とは空間更新の結果のみをあらわすので
はなく、そこに関わりながら被災者が対峙して模索する生活再建の諸過程なの
ではないかと考えて、筆者は｢復興｣を以下のようにとらえた。  
 
復興とは、｢復旧｣という現実的な具体像 (原形復旧 or 改良復旧 )に、近い将来の社
会変動パターン (地域総合開発計画等による地域社会生活のドラスティックな構造変
容≒｢新たな社会創造｣ )を折り込んで構想される現況被災生活の一つの到達像＝｢生
活再建｣、そこに至るプロセスである。そしてそのプロセスとは、多様な主体 (もちろ
ん被災者を主体とする )によるローカル、ミクロな政治過程
プロセス
である。したがって復興
とは、一義的にハードな都市基盤｢再｣整備のことを言うのでは決してなく、それはあ
くまでありうる手段の一つであって、その本来的な中心は、損なわれた社会関係の再
構築過程なのだろう。復興都市計画事業が竣工して現出する新たな社会では、従前の
社会関係は清算されてしまっているから、そこで生活再建を求める被災者によって改
めて自覚されてくるのが、当該地域社会の従前のかけがえのない社会関係なのである。
復興概念を再検討することで次第に明らかになってきたことは、復興とは地域アイデ
ンティティ再構築のプロセスそのものであること、したがって既定復興とは異なる生
活再建の実相としての復興ガバナンスがあり得ること、であった (東日本大震災で、
津波で流されてきた瓦礫の山から拾い集められた写真がクリーニング･保管されるの
が、かくも支持されるのは何故か。これらは単なる｢思い出｣を超えたものであり、損
なわれた地域アイデンティティ再構築の過程での不可欠の情報 (かけがえのない記
憶 )なのである。これはかけがえのない記憶であり、｢復興で実現させたい懐かしい未
来｣なのである。｢復興で実現させたい‘懐かしい未来’｣、それは、当該地域社会の
生活文脈 (智慧 )の再構築なのだ )(大矢根 , 1998、 2012)。  
 
1-1-4. 事前復興ガバナンス研究～復興学会：復興とは何かを考える委員会 
 
a) 中越復興市民会議と｢軸ずらし｣&｢物語復興｣ 
 阪神･淡路大震災 (1995 年 )の 10 年検証が各方面で行われて、既定復興のただ
中で復興災害に翻弄される被災者の姿がとら
えられた。同時に新潟県中越地震 (2004 年 )の被
災地では、復興を企図する中間支援組織であ
る中越復興市民会議が発動して、潜在的な被
災者ニーズを掘り起こしつつ生活再建側面に
傾注した復興施策メニューを生み出していく
仕組み (｢軸ずらし｣&｢物語復興｣)が考案･実行さ
れて、その効果が顕れていた。この差はどこ
から来るのであろうか。  
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 大都市神戸の復興は既定復興で進められて大きな禍根を残した。過疎高齢化
が進む (限界集落とまで言われていた )新潟県山古志村に大都市神戸の既定復興を被
せる謂われはないところで、それでは中越はいかなる復興スタイルをとるべき
なのか。10 月末の発災直後、東京都三宅村村長が山古志村を訪ねて、慰問･激
励とともに復興極意を伝え、歓迎された (図 1-3)。災害因は異なるとも (地震では
なく、噴火や台風、崖崩れなど )、同様の地域特性ゆえに同様の復興施策が被せら
れ得るところどうしでは、参考となることがらが多い。中越･山古志村には、阪
神の復興都市計画事業の経験ではなく、2000 年の三宅島噴火災害対応が何より
参考にされた。砂防事業、村営住宅復旧･新設事業、宅地内堆積土砂排除事業な
どが参考にされた。また、少し遡って 1993 年の北海道南西沖地震 (奥尻津波災害 )
対応の防災集団移転事業、漁業集落環境整備事業など、復興公共事業の戦略的
導入･合意形成のノウハウも役立てられた。そして、復興公共事業の戦略的導入･
合意形成のノウハウ、要望実現の住民運動のスタイルが、雲仙･普賢岳噴火災害
の諸事例から伝えられた (第 3 章にて詳述 )。  
山古志村では 10 月末の被災から 11 月の三宅村村長の慰問を経て、じっくり
復興を模索していくこととした。阪神では我が国の単年度会計主義の弊害が露
骨に前面に出て、1 月の発災後、年度末までに復興事業予算の枠組みを立ち上
げる必要に迫られたことで、被災 2 ヶ月後の 3 月中旬に (被災者が避難して不在の
ところで )、復興都市計画事業の骨格計画の大臣認可を取り付ける作業を完了さ
せた (｢避難して不在のところで寝耳に水の復興計画｣として不評をかった )。一方、中越
ではそうした既定復興スタイルは採らなかった･採れなかった。そもそも発災後
すぐに積雪の時期に入り、余震被害が継続･拡大する中、翌春の雪解けまでは (余
震と積雪の重みで、家屋は毎日少しずつ壊れていく )被害自体の見積もりもできない。
幸いにも一冬じっくり考える時間が確保されたことで、前例をひもとき学び始
めた。  
 そこで、｢軸ずらし｣･｢物語復興｣の視角が採用されて、それを具体的に担う中
間支援組織･中越復興市民会議が設立された。中越では、中山間地域の被災現場
の緊急支援に参与したボランティアが、山古志村災害ボランティアセンターを
設置してボランティア･コーディネートに取り組み、その後それは発展的に解消
して中越復興市民会議の設立につながって (2005 年 )、さらに中越防災安全推進
機構に展開していくこととなる (2010 年 )。この過程では、復旧から復興の段階
において、まずは中間支援組織の重要性が認識されたところで中越復興市民会
議が設立された。そこから復興の過程で (それを積年懸案の過疎対策に連結させて )
地域振興を担う人づくりが肝要ととらえられて、地域復興支援員制度が構築さ
れて行く。その後このシステムは国に採用されて、現在では過疎対策として推
進されている｢集落支援員｣や｢地域おこし協力隊｣をネットワークする｢地域サ
ポート人ネットワーク全国協議会｣の設立に繋がり (2010 年 )、全国的に広がりをみ
ている。 
こうした展開のもとになった‘復興は人づくりとともに’という考え方は、
中越での一つのかけがえのない経験にその端を発している。それが｢軸ずらし｣･
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｢物語復興｣という考え方である。そこに寄り添って研究実践を重ねた当時の若
手研究者は次のように記している。  
 
 新潟県中越地震では、山間部に散らばる過疎集落を災害がおそった。被災地の多く
は、高齢化の激しい小さな村々だった。このような中山間地では、地震がおきたから
といって突然｢どんな地域に復興したいか｣と問われても、｢いや、もうオラたち年だ
から、どうすることもねぇろ｣と、なかなか議論は進まない。地域に山積する課題が
大きすぎるのである。  
 目先の一見どうしようもなさそうな大きな課題、あるいは悲観的な地域像から、ひ
とまずいちど視線をそらしてみる。これを中越では、｢軸ずらし｣と呼んでいる。中越
では多くの学生ボランティアが、地域行事に参加したり、畑づくりを行った。豊かで
たくましい山の暮らしに、学生たちが｢すごい｣｢おいしい｣と驚嘆する。｢おぃ、こん
な山のなかが、そんなにすごいか ?｣と、よそ者の目を通して自分たちの地域の価値を
再発見する。そして、そのような小さな取り組みの成功体験を重ねることで、｢自分
たちにも、まだまだやれるのではないか｣という思いが生まれてくる。それが、共通
体験を積み重ねることで、共有されていく。やがて、｢地震のせいで･･･｣と言ってい
た人が、｢地震のおかげで･･･｣と語るようになる。｢役場が･･･｣が、｢自分たちで･･･｣
に変化していく。こうして、｢どんな地域に復興したいか｣という地域への思いが語ら
れはじめる。このように、地域や自分たちについて語りなおすことを通して、復興の
物語を紡ぐ形を｢物語復興｣と呼んでいる (宮本 ,  2007: 26)。  
 
 復興を自分たちで語りなおすこと、こうした復興スタイルは、阪神･淡路大
震災復興の現場に携わった研究者が、これを猛省する過程で、アメリカ･サン
タクルーズで発生したロマプリエータ地震 (1989 年 )の復興の現場を視察して学
び取ってきたものであった。  
既定復興を批判しつつ復興のあり方が模索されて｢物語復興｣の思想と実践
がアメリカの被災地より輸入され、これが中山間地域の被災地で独自の視角･
｢軸ずらし｣を発見･包摂しながら、懸案の過疎対策として、地域復興支援員か
ら集落支援員･地域おこし協力隊の制度化へと展開を導いた。具体的には、同
震災を地盤災害と読み解き、｢すまい+インフラ+生産の場｣の被害状況を精査し
て、地盤災害対応として公共土木事業を受け入れることとして、まずは｢復旧｣
．．．．．．．
を
．
(
．
国費で：私財を使わず
．．．．．．．．．．
)
．
成し遂げ
．．．．
、地域に内在していた持続性に関わる課題 (過
疎集落の根本的な課題)に対しては、復興基金制度をもとに集落支援員制度を創設
してこれに応じつつ、｢帰ろう山古志へ｣をスローガンとして｢山の暮らしの再
建｣に集落単位で取り組む体制を組み立てていった (澤田 , 2010)。  
 雲仙の復興経験は、三宅を経て中越に伝播して、復興都市計画事業 (公共土木
事業 )に矮小化されない被災集落再興手法として定式化されていった。  
 
b) 日本災害復興学会 
 阪神の復興 10 年総括検証の真っ最中に、中越･山古志でこれまでとは全く異
なる復興スタイルが顕現した。ちょうどこの時、震災に関する予測型法令群が
整備されて、震災想定模様は大都市に限らず全国各地の海辺の小集落群全般に
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及ぶことが明らかとなってきた。予測型法令群とは、まずは 1976 年の東海地
震説を受けて制定された大規模地震対策特別措置法と財特法 (財政法第 3 条の特例
に関する法律 )(1978 年 )があげられるが、その後、地震調査委員会 (阪神･淡路大震災
の経験を活かし地震に関する調査研究の成果を社会に伝え、政府としてこれを一元的に推
進するために作られた組織：地震調査推進本部 (本部長は文部科学大臣 )、のもとに地震調
査委員会は設けられた )により長期確率評価で高い発生確率が示されると、地元議
員等の働きかけにより被災想定地域を対象とする法律ができあがった。その一
つが、2002 年に制定された東南海･南海地震対策特別措置法 (東海･四国･九州対象 )
で、東日本で起こる地震を対象としたものとしては別に 2004 年に制定された
日本海溝･千島海溝地震対策特別措置法がある。東日本大震災 (2011 年 )以降、
M9 クラスの大震災発生可能性が喧伝されることとなって、それは｢南海トラフ
地震｣(死者 30 万人超 )と呼称されて話題を集めているが、その対策法制度は、2002
年特措法である。  
 阪神の復興 10 年総括検証、中越地震、2002･2004 年特措法制定を受けて、
既定復興をこえた復興のあり方
．．．．．．．．．．．．．．
を問うべく、日本災害復興学会が設立された。
学会設立主旨には以下のように記されている。  
 
 首都直下地震、東海･東南海･南海地震という巨大地震の発生を前にいま、私たちは
被災地の体験を共有し、教訓を紡ぎだして制度とし、社会の枠組みを捉えなおす作業
を始めなければなりません。それが KOBE の仲間たちが生み出した｢被災地責任｣なの
だと考えます。しかし、ことは容易ではありません。壊れたまちを、ムラを、人生を
再建するのです。被災した地域を、打ちのめされた人々を再起させるための法制度論、
運動論、価値論、そして、なにより具体的な制度設計をするための技術論も必要なの
です。  
 法律学、行政学、金融･財政学、地方自治論、都市計画、社会学、歴史学、保険学、
医学、看護学、建築学……と、あらゆる学問を総動員しなければなりません。NPO･NGO、
メディア、コンサルタント、そして行政の現場でがんばる人たちの力も必要です。私
たち、災害復興学を志す者は単に座して研究するのではなく、被災からの再生に取り
組む人たちと手を結び、被災現場からのメッセージを全国に、次世代に伝え、やさし
い社会を創りだすために力を尽くしたいと考えています。 (傍点筆者 )  
(http:/ /f-gakkai.net/modules/tinyd0/index.php?id=1) 
 
 ところで、被災者はもちろん、従前居住地から進んで駆逐されること (復興災
害 )を望む者はなく、住み慣れた古里での生活再建、そして従前の社会関係の再
構築を希求する。本論文では、それを希求して奮闘努力を重ね、部分的にでも
それを獲得･実現した小集落の取り組み例を次章以降で検討していく。そこでの
意志や取り組みを精査していくと、そこでは既定復興 (大都市災害復興 )とは異な
る位相の復興事情が、その基底において醸成されてきたことが見い出されてく
る。雲仙災害
1 9 9 1 年
3～5 年で見いだされてきたこの復興事情は、ちょうど時期を同じ
くして阪神･淡路大震災
1 9 9 5 年
の復興現場で既定復興に対する激しい批判･反対運動が
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渦巻く中、そこからは遠い地方小都市･小集落の一例として僅かながら認知され
つつも、積極的に参照されることはなかった。そして阪神の復興 10 年検証
2 0 0 5 年
を
契機に既定復興批判が展開されているまさにそのただ中、中越
2 0 0 4 年
地震が発生し、
雲仙
1 9 9 1 年
の経験は阪神
1 9 9 5 年
を飛ばして三宅
2 0 0 0 年
を介して山古志
2 0 0 4 年
に繋げられていた。  
 そのタイミングで日本災害復興学会が創設され (2007年度 )、｢復興とは何かを
考える委員会｣が緊急常設された (2009年 )。阪神の苦い経験･既定復興批判を経て、
それでは｢復興｣とはそもそも何なんだろうか…と、古今内外これまでの幾多の
復興事例を改めてひもときつつ、足かけ2年にわたって検討が重ねられた。そこ
では、14回の研究会、7回のワーキンググープ (表 1-2)が開催されて｢復興とは何
か｣という問いに対して議論が重ねられた。  
そこではまず最初の 3 回で、包括的に｢復興とは何か｣についてありうる論
点の抽出を行い、以下の 13 論点が把握された。  
 
｢論点 1：復興という概念をどのように捉えるか｣、  
｢論点 2：復興を特徴付けるものは何か｣、  
｢論点 3：復興の目標は何か｣、  
｢論点 4：なぜ今、復興を問うことが大事なのか｣、  
｢論点 5：復興の主語は何か｣、  
｢論点 6：  望ましい復興のプロセスとはどのようなものか｣、  
｢論点 7：行政の復興計画の位置づけとは何か｣、  
｢論点 8：人 (人々 )が復興するとは何か、  
｢論点 9：復興は災害サイクルの一部か｣、  
｢論点 10：復興を支援するとは何か｣、  
｢論点 11：復興の指標は何か｣、  
｢論点 12：復旧･復興はどう違うか。またこのような比較に意味があるか｣、  
｢論点 13：復興における合意形成とはなにか｣。 (永松 , 2010b: 14) 
 
そして｢復興｣の概念を考えるに際して｢三つの立場｣があることが確認され
た。それは、｢規範論｣、｢過程論｣、｢局面論｣である。委員･幹事として毎回の
司会に就き論点を抽出･整理･類型化した永松は、三つの立場を次のように要
約した。  
 
｢規範論｣：復興が検討されるときには、｢より優れた状態を目指す回復行為｣、｢新
しい社会を創造するチャンス｣といった定義が少なからず含まれていて、そこで目
指されるべき｢優れた状態｣や｢新しい社会｣とはどのような状態、あるいはどのよう
な社会なのであろうか、という問題意識から、例えば｢人間復興｣、｢コミュニティ
の絆｣、｢多様な価値観が認められること｣、｢最後の一人まで｣、｢持続可能性の獲得｣
等のキーワードがあげられている。  
 
 53
図  1-4 ｢復興｣への 4 つのアプローチ  
出典：永松プレゼンテーション (永松 ,  2010a) 
｢過程論｣：何が優れた状態かは時代や地域によって異なるはずであり、一概に決め
ることは出来ないことから、復興の議論とは、その目指す方向性ではなく、それを
決定する手続きや合意形成のプロセスを議論することが重要であるという考え方
である。この考え方は狭い意味での復興計画決定の手続きだけでなく、外部の支援
者も含めた多様な人々の協働過程で起こる価値観の変容 (いわゆる｢軸ずらし｣な
ど )や新しい知恵や相乗効果が生まれてくるといった｢創発性｣概念も生み出してい
る。  
 
｢局面論｣：復興とは、例えば法制度的には、災害時の法制度から通常の法制度へと
移行する時期のことを指すのであり、復興とはその局面で生じる様々な個別具体の
問題の集合であるという考え方である。この考え方では、復興という問題を規範的
にも手続き的にも、一言で｢こうあるべき｣と語ることは難しく、それよりも、その
ような局面において生じる様々な個々の問題をどう解決していくかという議論こ
そが、復興概念の抽象的な議論よりも重要だと指摘される。 (永松 , 2010b: 14-15) 
 
  そして、永松によってこれらの三つの立場、13 の論点が｢現場実践的｣か
｢科学理論的｣かの軸の上で、4 つのアプローチ (理念的、メカニズム的、ガ
バナンス的、能力的に腑分けされた上で、報告者各自の提出した関連概念
の布置が｢復興への 4 つのアプローチ｣として図示された (図 1-4)。  
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表 1-2 復興と何かを考える委員会･研究会 開催状況  
 
 
2009(平成 21)年度 
第 1 回 5 月 30 日(土)14:00～17:00(東京) 
中林一樹：学会｢復興とは｣委員長(首都大学東京) 
木村拓郎：学会企画委員長(社会安全研究所) 
論  点：復興理念、事前復興論、被災者生活再建 
第 2 回 6 月 13 日(土)13:00～16:00(大阪) 
室崎益輝：学会長(関西学院大学教授) 
村井雅清：学会副会長(被災地 NG･恊働センター) 
論  点：復興理念、阪神大震災、被災者支援 
第 3 回 7 月 11 日(土)14:00～17:00(東京) 
稲垣文彦：中越防災安全推進機構 
田中 淳：東京大学 
論  点：中越地震、集落復興、復興支援、高齢者 
第 4 回 8 月 8 日(土)14:00～17:00(大阪) 
矢守克也：京都大学 
論  点：四川大震災、圧縮される復興、語る 
第 5 回 9 月 12 日(土)14:00～17:00(東京) 
渥美公秀：復興デザイン研･大阪大学 
宮原浩二郎：関西学院大学 
論  点：復興理念、中越地震、復興研究 
第 6 回 10 月 10 日(土)14:00～17:00(大阪) 
塩崎賢明：神戸大学工学部 
上村靖司：長岡技術科学大学 
論  点：住宅再建、中越地震、復興支援 
第 7 回 11 月 14 日(土)14:00～17:00(大阪) 
津久井進：復興法制度研：弁護士 
山崎栄一：復興法制度研：大分大学 
山中茂樹：関西学院大学 
論  点：復興基本法、憲法、人間復興、 
復興の立脚点 
第 8 回 12 月 12 日(土)14:00～17:00(東京) 
越山健治：人と防災未来センター 
大矢根淳：専修大学 
論  点： 復興感、復興曲線(木村)、復旧曲線(中林) 
 
2010(平成 22)年度 
公開研究会 1月11日(月)11:30～16:00 (関西学院大学
上ヶ原キャンパス) 
①中間報告：永松伸吾(関西大学) 
②公開ワークショップ｢災害復興とは何か｣ 
コーディネーター：中林一樹(首都大学東京) 
発言者：加藤孝明(東京大学) 
矢守克也(京都大学) 
稲垣文彦(中越防災安全推進機構) 
魚住由紀(フリーアナウンサー) 
コメンテーター： 室崎益輝(関西学院大学) 
第 9 回 2 月 13 日(土)14:00～17:00(東京) 
加藤孝明：東京大学  
饗庭 伸：首都大学東京 
論  点：復興まちづくり･復興ガバナンス 
君嶋福芳：災害ボランティアオールとちぎ 
第 10 回 5 月 15 日(土)14:00～17:00(東京) 
浦野正樹：早稲田大学 
吉川 仁：首都大学東京 
論  点：レジジリエンス、関東大震災 
第 11 回 6 月 12 日(土)14:00～17:00(大阪) 
小林郁雄：神戸山手大学 
野崎隆一：神戸まちづくり研究所 
論  点：阪神･淡路大震災、復興支援会議、 
市民活動、マンション再建 
第 12 回 7 月 10 日(土)14:00～17:00(東京) 
澤田雅浩：長岡造形大学 
木村玲欧：富士常葉大学 
論  点：中越地震からの復興、復興カレンダー 
第 13 回 8 月 28 日(土)14:00～17:00(大阪) 
林 春男：京都大学 
広原盛明：龍谷大学 
論  点：生活復興モデル、開発と復興 
第 14 回 9 月 18 日(土)14:00～17:00(大阪) 
黒田裕子：阪神高齢者･障害者支援ネットワーク 
永松伸吾：関西大学 
 論  点：看護の視点、コンビニ福祉、 
小規模グループハウス 
 
復興と何かを考える委員会･ワーキンググループ
(収集文献資料の整理･解題／研究会議事録作成) 
第 1 回 WG 6 月 15 日 @関西学院大学 
第 2 回 WG 7 月 1 日 @関西学院大学 
第 3 回 WG 7 月 15 日 @関西学院大学 
第 4 回 WG 11 月 12 日@人と防災未来センター 
第 5 回 WG 12 月 8 日 @人と防災未来センター 
第 6 回 WG 5 月 6 日 @関西大学 
第 7 回 WG 5 月 25 日 @関西大学 
 
 
出典：｢復興とは何かを考える委員会｣(日本災害復興学会)HP掲載の各回議事録より筆者作成 
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それらは、｢1. 理念的アプローチ(philosophy)－どのような状態を目指すか｣、｢2. メカニズ
ム的アプローチ(mechanism)－復興に必要な要素とは何か、それらの関係性や構造はどのよ
うなものか｣、｢3. ガバナンス的アプローチ(governance)－復興の主体は誰か、復興には誰が
どのように関わり、どういった手順が必要か｣、｢4. 能力的アプローチ(resiliency)－復興を成
し遂げる力や能力とは何か、それをどのように高めることができるか、必要な社会の制度は
どのようなものか｣の4つであった(永松, 2010a)。 
 まず、理念的アプローチから議論は始めあれた。そこでは、復興とは｢どのような状態を
目指す｣ことなのかが理念的、原理論的に問われ、これに対して、｢人間復興｣(山中プレゼンテ
ーション, http://f-gakkai.net/modules/tinyd2/index.php?id=1、以下、同 HP 内の各氏名のプレゼンテーシ
ョン資料･議事録 )、｢最後の一人まで｣(村井プレゼンテーション)、など阪神･淡路大震災以降の自
身のボランティアとしての取り組みや事業システム化を再考しつつ、復興の目指すべき目
標像(そこでのあるべき姿･システムを含めて)が議論された。 
 次いで、メカニズム的アプローチと分類されたところでは、｢復興に必要な要素：その関
係性や構造｣(永松プレゼンテーション)が挙げられて、阪神･淡路大震災の被災者意識調査から
導き出された｢生活再建 7 要素モデル｣(田村他,2001)と、それをもとにした｢生活再建カレンダ
ー｣ (木村プレゼンテーション)が紹介された上で、復興を｢健全さの恢復=新たな持続可能性の
獲得過程｣ととらえたところで問われた｢復興熟度評価｣(上村プレゼンテーション)など、復興を
測定するためのモデル構築に関して議論が重ねられた。 
 ガバナンス的アプローチでは、｢復興の主体とその組み上げ方の段取り｣(永松,2010a)が問わ
れた。本論文の｢復興｣をめぐる視角(｢復興を、｢生活再建｣に至る、多様な主体によるローカル･ミク
ロな政治過程｣と捉える視角)は、ガバナンス型に位置づけられた。復興を進めるためには、①
Pespective：方針(見通しが立つ)、②Plan：計画(目標が定まる)、③People：主体(復興の主体は被
災者自身)、④Process：過程(復興の進め方･組み立て方)、⑤Perticipation：参加(被災者･市民の協
働参画)、⑥Policy：政策(復興支援施策)、⑦Project：シンボル(復興の象徴)、というような視点
が必要となることがあげられ、そこで策定される復興計画では、a)Quantity：規模(復興の対
象とすべき被害規模)、b)Quality：質(復興すべき質=レベル)、c)Quickness：速度、の 3 要素を包
含したところでの復興手順の検討が進められていることが紹介された(中林プレゼンテーショ
ン)。筆者からはこうした復興計画の傘のもと、被災者自身が参画してその構想が事業化し
た地区復興事例をあげながら、そうした視角から(既存の復興概念を超えたところでの)｢復興｣概
念とシステムの再考を提案した(理念的アプローチへの議題提案)。 
 能力的アプローチでは、｢復興を成し遂げる能力｣が問われ、それを高める算段やそれに
必要な社会制度が議論され、そこでは、｢地域や集団の内部に蓄積された結束力やコミュニ
ケート能力、問題解決能力などに目を向けていくための概念装置｣(浦野プレゼンテーション)と
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図 1-5 DMC 時計モデル 
出典：国際協力事業団, 2003 
してレジリエンス概念の有効性が指摘され、これの実践例としての｢復興バネ｣･｢物語復興｣
(宮本, 2007)が紹介された。 
 
1-1-5. 緊急的な公共の福祉の危機に対峙して：日本独自の復興研究の履歴抄録 
 
 既定復興を批判しつつ、それでは復興とは何なのかを問い直し続ける研究実践(日本災害復
興学会･復興とは何かを考える委員会)のもと、20 世紀末の雲仙
1 9 9 1 年
、阪神
1 9 9 5 年
から 21 世紀初めの中越
2 0 0 4 年
、
東日本
2 0 1 1 年
へと、様々な被災･復興事例が精査されてきたところであるが、こうした学会での議
論･実践を経て、災害(復興)研究における｢公共の福祉｣7領域との連関が改めて真摯に問い直
されてきた。ここではこれに関して、被災地で｢最後のひとりまで｣を眼差す災害ボランテ
ィアが主導する研究実践から生み出されてきた a)減災サイクル論、復興概念･実践の位置づ
けを憲法に立ち返って精査する b)復興法制度研究、そして我が国独自の被災者支援の眼差
し(c) 被災者生活再建へのまなざし)、を概観しておくこととする。 
 
a) 減災サイクル論 
阪神･淡路大震災(1995 年)に際してのボランティアの活躍とその後の防災行政システムへ
のボランティアの参画･法制度化に合わせて、そこではこうした災害ボランティアの長期
的･持続的活動が証左となってそこに取り込まれて、米国災害研究で普及していた｢災害サ
イクル論｣が、我が国では独自に展開を見て｢減災サイクル論｣として作図されてきた。そし
てそれは理念としての事前復興論とも符合するものとして作図されてきた。 
                                                          
7 ここで言う｢福祉｣は、措置制度としての高齢者･障害者福祉などを直接的に示しているのではなく、社
会の構成員の基本的人権の矛盾･相互的衝突を調整してその共存を模索して可能としていくための｢公平の
原理｣としての｢公共の福祉｣を意味している。例えば、｢憲法第 12 条(自由･権利の保持の責任とその濫用の
禁止)この憲法が国民に保障する自由及び権利は、国民の不断の努力によって、これを保持しなければなら
ない。又、国民は、これを濫用してはならないのであつて、常に公共の福祉のためにこれを利用する責任
を負ふ。｣という条文に添うものである。 
図 1-6  減災サイクル 
出典：村井, 2008 
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復旧･復興、そしてその延長に位置づけられる次の災害に向き合う防災対策までを、一つ
の円環の中で統合的に捉える考え方として｢災害サイクル論｣がある。米国 FEMA8の｢The 
Disaster Risk Management Cycle Diagram (DRMC)｣をもとに、これを｢被災前(リスクマネー
ジメント:左側)｣と｢被災後(クライシスマネージメント)：右側｣に分けて書き改めて円環とした｢防
災対策サイクル｣(Disaster Management Cycle：通称｢DMC 時計モデル｣)(図 1-5)が日本ではよく引
用される。この DMC 時計モデルをもとに日本では、これに阪神･淡路大震災後に広く認知
された上で防災の一主体として位置づけられてきたボランティアの、その意志と活動実績
をそこに重ね合わせて、各象限における取り組みのスローガンを添えつつ、独自に｢減災サ
イクル｣(図 1-6)が構想されてきた。 
 発災時にはその応急対応において｢もう一人の命を救えないか?｣と奮闘する救援ボランテ
ィア。時計回りに次いで復旧･復興期には、そのドラスティックな流れに取り残されそうな
人々に思いをはせて｢最後の一人まで｣と寄り添う復興ボランティア。そして次の災害に対
峙する事前準備の時期においては、｢たった一人でも救えるか?｣を問い続ける予防ボランテ
ィア。ここでは、日頃からセーフティネットが充実していれば、いざ災害が発生してもま
ずは安心なのであるが、そうした意味で、｢取りこぼしはできない｣のであり、セーフティ
ネットの網の目からこぼれ落ちる人がいてはならないとの認識で、｢たった一人でも救う｣
ことが目標とされる。そして、そうした取り組みの認識論的な基礎あるいは延長における
一つの理念的な姿として、共創ボランティアが構想する｢もう一つの社会｣が構想されるこ
ととなった。 
 被災現場に長期的に関わるボランティアによって、DRMC あるいは DMC 時計モデルが
我が国独自のものとして｢減災サイクル｣として再構成された。そこでは、新たな被災対応
の一主体として災害ボランティアが位置づけられて、ローカルの復興体制の主要なステー
クホルダーとして役割を全うして成果をあげつつ、次なる｢もう一つの社会｣構築のパーツ･
ロジックとされている。それは例えば、中越の被災地に参画したボランティアがコーディ
ネートして中越復興市民会議を創設して、ボランティアならではの視角｢軸ずらし｣をそこ
に埋め込みつつ被災地の復興に取り組み(復興ボランティア→予防ボランティア)、その枠内ある
いは延長において、全国的に中山間地の懸案であるところの地域振興(を担う人づくり)策とし
ての一つの解決策(集落支援員制度など)を生み出してきた(共創ボランティア)ことなどに現れて
いる。 
 
b) 復興法制度論 
 阪神･淡路大震災(1995 年)を経て、被災者生活再建支援法(1998 年)が制定されて、｢災害に
よって生活基盤に著しい被害を受けた者で経済的理由等によって自立して生活を再建する
ことが困難なものに対して、(都道府県拠出)基金を活用して生活再建支援金を支給する｣(同法･
                                                          
8 Federal Emergency Management Agency：連邦緊急事態管理庁。国土安全省に属する米国の政府機関。 
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第 1 条)ことが可能となった。それまでは、住宅を失った被災者が公的補償の実施を望む声を
あげても、自然災害により個人が受けた被害は自助努力による回復が原則とされて、例え
ば私有財産としての住宅の再権に公費を投じる施策の道は厳に閉ざされていて、｢焼け太り
は許さじ｣と言われて来た9。本論文で検討する雲仙･普賢岳噴火災害の直接被災地(火砕流･土
石流で家屋が流焼失)でも決して個人補償が認められることはなかったことから、地元自治体
では苦肉の策として独自に復興基金を創設して、被災生活援助金、住宅再建費用などを工
面して住民の自立支援に取り組んだ。このとき、政府が個人補償を渋った理由の一つに、
もし将来、大都市で大災害が起こった場合、国が個人補償をしていたのでは国家財政が破
綻してしまう、ことがあげられていた。そして実際、大災害、阪神･淡路大震災が発生した。
やはり個人補償は行われなかった。こうした事態に小田実は、｢公的事情｣ゆえに、民衆が
虫けらのように犠牲にされていくという｢『難死』問題｣についてのエッセー(1965 年)を加筆
復刻して(1996 年)、災害対応行政を厳しく批判した。小田の市民運動に賛同する超党派の国
会議員が集い、法律案をまとめて提出して、1998 年、被災者生活再建支援法が制定された。 
 阪神･淡路大震災 10 年目に、関西学院大学復興法制度研究所が創設された(2005 年)。そこ
では｢人間の復興｣を研究理念として、災害復興の主眼を｢都市=空間の再建｣･｢全体の復興｣
から、｢被災者の再生｣･｢個の復興｣に置き換えるパラダイム･シフトをめざすとされて、人
間復興のための支援の実定法の策定が検討されていった。そこでは｢事の支援｣に力点が置
かれた。 
 
 ｢事｣とは、｢歩くエンサイクロペディア(百科事典)｣との異名をとった和歌山出身の博物学者であり、
民俗学者であった南方熊楠(1867―1941 年)の造語である。南方によると、｢事｣とは、｢心｣と｢物｣とが
接して生じる人界の現象―つまり宇宙が生まれてからすべての｢事｣は一度しか起きない｢今｣だという
のだ。  
 被災者支援は、家を失えば｢住宅再建支援｣という｢物｣の支援、災害の恐怖にさいなまされていれば
｢カウンセリング｣という｢心｣の支援という風に個別ばらばらで行われる。しかし、借家に入っていた
ラーメン店の経営者が家を失い、けがをして障害者となった、店の周りは区画整理で客層も戻ってこ
ない。こういった｢今｣=｢事｣に着目した総合的支援にこそ着目して支援メニューを考えなければいけ
ない。｢事の支援｣には、｢今(現状)｣を救うということが大前提となる。｢私有財産自己責任｣や｢焼け太
りをつくるな｣といったマイナス思考では真の復興支援はできない。(下線筆者) 
(｢研究所概要：支援の理念｣ http://www.fukkou.net/overview/index.html) 
  
 リベラルな復興論が大学研究所で検討されだした。そして同研究所を母胎･事務局として
日本災害復興学会が誕生した。同研究所と復興学会を磁場として、中越
2004 年
以降の各被災地の
研究実践は報告･蓄積されていくこととなり、その中に上述のボランティアが主導するロー
カルの復興体制構築のノウハウや減災サイクルに基づく長期的被災地支援の実践が重ねら
れてきた。 
                                                          
9 阪神･淡路大震災当時の村山富市総理大臣は、1995 年5 月19 日の参院予算委員会で｢一般的に自然災
害等によって生じた被害に対して個人補償をしない、自助努力によって回復してもらうということが原則
になっている」と答弁している(山中, 2010)。  
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 こうして発動したリベラルな復興法制度研究は、復興に関して、まずはこれを｢公共の福
祉｣という側面から、憲法解釈をもとにした被災者への法制度支援として議論を展開した。
そこでは、まず、復興を法制度の観点から、｢復興をめぐる諸問題を解くカギが憲法の中に
プログラムされていて、復興とは憲法を実践すること｣なのだと口火を切る。弁護士の津久
井進は、復興を憲法に基づき考える視角として以下のように提示する。 
 
 日本国憲法を制定する前提となる社会状況には、戦争直後の焼け野原となった国土と数々の大規模
な自然災害があった。また、戦後一番最初の帝国議会の議題は｢戦災者救済に関する質問｣と、被災者
支援から始まっている。これら戦後直後の議会の中では戦災復興に関して、住宅問題や、中小商工業
への支援、また人間復興についての議論がみられる。 
 そのような憲法をじっくり見つめなおすと、たとえば憲法 16 条には、｢損害の救済｣について｢平穏
に請願する権利｣が言及されていて、災害復興への特別な対応を予定している。また憲法 13 条は憲法
の中で最も重要な条文(｢最大の尊重｣という文言が添えられている)であるが、ここでは｢すべて、国民
が個人として尊重される｣と強調されている。個人の尊重とは、一人ひとりを大切にしようというこ
と。ただし、一人ひとりを大切にするとは言うは易く行うは難し、全体の秩序や治安の強化を測ると
きは衝突する価値観である。そのため、災害救助法における｢被災者の救助と治安の維持｣について、
当時の国会にて、治安の維持のために個人の権利を制限してもいいのかと延々と議論された。また、
この 13 条の条文のうち、幸福を追求する権利の尊重については、幸福の権利ではなく｢幸福を追求す
る権利｣と言われているところが大切だ。幸福をあげるのではないということだ。このように憲法に
は復興について大切なプログラムが含まれている。統治はあくまで全国画一なものである。そのため、
後ろ向きなところは法律で、前向きな復興は法律ではなく条例等でどんどん進めていけばいい。憲法
原理をどのように災害復興における議論に用いることができるかである。公費投入は私有財産制度に
反するなどの「神学論争」に決着をつけることが可能になる。(下線筆者) 
(津久井進｢復興とは何かを考える委員会 報告 議事録｣2009.11.14) 
  
 また、津久井報告を受けて法学者の山崎栄一は、復興に向けた憲法各条文のありうべき
解釈を以下のように指摘する。 
 
 憲法から復興を見てみると、憲法第 13 条の個人の尊重と自己決定権は、災害復興の原点･出発点を
示しており、憲法の出発点でもあるし、憲法第 25 条でうたわれている生存権は、国家による被災者
ニーズの把握という課題につながっている。憲法第 14 条の公平性原則は災害規模や地域間における
支援内容の差異を解消するよう要請している。憲法第 29 条の財産権の保障からは、被災者支援法制
の限界としての個人補償否定論を克服することができる。財産は、人と人の間でをやり取りすること
で活性化されるもの、そのため財産権についての条文からコミュニティの存在が保証されると解釈で
きる。憲法第 29 条では、地方自治の本旨が述べられているが、ここでは地方自治を団体自治と住民
自治に区別し、前者では地方自治体が財源･法的権限について本当に中央政府から独立しているのか、
そもそも独自に行う能力があるのかを問う必要があるし、後者については被災地における復興の場面
でどこまで住民の意思が反映されているのかを考えていくことになる。(下線筆者) 
(山崎栄一｢復興とは何かを考える委員会 報告 議事録｣2009.11.14) 
 
 このようにそもそも、憲法において復興、被災者の生活再建支援は適格に位置づけられ
ていると捉えられるところであるが、時々の災害対策行政によってその解釈･適用が醜く歪
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められてきた履歴が厚い(そしてそれが｢前例｣とされてきた)。例えば、現憲法下で制定され
た災害救助法(1947 年)の第 4 条には、以下のように救助の種類が定められている。 
 
第四条   救助の種類は、次のとおりとする。  
一   避難所及び応急仮設住宅の供与  
二   炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給  
三   被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与  
四   医療及び助産  
五   被災者の救出  
六   被災した住宅の応急修理  
七   生業に必要な資金、器具又は資料の給与又は貸与  
八   学用品の給与  
九   埋葬  
十   前各号に規定するもののほか、政令で定めるもの  
２   救助は、都道府県知事が必要があると認めた場合においては、前項の規定にかかわらず、救助
を要する者(埋葬については埋葬を行う者)に対し、金銭を支給してこれを行うことができる。 (下線
筆者) 
 
第 2 項には、｢金銭を支給してこれを行うことができる｣と明記されているにもかかわらず、 
政府は、自力救済･自助努力･自力復興という｢自己責任論｣あるいは｢私的財産の形成に資す
る公費の支出はできない(焼け太りは許さじ)｣との行政法理を全面に押し立てて、あるいは陳情
に上京した被災自治体関係者には｢今回、個人補償を認めたら大都市大災害時に国家財政は
破綻する｣と釈明して我慢を強いて、個人補償の実現が理論的にも政治的にも不可能である
ことを宣明してきた。被災者生活再建支援法(1998 年)の制定によって、不十分ながらもここ
の解釈に一つの転機が訪れたこととなる。その後も、阪神･淡路大震災の復興 10 年総括検
証をまた一つの契機として、各災害･各領域で尽力する研究実践者によって、現憲法に基づ
く災害対策法制度の解釈･運用の実態が厳しく検証･指摘されている(片山･津久井, 2007)。 
 
c) 公共の福祉 
 本論文ここでは、復興法制度論の検討においてその前提に、｢公共の福祉｣概念が憲法に
照らし合わせて慎重に議論されてきていることをあげておきたい。災害対策基本法はその
基本理念として第 1 条で、｢国民の生命、身体及び財産を災害から保護し、…もって、社会
の秩序の維持と公共の福祉の確保に資することを目的とする｣とあらわしていて、公共の福
祉を目的とすることが謳われているが、それではそのために、基本的人権が狭められるこ
とがどこまで許されるのか、これが法律実務家によって被災現場を精査したうえで議論さ
れてきた。上述のとおり、憲法はそもそも被災者支援を謳う構成となっていることが明ら
かにされてきていて、それに基づき各災害発生に応じて法制度策定が希求されてきたとこ
ろであるが、世紀末を経て昨今の国際情勢を鑑みて、国家非常事態を想定した人権制限観
が取りざたされてきている。これに国家規模(東日本大震災を経て、南海トラフ震災対応を想定)の
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大規模災害対応も加えて想定していこうというのが現在の潮流であるが、そこでは非常事
態時に首相の権限を強めて人権を制約しよう(してもよいと)する｢緊急事態条項｣創設の是非
が、この条項を盛り込んだ憲法改正を求める議論とともに進んでいる。緊急事態条項の創
設に慎重な立場からは現行法においても、災害対策基本法や災害救助法で、内閣の緊急政
令の制定権や知事の強制権が定められていて、そこでは物資買占め規制や施設強制利用な
ど例外的な権利制限がすでに認められていることから、現行憲法上も｢公共の福祉｣概念に
基づいて人権を制約する原理は作動していて、緊急時の例外的な人権制限を法律上明記す
ることは可能となっているのであるから、憲法改正は不要であると指摘されている。 
 学会･復興法制度研究会メンバーとして東日本大震災の被災地支援に携わる弁護士･小口
幸人は、人権制約を含む｢緊急事態条項｣創設の是非を問う議論で、まず、｢今の憲法は基本
的人権を保障していますが、それは無制限ではありません。公共の福祉が認められる場合
には、合理的な範囲で制約されるので、大災害時などの対応も現憲法でできます｣とした上
で、以下のように個別論点に応えている。 
 
Q. 大震災の被災地では、一時的に物資が足りなくなったこともあります。憲法に緊急事態条項があ
れば対応できたのでしょうか。 
A. それは備蓄の問題であって、憲法の話ではないですね。ガソリンなら、備蓄の量や場所を配置し
直す。その上で石油会社各社と協定を結んでおく。原発事故で車が入れないなら、避難計画をちゃん
と作ればいい。 
 
Q. 有事法制の根拠とするため、憲法に緊急事態条項を作れ、という意見もあります。 
A. 法律を解釈する時は法律の趣旨、目的、立法者の意思を考える必要があります。昭和 50(1975)
年の国会で、当時の吉国一郎内閣法制局長官は｢非常時立法と申すものにつきまして、一定の範囲内
においてこれを制定することができることは申すまでもない｣などと話している。つまり憲法を変え
なくても非常時対応の法律は作れるし、実際に作られてきました。 
 
Q. 国会が攻撃に遭ったら？ 
A. 議事堂が国会を開ける場所でない。開会要件は定足数などであって、場所は規定されていません。 
 
Q. ドイツでは国家緊急権の発動権を議会が持っている。政府は発動できません。 
A. ナチスの(独裁の)突破口になったのがワイマール憲法の緊急事態条項でした。ドイツはその教訓
を生かし、絶対に暴走しないように(国家緊急権発動の)歯止めを多く設けた。為政者による乱用の恐
れは山ほどありますから。日本では、民主主義の根幹に反するものだからそれを入れないという考え
で今の憲法はできました。 
 
Q. 現憲法でテロ防止に対応できますか。 
A. テロは緊急事態条項の話ではない。令状無しの逮捕や家宅捜索、通信傍受などをどこまで広げる
か、という刑事訴訟法の議論をもっとするべきです。民主主義は時に感情的に支配され、少数者の人
権を無視することもある。だから、現憲法に過去の過ちを繰り返さないシステムが入り込んでいるん
です。 
 
Q. 大震災後の被災地では、憲法の緊急事態条項に慎重な首長が何人かいます。 
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A. 被災地でそれを必要と思っている首長はいないでしょうね。首長だけでなく、大災害を経験した
兵庫県や新潟県、宮城県など 17 の弁護士会･連合会も国家緊急権の創設には反対しています。 
 
(｢緊急事態条項に異論 自民改憲案に被災地は慎重｣『高知新聞』2016.2.19) 
 
d) 被災者生活再建へのまなざし 
 現憲法にはそもそも、被災生活･生活再建に取り組む視角が埋め込まれていたが、時の施
政の解釈･運用においてそれが歪められ･制限されて、それらが｢前例｣として不可逆的に累
積してきてしまったところで、ときどきに上述のようにそれに抗い軌道修正を訴える研究、
法律実務者の実践が重ねられてきたところである。本論文ではそうした施政のブレや現場
での攻防にはこれ以上は立ち入らないこととして、ここでは復興をめぐって(復興のただなか
にあって)、被災者の生活再建を的確に把握しようとする学的営為に関する先行研究を押さえ
ておくこととする。 
 
d-1 生活再構造化過程研究 
 まずは、被爆者調査をあげておきたい。そこでは被災者(被爆者)の生活再建･再構造化過程
が克明に調べられた。 
 被爆者調査として安易に一括りにはできない多角的･重層的な調査群の中で、生活再建･
再構造化過程を扱う調査研究を振り返っておく。そもそも被爆者調査には様々あり、原爆
投下二日後からすでに陸軍省医務局によって着手されたものもあったが10、ここではそうし
                                                          
10 原爆投下からわずか 2 日後の 8 月 8 日、陸軍省医務局(広島市宇品)が調査団を派遣して、敵国アメリカ
が使った新型爆弾の調査に乗り出していました。終戦とともに、その規模は一気に拡大していきます。国
の大号令で全国の大学などから 1,300 人を超す医師や科学者たちが集まりました。調査は巨大な国家プロ
ジェクトとなったのです。2 年以上をかけた調査の結果は、181 冊、1 万ページにおよぶ報告書(『原子爆
弾に依る広島戦災醫學的調査報告』)にまとめられました。大半は放射線によって被爆者の体にどのような
症状が出るのか、調べた記録です。 
 日本はそのすべてを英語に翻訳し、陸軍省医務局の若きエリート幹部･小出朔郎軍医中佐からアメリカ原
爆調査団代表の陸軍･アシュレイ・オーターソン大佐(マッカーサーの主治医)へと渡されていました(その後、
小出中佐に替わってアメリカ原爆調査団との橋渡し役を務めるようになったのは、当初から陸軍とともに
調査にあたってきた放射線医学者･東京帝国大学の都筑雅夫教授※です)。 
 日本から送られたデータはアメリカ陸軍病理学研究所にすべて集められ、オーターソン大佐によって『原
爆の医学的効果』と題する 6 冊の論文にまとめられました。その第 6 巻には子どもたちの被害データがあ
るので、政治的な配慮から機密解除が遅れました。1 万 7,000 人の子どもたちのデータから導き出された
のは、ひとつのグラフでした。爆心地からの距離と死者の割合を示す死亡率曲線です。原爆がどれだけの
人を殺傷できるのか、世界ではじめて具体的に表したこのグラフは、アメリカ核戦略の礎となりました。
(NHK･TV(2010.8.6 放映)：NHK スペシャル｢封印された原爆報告書｣ )。 
※ 広島で被爆した女優･仲みどりが東大病院に入院すると、都築は担当医としてその治療にあたったが、
仲は 8 月 24 日に死去した。仲の死因を急性放射能症と診断した都築は世界で最初にカルテに｢原子爆弾症｣
と記載した(原爆症第 1 号)。これをきっかけに仲は被爆者･原爆症患者の治療に関わることとなり、文部省
学術研究会議の原子爆弾災害調査研究特別委員会の医学部門の責任者として 8 月 30 日に広島市内に入り、
現地調査・被爆者救護にあたった。(｢原爆症研究の父に評価を 姫路出身医師･都築正男｣『神戸新聞』
2016.8.6) 
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た被爆状況調査、医学的調査ではなく、被爆者の生活再建に着目した社会学的プロパーに
よる諸調査を取り上げる。 
 浜谷は｢原爆被害者問題調査研究の歴史と方法｣において、1960 年代の社会科学的被爆者
調査を以下のように位置づけている(浜谷, 1971)。1954 年のビキニ事件を契機に原水爆禁止
の世論が盛り上がりを見せ、これによって原爆被害者問題が躍起されて被爆者の立場が真
摯に顧みられるところとなり、社会的後遺障害に関する研究が進められた。そこでは、原
爆投下と同時にみられた社会的影響として、孤児･未亡人･身体障害者の急激な増加、家族
崩壊･相互扶助の壊滅、経済的脱落者･自由労務者の増加、そして原爆スラムの形成などが
把握され、原爆被災白書作製運動(原爆被災白書推進委員会｢日本政府による原爆被災白書の作製に関
する要望書｣(昭和 41 年))につながっていく。アメリカの核政策に追随する日本政府はこれを受
け入れることはなかったが、この動きのうち原爆資料の収集･保存･利用については日本学
術会議原爆被災資料小委員会等による保存運動に、被災人口調査は広大原医研と NHK によ
る｢被爆地図復元調査｣に、原爆被害の社会的影響調査は厚生省｢原子爆弾被爆者実態調査｣
(昭和 40 年の基本調査･健康調査および生活調査･特別調査：隅谷三喜男･中鉢正美･石田忠が参画)、原医
研｢被災綜合調査｣、米山桂三を中心とする慶応大学社会変動諭グループによる｢被爆者生活
の解体－再組織過程｣の研究、大阪市立大学･大藪寿一氏を中心とする｢原爆スラム｣研究
等々に、それぞれ受けつがれた。 
 一方、山手茂は 1950 年代に原水爆禁止日本協議会と日本被団協の要請で組織された｢広
島･長崎原爆被爆者調査団｣調査に関わったところで、原爆災害にはさまざまな側面が含ま
れていることに留意して、諸科学の綜合的･統一的共同研究(狭い専門分野の枠から解放されて、
積極的に隣接諸科学と協力すること)によってその全体的構造を明らかにすべきとして、1960 年
代半ば時点で原爆災害の社会学的研究の先行研究を俯瞰して、その対象と方法を整理した
(山手, 1967)。そこでは、社会学的研究を行うために原爆の原子物理学的基礎知識の習得や原
爆症の医学的理解がまずは前提であるとした上で、現実として｢統計的に平均的な被爆者像
を求めることはできない｣(統計的方法には限界がある)ことから、社会学的にはまず、｢原爆放射
線によって健康を破壊され、原爆症と貧困の悪循環に苦しんでいる『典型的な被爆者像』｣
を措定すべきことを提案する。その上で、被爆以来 20 余年の間に上梓された多数の被爆者
手記、ルポルタージュなどを素材として被爆前後の行動･心理および被爆者の生活史を体系
的に整理する必要性を説き、そうした研究として久保良敏｢広島被爆直後の人間行動の研
究｣を、さらに被爆者の家族構成･家族関係･家庭生活への影響をまとめた中野清一｢原爆影
響の社会学的調査｣を、そして山手の参加した｢被害者の生活｣･｢被爆者の家庭生活｣『原水
爆被害白書』(1961 年)をあげる。そして、｢広島市、長崎市およびその周辺町村は、原爆に
よって大きな影響を受け、困難な条件を克服して復興した｣として、｢被爆した地域社会を
全体としてとらえ、その解体と再組織化の過程を研究｣したものとして米山･川合｢原爆と社
会変動｣が紹介されている(山手, 1967: 9)。 
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 本論文で筆者は、復興を論じている。1960 年代半ばの社会学的原爆災害研究では、｢困難
な条件を克服して復興した｣地域
．．．．．．．
(傍点
．．
筆者)における被爆者の生活の再構造化過程が着目さ
れていて、その復興の道程自体が検討されていたわけではないし、そこに参画する主体と
して被爆者が位置づけられているわけではない。被爆者は、例えば原爆ブラブラ病(間脳症候
群、神経血管性無力症候群)に苦しみ、｢原爆症と貧困の悪循環｣のなか、さらにはそこから派生
する言われなき｢差別｣に晒されつつ、深刻な社会的ジレンマを抱えて生きる主体として捉
えられていた。輝かしい戦後復興(そしてそのお披露目の場としての東京オリンピック)という檜舞
台の際
きわ
に被爆者像が措定された。視角が異なるところではあるが筆者は、ここで攻究され
てきた生活の再構造化過程の諸調査項目11を押さえたところで、現代の噴火災害被災地で生
活再建を希求する人々の取り組みを考えていきたい。｢被爆者の内面(このジレンマ)を理解し
なければ原爆被害を正しくとらえることはできない｣(山手, 1967: 7)ことを、｢被災者の内面(こ
のジレンマ)を理解しなければ噴火災害を正しくとらえることはできない｣と読み込んできた
つもりである。 
 こうした 1960 年代に行われた社会学的各グループの被爆者調査を、有末は批判的に読み
込み解題している(有末, 2010)。それによると、この 1960 年代半ば以降の諸調査のコンフィ
ギュレーションは以下の通り。1957 年、｢原子爆弾被爆者の医療等に関する法律(原爆医療法)｣
が施行されて、被爆者健康手帳が約 20 万人に交付されて被爆者援護が開始された。これを
受けて｢昭和 40 年原子爆弾被爆者実態調査｣(厚生省昭和 40 年調査)が実施された。 
 
この｢40 年調査｣では、全国に生存する被爆者全体を対象とする｢基本調査｣と抽出サンプルによる
｢健康調査･生活調査｣の二つが 1965 年 11 月に実施された。その後、1966 年 3 月に中鉢正美らが担当
する｢特別調査｣が実施された。この｢原爆被爆者生活実態｣に関する最初の面接調査となった被爆者生
活調査のプロジェクトには、厚生省の原爆医療審議会のメンバー(臨時委員)であった中鉢正美と隅谷
三喜男(東京大学教授･当時)、および石田忠(一橋大学教授･当時)の三名の研究者が参加し、中鉢の慶応
班と隅谷(現地調査の準備から実施に至る実質的作業は当時東大の経済学部助手であった下田平裕身
が行っていた)の東大班はそれぞれの院生･学生を率いて相互に協力するなかで広島地区のフィールド
を担当する一方、石田の一橋班は同様の調査班を結成して長崎地区を担当した。 
…中鉢班の広島における被爆者面接調査は、広島市内に居住する被爆者を含む世帯から、最終的に
は 160 世帯抽出することを目標として、それぞれの世帯の全被爆者についての聞き取りを実施した。
…有効な資料が得られたケースは 156 であった。調査の項目は被爆前から調査時点にいたるまでの世
帯の構成とそれぞれの世帯員の性格、とくにその健康と教育、職業と世帯の収入、消費水準、住所と
住宅、および現在の意識状況であり、それぞれにおける被爆の影響に配慮しつつ、この 20 年間にお
ける被爆者とその世帯の生活構造の変動過程を明らかにしようとした。 
…中鉢の調査研究の主眼は、｢生活構造･その破壊と回復の関係｣に向けられていた。 
…中鉢らはその後も｢被爆者実態調査｣を継続して行っている。それは、1966 年に調査された 156
ケースをもとにして、1975 年時点で追跡可能な 47 ケースを詳細なインタビューによって追跡調査し
た生活史調査である(有末, 2010: 52-56)。 
                                                          
11 被爆前･被爆時･被爆後･調査時点の世帯状況、職業･収入･消費水準、住居･住宅･居住状態、健康、教育
などについて、できるだけ多くの世帯員から複数の証言を聴取することに心がけて聞き取りを行い、調査
後には詳細なケースヒストリーを作成した(原田,2001=2012: 115-120). 
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 中鉢正美の被爆者研究をめぐる問題意識は、徹底して原爆による生活破壊の在処にこだわり、その
世帯生活への構造的解体が被爆後の生活変動の過程でどのように再構造化されるのか否かを見極め
ようとする視線を貫くのである。中鉢のこのような問題視角をもっとも適切に示したのは原爆被害の
｢特殊性｣を｢放射能による身体的障害とその後遺症｣だけでなく、｢家族構成の破壊による生活周期の
軌道からの逸脱｣と｢地域社会の広汎かつ瞬間的破壊｣にもとめ、これら三種の諸要因をめぐる相互連
関分析を通じて被爆者生活の構造的特質を見いだすべきだとしている点である(有末, 2010: 50、原田, 
2001: 36)。 
 
 慶応･中鉢班には、川合隆男、佐藤茂子、原田勝弘、小松隆二、中川清らが参加していた。
そして、 
川合隆男らは｢原爆被災研究のための分析枠組みと作業仮説｣を提示している。…一見してわかるよ
うに、｢構造化－緊張－抵抗－再構造化｣という中鉢正美の｢生活構造の諸過程｣が下敷きとして使われ
ている(有末, 2010: 49-50)。 
 
 生活の再構造化過程が長期にわたる詳細な聞き取り調査で攻究された。 
 災害社会学の入門書には、我が国のその研究の出自を 1970 年代の米国災害社会学の移入 
に求めることが一般的だが、ここまで見てきたように、例えば被爆者調査は、社会学プロ
パーが取り組んで世に問うた生活再建調査として、その正統･先魁として的確に位置づけら
れるべきであろう。こうした生活再建･復興を扱う調査研究、研究実践の数々が、災害大国
日本には、その近代化の過程で各被災毎くまなく存在する。ここでは本論文で参照したも
のから僅か数例、その概要のみ記しておくこととする。 
 
d-2 生活復旧曲線 
中林一樹らは、酒田大火(1976 年)から 10 年間の個々の被災者の生活再建過程を｢長期的生
活復旧過程｣と題して調査を続けた。この調査研究は自然地理学に基づく防災社会工学から
のアプローチで、そこでは、数量的に直接的に示される被害･損失額(項目)のみならず、休業･
休職など間接的な被害が長期化することが指摘され、それらに関する被害想定手法を開発
する中で、生活支障世帯数と生活支障期間の積で定量的に表される生活被害量という概念
が提示され、それらをとりまとめた図として｢生活復旧曲線｣が表された(中林･小坂, 1988)。そ
こではまず、｢被災以前の建物状況(所有･構造等)｣をたずね、次いで生活復旧状況について｢避
難生活｣、｢仮設住宅生活｣等、応急｢住｣生活を調べた。次いで、ライフライン復旧に伴う生
活復旧について｢現金引き出し｣、｢買い物｣、｢炊事｣等を調べている。ここでは｢ご家族の生
活がとりあえず落ち着いたのはいつ頃でしたか｣として、その回答としてあがってきた日数
の平均としての 26 日前後を一応の区切り(応急仮住居に慣れて 7 割以上の世帯が落ち着いたと回答
した)としている。図 1-7 を見てもこの頃が収入や住宅再建を除いてほとんどの項目で累積復
旧率 7 割前後の水準を達成していることがわかる。自宅の再建はもちろん再開発事業の進
展に直接に影響を受けるので、被災後1年～3年に累積復旧率の上昇が集中することとなる。 
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 この調査ではまた同時に、事業所や店舗等併用住宅での経営と生活復旧も調べられてお
図 1-7  酒田大火における一般居住世帯の生活復旧過程 
出典：中林･小坂, 1988 
図 1-8 復旧･復興カレンダー(中越地震と中越沖地震の重ね合わせ) 
出典：木村他, 2010 
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り、そこでは休業の影響や転業についても扱われている。同様の視点で、長野県西部地震
(1984 年)から 2 ヶ月後の被災地王滝村での生活支障･旧調査も行われ、生活復旧曲線が描か
れている(中林･塩野･望月, 1985)。 
 後に、同様の研究が社会心理学をベースとする防災社会工学サイドからも行われた。阪
神･淡路大震災後、神戸市業務の復興検証に資するために京都大学防災研究所が実施した
｢生活復興度調査｣をもとに、そこから生活再建課題 7 要素(すまい／つながり／まち／そなえ／こ
ころとからだ／くらしむき／行政とのかかわり)を抽出して、それらの達成感をたずねてまとめた
もので(図 1-8)、中林の生活復旧曲線とほぼ同様のグラフ形状を示している。大きな違いは、
横軸の時間軸に対数(100、101、102、103、104)をとっていることで、これは認知心理学のウェ
ーバー･フェヒナーの法則(感覚量と刺激量の間には対数関数があるという学説)に基づく。そしてこ
の時間軸に、以下の 4 つの社会的転換の時間軸を設定した。その社会的転換点とは、｢地震
後 10時間(地震当日)｣、｢地震後 100時間(地震後 2-4日間)｣、｢地震後 1000時間(地震後 2ヶ月頃)｣、
｢地震後 10000 時間(地震後 1 年頃)｣で、これによって以下の 5 つの時期に分けられた。その 5
つとは、｢Ⅰ.失見当：震災の衝撃から強いストレスを受け、客観的な把握が困難になる時期｣、
｢Ⅱ.被災地社会の成立：災害発生を理性的に受け止め、新しい現実が始まったことを理解す
る時期｣、｢Ⅲ.災害ユートピア：社会機能のマヒにより、通常とは異なる社会的価値観に基
づく世界が成立する時期｣、｢Ⅳ.現実への帰還：社会フローシステムの復旧により、被災地
社会が終息に向かい、人々が生活の再建に向け動き出す時期｣、｢Ⅴ.創造的復興：社会シス
テムが再構築され、新たな社会の持続的発展を目指す時期｣、である。 
 阪神･淡路大震災(1995 年)後、中越地震(2004 年)、中越沖地震(2007 年)と続けて同モデルに
基づく検証は継続されている。 
 
d-3 津浪被災集落の高所移転 
 生活再建の長期的調査としては、次に、戦中･戦後の津波被災地の集落再興調査をあげて
おく。地理学者･民俗学者である山口弥一郎は、昭和 10 年に田中舘修三(東北大学･地理学)の
津波調査助手として集落移動についての聞き取り調査に就き、それを昭和 18 年まで継続し
て『津浪と村』を著した。一人リュックを背負ってリアス式海岸の集落を訪ねる巡検(フィー
ルドワーク)を重ねて、ノートに集落移動の見取図をとり、移動した各戸の居住者(生存者)に当
たって、二度の津波被災(1896 年･明治大海嘯、1933 年･昭和三陸地震津波)後の住宅･集落移動の履
歴･理由を聞き取った。 
 明治大海嘯に際して政府は直接的には集落移動などの指導をしていないが、被災集落の
中には有力者の主導により移転(集団移転や分散移転)を計画･実施したところもあった。しかし
それらの多くは次第に低地へ戻って原集落を復元して、再び昭和三陸地震津波で被災する
こととなる。この原因を山口は、古老の教えが伝わらなくなってしまっていた、生業(漁)の
便から低地に戻ることがむしろ奨励されていた、屋敷神が低地に残されたままだったので、
みなそこに集うことに異議がなかった、と指摘した。当時の当地の漁民にとっては多額の
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義捐金が配分(一戸当たり平均 70 円、最高 120 円)されたことから、｢日本の伝統を重んずる…尊
い伝統｣で｢全戸死去しても絶家すると言うことは極く希｣で、｢血縁者がいなければ本家或
いは別家等より、時には幼少な者を名義だけでも移して家系を絶やさぬよう｣(山口, 1972: 
307)工夫された。これは漁業権や所有耕作地の相続及び義捐金分配獲得のための工夫であっ
たという。住居再建に際しては高地(舘
たて
)への移転が行われた。漁業を生業とする村で低地(里
さと
)
を去るのは日常的な不便が多すぎる。また、前述のように三陸以外の遠縁から家督相続の
ために移住してきた者、漁業再建のために雇い入れられた者などは、津波対策=高所移転の
意義を体得していないからこれを軽視して再び里に居を構えた。漁夫は舘に家を構えて生
業を再建したが、里に本屋を建てて移ることが｢村人の出世｣(山口, 1972: 305)と考えられてむ
しろ奨励され、多くが再び里に戻ることとなった。 
 二度の津波災害を教訓として二つの防災対策、一つは防波堤･防潮堤の建設、もう一つは
住宅･集落の高所化が進められた。後者については、当時の東大地震研･今村教授が岩手県
の諮問にこたえて集団的な高所移転、すなわち、納屋(番屋)は海辺に、住居は高所に建設す
る集落再建案を提唱した。1896 年災では県当局の主眼は専ら救済･復旧に置かれ、集団移動
は 6 集落に対して促されたにすぎなかった。1933 年災ではこれが転じて、津波災害予防に
は高所移転が最も効果があるとして、宮城県･県令第 33 号(1933 年 6 月 30 日)で津波罹災地域
及び津波危険地域内には知事の認可を受けなければ住居の用に共する建物を建築してはな
らない旨定め、1896 年災、1933 年災の津波来襲線を基準として建築禁止区域が設定された。
この結果、15 町 68 集落に対して強制的に集落移動が実施された。岩手県でも同様に 1896
年の浸水線を標準として 20 町村 45 集落の集団移動を計画し、土地買収、敷地造成、建築
資金の融資、集落厚生施設整備などを進めた。集団移動を第一として、適地を得難いとか
被害が集落の一部に限定されている場合のみ分散移動を許可することとしたが、集団移動
には住宅造成の工事費が政府の低利資金融資で予算化されていたこともあって(山口, 1972: 
396-398)、分散移動に比べて事業は進んだ。集落計画はおおむね以下の 3 類型となった。①
倒壊家屋が比較的少なく、造成に多大なコストを要さない小さな移転地が数多く確保でき
るときは｢個別分散移転｣、②それ以外では「集団移転」を推し進め、③高地移転が不可能
と判断される場合は｢原地復旧｣とするが、｢防浪堤防浪護岸等｣を築造する。これらによる
集落移動の概況は表 1-3 の通りである。 
 さらに政府及び県当局は津波災害復興を地区改正、街路整備とあわせて実施した。すな
わち、集落移動に際し地割りを施し集落中心部に公共施設(役場、警察、学校、社寺等)を整備し
てその周囲に住居を配置するというもので、当時、モデル集落として大槌町吉里吉里が選
ばれている。防波堤･防潮堤の建設で海岸線は整備され、また高所移転のため山や畑が宅地
造成され、旧来の集落の景観は大きな変容を見せた12。 
                                                          
12 こうした移転後の集落は｢復興地｣と称された。しかしながら集落移動が実施された後、低地にあった原
集落の区域は戦中期から戦後高度成長期にかけてそのほとんどが宅地として再現された。多くの三陸漁村
は高所の復興地と低地の復帰集落とからなる二重の景観(二極的な景観)をしめしていて、山口はこれを｢二
重集落景観｣(三陸沿岸部の村々に特有の｢異彩｣)(山口1960)と表現した。 
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表 1-3 三陸地方津浪被災集落移動地域分布 
  
   
    1896 年以前      1896 年      1933 年 
集団 分散 非移  計 集団 分散 非移  計 集団 分散 非移  計 
第一区 
第二区 
第三区 
第四区 
   3 
   0 
   0 
   2 
   1 
   0 
   1 
   0 
  15 
  10 
  38 
  66 
  19 
  10 
  39 
  68 
   0 
   0 
   4 
   4 
  15 
   2 
  10 
   5 
   4 
   8 
  25 
  59 
  19 
  10 
  39 
  68 
   2 
   6 
  17 
  14 
   4 
   2 
   9 
  53 
  13 
   2 
  12 
   1 
  19 
  10 
  39 
  68 
 計    5    2  129  136    8   24   96  136   39   68   29  136 
出典：山口, 1972: 347-366 より筆者作成 
・地区 4 区分の基準は以下の通り。海岸地形区分(湾形分類)、山口踏査(1933 年～)資料における津波被害数、海岸集落
占居状況、集落発達に影響する地形観察に基づき、山口が三陸海岸を北より 4 区分している。第一区:尻屋崎～八戸／第
二区:八戸～宮古／第三区:宮古～大船渡／第四区:大船渡～牡鹿半島 
・移動の様式は、移動をしたか否かで集団移動･分散移動、非移動に分け集計してある。 
 別表(山口,1972,pp.355-362)で山口が踏査した 136 集落について、①明治維新前の移動様式／②1896 年の移動様式／
③1933 年の移動様式が詳細に検討されており、例えばある集落では｢集団移動中途挫折｣(1896)･｢集団移動一部分散｣
(1933)などと記述され、移動戸数･達成面積(坪)･流失倒壌戸数･家屋流失倒壌区域(坪)が詳細に調査され記録されている。 
 
d-4 『震災調査報告』(関東大震災復興) 
 今少し時代を遡っておこう。国をあげて復興が叫ばれた時代に、生活(住宅)や生業の再建
が詳細に調べ上げられている。『震災調査報告』である。関東大震災(1923 年 9 月 1 日)発災
直後、勅令により、震災復興の各庁連絡調整機関として｢臨時震災救護事務局｣が設置され、
間もなく組織改編でこれが内務省社会局に受け継がれ、ここにおいて 11 月 15 日、｢震災調
査｣が実施された。震災の直前に実施されていた第一回国勢調査(1920 年)の体制･方法･スタ
ッフがそのまま援用されたことが奏功し、一ヶ月という極短期間で調査が実施･集計された。
調査は｢震災を蒙りたる一府六県｣(いわゆる震災府県)のみならず全国にわたって実施された。
これは、人口移動(疎開や移住)の動態を把握して復興住宅政策に資する目的があったからであ
る。 
 調査では、被災者個人の｢現居所｣･｢震災当時の住所｣･｢避難場所｣がまずたずねられ、次
いで、職業について｢震災当時の職業｣、｢現職業｣、｢今後の希望職業｣がたずねられた。そ
して、住宅について｢住宅罹災の種類｣に加えて｢現住所に在留見込み期間｣と｢今後の住所｣
がたずねられた。これによりある区市から｢去ルヘキ人｣、そしてある区市に｢来ルヘキ人｣
が推計されている(表 1-4)。 
 
 本所区の人口動態から追ってみる。9 月 1 日の推計人口は 301,300 人、死者・行方不明 54,498 人
でこれは被服跡の焼死者約 4 万人を含み東京府全体の 70,497 人の半数以上である。当震災調査によ
って明らかになった 11 月 15 日現在の区人口は 99,692 人で、したがって、この時点で 147,110 人が
区外に避難していることになる。また、｢去ルヘキ人｣すなわち本所区を去り他地域で生活を復興しよ
うという人は 4,305 人、｢来ルヘキ人｣すなわち他地域に避難している人のうち本所区に復帰してくる
人は 54,405 人、ここから、将来的な人口変動予想としては +50,100 人が算出される。したがって、
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11 月 15 日後の推計人口は 99,692+50,100=149,792 人となるが、これでも 9 月 1 日と比較すると区
民の約半数が減じることになる。 
 次に、避難者の数が多かった北豊島郡の場合を見てみる。9 月 1 日推計人口は 481,300 人、郡内の
死者･行方不明 758 人、他地域からの避難者 103,524 人で 11 月 15 日現在人口は 584,066 人である。
これに｢去ルヘキ人｣すなわち北豊島郡から離れようとする北豊島郡民および他地域からの避難者で
北豊島郡を去って生活再建をはたそうとするもの合わせて 35,197 人、｢来ルヘキ人｣すなわち北豊島
郡民で他地域に避難しており近い将来復帰する人および他地域から北豊島郡へ移住を希望（予定）す
るもの合わせて 11,342 人で、差し引き 23,855 人減少し、11 月 15 日以後の推計人口は 560,211 人と
なる。こちらのほうは約 16%増となる。 
 これらを東京府全般にわたって総体的に見てみると、市部では死者･行方不明者約７万人、11 月 15
日現在人口約 153 万人で、避難者等で 9 月 1 日と比べて約 74 万人の人口減である。これに｢去ルヘ
キ人｣･｢来ルヘキ人｣を加除するとさらに 22 万人以上が復帰してくることとなり、11 月 15 日以後の
推計人口は 1,775,579 人と算出される。一方郡部は、11 月 15 日現在人口は 9 月 1 日推計人口から約
32 万人増えており、これに｢去ルヘキ人｣･｢来ルヘキ人｣を加除すると市部より避難してきてそのまま
郡部に定着する人があって、11 月 15 日以後の推計人口は 9 月 1 日推計人口から約 24 万人増化して
約 200 万人となると算出される。 
 この調査によって市部については、11 月 15 日以後に 22 万人もの人が続々と復帰してくることが
わかり、この人達のための受け皿としての住居、生活の糧を得るための職場の確保が必要であること
が判明したのであった。郡部については、震災以前から私鉄の伸展に伴ってその沿線に郊外住宅の建
設が進められており、その意味では人口を吸収する余力があったが、しかし、16%もの人口が約 2 か
月のうちに急激に増加したのであるからその地域の変貌の大きさを推し量ることができる(大矢根, 
1994: 227-230)。 
 
 こうした趨勢予測から東京市部への人口復帰がわかり、その受け皿としての住居の確保
が喫緊の課題となった。そこで義捐金により同潤会が設立され、耐震･耐火の鉄骨･鉄筋コ
ンクリート造りの復興公営賃貸アパートが建設されることとなった。単なる震災被害調査
ではなく、帝都復興の壮大な都市計画事業の枠組みを背景として、被災者の｢職｣｢住｣生活
再建意向を把握し、同潤会アパート建設など政策的な展開に関わった。全
．
被災
．．
者
．
個々の意
向を政府が直接的に把握した貴重な被災･生活再建調査である。 
 
表 1-4 震災罹災者及現在人口の移動 
9/1現在人口(推計) 死者行方不明 11/15現在避難者 11/15現在人口 去ルヘキ人 来ルヘキ人 11/15後の人口 11/15の罹災現存数
東京府 4,050,600 70,497 － 3,634,199 28,405 193,492 3,799,286 1,498,926
東京市 2,265,300 68,660 － 1,527,277 25,070 273,372 1,775,579 1,021,956
本所区 301,300 54,498 － 99,692 4,305 54,405 149,792 98,227
北豊島郡 481,300 758 103,524 584,066 35,197 11,342 560,211 175,755
郡部計 1,741,000 1,817 321,848 2,061,031 113,941 31,122 1,978,212 472,150  
出典：｢第 8 表：震災罹災者及現在人口ノ移動｣(内務省社会局, 1924: 116-117)より筆者作成 
 
 日本の災害社会学は1970年代の米国災害社会学の移入にはじまるとされているところで
あるが、我が国社会学プロパーの取り組む被災者調査、生活再建調査をひもといてみると、
それと平行して、あるいはそれに先んじる先行研究として確認できるものがある(原爆被災者
調査)。また、被災者の生活再建(例えば、住宅や集落あるいは生業の再建)を扱った関連調査を掘
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り下げてみると、災害大国日本にはその近代化の過程で各被災地くまなくそうした調査が
実在していたことがわかる。今後、息長くそれら一つ一つを社会調査史研究として再評価
していく必要があると思われる。 
 
1-1-6. 我が国における｢復興｣施策とその理念 
 阪神･淡路大震災の｢復興｣が、一義的に復興都市計画事業の施行(施工)として進められたこ
とへの被災者の異議の噴出から、復興災害という捉え方が導き出された。これと平行して
復興 10 年総括検証ではこの点について、そもそも｢復興｣とは何かについての共通理解が官
の内部に、したがってもちろん官民間にも存在していなかったことが厳しく内省されて、
その概念の定義から始めて復興施策の緻密な組み立ての必要性が指摘された。復興 10 年総
括検証で明らかになってきた課題として、｢復興｣について以下のようにあらわされている。 
 
 復興過程を通じた包括的･横断的な課題として、｢復興｣についての位置づけが今日においても未だ不明確
であり、地方主体の復興を制度的･財政的に保障する仕組みも実現していない。(復興 10 年委員会, 2005:3) 
 災害応急対策や災害復旧については、災害対策基本法等で、一定の制度的な保障がなされているものの、
｢復興｣については、今日においても、その概念すら不明確である。復興に関する基本法の制定、将来の災
害における復興基金の仕組みの制度化など、地方主体の復興が制度的にも財政的にも保障されることが必
要である。(復興 10 年委員会, 2005:13) 
 
 復興 10 年総括検証でこうしたことが指摘された頃、すなわち、阪神･淡路大震災｢復興｣
事業への異議噴出の前後から、国でも復興の施策上の位置づけについて点検･整備を始めて
いたところであった。そのはじめは、平成 6(1994)年度の国土庁防災局｢復興対策課｣の新設
である。当時を振り返って、国の担当官は以下のように語る(塩本, 2008)。 
 
 平成 6 年度に、国土庁防災局に復興対策課ができた。その背景として雲仙･普賢岳噴火災害(平成 3
年)、北海道南西沖地震(平成 5 年、奥尻島津波災害)における復興対策があった。平成 7 年に阪神･淡
路大震災が起こり、復興の現場に取り組みながら復興対策について考えてきた。起こった後だけでは
なく、予め制度を整え、対策を準備し、万が一起こった場合の被災者の生活再建にむけて考えておく
ことが重要と認識している。 
 (災害対策基本法を見ると)復興に関しては特段の規定がない。｢復興｣の単語が出てくるのは 2 ヶ所
のみである。阪神･淡路大震災では特別立法により復興対策本部が設置され、その条文には｢①生活の
再建、②経済の再建、 ③安全な地域づくり、の 3 要素を通じて活力ある関西圏の再考｣という｢復興の
理念｣が謳われていた。3 つの言葉に｢復興｣で目指すべきものが集約されている。 
 (防災基本計画を見ると)震災対策編では、復旧･復興の基本方向の決定に関することから現状復旧･
計画的復興の進め方、被災者の生活再建支援、経済復興支援等が規定されている。 
 (復旧･復興対策の見取り図／｢復興｣のイメージについて)復旧･復興は時系列的な違いではない。復
旧というのはあくまでも施設の話だが、復興は人々の意識･生活･活動が対象となる。(下線筆者) 
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 国が施策･庁内体制として復興の位置づけを考え整え始めたのは、雲仙･普賢岳噴火災害
(1991 年)がきっかけとなっていて、これを受けて庁内に復興対策課(1994 年)が新設された。
翌年、阪神･淡路大震災(1995年)が発生して復興事業に関する不満が噴出したことを受けて、
改めて復興の概念や施策に関して点検してみたところ、災害対応の現行法にその適切な位
置づけがない13ことが判明した。そこで阪神･淡路大震災復興では雲仙(1991 年)、奥尻(1993
年)の二つの復興事例をひもとき、そこから 3 要素(都市基盤再建、生活再建、経済再建)を抽出･
措定して国の復興対策本部の基本理念とした。このように国の復興担当官によって当時の
事情が述懐された。 
 その当時、国の復興対策本部と地元自治体の関係は以下のように図られた。 
 震災 1 か月後の 2 月 24 日、｢阪神･淡路大震災復興の基本方針及び組織に関する法律｣が
施行されて、震災初動対応ではなく復旧･復興対応を担う機関として阪神･淡路復興対策本
部が発足した。国･復興対策本部では、被災地の地元自治体が策定する復興計画を最大限支
援することを｢阪神･淡路地域の復興に向けての取組方針｣で謳った。関東大震災復興にあた
っては帝都復興院が設置されて内閣主導で復興対応が行われたが、地方分権･行政改革が唱
道されたこの時期、そのような手法は採らない(総理府阪神･淡路復興委員会の提言に基づいて)こ
ととして、被災･地元自治体が具体的な復興施策を立案し、それを復興対策本部など国が支
援するというスキームが採用されることになった。ところが、その復興とは誰が何をどう
いう権限･財源で行うのか、ということに関しての規定は存在していなかった。 
 その後、復興計画の策定にあたっては、まず｢都市再生戦略策定懇話会｣(座長：新野幸次郎
神戸大学元学長)が設置されてそこからの提言｢阪神･淡路震災復興戦略ビジョン｣(3 月)に基づ
き、｢阪神･淡路震災復興計画－基本構想－｣(4 月)が策定された。そして、｢ひょうごフェニ
ックス県民フォーラム｣や各方面からの提言、県民アンケート、復興県民会議等の提案をも
とに｢阪神･淡路震災復興計画策定調査委員会｣(委員長：三木信一神戸商科大学学長)から、具体的
な復興事業を検討･立案した｢阪神・淡路震災復興計画｣が提言された。 
 国は復興対策本部を創設して地元自治体が立案する復興施策を後ろ支えすることとした
ところで、その復興の具体的中身や担い手については各方面からの提言等に依ることとな
った。そしてその具体的な計画立案や実施は被災自治体に任されることとなった。 
 当の被災自治体では、例えば神戸市では、以下のような流れで復興計画を策定していっ
た。 
 
                                                          
13 災害対策基本法(1961 年制定)には｢復興｣の文字が二度しか出てこない。｢災害復旧｣については、第一
章｢総則｣の第一条(目的)の規定、及び第六章の 4 つの条文(第 87 条～第 90 条)がある。しかし、｢復興｣につ
いては、条文としての特段の規定はなく、次の 2 か所に用例が示されているのみである(下線筆者)。 
・国及び地方公共団体は、災害が発生したときは、すみやかに、施設の復旧と被災者の援護を図り、災害
からの復興に努めなければならない。(第 8 条第 3 項) 
・政府は、激甚災害が発生したときは、別に法律で定めるところにより、応急措置及び災害復旧が迅速か
つ適切に行なわれるよう措置するとともに、激甚災害を受けた地方公共団体等の経費の負担の適正を図る
ため、又は被災者の災害復興の意欲を振作するため、必要な施策を講ずるものとする。(第 97 条) 
 いずれも、精神規定のみで｢復興｣の内実についての記述はない。  
 73
1995.1.17  阪神・淡路大震災発生 
1995.1.26  神戸市震災復興本部設置 
1995.2.7  神戸市復興計画検討委員会設置、開催 
           分科会(市民生活、都市基盤、安全都市基準)設置、開催 
1995.3.27  神戸市復興計画検討委員会(第 3 回)：｢神戸市復興計画ガイドライン｣発表 
1995.4.22  神戸市復興計画審議会設置、開催 
          小委員会(市民生活、都市活力、安全都市)設置 
1995.6.26  神戸市復興計画審議会(第 3 回)開催 
1995.6.29  神戸市復興計画審議会会長から市長へ答申 
1995.6.30  ｢神戸市復興計画｣発表 
 
 神戸市では｢復興｣が都市計画事業に収斂してその審議過程に置き換わってきていること
がわかる。震災は、戦災復興都市計画事業の土地区画整理事業が完了しようとしていた時
期に起こり(戦後 50 年たっても、まだ、戦災復興の都市計画事業=土地区画整理事業は終わっていなかっ
た!!)、戦災を免れた戦前からの老朽木造住宅密集地域で甚大な被害が見られたため、神戸市
では戦災復興の延長線として震災復興を捉えた(｢一卵性双生児／｢戦後｣と重なる神戸復興｣『神戸
新聞』)。復興が都市計画事業として位置づけられたことから、その前例が渉猟されて、酒田
大火(1976 年)復興事例14が、短期間で竣工した都市復興事例として参考に供されることとな
った。 
 神戸市の場合、その復興が都市計画事業の施行として位置づけられて、これを国が後ろ
支えすることとして復興体制が組み上げられた。そして震災復興が戦災復興の延長として、
その古典的手法にきわめて矮小化されて企図･実施されることとなった。そこでは当然、従
前居住者たる被災者から不満が噴出し、これが復興災害と呼ばれることとなった。 
ここで当時の兵庫県の復興スローガン：｢創造的復興｣を見ておこう。これによって復興
災害が巻き起こされたのだとする批判が喧しいが、いやそうではなくて、この復興理念そ
のものは崇高なものであったにも関わらず、この理念を換骨奪胎する官治集権によって知
事の目指した創造的復興は挫折させられたのだとする両論がある。 
 震災直後、貝原知事はこのスローガンを、｢単に震災前に戻す復旧ではなく 21 世紀の成
熟社会にふさわしい復興を成し遂げる｣との趣旨で語り、16 兆円を超す資金を投じて、従前
からの開発事業(神戸式都市経営)の延長でインフラの整備、特に、震災と直接関係しない事業、
例えば神戸空港建設などに復興資金の 4 分の 1 近くを使い(神戸空港･地下鉄海岸線･新長田駅南
再開発の｢創造的復興 3 大プロジェクト｣)、｢ヒト｣(被災者救済)よりも｢ハコモノ｣(インフラ整備)を優
                                                          
14 火災鎮火の翌日から国･県･市が一体となって復興計画の検討作業が進められ、3日目には建築制限区域
の指定(建築基準法第84条)を公布、わずか8日間で32haの区域に及ぶ復興計画の原案ができ、災害発生後51
日間で復興計画が策定されたことにより、2年6か月という早さで酒田市が復興したことは特筆に値する。
｢防災都市の建設｣を柱とする酒田市の復興計画の最大の特徴は、市が復興事業計画の策定、事業実施にお
ける各方面との調整･手続等を迅速に進めるとともに、地域住民との協議･合意を踏まえて、区画整理事業、
市街地再開発事業、商店街近代化事業等を一気に成し遂げたことにある。このような復興のアプローチは
｢酒田方式｣と呼ばれ、短期間での都市復興の事例として、阪神･淡路大震災の復興都市計画のモデルになっ
た。(酒田市大火の記録と復興への道刊行会編, 1978) 
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先して、復興都市計画の悲劇を招いた(広原, 2015)。これが、成長志向の計画が被災者間の格
差を拡大し、｢復興災害を招いた｣として厳しく批判されてきた。 
 
 一方、このスローガンを発して舵を取っていた貝原自身は、一線から退いて当時を述懐
して以下のように語る。 
 
｢災の国～問われる｢覚悟｣～(2)創造的復興：本当の意味では実現せず｣ 
 破壊された都市機能の復旧。次に、失われた機能をよりよくする再生的な復興。その上で、近代都
市文明の脆弱性を克服した新しい分権社会を目指した。そういう意味で、阪神･淡路は本当の創造的
復興ではなかった。 
 ｢この復興は被災地だけの問題ではなく、成熟社会の質的な転換を先導する創造的復興でなくては
ならない。その行く末は、21 世紀の日本のあり方をも左右する課題だ｣と、被災者が避難所にあふれ、
復旧の見通しすら立っていなかった 2 月上旬、貝原がワープロをたたき数人の県幹部に配った。 
 この考えに基づき、｢特措法｣の法案づくりの特命が下り、13 日後、素案ができた。 
 肝はこうだ。兵庫県が被災市町の意見を聴いて 10 年間の復興計画を立てる。国は長期的に財源を
保障し、規制緩和で計画を支える。権限と財源の大胆な移譲。 
 幹部たちが動いた。 
 だが、中央官庁で根回しを始めてすぐ、大蔵省や通産省(いずれも当時)から冷たい反応が届く。 
 ｢法律をつくるのは国の仕事だ。兵庫が勝手に動けば、財政支援の妨げになる｣。そう耳打ちされた
幹部もいる。兵庫包囲網が敷かれ、特措法案は県庁内でタブーになった。 
 ｢特措法ができていれば日本の災害法制にとって画期的だったが、誰も本気で動いてくれなかった。
あの法案が消えたとき、兵庫が目指した創造的復興は息の根を止められた｣。 
 貝原が定義する意味での創造的復興は、なぜ｢挫折｣したのか。根源をたどると、幻に終わった二つ
の法案に行き着く。｢中央集権制限法案｣と｢阪神･淡路震災復興特別措置法案｣である。 
 貝原の側近は貝原の口癖を思い出す。｢成長社会は官主導でいい。だが、成熟社会の主役は民と地
方だ｣。 
 国に一石を投じるつもりで、貝原知事が 1993 年に起草し県議会で発言した中央集権制限法案は相
手にされなかった。その 2 年後、大震災が起きた(『神戸新聞』2015.1.3)。 
  
 貝原の目論む創造的復興は、幻に終わった二法案(｢中央集権制限法案｣と｢阪神･淡路震災復興特
別措置法案｣)をベースにした｢成熟社会の質的な転換を先導する創造的復興｣で、官主導の成
長社会から、民と地方が主役の成熟社会の到来という認識のもと、国が長期的に財源を保
障し県に大幅な権限と財源を移譲、県が被災市町の意見を聴いて 10 年間の復興計画を立て
ることであった。ところがそれが挫折する。その間の事情をレポートした新聞記事がある。 
 
｢(3)被災地の夢 政と官の壁手も足も出ず｣ 
 前兵庫県知事、貝原俊民が目指した｢創造的復興｣はなぜ成し遂げられなかったのか。 
 決定的な役割を果たした一言がある。いつのころからか、それは「後藤田ドクトリン｣と呼ばれる
ようになる。 
 1995 年 2 月下旬、東京。阪神･淡路復興委員会の第 2 回会合。 
 経団連前会長の平岩外四らそうそうたる顔触れが並ぶ。委員長は元国土庁事務次官の下河辺淳。被
災地の思いを国につなぐ首相の諮問機関である。 
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 冒頭、特別顧問の元副総理、後藤田正晴が口を開く。｢計画は物理的、社会的、財政的にぎりぎり
の線でやってほしい。それを超すと理想倒れになる｣、｢政府としては個人の損失に直接補償しない建
前だ」。 
 すかさず、下河辺が引き取る。「重要な話で議論の軸になると思う」 
 復興は今ある法制度でできる。それ以上を求めるなら地元の金でやってほしい。兵庫が求める復興
に「たが」がはめられた瞬間だった。 
 東日本大震災で政府の復興構想会議議長を務めた五百旗頭真は言う。 
 ｢当時の後藤田さんは政治と官僚を束ねる、まさに日本政治の象徴。あの人に駄目だと言われたら、
手も足も出ない｣。 
 以後、復興は既存の法律を基本に進んでいく。 
 貝原が交通事故で亡くなる前夜、五百旗頭は貝原と後藤田ドクトリンについて話していた。 
 ｢改良復旧までは良かった。だが、その先になると、中央省庁の壁が実質的に、厳然とあったよ」。 
 貝原はそう言ったという(下線筆者)(『神戸新聞』2015.1.4) 。 
 
 官治集権で創造的復興の理念(特措法と国の財源保証)が封殺された。それではそのそもそも
の崇高な理念としての｢創造的復興｣で企図された復興計画の具体的な中身はどのようなも
のであったのだろか。そこでは、兵庫県が被災市町の意見を聴いて 10 年間の復興計画を立
て、国は長期的に財源を保障し、規制緩和で計画を支える(下線筆者)こととされていたとこ
ろである。そこでは権限と財源の大胆な移譲で目論まれている規制緩和、すなわち EZ 構想
が肝となっていた。 
 被災地復興など地域経済活性化のためには、国内外からの投資や企業の誘致を促進する
ことが不可欠で、規制緩和や税の優遇措置など他の地域との差別化のためにエンタープラ
イズ･ゾーン(EZ)が設置されることとなった。EZ とは、1980 年代に英国サッチャー政権が
押し進めた自由競争主義的な政策への転換(小売立地規制の緩和)の産物で、地方税の免除、店
舗建設･増設に要した費用の全額を法人税･所得税の対象から控除できる税的優遇措置を初
めて商業者にも付与した政策である。市街地縁辺部や郊外における商業開発の進展を促し
たが、中心市街地の商業衰退に少なからぬ影響を与えたと評価されたものである。貝原は、
これを盛り込んだ｢阪神･淡路震災復興特別措置法案｣が認められなかったことが、｢創造的
復興｣挫折の根本的原因であると言う。貝原の創造的復興では、｢民と地方が主役｣と位置づ
けられているが、EZが取り上げられていることからもわかるように、この場合の｢民｣とは、
被災者や被災中小零細企業、自営業者はなく、外資系の大型店など多国籍業や大企業で、
また｢地方｣とは、都道府県や大都市の官僚テクノクラートであって、復興の主体であるべ
き市町村やコミュニティ、住民自治を担う市民ではなかった。 
 例えば、貝原が目指した｢一国二制度｣が一部具体化しつつある震災復興事業として、ポ
ートアイランド(第 2 期)に計画された神戸医療産業都市構想がある。これを見てみよう。こ
こでは、神戸市を含む｢兵庫県･大阪府･京都府の全部又は一部｣が健康･医療などの分野で国
家戦略特区に指定されて、｢保険外併用診療の拡充による高度な医療の提供｣(混合診療の推進)
が行われ、さらに｢神戸に集積する高度専門病院群(約 1400 床)全体に、臨床研究中核病院と
同水準の『国際医療拠点』として扱う特例措置」が加えられることとなった。震災復興事
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業が国家戦略特区に結びつけられて国際医療拠点･神戸医療産業都市として構想された。こ
こでは高度な最先端医療が保険外併用診療(混合診療)として拡充されることとなったが、これ
によって、いつでもどこでも公平に同じ水準の医療を受けられる日本の公的医療保険に風
穴が開けられてしまったと憂慮する声も大きい(池田, 2015)。 
 
 創造的復興のそもそもの崇高な理念も、具体的施策展開も、被災者の生活再建や被災地
区再興という文脈からは大きく外れていて、そもそもの理念も批判もかみ合っていなかっ
たことがわかるだろう。 
 このように阪神･淡路大震災を経て、復興の理念と施策をめぐって、官民共通理解のない
ことが露呈したことから、国ではこの年から改めて、復興に関してその理念や施策のあり
かたについての検討を始めた(表 1-5)。各年度の復興検討調査の詳細は省く。ここではその主
旨と検討のポイントにのみ触れておくこととする。 
 
 
表1-5 災害復旧・復興施策の推進に係る内閣府のこれまでの検討 
１．復興施策検討：災害復興への取り組み方策･手順･留意点などについて、過去の復興事例などを施策項目別に整理。 
･ 復興施策検討調査報告書(都市型大規模地震対策編)(平成9年3月) 
･ 復興施策検討調査報告書(大規模火山災害対策編)(平成10年3月) 
･ 復興施策検討調査報告書(風水害対策編)(平成11年3月) 
･ 復興施策検討調査報告書(津波災害対策編)(平成12年3月) 
･ 災害復旧･復興施策の手引き(案)〔未定稿〕(平成17年3月) 
･ 災害時･被災者支援業務の手引き(案)(平成17年3月) 
･ 災害時における的確な被災者ニーズの把握と活用システム開発に関する調査報告書(平成17年3月) 
２．復興準備計画の策定促進                                         
①復興準備計画策定：被害想定をもとに、事前復興計画、復興施策への取り組みを検討・例示。 
･ 東海地震等からの事前復興計画策定調査報告書(平成10年3月) 
･ 南関東地域直下の地震に対する復興準備計画の策定に関する調査報告書(平成11年3月) 
②復興準備計画策定の促進方策の検討：復興準備計画策定に関する地方公共団体の意識、先進的取り組み事例の紹介。 
･ 東海地震等からの復興準備計画検証調査報告書(平成12年3月) 
･ 復興支援組織設立に関する検討調査(平成13年3月) 
･ 復興準備計画策定の推進に関する調査報告書(平成17年3月) 
･ 復興準備計画策定の推進に関する調査報告書(平成19年3月) 
･ 災害復興対策に関する今後の普及･啓発方策に関する調査報告書(平成20年3月) 
③復興準備計画策定の進捗調査：復興準備計画策定、地域防災計画への記載状況などの実態調査。 
･ 地方公共団体の災害復旧･復興対策の現状に関する全国調査報告書(平成15年3月) 
･ 地方公共団体における災害復旧･復興対策に関する実態調査報告書(平成 18 年 3 月) 
出典：内閣府, 2009: 13 
 
 国では阪神･淡路大震災を踏まえて｢迅速かつ円滑な災害応急対策、災害復旧･復興への備
え｣の一つとして｢国土庁は、被災地方公共団体が復興計画を作成するための指針となる災
害復興マニュアルの整備について研究を行うものとして、大規模災害が予想されている場
合について、事前復興計画の作成、復興シミュレーションの実施について研究を行うもの
とする｣として、平成 7 年度から｢復興施策検討調査(復興対策マニュアルに関する検討)｣を開始し
た(内閣府, 1996: 2)。そこでは復興対策マニュアルが以下の 3 点について検討された。①被災
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地域の物理的再建といったまちづくり的観点、②被災者の生活再建、③被災地域の経済復
興といった社会･経済的観点(内閣府, 1996: 7)。 
 こうして国(国土庁、後に省庁再編で内閣府)においても｢復興｣理念･施策の枠組みの検討が始
まり、都市計画事業のみではなく被災者の生活再建、地元経済対策にも施策を展開してい
くことが確認された。国の復興理念･施策の検討は平成 23(2011)年度まで続けられることと
なり、その途上で阪神･淡路大震災(1995 年)の復興 10 年総括検証(2005 年)が行われ、これと
平行して新潟県中越地震(2004年)の｢軸ずらし｣･｢物語復興｣の視角を盛り込んだ独自の復興･
地域再振興施策(中越復興市民会議)が展開をみていた。その現場に関わる研究者、実務家によ
ってこの時期に、国とは別個に改めて、復興の理念･研究実践と被災地支援のあり方につい
ての検討が深められて日本災害復興学会が設立された経緯はこれまで見てきた通りである。 
 本節最後に、その後の 10 年について簡潔に触れておこう。 
 東日本大震災(2011 年)が発生して、民主党･菅内閣は、復興の基本方針に関する法律案｢東
日本大震災復興の基本方針及び組織に関する法律案｣を提出したが、ねじれ国会での審議難
航を懸念して、自民･公明両党の修正を受け入れて、｢東日本大震災復興基本法案｣として提
出し直し、これが可決された。同法では、全閣僚が参加する復興対策本部およびこれを引
き継ぐ復興庁が設置され、復興債の発行や税財政面での優遇を盛り込んで復興特区が創設
されることとなった。この第 3 条で、 
 
第三条 
国は、基本理念にのっとり、21 世紀半ばにおける日本のあるべき姿を示すとともに、東日本大震災か
らの復興のための施策に関する基本的な方針(東日本大震災復興基本方針)を定め、これに基づき、東
日本大震災からの復興に必要な別に法律で定める措置その他の措置を講ずる責務を有する。 
 
として、国に初めて法律上、復興計画を策定する義務を有することが規定された。そして、
｢基本理念｣として 
 
第二条-2 
地域住民の意向を尊重して、国と地方公共団体が連携すること。 
 
と、｢地域住民の意向を尊重｣すべきことが記されていて、 
 
第四条 
地方公共団体は、基本理念にのっとり、かつ、東日本大震災復興基本方針を踏まえ、計画的かつ総合
的に、東日本大震災からの復興に必要な措置を講ずる責務を有する。 
 
として、復興に必要な措置を講じる責務が地方公共団体に与えられた。地方分権一括法案
(1998 年)の主旨と矛盾しないように、｢地域住民の意向を尊重｣することとされたが、そのた
めに現場への権限委譲がどこまで図られ実現されるかが問われているところである。 
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 また、震災後、災害対策基本法の二度の大改正(2012 年、2013 年)を受けて、｢大規模災害か
らの復興に関する法律｣が制定された(2013 年)。｢これまで災害ごとに行われてきた復興に関
する事業･措置を恒久法化した。災害復興については、災害対策基本法によって規定するの
ではなく、一般的な法律で詳細に規定するという法政策を選択した｣が、｢同法では『地域
の円滑かつ迅速な復興』(第 1 条)が主眼とされていて、被災者個人の生活再建や災害復興へ
のビジョンが提示されているわけではない｣(山崎, 2014: 148)点が法学者によって鋭く指摘･
批判されている。また、特定大規模災害が発生した際には内閣総理大臣を本部長とする｢復
興対策本部｣を置くことができる(第 4 条)として、政府に｢国と地方公共団体とが適切な役割
分担の下に地域住民の意向を尊重しつつ協同して、当該災害を受けた地域における生活の
再建及び経済の復興を図るとともに、災害に対して将来にわたって安全な地域づくりを円
滑かつ迅速に推進する｣(第3条)ことを基本理念とした｢復興基本方針｣の策定を義務づけてい
る(第 8 条)(下線筆者)。復興について災害対策基本法に詳細に規定するかわりに、この一般法
において、阪神以来、復興をめぐる理念･施策の検討で措定されてきた 3 要素(都市基盤再建、
生活再建、経済再建)が改めて規定されて、それが｢地域住民の意向を尊重｣したところで進め
られるべきことが謳われた。しかしながら残念なことに、同震災復興の現場ではその主旨
が叶えられていない事態が続出していることを、以下、被災現場首長の不満を報じた記事
から抜粋しておく。 
 
｢(5)復興と制度 「平時」の適用に限界訴え｣ 
 国は｢市町村主体の復興｣を掲げ、復興交付金で市町村の財源を支える。だが復興交付金が使えるの
は、国が定める 40 の事業に限られる。 
 その多くは区画整理、再開発、防災集団移転など既存の制度に基づく。宮城県気仙沼市長の菅原茂
は｢現状では交付金をもらうため、制度に合わせる形で復興事業を進めている。理想とは、あべこべ
の状況だ｣と指摘する(『神戸新聞』20150107)。 
 
｢(6)国の拘束 手続きに時間 復興を阻む｣ 
 市は地盤を海抜 12m までかさ上げし、中心市街地を再造成する土地区画整理事業の進展を急ぐ。
土砂を削った場所には、新たに住宅地をつくる。 
 だが、制度による｢拘束｣が復興を失速させる。陸前高田市長の戸羽太は｢被災地は非常時なのに平
時の手続きを求められ、時間と労力を浪費している｣と憤りを隠さない。 
 巨大事業となるかさ上げを、同市は仮換地指定(土地の再配置位置と範囲の確定)と同時に進めたい
と考えたが、制度上、指定前に着工できない。国土交通省は、施工区域の全権利者の承諾を得れば着
工できるとの見解を示したが、市内の区画整理地域の権利者は計 2,200人に上る。所在不明者も多く、
承諾を得る作業は難航を極めた。 
 戸羽は｢大震災などの非常事態では、一定の権限を市町村に下ろす仕組みが絶対に必要だ。それに
は平時から分権を進め、自治体の経験値を高めておかないといけない｣と訴える。 
 現場への権限移譲を求める切実な声は、阪神･淡路大震災の被災地からも上がっていた。だが、そ
の後も分権は進まず、平時は見えにくい｢官治集権｣の壁が復興に立ちはだかる(『神戸新聞』20150107)。 
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1-2. 地域社会学的災害研究における復興課程研究 
 
 創造的復興の理念とその一方で現実としての施策の展開、そこで結果的に既定復興を被
せられた被災者から噴出した復興災害批判…。しかしながらそもそも、こうした施策とし
て運用されることとなる、そのおおもとの検討に際しての資料的源泉としての雲仙と中越
の具体的な取り組みが、十分に咀嚼･受容されてこなかったことから、その齟齬が発生して
いる。雲仙の具体的取り組みの事例とその意義については第 3 章で詳述していくこととす
るが、ここ本章･第 2 節では、第 3 章での検討を少し先取り･先回りして、既定復興批判が
噴出した後に研究実践サイドで構想･実現してきた復興に向けた枠組みづくりについて考
えていくこととする。 
 まずは雲仙研究の知見から、復興を既定復興(公共土木事業竣工)に矮小化しないために抽出･
導出されてきた考え方、すなわち、復興の流れを(過
．
程としてではなく)課
．
程として捉える視角
を検討する(2-1.復興課程研究)。次いで、そうした視角を盛り込んだところでの復興概念の検
討でクローズアップされてくるレジリエンス概念をあげ(2-2.レジリエンス(resilience｢復元=
回復力｣概念))、そうした復興理念を体現するための仕掛けと活動事例を概観していく(2-3.事
前復興まちづくりと地区防災計画制度)。 
 
1-2-1. 復興課程研究 
 本論では｢復興｣を、被災現場にかかる公共土木事業やその竣工のみを示す概念ではなく、
それらをそのごく一部に取り込みつつ被災者自身によって模索される生活再建の道程(その
ミクロな政治過程)であるとらえることとしている(第 1章･第 1節･(3)復興概念再考)。ところで
雲仙災害復興においては、第 3 章で詳述することとなるが、ローカルのコミュニティ復興
の有り様が、その後の被災地において参照され取り込まれていく(雲仙サイドから見れば、自ら
の知見を積極的に次の被災現場に伝えていく)こととなる新たな動きが生み出されてきた。本論文
では、このように現場で創り出され、次に伝えられることとなる局面までをそこに含めて、
復興課
．
程と表していくこととした。 
 物事が変化･進行して、ある結果に達するまでの道筋･プロセスを｢過程｣と言うのに対し
て、｢課程｣とは、学校等の教育･教習機関で、一定期間に割り当てて修めさせる学習･作業
の範囲や順序を指し、例えば教職課程や自動車運転免許取得課程などのようにいいあらわ
される。 
 本稿ここで復興課程という時、それは単なる出来事の推移としての過程ではなく、生活
再建成就の道程･階梯として把握される。そしてそれはさらに、既存法制度の弾力的解釈･
運用の出来事としてとらえられて、それらを新規に創設するローカルの政治的コミュニケ
ーション過程(プロセス)を含むものしてとらえられる。被災地における復興ガバナンスの道
程･階梯を含めて復興課程ととらえた。そしてこうした復興体制構築のプロセスとノウハウ
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が、次の被災地に伝播して、そこで真摯に学び取られる。そうした学び合いの総体･その道
程･階梯を含めて復興課程と表した。 
 本節ここでは、その道程を復興課程の 4 階梯として概説しておくこととする。 
 
第一階梯：復興の主体としての気づき 
 まず課程･第一階梯は、被災者が客体として復興公共土木事業を被せられる立場に甘んじ
ることなく、自らの窮状･諸制度の限界を提示･告発しつつ法制度の弾力的解釈･運用を要求
して成果を獲得する、その端緒につく段階である。多くの復興現場では、復興公共土木事
業の反対運動が発動して、しばらくはその激しい鍔迫り合いが報道されて世間の関心を集
めるが、公共土木事業は規定･既定のルート(地元合意形成母胎としての街づくり協議会等を介して)、
ペース(年度事業としての合意形成･事業進捗の諸段階)で粛々と進められて竣工する。これによっ
て、事業は完了したこととされて幕を閉じる。被災者は同事業に関わる権利関係者等と位
置づけられ処遇されるから、例えば都市計画事業では底地権者でなければ(すなわち、借家権
者などであれば事業の非対象と目されて)補償対象外となる(僅かな見舞金の支給)。一生に一度ある
かないかの被災状況に遭遇して、そうした位置に自らが置かれているということに適切･迅
速に気づくことは難しい。適宜、被災の窮状を訴えて、復旧･復興事業へ異議申し立てを行
うところで、予めその成就の道筋はそこまでで閉ざされていたことに、事後に気づくこと
となるのが一般的だ。 
 
第二階梯：住民総意を担保する組織の設置～組織活動 
 課程･第二段階は、そうした復興の道筋の行く末･限界を自覚･見通して、被災地における
自らの生活再建･告発成就模索の体制をなんとか築く段階である。この段階は、構想･構築
した体制にのって、当初の(生活再建についての)目的のいくらかを獲得する段階である。 
雲仙･普賢岳噴火災害では、特に上木場地区での展開から、以下のような体制構築･成果
獲得の道程が把握された。まず、住民の総意を担保している団体(町内会を基盤とした上木場復
興実行委員会)を創設し、対行政交渉の勘所を体得している人材(上木場地区ではそれは、山下一郎
=元市議会事務局長)を地元から掘り起こしす。そうしてつくりあげた体制のもと、科学的調査
を実施してデータを確保し、それらを適切に分析してこれを添えて要望書を作成する。代
表一名が首長と会談して、文書によるやりとり(要望－回答)を行うスタイルを構築してこれを
日常化していく。その模様は常に具にメディアに公開する(証人として、そして同時に外部データ
アーカイブとして)。期限を区切ったところで正式に回答された文書記載事項を一つずつ点検
して、自らの流動的な生活再建事情にあてはめ、その上であらためて現況と将来への希望
を実査してデータを解析し、新たな要望書を提出して回答を得る。これを愚直に繰り返す。
対行政交渉では、決して鉢巻きして座り込む実力交渉(衝突)はしない。科学的民主的な対話
を専らとする。交渉に際しては、提出する要望書において、過去の類似被災事例･その対処
履歴を渉猟したところでこれを紹介し、いくつかの選択肢から行政サイドが選択できるよ
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うに生活再建メユーを例示しておく。これを例示されると、行政サイドでは｢前例がある｣
としてそこからの採択が可能となる。こうしたメニューは、標準化調査実施に際して取り
込んだ学術研究組織に、過去の類似例をあたって該当項目を抽出する作業を委託する。 
 課程･第二段階は、感情的な闘争スタイルを卒業･回避して、科学的に武装した民主的な
組織運営･対行政交渉に乗り出し、これを蓄積しつつ成果を一つずつ獲得する段階である。 
 
第三階梯：伝播 
 課程･第三段階は、こうしたスタイルの周辺地区への伝播に向けての浸透努力の段階であ
る。被災地区には必ず隣接地区があって、今回のような大規模な長期的災害では順次被災
地区は拡大し多様な被害としてモザイク状に重層化していく。噴火災害に伴う火砕流･土石
流被害は斜面･河川の上から下に展開するから、最初に被災した水無川上流の上木場地区は、
未被災地区の中･下流域の地区からは喫緊の対応を求められるなど(｢圧倒的多数の人口を擁す
る中･下流域の私達ために、あなたたちはそこに砂防ダムを造ることを了承して、古里での生活再建は諦め
て立ち去るべきだ｣との要求：古典的なダム建設の上流･下流問題)、復旧･復興と防災をめぐる立場･
視角のズレという集団力学的摩擦にさらされることとなった。しかしながら、いずれは同
事情に陥ることとなることが自明な(既被災地区である上流域ではそう理解できているが、中･下流域
では当事者になるその瞬間が来るまではそれに気づこうとしない、気づかない、考えたくない…)隣接地
区に対して、自らが課程･第二段階で体得したスタイルを伝播する準備･作業を始める。具
体的には、組織づくり、データ収集、議事運営、対行政文書作成法、メディアの利用法な
どをとりまとめてストックする。時期が来れば開陳する。 
 これによって同じ視角･方法論を擁する仲間が増える。被災程度･時期、生活再建諸資源
が異なることで互いに妬み牽制しあうことは得策ではない。最小限のコストで復興公共土
木事業を竣工したい施行者サイドからは、被災者グループ分断の様々なテクニックが駆使
されて攻め寄られるが、これにのせられてつけ込まれる愚も、上述の仲間づくりの際には
慎重に語り伝えられ申し合わされる。 
 実はこうした冷静な被災･復興体験のとりまとめ作業は、臨床心理学で言うところのデブ
リーフィング15に相当する。雲仙･普賢岳噴火災害では、被災者達が 5～10 年かけて成し遂
げてきた生活再建の実相が、そこでの取り組みの数々(第二段階での組織活動のノウハウ等々)と
ともに、次の彼の地の人々に伝えるために整序されることで、自らの体験が初めて腑に落
ちることとなった。伝えることで助けるのではなく(それだけではなく)、同時に助けられて(楽
になって)いる自分に気づくこととなる。give & take ではなく、give & given (伝えることで自
らの平穏が与えられる)であることに気付くこととなる。被災から数年、自らの生活再建は未だ
道半ばとの焦燥感･無念に苛まされることもあるが、それらをも含めて自らの歩んできた道
を顕して対象化したところで、次のステップへの道灯を自ら獲得することとなる。 
 
                                                          
15 壮絶な被災体験を整理･受容･回復させていくカウンセリング･心理的支援法：Debriefing 
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第四階梯：法制度化 
 課程･第四段階は、こうして醸成されてきた復興環境の中で、具体的な復興メニューを法
制度化していく段階である。そこではまずは、復興履歴の物語(第三段階までに語り継いできた
事柄)を書籍化･記録映像化するなどして、同型被災状況に適用できるデータ･アーカイブを
作成する(これは第一段階で参画した学術組織やメディアの仕事となる)。一被災地区での奮闘努力の
姿が、次の異なる災害因の被災地で照会されることで、その汎用性が証明されて、法制度
化への道が拓かれることとなる。雲仙では被災者(警戒区域設定による各種不利益=｢法災｣の被害
者)に対する個人補償が希求･懇願されたが、これは前例なし(｢焼け太りは許さじ｣)として大蔵･
厚生行政からは門前払いされて叶わなかった。そこで、代わって市･県が独自に復興基金を
創設して、これを運用(毎年の利息を利用)して個人の生活支援に充てることとした。雲仙での
工夫から復興基金の制度化が実現した。こうした制度的工夫に加えて被災者個人サイドで
は、寄せられて配分された義援金や工夫･交渉して獲得した損害保険金などを合わせること
で、何とか生活再建資金を捻出することとなったが、こうした表裏様々な工夫の例証が蓄
積されたことで、数年後にそれらが参照されて被災者生活再建支援法の制定につながって
いく。 
 さらに被災者自身が古里再建の土木事業(安中三角地帯嵩上げ事業)を創案･提案して、これを
市･県の復興メニューに位置づけさせることで復興公共土木事業として認可させて、これに
公金を投入させて農地･宅地として再建した。被災者創案･前代未聞の公共事業(下から組み上
げた公共事業)といわれたものである。第二段階で創成した復興環境から導き出された公共事
業であるが、その後の被災地においても、こうした復興住民組織の活動から産み出された
仕組みの数々が、法制度として昇華してくものが見いだされるようになる(地域支援員など)。 
 このように本論文では復興を 4 つの階梯としてとらえ、これまで既定復興批判の住民運
動として把握されてきた復興過
．
程(第 1･第 2 階梯)に、新たに成果獲得のための方法論の学び
合い･伝播と(第 3 階梯)、政治過程としての復興関連法制度化(第 4 階梯)までを含めて、これを
復興課
．
程とあらわしていくこととする。 
 
1-2-2. レジリエンス(resilience｢復元=回復力｣概念) 
 復興を客体として被る土木事業の竣工としてではなく、自治･伝播の主体が歩む課程とし
て捉えると、その課程を修得した被災地･者の強靱さに気付かされる。被災前より一回り大
きく強く･一皮むけた強さである。既定復興のジェントリフィケーションで入れ替わった居
住層のスペック上の強さではない。課程を修得･修了して既定復興･復興災害の激浪を乗り
越えた従前居住者自身(被災者)が、そこにいる。 
 本論文では、そうした課程修了者が体得している強さをレジリエンス概念で読み解いて
いくこととする。 
アメリカで発生したハリケーン･カトリーナ災害(2005 年)を機に、日本にも広く普及した
レジリエンス概念は、当初はその被災の厳しさを乗り越える(やりすごす)被災主体の持つ力
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(｢復元=回復力｣)としてとらえられていたところであるが、これが日本ではすぐに防災行政に
よって引用･吸収されて｢国土強靱化｣16という意訳を付されて政策展開をみることとなった。
それは｢事前復興｣概念が、再都市化戦略(木造老朽家屋群クリアランスの防災都市計画事業)に接ぎ
木された事件のように想起されることがらであった。本稿ここでは、レジリエンス概念を
本義に忠実に、これを日本の復興･防災の現場の履歴に即したところで検討しておく。 
 
a) ｢復元=回復力｣概念 
 21 世紀に入って世界に目を向けてみると、スマトラ沖地震津波(2004 年)、ハリケーン･カ
トリーナ(2005 年)、四川地震(2008 年)、ハイチ地震(2010 年)と大災害が続発している。これら
の災害が分析されて、その背景に貧困対策や地域開発問題が横たわっていることが明らか
になってきて、災害をその災害因(例えば、地震や洪水…)との関係のみで捉えるのではなく、
災害がこのような災害因をきっかけとしながらも、それに社会の構造的要素が重なり合う
ことによって、被害が広範に拡大し壊滅的なダメージに繋がっていくメカニズムの解明･そ
こへの実践的関与に焦点を置く研究が注目を集めるようになっていった。そこでは、｢災害
は、2 つの要因－すなわち、人間集団と破壊を起こす可能性のある災害因の 2 要因－が結び
ついたところに起こる｣とし、｢これら 2 つの要因は、歴史的に作り上げられた脆弱性
(Vulnerability)のパターン―それは場所･社会基盤･政治社会組織･生産分配体制･イデオロギ
ーの中で明らかになる―をもつ社会的文脈の中に埋め込まれている｣(Oliver-Smith, 1998)と
指摘される。こうした視角に基づき社会的脆弱性とそれが形成されてくるメカニズムに関
心が寄せられたところで、脆弱性(Vulnerability)概念が体系的に整理された。そこでは、脆
弱性の形成･進行が、以下のように説明された。 
 
①根元的な原因―貧困、権力構造や資源への限定的アクセス、イデオロギー、経済システム、など
―が、②ダイナミックな圧力―<地元の諸施設、教育、訓練、適切なスキル、地元の投資、地元市場、
報道の自由>―の欠如、および<人口増加、都市化、環境悪化など>のマクロ･ファクター－として影響
を及ぼし、それがさらに、③危険な生活状況―壊れやすい物的環境(危険な立地、危険な建物やインフ
ラなど)、脆弱な地元経済(危機に瀕した暮らし、低い収入水準)―として、具体的な生活場面に顕在化
していく。これが引き金となるイベント(地震、暴風、洪水、噴火、地滑り、基金、化学災害など)と
結ぶことで災害が発生する(Wisner, 2004)。 
 
 しかしながらこの説明は、社会構造の脆弱性の問題関心を高めて、その改善が災害対策
にどのように接続しうるかを分析する糸口を提供するものの、他方で、大状況における脆
                                                          
16 2012 年春から夏にかけて、当時、野党であった自民党は、デフレ脱却を視野に入れて、今後 10 年間
で総額 200 兆円規模のインフラ投資が必要と提言し、これを具体化した国土強靭化基本法案を国会提出し
た。そして、政権について 2012 年度末には内閣官房において、｢ナショナル･レジリエンス(防災･減災)懇
談会｣を設置した。ここではその目的として、｢国民の生命と財産を守り抜くため、事前防災･減災の考え方
に基づき、強くてしなやかな国をつくるためのレジリエンス(強靭化)に関する総合的な施策の推進の在り方
について意見を聴くこと｣が掲げられた。公明党も 2012 衆院選に際して、｢災害に強い国づくりと経済活性
化｣をめざして 10 年間で 100 兆円を集中投資する｢防災･減災ニューディール｣を提唱している。 
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弱性を促進させる根本的原因(Root Causes)に全てを収斂させてしまって体制批判的な議論に
終始してしまう結果を導き、眼前の危機への対処や方策に行き着かない危険性があること
が合わせて厳しく指摘されることとなった。そして、客観的な環境と条件で見る限りでは、
同程度に脆弱な状況にあるのに、地域社会の長期的災害の影響に差が見られるのはなぜな
のか、大状況における脆弱性を促進させる根元的な原因に着目するだけで、災害による深
刻な影響を軽減させることが出来るのか、といった疑問が投げかけられてきた。そこでク
ローズアップされてきたのが｢復元=回復力概念｣である。これはいわば、 
 
…大状況のなかでの客観的な環境や状況を見る過程では見逃しがちな、‘地域や集団の内部に蓄積さ
れた結束力やコミュニケート能力、問題解決能力などに目を向けていくための概念装置であり、それ
ゆえに地域を復元=回復していく原動力をその地域に埋め込まれ育まれてきた文化や社会的資源のな
かに見いだそうとするもの(浦野他, 2007c: 32-33)。 
 
であった。 
 こうした被災地をまなざす災害社会学の視覚が、ハリケーン･カトリーナ災害を契機に日
本にも輸入されて、それ以前の日本独特の被災地研究の視覚･知見の蓄積に接合されてきた。
そこでは、｢地域を復元=回復していく原動力をその地域に埋め込まれ育まれてきた文化や
社会的資源のなかに見いだそうと｣とし、長期的に被災地をまなざし･関与しつづける調査
者倫理の再検討から始まり、｢地域に埋め込まれ育まれてきた文化や社会的資源｣を積極的
に把握･醸成させていくべきこととして、事前復興まちづくり活動の研究実践などが紹介さ
れていくこととなった。ここにおいて、日本で連綿と蓄積されてきた地域防災研究(自主防災
組織研究から事前復興の防災まちづくり研究実践)が｢Resilience：復元=回復力｣概念に接合される
こととなった。 
 
b) レジリエンス概念の出自･普及 
そこで、ここではまず、こうしたレジリエンス概念が我が国の防災に関わる研究実践現
場に取り込まれて来た経緯を概観しておくこととする。 
 
b-1 精神医学･心理学 
｢レジリエンス｣はもともと、物理学などの分野で金属などの弾性を指す概念として使わ
れていたものであるが、人文･社会科学的な分野では心理学において比較的ポピュラーに使
われてきた。統合失調症の親を持つ子ども、悲惨なライフイベントを経験した人、都市の
貧困家庭など、メンタルヘルス上のリスクの高い集団に対する疫学的調査において、｢逆境
を越えてたくましく適応していく一群の個人｣があることが明らかになり、｢劣悪な条件下
の適応力｣という観点からレジリエンス概念が注目されてきた17。 
                                                          
17 第二次世界大戦後の孤児収容施設における子どもの発達･障害についての調査報告などに表されている
(小花和ライト尚子, 2012)。 
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精神医学、心理学分野におけるレジリエンス概念は、それまで｢メンタル･タフネス｣･｢ポ
ジティブ･シンキング｣あるいは｢エモーショナル･インテリジェンス(EQ)｣といった概念でと
らえようとしていたものを解釈する 1 つのキー･コンセプトであった。こうした｢メンタル･
タフネス｣や｢ポジティブ･シンキング｣が、ネガティブな状況をはね返し、傷つかない強い
心を捉えようとしていたことに対して、レジリエンスは、傷ついても立ち直るしなやかな
心を捉えようとしていた。そしてそれは、9.11 同時多発テロ事件後のアメリカ国民の心理
状態の回復や、臨床家がバーンアウト(燃え尽きず)せずに対人援助を続けるために必要な資質、
といった文脈で用いられることと通底する。そこではレジリエンス概念を理解するに際し
てのキーワードとして、①リスク(個人が直面する危機や困難)、②プロテクト(危機を緩衝する個人
的､社会的､環境的要因)、③コンピテンス(ないしアダプテーション)(個人の適応状態や能力の発揮）の 3
つが挙げられる。危機に面しても深刻な状態に陥らずに適応していくことを考えていくに
は、アダプテーション分析の深化が求められた。そしてレジリエンス研究は、精神医学か
ら発達心理学、臨床心理学、社会心理学、医学、福祉などの分野･領域に広がり発展を見せ
る。 
そして例えば発達心理学においては、災害ストレスとレジリエンスという点について攻
究されてきた。地震や津波、火災や事故、戦争や虐待などの経験は、人の心身のバランス
を崩す刺激となる。そして、刺激に対抗し、崩れたバランスを取り戻すためにストレス反
応を示す。ストレス反応は、直後には恐怖、不安、興奮などのショック状態、時間が経つ
と無気力、怒りなどの心的症状や頭痛、めまい、発熱などの身体的不調などとしてあらわ
れる。多くの場合は、時間をかけてバランスを取り戻すが、専門的な対応が必要な PTSD(外
傷後ストレス障害 Post Traumatic Stress Disorder)となり、発達が阻害されるケースもある。日
本で PTSD は、阪神･淡路大震災後、特に着目されてきた。その際には、子どもが暗闇を怖
がる、赤ちゃん返りを示すことなどが見られた一方で、震災前には親が想像もしなかった
能力を発揮し始めた子どももいたという。そのような多様な発達の姿から、従来のように
ストレス反応を抑えたり対抗したりするための耐性だけではなく、ストレス反応を乗り越
える力が確認されて、リジリエンスが着目がされるようになってきた。 
心理学においては、レジリエンスは、｢逆境に直面し、それを克服し、その経験によって
強化される、また変容される普遍的な人の許容力｣とされ、｢この力はすべての人が潜在的
に備えているものであり、個人の資質的要因と周囲から提供される要因、さらに学ぶこと
によって獲得される要因によって構成される｣と考えられている。そうした要因に着目し、
レジリエンスの強化に向けた支援がなされてストレス反応が消えたとしても、被災者の心
の傷が癒され､過去の痛みが消えるということではない。しかし、ストレス反応は軽くする
ことができるのであり、また、被災という逆境から人は何かを学ぶ機会を得ることができ
るのではないか、と指摘されている(小花和, 2012)。 
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b-2 情報通信システムから BCP へ 
9.11 同時多発テロ事件の際、ニューヨーク証券取引所は直接の被害を受けなかったもの
の、証券会社との通信手段が失われたことによって業務の即時再開ができなかった。その
ことを受けて、冗長性(redundancy)、レジリエンスといった概念を手がかりに、どこかの
回路がダウンしても通信が可能となるようなネットワークシステムがめざされた。日本で
も、世田谷ケーブル火災(1984 年)18以降、企業の情報システムの脆弱性･バアクアップの重要
性が指摘され続けていて、様々な対策が図られてきている。 
冗長性(機材や回線の複数化)の設計などが重視される企業社会では、例えば生産･流通システ
ム全体のサプライ･チェーンのレジリエンスなどとして、企業 BCP(Business Continuity Plan：
事業継続計画)として概念化して展開を見ている。 
 
b-3. 環境倫理学から公共政策論へ 
一方、人文･社会科学の領域では、例えば環境倫理学において、ローカルな発想や共同性
を公共性のなかに的確に位置づけるべきとして、例えば、専門家の科学知と地域住民の生
活知を融合して、公共知としてレジリエンスを獲得する過程が注目されてきた。こうした
経緯で、人文･社会科学的な防災･減災研究領域でも、ローカルの智(災害文化)を醸成して地
域防災力向上を睨む研究実践が重ねられてきている。 
また、公共政策分野でもレジリエンス概念が採り入れられている。アメリカではホワイ
トハウスで国家準備体制、国家保護、緊急対応を担当する部局が、国家安全保障スタッフ｢レ
ジリエンス部門｣に統合される(清水, 2012)などしていて、レジリエンスという用語がこうし
た領域に置いても一般化して来ている。 
また、ヨーロッパの地域再生の合い言葉として、ポリセントリック(Polycentric=多極分散型)
とともにレジリエンスが挙げられていて、そこでは｢危機的状況にも対応できる能力｣と訳
されている。こうした研究領域では東日本大震災を踏まえて、レジリエンスを確保するた
めには、天災に備えて｢近代以前から維持されている地域間の結びつきを残していかないと、
結局危険な目にあうことになる｣などと指摘されている(金子･神野, 2012)。 
 
c) 我が国の｢復元=回復力｣事例：結果防災 
 事前復興の防災まちづくり研究実践についての最近の事情については既述なので、ここ
ではこうした概念の普及に遙かに先立つ事例として、阪神･淡路大震災の被災地の一角に位
置する神戸市長田区真野地区の震災以前の数十年に及ぶ長年の取り組みをあげて、そこに
おけるレジリエンスの意義を考えておくこととする。 
                                                          
18 東京･三軒茶屋の地下で電話ケーブル増設工事の際に火災が発生して、世田谷管内の電話回線が不通と
なり、合わせて世田谷区内に事務センターを置いていた銀行のオンラインシステムが損傷して、全国の
ATM に支障が出た。 
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真野地区は、零細な町工場が多い住工商混在のインナーエリアで、1965 年にはじまった
公害追放の住民運動以来、住民たち自身によるまちづくり活動が連綿と続き、｢日本最長の
まちづくり｣と評される地区である(今野, 2001, 2007)。 
真野地区では戦後･高度成長期に、地元工場による公害(苅藻喘息)を契機に住民がその工場
に移転を迫り、その跡地を市に買い上げさせて公園化･緑化推進運動を展開し(1960 年代)、オ
イルショック後の産業構造転換で地区産業が衰退しインナーシティ問題･高齢化問題が俎
上にのぼると、今度はボランティアグループを組織して福祉サービス(寝たきり老人入浴サービ
ス・ひとり暮らし老人給食サービス等々：1970 年代)に取り組んだ。さらに学区規模で｢まちづくり
推進会｣を結成して、神戸市と｢まちづくり協定｣を結んで内発的な地区のまちづくりに取り
組みはじめ、地区計画として木造老朽家屋の建て替えや人口呼び戻しのための市営住宅の
建設など、修復型のまちづくり(都市再開発事業等)を進めてきた(1980 年代)。 
 そして、阪神･淡路大震災に直面することとなるが、こうした地道なまちづくり活動の蓄
積が、結果的
．．．
に震災時には被害を軽減することにつながった。大きな揺れに対して、木造
老朽家屋(長屋)が共同化住宅等(マンションタイプ)に更新されていた街区では、倒壊による圧死
者はでなかった。火災に対しては長年築きあげてきた関係性が奏功して地元企業の協力も
取り付けて初期消火に成功した。避難所での物資配給では弱肉強食の修羅場は現れず、高
齢者対応の経験から配給がスムーズに行われた。さらに復旧から復興まちづくりの段に及
んでは、これまで数十年まちづくり活動を支援してきた各種専門家が集結して｢被災者は被
災地で生活再建を｣との基本スローガンを発表して復興事業の議論を始めたので、他地区で
見られるような「被災者不在の復興都市計画事業」弾劾運動は起こりようがなかった。 
 震災前から 30年余にわたり地元に関わり続けている都市計画コンサルタント宮西悠司は、
しかしながらこうしたこれまでの活動は決して防災対策と銘打って実施してきたものでは
なく、結果的
．．．
に防災的機能が発揮されただけであると強調する。ここから｢結果防災｣とい
うことばが生み出されることとなった。真野では震災まで 30 有余年、その時期毎、自らの
地区における最も脆弱な部分を自覚的に把握し手を打ってきた。そして震災に遭遇しても、
今この瞬間、最も脆弱な部分はどこか、真野では自ら点検し、時間の経過とともに、次々
とそれらを発見し手を打って来た。その過程で地域の様々な社会関係が醸成･蓄積され、そ
れが例えば災害緊急対応の際のかけがえのない基盤･資源となっていた。 
 日常的な地域問題把握の経験こそが防災力を高めるキーとなる。災害とは非日常の出来
事のように映るかも知れないが、それに備えいかに対処していくかということは、まさに
日常生活･その足許へのたゆまぬ視線により担保される。 
 実はこのような、｢結果的な地域の防災力｣醸成のプロセスこそが、外来語のレジリエン
ス(resilience)の内実なのだ(横文字の流行以前から、日本にはその実例が多々ある)。したがってレジ
リエンスは、国土強靱化の公共事業によって発現するものではないということ、最近の政
府による当該概念の曲解･拡大解釈に注釈を加えておきたい。被災地復興の主格は一義的に
は被災者自身であって、グローバルな競争力を求める日本産業界ではない。東日本大震災
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という現実的な被災状況(生活再建を切実に希求する被災者の存在)を等閑に付して、レジリエン
ス概念を一足飛びにデフレ脱却のための公共土木事業の説明用語に援用するのはいかがな
ものか。被災地がレジリエンスを発動･醸成させて復興していく姿を後ろ支えしつつ、その
プロセスを未･非被災地の人々は学ばせていただき、自らの生活地区の事前復興まちづくり
の参考･先例として位置付けさせていただくというのが筋だろう。 
 
1-2-3. 地区防災計画制度 
 こうした生活地区の防災まちづくりの履歴は日本には厚く存在する。それには例えば、
多くの批判を甘受しながらも既述の自主防災組織なども含まれよう。東日本大震災を経て
災害対策基本法が改正19されて、そこに新たに地区防災計画制度が創設された。本稿は 1991
年の雲仙･普賢岳噴火災害の地区復興課程を検討しているので、2011 年の東日本大震災後の
政策展開を議論するものではないが、雲仙の地区対応履歴が今震災に際してひろく照会(公
共事業の組み上げの主体像として把握)されてきているので、その角度からこの地区防災計画制度
に触れておくこととする。 
 
a) 地区防災計画制度の創設 
従来、防災計画は、｢国｣が総合的な計画である｢防災基本計画｣を策定して、それに基づ
き地方=｢都道府県･市町村｣が｢地域防災計画｣を定めて、それぞれの首長レベルで防災活動
を実施していくこととされていた。東日本大震災後に、この市町村の下部に、さらに住民
が主体的に任意に｢地区｣を設定して、そこにおいて地元地区住民の自発的な取り組みを汲
み取って認定していいこうという動きが出てきた。これまでの自主防災組織とこのたびの
地区防災(制度に基づく)組織は、どのように違うのであろうか。 
                                                          
19 2011 年の東日本大震災の発災を受けて、災害対策基本法が改正され、2013 年 6 月の改正において、
その｢第四十二条の 3｣、および｢第四十二条の二｣に、地区防災計画について新たに条文が設けられた(下線
筆者)。 
第四十二条の 3 市町村地域防災計画は、前項各号に掲げるもののほか、市町村内の一定の地区内の居住
者及び当該地区に事業所を有する事業者(以下この項及び次条において｢地区居住者等｣という。)が共同して
行う防災訓練、地区居住者等による防災活動に必要な物資及び資材の備蓄、災害が発生した場合における
地区居住者等の相互の支援その他の当該地区における防災活動に関する計画(同条において｢地区防災計
画｣という。)について定めることができる。 
第四十二条の二 地区居住者等は、共同して、市町村防災会議に対し、市町村地域防災計画に地区防災計
画を定めることを提案することができる。この場合においては、当該提案に係る地区防災計画の素案を添
えなければならない。  
2 前項の規定による提案(以下この条において｢計画提案｣という。)は、当該計画提案に係る地区防災計画
の素案の内容が、市町村地域防災計画に抵触するものでない場合に、内閣府令で定めるところにより行う
ものとする。 
3 市町村防災会議は、計画提案が行われたときは、遅滞なく、当該計画提案を踏まえて市町村地域防災計
画に地区防災計画を定める必要があるかどうかを判断し、その必要があると認めるときは、市町村地域防
災計画に地区防災計画を定めなければならない。  
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 阪神･淡路大震災では、隣近所の助け合いによる救命･救助が不可欠であると広く認識さ
れて20｢共助｣概念が提唱されて、｢自助･共助･公助｣の連関図が国の防災基本計画に反映され
た。これまでの自主防災組織をベースに、そこに阪神以降、｢共助｣のスローガンが被せら
れて、(木造老朽家屋密集地区での高齢者･障がい者の救出・救助の需要に適切に応えるために)｢防災福
祉コミュニティ構想｣が新たに打ち立てられ、これが全国で様々に展開をみていた21。とこ
ろが 10 年ほどして、これが基礎自治体の防災スローガンとして定着してくる頃になると、
現場･自主防災組織からは、｢共助という(新しい防災)システムが担うべき事｣(少なくとも、私は
そこには含まれていない)と考える層が顕現してきていることが指摘され始めた。こうした地元
の｢共助｣の取り組みを、｢共助という防災行政管轄のシステム｣だとして積極的に誤認して
みせる層(地元の活動に自分は関わりたくないという層)があらわれてきていて、参加･協力してく
れないとの現場からの悲鳴であった。自主防災組織が形骸化して｢ペーパー自主防｣と言わ
れた 1990 年代、そして阪神以降措定された｢共助｣概念が形骸した 21 世紀初頭。そこで現
場では工夫が重ねられた。例えば｢共助｣と言わずに｢御近
ご き ん
助
じょ
｣と呼びならわして隣近所(ご近
所)の参加を誘おうという努力も見られる(神奈川県大磯町)。そこに東日本大震災が発生した。
国では、共助･公助の連関を適切に措定する新たな枠組みについて国会で議論を重ねた。そ
して、 
 
自助、共助及び公助がうまくかみあわないと大規模広域災害後の災害対策がうまく働かないことが
強く認識されました。 
その教訓を踏まえて、平成 25 年の災害対策基本法では、自助及び共助に関する規定が追加されま
した。その際、地域コミュニティにおける共助による防災活動の推進の観点から、市町村内の一定の
地区の居住者及び事業者(地区居住者等)が行う自発的な防災活動に関する｢地区防災計画制度｣が新た
に創設されました(平成 26 年４月１日施行)。(内閣府,2013) 
 
として、同制度の展開に向けてその趣旨を記したガイドブックが上梓された(西澤･筒井, 2014)。 
 
b) 地区概念とその主格 
 そこでは、｢東日本大震災では、地震･津波によって市町村の行政機能が麻痺してしまい、
地域住民自身による自助、地域コミュニティにおける共助が避難所運営等において重要な
役割を果たし｣(内閣府, 2013)たことが例示されて、地区22単位で防災計画を策定してく必要性
                                                          
20 ｢阪神･淡路大震災では、地震によって倒壊した建物から救出され生き延びることができた人の約 8 割
が、家族や近所の住民等によって救出されており、消防、警察及び自衛隊によって救出された者は約 2 割
である｣。また、｢自力で脱出したり、家族、友人、隣人等によって救出された割合が約 9 割を超えており、
救助隊によって救助されたのは 1.7％である｣、などの調査結果が示されて(『防災白書』平成 26 年度)、防
災行政によって、公助の限界、自助･共助への期待が吐露されている。 
21 阪神･淡路大震災を経て、地域防災の取り組み事例が精査･紹介される｢防災まちづくり大賞｣が設置され
て、毎年、防災ものづくり、防災ことづくり、防災ひとづくり、各分野の事例収集が進められている。 
22 災対法において｢地域｣とは、原則として 1 つの都道府県又は 1 つの市町村(23 区を含む)を意味する用
語であり、これに対して｢地区｣は、この市町村内の一定の場所を意味する用語である。この｢地区｣は、地
区防災計画制度においては、｢住民等が自らの防災活動が及ぶ範囲内において自由に設定できる｣ことにな
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が強調された。こうして必要性が喧伝されながら、これまでの地域防災力醸成のスタイル
と根本的に異なるところとして、｢計画提案制度｣が強調された。これによって、主体的な
参画を図ろうとされたのであった。まず、 
 
 地区防災計画は、都市部のような人口密集地、郊外、海側、山側、豪雪地帯、島嶼部等あらゆる地
区を対象にしており、各地区の特性(自然特性･社会特性)や想定される災害等に応じて、多様な形態を
とることができるように設計されており、計画の作成主体、防災活動の主体、防災活動の対象である
地域コミュニティ(地区)の範囲、計画の内容等は地区の特性に応じて、自由に決めることができます
(内閣府, 2013)。(下線筆者) 
 
とされて、従来の地域防災力醸成における防災行政が行うエリア設定(町内会･自治会を基盤と
する、小学校区を基盤とする…など)とは別に、地元生活者が把握する危険性をもとに、彼ら自
身によって独自にそのエリアを設定して組織を立ち上げてもよいとしている。そして、同
制度は、｢地域コミュニティ主体のボトムアップ型の計画｣であると前置きしたところで、 
 
地区防災計画は、地区居住者等により自発的に行われる防災活動に関する計画であり、地区居住者
等の意向が強く反映されるボトムアップ型の計画です。また、地区居住者等による計画提案制度が採
用されていることもボトムアップ型の一つの要素です(内閣府, 2013)。(下線筆者) 
 
であるとして、同制度が｢計画提案制度｣に基づくものであることが協調される。防災行政
において計画提案制度が採用されたのは、これが最初である。計画提案制度は 2002 年の都
市再生特別措置法(都市計画法改正)によって創設されたもので、地元住民や NPO によって提
唱される｢まちづくり｣について、これを自治体が規制するのではなく、これらの提案を現
場サイドから組み上げていくことを後ろ支えする法制度的枠組みとして用意されたもので
あった。この制度が防災に取り込まれた。この点が、これまでの地域防災力醸成の自主防
災組織づくりとは一線を画すところであると説明された。 
 
c) 地区防災計画の例 
 同制度の創設に合わせて、地区防災計画学会が創設され、さっそく、個々ローカルに取
り組む事例が報告され出した。例えば、石川県加賀市三木地区(吉崎町など)では、これまでも
地震･津波避難計画(DIG23をもとにしたハザードマップ策定など)を検討してきたが、このたび、県
                                                                                                                                                                          
っており、法定計画としては極めて異例なものである。町内会等や小学校区のような自主防災組織の活動
範囲が｢地区｣として想定されている(災害対策法制研究会,2013)。地域社会学においては、小学校区程度の
近隣地区を地域社会と呼ぶことが多いが、この｢地域社会｣がここで検討している｢地区｣に該当すると考え
られる。なお、内閣府では｢地区防災計画｣によって、｢地域防災力｣を強化できるとしていて表現上の矛盾
を来たしている(｢地区防災力｣ではなく｢地域防災力｣という用語を使用している)。これは、｢地域防災力｣
が、従来から都道府県･市町村、さらにその下部の自主防災組織等の防災力について、エリアの大小を問わ
ずに使用されている用語であることからである(金, 2015)。 
23 防災市民活動が盛んな静岡県では、以下のように DIG を紹介･奨励している。DIG(ディグ)は
Disaster(災害)、Imagination(想像力)、Game(ゲーム)の頭文字を取って命名されました。参加者が地図を
使って防災対策を検討する訓練です。DIG という単語は｢掘る｣という意味を持つ英語の動詞でもあり、転
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境･大聖寺川を越えて福井県あわら市の吉崎小学校に避難することが両県両地区で初めて
協議されて、これを地区防災計画としてまとめようとしている。このように地元住民のリ
スク認識は行政区域を超えるものもあるが、これまでは地域防災は自治体内で完結するこ
ととされていたから、地区住民のそれ(｢市域｣、そしてもちろん｢県域｣を超えることはあり得なかっ
た)を超えた構想を受け止める枠組みは存在していなかった。それが国･法制度によってこの
たび初めて認知･受容されることとなった。こうした計画提案がどのように地域防災計画に
記載されていくか、すなわち｢公文書に登用｣24されるか、今後の課題となっている。 
 本論文では、雲仙･普賢岳噴火災害の一地区の復興課程を論じている。このたびの地区防
災計画制度に合わせて創設された地区防災計画学会では、もちろん学会活動として先行研
究のレビューを重ねる中で、これまでの各地区の防災対策例が再検討されてきた。そこで
は防災社会工学領域では既知の事前復興概念･実例を振り返るところで、過去の被災地の復
興経緯が、長期的復興の経緯として次の被災に向けた防災への取り組みとして、すなわち、
復興－防災のサイクル図の中に位置付けてきたところで、そこで雲仙･上木場復興の履歴が
改めて照会されることとなった。具体的には、雲仙･上木場の取り組みから後発周辺被災地
区へ水平展開を見る住民組織活動の組み立て方(住民の総意を担保した組織の生成から、民主的活
動のスタイル、成果獲得のノウハウ等々)がそれで、それがこの度、計画提案制度を利用した地区
組織の組み上げ方の一つの前例として照会されている25。 
 自主防災組織(1970 年代)、防災福祉コミュニティ(1990 年代)、地区防災計画制度(2010 年代)
と、三度目の絵餅とならないようにするために(大矢根,2014)、そして体制に動員される御用
研究とならないように、リベラルな復興研究の慎重なかつ積極的な参画が求められている。 
                                                                                                                                                                          
じて、探求する、理解するといった意味をもっています。このことから、DIG という言葉には、｢災害を理
解する｣｢まちを探求する｣｢防災意識を掘り起こす｣という意味も込められています。DIG では、参加者が大
きな地図を囲み、みんなで書き込みを加えながら、ワイワイと楽しく議論をしていきます。その中であな
たは、あなたと家族が住む地域に起こるかもしれない災害を、より具体的なものとしてとらえることがで
きるでしょう。また、ゲーム感覚で災害時の対応を考えることもできるはずです。 
(静岡県地震防災センター『DIG ってなあに?』 
http://www.pref.shizuoka.jp/bousai/e-quakes/manabu/dig/01/0101.html)。 
24 地域防災計画にその事例が掲載されたものとして、岩手県大槌町安渡地区の地区防災計画があり、同制
度第一号となったこの地区事例は、『大槌町地域防災計画』の巻末･資料編に全文が掲載された(大矢根, 
2015)。 
25 ｢平成 28 年度地区防災計画制度の普及促進の在り方に関する有識者懇談会｣(2016.12.9)議事録。 
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1-3. 地域社会学的災害研究における臨床被災地研究 
：被災地復興課程調査の研究方法論 
 
 雲仙･普賢岳噴火災害の一被災地区の復興課程を精査するにあたって、本論文では以下の
ように調査手法を組み立てていった。ここではまず、筆者の一般的な被災地復興研究にお
ける諸調査の流れを概説し(1-3-1.被災地復興研究における現地調査)、次いで、被災地区復興課程
に切り込む視角にそぐう調査手法を検討して(1-3-2.被災者に対峙するアクション･リサーチ)、最後
にそこから得られた知見を記述する段において採用された論文記述法、ローカル被災地の
事情を精査するに際して格好の素材の一つであるローカル紙スクラップ帳について概説し
ていくこととする(1-3-3.被災地ローカル各紙統合スクラップ帳の利用)。 
 
1-3-1. 被災地復興研究における現地調査～被災地復興研究の流れ 
 まず、現実的な被災地復興調査の流れを記す。発災を知り現場へのアクセス･ルートを模
索して、被災地とのファーストコンタクトをはかり、インフォーマントとの出会いを重ねつ
つ現地調査体制を調整･構築して、事象への積極的介入も試みつつ･アクションリサーチを重
ねる、そうした研究実践型被災地調査の一般的な流れから、まずはここに記す。 
 発災を知って現地に初めて赴く際には、その時までに手元に設えられている各種のつなが
り、それは例えば、自らがそれまでに参画した産官学協働の取り組みの地元関係者、あるい
は防災や減災に取り組む全国的な行政諸機関(例えば消防大学校－消防学校)のネットワークを
手繰り、在京のそれらにコンタクトをとる。筆者らが個人的にいかに迅速に立ち回ってもマ
ス･メディアの組織的フットワークには劣るから、被災現地の災害対策本部あたりは既に各
メディア･クルーで黒山の人だかりとなっていて、したがって、第二･第三波の調査グループ
がそこに立ち現れては、被災地において調査災害を引き起こすばかりである。そこで無秩序
な調査･メディアスクラムが発生しないように、現地災害対策本部に定時ブリーフィング開
催を申し入れ･願い、最前線取材からは適切な距離をとることとして現地業務の妨げになら
ないように心がける。ところで、本論文テーマである復興研究は、そもそも被災直後の人や
組織の認知行動を探る研究とは異なるので、この時期に慌てて現地に押し掛ける必要はない。
こうしたラッシュが一段落して、そして、応急対応、復旧事業が一段落した頃、発災からお
およそ数週間から数ヶ月経った頃、復興が俎上にのぼり出す直前あたりに初めて現地との具
体的接触を試みることとなる。これに先立って、ライフラインや防災関係機関の緊急対応調
査を受託している場合は、上述のように適切な立ち位置を遵守しつつ調査業務に従事して、
そこで次回以降の復興調査での再訪を約束して帰京することとなる。 
 緊急調査後の再訪･復興調査の初訪問までは何をするのか。まずは在京で国勢調査データ
をたぐり、デモグラフィック要因を整理する。ついで、全国総合開発計画や都市マスタープ
ランの現地状況･数10年分を集め、その進捗状況をファイリングする。なぜなら先述したよ
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うに、復興とはおおむね都市基盤再整備事業として、大型公共土木事業の前倒し実施となる
から。より上位の全国総合開発計画から演繹されるローカルの開発計画を整理して控えてお
く。したがって、復興調査として発災後最初に訪れるべき現地の窓口は、被災に対応した(し
ている)災害対策本部ではなく、市長公室･企画局などとなる。次いで建設省各地方建設局(現･
国土交通省･各地方整備局。当時の雲仙の場合は、九州地方建設局)の出張所を訪ね、復興(土木)事業の
関連図書を閲覧･ファイリングする。 
 在京であわせて地元の『市史』を紐解き、近現代の市制･市政、併せて歴史･文化･習俗を
押さえておく。復興を機械的･一義的に都市基盤再整備事業としてのみとらえるのではなく、
被災者の生活再建、損なわれた地域アイデンティティ再構築過程ととらえるとするならば、
例えば地元祭礼の構制やそれを下支えする地域権力構造などの事前理解は必須となる。この
ことの延長として、被災地に赴いたらまず、図書館･情報公開室で、広報、議会報、議会議
事録の三点セットを数十年分閲覧･コピー･ファイリングする。そこには上記の全総･都市マ
スに連胆するローカル開発計画の審議過程が漏れなく記録されていて、そこで拾える事業名
称、担当部署、役職･氏名から最初にコンタクトすべきインフォーマントの目星がつけられ
ることとなる。図書館か新聞社･支社でローカル紙バックナンバーを閲覧し、そこから諸事
業計画に関わる現地世論動向･オピニオンリーダーを把握する。次項以降で触れることとな
るが、このローカル紙の記事には、上述したような諸情報に基づいた被災･復旧･復興の機微
が丁寧に掲載されている。まずは在京で事前学習を重ね、現地に赴けばまずはこのような現
地資料庫を的確･丹念に回って数日を費やし、併せて踏査(巡検)を試みる。 
 こうして第一インフォーマントにたどり着く。第一インフォーマントには、当該災害の進
展を、あくまでご自身の認知･認識過程に即して自由に語っていただく。そこでは災害過程
のステレオタイプに基づく質問を投げかけてはならない。在京では綺麗に整序されてデスク
のお眼鏡
めがね
にかなった被災･復興シナリオ、それに沿って全国報道されたニュースがストック
されているのであって、それらを在京で事前に読んであるからと言って、現地ではそれをあ
とづけるような質問構成は厳禁となる。被災現地には当該被災者が経験したタイムライン、
他種多様な記憶･記録、それらに基づく試行錯誤の履歴が重層しているのであるから、まず
はそれらを丹念にすくい上げる、その｢聞く姿勢｣こそが重要で、それがラポール構築の前提
となる(この人になら話してもいい、話しておきたい、と思っていただけるかどうか。これをはき違える
と、聞きたいことだけを聞いて風(嵐)のように過ぎ去ったマスコミのかた、大学の先生たち、として現地で
は記憶され、その後はそうした輩として処遇され続けることとなる)。こうしてラポールが築かれると、
スノーボールサンプリングで的確に次なるインフォーマントを得ることが可能になる。在京
ステレオタイプに基づくインフォーマントのセレクションではなく、被災当事者のロジック
でインフォーマントをご紹介いただく。当該事象に関わるマルチステークホルダーの構成が
把握されてくる。 
そして聞き取りのあいだに、われわれは時たま｢相槌｣を打つように、お話の節々に｢楔
くさび
｣
を打つことがある。語られている事柄の災害対応過程全体における相対的位置を示す、われ
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われ研究者側の用語を要所要所に置いていく。お話は行きつ戻りつ、あるいは矛盾をはらみ
ながら問わず語りの形で続くが、インフォーマントは再び話がそこに至ると、今度は、われ
われの用語を意識的にあるいは無意識に使ってくれることがある。そのうちに、インフォー
マントの被災生活を含む語りが整序されてくる。幾度となくお話をうかがう機会を重ね、そ
の都度、｢この間はこんな話をうかがいましたが…｣と、語りをわれわれの文脈で｢整序｣して
提示してみせるところから聞き取りは再開される。同時に、語られたいわば生活課題も｢整
序｣して提示し、ともに考えていかなければならない議題として設定する作業を行う。イン
フォーマントの語る内容を調査者が｢整序｣して提示し、その現状や課題を相対化して把握し、
一緒に解決していく議題として設定する。その際には、彼らの置かれている位置を過去の他
の類似事例の展開過程とのアナロジーで示し、彼らが自らの位置を相対的に把握して、その
展開･行く末をイメージできるようにするよう心がける。こうした調査者－インフォーマン
トのコミュニケーションが蓄積されていくと、調査者には、今この時点で彼らに対して提示
(回答)できなかった諸々のことがら、すなわち、その語り一つ一つの事実の位置づけや展開
可能性･方向性を、改めて考え直して来るという宿題が与えられることとなる。調査者はそ
の問いにこたえるだけの知見･情報を保有しているのだろうか。聞き取り調査(というコミュニ
ケーション)の中でこたえられなかった場合、その宿題をちゃんとこなしてくるだろうか。こ
のことはすなわち、眼前の現象に対する災害社会学的な幅広い奥深い教養の存否と、インフ
ォーマントに対する責任ある持続的な関与の約束、を意味する。 
 深いコミュニケーションが始まり継続されうる関係性の構築過程こそがラポールの位相
ではないだろうか(慇懃無礼な挨拶がラポールではない)。したがって、ラポールを築くプロセス
そのものに、インフォーマントにとっての調査者との｢出会いの喜び｣が内包されていなくて
はならず、調査結果｢還元｣の一部がラポール構築の初期段階にすでに含まれているべきだと
考える。そして、｢実査｣を経てとりまとめられる報告書をお届けするという｢再会の喜び｣
が｢還元｣の本体であって、そしてそれは次なるコミュニケーション(実査)の始まりとなる。 
 さて、的確なラポールに基づき被災地に重層する様々な出来事･諸事情が把握されてくる
と、モノグラフ作成段階で、その詳細、例えば固有名詞(事業所名･氏名)や数値を表記するに
際して、一つの懸念に行き当たる。社会学的調査では一般的に、氏名はアルファベット頭文
字表記(大矢根淳→J.O、あるいはO氏など)でこの懸念を処理することが多い。これは、プライバ
シーの保護という側面とともに、個人名を表記せずとも社会学の論文としては、人としての
識別ができれば十分ということを意味しよう。しかしながら復興現場では、若干、事情が異
なる。そもそも、その文脈での
．．．．
アルファベット表記は実名を晒したに等しい
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。それだけ小さ
な社会のことである。そこでの工夫･努力(戦略)のあれこれは、他被災地でこれを参照しよう
とする者にとって、問い合わせ対象が特定されていない･できないことには、何ら意味をな
さない(本論文では、古今内外の被災地どうしの学び合いを取り上げている)。そこで筆者らの被災地
調査では、ローカルメディア情報(広報や社会福祉協議会、商工会、JC、寺社報等の各種業界紙から、
地元紙の社会面･短信、そして有線放送･ケーブルテレビ番組のナレーションやテロップなど)を渉猟して、
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そこに顔写真や氏名が登場していることを確かめる作業を重ねる。これによって、ローカル･
ルールのもとで公開が許されている情報と判断する。本論文では、購読できるローカル各紙
(『朝日』、『毎日』、『読売』、『日経』のローカル版および、地元紙の『西日本』、『島原』)の被災･
復興関連記事のスクラップを利用した。各紙の短信･雑報には、過日の地区別会合の名称や
参加者氏名･人数などが詳細･簡潔に記されている(このことの適切な取材･報道がローカル紙の役
割の一つとなっている)。 
 本論文におけるデータと調査研究法についてまとめよう。本論文では、質的データ収集を
目的としたインテンシブな聞き取り調査、半構造化インタビューを軸に据えている。対象者
の選定は、ローカル諸情報
．．．．．．．
から得られる当該事象関係者をかわきりに、スノーボーリングサ
ンプリングを重ねて、当該事象に関わるマルチステークホルダー、問題構制の把握を心がけ
た。ローカル諸情報とは、ここではまずは、広報･議会議事録･議会報の掲載情報(各種事業名
称、担当部署、役職･氏名)に加えて、復興(公共土木)事業関連図書およびその該当範囲にかかる(ゼ
ンリン)住宅地図、屋号電話帳(イエローページ及び地元広告代理店等が作成する生活便利電話帳)など
となる(復興土木事業の対象エリアに自宅敷地がかかるかどうか…、これこそが補償金獲得の条件であり、
事業計画図に引かれたかすれた境界線を虫眼鏡で凝視しつつ生活再建資金の算段をもくろむ被災者各層と、
同じ素材を手にしていなければならない)。また、地元土木業、JC、商工会、農･漁協、医師会、
最近ではNPOの構成についても重要なローカル諸情報26となることから、各業界誌の収集分
析もその対象となる。 
 本論文では、被災集落が復興を模索する中で実現させてきた内外の過去の被災各地との連
繋に着目している(復興の前例を学び取ろうとしての、過去の被災地の視察など)。したがって、過去
の他被災地についても同時に、上述のようなローカル諸情報を基にしたその復興の経緯が
(結果的に発掘的に)精査されることとなる。その結果、雲仙調査に関わる｢防災(災害対応)行政の
狭間に参画していった社会科学的災害研究者の一群｣の許には、多くの情報が集積してくる
こととなる。その情報とは具体的には、雲仙にとって近い過去の噴火災害復興事例として、
有珠山(1977年)、三宅島(1983年)、大島(1986年)、桜島(各年)など。土石流対応=流消失コミュニ
ティ再建に関しては長崎豪雨(1983年)、また、砂防ダム建設による古里喪失に関しては全国
のダム建設･生活再建手法についてなど。こうした情報をもとに雲仙で産み出され組み上げ
られてきた生活再建策･コミュニティ再興策は、その後の被災各地、特に、2000年の東京都
三宅島･北海道有珠山の噴火、陸の孤島･過疎集落の被災対応･復興策として2004年の新潟中
越地震(崖崩れによる河川堰止湖への水没集落)、岩手･宮城内陸地震･栗駒高原(2008年)、そして東
日本大震災(2011年)のリアス式海岸の小集落に伝えられていくこととなる。現在では、日本
災害復興学会(関東ブロック学術推進委員会)と｢火山地域の市民団体相互支援ネットワーク(通
称：火山ネット)｣が、こうしたデータベースおよび人的資源蓄積のハブとなっているが、その
                                                          
26 復興が焦点となるところにおいての国政･ローカル選(首長、県議･市議)の後援･支援構造、その三バン(地
盤･看板･鞄)の動向把握は欠かせない。復興はこうした諸選挙および予算編成期にドラスティックな動きを
見せる。 
 100
源を辿るとその基点はこの雲仙調査グループ：社会科学的災害研究者の一群
．．．．．．．．．．．．．
27にある。雲仙
でのこのような調査研究の一環としての、学びそして助け合い伝えあう研究実践交流のあり
方についても、本論文で採る調査研究法に触れるものであることを記しておくこととする。 
 
1-3-2. アクションリサーチ(あるいは研究実践) 
 刻々と変化する被災状況に対峙して、そこに積極的に参画し、敢えて言えばそこに介入
しつつ調査を続ける、そうした調査研究の一スタイルにアクションリサーチ(矢守, 2010)があ
る。本論文ここではまず、これに倣いつつ、被災地における研究実践について検討を加え
ていきたい。本論文で採る調査研究の方法としては、ここで検討するアクションリサーチ
に大きなシンパシィを感じている。矢守は実践的な人間科学の在り方を自問しつつ、アク
ションリサーチを 10 年以上にわたって継続して、これを短絡的に社会調査の一手法として
位置付けることはせずに、調査研究におけるフィールド、インフォーマントとの関係性を
示す包括的な概念であると措定する。この言説を読み解きながら、被災地区復興課程を対
象とする本論文で採る方法論との重なりを検討しておく。 
 なお、本論文は被災地区復興課程を把握し詳述するところまでを扱っており、矢守がア
クションリサーチで提唱する現場への具体的･直接的介入、未来構想的な政治的実践の位相
にまではたどり着いていない(矢守はそれをクロスロードという防災ゲームを開発して地区での共同
実践として進めている(矢守他, 2005))。本論文においてその位相･実例については、筆者の調査の
眼前で繰り広げられていた復興にむけての研究実践を例示28するにとどめることとする。 
 
a) research in action 
 まず矢守は reseach in action(杉万, 2007)を説く。社会的課題に研究者が対峙する諸現場に
おいては数多くの営み、それには医療的、宗教的、政治的、経済的…な営みがあって、研
究的営みはその数多くの営みの一つに過ぎないことから、これを(action research ならぬ) 
research in action であるとする。だからまずは現場において、研究者の営みそのものの要
不要が自省されなくてはならないとして、場合によってはその調査がなされないべき
．．．．．．．．．．．．
であ
る、という自省･選択もなされなくてはならないとする。｢当事者が生身をさらして生活を
かけている実践の現場に―それがカウンセリングであれ現場実験であれ、量的な分析であ
れ質的な分析であれ―、それまでそこになかった研究(リサーチ)という活動をそれまでそこ
                                                          
27 その当時、その一群は通常、在京で、消防庁･消防大学校の各課程講義担当者として教壇に立って、全
国各地方公共団体から中長期で派遣されてくる消防学校教員･消防署員との関係性を創り、合わせて、国土
庁防災局の各種調査研究を受託して全国被災各地の緊急調査に就いていた。その中核は当時の東大新聞研
で、それを後ろ差さえしていたのが未来工学研究所や総合研究開発機構など老舗シンクタンクであった。 
28 本論文･第 3 章･第 4 節においてそうした実例として、雲仙･普賢岳噴火災害の直接被災地･上木場集落
において地区の復興団体のブレーンとして参画した社会工学者･木村拓郎の業績を紹介する。上木場で各種
調査に従事して被災者の生活再建に向けた要望をまとめ上げ、その後は隣接被災各地において、地区住民
の総意を担保した組織を設立する必要性を説き、その設立を支援しつつ、そうした科学的民主的復興運動
を組み上げていくノウハウを広めていったことで、その研究実践の履歴が評価されて、ローカル行政の復
興計画策定に参画することとなった。 
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にいなかった研究者が持ち込むという介入をなすべきか否か、という極めて重大な判断｣(矢
守, 2007: 11-12)がまずは迫られる。 
 そうした現場での実践の一部にアクションリサーチは位置づけられている。したがって
矢守は、 
 
アクションリサーチという言葉が用いられるのは、研究者がある集合体や社会のベターメント(改善、
改革)に直結した研究活動を自覚的に行っている場合で、それをよりよい方向へと転換していこうとす
る社会運動とかかわりをもつため、価値観やイデオロギーが反映されることとなる。…さらに一歩踏
み込んでアクションリサーチとは研究活動を未来構想的な政治的実践へと変革する活動である(矢守, 
2007: 13) 
 
とさえ言われていることに触れている。社会学的調査においては、対象への接近において
適切な距離感が謳われる場合もあって、そこでは｢よりよい方向へ｣という価値を抱いて当
該活動に参画する｢運動｣は、純粋学術的調査とは腑分けしてとらえられる。そこには｢研究
者と研究対象(者)との絶対的分離を前提とした自然科学的研究をその根底に持つ論理実証主
義｣があるのであるが、一方では、｢両者を一線で分かつことはできないと考えるスタイル
――すなわち人間科学｣(矢守, 2007: 6)がある(それは社会構成主義を根底に持っている)。そこでは
研究者と対象者との関連が以下のように読み解かれる。 
 
研究対象である人びとが特定の社会的構成の作用の埒内にあることを、研究者が、両者の絶対的距
離を前提に客観的に発見したかに見える局面があることは事実である。しかし、そのとき、研究者自
身も、研究(たとえば、観察や調査といった活動)が意味あるものとして成立している世界を研究者の
眼前に現出させている社会的構成作用の範囲内にある、かつ、―より重要なこととして―研究対象者
について研究者が何ごとかを認識しえたという事実は、両者が少なくとも部分的に重複した意味世界
(同じ社会的構成作用の範囲内)に生きていることを示している(そうでなければ、研究対象者は、研究
者にとって、端的に理解不能で意味不明の存在にとどまるはずである)(矢守, 2007: 7-8, 14)。 
 
対象を客観的に｢とらえる｣ところでは、実は同時にそれが｢理解｣されてもいて、同一の
意味世界が踏みしめられて共有されていることが説かれる。矢守はこうして哲学をベース
とする心理学における認識論(社会的表象主義と社会構成主義：矢守, 2007: 175-210)をさらに問い
深めていくこととなるが、本論文ここではそれにこれ以上踏み込まないこととする。ここ
までのところで、研究者が対象を理解するに際して、そこでは共通の意味世界に立脚して
いる両者=研究当事者(研究者+研究対象者)があることを確認しておきたい。すなわち社会的課
題として認知(して何らかの調査を開始)した研究者の存在によって、対象への介入の第一歩は
すでに記されているということを。 
 
b) ｢盛解｣のインターローカルな･インタージェネレーショナルな意義 
 そこでは対象に真摯に向き合いつつ、そこで紡ぎ出されてきた解が丹念に拾われる。そ
こでは、｢特定の現場(ローカリティ)において、当面、成立可能で受容可能な解－｢盛解｣(ユニ
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ヴァーサルな｢正解｣ではなく空間限定的･時間限定的なそれ)－を研究当事者(研究者と研究対象者)が共
同で社会的に構成すること｣が目標とされる(矢守, 2007: 22)。そこでは研究者の保有する先行
研究から、｢他の現場における『盛解』や、過去における『盛解』が、今この現場の未来に
おける『盛解』の候補として位置付けられる｣(矢守, 2007: 23)。 
 
インターローカリティ、すなわち、複数の現場間の比較･対照作業、および、インタージェネレーシ
ョナリティ、すなわち同じ現場の複数時点間の比較･対照作業、以上 2 つの重要性が導かれる。すな
わち、他の現場や過去の現場における｢盛解｣は、―今この現場においては、とても｢盛解｣たりえると
は思えないようなものも含めて―未来の｢盛解｣の潜在的ストックとみなすことができる(矢守, 2007: 
23)。 
 
 研究者サイドには、こうして蓄積されたある時･ある場所の｢盛解｣が先行研究として蓄積
されていて、眼前の展開事象と同型の｢盛解｣が研究者によって適宜引き出されてそこに紹
介されることとなる。これを紹介された現場当事者はそれを自身の事情に照会して(躊躇･呻
吟しつつこれに賭けることとして)選択･採用し、眼前の課題に臨む。 
 こうした実践として位置付けられるアクションリサーチは、したがって、社会調査法(技
法の種類)―それは例えば、質問紙調査、実験室実験など―の区分の一つと同一視してしまう
と、そのポテンシャルを矮小化してしまうことになると矢守は忠告する。そして｢アクショ
ンリサーチは、研究者と対象者とを含めた研究当事者が実践に臨むときの態度、あるいは
当事者間の関係性を指した概念｣であること、そして、｢アクションリサーチでは、目標と
する社会状態へのベターメント(変化)を念頭に置いている以上、一般に、単発的な研究(現場
でのやりとり)で一気に片がつくことは稀で、当事者たちの長期的な共同活動が要請されるの
がふつうである｣ことを強調する(矢守, 2007: 24)。 
 矢守はアクションリサーチを重ねながら、各実践現場で｢盛解｣を蓄積し、一方で未被災
地での防災への取り組み資料としてそれらを紹介･照会している(その具体的手法が防災ゲーム
で学ぶリスク･コミュニケーション手法であるクロスロードである(矢守他, 2005))。 
矢守の研究実践の基本的認識･方法論を見たところで、次に、これに符合するところの、
筆者の地域社会学的復興研究における方法論について、その認識論的先行研究をあげてお
くこととする。 
 
c) 研究実践：pratique 
 被災地区の復興課程研究では、いかに｢盛解｣が希求されるのか。まずは社会学における
対象への実践的関与をめぐる議論を振り返ってみたい。 
科学論の立場から現代思想を批判的に再構築する中村雄二郎は｢臨床の知｣概念を提示し
て、そこで｢パトス的知｣の重要性を指摘している。人間はみな身体を持ったパトス的(受動的･
受苦的)存在であり、そうした人間の弱さの自覚の上に立つ知=｢パトスの知｣が今、あらため
て見直されなくてはならないとする。通常の｢科学の知｣と対照させて｢パトスの知｣を捉え
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て、まず、｢科学の知｣は事物を対象化し操作する方向で因果律に即して成り立つのに対し
て、｢パトスの知｣は環境や世界が我々にあるすべての物事の兆候、表現について、それら
のうちにひそむ重層的な意味を問い、私たちの身に襲いかかる様々な危険に対処しつつ、
濃密な意味を持った空間をつくり出す知であって、こうした｢パトスの知｣は近代科学の知
と対立するとはいっても、｢学問的な知｣と相容れないわけではなく、それどころかすぐれ
て現代的な新しい学問(精神医学･文化人類学･動物行動学)のうちに｢臨床(フィールドワーク)の知｣
としてあらわれている、と説明する。そうした学問領域では、これまでの科学概念からは
み出した学問･対象との身体的な相互行為が、理論そのものにとって決定的に重要な学問と
なっている(中村, 1984: 187-189)。 
 ｢臨床の知｣(の実践)を求める被災地区復興課程研究は、そこで生起している事柄の記述や
因果律の解釈をこえたところで、対象にどう対峙するのか。｢研究｣と｢実践｣という側面か
ら考えておきたい。 
 ブルデュー(Bourdiew, P.)は日常的な慣習行動という意味で通常使われる｢プラティック
(pratique)｣を、研究という営みに従事する者に引きつけて、｢研究実践｣として読み込む
(Bourdiew, 1980, 1981)。行為者の日常的な実践はその行為者が置かれた社会的諸条件から影
響を被る。研究者はこのように、行為者の存在被拘束性を客観的に分析はするが、研究と
いう営みを介して現実に関与しつつあるという、自らの存在被拘束性に関しては往々にし
て無自覚であることが多い。そこで、そうした認識論的断絶によって生じる弊害を緩和す
るために｢参加的客観化｣というポジションを想定する。研究者が研究対象に対して持つ社
会的距離、すなわち文化的権力を有したアウトサイダーとしての客観的な観察者の視点に
起因する距離を、それ自体あたかも調査状況の一部として普遍化してしまうような偏向が
生じてしまうのは、認識論的断絶と社会的切断との表裏一体の関係を見落としてしまうた
めで、そうした認識論的断絶=社会的切断によって生ずる諸作用の分析自体を研究活動の中
で不断に行うことで、自らの位置を再検討して｢参加的客観化｣の位置を獲得できると考え
るのである。調査状況に対する研究者の関わり方は、客観主義の行う認識論的=社会的切断
による把握か、あるいは主観主義の行う状況に一体となった参加による理解かという対立
に終始するものではなく、むしろ参加的客観化を通じて、研究者の主観的参加が調査状況
に及ぼす影響について省察し、また客観的観察者の認識論的切断が産出する研究者と行為
者との距離を理論化することで、新たな地平が開けることを示唆している(三浦, 1998: 
204-206)。 
 こうした研究者のポジションに関する一般的考察を、地域社会学のフィールドにおける
｢研究｣自体の位置づけを問うところから発して、研究者の社会的役割について検討してき
ているわが国における社会調査論の古典をここで見ておきたい。 
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d) ｢研究室的研究者｣･｢実践者｣とモノグラフの連作 
 古島･福武『農村調査研究』では、何も｢調査は決して研究者だけのものとして考えるこ
とは許されない｣として、研究者である｢われわれの眼にふれない所で、調査はおこなわれ、
それにもとづく活動が進められている｣(古島･福武, 1955: 11)ことにまず注目する。その上で
｢研究室的研究者｣と｢実践家｣の二つの立場を想定し、前者は｢わが国農村の一般的特質｣の
解明を課題とし、後者は｢自分たちの直面している｣課題を解くために、｢個別地点の特定現
象の諸条件相互の規定的関係そのものをあきらかにすること｣(古島･福武, 1955: 38)を調査の
課題としていると説明する。その上で、この調査論が書かれた 1950 年代の｢調査｣に対する
社会的批判、すなわち、研究室的研究者の行う調査の社会的存在意義について検討を加え
ている。 
 
われわれの研究機関に属する研究者の調査研究は、研究者の主観的意図の如何に拘わらず、個別の
村の特殊問題の理解･解決のためのよりどころとなるよりは、わが国農村の一般的な特質をとくため
に、一のサンプルを与えるという意味を持っている。固有名詞であらわされた特定の村の姿としてで
はなく、記述に数え上げられたいくつかの条件を備えた村々の典型としての客観的把握を与える意味
を持ち、そのようないくつかの条件をとりあげることの中で特定の村をこえた一般化の可能性を備え
ることも不知不識の間に求めるのが常である(古島･福武, 1955: 2)。 
 
として、研究室的研究者の立場を概説し、調査報告書に描き出される村の姿が、研究室的
調査者の場合には｢いくつかの条件を備えた村々の典型｣としてとらえられる。それに対し
て実践家の場合は、解くべき特定の課題に対応して具体的な｢諸条件相互の規定関係｣を示
すものとして｢特定の村の姿｣そのものになるという。 
 研究室的研究者の調査研究が｢わが国農村の一般的特質｣の解明を課題とするというとき、
実はその｢一般的特質｣の解明とは、ある特定の問題を解くにあたってのそれであった。つ
まり、実践家も研究室的研究者も直面する特定の課題を解くために調査研究を行うという
点では同じなのであり、違いは、その特定の問題が、一方は個別の村で村の人が直面する
ものであり、他方は｢個別の村｣の課題を越えて｢いくつかの条件｣を備えたわが国の農村一
般に通ずる普遍的問題だ、という点にある(野原, 1985: 29)。 
 そして研究室的研究の調査研究の社会的存在意義として主張されているのは、以下の点
であった。 
 
｢いくつかの条件｣を共有する別の個別の村では、その｢典型｣で解明されたところを前提に、そこに
その｢別の村｣の特殊的･具体的な条件を重ね合わせれば、それは、その｢別の村｣での特定の問題を解
決するためのよりどころとなるのである。つまり問題の生起しつつある現場という意味での最前線で、
特殊的･具体的な条件の分析とそれにもとづく行動の具体化を課題とする｢前衛｣としての実践家に対
して、そこから一歩退いたところで、その特殊的･具体的な条件の前提となっている｢いくつかの条件
をそなえた｣ところでの｢わが国農村の一般的特質｣の解明を課題とする｢後衛｣として研究室的研究者
の調査研究も、実践家の仕事の前提の分析を与えるものとして｢存在意義がある｣のである。知的な分
業と協業はこのようにして成り立つものと思われる。もしこのような｢典型｣の解明という前提を欠い
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たところで、一から十までのいっさいを、切迫した課題に直面する実践家が解明しなければならない
としたら、そうした前提を有する場合に比べ、実体を踏まえた解決策の提示への道程は、はるかに長
く険しいものとなるだろう(野原, 1985: 27)。 
 
 こうした分業と協業がフィールドで行われているとした場合、そこで蓄積される調査報
告書にはいかなる意義があるのであろうか。似田貝は論文｢コミュニティ･ワークのための
社会調査｣の中で奥田道大が提唱する｢『調査モノグラフ』の連作｣(奥田, 1983: 196-215)に触れ
ている。 
 住民と専門家がそれぞれに当該問題に取り組む中で、両者の行動があくまでも当該の対
象に関わっている状況で｢対話｣が行われ、その過程でテーマ(課題)が発見されて来る。テー
マや具体的対象が両者により探求され続ける間、時間とともにテーマが(まず発見され、そして)
転換･移動･深化していくのであるが、その過程で｢調査モノグラフの連作｣が提案されてい
る。すなわち専門家が調査にもとづき、暫定的な調査モノグラフを作成し、 
 
｢現場での検討会で住民たちに解読してもらう。…最初のテーマは住民が調査者に与えた。今回は、
調査者が住民に提案したのである。そして住民たちの考察を通して、調査者･専門家のそれまでの考
察を再検討するのである。このようにして調査者･専門家･住民などの考察者によって行われた現状分
析は、検討会の対話を経て、テーマや対象、そしてそれらの内容や構成要素、あるいは問題群の配列
やレベルの重なり方などの再確認、発見、移転、転換が指示されていく。仮説や人々の行動や組織づ
くりなどは、こうした対話の中で確認される。それらが正しいか誤りであるかを確認する必要がある。
したがって調査者･専門家にのみ仮説検証という実践があるのではなく、参加し役割を担う住民も、
ここでは一つの検証行動 test action を行うということを忘れてはならない｣(似田貝, 1986: 445)。 
 
と、フィールドにおける調査者と対象者との恊働が説かれていて、その過程で中間的暫定
的総括としての｢調査モノグラフ｣が作られ続ける。 
 
e) 臨床的被災地研究 
 地域社会学における実践的なフィールドワークを、｢典型｣の把握、モノグラフの連作と
いう現場への反復的長期的関与の調査スタイルのあり方として検討してみた。 
 そこで調査者が、対象現場の事情やインフォーマントの語る現実を正確に記録してそれ
を分節化して解読してみせるという知的な貢献を果たせば、その分節化された現実は、イ
ンフォーマントにとっては固有の一期一会の経験でも、それは研究者サイドに分厚く蓄積
された実践例(アーカイブ)の中の某かとのアナロジーとして理解されて現場に提供され、現場
ではそれを照会することが可能となる。研究者には眼前の現象に関わる幅広い奥深い(社会学
的)教養を駆使して、その現象の①類型と、②位相を、嗅ぎ取りわかりやすく概説する表現
力が要求される。すなわち、その現象は、①過去のどの事例のどの場面と同型なのか、そ
して、②その過去の事例はその後いかなる展開を見たのか、そして眼前の現象は今、その
展開過程のどこに位置すると考えられるのか。 
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 分節化して把握された現象を現在･過去において比較してみる際に使われる手法が｢組織
的比較例証法｣(Systematic Comparative Illustration、以下、比較例証法)である。社会のある一定
の全体性を、歴史的な変化を含めて把握する方法として比較社会学の方法として定着して
きたもので、それは 
 
｢実験的方法、統計的方法と全く同じ論理に基づいて構成され｣ていて、｢すなわちここでは独立変
数の従属変数に対する時間的先行、両変数の共変、そしてその他の重要な変数の統制という条件が追
求されている。しかしそのような比較例証法は、実験的方法とは異なり、研究者が自らの意志によっ
て、状況を操作しているわけではない。…。比較例証法においては、サーヴェイ･リサーチの方法と
同じように、研究者は概念的に変数を操作して、因果関係についての推論を行い、歴史的資料によっ
て、その推論を実証しようとしているのである｣(高根, 1979: 141)。 
 
 ｢概念を連結させて命題(→仮説)を構成｣(栗田, 1996: 1-14)し、そこにおける因果関係を歴史
的資料をもって例証してみせるということを、被災地における聞き取りで把握された生活
課題とそれへの過去の対処例という、成功を導いた事例とのアナロジーで提示すること、
これを聞き取りの回数を重ねる中で適宜示し続けることが、被災地研究の社会的還元方法
の一つとなる29。 
 次に、そうした現場で把握された事象･データの適切なストックのあり方、そのデータ利
用の可能性について考えていきたい。 
 
1-3-3. 被災地ローカル各紙統合スクラップ帳の利用意義 
 ここでは本論文で採用される現地調査データのうち、ローカル紙スクラップ帳について
考えていく。 
 本論文における調査では、被災地に重層する様々な出来事、復興諸事情に関するデータ
を収集していく。そこで筆者は現地に赴くとまず、行政各部署で関連資料(復興公共土木事業
関連図書や被災以前に採択されている都市マスタープランなど)を収集し、合わせて地元図書館、民
俗･歴史資料館等でデフォルトとしての被災前地域状況の把握に努めたが、その段取りにつ
いては前述したとおりである。ここでは、その中でもローカル各紙の利用意義について検
討しておく。本論文では次章以降、被災現地の状況を著すに際して、筆者自身の聞き取り
記録も示していくが、おおかたをローカル紙記事(を抄録してそれ)によってその現場の事情
を語らせる方法を採っている。それは一つには、ローカル各紙の短信･雑報には、被災･復
旧･復興に関連する各種情報が日毎詳細に掲載されていて、例えば、過日の地区別会合の名
                                                          
29 北海道有珠山噴火(2000 年)による洞爺湖温泉の営業被害、観光業再興の時間的スケールとそれにそっ
た地元における社会的課題への対応は、同種の災害因によって同規模の被害を被った同業の被災･復興の実
例として雲仙･普賢岳噴火災害(1991 年)の事例がアナロジーとして考えられた。被災概況のアナロジーのみ
ならず、そこに投入される法制度は同一国内で同一のものである。2000 年の有珠山噴火に際しては、住宅
再建や観光業再興の具体的なアドバイス(法制度の弾力的解釈･運用の諸ポイント)が、1991 年に噴火災害を
被った雲仙普賢岳噴火災害の被災地島原市から送られているし、実はその島原市は 1991 年の噴火の際、
1977 年の噴火災害をどう克服してきたかという点を洞爺湖温泉から詳細に教示されていた。その際には、
同種の生活課題を抱えた具体的な個人像が俎上に上り、具体的な生活問題解決策が紹介･照会されていた。 
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称や目的、参加者氏名･人数などまでが具体的に記されていて正確なローカル記録となり得
ていること。もう一つには、各現場で入手した情報を論文等に執筆するに際して、どこま
でを著していいのか難しい場合、ローカル紙に記載されていることで、それが被災地ロー
カル･コードのリミットであるととらえられたからである。このような事情･理由でローカ
ル紙記事を論文に抄録して語らせる手法を採ったところであるが、これによって現場事情
がことのほか豊かに再構成しうることが確かめられた。本論文ここでは、ローカル紙記事
をデータとして利用する戦略と意義、そしてそうした意義が確認されたところで、これま
での･そしてこれからの被災各地で、被災･復興データベースとして同種の記事データベー
スを作成していく意義とその作業上の留意点について検討を加えておくこととする。 
 
a) 『島原図書館新聞スクラップ帳』とそのデジタル化作業 
市立島原図書館で『島原図書館新聞スクラップ帳』を目にしたのは被災地調査のごく初期
のころであった。図書館カウンター左横の閲覧者用ロッカーの脇に、青い A3 判スクラップ
帳が、その当時は数冊だけ収められていた(図 1-9)。手に取ってみると、最初の 1～2 冊は島
原市の歴史や文化、祭･催事などに関するローカル紙の記事がスクラップされていて、また
別の冊子には地元高校サッカーの有名校･国見イレブンの活躍が数 10 ページにわたって(特
に、毎年お正月の全国高校サッカー選手権大会の頃は)取り上げられたりする。スクラップ帳は平成
元年 4 月 1 日からスクラップ作業が始まっていて、1991 年の 6.3 大火砕流とその直前 1 カ
月ほどの土石流の発生状況が、前年 1990 年晩秋の約 200 年ぶりの噴火の件とともに、スク
ラップ帳として蓄積され始めていた。 
 スクラップ帳のローカル紙･記事には、全国紙･東京版には決して載ることない、したが
ってその『縮刷版』(東京本社版をもとに月ごとに製本･刊行)にももちろん掲載されていないロー
カル短信の数々が載っている。支局の記者は日々、所々に取材に赴いて、例えば被災者集
会の模様も具に執拗に伝えている。小さな記事の一つ一つにこれら貴重な情報が、その場
を適切に掴み取った写真とともに掲載されていて(図 1-10)、紙面からは、何が議論されたの
図 1-9 『島原図書館新聞スクラップ帳』の所蔵状況 
出所：筆者撮影(2015.12.27) 
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かに加えて、誰がどのような席順で出席していたか、会場の雰囲気はどうだったのか…ま
で豊かに伝わってくる。 
 
 
 
 
 ここではこのようなローカル紙スクラップ帳の、被災地復興研究にとっての意義と課題
を確認しつつ、この度こころみた｢『島原図書館新聞スクラップ帳』デジタル化作業(仮称)｣
の経緯と意義を記して、筆者にとっては現地入手した一次資料としてのスクラップ･データ
を、論文で使用するに際して整理･加工してきた、その作業過程を記していくこととする。 
 
b) 新聞デジタル版 
 全国紙の東京版は縮刷版として一か月ごと図書として刊行されていて大学図書館などに
所蔵されているので、誰でも自由に閲覧できる。しかしながら全国紙といえども地方版は、
特に大きな出来事がない限り縮刷版としてまとめられることはない30。ところで最近では、
                                                          
30 例えば、阪神･淡路大震災(1995 年)が発生すると『読売』では、1 月 17 日付｢号外｣から 2 月 17 日付夕
刊までの一か月分について、普段は縮刷版を発行していない大阪本社発行の最終版
．．．．．．．．．．
紙面から重要記事
．．．．
を一
冊の本にまとめて『大阪読売特別縮刷版 阪神大震災』として発行した。しかしあくまで重要記事をセレク
トしてまとめたもので、大阪版をそっくり縮刷版にしたものではない。東日本大震災で『朝日』は『朝日
図 1-10：九州ローカル紙の紙面(例) 
出所：『島原図書館新聞スクラップ帳』より(本論文 p.114 および巻末資料参照) 
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各紙、デジタル化が一気に進められていて、特別に有料契約31すれば全国紙各地方版もバッ
クナンバー、蓄積記事を読むことができるようになった。例えば今、ここ東京で、雲仙･普
賢岳噴火災害(1991～)から 25 年を経て先日、大規模火砕流の直接被災地･上木場集落で行わ
れた追悼行事についての記事(『朝日』の西部版)が、新聞デジタル版のサイトからキーワード
検索(以下の事例は、『朝日新聞』DIJITAL の｢新聞記事検索｣)によって、以下のように容易に閲覧
できる。『朝日』西部版は、朝日新聞西部本社(九州･沖縄･山口 9 県)が発行しているものであ
る。 
 
大火砕流 25 年 雲仙･普賢岳 山に届け鎮魂の調べ／長崎県 
 自然の脅威を思い知らされたあの日から 25 年。島原市内は 3 日、災害の教訓を再確認する｢いのり
の日｣となった。43 人の死者･行方不明者を出した大火砕流。慰霊碑では…(以下略：筆者) 
(『朝日新聞』2016 年 6 月 4 日,西部版･朝刊) 
 
 各大学図書館では学内LAN限定として各新聞社と契約してデジタル版の閲覧を可能にし
ているところも多い。例えば筆者の所属する大学の図書館では、『朝日新聞』の｢聞蔵Ⅱシ
リーズ｣、『毎日新聞』の｢毎索｣、『読売新聞』の｢ヨミダス歴史館｣などが導入されていて、
これらの閲覧システムを利用すれば、研究室や学内 PC 端末室に居ながらにして、過去の現
地版記事を閲覧できる。しかしながら、それも｢本社｣としての｢東京｣｢大阪｣｢福岡｣等の版
に限られていて、その他｢地方版｣の閲覧はかなわない。『毎日』では、地方版のうち｢九州｣
には｢福岡｣｢佐賀｣｢長崎｣｢熊本｣｢大分｣｢宮崎｣｢鹿児島｣の各版があって、筆者は｢長崎｣版を
閲覧したいと目論んでいたところであるから、試しに大火砕流被害を報じる記事を検索し
てみた。例えば『毎日』･｢毎索｣で｢1991 年 6 月 4 日｣(大火砕流発生翌日の日付)とその周辺に
数日をキーワードとして入力してみると、次の画面で｢面種｣を選択するようになっていて、
そこには｢本社｣｢別刷｣｢号外｣とあって、｢本社｣を選ぶとその下位で｢東京朝刊｣｢東京夕刊｣
｢大阪朝刊｣｢大阪夕刊｣から一つ選択するようデザインされている。残念ながら地元･島原市
(長崎県=西日本)で販売されていたローカル版に達することはできない。 
 そこで、新聞記事データベースの在り処を様々に検索･手繰って、当該のローカル版にた
どり着けるところはないか探した。国立国会図書館の HP に、｢リサーチ･ナビ｣というサイ
トがあり、そこに｢無料記事検索サービス｣がある。以下のようなトップページの構成とな
っている(図 1-11)。 
                                                                                                                                                                          
新聞縮刷 東日本大震災 特別紙面集成 2011.3.11～4.11』(2011 年 5 月 30 日)を刊行しているが、これは東
京本社版･朝刊･夕刊･最終版によるもので、オピニオン面、｢声｣欄、地方版は除かれている。 
31 デジタル版だけの定期購読も可能だが、宅配新聞朝夕刊購読料金に若干の追加料金を支払うことで全デ
ジタル版を閲覧できるサービスが提供されている。 
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図 1-11 国立国会図書館 HP｢リサーチ･ナビ｣の｢無料記事検索サービス｣画面 
出所：https://rnavi.ndl.go.jp/research_guide/entry/theme-honbun-700003.php 
 
 
長崎版を収めているところを探して、｢～全国紙の記事検索～｣の下にスクロールしてくと、
「～地方紙(県)の記事検索」の項があって、そこに、 
 
●新聞記事（郷土関係）見出し検索 / 長崎県立長崎図書館［last access:2015.7.24］ 
http://www.lib.pref.nagasaki.jp/newspaper/index.php 外部サイトへのリンク 
長崎市内で発行された長崎、西日本、朝日、読売、毎日の各紙に掲載された長崎県関係の記事見出し
を検索することができます。 
 
とあった。この URL を開くと｢新聞記事(郷土関係)見出し検索｣となり、ここにキーワードや
掲載日を入力すると、さらに｢関連地区(複数選択可)｣として｢県南｣の中の｢島原｣｢雲仙｣｢南島
原｣地区まで選択できるようになっている。これで何とか当該のローカル版にたどり着けた。
筆者のフィールドとしている島原市上木場に関する記事を検索するために｢キーワード｣に
｢上木場｣を入力して｢検索｣したところ、10 件の記事がヒットした。そのうちの一件をクリ
ックすると、以下のような検索結果=｢新聞記事詳細画面｣があらわれる(図 1-12)。 
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図 1-12：新聞記事(郷土関係)見出し検索(長崎県立図書館 HP) 
出所：http://www.lib.pref.nagasaki.jp/newspaper/index.php 
 
この検索結果には、以下の注意書きが添えられている。 
 
※該当の記事は、長崎県立長崎図書館で閲覧できます。 
長崎新聞の場合は 4 階郷土課カウンター、ほかの 4 紙については 3 階奉仕課カウンターへお尋ね下さ
い。 
 
これで、島原ローカルの記事の現物(『長崎』)にまでたどり着けることがわかった。しかし
ながら残念なことに、よく読むと検索条件指定画面の下に小さく、 
 
2007(平成 19)年 2 月 1 日以降、長崎市内で発行された長崎、西日本、朝日、読売、毎日の各紙に掲載
された長崎県関係の記事見出しを検索することができます。 
 
と記されている。蓄積･公開されているのは 2007 年以降の記事となっている(今回筆者は 1990
年代初頭の記事閲覧を希望している)。希望記事現物にはなかなかたどり着けない。 
 やはり、現地でその時、その必要性を認識した人の手で丹念にスクラップされたアナロ
グ情報が唯一無二のデータということになろうか。今、手元には、『島原図書館新聞スク
ラップ帳』があるので、これに載せられている記事と、広く公開されている記事検索サー
ビスの結果を比べてみる。当時、被災住民にとっては最大の関心の一つであった、被災地
の砂防ダム建設構想を報じた記事を掘り下げてみた。1992 年 2 月 22 日発表の砂防ダム建
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設構想をめぐる記事なので『毎日』｢毎索｣で翌日 23 日とその後数日の日付で検索してみる
と、以下のような検索結果となり二件ヒットした。 
 
10  長崎県が雲仙に火砕流防止堤防建設計画、300 戸移転も 住民に厳しい内容   
毎日新聞 1992.02.23 大阪朝刊 27 頁 社会 (全 1,350 字) 
  
11  300 戸移転の計画 雲仙・普賢岳の砂防・治山の基本構想を住民代表に提示  PDF 
毎日新聞 1992.02.23 東京朝刊 26 頁 社会 (全 611 字) 
 
 
 
二件の記事のうち｢11｣には PDF マークが付されていて、これをクリックすると東京版･
朝刊に載った記事が出てくる。これを『島原図書館新聞スクラップ帳』の該当記事と並べ
てみる(図 1-13)。『島原図書館新聞スクラップ帳』には、同日に現場を取材した複数の社･
記者の記事が数ページにわたって綴じられていて、そのある 1 ページに各紙･長崎版が並ぶ
図 1-13：全国紙(上：『毎日』)とローカル紙(下：左『毎日』、右『長崎』)の紙面の比較 
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(そのある 1 ページから。左が『毎日』長崎、右が『長崎』)。この同一日の数ページを手繰ると、そ
れぞれの社･記者の独自の視角を読み取ることができる。こうして並べて見ると、事実通知
にとどまる東京版･朝刊に比べて、現地版の諸記事からは、現場の雰囲気や、取材対象者の
顔色と合わせて記者の息遣までもが感じられるのではないだろうか。何があったのかは東
京版の通知でわかるが、そこでどのように事が運んでいたのかは、現地版からのみその息
吹が伝わってくる。 
 
c) 現在進行形の震災取材記事 
 過去の記事をあまねく拾うことはなかなかできない。しかしながら、現在進行形の取材
記事は毎日、自身でスクラップすることが可能で、最近ではそのために各紙記事を発行か
ら数日間はネットで拾い読むことも可能になっている。現在進行形の熊本地震(2016 年 4 月
16 日、発災)の復興を扱う『熊本日日新聞』を見てみよう(図 1-14)。 
 
 
同紙 HP では、地震に関連するコーナーを新設して、毎日数記事ずつ(発災から一か月分に関
しては｢熊本地震 熊日紙面(5 月 14 日分まで)｣として) ネット公開している。非常に綺麗な PDF フ
ァイルで閲覧できる。発災当初からの事態の展開を紙面で追うことができる。しかしなが
ら残念なことに、この発災一か月分の版についても｢紙面(一部)を公開しています｣と制約が
かけられていて、同紙に掲載された全てのページを振り返って閲覧することはできない。
同紙では有償デジタル版は展開されていない。同社には読者サービスとして、｢思い出新聞」
として｢昔の思い出が詰まった新聞(昭和 17 年 4 月以降)の縮小コピーをご注文いただけます｣
として有償サービスがあり、また、｢[有料･朝刊一部 120 円、夕刊一部 50 円]過去１年間の
図 1-14：｢熊本地震 熊日紙面｣ 
出所：http://kumanichi.com/saigai_shimen/ 
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新聞を保存しています｣として｢新聞バックナンバー｣の有料サービスがある。熊本地震に関
しては、読者サイドでこれらを組み合わせれば、発災からの記事スクラップ帳は作れるが、
『熊日』(有償)サービスとしての電子記事スクラップサービスとして網羅的には提供されて
いない。 
 また、同震災をローカルで扱う新聞としては、(『朝日』『毎日』『読売』地方版の他には)『西
日本新聞』があり、同紙では｢記事データベース｣として月額固定料金の学校･図書館向けサ
ービスが展開されていて、｢1989(平成元)年 1 月から朝夕刊紙面に掲載された記事｣が｢西日本
新聞の地方版をほぼ全て｣閲覧できるように整備されている(http://c.nishinippon.co.jp/ 
service/database.php)。発災から数か月たった今、当該被災地でのローカル記事スクラッ
プ帳作成は、こうした各紙種々のデジタル記事提供サービスも睨みつつ網羅的な資料とし
ての閲覧を目論むとき、やはり現地でその時、その必要性を認識した人の手で丹念にスク
ラップされたアナログ･スクラップ帳が唯一無二のデータなのだと改めて認識させられる。 
 
d) 『島原図書館新聞スクラップ帳』デジタル化の意義と手順 
 筆者はこのたび、噴火災害対応履歴を機微たどる必要性から同スクラップ帳を評価する
ところとなった。筆者の論文データとしての利用以外にももちろん、スクラップ帳利用に
ついては幅広い需要がある。それは一つには、郷土事象把握の市民ニーズである。こうし
た利用について地元のニーズを司書にたずねたところ、それには地元･国見高校サッカーの
活躍、名水百選のまちづくり、島原城や武家屋敷に関する観光事業、三県架橋32を含む地域
振興、各選挙戦…等々があげられていた。一つこの意味で、同スクラップ帳を利用しやす
くなるよう手を入れる(デジタル･データベース化して検索･ダウンロードできるように整備する)意義
はあると思われる。 
筆者はまた、本稿の趣旨であるところの防災社会工学の研究実践的意義あるいは災害社
会学的意義を認めている。島原の被災体験･対応履歴を学びたいとする他(被災･未被災)地区が
全国各地に様々に存在している。それは例えば、同じ｢噴火｣という災害因による被災を経
験した他地区である。そこでは、先例の対応を学び取りたいという願望が強い(最近、全国各
地の火山が噴煙を上げ始めている)。また、島原の噴火災害への諸対応の一つずつを分節化して
とらえて理解したところで、自らの被災状況に当てはめて考えていきたい他災害因による
被(未)災地区もある。広く全国の未被災各地では、自地区の防災シミュレーション素材とし
て彼の地の同型対応事例を学んでおきたいと考えている。すなわち、島原の噴火災害対応
の履歴は、全国の様々の地で様々の学びの対象となっている。学びの希望者が適宜、キー
ワード検索によって、島原の対応履歴の諸側面を引き出せるといい。 
 当該資料を閲覧させていただき始めて四半世紀を経た今、いささか遅きに失した感もあ
るが、しかしながらこの数年、全国各地で火山が噴火し、あるいは(大都市ではなく、すなわち
                                                          
32 長崎県島原半島から熊本県天草と鹿児島県長島(長島海峡)を 2 つの長大橋で結んで、九州西岸地域を一
体化する延長約 110km の地域高規格道路網構想で、雲仙･普賢岳噴火災害の復興を半島振興にリンクさせ
て考える際に、よく話題とされたことがらである。 
 115
阪神･淡路大震災の対応履歴ではなく)中山間地の被災対応･復興の在り方が問われる被災事象が
続き33、あらためて島原の噴火対応の履歴を丁寧にさらい再評価する必要が出てきている。
そうした意味で、地元の専門スタッフが網羅的に渉猟した一次資料を今、あらためて整理
して世に開く意義は大きい。 
 このような状況･認識のもと、島原図書館に『島原図書館新聞スクラップ帳』デジタル化
作業の相談をしたところ、快諾いただいたことで、作業が始まった。以下、デジタル化作
業およびそれと並行して進められてきている公開規定の検討について、経緯と現況を記す。 
 
d-1. デジタル化作業：各記事の画像化 
 『島原図書館新聞スクラップ帳』は A3 判用紙･表裏に、(色褪せ対策として)コピーされた後
に切り抜かれた各記事が所狭しと貼り出されていて(図 1-15)、これが 150 枚(表裏両面で 300 ペ
ージ)ほど、暑さにして 4cm ほどが一冊のファイルに綴じられている。現在これが 40 冊ほ
どあり(1990 年 4 月 1 日～1996 年 6 月 30 日)、まずこれらを図書館から借り出し(借り出すに際し
ては、図書館に「特別貸与申請書」を提出)研究室に郵送した。 
 
                                                          
33 都市災害であった阪神･淡路大震災(1995)以降は、中山間地域(あるいは限界集落とまで言われる地)で
の自然災害が続発した。鳥取県西部地震、有珠山･三宅山噴火(2000)、芸予地震(2001)、十勝沖地震(2003)、
新潟県中越地震(2004)、福岡県西方沖地震(2005)、能登半島地震･新潟県中越沖地震 (2007)、岩手･宮城内
陸地震(2008)、東日本大震災(2011)、熊本地震(2016)など。 
図 1-15：A3 判に綴じられた 
『島原図書館新聞スクラップ帳』 
出所：筆者撮影(2016.7.8) 
図 1-16 『島原図書館新聞スクラップ帳』 
のスキャニング作業 
出所：筆者撮影(2016.7.8) 
 116
 
 開梱してファイルを取り出し、一冊をばらして、A3 判両面のスクラップ記事をスキャニ
ングする(図 1-16)。これが約 12,000 枚ほど。A3 判用紙には複数の記事が貼り付けられてい
るので、これをトリミングして一記事を一画像(.jpg)として保存して、それぞれに画像番号
(19920223A01＝19992 年 02 月 23 日『朝日新聞』記事 01。同日の『朝日』にもう一つ記事があれば
19920223A02、三つめがあれば 19920223A3 となる)を付す。おおよそ 5 万点余(A3 判用紙一枚に、3
～4 つの記事がスクラップされている)の記事が画像として確保された。 
 
d-2. 記事の書誌的事項の書き出し：エクセルベースの作成 
 記事一つずつに書誌的事項を付与していく。これは以下に例示する小平市図書館の記事
登録規則に倣った。同図書館では、新聞名／掲載日／朝夕刊／版／面･段／見出し(抄録)／別
刷り名／写真･図表の有無／シリーズ名／巻次、が採られていたが、私たちは、『島原図書
館新聞スクラップ帳』の表示情報に合わせて、新聞名／掲載日／見出し／写真･図表の有無、
を採った。スクラップ帳には記事のわきに鉛筆書きで新聞名、掲載日だけが記されていた(読
売 9/21 などのように)。記事を見て、我々が見出しを拾って手入力し、写真･図表の有無を合
わせて入力した。朝夕刊の別、版･面･段等については各スクラップ記事には明記されてい
なかったので、これは省かざるを得ない。そのかわり(後に触れるが、検索機能を充実させるため
に)一つの記事について、｢見出し｣を最大 5 つまで拾うこととした。これらの情報をエクセ
ルシートに転記していった(記事一点がエクセルシート一行)。 
 
d-3. ハイパーリンクと検索手続き 
 エクセルシート上で、画像番号と各記事(.jpg)は、ハイパーリンクで結んだ。エクセルシ
ート上の任意の画像番号(画像 URL：19940101NG.jpg)をクリックすると、その記事が画像とし
図 1-17 『島原図書館新聞スクラップ帳』のエクセル統合書誌的情報表示画面 
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て出てくる仕組みになっている。また、見出しが最大 5 つまで拾われていて、その見出し
の列の一列目はプルダウンとしてある。そこをクリックしてキーワードを入力して｢実行｣
する(リターン・キーを押す=すなわち｢検索｣する)と、その言葉を含む記事がソーティングされて
出てくる仕組みを取り入れた(図 1-17)。 
 
d-4. 公開の諸手続き 
 5 万点余の記事がスクラップされて、その各々の記事の見出しを含む記事の書誌的情報が
入力されて、記事本体画像と統合されたデジタルデータが完成した。ここまでは、人海戦
術によるデジタル化作業である。学部ゼミ生の調査実習の一環として、デジタルデータベ
ース作成練習としてこれを行った(図 1-18)。 
 
筆者の論文作成のためのデータベースはこれで完成した。しかしながらこのデータベー
スを島原図書館にお届けするに際しては、仕上がったデータベースを一枚の DVD に焼いて
ただお届けするのではいかにも不十分で、このデータベースの仕組みに基づいたところで
の利用方法、特にこれを図書館利用者に一般公開してくための利用規定を検討して提案す
るところまで、責任を持って行わなくてはならない。データベースの利用にあたっては、
その作成のプロセスに遡って、関係各機関と協議しておかなくてはならないことが多々あ
った。ここでは以下の二点、一つは、そもそもの著作権を有する新聞社34との協議、もう一
つは、利用者への諸規定の周知･指導、について検討した。検討に際して、いくつかの図書
館、資料館をたずね、同様のデータベースをどのような段取り･形式として作成してきたか、
そしてそれをどのようにコントロールしつつ公開しているか、聞き取りした。 
                                                          
34 新聞各紙ではデジタル版の普及に合わせて各 HP で｢著作権について｣として、法的根拠、私的使用範囲
の解釈、学校等教育機関での利用上の注意、そして許諾申請手続きのあらましを詳説している。これらを
とともに、日本新聞協会の｢教育に新聞を NIE｣サイトで｢学校における新聞の二次利用(著作権)｣として｢著
作権法第 35 条ガイドライン協議会作成｣をフローチャートとともに示している。http://nie.jp/teacher/ 
copyright/ 
図 1-18 『島原図書館新聞スクラップ帳』エクセル統合書誌的情報作成作業 
出所：筆者撮影(2016.7.6) 
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d-4-1. 長崎原爆資料館～司書のハンドメイド 
 そこでまず、島原からは近場の県内、長崎原爆資料館･図書室での取り組みをたずねた。 
 同館･図書室では、新聞スクラップを昭和 40(1965)年以来、継続している。その成果は圧
巻で、開架として手に取って閲覧可能となっている(図 1-19)。 
 スクラップ帳作成作業を拝見した。毎日、司書が業務の合間を縫って、まずは関連する
紙面をコピー(新聞原紙の劣化防止)した後、当該記事を切り抜く(図 1-20)。これを日毎にストッ
クして、時間をみつけてエクセル入力(年月日、新聞名、タイトル)するが、これが本来業務多忙
のため滞ってしまって、お話をうかがった 2016 年 4 月時点では、2013 年 12 月のストック
記事のデータベース入力作業中とのことであった。並行してスクラップ帳に貼りつけ、こ
れは一冊分が貼り終えると随時、開架書棚に公開していく。 
 
 
 利用者は、自らの関心に即してカウンターでキーワードを申し出ると、司書がこれを内
部 PC で検索し、利用者にスクラップ帳番号を伝え、利用者は開架書棚から該当スクラップ
図 1-19 長崎原爆資料館･図書室の開架･閲覧可能な新聞スクラップ帳 
出所：筆者撮影(2016.4.30) 
図 1-20 長崎原爆資料館･図書室の新聞スクラップ帳作成風景 
出所：筆者撮影(20164.30) 
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帳を手に取ることとなる。分類はこれまでは、以下の 9 領域であった。｢1.被爆者･被爆当時
の施設、団体、組織｣、｢2.医療･行政･福祉｣、｢3.慰霊･法要｣、｢4.資料･記録｣、｢5.調査･研究｣、
｢6.団体･平和教育･都市｣、｢7.原爆投下｣、｢8.核軍縮･核平和利用｣、｢9.文化活動･論説･その
他｣。これに、この度、｢10.福島原発関連｣が加わった。 
 利用者はスクラップ帳を手に取り、目当ての記事にたどりつく。当該ページのコピーの
要望があったときには、著作権等の規則を口頭で伝え指導のうえ、コピーサービスをする。 
 
d-4-2. 小平市立図書館～著作権処理と閲覧･コピーの指導 
 東京都小平市では市立図書館において、｢このサイトは、昭和 52 年度から、朝日･読売･
毎日･日経･産経･東京新聞等に掲載された記事の中で、図書館に関する記事及び小平市に関
する記事の切り抜きをデータベース化したものです｣として｢新聞記事検索データベース｣
(図 1-21)を作成していて、図書館 HP からここに入り、記事概要を検索できるようになって
いる。そしてその新聞記事自体はスクラップされて、コピー、デジタル化･入力、製本され
て、『小平に関する新聞記事切抜き』として毎年一冊刊行されている(図 1-22)。その作業過
程は以下のとおりである。 
 
 
図 1-20 小平図書館の HP(新聞記事検索データベース) 
出所：https://library.kodaira.ed.jp/np/index.html 
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 市内数か所ある図書館分館のうち上宿図書館にて、図書館ボランティアとして位置づけ
られているシルバー人材の方々が、図書館で定期購読している新聞各紙のスクラップを行
っている。図書館では独自に｢小平市新聞記事登録規則｣を作成して、これに基づいて作業
が行われていて、スクラップされた記事は台紙に貼られてコピーされ、その素材はデジタ
ル化されて｢記事の書誌的事項｣(新聞名／掲載日／朝夕刊／版／面･段／別刷り名／見出し
(抄録)／写真･図表／シリーズ名／巻次)が PC 入力される。一年分素材がたまると製本され
て図書館に所蔵される。 
 その閲覧過程は以下の通りである。利用者は図書館 HP から｢新聞記事検索データベース｣
に入り、｢新聞名｣や｢掲載日｣｢分類｣など、あるいは｢見出し｣など好みのなどキーワードを
入力して、上記画面(資料 6)の情報を引き出す。これを自身で引き写してレファレンスカウン
ターに持ち込むと、閉架書庫から当該図書(『小平に関する新聞記事切抜き』各年度版)が届けられ
る。 
 これには一冊ずつ｢K/A7/10｣などの請求番号が付されていて、一冊の本として登録されて
いる。一冊の本として登録されていることから、これの該当ページをコピーする際には、
著作権･複製権に基づくこととされていて、コピーできるのは一冊の半分までとなることが
小中学生にも口頭で丁寧に教授される。これまでの利用状況では、利用者各自が指定した
日付、記事(1 ページおよびその前後の数ページ)のコピーのみを望むので、この一冊･千数百ペー
ジの半分を超えるコピーの希望はなかったとのこと。また、記事に添えられている写真の
みをコピーして使うことは、これはまた写真に関わる著作権にもとづき別に規制されてい
る(新聞社許諾を別にとらなくてはならない)ので、コピーの際には、検索された該当ページ(記事)
全体のコピーをとるようにしているという。 
 このように、小平図書館では、制度化された図書館業務の一環としてスクラップ記事の
デジタル化作業が進められていて、それが一冊の本として図書登録されて、したがってそ
図 1-21 『小平に関する新聞記事切抜き』(書籍) 
出所：筆者撮影(2016.6.11) 
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の該当個所のコピーは著作権･複製権に基づき運用されていて、その規定に関する教授が窓
口で丁寧に行われている。 
 
d-4-3. 熊本大学附属図書館(新聞記事見出し･水俣病関係年表)～記事 PDFの一部公開  
 熊本大学附属図書館では、当地の水俣病問題に関する地元各紙の記事を整理･一部公開し
ている(図 1-22)。 
 
 
 
 熊本大学附属図書館 HP 上の｢水俣病公式確認 50 年 水俣病関連資料の公開｣サイトには、
これまでの水俣病に対する大学の取り組みが概略されたところで、平成 18 年に水俣病公式
確認 50 年を期に一部公開されることとなった諸資料が紹介され、その一つとして、｢2.新聞
記事見出しによる水俣病関係年表｣が上げられている。そこを開いてみる。サイトは年表形
式になっており、画面左の｢新聞記事見出しによる水俣病関係年表 1956-1971｣から｢年｣を
選択して、出てくる各年の記事の一覧を眺めることができる。情報は、｢新聞名｣｢年月日｣｢記
事見出し｣のみであるが、｢見出し｣を追うだけでも、事態の年次展開が見えてくる。さらに、
記事見出しのうち青文字をクリックすると記事現物のPDF が閲覧できるようになっている。
一番最初の PDF 閲覧可能記事｢井戸水からホリドール検出、水俣の奇病｣(1956 年 5 月 8 日『熊
日』)をクリックして出てくる記事(図 1-23)は、実名箇所が黒塗りされてプライバシー保護が
かけられている。このサイトのトップページには以下の注意書きが掲げられている。 
 
図 1-22 ｢水俣病公式確認 50 年 水俣病関連資料の公開｣サイト｣(熊本大学附属図書館) 
出所：http://www.lib.kumamoto-u.ac.jp/suishin/minamata/5chronicle/index.html 
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おことわりとおねがい 
これからご覧になる見出しや記事には、個人や法人を特定できる可能性のあるものが含まれており
ます。 
しかしながら、その歴史的価値および学術的価値に鑑み、あえて原記事のとおりに表示するもので
す。 
ご利用にあたっては、以上の点にご留意の上、くれぐれも慎重にお取り扱い下さるようお願いいた
します。 
なお、作成にあたっては充分注意を払ったつもりですが、不都合な点等がございましたら、以下に
ご連絡いただければ幸いに存じます。 
(http://www.lib.kumamoto-u.ac.jp/suishin/minamata/5chronicle/index.html) 
 
研究者サイドによって現場に対峙する倫理規定が適切に表されている点、注目しておき
たい。 
 現時点では 1956-1971 年に限定された記事･年表の公開であるが、｢今回公開したものは、
膨大な資料の一部です。今後とも継続して事業を進め、さらに充実したものにしていく所
存です…｣とあるように、今後も更新･公開されていくこととなっている。記事に関しては、 
 
1971 年までの熊本日日新聞、朝日新聞、毎日新聞、読売新聞（順不同）の水俣病関係記事見出しを
年代順に配列したものですが、一部は原記事全文(PDF ファイル)へリンクしています。原記事へのリ
ンクに際しては、私権の保護の観点から選択しました。熊本日日新聞社原記事へのリンクの許諾につ
いては同社のご理解とご協力をいただきました。深く感謝します。 
(http://www.lib.kumamoto-u.ac.jp/collections/minamata/) 
 
とあるように、特に『熊本日日新聞』には許諾をとりつけて原記事(PDF)公開にこぎつけて
いる旨、報告されていることに着目しておきたい。 
図 1-23 水俣病関連新聞記事スクラップ 
出所：http://www.lib.kumamoto-u.ac.jp/suishin/minamata/5chronicle/index.html 
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e) 『島原図書館新聞スクラップ帳』のデジタル化、一般公開の留意点 
 被災各地の公立図書館等で、定期購読するローカル紙を活用してスクラップ帳を作成す
るさいの作業手順(デジタル化)と公開手順(著作権･複製権遵守と指導)について、先例を見てきた。
これをもとにこの度、『島原図書館新聞スクラップ帳』の公開のあり方を考えるとき、以
下の 3 点が留意点として浮かび上がってきた。1.新聞社との事前協議(著作権･複製権)、2.デジ
タル化作業の必須項目、3.利用者への現場指導。 
 
e-1. 新聞社との事前協議(著作権･複製権) 
 スクラップ帳を作成･公開するに際しては、その市民利用の現場での諸規定の運用(現場指
導)と合わせて、すなわち、上記 1 と 2 を合わせて検討しておく必要がある。 
 まず、スクラップ帳を作成していくことを、事前に各新聞社に届け出ておく。小平市図
書館の場合は、毎年、スクラップ記事として製本していくこと(したがって、刊行された図書と
して請求番号を保持することとなる)までを事前に届け出ている。製本･刊行するところまでいか
ずとも、スクラップ帳として図書館の請求番号を付すところまでとする場合も(原爆資料館･
図書館の例)、そのような形態で取りまとめられて保管していくことを事前に届け出ておく。 
 この度、『島原図書館新聞スクラップ帳』については、1990 年前後から 1996 年度まで
の記事がすでにスクラップされているので、各新聞社に対しては事後承諾をとることとし
て(熊本大学附属図書館のように)、こうしたスクラップ帳の作成経緯と公開手続きを検討してい
ることを届け出ることとする。 
 新聞社では読者等が自社記事を利用する場合、基本的には記事複写料を請求する。利用
者は記事を論文等に引用した場合には、これを新聞社に届け、指示(許可)を待つこととなる。
『島原図書館新聞スクラップ帳』については、例えば毎日新聞では、一点 5,000 円(税別)の
利用料金を徴収する。今回のこの論文では 2 点分･10,000 円(税別)を支払った。一方、長崎
新聞社では、｢島原図書館のスクラップ帳からの複写であれば無償でよい｣との判断であっ
た。教育･研究現場での利用という枠を設定して全社一律の対応にしていただくなど、新聞
協会の善処を期待したい。 
 
e-2. デジタル化作業の必須項目 
 今回は被災現地市立図書館でまとめられたスクラップ帳のデジタル化作業に取りかかっ
た。小平図書館のように、｢記事の書誌的事項｣として、新聞名／掲載日／朝夕刊／版／面･
段／別刷り名／写真･図表有無／シリーズ名／巻次、までが網羅されているといいのだが、
『島原図書館新聞スクラップ帳』では、スクラップ帳の台紙に鉛筆書きでメモされた限ら
れた情報から、新聞名／掲載日、のみが拾われ、合わせて記事情報を入力する際に、見出
し／写真･図表の有無、を追記した。 
 124
 これら記事の書誌的事項は、エクセルファイルに入力され、それらはキーワード検索で
きるようにする(入力規則によるダウンリストの作成)。したがって、上記の書誌的事項として入
力する｢見出し｣については、できるかぎり多く、すなわち大見出しのみならず、中･小見出
しまで労力を厭わず拾っておくといい。次いで、このデジタルデータにアクセスして利用
する段になる。 
 この記事の書誌的事項を網羅したエクセルファイルは、上記の検索機能を備えたところ
で、これを一般公開する。一般公開の方法は、小平図書館のように、図書館 HP の該当箇
所からリンクして、その検索サイトにたどり着けるようにする方法がある。あるいは、館
内専用 PC 端末で検索してもらうことでもいい。現時点(研究室で作成しているデータベース)で
は、そこに記されている記事番号と記事本体(jpg 画像)はハイパーリンクで結ばれているが、
この形での公開は推奨できない。次で問題となり得る著作権･複製権に関わる事柄である。
いくつかのキーワード検索を重ねて、該当記事の記事番号を入手した利用者は、その記事
番号をメモして司書に渡す。司書は、館内専用 PC にアクセスして、その記事(jpg 画像)を引
き出し、複写サービスして利用者に渡す。専用 PC(司書利用限定)では、記事番号と記事本体
(jpg 画像)はリンクされていて、当該記事は容易にダウンロードできる。あるいは、キーワー
ド検索でヒットした記事(jpg 画面)が貼りだされているスクラップ帳ページを利用者に示してあ
げれば、利用者は従来のアナログ･スクラップ帳を手に取ってみることもできる。 
 小平図書館では製本･刊行されて請求番号が付された該当年度刊の『小平に関する新聞記
事切抜き』を、司書が閉架書棚から取り出して利用者に閲覧させる。長崎原爆資料館では、
利用者からの相談、申し出に応じて、司書がキーワードを司書専用 PC に入力して、該当ス
クラップ帳の請求番号を検索し、当該冊子のありかを利用者に伝える。いずれにしても、
以下の著作権に関わる規定の概説を行えるステップが担保されていることが望ましい。 
 
e-3. 利用者への現地指導 
この段階、すなわち、スクラップ記事(あるいは jpg 画像)の閲覧がかなったところで、複写、
引用等についての規定を教授し、合わせて特に、その記事情報を論文等に記載する際の新
聞社への届け出作法について現場指導するといいだろう。入手した記事は、それがこうし
て取得したコピー(あるいは jpg 画像)であれ、毎日購読している新聞からの自身の手による切
抜きであれ、論文等に利用する場合には新聞社から許諾を取らなくてはならないことを厳
に指導する必要があるが、これはその規定や慣行を簡潔にまとめたプリントを当該窓口に
貼り出しておいて、詳細はさらに別紙を読み込むように誘導することでもいい。 
 スクラップ記事の形態や、書誌的事項のデータベース化の状況、その記事(画像)の保管･
公開スタイル等の組み合わせによって、利用者が記事(画像)を手にするまでの経路やステッ
プ数は様々となるが、それを入手した後の利用については、各新聞社がほぼ均一に表して
いる著作権に関する規定に従うよう指導が必要となる。最後のこのステップについて、教
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育情報機関としての図書館が適切に対処していることを示すことが、こうしたスクラップ
帳利用の展開･深化の礎となる。 
 
1-3-4. 小括 
 このたびは、筆者がこの四半世紀、折に触れて利用させてもらってきた『島原図書館新
聞スクラップ帳』のデジタル化作業の意義を再確認して、その作業の経緯･進捗状況を記し
つつ、その公開のありかたを検討した。新聞業界では紙面のデジタル化が進み、過去の記
事を様々に検索できるようになってきてはいるが、現時点ではまだ、十分に過去に遡って
極ローカルの記事が網羅的にデジタル化されて公開されてはおらず、したがって現地では、
その必要性を認識した人の手でその時に、丹念にスクラップされた各紙統合アナログ･スク
ラップ帳が唯一無二のデータとなっている。本稿では独自にスクラップ帳を作りつつその
デジタル化を進めている図書館の取り組み状況に学びながら、島原図書館との共同作業と
してのスクラップ帳デジタル化業、その公開のあり方を検討した。 
 被災地では過去の取り組み事例に学びヒントを得たいとの意向が強い。そこでは当該被
災状況を分節化して把握し、同型事象の過去の彼の地の取り組み状況を様々に渉猟するこ
ととなるが、その際に、古今内外のローカル記事スクラップ帳に蓄積されている諸情報の
意義は大きい。将来の未だ見ぬ彼の被災地に資するためにも、被災地の既存スクラップ帳(記
事)のデジタル化･公開の意義は大きい。 
 
 本章･本節では、被災現地で入手した一次資料としての被災地ローカル紙の記事(スクラッ
プ帳データ)を、論文で利用するために整理･加工してきたその段取りと完成データ･ベースの
形を示した。本論文巻末に DVD データを添付してある。本節記載事項に沿って DVD を再
生してキーワード検索すれば、スクラップ記事を一点ずつ、画像データとして取り出すこ
とができる。 
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2. 雲仙･普賢岳噴火災害における上木場復興の経緯 
 
 
 
 
 第 2 章では、まず、雲仙･普賢岳噴火災害の大枠を、本論文の研究フィールドである長
崎県島原市上木場地区に焦点をあてながら、その被災、復旧･復興の経緯として概観する。
そこでまず、｢のどかな兼業農村｣と言われた上木場を、その地域特性として各種統計デー
タ等から把握する(2-1. 雲仙･普賢岳噴火災害の概要)。 
上木場を中心に島原半島一円に降りかかった同噴火災害は、決して一つ一様の被災態様
を示しているわけではなく、数年にわたる時間軸のもとで、その時期･エリア毎の被災の
拡がりや復旧･復興の有り様に様々な異同のあることが捉えられるが、本論文ではそれを
同災害の 4 つの被災地域類型としてとりまとめていく(2-2.雲仙･普賢岳噴火災害 4類型と上木
場復興の時期区分)。そしてそこにおける被災対応の履歴は、単なる時間に即した流れ(過程)
ではなく、第 1 章･第 2 節で論じてきたように、被災者が多様なアクターを巻き込みつつ、
災害対応･復旧復興のあり方を論じながらその行く先を切り開き、事業構想、政策･制度形
成をはかるローカル、ミクロな政治的コミュニケーション過程(本論文ではこれを課程として
とらえていく)であることに留意することとする。 
本論文は同災害の一被災地区･上木場集落(水無川上流地区)を対象としているが、この復
興の経緯を論じていくために、復興関連事業が連単していて相互に影響を与え合うことと
なる、隣接する被災地･安中地区(水無川中下流地区)の被災対応の履歴を併行して取り上げて
いくこととする(2-3.いまひとつの直接被災地=安中三角地帯嵩上事業地区)。 
このように一つ一様の被災態様を示しているわけではない同噴火災害の被災各現場で
は、様々な主体によって被害･救済を訴えて生活再建を模索する動きが見受けられる。本
節ではそうした動きを 2-4.復興関連諸団体の叢生としてまとめていく。 
そして本章最後に、こうして展開をみる上木場復興のいちおうの到達点･到達像につい
て、発災から 10 年を経て実施されたアンケート調査データを一部ひもときつつ、隣接す
る被災地･安中のそれと比較しつつ、概観していくこととする(2-5.上木場復興の到達点･到達
像)。 
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2-1. 雲仙･普賢岳噴火災害の概要：地域特性、被災、復旧～復興 
 
 雲仙･普賢岳噴火災害は、長閑な村落･上木場地区を襲った。本節では上木場集落の被災
状況と復興への取り組みについて、その概要を押さえておくこととする(復興課程における
組織活動の詳細は次章)。そこでまず、上木場の地域特性について、地理的範域(普賢岳と水無
川、そして眉山、市街地との位置関係等)を押さえところで、人口･世帯の推移と住まい･近隣関
係の状況、合わせて、中核産業である農業、特に葉タバコ農業の実状にについて理解した
ところで(2-1-1.上木場を中心とした被災地の諸特性)、被災の概要の把握に進む。そこでは、噴
火災害･火砕流被害の前兆(プロローグ)としての約 200 ぶりの噴火･火山性微動地震を受け
ての眉山崩壊懸念の中での土石流対応の自主避難、そして大火砕流直撃で警戒区域が設定
されて古里を喪失する(砂防ダムに埋没)経緯、そこからの復興団体の創設の経緯が概観され
る(2-1-2.上木場を中心とした被災概要･復興の経緯)。ここでは合わせて、その被災の諸相の理
解のために、防災のための法制度によって被害が引き起こされてしまっている実態(法災)
や、復興の時間軸の中で、これが地域振興に収斂していくところで、潜在化していた地域
課題が顕在化して剥き出しとなって被災者に襲いかかる事態もあり得ることを押さえて
いく。 
 
2-1-1. 上木場を中心とした被災地の諸特性 
 被災前、上木場は外出する際にも鍵などかけたことがなかったと述懐される長閑
の ど か
な村落
であった。雲仙･普賢岳噴火災害が襲った上木場集落の実相について、まずは各種統計デ
ータ等からその地域特性を把握しておきたい。 
 
a) 地理的空間配置：普賢岳と水無川～上木場、島原市街地 
 島原市上木場地区は、島原半島中央部にそびえる雲仙普賢岳(噴火前は標高 1,359m、噴火後
の現在は平成新山と呼称されて標高 1,483m)に源を発する水無川の上流部に位置する(図 2-1)。
南上木場、北上木場の二つの町内会で構成される。水無川は円錐状の山肌を東に向かって
約 8km 流れ下り有明海に注ぐ(図 2-2)。文字通り、雨の降った時しか流れのない、短い川(二
級河川)である。島原市街地は、この水無川の僅かに北側に位置するが、市街地と普賢岳の
間には眉山(標高 828m)があって、市街地から普賢岳を望むことはできない。この度の噴火
災害の直前に群発地震が始まった際には、地震による眉山崩壊が懸念され、その危険地区
である島原市街地では崩壊対応の避難計画が策定されるなどした。この約 200 年前、1792
年には火山性群発地震が発生して眉山が山体崩壊し、崩落した大量の巨岩が有明海に落下
して山津波を発生させて、有明海の対岸･肥後国(現在の熊本県)で大津波災害を引き起こし
た(｢雲仙大変･肥後迷惑｣：死者 1.5 万人)。このような津波を山津波
や ま つな み
(地震津波に対して)という。
この度は眉山崩壊は起こらずに済んだ。群発地震に続いて 198 年ぶりの噴火が始まり、
噴出物で山頂に溶岩ドームが形成され、これが日ごと次々に崩落して火砕流(摂氏 1,000℃、
時速 100km)となって水無川沿いを駆け下り、上木場など上流の集落を焼き払った。そして
山肌に積もったこれら火山噴出物が、雨の度に今度は土石流となって水無川を濁流となっ
て下り、幾度にもわたって川幅を超えて中･下流の集落を押し流した。 
本稿ここでは、上木場が普賢岳に源を発する水無川の上流に位置する集落であること、 
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図 2-1 被災地略図(上木場･安中、島原半島･有明海、普賢岳･水無川の位置関係) 
出典：『雲仙･普賢岳噴火災害を体験して』 
図 2-2 普賢岳と安中三角地帯 
出典：『島原地域再生行動計画』 
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この度の噴火災害では火砕流で集落が全て焼き払われたことを押さえておきたい。 
 
b) 人口のうごき 
 島原市の人口は、被災前の 1990 年代初頭まで、4 万数千で推移している。上木場地区(北
上木場町内会、南上木場町内会)は、集落のまとまりを示すことばの枕詞として、｢(被災前)96
世帯 404 人の｣と言われてきた(表 2-1)。1991 年 6 月の大火砕流被害(上木場で、住民を含めて
43 名の死者･行方不明者を出した)が発生して警戒区域が設定されて以降、帰宅不能となった
ことで、上木場の世帯数･人口は急減して、1993 年 3 月末(1992 年度末日)には、｢守る古里
なくなった｣(『読売』1993.4.2)として、｢上木場の消防分団が解散｣している。その後、1994
年 7 月末には、上木場地区で復興について取り組んできた、町内会を母胎とする上木場
復興実行委員会が解散した。ただその後も、町内会自体は存置されて、個々の被災者の生
活再建の相談口として機能した。その間、住宅再建を果たした世帯が徐々に住民票を新住
地に移し、上木場の世帯数･人口は減少して、1998 年以降、上木場地区名での世帯数･人
口は 1 で、2005 年からは市統計に地名は見あたらなくなる。 
 本稿ここでは、上木場は二つの町内会、北上木場、南上木場からなり、｢96 世帯 404
人｣で構成されていたことを押さえておきたい。 
 
表 2-1. 上木場地区の人口･世帯数 
 
  北上木場 南上木場 島原市 
年.月 世帯 人口 世帯 人口 世帯 人口 
1970 44 224 49 270 11,070  44,475  
1980 52 223 43 192 13,256  46,637  
1990 50 205 46 199 13,828  44,828  
1991 51 203 47 201 14,408  45,095  
1992 42 163 43 163 14,101  43,186  
1993.4 25 80 31 97 14,035  42,096  
1993.5 25 80 25 77 14,182  42,233  
1993.6 19 64 22 69 14,203  42,202  
1993.7 18 59 21 67 14,213  42,172  
1995 - 33 - 54 13,483  40,778  
2000 - - - 1 13,805  39,605  
※2006.1.1 有明市を編入して合併。合併後 2010 年の世帯数･人口→     18,798    48,815  
                            2015 年の世帯数･人口→     19,490    46,876       
出典：｢人口のうごき｣『広報しまばら』各年月、｢島原市住民基本台帳｣ 
注) 1993 年 3 月、上木場消防団解散、1994 年 7 月、上木場復興実行委員会解散、 
そして 1998年以降はしばらく南上木場に住基人口 1が続く。北上木場は 1998年より 0。 
 
c) すまい 
 上木場のすまい、一世帯の平均的な居住環境は、後に上木場復興実行委員会によって行
われた｢生活再建に関する意向調査｣(1992.5)への個々の回答で詳
つまび
らかにされているが、相
当に恵まれていたものであることが分かる。それによると、被災前の自己所有面積は、平
均 234 坪、農地平均 1,958 坪、その他(山林など)2,289 坪となっていて、農山村の大きな土
地を有して自宅を構えて住んでいたことがわかる。同調査によると、そのうちの宅地の広
さは、100 坪未満が 8 世帯、100-200 坪が 13 世帯、200-300 坪が 14 世帯、300-400 坪が
131 
 
17 世帯、400 坪以上が 4 世帯で、全世帯の半数以上が 500 ㎡(約 150 坪)以上の宅地を有し
ていて、住宅の平均延べ床面積は 150 ㎡(約 45 坪)以上であった。 
 仮設住宅に入居した皆さんを訪ねてお話しをうかがった際、当時の厚生省の運用･規定
(標準タイプで 1 棟 2 戸の 2K 型 29.16 ㎡=6 畳 2 間+バス･トイレ、台所、押入)に基づき建設された仮
設住宅の狭さに皆さんびっくりして、｢かみさんの声がうるさくてかなわん｣と笑いながら
も愚痴をこぼしておられたことを思い起こす。縁側から一つ二つ奥の部屋にいる家族を呼
ぶ声音で、仮設住宅でも話しかけてくるというのであった。 
 また、仮設住宅から復興公営住宅に移る際には、やはり、その狭さ(規定によって、2DK、
3DK など 50～60 ㎡(20 坪弱)程度)に驚きと失望の声が聞かれた。そして、自前で住宅を再建
する際には、平均で 150 ㎡(約 50 坪)の延べ床面積が希望されていた(上述の 1992 年意向調査)。
盆･暮れ正月に、他出している家族(若夫婦)が孫を連れて里帰りしてくるときに、寝かせる
部屋がないということは、ここ上木場ではあり得ないとのことであった。 
 
私たちの地域では二世代、三世代の同居は当たり前で、なかには家族人数が 10 人のところもあ
ります。さらに、お盆やお正月には子どもたちや親戚などが泊まりに来るため、その分の部屋も必
要になります。特に農家では、トラクターなどを置くスペースや作業小屋も必要になります。また、
私たちは車なしでは生活できず、一軒の家に 3～4 台は普通です。つまり、田舎で生活するものに
とってやむを得ない規模なのです。ちなみに災害の前、私たちはおおよそ 300 坪の敷地と 65～70
坪の家に住んでいました(雲仙普賢会, 2000: 96)。 
 
d) 生業と生活～農業復興の実相 
 ｢のどかな兼業農村｣と言われた上木場の生活を振り返ってみよう。『農林業センサス
(1990 年)』によると、南上木場では、全世帯中、農業従事者がいる農家の割合(農家率)が
80%で、専業と一種兼業がそれぞれ 21%(計 42%)、二種兼業が 56%。北上木場では、農家
率 50%、専業と一種兼業が合わせて 40%、二種兼業が 60%。少し水無川を下って、中流
域の門内町では農家率が 26%、さらに下った下流域の中安徳町では農家率が 25%である。
上流域の南北上木場町は安中地区にあって｢市街地に隣接する半農村的な地区であるが、
…中下流域にある諸町に比較して…農村的性格のより強い町であると言える｣(寶月, 1997: 
61-62)。 
 その上木場では葉タバコの生産が盛んであった。特に、大火砕流で 43 人の犠牲を出し
た 1991 年 6 月 3 日の翌日には、葉タバコの芯止め作業1を上木場住民総がかりでお手伝
いして行う予定となっていた。ここで葉タバコを中心とした農業の状況について触れてお
こう。 
 
 葉タバコは、生産農家に利のいい所得をもたらしている。ただし中間投入が少ないことから、他
の産業への波及は小さく、産業連関の見方からは影響力が小さい生産物であり、どちらかといえば
独立のクローズドなアクティビティという構造を持っている。…これらが被害を受けたことは、島
原市の経済に対して大きな所得喪失、ひいては消費支出面で影響を与える経済的波及が生じている
(寺村, 1994: 48)、 
 
                                                                
1 もし、火砕流が 6 月 3 日ではなくて、翌日の 4 日に発生していたら、避難勧告区域である上木場の畑
に入域することになっていた住民が多かったことから、恐らく実際より一桁多い犠牲者を出していたに
違いないと言われている(杉本, 2001: 107-108)。 
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と言われる。｢生産農家に利のいい所得｣ということに関して、ここで二つのポイントを検
討しておこう。 
一つは、旧専売公社による統制作物(葉タバコ作は専売制度のもとに作付から販売までを統制さ
れる特殊な性格の商品作物)として、手厚い補償がある点である。 
 
たばこ専売法第 24 条では被害 3 割以上の損害金額に対しその二分の一以内の補償をすることとし
ており、その運用は施行規則第 7 条によって平年収納すなわち過去 3 年平均の 80%の 1/2 を補償
することとしているのであります。従って、実質的には平年の 40%の補償ということになります。
｢農林漁業災害に関する件｣第 34 回国会･農林水産委員会･第 32 号: 昭和 35 年 6 月 14 日) 
 
そしてこれは実際には、もう少し上乗せした数値が示されていて、以下のような計算式と
してあらわされている。 
 
タバコ栽培には専売公社時代から独自の災害援助制度を設けている。農家が全く収穫出来なかっ
た全損の場合、過去三年間の買い入れ価格平均の 50%の災害援助金が支払われる。 
 島原市や深江町の場合、警戒区域、避難勧告区域内の約 150 人、200ha については全損とみなし、
一人平均 330 万円支払う。その分の支払いは、例年なら 10 月以降だが、8 月上旬に繰り上げて出
すという(｢頼りになる共済 ほとんどの農家加入｣『朝日』1990.6.29)。 
 
つまり、被災して収穫 0 でも、収入が約束されている枠が予め用意されている2。また、
葉タバコは、買い手が JT(日本たばこ産業㈱)であることから需要が確かで、営農再開の意欲
と資源が揃えば、工作の条件はよい。ただし、このたびは噴煙による降灰の影響をどう処
理するか、これまでにない工夫が求められるところで、この点が葉もの(葉菜類)生産農家
にとってのリスクであった。上木場については、火砕流発生以降、警戒区域が設定されて
立ち入りができなくなったことで、意欲と資源と工夫があっても、入域･作付け不可であ
ることから、現地(従前居住地)での営農再開は決してかなわなかった。しかし、島原市内他
被災地区については、離農する者(ダメージの大きさ、そしてより現実的には後継者不足)の農地
を取得･集約して、より大規模化したところで、共同事業(乾燥機･貯蔵施設)として再開した
農家もあってり、全体としては作付面積、収穫量とも以前に比べると減少しているが、葉
タバコ産地としての看板は外さずに済んでいる。他の作物についても同様で、島原市の農
業は全体として、噴火を境に、以下のような変化が見られた。農家数が半減(1989→1995
年で 2,410 戸→1,130 戸で 53%減)、耕地面積の大幅減少(同年間で 1,950ha→1,500ha で 23%減)、一
戸あたり農業所得の増加(169 万円→246 万円で 46%増)(香月, 2012: 28-29)。こうした被災後の
変化が｢農業復興｣といいあらわされることがある。これについては、少し後に触れよう。 
 二つ目のポイントは、｢葉タバコは…中間投入が少ない｣ということ(の裏面)に関してで
ある。 
 
葉タバコ生産は中間投入が少なく付加価値率、特に生産額に占める営業余剰の比率が高い農産物
である。つまり、粗生産額(売上額)のうち約 60～70%が営業余剰(所得)として、葉タバコ生産農家
の手に渡る。畜産収入の場合では粗生産額が多くてもほとんど中間投入原材料の支払いで、営業余
剰として残る所得は少ない。畜産の中でも比較的高い酪農(生乳生産)が 25%、養豚が 13%である。
葉タバコ生産は非常に粗利益率が高いわけである(寺村, 1994: 48)。 
                                                                
2 ｢たばこ専売法｣は専売制度廃止に伴い｢たばこ事業法｣に改訂(1984 年)されるが、主旨はかわらず。 
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｢葉タバコは…中間投入が少ない｣ということの一因に、以下のような事情がある。 
 
水無川流域では専業あるいは畜産との兼業では葉タバコを生産する農家が集まっていた。葉タバ
コの堆肥のための酪農が行われ、また家畜に与える飼料作物が栽培されている(寺村, 1994: 41)。 
 
葉タバコに投入するコストが自前で賄われていた、すなわち、肥料･飼料がコストとし
て計上されていなかった。統制作物のおかげで収入補償のある葉タバコ農家は、さらにコ
スト削減の努力を重ねて来ており、長年の工夫･努力でこうした仕組みを組み上げていた。
上木場の葉タバコ農家は被災したところで、こうした仕組みを援用し組み立て直しながら、
復興に向けて取り組んでいった。しかしながら、一般的な農業では、そこには大きな問題
が発生していた。すなわち作付けできないことによる減収の問題、その連鎖である。 
 一般的に｢農林水産業では、被害の範囲と被害額が過小評価されている｣と言われる。｢噴
火によって…農作物の作付けが困難となった場合でも、農作物は現実には作られていない
との理由から、被害額はゼロとされてしまう。…農作物の生産物被害については、天災融
資法等による制度融資が、収量減収に基づく直接被害額に依拠して実施される｣(宮入, 1993: 
82)からである。作付けされていなければ被害は発生していないこととなる。 
 本節ここでは、上木場の農業被害とその復興について言及しているところであるが、作
付け不能による減収の問題に触れたところで、少し脱線してこれを敷衍して、我が国の災
害対応法制度、特に被害把握(推計)ロジックの問題点としての、いわゆる｢間接被害｣問題
について触れておこう。 
 農業で(上記のように、)災害に起因する営農不能に伴う売上減などの被害は、被害として
はカウントされない。であれば、｢直接被害でなければ間接被害に算入されるべきであり、
また市場での災害を口実とした不当な買いたたきによる値崩れなども考慮される必要が
ある｣と指摘されている。そしてさらに、そもそも｢直接被害の把握においても、被害額の
算定方法や捕捉範囲等にかなり不統一がみられる｣(宮入, 1993: 82)と言われている。それに
ついては以下のように二点があげられている。 
 
 一つは、施設被害額を復旧費で算定するか、簿価から減価償却分を差し引いた現在価値で算定す
るかが統一されていない。一般的に公共施設は復旧費で、民間施設は現在価値で算定する。その結
果、かりに同じ程度の被害であっても、公共の被害の方が民間の被害より大きく算出される。この
ような算出方法の官民格差は、…我が国の災害復興対策が、民間被害について基本的に｢自力復興｣
に任せ、対策の主力をもっぱらハードな公共土木施設の復旧に傾斜させていることの被害算定方式
への反映といってよい。 
 二つは、同じ民間の直接被害ではあっても、…商工業の被害は、農林水産業、ことに農業の被害
額と比べて極端に低くなっている。これは、両者の被害調査のテンポに格差のあることが理由であ
る。しかし、その背景には、災害復旧制度が農林水産業と商工業とでは相当に異なっており、前者
にかなり手厚くなっている事情がある。そのため、農業などでは早めに被害状況と復旧額を算定す
る必要があるのにたいして、商工業被害の場合は、被災直後の救助･救済を除けば、個人被害と同
様に、原則として災害救助法が適用された地域に対する一般的な融資以外の援助手段が存在しない
結果、被害額の把握は遅れがちとなる(宮入, 1993: 81-82)。 
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 噴火の危険性がことさら強く懸念されて団体旅行がキャンセルされることなどは、風評
被害と呼称されて間接被害としてひろく認識されているところであるが、サービス業界の
こうした被害は決して補償されることはない。商工業被害対応の薄さを導く被害捕捉視点
の貧しさについては、上木場においても地区の商店経営者から｢士農工商の国だから｣(｢商
は農の下｣との含意)として、半ば諦め･ため息とともに語られていた。こうした事情につい
て上京･陳情した際に、代議士(久間章生衆議院議員)から｢士農工商の国だから｣諦めよ、我慢
せよ、と窘
たしな
められて悔しい思いをしたという。 
 その補償が手厚いこととなっていると言われる農業でも、作付けしていなければ被害は
発生していなかったこととされる。直接被害として目に見えないのであれば、間接被害と
して算入すべきとの指摘がなされる所以である。間接被害は波及的に拡大し、社会生活系
の被害へと複合的に連鎖すことから、これを正しく眼差すべきであると指摘されてきたと
ころである。 
 
広い意味での間接的被害には、経済的な被害以外にも、たとえば長期の不自由な避難生活による
ストレス･不健康・病気の増加、また家族や地域共同体の協働機能の悪化や低下、さらに交通網や
エネルギー施設などのライフラインの破損や遮断から生じる社会的な生活被害がある。しかし、公
式統計では、これらは計上されていない。 
…この類の被害は必ずしも直接の物的被害や経済的被害ではないとしても、社会生活をいとなむ
生活者としての住民にとっては、むしろより切実な被害でさえある場合が少なくない。しかもこう
した生活系被害は、それ自身独立して存在しているわけではなく、たとえば、経済的な直接･間接
の被害や先行きの展望の見えないことが被災住民の精神的･身体的ストレスを異常に高め、家族間
の不和や地域社会の連帯性の喪失を加速させ、緊縮的な消費行動や人口流出を生むことによって、
経済的な間接被害の波及的拡大へと反作用するなど、他の間接被害とも複合的に関連しあっている
のである。社会生活系の被害を考慮に入れることは不可欠であろう(宮入, 1993: 82-83)。 
 
 解きほどいてみると、幾重にも張り巡らされたアドバンテージのなかで、上木場では葉
タバコ生産を中心とする農業が進められていた。そして被災という逆境の中、しかしなが
ら、このような制度･システムが追い風として作用して、葉タバコを中心とする上木場･
島原の農業は、被災からの復興に取り組んできた。以下ここでは手短に、そうした取り組
みが農業復興と呼称される所以を振り返っておきたい(上木場は今に至るも警戒区域内で入域
不可、そしてほぼ全域が砂防ダム内に埋没してしまったので作付けは叶わぬが、上木場を含む水無川中･
下流の安中地区およびその周辺地区では様々な工夫を重ねて生業の再建に取り組んだ)。 
 雲仙･普賢岳噴火災害の発生当初、火砕流･土石流の被害が広がり始めると、応急対応、
復旧･復興へむけて種々の団体が組織された(詳細は本章･第 3 節)。それらには町内会基盤の
もの、産業別のもの、被災状況別のもの、その他外部支援団体等さまざまであったが、そ
の中に、｢島原普賢岳噴火災害に立ち向かう被災農業者の会｣(結成:1991.7.21、以下、｢農業者
の会｣)があった。同会は当初、警戒区域の設定によって立ち入りが禁止されて収穫ができ
ないという経済被害が発生していることに関して、この被害に対応する特別立法の制定を
求めて行くために結成されたが(｢畑に入れぬ無念さ 特別立法を求める深江町農民の会代表 福
嶋一彦｣『長崎』1991.7.19)、この特別立法制定要求を掲げる被災者の要望は、同時期に発足
した｢島原 生き残りを考える会｣が集約して訴えていくこととなったことから、農業者の
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会では営農再開に向けた方策を検討していくこととしてその方向性を定めた。その活動の
中で、農地復旧や畑地灌漑事業などを進めていくこととなった。その経緯は以下の通り。 
 
 この地区は従来から、畑基盤整備が行われていなかった。整備の必要性は指摘されていたが、二
毛作地帯のため年間を通して農作物が作付けされ、作付の無い時期に整備するといった対応ができ
ないなどの理由で、踏み切れないでいた。また、潅水施設がないことが、施設園芸作導入のネック
となっていた。 
 広域で被災し作付ができなくなったことから｢災い転じて福となす｣となった。通常は 10 年かか
る整備事業が 5 年に短縮できたとともに、畑地灌漑事業(地下水くみ上げ方式)により、潅水施設は、
ほぼ全域で整備されることになった。 
 …農業者の会では、農業を継続して行きたい農家が中心となって基盤整備の重要性を訴えた。一
方、被災を契機に離農を希望する農家も出てくることになった。離農希望者に対しては｢畑地の価
値をさげなるのは得策ではない｣と説得し、離農希望者も含め、ほぼ全員の合意を得ることができ
た(香月, 2012: 24)。 
 
 農業者の会では、被災を契機に、営農希望者が中心となって、(離農希望者の合意をとりつ
けつつ)畑基盤整備を進めていく方向性を確認した。そして、1994 年に土地改良区が設置
された(これにより農業者の会は解散･発展的解消した)。土地改良区は、土地改良法(1949 年)に基
づき設置される公共組合の一種で、戦前の耕地整理組合や水利組合などを廃止･統合した
もので、農協と並ぶ農業団体の一つで、土地改良事業を実施する。このたび設置された土
地改良区の主要メンバーは農業者の会とほぼ重なっていて、土地改良区では農業者の会の
取り付けた合意に基づき、農地復旧･整備事業を担っていくこととなった。｢離農した農家
は、利用権設定等で農地の貸し手となっ｣た。｢代替農地の貸付は一定期間無料とし、農地
提供者には協力謝金が支払われている｣。また、園芸用施設のリースも実現した。これに
は｢借上助成のほか農協等が設置して貸し付ける場合の助成が行われた｣。こうした助成等
は、今回の噴火災害に際して設置された｢復興基金事業項目として盛り込まれた｣。｢また、
被災農業者が作物転換等のため技術研修を行う場合には、職業訓練に準じた研修手当が支
給され｣、｢この間、施設野菜作等への転換に向けた研修手当が支給されている｣。そして、
｢被災地域での営農再開に際しては、復興基金からハウス等施設の設置費用や移転費用等
に対する助成が行われて｣いて、｢復旧農地での営農への移行は比較的円滑に行われた｣(香
月, 2012: 25-26)。 
 この復興基金(正式名称｢雲仙岳災害対策基金｣)は、県費に義援金を加えて資金規模 1,000 億
円で財団(理事長：長崎県知事)として運営され、生活支援、住宅対策、福祉対策、雇用支援、
産業支援、観光対策、教育支援、交通インフラ、医療機関支援、コミュニティ支援、その
他に使われたが、助成金総額 273 億円のうち支出割合は産業支援が 114 億円と最大で、
そのうち農林水産業が 98 億円と 85%超をしめていて、復興基金は農業分野にことのほか
手厚く支出されていた(川口, 2000)。 
 離農(希望)するものに対しても、農地提供者として協力謝金を分けるなど配慮を続けた。
こうしたことは県の｢島原農業改良普及センター｣によって取り組まれた。普及センターは、
県が農業者に対する情報提供、就農促進のための相談等を実施するために設置する機関で
ある。このたび島原に設置された普及センターでは、1992 年に避難農家世帯全戸の訪問
調査を実施して、被害実態と今後の意向を把握し、その後、1999 年までに 5 回、被災農
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家の営農再開相談を実施している。そして普及センター内に｢営農復興連絡会議｣を設置し
て、土地改良区メンバーや農協、市町窓口職員、JT、そしてもちろん被災農家、これらが
フリーに発言する機会を設けるとともに、より発言の機会を確保するために集落座談会を
開催した。葉タバコや茶などは特殊作物なので、これについては個別農家カウンセリング
を行って、生産計画等を詳細に把握した(長崎県島原農業改良普及センター,2001)。こうしたき
め細かな調査、検討を経て、離農者への対応をも含めて、当地で営農の再開を模索･企画
して、農林水産業の規定の災害復興事業に加えて、基金事業などを次々に創設して組み合
わせていった。 
 
島原市では茶の栽培農家が 88 戸から 2 戸へと激減しており、葉タバコ農家も 90 戸から 9 戸で
大きく減少している。その反面、施設野菜、施設花卉、施設果樹では被災農家数を上回る農家が営
農を再開していることがわかる。これは、葉タバコなどの被災農家が、営農再開のための補助や助
成事業を受けて施設栽培などへ経営を移行した場合も含まれている。1997 年 4 月 30 日現在で、今
後営農の再開を希望している農家は 64 戸であり、希望農家が営農を再開できるための支援が島原
振興局を中心に継続して進められている。 
 活動火山周辺地域防災営農対策事業により補助を受けて建設された硬質プラスチックハウスは、
暖房、二重カーテン、人工光源などが装備されており、電照菊が栽培されている。これ以外にも洋
ランや水耕ネギの栽培が進められており、農地の高度利用、降灰防止などの集約的農業の推進によ
る農業経営の安定化を目指している。また、農地の復旧･整備が進められており、農地の周囲は石
垣で補強されており、土壌は客土により土石や火山灰が取り除かれ、作付け可能な農地として回復
しつつある(山本他, 1994)。 
 
 そうした取り組みの結果、上述したように、農
家数は半減し耕地面積も大幅減少するものの、営
農再開した農家によって施設園芸地帯として再
生し(畑地灌漑の農地基盤整備の短期間で完了した)(図
2-3)、農家一戸あたり所得も大幅な増加を見た。
噴火災害を契機に、農業構造が大きく転換し、地
域農業は再建･振興した。これを農業界では噴火
災害に伴う｢農業復興｣と呼んでいる。 
 
e) 近隣の生活 
 ここまで見てきたように、上木場地区は農村集落であった。土地の利用状況は地区全体
の約 9 割が山林原野と農地で、宅地は 6%ほど。上木場地区全体としてみると半数の世帯
が農業に従事していた。地区は南北二つの町内会に分かれていて、南上木場は専業農家が
多いのに対して、北上木場は兼業農家が多かった。葉タバコの生産農家が多く、6 月 3 日
の大火砕流で亡くなった地元消防団員はみな、葉タバコ農家の主要な担い手だった(犠牲者
43 人のうち上木場住民は 12 人で、内訳は北上木場で 10 人、南上木場 2 人)。東京大学新聞研究所
主催の座談会(1991 年 8 月 17 日)で、被災当日を思い起こして以下のように語られている。 
 
ウチの甥もタバコをやっているんですが、15日(1991年 5月 15日：筆者注)に土石流が出まして、
自分の家に全然帰ってこないわけですよ。だからもう(葉タバコの芯止め作業：筆者注)遅れちゃう
わけですね。やはり消防団の方々や亡くなった方々は、本当にタバコだけつくっていましたからね。 
図 2-3 一面に広がる、整備されたハウス群 
出典：筆者撮影(2016.2.2) 
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図 2-4 島原市の六つの小学校区 
出典：島原市教育委員会, 1988：14 
備考：上木場は｢五小地区(安中)｣に入る 
亡くなった消防団の方は、みんなタバコ耕作者ですね。だから 5 月 15 日からはほとんど家にも帰
らずにいたわけです。タバコの芽を早く止めようと。そうせんと、タバコが金にならんということ
ですね。とくに、亡くなったのは農家の方ばっかりですから、全部タバコをつくってたから、じゃ
あみんなで手分けしようということになったんです(安中地区町内会連絡協議会, 1992: 57)。 
 
 町内会は南北上木場町内会ともそれぞれ 3 つの班からなり、｢班長は輪番制で、また町
内会長は班長の中から推薦によって選出されていた。さらに選出された会長は代々、農業
実行委員長を兼務することになっていた｣(木村, 2006: 9)。農業実行委員は、農業振興に関す
る諸事務を円滑に処理するために、｢農業委員会等に関する法律｣(1951 公布)や｢地方自治
法｣(1947 公布)に基づいて市町村に設置が義務づけられている行政委員で、地区から推薦さ
れた者を市長が委嘱することとなっている。以下 3 章で詳述することとなるが、被災後、
南上木場から選ばれて町内会基盤の復興団体、上木場復興実行委員会の会長に就いた山下
一郎は、町内会の慣例により農業実行委員を兼務していたことから、農地の利用現況につ
いては特に詳しいデータを有していて、復興公共土木事業用地の買い上げ価格交渉に際し
ては、そのアドバンテージを十二分に発揮して、対行政交渉を有利に進めることができた
という。 
 上木場地区は水無川上流に位置する 96 世帯 404 人の長閑な村落であった。島原市内は
小学校区によって 6 つの地区に分かれていて、上木場はその一つ安中地区に含まれる。
安中地区の拠点が安中公民館であった。 
 
安中公民館は安中地区のほぼ中央にあり、近くには第五小学校や第三中学校、幼稚園や保育園が
あった。公民館の屋上から眺めると、南にはタバコは竹やキラキラ光る果樹園のビニールハウスが
続き、東には中学校とその向こうに青い有明の海が見える。北は雑木林であまり展望がきかないが、
西には緑に包まれた眉山と普賢岳の山なみが続いている。 
公民館には、いつも地区の人が集まり楽しい話や笑い話が聞こえた、青年団や婦人会、老人会や
町内会連絡協議会など、地域の各種団体の活動拠点となっており、いつも人の出入りが頻繁であっ
た(杉本, 2001: 64-65)。 
 
 ｢安中は、明治 22 年、…安徳村･中木場村の二か村が合併してできた｣(安中地区町内会連
絡協議会, 1992: 2)。両村の頭文字をとって安中である。今回の噴火災害発生以降、県･市の
復興政策において｢安中｣が取りざたされるとき、それは
水無川下流域を指し示していることが多く、それは例え
ば下流域で企画･施工された安中三角地帯嵩上げ事業の
対象エリアをあらわしている。しかしながら元来は、上
木場が含まれる安徳＋中木場地区全域が｢安中｣であって、
それは市内を 6 つに分ける小学校区名称でもあって、水
無川上流を含めて安中なのである(図 2-4)。したがって、6
月 3 日大火砕流惨事の当日、安中公民館は地区対応の最
前線基地となっていたし、それ以前、5 月 15 日の土石流
発生に際して避難勧告発令より以前に自主避難していた
上木場地区住民の多くも、安中公民館に身を寄せていた。
被災後、南北上木場町内会を母胎にして結成された復興
団体、上木場復興実行委員会がその事務局を安中公民館
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に置いたのも、したがってごく自然なことであった。本論文 3 章で詳述するが、土石流
被災エリアの水無川下流域への拡大に伴い世論がそちらに傾斜して行き、合わせてそこで
企画される公共土木事業が｢安中三角地帯嵩上げ事業｣と呼称されたことから、安中地区に
ついての一般のエリア認識が水無川中･下流域に限定されて行ってしまうこととなる。本
論文の前半ここにおいて、すなわち被災前の状況
．．．．．．
に触れる時、上木場地区を概説するに際
して地区呼称として｢安中｣が言われる時、それは水無川上流を含む小学校区としての安中
．．．．．．．．．．．．．．．．．．
(
．
安徳
．．
+
．
中木場
．．．
)
．
を意味している。 
 南北上木場町内会、避難所となった公民館や消防団員が詰めていた農業研修所、そして
多くの犠牲を生んだ｢定点｣(報道陣がカメラを構えて陣取っていた場所)と、水無川上流域の位置
関係を地図上、確認しておくこととする(図 2-5)。 
 
 
図 2-5 南北上木場町内会と水無川、定点の位置関係 
出典：杉本, 2001: 98 
 
2-1-2. 上木場を中心とした被災概要･復興の経緯(その被災の諸相の理解) 
 上質の葉タバコ産地であったのどかな村落を火山災害が襲った。直前直後の諸対応から
復興までの道筋を、ここでは以下のように概略しておく(その中での上木場集落の対応の詳細に
ついては第 3 章に譲る)。 
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火山噴火による火砕流の発生、それと前後して発生した土石流、それらによる直接的な
被害を中心に上木場の被災を概説するが、本稿ここでは、まずはそのプロローグとしての
約 200 ぶりの噴火の始まりから火山性群発地震発生による動揺の諸相を押さえおくこと
とする(a)プロローグ)。次いで、噴火災害の本体としての火砕流･土石流被害状況とそこか
らの復興の経緯を概略として押さえる(b)降灰による土石流～c)火砕流による警戒区域の設定)。
本稿ではそれにつなげて、直裁的な噴火災害認識と並行して表出された、いわば他次元の
復興認識としての法災･官災あるいは｢復興災害｣の諸相に触れて(d)法災･官災から復興災害
へ)、最後に、復興という長期的な地域社会変動の道筋･行く末が、国全体の国土形成プロ
グラムに収斂していく過程に言及しておくこととする(e)地域振興に収斂するローカルの復興)。 
 
a) プロローグ：200 年ぶりの噴火から火山性群発地震、眉山崩壊懸念への対応 
 1990 年 11 月 17 日、雲仙普賢岳は 1792 年の噴火(溶岩流出、火山性地震で眉山崩壊、山津
波の発生で、対岸の肥後の国で 1.5 万人死者が発生=｢雲仙大変･肥後迷惑｣)以来、198 年ぶりに、地
獄跡火口から噴煙を上げ始めた。当初は珍しさから九州一円より見物客が押し寄せた。そ
の 4 日後、6 年ぶり(1984 年 8 月以来)に火山性群発地震が発生すると、観光業界は宿泊キャ
ンセルの増加に不安を抱き始める。合わせて降灰による農業被害(葉もの野菜類や主力である
葉タバコなど)も懸念され出す。 
年末年始を経ても群発地震が終息しないことから、地震による眉山崩壊(｢雲仙大変･肥後
迷惑｣の再現)が懸念され始め、島原市議会でもこれが取り上げられて、避難体制の整備がは
かられた(1991 年 2 月、避難計画の策定、3 月、市民避難訓練の実施)。 
 
b) 降灰による土石流 
 噴煙のあがる火口周辺には、この数ヶ月で噴出物が堆積し始めていて、これが 1991 年
4 月末には雨後に小土石流となって、水無川上流の北上木場地区で観測された。土石流は
過去これまでも何度か発生していて、特に昭和 32(1957)年の諌早大水害の際の集中豪雨で、
島原市でも 13 名の死者を出していることから、土石流対応の住民避難訓練なども重ねら
れて来ていた。したがって、この度の土石流に際しても、土石流の危険性は認識されてい
て、市長も｢火山灰が流れ込んでおり、集中豪雨で大丈夫なのか｣、｢土砂の掘削を急ぐ必
要がある｣ととらえて、実際に堆積土砂の取り除き作業が始められていた(｢島原でまた土石
流｣『毎日』1991.4.27)。合わせて上木場地区に対して市では、土石流対応の避難計画を策定
し、避難誘導や避難場所を発表した(｢南、北上木場住民 96 世帯 土石
流で避難計画｣『長崎』1991.4.28)(図 2-6)。GW 連休明けには、噴火によ
る降灰と噴石が確認されていて、雲仙岳測候所からは、｢降雨によ
る土石流の発生があるのでじゅうぶん注意してほしい｣(｢土石流発
生の危険も｣『毎日』1991.5.11)と紙上で呼びかけられていた。噴火現
象は土石流危険性として認識されて対応がとられていた。 
そして 5 月 15 日、初めて大規模な土石流が水無川を下った。上
木場地区住民は自主的に安中公民館などに避難した。市が避難勧
告を発令したのは、皆が避難した約 1 時間後であった。避難勧告
は、災害対策基本法･第 60 条に基づくもので、避難を呼びかけて
住民に協力を求めるもので、地区への立ち入りを規制するような
図 2-6 『長崎』1991.4.28 
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強制力は伴わない。上木場地区住民は、近所で呼びかけ合って自主的に避難した。 
その後、土石流は 5 月 20 日、21 日、26 日と続き、おおかたの住民は帰宅せずに着の
身着のまま公民館等で避難生活を続けた。 
 
c) 火砕流と警戒区域の設定 
 そして 1991 年 6 月 3 日、午後 4 時 8 分、大火砕流が発生する。避難勧告によって(実際
はそれ以前から自主的に)地区住民のほとんどは避難していたが、火砕流を取材していた報道
関係者(16 名)、その足として借り上げられていた地元タクシー運転者(4 名)、調査に来てい
た外国人火山学者(3 名)、それら避難勧告区域に入っている者に注意を呼びかけていた消
防団員(12 名)、警察官(2 名)、農作業中で一時帰宅していた住民(4 名)、選挙ポスター撤去
作業の市職員(2 名)、が火砕流に巻き込まれて避難できず、犠牲(計 43 名)となった。 
 これを機に、避難勧告区域は警戒区域に設定し直されることとなる。警戒区域は災害対
策基本法･第 63 条に基づき災害危険地域を指定して、そこへの立ち入りを規制するもの。
国では 5 月末にすでに土石流被害に対応するために災害救助法の適用を決めており、大
火砕流による多くの犠牲者発生を受けて非常災害対策本部を設置して、地元市町の首長に
対して、警戒区域の設定を求めた。 
 
災害が発生すると災害対策本部が設置されて、地元首長をトップとする災害対策本部で対応が始
まるが、これで対応がとりきれないと判断されると、内閣総理大臣は国務大臣を長とする非常災害
対策本部を設置する。この度、6.3 大火砕流発生に際して政府は、この非常災害対策本部を設置し
た。実は災対本部に関しては、さらにこの上に、緊急災害対策本部というものが法律上位置づけら
れている。非常災害対策本部が設置されるような事態を越えて、さらに「著しく異常かつ激甚な非
常災害が発生した場合」には、内閣総理大臣を長とする緊急災害対策本部が設置される。戦後憲法
下では、後に、東日本大震災(2011 年)で初めて設置されることとなる。諸外国では同様の規定は戒
厳令等と呼び、有事、憲法停止状態などと解釈されるものに該当する。60 年安保のさなか災害対
策基本法が議論されていた時(1959 年伊勢湾台風災害を契機に同法の審議が始められた)、同法案
28 条に位置づけられていたこの緊急災害対策本部をどう扱うかで国会議論が紛糾し、戒厳令を彷
彿とさせるとのことで削除された上で同法はやっと成立したという経緯がある(後年、第 2 項とし
て追加された曰く付きのものである)。阪神･淡路大震災(1995 年)発生直後も新潟県中越地震(2004
年)発生直後も国会において、緊急災害対策本部を設置しないことに関する(政府はこの事態をそれ
ほど重く見ていないのか! という追求として)質疑が行われたが、いずれの場合もついに設置される
ことはなかった。東日本大震災が発生して、現憲法下、初めて緊急災害対策本部が設置された。(大
矢根, 2011) 
 
雲仙･普賢岳噴火災害(6.3 大火砕流)発生時には、非常災害対策
本部が設置された。それと合わせて、被災現地に警戒区域の設
定が求められることとなった。しかしながら地元首長である鐘
ヶ江･島原市長は、｢市街地を警戒区域に設定した前例はない。
住民が全く立ち入れなくなるとゴーストタウンになる｣(｢避難勧
告に強制力を｣『長崎』1991.6.5)として、これに難色を示す。 
警戒区域が設定されると、そのエリアには入域規制がかけら
れ、避難した後はそこに戻ってはいけないこととなる(図 2-7)。
境界には警官が立って入域を制限する。違反すれば拘留か罰金となる。ところが、これを
図 2-7 『長崎』1991.6.5 
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発するのは、災害対策基本法の規定では地元の首長ということになっている。首長は自分
を直接選出してくれた顔見知りの地域の人々の生首を絞めるような(生業を放棄しろという)
指示はできるだけ出したくないし、被災した町の財政規模でそうした場合の遺失利益の補
償はそもそも難しい。だから規制をかけた後は必要に応じて一時帰宅が可能となるような
措置案を併せ持っていないと、この規制には躊躇するというものである。非常災害対策本
部を設置した国からは県知事を通して市長に対して、この警戒区域の設置が求められるこ
ととなった。県知事と市長の二人で重苦しい協議が続けられた。 
 
｢どうしても設定できないのか｣、｢もう言わないでください。いくら火砕流から人の命を守れて
も、経済的に行き詰まったら自ら命を絶つ人間も出てきます。同じじゃないですか｣と激しい問答
が続いた。 
 3 時間以上も続く問答に、市長は疲労困憊であった。市長は激務の間を縫って毎夜、葬儀の出席
が続いており、点滴でやっと身体を持たせている常態であった。また、緊張と悲嘆の繰り返しで精
神的にも不安定であった。 
 県知事のねばり強い説得にも、何の打開策もなく、追いつめられた市長は｢そんなにおっしゃる
なら、この窓から飛び降ります。もう楽になりたい｣と本気であった。県知事は｢わかった、住民の
損失は国と県が協力して支援する｣と約束し、市長は、その約束を文章にすることで合意した。苦
渋の決断であった(内閣府, 2007: 74)。 
 
｢設定の影響に対して、国、県があらゆる面において協力に支援することを約束｣して、
｢島原市長は 6 月 6 日 19 時 35 分、｢6 月 7 日正午より北上木場他 4 町に対して、27 日正
午まで災害対策基本法に基づく警戒区域として、立ち入りを制限する｣と発表した｣(内閣府, 
2007: 24)。これによって、地区全域が警戒区域に指定された上木場地区住民は、それ以降、
現在に至るまで、地区への入域は禁じられることとなる。 
 警戒区域は火山活動を見据えながら、状況･要望に応じて(避難住民の家財の持ち出しや、農
作業等々)その範域が部分的に解除されて避難勧告区域に変更されたり、次なる土石流、そ
してその後 9 千回以上にもおよぶ火砕流の発生に応じて、幾度と無く(警戒区域として)設定
し直されることが繰り返えされた。しかしながら上木場地区は 6.3 大火砕流以降、現在に
至るまで一度も警戒区域を解除されることはなかった。本稿ここでは、上木場集落に関わ
る同区域の設定･変更の概略を図面で示しておくこととする(図 2-8：赤=警戒区域、黄=避難勧
告区域、上木場は赤の同心円の中)。 
 
左=設定当初 1991.6.7            中=最大時 1991.9.10            右=最小時 1992.12.31 
 
 
 
 
 
図 2-8 警戒区域の範域 
出典：長崎県総務部秘書課, 1994, 『新しまばら創造へのみち』: 149-151 
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 土石流による自主避難の開始から火砕流による警戒区域(避難勧告区域より)の設定を経て、
上木場では古里に戻るめどの立たない避難生活が始まることとなった。噴火災害は長期化
の様相を呈してきた。それでも｢住民の損失は国と県が協力して支援する｣との文書による
約束を信じて、避難生活を送っていたところであるが、その後すぐに、この約束はあっさ
りと反故にされることとなる。 
 
被災住民から個人補償の声が上がるようになった。しかも、そのころ被災地を訪れた海部俊樹首
相が島原市長等に対し｢市長だけの責任にはしない。いよいよの時は特別立法ででも対処する｣とい
う趣旨の発言をしたため、この被災住民の声は｢特別立法｣」運動に形を変えた。当時の、被災住民
が求める特別立法のイメージとするところは、｢警戒区域等の設定による経済的損失の補償｣、｢火
砕流･土石流で焼失･流失した家屋等の財産的損失の公費による補償｣という、いわゆる｢個人補償｣
の要求であった。このときに、わが国で初めて、被災者による国等に対する個人補償の要求運動が
始まったということができる。 
そして、被災地自治体もその特別立法運動の影響を受け、91 年 7 月、長崎県は政府に対し｢災害
に強いまちづくり、経済的補填などを求めた特別立法｣と｢災害対策基金の設置｣を求める要望書を
提出した。すなわち、長崎県は、被災者の特別立法運動の流れにのって、政府に対し個人補償的施
策の立法化を求めた。しかし、政府は、自力救済･自助努力･自力復興などという｢自己責任論｣ある
いは｢私的財産の形成に資する公費の支出はできない｣との行政法理を全面に押し立て、個人補償の
実現が理論的にも政治的にも不可能であることを宣明した。そのため長崎県は、その要望内容から
｢経済的補填などを求めた特別立法｣を外し、｢基金の設置｣のみに絞って政府との交渉を続けた(福
崎 ,2005)。 
 
 政府首脳は 7 月末、補償を求めて陳情･上京して来た長崎県知事、島原市長ら一行に対
して、できる限りの支援は検討し基金創設を後押しするとの発言を重ねたが、実務サイド
で応対した官僚、特に大蔵省は、｢個人補償への前例はない｣、｢現行法で十分対処できる。
(基金という)新しい制度をつくる必要はない｣(『長崎』1991.8.2)と、踏み込んだ支援について
は全て否定し、個人補償については前例もなくあり得ないことであると通告した。 
 警戒区域の設定による遺失利益の個人補償は国によってはなされない、あり得ないこと
が告げられた。そもそも警戒区域の設定は、災害対策基本法･第 63 条に基づき市町村長
．．．．
が行うもの
．．．．．
で、その首長を選んだのは住民自身であるから、それにしたがって避難(して助
かったのだから)したのだから、国が補償する謂われはないと説明された。さらに、これを
一度認めると前例となり、もし、関東大震災が再来したら二桁･
三桁上の対象者数を補償することとなり、国家財政が破綻して
しまう(だから、今回、雲仙で認めるわけにはいかないのだ)、など告げ
られた。6.3 大火砕流直後の協議で交わされた｢住民の損失は国
と県が協力して支援する｣という約束は、こうしていとも容易く
反故にされた(図 2-9)。 
そこで県と市では、義援金などを原資として基金を設置し、
その利子を運用するなどして少しずつ工夫して個人補償の枠を
創出･捻出してくこととした。このように、個人補償については
その当時は自己責任として一蹴された。しかしその数年後、桁
の違う被災者が発生した阪神･淡路大震災(1995 年、死者 6,334 人)
を契機に同議論が再燃し、その際にやっと被災者生活支援法
図 2-9 『長崎』1991.8.6 
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(1999 年)が制定されて、少しずつこうした事態に応ずる法制度的枠組みが整えられていく
こととなる。 
また、2000 年には鳥取県西部地震が発生して多くの住宅が全半壊した。当時の片山善
博鳥取県知事は直ちに被災者住宅再建支援条例を制定して、｢所得等にかかわらず、住宅
再建には限度額 300 万円を交付し、補修には限度額 150 万円を助成する｣とした。わが国
において初めて、住宅再建への公費支出を条例で制度化した(わが国初めての被災者公的保障
の制度化)(福崎, 2005: 61-62)。その後、こうした鳥取方式(条例を制定して対応)が全国に広がり
つつある。 
雲仙･普賢岳噴火災害時には、警戒区域設定に伴う遺失利益の補償は法的にはなされず、
地元自治体の工夫･自助努力(復興基金の創設とその運用)によってカバーされた。法律に従っ
たことによって被災枠が拡大していったこと、すなわち、警戒区域が設定されてそれをき
ちんと守ったことで生業を根こそぎ喪失してしまったこと、それに対して補償がなされな
いことを批判して、当時、この噴火災害は(自然災害の枠を超えて)｢法災｣あるいは｢官災｣(江
川, 1994)と言われた。 
そして上木場では不自由な避難所生活、仮設住宅生活が始まる。水無川上流の上木場地
区には警戒区域が設定されて、二度と古里には戻れないこととなった。ということでもち
ろん、復旧工事も行われ得ない。その間に、雨の度に土石流被害が拡大して、水無川中･
下流域でも避難所で生活する人々が増えてきた。しかしながらそこはまだ土石流被害がメ
インであって、火砕流自体は及んでいないから、雨が降らない限りは安全で(土石流は発生
しないので)、したがってその避難指示エリア(警戒区域、避難勧告区域)は市長の裁量で(火山測
候所所所長のアドバイスを受けながら)操作可能であった。避難指示エリアを一時的にでも解除
できれば、住民は一時帰宅ができる。それを機に、家財道具を運び出したり、現存する家
屋や家財道具に対して損害保険をかけたりする動きも見られた。そしてその間に、測量が
行われてそれに基づいて復興公共土木事業のシナリオが練られる。水無川中･下流では復
興事業に関わる用地買収や補償について着実に課業の段取りが進んでいく。 
上木場にとっては、自分たちが最初に被災して最も長く避難所生活を送っているのに、
復興事業や補償は自宅に行き来している水無川中･下流域の人々が先、という状況に不安
と憤りを募らせることとなった。第 3 章で詳述するが、上木場地区住民は地区で組織し
た復興団体を通じて、これに断固抗議した。｢現在のような復興の進め方では、私たちの
生活再建が最も遅れてしまうのではないかと心配です。私たちへの復興が遅れをとること
はまったく理解できませんし、到底受け入れられません｣として｢…間違っても下流域に遅
れをとることなく早急に…｣と強く県･市に要望することとなる(1992 年 10 月提出｢生活再建
に関する要望書｣)。 
 復興公共土木事業が始まると、その展開に応じて新たに立ち退きなどの対象となる世帯
が生じてくる。直接的な災害からは逃れたのに、復興事業で家や古里を喪失する層が生ま
れてくることがある。これが第二の災害と捉えられて、｢災害復興における復興災害｣(塩
崎, 2014)と言われている。雲仙･普賢岳噴火災害では、最初に被災して、さらに警戒区域が
設定されて、自宅に戻れずにじわじわと生業を喪失していく上木場地区住民がいる一方で、
警戒区域等が適宜緩和されて自宅を見回ったり、復旧･復興事業が緒につく(測量に次いで補
償交渉等が始まる)層が顕現するところとなって、上木場地区住民は不安と焦りを募らせて
いた。上木場地区では、こうした復興事業の相対的な遅れの顕現が、さらなる(新たな)被
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害の押しつけのように感じられ始め、水無川中･下流域での復興事業の展開は(喜ばしいこと
であるはずなのに)、被災のただ中に取り残されて被る二次災害のようにとらえられるよう
になる。そしてこれが｢災害復興における復興災害｣として認識されることとなった。そし
てこうした復興災害が、硬直的な制度、柔軟性に欠ける行政によって引き起こされた被災
であるととらえられていて、｢法災｣･｢官災｣と言われることとなった。 
 6.3 大火砕流発生から翌日の警戒区域の設定、その後の国による個人補償不可宣明、さ
らに数カ月を経て顕現してくる被災対応の地域差･時間差、等々、上木場地区ではこれら
復興法制度の展開による相対的な被災感の累積が、法災･官災、復興災害などとして認識
されてきた。本稿ここでは、直裁的な噴火災害認識と並行して表出された、こうした他次
元の被災感(復興災害感)を例示しておくこととする。 
 
e) 地域振興に収斂するローカルの復興：収斂と潜在化 
 復興法制度の展開によって生じる他次元の相対的な被災感は、被災時間の経過とともに、
他の被災類型箇所にも延伸していった。上木場は大火砕流発生直後の被災地であるが、そ
の後、徐々に土石流によって水無川下流域に被災エリアが拡大していき、そのエリア拡大
と平行して復興公共土木事業が企画されだすことで、その事業対象となる層がそれを復興
災害ととらえたり、あるいは事業による補償獲得の機会を得て生活再建の道筋を見いだし
たりと、災害の展開、復興事業の展開に即して、各方面で喜怒哀楽･悲喜交
こも
々
ごも
であった。
こうした地区類型毎の復興進捗状況認識は、第 3 章において上木場を巡る足かけ 5 年に
わたる集団力学関係として詳述する。 
 そして、こうしたローカルの復興事情、その進捗状況認識は、より大きなエリアを包含
する国土軸形成を背景とした地域振興の流れにリエゾン･収斂していくことをここでは指
摘しておきたい。ローカルの復興が主に地元首長による復興宣言を媒介にして、従前から
潜行する地域振興にリエゾンし、そのことで広く全国･一般的には、復興完了との認識が
広がって、昨日まで認知されていた被災者が(復興行政メニュー上)いなくなる(いなくなったこ
ととされる)。復興が振興にリエゾンすることで被災が潜在化し、被災当事者にとっては新
たな苦難の道がそこから始まることとなる。復興災害はさらに深刻に潜行することとなる。
上木場地区および島原市におけるこうした長期的な壮大な復興の展開の道筋を、次に概略
しておこう。 
 
e-1 収斂 
 島原市では長崎県とともに(被災前から)長年、島原半島の中核的な都
市として、国土開発計画の一角に半島を適切に位置づけさせるべく国
に要望を続けていた。そしてこれは、今回の災害直前の 1980 年代末
に、三県架橋として、島原－天草－長島を二つの橋でむすび｢九州の西
側の大外を回る大環状線になっていく事業｣として九州中西部地域整
備計画(｢袋小路を解消 三県架橋に調査費｣『西日本』1989.6.28)(図 2-10)と呼
称されて、国からその調査費を取り付けていたところであった。これ
は九州自動車道(福岡から熊本を経て鹿児島へ)、九州新幹線(福岡から熊本を
経て鹿児島へ)(以上、九州中央軸構想)、長崎自動車道(福岡から佐賀を経て長崎
へ)(以上、九州北部地域連携軸構想)、といった全国レベルの国土軸構想 図 2-10 『西日本』1989.6.28 
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に付置される九州西岸軸構想の一環である。 
 この度の火砕流･土石流災害で、島原半島の主要導線･ライフラインとしての国道(57 号、
251 号)･鉄道(島原鉄道)が度々分断されたことから、復興事業では高い規格の交通網の導入･
整備が求められており、これをこうした国土軸構想に連結させて前倒しで実現しようとい
う動きにつながった。 
 災害が発生すると一般的に、地元自治体には具体的災害対応を担う災害対策本部が置か
れる。これは主に総務部防災課などに置かれることとなるが、復興業務はそうした現場対
応から一線を画して、市長公室や企画課の担当となる。復興は、被害の現場を単に復旧す
るのではなく(それでは同様の外力で再度被災してしまうこととなる)、より安全性を高めた新し
い姿とすることが求められるが、それではそのためには何をしたらいいのだろう、と地元
首長らは逡巡することとなる。そこで、手持ちの資料･資源としての、未だ実現を見てい
ない中長期的な振興計画を前倒しで実施していこうという思考が発動する。これは総務部
(災害対策本部)ではなく企画担当部局の所管であり、したがって復興は市長公室や企画室で
練られることとなる。そうした企画は、より上位の県や国の開発計画(国土軸構想など)に有
機的･戦略的に連携させて構想される。そうしたアイディアは、地元自治体においてすで
に広く･十分に周知されて議論が尽くされており、その導入について地元議会で民主的に
合意形成がなされているので(そして、地元行政と住民のタッグチームが形成されて、誘致の陳情が
行われることが多い)、復興の名を付して採用することができる。したがって復興構想は、当
該地方自治体が中長期的な開発計画に既に書き込んであるもので、さらにその事業誘致活
動をすでに始めているものが、まずは選択され組み合わされていくこととなる。災害時と
いう非常時であるとしても、適切に民主的な手続きを経た施策の導入が求められるから、
事前に検討済みでストックされている中長期計画が前倒しで日の目を見ることとなる。 
 ライフラインなどの基本インフラの再整備に合わせて、地域内の産業基盤再整備などで
も、当該地域で懸案となっていた事業構想が、この機に前倒しで実施されることとなる。
先に見てきたように、それは例えば、島原市･半島の基幹産業である農業においては、こ
の噴火災害対応事業の中で、長年の懸案であった畑地灌漑、施設園芸などがその担い手の
再編･集約(離農者農地の再配分)を含めて押し進められて、噴火災害に伴う農業復興として成
し遂げられた。 
 島原市では、国･県が構想･施行する復興公共土木事業計画(大型砂防ダム、導流堤防など)
が出揃ったとこころで、それらの枠組みと矛盾しないように生活再建のための諸メニュー
(復興公営住宅団地、農地基盤整備など)を揃えて、まずは｢島原市復興計画｣を作成した(1991～
1993 年)。生活再建メニューが走り出し復興の道筋が定まると、それは県の半島振興計画
｢島原半島復興振興計画｣(1993)に接続される。県の半島振興計画は、噴火災害からの復興
の延長に作成されるものであることから、タイトルも｢新･しまばら創造へのみち(雲仙岳災
害･島原半島復興振興計画)｣とつけられた。直接被災地の島原市や深江町を包含して、島原半
島全域の振興計画が国の国土軸構想とすり合わせながら進められた。そしてこれが被災現
場の復興の進捗状況に合わせて改めて作られる｢島原市復興計画改訂版
．．．
｣(1995 年)(傍点
．．
筆
者)に反映されていく。こうして国･県の振興計画にすり合わされながら市復興計画は、被
災前から続く市振興計画のリニューアル版にリエゾンされる。島原市の場合は、｢島原市
復興計画改訂版｣が｢第五次島原市勢振興計画｣(1995)にリエゾンされていくこととなり、
こうして復興は振興に収斂してルーティーンが回復する。 
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 この度の噴火災害復興に際しては、振興というルーティーン回復の時期(1995 年)に、偶
然、噴火活動の沈静化が重なり、これに合わせて長期的復興メニューが再検討され始めた
ことで(そのために雲仙岳災害対策基金が増額･延長された)、1997 年より半島全体を視野に入れ
た地域再生対策としての｢島原地域再生行動計画(計画期間：1997～2001 年度、愛称：がまだす
計画)(図 2-11)が策定されることとなった。これに基づき雲仙岳災害記念館(2002 年開館)、県
立島原病院(2001 年)が完成し、こうした大型施設建設事業を含む半島振興計画は長崎県が
21 世紀に向けての羅針盤として策定した｢長崎県長期総合計画｣に引き継がれていく。災
害対応が復旧事業･生活再建メニューの創出･実施を経て復興計画につながり、この復興計
画が状況に応じて改訂されつつ従前の地域振興の前倒し実施を導いて、ルーティーンが回
復して地域長期総合計画に吸収されていく。本稿第 3 章では、これらの前半部分、すな
わち、6.3 大火砕流被災から避難生活(1991 年)、復興の方向性模索過程(1992 年)を経て生活
再建が緒につくあたりまで(1993 年)を、地区に創設された復興団体の活動に焦点をおいて
検討していくこととする。 
 
e-2. 潜在化 
 さて先に、｢復興が振興にリエゾンすることで被災が潜在化｣することを指摘した。すな
わち、復興の長い道のりの諸段階で、次々に新たなタイプの被災が顕現し、そして･ある
いは潜在化していく。例えば阪神･淡路大震災(1995 年)では各分野で独自に復興宣言を出
していて、港湾に関しては｢神戸港復興宣言｣(1997 年 5 月)、また、県市では 1999 年 6 月
末の仮設住宅入居期限を期に｢復興は順調にすすんでいる｣と宣明して、震災発生 5 周年
目の記念日 2000 年 1 月 17 日に｢阪神･淡路大震災復興対策本部｣を解散したが、｢仮設住
宅解消≠復興｣との世論の反発が大きかったことで、市としての復興宣言は発せられてい
ない。その流れで、各方面で被災･復興 10 年検証が重ねられて、例えば県では被災 10 年
目の 2014 年度予算で｢復興 10 年計画の最終年度｣と記述上の区切りをつけつつ、防犯･
防災、経済･雇用対策、共生社会づくりなどの枠に事業予算を盛り込み、県復興本部総括
図 2-11 島原市･長崎県の復興･振興連関 
出典：内閣府, 2007: 125 
147 
 
部は、｢復興 10 年総括検証･提言事業」に取り組んだ。その検証結果を踏まえて、｢終了
するもの｣と｢一般施策として引き継ぐもの｣ が明らかにされ、｢ポスト 10 年｣につなぐた
めの総合調整が始まった。｢ポスト 10 年｣と区切りを表出した上で｢一般施策として引き
継ぐ｣形をとることとして、被災態様の直接的記述は行政メニューの一線からは姿を消す
こととなる。しかしながら現実的には、誰の目にもあきらかな連続する被災生活の実態(復
興公営住宅団地での相次ぐ高齢者の孤独死など)があったことから、県では 2005 年に｢復興フォ
ローアップ委員会｣機能を残して被災地実態調査を行い、運用終了となる復興基金を整理
しつつも運用益の残余分をあてて高齢者支援を延長していくこととした(阪神･淡路大震災
記念協会, 2005: 97-105)。 
 阪神･淡路大震災で兵庫県は、状況･世論を睨みつつ復興宣言を発することは控えた。そ
れだけ被災者の生活再建の諸問題が、次から次へと顕現してきていたからである。民主的
に審議されて事業予算化された復興公共土木事業が、数年の遅れは伴ったものの、復興の
名を冠した公共事業として竣工することによって、誰の目にも(特に地域外の人々の目にはさ
らに鮮やかに)瀟洒な復興空間がとらえられたことで、その視角･イメージにおいて復興は完
了することとなる。いわゆるハードの復興(竣工)である。しかし被災者生活の再建状況に
目を向けてみると、その様々な側面において未だに被災に喘いでいる層が認知されること
となって、いわゆるソフトの復興が未だ道半ばであることが認識されることとなる。 
雲仙･普賢岳噴火災害の復興においても、あるいはその後の各種災害の復興においても、
このような ‘ソフト復興未達’事情は、その都度、現場から鋭く告発され続けて来た。
果敢な現場活動により露わにされてきた潜在化しつつあった復興災害の数々であるが、こ
こではそれらをいくつか取り上げておこう(発災からの時間に沿って眺めてみる)。 
土石流･火砕流の発生で避難して何とか命はつなぎとめたものの、手をこまねいて被災
を甘受しなければならない現行法制度の壁が指摘された。警戒区域が設定されて立ち入る
ことができず、目の前の自宅が焼け落ち･押し流されるのを、双眼鏡でただただ見届ける
ことしか許されなかった居住者･消防団員、同じく警戒区域が設定されて農作物･家畜等を
見殺しにしなくてはならなくなった農家、直接的な被害は蒙らなかったもののライフライ
ンとしての国道が通行止めとなったことで客足が途絶えた周辺の商工業者(廃業に至る事例
多数：｢国道 57 号線通行禁止地域の中小事業連合会｣の苦悩)…、いずれも警戒区域設定に伴って
生み出された被災で、現場からはそれ(法律遵守による被災)に対する救済(補償)が求められた
が、国･県当局からはそれは現行法制度上は不可能であること(前例がないこと)が繰り返し
説明されるにとどまった。したがって唯一の拠り所は、従前=伊勢湾台風(1959 年)前後か
ら重ねられてきた｢前例｣としての古典的な救済措置、すなわち、農林漁業経営安定化のた
めの天災融資法による災害経営資金に対する利子補給、被災者の生活確保のための弔慰
金･見舞金や租税減免･徴収猶予など、このたびの被災に際してもここで再び一覧にして紹
介された諸制度にとどまった。 
そしてこれはこの数十年、被災地では毎度のことではあるが、｢被災｣という生涯一度あ
るか無いかの苦境に立たされてそうした諸制度一覧を目の当たりにして、それにすがって
束の間の安定を取り戻したところが、こうした制度の期限が訪れた瞬間に、すなわち僅か
な利子の返済が始まったところで自己破産する、いわゆる｢復興時限爆弾｣の犠牲となる被
災者が続出する。難しさは分かっていたつもりで二重ローンで生活再建を目論んだが、や
はり時限的利子補給期間が終わると僅かな利子の返済が不能となり、｢身の丈･倍(二重ロー
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ン)｣の負債を抱えて立ち往生する。しかしながら、こうした束の間の安定を経験できた層
はまだ幸せなのかも知れない。高齢被災者はローンすら組む機会を剥奪されてしまってい
るから、よほど資産を持っていない限り被災前の従前生活レベルは自力では回復できない。 
そこで例えば住宅再建においては、仮設住宅が撤去されると、住宅の自力再建ができな
い層は復興公営住宅に異動することとなる。数年の間で最低三回(自宅→避難所→仮設住宅→
復興公営住宅)居住スペースの異動を行い、その都度、その直前までに築いてきたライフラ
イン、セーフティネットとしての近隣関係を喪失することとなる。復興公営住宅という新
築マンションの鉄の扉の内側で孤独死が多発するのは、この数十年、どの災害復興でも共
通する悲劇(二次災害)である。 
 阪神･淡路大震災 20 年目を迎えて、近い将来に炸裂する復興時限爆弾として兵庫県で
大きな社会問題となっているのが、｢借り上げ復興住宅｣である。 
 
震災後、自治体は短期間に何万戸という住宅を用意する必要に迫られたが、都市部では土地や予
算の確保が難しかった。被災者に少しでも早く落ち着ける場所を提供するため、新たに建設するだ
けでなく、民間マンションなどを借り上げ、復興住宅として提供することにした。新築よりも初期
投資が安く済む利点もあった。(｢借り上げ復興住宅、迫る退去期限 阪神･淡路大震災 20 年｣『神
戸』2015.9.28) 。 
 
 自治体とマンションの所有者が、当時の法律で認められた最も長い入居期間の 20 年を
限度に入居契約を結んだことで、この借り上げ復興住宅に時限爆弾が仕掛けられていた。
2015 年 9 月より、まずは先行入居した西宮市のシティハイツ西宮北口で退去が始まった。
西宮市では予算措置が叶わなかったことで、要配慮世帯でも継続入居は認めず相談窓口を
介して市営住宅への転居を急がせている。20 年前の被災当時、自力での住宅再建が難し
いとのことで優先的に入居枠を付与された高齢者･障害者世帯が、85 歳以上になった今、
退去指示に翻弄されている。20 年かけて培われた近隣関係を喪失し、転居先で孤立して
しまう不安の声が大きい。阪神･淡路大震災でのこうした苦い経験を経て、東日本大震災
(2011 年)ではどのように対応しているのか。 
 
石巻市は整備を計画する災害公営住宅 4,500 戸のうち、149 戸を民間から借り上げ、今後も、み
なし仮設住宅を含む民間賃貸住宅の住戸部分を戸別に借り上げる方針だ。担当者は早期の提供や初
期費用の低減、将来的な過剰ストックの解消などを理由に挙げ、｢兵庫県で問題になっていること
は聞いており、公募の際に転居が必要な点などは説明し、契約書でも書いている｣としている(｢借
り上げ復興住宅、迫る退去期限 阪神･淡路大震災 20 年｣『神戸』2015.9.28) 。 
 
これだけ苦い経験を重ねた挙げ句が、契約書記載事項の周知とは何とお寒い復興だろう。 
振興にリエゾン･収斂して、潜伏していた復興災害が、復興時限爆弾として災害弱者の足
許で炸裂する。 
災害弱者の足許で復興時限爆弾が炸裂する事例は、島原ではまた違う形で発現した。
2008 年 4 月 1 日、島原鉄道が島原半島の南半分、地元で呼ぶところの南目
みなんめ
線が廃止され
て、高齢者層にとっての足(ライフライン)がリストラされたのである。しかしながらこうな
ることは、復興－振興リエゾンの枠組みでは予め黙認されていたことであった。 
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 噴火災害において、まず、1991 年に火砕流で南島原－布津間が約半年間不通となり、
翌 92 年には島原外港－深江間が土石流により不通となり、1993 年からこの区間の運行
を休止して防災工事が行われて、1997 年に島原外港－深江間の高架化が完成し、やっと
のことで運行が再開された。この工事は、島原半島のライフラインである国道 57 号、251
号、島原鉄道の水無川付近での高架化･防災工事で、半島振興のための高規格･高速交通網
構築計画の前倒し実施であり、九州全域にわたる高速交通網構築の一環に位置づけられて
いるものである。島原では噴火災害復興に関わらせて、これら半島振興のための高速交通
網の前倒し実現を目論んだ。自動車道については前
述の三県架橋(九州中西部地域整備計画)があって、本州
から続く高速道路網との接続が希求された。地域高
規格道路｢島原道路｣(長崎県南島原市から長崎県諌早市
に至る総延長約 50km の地域高規格道路。諫早市で長崎自動
車道に接続。)として計画され、一部(島原市出平町―愛
野町間)が｢がまだすロード｣として実現した(2004 年)。 
 
本州からつながる九州縦貫自動車道、九州横断自動
車道及び東九州自動車道と一体となって、九州を大き
く一周する高速道路網、いわゆる｢丸に十の字｣型の交
通ネットワークの一部に、島原道路、島原天草長島連
絡道路は位置づけられている。それに九州の西側 3 県
を結んで 2 つの長大橋がかけられて、有明海･八代海沿
岸地域を環状に結んで熊本天草幹線道路と｢8 の字｣型
の道路網を形成し、九州西岸地域内の各都市が結ばれ
る。(「九州西岸軸構想プロジェクト：島原･天草･長島
架橋」http://www.3ken-kakyou.jp/chosa.html)(図 2-12) 
 
 そして鉄道については、九州新幹線西九州ルート
(諫早～長崎間)に島原鉄道を有機的にリンクさせよ
うという計画が練られた。フライングしたアイディ
アとして｢九州新幹線島原ルート｣などがささやかれたこともあったが、現実的には新幹線
は島原半島の付け根･諫早に停車した後は、そのまま東に長崎に向かう。諫早から島原鉄
道の高速化が夢想された。ところが島原鉄道では 1997 年に運転再開したものの赤字が続
き(南島原－加津佐間が赤字の約 8 割を占めていて、2004 年度から廃止が検討され始めた)、経営存続
が危ぶまれていた(運転再開直前に、経営基盤増強のため増資が行われ、長崎県や地元市町が一部株
式を保有するようになっていた)。ここに平成の町村合併が被ってきた。島原市の南側(島原半
島の南東部から南端部にあたる一帯･島原半島雲仙地溝帯南側エリア｢南目｣と呼ぶが、これに該当する部
分)で南高来郡の 8 町が合併して南島原市が誕生した。廃線の自治体交渉は難航するもの
であるが、交渉相手が一つ･南島原市となったタイミングで、島原鉄道は南目･南島原市以
南を廃止することした。島原鉄道は高速化されず、さらに下り半分(島原－加津佐)が廃線さ
れ、代わりに残った島原－諫早間がわずかに増便された。すなわち、噴火災害の直接被災
地(水無川)とその南側(南目)は、ローカル線がリストラされて国土軸構想に連結する道路網
(がまだすロード)が選択された。古里の風景として、ローカルアイデンティティとして、そ
図 2-12 3 県架橋と九州の高速道構想 
出典：九州西岸軸構想プロジェクト 
http://www.3ken-kakyou.jp/chosa.html 
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して何より直裁的には高齢者層のライフライン(日常の｢足｣)としての島原鉄道が、振興にリ
ンクする復興事業の一環として消えていった。振興にリエゾン･収斂して、潜伏していた
復興災害が、復興時限爆弾として災害弱者の足許で炸裂した。 
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2-2. 雲仙･普賢岳噴火災害 4類型と上木場復興の時期区分 
～防災社会工学的視角 
 
 本節では、雲仙･普賢岳噴火災害の直接被災地、本論文の研究対象地である上木場集落
の被災と復興をめぐる位置づけを、同災害全体の展開の中に位置づけて理解していく。ま
ずは、長期化する噴火活動に伴う各種被害の態様の展開に即して、その被災(地)が大きく
4 つに類型化されることを示し(2-2-1.雲仙･普賢岳噴火災害 4 類型)、その中で、対象地区･上
木場の事態の推移を 4期に分けて把握していく(2-2-2.上木場被災－復旧･復興の時期区分)。 
 
2-2-1. 雲仙･普賢岳噴火災害 4類型 
 本論文では第 1 章･第 2 節において、被災地復興を 4 つの階梯としてとらえて(復興課
．
程
という視角)、いわゆる復興公共土木事業竣工の過程は、その 4 階梯(復興課程)の前半の一部
に位置づけられることを示した。最初の直接被災地･上木場地区での取り組みスタイルが、
次なる被災地･周辺地区に伝播し、そこで一部あるいは総体としてそれは取り入れられて
いった。雲仙災害は一つ一様の災害ではなく、長期にわたって様々なタイプの被災態様が
連接･重層して、同時に復興スタイルは適宜伝播していった。 
 ここでは、こうした雲仙災害の展開に即して顕現してきた諸タイプ･被災態様を 4 つの
類型として把握しておく。それはまずは、最初の被災地である、①直接被災地=上木場(水
無川上流域)からはじまる。火砕流の危険に晒されたことによって法的入域制限がかかり、
その後、復興公共土木事業用地に指定されて、完全永久に古里を喪失して全住民移転とな
った類型である。この①被災類型には、地区対応のタイプとして、地区の人々が分散して
再建することとなった水無川上流の沿岸･(島原市)上木場の事例①a と、地区が一カ所にま
とまって再建することとなった水無川上流の右岸･(深江町)大野木場の事例①b があげられ
る。いずれも直接被災地で従前居住地としての古里を喪失するという点では同じである。 
 そしてこのタイプ同型の被災地が、その後数年して、同火山の火砕流が別方角に展開す
ることで現れてくる。それが①’直接被災地=千本木地区(中尾川上流域)である。ここは直
接被災地+古里喪失という点で上木場(①a)･大野木場(①b)と同じであるが、全く異なる時期
に異なる方角で災害が発生している別被災地で、住宅再建のパターンも一部は分散して再
建、残りはまとまって団地入居という形をとっていて、上木場や大野木場とも異なるパタ
ーンを見せている。 
 水無川上流の上木場地区(①a)の被災が、特に大土石流被害として、時間の経過とともに
水無川中･下流に徐々に確実に延伸してきたところで、その広大な被災エリアでは協働し
て被災対応を始めることとなる。そこが②安中三角地帯である。土石流被害が雨の度に拡
大してしまうことは、上流の上木場地区が大型砂防ダム建設を受け入れないためであると
して激しくこれを非難するところから始まって、自地区への被害を軽減するために流入し
てくる土砂を広く浅く受け止める遊砂地を構想･施工したり、国の砂防事業(水無川拡幅やも
う一本の土砂排出･誘導路としての導流堤の建設)を受け入れたり、さらには、土砂災害を被る地
区の地盤構造自体を根本的に改編する壮大な土木事業(三角地帯嵩上げ事業)を創案･企画し
たりと、実に様々な事業を自地区で創出してきた。それらを創案･企画して公共事業とし
て認可させて組み上げていくことになる。本論文では、こうした地区発の公共事業の組み
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上げが実現したその基盤には、上木場で醸成されてきた復興団体活動スタイルの適切な伝
播･受容があったことを重視している。 
 こうして雲仙災害が水無川流域で展開している様は、火砕流･土石流による直接被災地
の対応事例として、目に見える被災地･被災者の現場対応として把握されていくこととな
るが、これと平行して早い時期からその窮状を訴え始めていたのが、また一つ異なる被災
態様を体現した間接被災者達であった。噴火に伴って災害対策基本法･第 63 条｢警戒区域｣
が設定されて立ち入り規制がかかったことで、島原半島の動脈としての国道が通行止めと
なり、ヒト･モノそしてそれらの流れにともなうカネの動きが人為的に止められたことで、
島原半島の中心市街地･島原市の商工業は息絶え絶えとなった。特に同心円状の島原半島
の東部にあたる島原市･深江町エリアでは、風評被害によって観光客(まずは特に固定客とし
ての修学旅行客)が皆無となって裾野業種に影響が及んでこれが深刻化した。③間接被害(島
原中心市街地･商工業)である。 
 雲仙災害はこのように、被災類型として①ab、①’、②、③の 4 類型があり、それに
対応パターンとして①a、①b の異同が加わる。ここでは被災類型としてこのような 4 類
型を確認しておくこととする(図 2-13)(上木場･大野木場･千本木、あるいは、水無川･中尾川等の位
置関係は図 2-1 を合わせて参照)。 
 
①a 直接被災地=上木場(水無川上流) ：火砕流、全域砂防地区(全住民移転)、分散再建 
①b 直接被災地=大野木場(水無川上流) ：火砕流、砂防地区(住民移転)、団地再建 
 
①’ 直接被災地=千本木(中小川上流) ：土石流(93.4.28)･火砕流(93.6.23)、全域砂防地区(全住民移転)、 
                  一部団地再建･一部分散再建 
 
②直接被災地=安中三角地帯  ：土石流、嵩上げ事業、現地再建 
 
③間接被災地=島原市街地 
図 2-13 雲仙災害の被災 4 類型 
出典：筆者作成 
 
 
2-2-2. 上木場被災－復旧･復興の時期区分 
 前項で雲仙･普賢岳噴火災害を 4 つの被災地域類型として把握した。本論文では、①a=
上木場地区を対象に、その復興の道程(復興課程･4 階梯)を検討していく。 
 復興を扱う社会工学では、おもに住環境の再建･再構築に焦点を合わせる。そこでは復
興公共土木事業の竣工過程に、被災者個々の住宅再建過程を組み入れて、復興まちづくり
としてえがかれる。以下、その代表的な先行研究に倣い上木場復興の時期区分を概観して
おく(木村, 2006: 21-27)。 
 
第 1期：集団移転混乱期(1991.6.～1991.7) 
 上木場地区は 1991 年の 6.3 大火砕流で大打撃を被り、その約二週間後に市からの提案
としての｢集団移転｣を好意的に受け止めたところであるが、上木場復興実行委員会を創設
して議論を始め、ヘリで上空から上木場を視察する機会を得たところで、火山灰の合間に
畑の青い草をみとめて、古里でもう一度やり直したいとの気持ちを新たにして、集団移転
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方針の事実上の白紙撤回を打ち出した。火砕流被害から約 1 カ月半のこの期間が｢集団移
転混乱期｣である。 
 
第 2期：再建模索期(1991.7～1992.2) 
 集団移転方針の白紙撤回、すなわち現行法制度に則った集団移転を断念した実行委員会
では、夏から秋にかけて鹿児島県桜島をかわきりに東京都大島、三宅島など噴火災害復興
の先進事例を視察して、合わせて、コンサルタントを招き入れて住民アンケート調査を実
施して、被災半年後の 12 月、集落再建の独自案として｢新集落｣形成を盛り込んだ要望書
を島原市に提出した。約一ヶ月後、年明けの市の回答には、安中地区に被災者用の住宅団
地を建設することを検討していると記されてはいたが、その移転対象地の具体性が示され
ておらず、生活再建の先行きは不透明であった。この年末年始を挟んだこの時期が｢再建
模索期｣である。 
 
第 3期：住宅再建交渉期(1992.2～1992.12) 
 そして年が明けて 1992 年 2 月末、国から砂防事業の構想が発表された。水無川上流に
｢スーパー砂防ダム｣が、水無川下流に｢セーフティゾーン｣とその両側に｢導流堤｣建設を盛
り込んだ構想で、これにより上木場は完全にダムに埋没することとなり、県知事から｢し
っかりしたダムが必要だ。過酷だが、住めないとハッキリ申し上げる｣、とのいわゆる｢死
刑宣告｣が発せられた。これを受けて、実行委員会では、納得できる生活再建策を模索し
て、地区内で調査と議論を重ねて市に要望書を提出し、回答を引き出すことを繰り返す。
交渉を重ねたこの時期が｢住宅再建交渉期｣である。  
 
第 4期：住宅再建期(1992.12～1995.12) 
 1992 年 12 月に、用地買収の基準単価が公表された。これを受けて、実行委員会では
交渉部会を設置して個別世帯の生活再建の交渉バックアップにつく。用地買収の契約にめ
どがついたところで、実行委員会は 1994 年 8 月、解散した。生活再建原資としての従前
居住地の底地売却が済んだ世帯は、その他の資源(義援金、保険金、預貯金その他)を組み合わ
せて個々に生活(住宅)再建を進めていくこととなった。実行委員会の解散(用地買収契約の道
筋完了)を挟んでおおかたの地区内メンバーの住宅再建が完了するまでのこの期間が｢住宅
再建期｣である。 
 
 このように、住宅再建の側面に着目して復興をとらえると、上木場では上述のような 4
期構成となる。本論文では、こうした住宅再建過程(第 1 期～第 4 期)を含む生活再建過程(復
興課程の第 1+2 階梯)の把握をもとに、それが周辺被災地一帯へ生活再建への取り組みスタ
イルとして伝播していき(第 3 階梯)、住民発案の公共事業を創出するなどして法制度的成
就に昇華させていく(第 4 階梯)、4 つの階梯として復興をとらえていく。 
 
 
第 2 章･第 2節 参考文献 
木村拓郎, 2006, 『噴火災害時における住宅医･集落再建に関する基礎的研究―雲仙･普賢岳噴火災害をケ
ースにして―』(長崎大学博士学位論文) 
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2-3. いまひとつの直接被災地=安中三角地帯嵩上事業地区 
 
 上木場のこの復興スタイルは、水無川対岸の深江町･大野木場や、水無川下流の安中地
区各町内会に伝播した。特に川筋(下流)の近隣、安中地区の諸町内会には、上木場で組み
上げられてきた復興団体のノウハウが漏れなく的確に伝えられた。それらは順を追って、
まずは、①住民総意を担保する基盤組織の立ち上げ、②それら住民意識を標準化調査(ア
ンケート調査)データとして収集･分析し、③これら科学的データに基づいたところで住民の
要求を文書化して、④代表一名が首長に一対一で対峙して回答を期限を定めたところで書
類の授受を約束し、⑤回答書内容を吟味して②～⑤を繰り返す、ことである。これは、上
木場にコンサルタントとして参与した木村拓郎が導いた復興団体のスタイルであった。
6.3 大火砕流の直後、上木場に調査に入った木村は、6 月末には上木場被災住民との交流
を始めて各種相談を受けたところで、各種調査協力の準備を始め、これを実施して要望書
を提出しようとする町内会(そしてそこを母胎に創設される上木場復興実行委員会)に寄り添うこ
ととなる。安中地区町内会連絡協議会の場でこの模様を身近で眺めていた安中各町内会メ
ンバーは、土石流被害が水無川下流に広がり出したところで、すなわち、自分の身に降り
かかってきたところで、木村に自地区での調査実施の相談をもちかけるとともに、自地区
の取り組みの基盤整備を進めて住民総意を担保する組織を(各町内会基盤として)固めた。 
 6.3 大火砕流(1991 年 6 月)以降、夏にかけて土石流が下流域に広がり始めた。1992 年 2
月末には、国から砂防事業の構想が発表されて、水無川上流に｢スーパー砂防ダム｣が、水
無川下流に｢セーフティゾーン｣とその両側に｢導流堤｣が建設されるとの構想が発表され
て、水無川上流の上木場は完全にダムに埋没することとなり、｢死刑宣告｣を受けることと
なるが、下流域では相次ぐ土石流の発生により、被害が拡大･深刻化していった。土石流
被害は 1991 年 6 月をかわきりに 1993 年 7 月までに 10 回発生している。土石流が発生
しても水無川の流れが収まれば再び自宅に立ち入ることができる避難勧告区域の設定で
あったから、住民は土石流が流れ下った後には自宅に戻って、床下･床上に堆積した土砂
を幾度でも、ボランティアの手を借りて除去し続けた。しかしながら 93 年夏には、もは
やこのあたりには排除しきれないほどの土砂が堆積してしまった。92 年夏から一年間ほ
どの土砂との戦いの中で、次第
に、この地域、すなわち、水無
川本流と、92 年 2 月に構想され
た導流堤に挟まれる三角形の地
区、通称=三角地帯(図 2-14)を、
それでは水無川や導流堤が溢れ
ても安全なように十分に嵩上げ
してはどうか…、という住民案
が夢物語のように語り始められ
ることとなった。 
 このようにして、住民発案の
夢物語としての土木事業が、水
無川下流の安中三角地帯におい
て安中三角地帯嵩上げ事業とし 図 2-14 安中三角地帯とその周辺 
出典：高橋, 2011: 10 
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て構想･施行されることとなった。それは以下のような 4 期として展開を見た(木村, 1999、
2006、高橋他, 2000)。 
 
第一期：再建模索期(1992.8～1993.1) 
 上木場の 6.3 大火砕流(1991 年)から丸一年、次第に土石流被害が下流に広がりだした
1992 年夏、度重なる土石流被害に直面して水無川下流のいくつかの町内会、特に大南下
町内会を中心としてその周辺の町内会では、｢ここで生活を続けるためには、自分たちが
住んでいる家の土地を高くしないとダメだ｣という話が出始めた。ごく一部の人が嵩上げ
を真剣に考え始めたが、まだ周辺全域が危険というわけではなかったことから、嵩上げの
話に耳を貸す人はほとんどおらず、｢嵩上げ論者は奇人扱いをされるありさまであった｣
(木村, 1999: 45)。 
 この時期、上流の上木場地区には警戒区域が設定されていたから、大型砂防ダムの計画
は発表されたものの(1992 年 2 月)、区域には誰も(もちろん、工事関係者も)入域できないから
ダム施工の見通しは立たず、したがって下流域では自地区を嵩上げして安全性を高めるこ
とでのみ自分達の帰還の可能性が生まれるのではないかと考え始められていた。 
1992 年 2 月の砂防計画で大型砂防ダムと同時に導流堤構想が発表されて、合わせて従
来の水無川本流の堤防高がアップされることとなっていたから、その間の三角形の地帯が
窪地となり、万が一、両堤から土石流が溢れた場合、これはひとたまりもないとして懸念
されて、ここを嵩上げして安心してそこに住み戻りたい、との意見が広がり始めた。 
 ところが当該地区の住民の中には、まだ自宅が土石流で被災していない者もあったから、
彼らの無傷の家の上に土砂を積んで嵩上げするという意見に賛同を得ることは難しかっ
た。そういう状況で、しかしながら日を追う毎に土石流被災家屋は拡大していき、次第に
同構想への賛意が増えていった。この賛意増加の把握は調査ではなく肌感覚による。 
 上木場から復興団体活動のノウハウは導入されていたものの、例えば大南下町内会では、
このタイミングでの標準化調査(アンケート)を実施することは控えられた。未土石流被災家
屋(世帯)である長年懇意なご近所を慮って、嵩上げ事業への賛意を表しづらいという近隣
の意識があり、また、前代未聞の嵩上げ事業を口にする者を奇人扱いする雰囲気もあった
ことから、アンケート調査を実施したところで出てくる｢町内会の大勢は賛成ではない
(｢反対｣あるいは｢分からない｣)は必至と見られていた。そこで徒に賛否をとって町内会を色分
け･分断することはしないよう、町内会の班毎、毎夜、事業についての勉強会が重ねられ
ることとなった。合わせて日毎の土石流被災地区の拡大状況が適切にモニタリングされて、
実質的に、この毎夜の勉強会が、同事業への暫時合意形成の場となっていった。 
 そして、そうした動向を眺めつつ島原市では、1992 年 12 月までに｢島原市復興基本構
想｣を策定すべく秋口から一般提言を求めることとなり、そこに安中地区からこの嵩上げ
事業が提案された。これが災害復興推進会議(市長を議長とする市内部の会議体)で採択される
こととなって、復興事業の一つとして盛り込まれることとなった。しかしながらこの時期、
前代未聞の夢物語･一地区住民発案の嵩上げ事業を、どのような先例に照らし合わせて復
興土木事業として組み上げていくべきか、市当局に妙案があるわけではなかった。これ以
降、この夢物語を実現すべく、地区住民からも多くの提案が重ねられ、これが少しずつ前
進していくこととなる。 
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 ここまでの時期、すなわち、土石流被害の拡大から復興基本構想へのリスト化までが、
この三角地帯嵩上げ事業の第一期(再建模索期)となる。 
 
第二期：嵩上げ定着期(1993.1～1993.6) 
 住民発案の嵩上げ事業が市復興当局において一メニューとして認知されて、すなわち復
興公共土木事業のとば口に着いたところで、第二期は、これが同時に地区住民に浸透して
地元 9 町内会から嵩上げ推進を求める要望書が市に出されて、その機運が高まり定着し
た時期である。 
 復興事業の一つとして公共事業として位置づけられたことで、
1993 年 2 月、まずは水無川下流の 2 町内会(大南上･大南下町内会)から
市に、｢嵩上げ推進要望書｣が提出された。さらに 4 月には隣の浜の
町町内会がこれに加わり、3 町内会連名の要望書が新たに提出され
た(図 2-15)。これを受けて島原市では説明会を開催したが、前例の
ない事業ゆえ、具体的な説明はなし得なかった。この時期、水無川
下流域では上記 3町内会以外はまだ土石流の直撃をまぬがれていた
家屋が多かったことから、下流域全域の町内会の合意を取り付けて
いたわけではなかった。ところが 1992 年のゴールデンウィークに
大土石流が発生して、同地区は壊滅的な打撃を受けることとなる(全
壊家屋 139 棟、半壊 24 棟、床上･床下浸水 71 棟)。これによって水無川下
流域、三角地帯に該当する各町内会からも同事業に賛意を示す世帯
が増えだしたところで、5 月から住民主催の事業説明会が地区内全
町内会を対象に 5 回開催されることとなる。島原市では前例のない
同事業について具体的な説明資料がないことから主導的に対応す
ることはできず、それにかわって住民が独自に考えて編み出した(夢
物語とも揶揄された)事業手法を夜毎･地区毎、説明して回った。そ
して 1993 年 6 月 19 日、安中地区町内会連絡会と 9 町内会連名
による嵩上げ推進の要望書が市役所に提出されるに至った。 
 こうした町内会活動を支援していたのが、現地に参入していた木村ら専門ボランティア
で、夢物語を実現するために以下のように、住民の希望･夢物語を公共土木事業として組
み上げていった。 
 
この安中三角地帯嵩上げ事業は、｢島原市復興計画｣(1993 年 3 月)に基づく事業である。構想自体は住
民の発意で生まれたものであるが、事業の規模があまりにも大きいことから住民自身が事業を実施する
ことは不可能であった。このため事業は島原市が行うこととなった。つまり、島原市が各種復興事業を
所管する国や県との調整協議を行い、また全地権者で構成する｢安中三角地帯嵩上げ推進協議会｣と連携
して計画の調整や同意の取り付けを行った。さらに島原市は工事、施工、管理業務を島原市土地開発公
社に委託し、公社が国と長崎県から土捨て対策費をいったん受領し、これを工事発注および地権者への
移転補償費に充てるという方式がとられた(図 2-16)(木村, 2006: 73-74)。 
 
 地区住民発案の壮大な嵩上げ事業は従来の公共土木事業には前例がなかったことから、
島原市･長崎県では、その事業メニューとしての段取りを提案できなかった。木村を交え
図 1-15 『西日本』1993.4.13 
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て地区の町内会連合では、地権者の合意形成を進めるとと
もに、以下の 3 層の現実問題を一挙に解決する手法の組み
合わせを案出･提案した。 
 一つは、この事業の基盤となる合意形成の問題である。
一般的に、公共土木事業が構想され施行者による住民説明
が始めると賛否両論が噴出して、その合意形成には数年か
ら数十年、場合によっては数世代かかることがあるが、今
回は住民発案であることで、また、数ヶ月の期間(その間の土
石流被害の広がりによる賛意の広がり)に住民自身によって重ね
られてきた個別勉強会によって、実質的に合意形成がはか
られてきており、そうした民意を背景に事業推進要望書が
提出されてきた。 
二つ目は、次から次へと際限なく堆積する土砂の排出対
処法についてで、この点がこの度、住民サイドから切り出
されて土木行政を揺さぶり、新たな公共土木事業として創
出されたシステムである。雨が降るたびに発生する土石流、
これによる大量の土砂の処理に市では頭を悩ませていた。
ダンプが幹線道路を占有して渋滞が甚だしく(そもそも噴
火直後から、しばしば半島の導線である主要国道が寸断されて半島
全体経済が動脈硬化を起こしていた)、また、交通事故、騒音、
道路損傷などが続出していた。1993 年ゴールデンウィー
クの大土石流発生後、島原市では県の出先機関である島
原振興局と住民を交えた打合会を開催し、その場で、三
角地帯にこれらの土砂を積み上げることができるならば、
すなわち、被災現地から搬出しないでその場に盛り上げて
いくことができるのであれば(ダンプ搬送は不要となり)、そし
てそれに対して地権者全員の同意が得られるのであれば、そ
こに土砂を捨てることに公金を支出してもよい、という県の
考え方を引き出した。これによって三角地帯嵩上げの事業費
が土捨て場方式として捻出されるメドがついた。住民サイド
ではその同意を取り付ける役回りを担うことを約束して、こ
の事業案が実現に向かって動き出すこととなった。現在、安
中地区では、この会談で見出されたこの手法が｢嵩上げマジ
ック｣として語り伝えられている。災い転じて福となす、そ
こに発生する諸役割分担を住民自らが担って見せた。 
 三つ目は、上述の｢嵩上げマジック｣を実現するための行財
政システムの創案･組み上げである。類似の公共事業として
は土地区画整理事業があることから、一般的に同事業が施工
されるときの事業枠組みに倣い、公社の利用が検討された(図
2-17)。そして公社が国･長崎県から土捨て対策費をいったん
受領し、これを工事発注および地権者への移転補償費に充て
図 2-16 嵩上げマジックのしくみ 
出典：木村,2006: 74 
図 2-18 遊砂地(『毎日』1992033) 
図 2-17 安中三角地帯の復興概念図 
出典：木村,2006: 74 
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るという方式が創案された。｢土捨て対策費｣を公費で捻出していく作法については、すで
に前年に水無川中流で実施済みで前例が生み出されていた。遊砂地である(図 2-18)。水無
川上流の上木場のわずかに下流に、河川治水事業の遊水池に倣って遊砂地を設定して、そ
こに広く薄く土石流を遊ばせて下流域への被害を緩和しようという構想で、その土地の地
権者に賃貸料を支払うというもの。地権者には 500 円/年･㎡という額で所有面積に応じ
て収入が生まれ、これが将来の生活再建費用あるいは当座の避難生活費用に充てられるこ
ととなった。被災して二束三文あるいは無価値となった土地に、価値が付与された。上流
の大型砂防ダムや下流の導流提が完成して土石流氾濫の危険性がなくなるまでの時限的
砂防施設であった。 
こうして獲得できることとなった土捨て対策費が、それが間違いなく自分たち被災者に
環流するように計画されて、｢被災者=地権者｣の移転補償費に充てられることとなった。 
壮大な公共土木事業が、底地が民地のまま、被災者救済策を盛り込んで実現することと
なった。こうした嵩上げマジックが夜毎の勉強会の中で次第に精緻化されて、同時に被害
状況の拡大に合わせて賛同者を集めていったのであった。 
 
第三期：事業化確定期(1993.6～1995.3) 
 嵩上げ対象の 9 町内会では合意形成を進め、これがほぼまとまってきたところで、こ
れを母胎に 1993 年 6 月末、｢安中三角地帯嵩上推進協議会｣が立ち上げられ、7 月末、｢嵩
上げ総決起大会｣が開催されて、8 月末には同協議会から市に対して初めて嵩上げ推進に
関する要望書が提出された。 
 第二期は住民が主導して夢物語を公共事業として組み上げてきたが、第三期はこれを受
けて行政サイドが本格的な取り組みを開始した。8 月末には建物物件調査を開始して対象
者の正確な把握に取りかかり、10 月には｢安中三角地帯嵩上げ計画｣をまとめて同時に、
事業窓口として島原市土地開発公社を開設した。 
 しかしながらここに至る段階、すなわち、被災者と市･県が歩み寄ってこのような枠組
みを模索している最中に、国は忘れずに横槍を入れてきた。‘砂防施設(大型砂防ダムと導
流堤など)が完成すれば地域の安全は確保されるのであるから嵩上げの必要はない’との趣
旨のもと、‘土砂の流出量は天候に左右されることから嵩上げがいつ完成するか見通しが
立たず、そのようなリスクの高い事業は公共事業としてふさわしくない’とのクレームで、
これを非公式ながら建設省が県･市に申し入れてきた。これに対して市は｢ご指摘の内容は、
いちいちごもっともであるが、あくまでも地元住民の希望を尊重したい｣と回答し、この
クレームを押し切るという一幕(木村, 1999: 46)があった。このような市の固い意志を確認し
て、建設省は嵩上げ事業を承認することとなった。こうした国の姿勢の変化を読みとりつ
つ地元町内会からは、｢嵩上げをした宅地･農地は、区画整理や基盤整備をし、安全で高度
化された農業生産地となることを切望しております｣(木村, 1999: 46)と記した要望書を提出
して、農地再生、土地区画整理事業や幹線道路の整備など、国費を投じる諸事業の支援を
要求して確約させることに成功した。 
 住民発案の夢物語が市･県の総意を得て公共事業として位置づけられて、国の支援も取
り付けることに成功し、事業化は安定期に入った。 
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第四期：集落再建期(1995.3～2002) 
 ｢構想提案から 2 年半が経過した 1995 年 6 月、…嵩上げ工事の起工式が実施された｣。
そして｢3 年後の 1998 年 3 月には土地区画整理事業が開始された｣。嵩上げ｢工事は 5 年
の歳月を要し 2000 年 3 月に全体が完成した。…1999 年 12 月には既に工事が終わってい
た地区に第 1 号の住宅が建設された｣(木村, 2006: 92)。このように三角地帯嵩上げ事業は、
従前居住地での住宅再建を含めて、着実に進んだ。 
 このように住民発案の復興公共土木事業の竣工は記されることになるが、しかしながら
その実相は、すなわち、こうして主体的に取り組んできた住民の生活再建の実相は、さら
に主体的
．．．
にその完遂を希求してラディカルに展開していた。実際、多くの住民が、2000
年を待たずに、安中三角地帯外で住宅再建に踏み切っていた。その理由は以下のように分
析されている(木村, 2006: 92)。①1995 年は降雨量が少なく土石流の発生が少なく、嵩上げ
事業用土砂が足りなくなって事業が完成しないのではないかとの憶測が流れたこと、②
1995 年 5 月には火山噴火予知連絡会から｢噴火活動ほぼ停止｣の発表があり、災害対策基
金の各種支援が打ち切られることとなって、被災者は早期住宅再建に向けて動き出してい
たこと、③1995 年 1 月に阪神･淡路大震災が発生して、雲仙への支援が打ち切られるとの
憶測が流れたこと、④バブル崩壊以降の金利低下で、住宅再建の融資を受けるタイミング
は今であるとの判断が下されたこと。1995 年頃からのこうした傾向に加えて、そのベー
スには、⑤高齢の親のために一日でも早く住宅を再建しようと考えた人が多かったこと、
があげられている。 
 このように、上木場地区同様の直接被災地、水無川下流の安中三角地帯では、被災者創
案の復興公共土木事業･安中三角地帯嵩上事業を竣工させた。本論文では、上木場地区の
復興への取り組みを検討していくために、互いに影響を与え合った隣接被災地として安中
の事例を概略的に取り上げた。上木場から安中へは、復興団体の活動ノウハウ、すなわち
本論文で言うところの上木場スタイル(上木場方式･上木場方程式とも呼称される)が、木村ら復
興専門ボランティアを介して伝えられた。こうしたダイナミックな展開を見せる安中三角
地帯嵩上げ構想に比して、最初の被災地であるにも関わらず上木場への注目度は低下して
行政対応が後退し始めているとの状況判断のもと、上木場ではそうした焦りを抱えつつも
地道に的確に生活再建メニュー獲得に取り組んできた。雲仙災害には、被災 4 類型で示
したとおり、上木場、安中の他に、上木場から見て水無川対岸の大野木場、水無川本流と
は別方向･中尾川流域の千本木地区の諸地区類型があって、それぞれに安中地区と同様に
その復興への取り組みには独自の履歴･成果がある。それら一つ一つの精査は今後の課題
とすることとして、本論文では以下 3 章で、上木場地区の復興への取り組みを詳述して
いくこととする。 
 
 
第 2章･第 3節 参考文献 
 
木村拓郎, 1999, ｢雲仙･普賢岳噴火災害の復興～安中三角地帯嵩上事業の記録｣『砂防学会誌』Vol.52,No.2。 
木村拓郎, 2006, 『噴火災害時における住宅医･集落再建に関する基礎的研究―雲仙･普賢岳噴火災害をケ
ースにして―』(長崎大学博士学位論文) 
160 
 
高橋和雄･木村拓郎･西村寛史, 2000, ｢島原市安中三角地帯嵩上げ事業と被災者の生活再建に関する調
査｣『土木学会論文集』No.644/Ⅵ-46。 
高橋和雄(企画･総括), 2011, ｢雲仙普賢岳の火山災害から 20 年｣『自然災害科学』97, Vol.30, No.1 
161 
 
2-4. 復興関連諸団体の叢生～直接被災者･住民団体 
 
 ここまで上木場地区およびその隣接地区の被災および対応履歴の概要を俯瞰してきた。
本論文では、上木場地区に関して、町内会をベースに組織化された上木場復興実行委員会
に焦点を当てているが、今回の噴火災害では、上木場復興実行委員会を含めて、地区別、
産業別、被害態様別など数多くの被災者団体が生まれている。ここではそれらを類型化し
て押さえておくこととする。 
 
 1991 年 6 月 3 日に火砕流被害が発生して、避難していた住民たちの間で被災者団体が
設立され出す。その設立が構想され出すのは、仮設住宅が建設されて身の置き所が定まっ
てくる 6 月末であった。 
 最初に被災した上木場地区住民は、4 月末から頻発した土石流を目の当たりにして、そ
の危険性を自身で認知したところで、近隣で戸別に声を掛け合って自主避難を始め、その
後の 5 月 15 日の土石流発生直後の市からの避難勧告発令に応じてその避難生活を継続し、
そして 6.3 火砕流発生に際して設定された警戒区域によって二度と古里に戻る見通しの
立たない長期的な避難生活を送ることとなる。6.3 火砕流発生、すなわち大災害発生以前
から、火山性群発地震による眉山大崩壊、噴火噴出堆積物の流下による土石流災害の危険
性が指摘されていたから、島原市役所でもそれらへの対策を練り始めていて、特に上木場
地区に対しては 4 月末の土石流発生に際して、96 世帯 404 人の避難誘導体制が発表され
ていた。そうした意味では被災対応最前線の市当局でも、発災に対峙する準備は整えられ
ていたところではあったが、その対策の具体像はあくまで土石流想定であって、すなわち
全国各地で頻発して対応の重ねられてきている土石流災害対応であったことから、日本で
はまだ被災経験のほぼない火砕流(という呼称やその現象、さらにはその対処法を認識している人
や組織は、当時国内にはほぼ存在していなかった)への備えはなし得なかった。 
 そこに 6.3 火砕流が襲い、警戒区域が設定されて、上木場地区住民は古里への入域を法
的に禁じられる避難生活を始めた。市でもすぐに仮設住宅の建設にかかり、これが 6 月
22 日に完成して、各地の避難所、親戚･知人宅に身を寄せていた上木場地区住民が入居し
だす。この 6 月 22 日の仮設住宅入居は、しかしながら上木場地区住民にとっては被災直
後の移動ではなく、すでに 4 月末からの避難生活の継続であって、すなわちすでに二ヶ
月以上、こうした避難生活を継続していたうえでの移動であり、その間、避難勧告区域、
警戒区域が次々に発せられて、自宅･農作業の現場への出入りが制限される状況が続いて
いた。生業への不安が高まるものの、どうにか家族一緒に落ち着いたのが 6 月末の仮設
住宅への入居であった。火砕流被害で警戒区域が設定されて農作業現場から強制的に排除
されることとなって、また、自主避難中の自宅･地区に無断で出入りする報道陣の監視か
らも解放されて、皮肉にも警戒区域が設定されて初めて、家族が一所に落ち着く時間が与
えられた。 
 上木場地区住民のこの二ヶ月の避難生活の展開が仮設住宅入居でやっと一段落ついた
時、6 月 30 日に大土石流が発生して、これが水無川を下り有明海にまで達した。これに
よって島原市のライフラインとしての国道･鉄道が押し流されて、あたりの人家が被害を
受けるとともに、商工業者の遺失利益が膨大に膨らみ始めた。 
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 こうした噴火災害の展開(火砕流から土石流へ)に応じて、まずは火砕流による直接被害を
被った被災者団体が設立された。次いで、業種毎に被害と救済を訴える被災者団体が設立
された。そしてそれらをとりまとめる団体が設立された。 
 
a) 被災地区住民団体 
 まずはじめに 7 月 8 日、上木場地区住民によって被災者団体が設立された。上木場復
興実行委員会である。ここではその名称について触れておこう。設立を伝える各紙を眺め
てみると、｢上木場再興実行委員会｣(『毎日』19910710)、｢上木場災害復興実行委員会｣(『読
売』19910712)、｢上木場地区復興実行委員会｣(『西日本』19910713)、｢上木場復興実行委員
会｣(『長崎』19910715)、とその表記が様々である。実は当時、あたりで皆が口々に｢(町内会
名としての)上木場｣、｢(農地の)復旧(あるいはもしかしたら復興と言っていたかも知れない)｣、｢実行
(主張という意味だったかも知れない)｣を交えて話していて、メンバー自身も｢上木場復興実行
委員会｣という、今になれば正式名称となっている委員会名を、当時正しく発話していた
かどうか定かではないという(山下一郎への筆者のヒアリング 2016.4.28)。まして被災して仮設
住宅への入居がやっと定まったこの時点で、｢復興｣を構想する住民団体との意識もあった
かどうか定かではないという。本論文で上木場復興実行委員会の組織活動の展開を詳細に
追い、復興を社会学的に考察する際の事例としてこれを取り上げているが、当時現場では、
今ちまたで考えられているような｢復興｣のための住民組織としての認識は誰も持ち合わ
せていなかった。同委員会の規約を作成する段では、｢被災している町内会メンバーのお
世話(連絡･調整)団体｣という認識しかなくて、実際に規約にも｢第 2 章 目的 第 3 条 こ
の会は、上木場地区の会員相互扶助及び生活向上を目的とする｣、と規定されているに過
ぎず、災害復興のために組織されたとも、そのために活動するとも一言も記されていない。
半年ほどの活動を経て、周辺状況に応じる形で、お世話団体から復興団体へと組織活動の
内容と体制を変化させていくこととなる。 
 そうした設立事情ではあるが、上木場地区住民には二ヶ月に及ぶ避難生活があったこと
から、上木場地区住民は仮設住宅に身を落ち着けた直後に、こうした災害対応地区住民団
体を設立することができた。同時に避難生活を始めていた水無川対岸の深江市大野木場地
区では、これに呼応して｢大野木場復興委員会｣を設立している。 
 被災地区住民として、上木場復興実行委員会ではその設立当初、すなわ
ち 7 月 8 日時点では、火砕流被害を受けて島原市から示されていた集団移
転方針に同意していて、それの実現のために国･県へ現行法の適用や各種補
助を求めた発言をしている(図 2-19)。この時期は以下に概説する被災地域の
包括的被災者団体が形成されていて、そこから国･県に要求される諸項目の
中核の一つに、上木場復興実行委員会から要望された集団移転対策が盛り
込まれていた。そうした被災地区全体の要求項目も、｢被災者救済のための
災害対策措置｣という表記でくくられるにとどまっており、｢復興｣は一言も
全面には出てきていない。しかしながら被災地における集団移転は、その
移転地造成が復興公共土木事業として認識されていたから、この時期、｢(上
木場地区の)集団移転｣を訴えるために｢復興｣を冠した組織名や活動方針が語
られていたこととなる。 
 上木場復興実行委員会が復興に向けた活動を自覚的に展開していくのは、
図 2-19 『読売』1991.7.13 
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もう少し後になってからとなる。 
 
b) 被災類型別団体 
直接被災者の中ではまずは、上木場復興実行委員会のような被災地区住民組織が創設さ
れた。次いで、被災態様別にも組織は設立されていく。家屋被害を受けた島原市側の直接
被災地で｢火砕流土石流流焼失家屋被災者の会｣が結成された。また、直接被災者ではなく、
国道封鎖によって間接被害を被った者によって｢国道 57 号線通行禁止地域の中小企業連
合会｣が設立されたが、これは直接被害･間接被害という類型として一旦はここに記してお
くこととするが、組織母胎自体が商工業者によるものなので、産業別組織という枠に入れ
て考えおくこととして、以下に組み入れて行くこととする。 
 
c) 産業別団体 
 被災地域の職業層毎にも組織が設立された。まずは、島原市の被災商工業者によって設
立された｢普賢岳噴火警戒区域災害に立ち向かう会｣や被災農業者をメンバーとする｢雲仙
岳災害被災者安中農業者の会｣、深江町サイドで、｢雲仙･普賢岳災害に立ち向かう深江町
農民の会｣などがあげられる。 
また、土石流によって港を失った安中漁協が加わって、上記の被災地区住民団体(上木
場復興実行委員会)に、島原市の農業の会と商工業者の会を併せて｢安中地区被災者連絡協
議会｣(通称｢五団体｣)が設立された。 
 これらがおおよそ 7 月初旬までに設立された。 
 
d) 包括的被災者団体 
 そして 7 月 17 日、これらのうち商工業者を包摂してまず、｢島原生き残りを考える会｣
が設立された。さらにこの生き残りの会に上述の五団体が加わり、8 月には｢島原生き残
りと復興対策協議会｣が設立されている。 
 同会が設立されて、それまで各団体がバラバラに行っていた陳情を一本化して、被災年
1991 年時点での島原被災者の総意をとりまとめた。 
 多くの団体の要望がとりまとめられて、年明け 1992 年 1 月末の東京陳情が企画された
(図 2-20)。そこでは、特別立法による個人補償要求と復興
対策基金創設を中心に 10 項目が陳情された。何より個人
補償要求に関心が集まっていた。これは警戒区域の設定
による被災者個人の損失補償を求めるもので、国の法制
度の欠陥を問い特別立法を求める対決･要求型の厳しい
ものであった。｢自然災害に対する救済は｢あくまで現行
法の枠内｣で｢自立復興｣が原則であるという政府の市勢
を崩すことができず、｢雲仙岳復興対策基金｣の 300 億円
から 600 億円への増額を勝ち取ったものの｢特別立法｣の
制定による｢個人補償｣の実現問い要求は後退した｣(横田, 
1995)。そして以下のような要因が重層して、島原生き残
りと復興対策協議会の活動はスケールダウンして求心力
を失っていった。 
図 2-20 『読売』19911001 
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 その理由は一つには、そもそも同協議会の結成目的が東京陳情であり、それを実現した
ことで一応の目標が果たされたこと。二つ目には、個人補償の特別立法は全く相手にして
もらえなかったこと。三つ目には、被災者が多様化していて、すなわち、被災程度、自立
復興できた人･できない人、保険が出た人･出ない人、砂防計画に土地が入った人･入らな
い人(国による補償のある人･ない人)…、が多様で、リーダーがそれらをまとめて集約しきれ
なくなっていたところで、市長選が被ってきて、そうした意見の集約がさらに難しくなっ
てきたところでメンバー同士の分裂がさらに状況を悪くしたことで、会長自身の辞任発言
を招いて、同協議会は実質的に休会となった(山下, 1993)。 
 以降、こうした包括的被災者団体による復興･生活再建要求はなされず、個々の母胎で
地道な活動が続けられることとなる。全体としては、国に相手にされなかった3ことで、
しかしながらそこで県が発憤して復興基金を独自に創設して、個人補償的なメニューを実
現していった。この基金事業では、被災農地･農業の再興にも積極的に資金を援助してい
った。雲仙･普賢岳噴火災害の後世に語りつがれるべき点の一つに、この基金創設･運用が
あげられる。こうした県全体が一体となっての取り組みを基盤にして、被災グループ毎が
個別に課題を設定して活動を展開していった。本論文では、直接被災地住民団体の復興に
向けた取り組みを検討対象としてく。 
 
 
第 2章･第 4節 参考文献 
 
山下祐介, 1993, ｢長期災害と地域社会－長崎県島原市の事例から－｣『社会分析』No.21 
横田尚俊, 1995, ｢災害からの復旧･復興過程と地域社会｣『社会分析』No.23 
 
                                                                
3 1991 年 8 月の時点で海部首相は、｢過去の災害経験にかんがみ激甚災害などの災害対策の諸制度が整
備されており、長期間にわたって地方自治体を支援するための復興基金を創設することは考えない｣とし、
合わせて、｢被災者の生活補償を国が行うことは災害を原因とする被害である以上、困難だと｣(｢復興基
金の創設を否定｣『西日本』19910808)衆議院本会議で発言している。その一方で同時期、湾岸戦争の多
国籍軍に対する追加支援として 90 億ドル(約 1 兆 2000 億円)を拠出していることから、島原では、われ
われは他国の戦争の犠牲、これは棄民ではないか、として激しい批判の声が巻き起こっていた。 
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2-5. 上木場復興の到達点･到達像 
 
 雲仙･普賢岳噴火災害の被災およびそこからの復興･生活再建について、本論文では、被
災を 4 つの被災地区類型として把握した上で、その一つ･上木場地区に着目し、同地区の
復興課程を 4 階梯として描いていく。詳細は第 3 章で展開することとして、ここでは、
上木場地区復興の到達点を概説していくこととする。 
 上木場地区は全域が火砕流被害で警戒区域内にあり(現在においても)、さらに復興公共土
木事業による大型砂防ダム建設よってダムに沈み、従前居住者は永久に古里を喪失した。
そこから、｢古里での生活再建｣をスローガンに設定して上木場復興実行委員会で活動を展
開していくこととなるが、本論文では、同委員会の設立から解散までを主に組織活動に着
目して詳述し、被災地区団体が切り込むミクロな政治過程において部分的に実現する被災
者の生活再建を、おおむね 1991 年春から 1994 年秋まで追った。個々の生活再建はその
後も続けて模索され現在もその渦中にあったり、あるいはそれを達成し得たり、あるいは
その道半ばで生を全うしていくこととなった。噴火からおおよそ 10 年を節目に、被災者
復興調査が企画･実施されて、その到達状況が概観されている。本論文ここではそれをひ
もとき、上木場復興の概略を押さえておくこととしたい。 
 
2-5-1. アンケート調査 
 上木場復興実行委員会のブレーンとして各種生活再建意向調査などを担当し、その後は
島原市の復興計画策定に参画することとなった木村が、噴火からおおよそ 10 年が経過し
た 2002 年に、上木場住民の復興に関する現状とその意識を探るアンケート調査を実施し
た。この時期は上木場地区住民にとっては、上木場復興実行委員会が一応の組織活動の成
果を確認して 1994 年に解散してから 2～3 年の間に個別に住宅再建が進んで、ほぼそれ
が所与の条件の枠内で進められて、結果として住宅に関しては分散再建となって、集落再
興(みながまとまって古里再興)は実現しなかった、そうした復興の暫定的結論が出されてから
5 年ほど経過した時期にあたる。これは同時に、上木場にとっては隣接する安中三角地帯
で構想･施工された嵩上げ事業が、着工から 5 年の歳月を経て 2000 年 3 月に完成し、ほ
とんどの対象世帯が住宅再建を終えた時点(2002年)にあたる。噴火開始から 10年を経て、
地区の復興、個々の被災世帯の生活再建を自身がどのように位置づけているか、調べられ
た。 
｢上木場地区住民の現状意識に関するアンケート｣は 2002 年 10 月から 11 月までの一ヶ
月間、住宅再建に至るまでの判断のポイント、現状の意識を探る目的で実施された。対象
は、上木場地区 96 世帯のうち、島原市とその近隣に居住している 78 世帯の世帯主(旧上
木場地区世帯主のうち、既に死亡した人 7 人、入院中 3 人、不明 4 人、その他不明等 3 人)で、回収率
は 92.3 %(72/78 世帯)。訪問留め置き方式で実施された。質問項目は、 
 
①フェイスシート：世帯主の年齢、現在の居住地・居住年数、職業、 
②集落形成に関する意向：被災の前と後のご近所つき合いの状況、現在困っていること、 
再建に際してご近所が集団で居住することへの意識、 
③分散再建に至るプロセスとその要因、 
④自己所有地の被害状況と、帰郷断念の経緯、 
⑤再建の時期、場所、その場所選択の理由と満足度、 
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⑥再建資金：その収支(費目)と金額、特に、分譲(購入)価格、再建費用捻出の組み合わせ 
保険金の有無、 
 
などであった。 
 
2-5-2. 分散再建に伴う復興意識 
 現在の居住地(表 2-2)は、仁田団地 30 世帯、船泊団地 16 世帯(両団地はいずれも安中地区に
位置する)、2 団地以外の安中地区 12 世帯で、全体で 7 割近くが安中地区で住宅を再建し
たことがわかる。現在の場所の居住年数(表 2-3)を見ると、｢6～8 年未満｣42 世帯、｢8～10
年未満｣17 世帯で、多くが上記両団地完成後の 1995～6 年に住宅を再建していることが
わかるが、この時期は、上木場地区で土地の売買契約が完了する時期に当たり、この土地
売却を経て、手にした現金をもって住宅取得が進められたことがわかる。 
 
表 2-2 現在の居住地 
出典：木村, 2006: 48 
 
表 2-3 現在の場所での居住年数 
出典：木村, 2006: 48 
 
表 2-4 職業 
出典：木村, 2006: 49 
 
 
北上木場 比率 北上木場 比率 合計 比率
仁田団地 17 37.8 13 31.7 30 34.9
船泊団地 7 15.6 9 22 16 18.6
2団地以外の安中地区 6 13.3 6 14.6 12 14
島原市内 11 24.4 9 22 20 23.3
島原市外 4 8.9 4 9.8 8 9.3
合計 45 100 41 100 86 100
2年未満 2-4年 4-6年 6-8年 8-10年 10年以上 無回答
回答数 72 0 1 8 42 17 4 0
100% 0 1.4 11.1 58.3 23.6 5.6 0
農業 自営業 会社員 無職 その他 無回答
回答者数 災害前 72 28 8 29 5 8 1
％ 災害前 100.0 38.9 11.1 40.3 6.9 11.1 1.4
回答者数 災害後 72 2 6 33 24 9 1
％ 災害後 100.0 2.8 8.3 45.8 33.3 12.5 1.4
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 職業(表 2-4)については、砂防ダム事業によって農地を失った農民は離農して、その後は
職についていないものが多い。 
 被災前後のご近所つき合いの変化(表 2-5)をたずねてみると、つき合いの頻度は大幅に減
少している。住宅再建から 6～7 年たっても再定住地での人間関係の醸成は芳しくない。
そこで現在困っていること(表 2-6)をたずねてみると、｢家が狭くなってしまったこと｣(26
世帯)に次いで、｢上木場の人となかなか会えないこと｣(24 世帯)があげられていて、昔の近
隣関係を懐かしむ声が多く、分散再建の弊害があらわれている。 
 
表 2-5 つき合いの人数の変化 
出典：木村, 2006: 49 
 
 
表 2-6 現在困っていること 
出典：木村, 2006: 52 
 
 これを受けて、現時点で集団居住(図 2-21)についての考えを聞いてみた。回答で最も多
かったのは、｢各自、希望する場所に住むことでいいと思う｣(36 世帯)が半数を占めるが、｢全
世帯が一カ所に集まって住めばよかった｣(11 世帯)、｢できるだけ多くの人が集まって住め
ばよかった｣(17 世帯)が 4 割程度を数えている。上木場復興実行委員会で被災後、仮設住
宅生活など避難生活が続く 1993 年に行ったアンケート調査では、集団居住の希望は約半
数であったから、その数値は僅かに減少したものの、集団居住に関する希望は依然大きい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
災害前よりも多
くなった
災害前と同じく
らい
だいぶ少なくなっ
た
ほとんどいなく
なった
無回答
回答者数 72 5 19 42 4 2
100.00% 6.9 26.4 58.3 5.6 2.8
特にない 生活が苦しい
隣近所とつ
き合いがな
いこと
農業ができ
ないこと
上木場の人と
なかなか会え
ないこと
身体の調子
が良くない
こと
宅地が狭く
なったこと
家が狭く
なったこと
その他 無回答
回答者数 72 18 14 6 17 24 14 26 10 3 6
100.00% 25 19.4 8.3 23.6 33.3 19.4 36.1 13.9 4.2 8.3
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図 2-21 集団居住についての考え 
出典：木村, 2006: 52 
 
 しかしながら分散居住に至ることとなってしまった要因は何であろうか。アンケートを
実施･分析する木村によると、それは①土地の喪失、②長期化の影響、③資金の課題、で
あるという。 
①について。上木場地区ではおおかた火砕流が数 10m 堆積してしまって、さらに砂防
ダム建設によって土地の再生が不能になることで、古里での生活再建を断念せざるを得な
かった。自宅の被害(表 2-7)をたずねたところ、｢最後まで残った｣8 世帯を除いて 9 割の世
帯が、農地(表 2-8)については｢全くなくなった｣58 世帯･8 割に相当する世帯が土地を喪失
している。上木場地区は 1991 年 9 月 15 日までに地区の約 9 割が被災していたが、その
時点でも約半数が古里に帰れるかもしれないという期待を抱いていた。しかしながら
1992 年 2 月に砂防構想が発表されて地区のほぼ全域が砂防事業エリアに指定されるとい
う図面を目にして、その時点で帰郷断念を判断していたことがわかる(図 2-22)。 
 
 
表 2-7 自宅の被災状況 
出典：木村, 2006: 55 
 
 
 
 
 
 
6/3火砕流で焼失 6/8火砕流で焼失 9/15火砕流で焼失 最後まで残った 無回答
回答数 72 38 12 13 8 1
100.00% 52.2 16.7 18.1 11.1 1.4
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表 2-8 農地の残存状況 
出典：木村, 2006: 55 
 
 
図 2-22 帰郷断念の時期 
出典：木村, 2006: 56 
 
②について。上木場地区住民は、自主避難から始まって避難勧告区域の設定、次いで警
戒区域設定で 1～2 カ月間避難所にいて、その後 2 年ほど仮設住宅生活を送り、恒久的な
住宅を取得するまでの間は、仮設を出て 2 年半ほど公営住宅で過ごしている。上木場地
区住民は、恒久住宅確保まで、結果的におおよそ 5 年程度を要している。この 5 年の間
には、1991 年 6 月の警戒区域設定で自宅･古里との接触がなくなり、1992 年 2 月の砂防
構想発表で帰郷を断念し、6 月に団地計画が発表されて選択肢が一つ生まれてきて、12
月に団地の分譲価格･自身の土地の買収価格基準が提示されて住宅再建の諸条件が出揃っ
てきたところで(ここまで一年半)、しかしながらそれから先がなかなか進展しなかった。そ
れは、警戒区域が設定されているために誰も入域できないことから、土地の測量ができず
買収価格が定まらないこと(後に航空写真で代用するプランが承認された)、一部住民(土地の権利
関係者)が測量後の土地境界画定作業を拒否し続けたことで、それに隣接する全ての土地買
収価格の提示が進まなかったことがあげられる。こうした確認作業の遅れによって基準条
件が出揃ってから丸 5 年、待たされた人もいて、そうした人は住宅再建まで 7 年を要す
ることとなった。 
③について。住宅再建にあたっては現金を支給する法的支援制度は当時なかったことか
ら、上木場地区住民にとって再建の資金源は以下の 4 種であった。 1)砂防事業の補償金(土
地と建物の移転補償費)、2)義援金、3)住宅再建助成金(基金事業)、4)損保の保険金。このうち、
建物の移転補償費は、最後まで火砕流で焼け落ちずに残っていた世帯にしか支払われない
から、これに該当するのはわずか 10 世帯であった。義援金は全壊世帯に 450 万円支給さ
全くなくなった 少し残っている かなり残っている 農地は持っていなかった 無回答
回答数 72 58 8 1 3 2
100% 80.6 11.1 1.4 4.2 2.8
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れた。これに基金から 550 万円支給されたから、ここで 1,000 万円が工面できたことに
なる。 
土地の移転補償費は、1992 年 2 月に公共事業の対象となった土地の買い上げ価格が発
表されて、それによると宅地 15,300 円／㎡、畑 2,800 円／㎡、山林 350-460 円／㎡、で
あった。上木場の平均宅地面積 250 坪だったからこれを単純に計算すると約 1,250 万円
となり、こうした取得金額で新たな住宅が購入できるかどうかが模索された。 
そこでたずねられたのが損保の保険金である。8 割が何らかの保険に加入していたが、
農村地帯ゆえ、それは｢農協の建物更新共済｣(農協のタテコウ)47 世帯で(表 2-9)、こうした保
険金を52世帯が受け取っており(表 2-10)、その金額は50～数100万円程度であって、1,000
万円以上という世帯は少なかった(表 2-11)。 
 
表 2-9 保険加入状況 
出典：木村, 2006: 62 
 
表 2-10 保険団体からの支払い 
出典：木村, 2006: 63 
 
表 2-11 保険金として受け取った金額 
出典：木村, 2006: 63 
 
それに対して支出はどうであろか。住宅再建費用(表 2-12)は 2～3,000 万円台で半数以上
を占めていて、それらをどう工面したか(表 2-13)をたずねると、上述の収入ではもちろん
足りないことから、その差額を自己資金と金融機関からの借り入れでまかなっている。自
己資金はそれほどの蓄えはない。さらに老後の蓄えをなるべく切り崩さないようにと、金
融機関からの借り入れが選択された。実はここには集団移転事業の利子補給枠が用意され
ていたから、無利子の数年、低利の数年を活用して、金融機関からの借り入れが選択され
ることとなった。総じて、再建計画に関しては(表 2-14)、｢ほぼ予定通り｣、｢少々無理があ
農協の建物
厚生共済
地震保険な
しの住宅総
合保険
地震保険つ
きの住宅総
合保険
その他 加入なし 無回答
回答者数 72 47 7 2 2 10 4
100.00% 65.3 9.7 2.8 2.8 13.9 5.6
あった 無かった 無回答
回答者数 58 52 5 1
100.00% 89.7 8.6 1.7
50万円未満 50-10万円 100-500万円 500-1000万円 1000-2000万円 2000万円以上 無回答
回答者数52 3 10 14 14 3 1 7
100.00% 5.8 19.2 26.9 26.9 5.8 1.9 13.5
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った｣が半数ほど、現在の生活状況は｢あまり変わらない｣、｢少し苦しい｣で 7 割ほどとな
っている(表 2-15)。 
 
表 2-12 住宅再建費 
出典：木村, 2006: 64 
 
表 2-13 再建資金の使用状況 
出典：木村, 2006: 65 
 
表 2-14 再建計画に関する現在の感想 
出典：木村, 2006: 65 
 
表 2-15 現在の生活状況 
出典：木村, 2006: 65 
 
再建資金調達の厳しい世帯は、相対的に地価の低い仁田団地を選択することとなり、比
較的余裕のある世帯は市内随所に宅地を選択し、これが上述の再建資金入手時期のズレ
(早い人も遅い人も出てきた)とも重なって、結果として集団居住は足並みが揃わず、分散型と
なっていったのであった。 
 
第 2章･第 5節 参考文献 
木村拓郎, 2006, 『噴火災害時における住宅･集落再建に関する基礎的研究―雲仙･普賢岳噴火災害をケー
スにして―』(長崎大学博士学位論文) 
2000万円未満 200-2500万円 2500-3000万円 3000-3500万円 3500-4000万円 4000-4500万円 4500-5000万円 5000万円以上 無回答
回答者数 69 7 7 20 11 4 5 2 5 8
100.00% 10.1 10.1 29 15.9 5.8 7.2 2.9 7.2 11.6
移転補償費 保険 基金・義援金 金融機関借入 自己資金 その他
回答者数 46 36 28 26 24 25 4
100.00% 78.3 60.9 56.5 52.2 54.3 8.7
予定通り、全
く無理なく再
建できた
ほぼ予定通
りで再建で
きた
少し無理な
計画だった
予定通りに
ならず厳し
い現状
今は何とも
言えない
無回答
回答者数 72 3 29 15 6 10 9
100.00% 4.2 40.3 20.8 8.3 13.9 12.5
かなり良
くなった
少し良く
なった
あまり変
わらない
少し苦
しい
かなり
苦しい
無回答
回答者数 72 4 3 38 16 9 2
100.00% 5.6 4.2 52.8 22.2 12.5 2.8
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3. 直接被災地=上木場の組織活動の展開：復興課程分析 
 
 
 
 第 3 章では、雲仙･普賢岳噴火災害の直接被災地の一つ、上木場集落の復興に向けた奮
闘努力の模様を、その組織活動に着目して再構成していく。その中心は、1991 年の 6.3
火砕流による大災害から始まる避難生活(警戒区域の設定)とそこから模索される古里再興
の取り組みとなるが、上木場は火砕流被害発生以前から噴火(火山性群発地震)対応あるいは
土石流対応で自主避難生活を開始していることから、その諸対応を含めたところで、それ
を噴火災害のプロローグと位置づけて、そこから上木場の対応を記していくこととする
(3-1.プロローグ～約 200 年ぶりの噴火：自主避難～警戒区域の設定)。土石流対応の自主避難生活
が始まって、それに連続して火砕流発生に伴う大災害、警戒区域の設定で、二度と古里に
戻れない避難生活が始まっていた。また、土石流から火砕流対応のこの時期に、上木場の
人々は、避難生活を送りながらもメディアや研究者対応を含めて地区を守らなくてはなら
ないという激務をこなさざるを得ない状況におかれていて、実際、それが大火砕流被害を
受けることとなる大きな原因の一つとなっていた。大火砕流被害以前に始まっていた上木
場の災害対応をプロローグとして位置づけて記していくこととする。 
 そして火砕流災害が発生して、上木場地区には警戒区域が設定されて、地区居住者(従
前居住者)はその後、二度と帰郷がかなわずに永遠に古里を喪失することとなる。苦渋の選
択を重ねて生活再建を求めて続けられた地元地区の組織活動の経緯を第 2 節において詳
細に再構成する(3-2.上木場における組織活動の展開)。本章では、地元の事情を記す際に、筆
者の聞き取りデータを随所に用いるが、それよりもローカル紙記事に｢語らせる｣スタイル
を多用する(記事本体の詳細は、巻末の添付資料で参照いただきたい)。 
 上木場の復興過程を主にその組織活動を追い再構成していくが、本論文では、そうした
復興に向けた活動やそのスタイルが各所に伝播して照会されて普及し、オーソライズされ
る次元を取り上げ、一地区復興がそうした次元に展開していくことを含めて、その復興の
過程を｢復興課程｣と表している。本章ではそうした展開を、資料･書籍の上梓として、合
わせて、そうした現場に研究者集団が参画して研究実践として見せる具体的支援活動とし
て(3-3.活動成果の伝播：二種三冊の刊行と研究実践)、それら一連の取り組みの経緯を復興課程
の中に位置づけていくこととする。 
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3-1. プロローグ 
～約 200 年ぶりの噴火：自主避難～警戒区域の設定 
 
 1990 年秋、約 200 ぶりに雲仙･普賢岳が噴煙をあげ始めた。ここから上木場の被災対
応が始まる。本節では、200 年ぶりの噴火から上木場復興の組織活動が始動するまでの
地区の諸対応を以下の順で表していく。まず、200 年ぶりの噴火で観光や農業に影響が
出はじめ(3-1-1.200 年ぶりの噴火と観光への影響)、ついで、山に堆積した火山噴出物が雨の
度に土石流となって水無川の上流域、すなわち上木場を襲うようになったことで地区で
自主的に避難が始まる(3-1-2.土石流で自主避難･避難勧告)。そしてついに、大規模火砕流が
発生して、上木場で多くの犠牲が発生してしまい(3-1-3. 6.3 大火砕流被害)、地区に警戒区
域が発せられて二度と古里に戻れなくなる避難生活が始まる(3-1-4.警戒区域の設定と避難
生活)。本節ではそこまでを扱う。 
 
 
 ｢平成 3 年 5 月 15 日、水無川に初めて土石流発生。島原市･深江町の 117 世帯 461 人
が避難｣(建設省長崎工事事務所, 1993: 5)した。当時を振り返って山下一郎(上木場復興実行委員
会会長)は語る。 
 
5 月 15 日に土石流がありました。雨が降ると川を見に行く習慣になっていたので、夜 12 時頃見
に行くと、水深が 6m くらいになっていました。10 分くらいの間にすぐそこまで水位が上がって
きて。でもよくみるとそれは水ではなく、どろどろした火山灰でした。大きな石もどんどん流れて
来ていました。家にいるとガタガタと振動しました。大きな石がぶつかって橋が約 10m 下流に移
動していたのです。とっても恐かったので、後日、家の周囲を厚さ 50cm、高さ 2m のコンクリー
トの塀で囲んだんです。 
その時は自主的に、高台の鐘ケ江正光さんのお宅に避難しました。近所の人たちの多くは公民館
に避難していたと思います。避難して 1 時間後に市の広報車がやってきて避難を呼びかけていま
した。 
19 日に再び土石流が発生しました。夜、深江町側に回って国道に出て、第 5 小学校に避難しま
した。家財を持ち出すような暇はありませんでした。当時は火砕流という話は聞いていませんでし
た。知りませんでした。ただ、太田教授が 200 年前の災害では山腹から溶岩が流出したので、山
の方には見物に行くなといっているのを聞いてはいました。(筆者のヒアリング 1992.8.24)  
 
地元紙の記事を拾いつつ、日々刻々と変わる現場の姿、地元住民･
組織の取り組みを追っていこう。記事データは、『島原図書館新聞ス
クラップ帳』データベースからピックアップする。 
 
3-1-1. 1990.11～200 年ぶりの噴火と観光への影響 
 1990 年 11 月 17 日、朝、｢普賢岳で煙が上がっているのを近くの住
民が見つけ島原消防署に通報し｣(｢雲仙 200 年ぶり噴火｣『朝日』
1990.11.18)(図 3-1)したことで、雲仙普賢岳噴火災害の幕が切って落とさ
れた。県警が｢雲仙岳警戒対策本部を設置し｣たことで行政対応がス
タートした。｢雲仙岳測候所は、臨時火山情報を相次いで出して付近 図 3-1 『朝日』1990.11.18 
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の住民に警戒を呼びかけた｣(同新聞記事)。 
 実はこれより数ヶ月前より、｢七月。群発性地震の震源地が、従来目立っ
ていた橘湾から雲仙岳の直下へと移り、これに伴い、火山性の微動が発生｣
(｢観測体制を強化｣『西日本』1990.11.18)(図 3-2)していて、九州大学理学部付属
島原地震火山測候所長の太田一也教授が｢噴火の可能性は事前に察知され
ていた｣(同新聞記事)と紙上で現象を解説している。太田所長はこの後、島原
(の火山)のホームドクターとして、重要な諸局面で火山学上の知見を披瀝し、
その発言が注目されていくこととなる。 噴火を受けて｢県警の現地対策本
部は八カ所の登山道路を中腹から全面通行止めにするなど警戒体制をと｣
り、地元消防団が噴火確認に出動して｢ゴーゴーとものすごい音ととも
に煙が吹き上げてい｣(｢噴煙不気味、鼻つく硫黄臭 消防団に待機命令｣『読売』
1990.11.18)(図 3-3)る模様を確認した。県警に次いで 30 分後、｢島原市で
は午前 9 時半、災害対策本部を設置、…急激な変化を心配して、消防
団に出動待機命令を出した｣(同新聞記事)。そして、地元の雲仙温泉街で
は、｢普賢岳火山活動警戒連絡会議｣を置いて対応を始めた。 
 雲仙温泉は小浜町にあり、噴煙を上げる普賢岳とは仁田峠を挟んで
4km 離れていて、噴火の轟音も聞こえなければ噴煙も見えない。雲仙
観光協会事務所では｢キャンセルが相次ぐのではと心配、温泉街から噴
火場所まで約 4km 離れているため、心配ないことを説明するのに大わ
らわだった｣(｢山肌に白煙｢島原大変｣ 観光協会｢客減少が心配｣｣『長崎』
1990.11.18)(図 3-4)。｢ふもとの雲仙温泉街(南高･小浜町雲仙)では、噴煙が
見えないうえ、これまで小さな地震が頻発して慣れっこになっている
のか地元住民や観光客は比較的冷静だったが、県、県警などは警戒本
部を置くなど慌ただしく計画している｣(｢知事も急行 慌ただしく ｢災害
警戒本部｣を設置｣『毎日』1990.11.18)(図 3-5)。 
 小浜町は温泉地だからマグマが間近に伏流していることは地元の
人々にはよく分かっていて、日頃から火山性微動(地震)には慣れ親しん
でいる。この時期、普賢岳の 200 年ぶりの噴火は、雲仙温泉(小浜町雲
仙)では実被害としては想定されておらず、風評被害が懸念されていた。
したがって｢雲仙岳、小康状態に 地獄跡火口は噴煙収まる｣(『西日本』
1990.11.20)との報に、これに呼応するように｢温泉街 落ち着き戻る｣(同
新聞記事)こととなる。 
 実被害については、噴煙が見えて轟音が聞こえる島原市、深江町で
想定され始めていた。しかしながらこれは(後に大災害を引き起こす)噴火
に伴う土石流･火砕流ではなく、眉山崩壊として懸念されていた。｢島
原市災害対策本部では、災害対策会議を開き、同市背後の眉山大規模
崩壊に備えた特別避難計画策定の検討に入った｣。｢避難計画は、今回
の噴火が死者約1万5千人を出した寛政四(1792)年の｢島原大変｣の状況
と似ている、として、万一の場合、二百年前のような大崩壊が起こり
かねないことを前提に立案する｣(｢避難計画策定へ 眉山大崩壊に備え｣『長
図 3-2 『西日本』1990.11.18 
図 3-3 『読売』1990.11.18 
図 3-4 『長崎』1990.11.18 
図 3-5 『毎日』1990.11.18 
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崎』1990.11.20)(図 3-6)とされている。 
 そしてその懸念は 11 月 20 日夕方からの群発地震頻発でピークに達
する。｢雲仙一帯で群発地震 有感無感 150 回超す｣(『西日本』1990.11.21)
事態となり、｢普賢岳の火山活動による防災対策を中心に今後の対応を
検討するため、県･島原振興局は 22 日、｢雲仙岳火山対策連絡協議会｣
を発足させ｣た。(｢きょう連絡協発足 雲仙普賢岳の噴火 防災対策など連携｣
『長崎』1990.11.22)(図 3-7)。これは｢長期的に対策などを講じなければな
らないとして、島原半島の市町、警察、消防、雲仙岳測候所、九州大
学島原地震火山測候所など 22 機関の各長をメンバーとする協議会｣で
｢県がこの種の機関を設置するのは初めて｣。｢今回の噴火で既に｢普賢
岳火山活動警戒連絡会議｣が結成されているが、協議会は島原半島一円
の関係機関を網羅した｣(同新聞記事)。そして、小浜町では小中学校で避
難訓練が行われた(｢島原、小浜の小中学校 万一に備え避難訓練｣『読売』
1990.11.23)(図 3-8)。 
 直接被害が想定される島原市では、ホームドクターである太田所長
が、｢将来はともかくいますぐは、(眉山)崩壊の心配はなく危険は少な
い｣。｢万一、溶岩などが流出したとしても時速 20km 程度と粘着性が
高いので(住民は)十分逃げ出せると説明している｣(｢眉山崩壊｢当面はなさ
そう｣｣『毎日』1990.11.25)。この発言が掲載された 11 月下旬の飛び石連
休は、｢県内は…まずまずの行楽日和。…普賢岳の噴火活動が依然、続い
ている雲仙岳周辺では、噴煙を見物できるところが新たな観光名所にな
り、温泉街にも前夜からの宿泊客やマイカー、団体の客らが押し寄せ｣
た(｢噴煙見物 雲仙の新名所 人気呼ぶ展望所｣『読売』1990.11.26)(図 3-9)。 
 これに合わせたかのように｢再噴火なさそう｣(『長崎』199011.27)と太
田所長のコメントが大きな見出しで掲載される。しかしながら所長の
発言の真意は｢小康状態は保っているが、活動が終息に向かいつつある
とは言えない｣(同新聞記事)という記事末尾のコメントにあったのだが。
この所長コメントを受けて｢普賢岳火山活動警戒連絡会議などは 30 日、
…仁田循環自動車道路の規制を緩和する方針を決めたが、地元の雲仙
温泉街では｢ようやく先が見えてきた｣と、ホッとする関係者が多かっ
た｣(｢雲仙観光 ｢光が見えてきた｣｢避難訓練など万全に｣｣『読売』1990.12.1)。
これに対して｢時期尚早の声も｣あがっていた(｢13日メドに規制緩和 観光
業者の要望受け 普賢岳連絡会議｣『長崎』1990.12.1)。 
 200 年ぶりの雲仙･普賢岳噴火に際して、轟音、噴煙を直視した島原
市では、眉山崩壊が懸念されて避難計画策定が検討され、一方、雲仙
温泉(4km 離れた小浜町雲仙)では、火山性微動(地震)による風評被害が懸念
されつつも、噴火見学の観光客を取り込む戦略(連絡会議の対応)が模索さ
れた。 
 以降、年末年始は、｢普賢岳は噴煙を上げ、不気味な活動を続けてい
る｣ところで、懸案だった｢眉山大規模崩壊に備えた特別避難計画案｣
図 3-6 『長崎』1990.11.20 
図 3-7 『長崎』1990.11.22 
図 3-8 『読売』1990.11.23 
図 3-9 『読売』1990.11.26 
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は｢策定したが、活動の小康状態に合わせ同計画を公表しない方針｣(｢特
別避難計画案公表せず｣『長崎』1990.12.9)(図 3-10)が決められた。市長は、｢噴
火直後、眉山大崩壊が急激に来ると慌てたが、学者などの話を総合的
に判断すると、群発地震が発生してからでも避難は間に合う。…噴火
活動が沈静化しつつある現在、公表することで市民が不安感を抱くだ
けで逆効果と判断。…万一の場合は計画案通り実施するだけ｣(同新聞記
事)と言い切った。ところがこれに対して市民、メディアから公開要請
が続出するところとなり、また、新たな噴火火口が現れたことで、避
難計画は見直しを加えたところでこれが公表されることとなった(｢住
民避難計画を公表｣『読売』1991.2.27)(図 3-11)。そして翌月末には対象地区
で眉山崩壊を想定して避難訓練が実施されることとなった(｢本番さなが
ら発の避難訓練 眉山崩壊を想定｣『長崎』1991.3.25)(図 3-12)。 
 その後も｢噴煙衰えず｣(『毎日』1991.2.14)、｢噴煙続けば農業被害も 島
原半島広域に降灰 ハウス日照不足の心配｣(『読売』1991.2.14)とされる
ものの、観光は強気の営業を続けた(｢噴火で新名所に 戸惑いの中 強気の
温泉街｣『朝日』1991.2.14)。 
 年度末、ここで初めて土石流の危険性が指摘され出す。県の｢雲仙岳
緊急火山対策検討委員会｣で｢降灰による土石流発生の危険性が高く、
災害予測図の早急な作成、観測機器類の充実などを提言｣することとな
った(｢土石流発生の恐れも｣『長崎』1991.3.12)。そしてついに、｢島原市北
上木場地区で 25 日、火山灰を含んだ土石流が発生した(『毎日』1991.4.27)。
これを受けて｢島原市は…土石流災害発生の危険性が高い同市南上木
場、北上木場町の住民 96 世帯 404 人の避難計画を策定、27 日発表し
た。避難誘導は市や消防が当たり警察にも協力要請。…水無川上流域
の北上木場町 50 世帯 203 人は地区の農業研修所に避難する｣こととな
った(｢土石流で避難計画 南、北上木場住民96世帯｣『長崎』1991.4.28)(図3-13)。
そして二週間後の 5 月 17 日には県総合防災訓練として｢土石流発生を
想定｣(『長崎』1991.5.15)(図 3-14)した大規模な訓練が予定された。｢雲仙･
普賢岳の噴火災害で土石流、がけ崩れなどが発生、家屋倒壊などの被
害が続出したとの想定」(同新聞記事)であった。しかしながら新聞発表
の翌日、訓練を待たずして、実際に土石流が発生し住民避難が始まっ
てしまった。上木場地区住民にとってはこの日から二度と帰れぬ避難生
活が始まることとなる。 
 
3-1-2. 1991.5～土石流発生で自主避難･避難勧告 
 上木場で土石流が発生した。｢普賢岳山中で 15 日未明、土石流が発
生した。…島原市と深江町の 117 世帯、461 人が一時、近くの公民館
などに避難した｣(｢雲仙、火山灰で土石流 461 人が一時避難｣『読売』
1991.5.16)(図 3-15)。｢ドスン、ドスン｣土砂とともに押し流された巨岩が
地響きを立てて川底を突き、地鳴りで家屋が揺れ、障子がきしんだ(｢自
然の猛威まざまざ 地響き立てる巨岩｣『長崎』1991.5.16)。付近の住民は｢不
図 3-10 『長崎』1990.12.9 
図 3-11 『読売』1991.2.27 
図 3-12 『長崎』1991.3.25 
図 3-13 『長崎』1991.4.28 
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安で一睡もできなかったと顔を引きつらせていた｣(同新聞報道)。｢島原
市の防災スタッフは｢スムーズに避難ができて、けが人もなくよかっ
た｣と胸をなでおろしたが｣(｢土石流の恐怖まざまざ 避難勧告は 42 分後｣『読
売』1991.5.16)(図 3-16)、実は上木場地区の住民は夜を徹して水無川を監
視していて、すでに自主的に避難を始めていたのであった。｢避難勧告
が出たのは土石流警報装置が作動してから 42 分後｣(同新聞記事)であっ
た。山下一郎は語る。 
 
｢私は避難命令が出る前から逃げたんです。私の家は眼鏡橋沿いのすぐ上で、
裏が水無川です。夜中の何時頃でしたか、ゴットン、ゴットン音がして、家
が何かこう、バイブレーターに乗っているようなドンドンドンドンという振
動がするわけです。そこで、裏の川を懐中電灯を持って見に行きました。最
初行ったときは水量もそう多くありませんでした。 
 それから 5 分か 10 分かくらいして、ますます振動がひどくなるので、も
う一度見に行ったんですよ。そうしたら、水無川の堤防の上からボロックで
二段目くらいまで水が来ていました。その水っていうのが、コンクリートミ
キサー車から流し込んだような、ドロドロしていました。それに大きな石が
乗っかって来るわけです。眼鏡橋まで見にったら、水が橋の上まで来いよる
わけです。 
 それで、これはどうにもならんということで、ちょうどお産のために里帰
りしとった娘を連れ、孫を抱いて、近くの高台の家に避難したんです。そこ
でも一晩中、眠れませんでした。避難してからしばらくしてから、市の避難
勧告のジープが回ってきたんです。たぶん一時間位後だったでしょう。公民
館ではなく隣の家に避難したんですが、田舎では部屋のなげしの上に写真な
どの額がかけてあるんです。その額が一晩中ガタガタ揺れてましてね。もう
とてもじゃなかけど、眠れないのが当たり前ですよ｣(杉本, 2001: 51-52)。 
 
濁流を目の当たりにした住民からは梅雨入りを前に避難体制の整備
を求める声が相次いだことから、｢島原市は 15 日、ふもとの上木場地
区に避難勧告を知らせるサイレン設置を急｣ぐこととした(｢避難サイレ
ン設置を急ぐ 島原市上木場地区の土石流対策｣『西日本』1991.5.16)。 
その後、土石流は 5 月 19、20、21、26 日と続く。合わせて、国(気
象庁)･火山噴火予知連絡会より｢普賢岳は要警戒 溶岩流出の可能性｣
が示唆され、｢要警戒に住民ら緊張｣(『長崎』1991.5.18)を高めた。そこ
に｢雨の恐怖 追い打ち｣(『毎日』1991.5.20)をかける。20 日の土石流で
は｢橋 2 か所流失 1300 人が避難｣(『西日本』1991.5.21)(図 3-17)した。水
無川では｢ショベルカーなどが一斉に入り、たまった土石の除去作業を
再開した｣が｢取り除いたところでまた土石流が発生。…取っては埋ま
り、取っては埋まりの状態｣(｢土石、懸命の除去にまた…｣『朝日』1991.5.22)
であった。｢安全求め次々’疎開’｣する人も出だし、｢飼育も支障｣と家畜
を売る農家も出始めた(『長崎』1991.5.24)。｢人が、家畜が消えていく｣(『長
崎』1991.5.31)(図 3-18)。 
 そして 5 月 26 日、火砕流が発生してついに負傷者を出した。砂防
図 3-14 『長崎』1991.5.15 
図 3-15 『読売』1991.5.16 
図 3-16 『読売』1991.5.16 
図 3-17 『西日本』1991.5.21 
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ダムの作業員一人が負傷した(｢襲う熱の黒煙｢やられる｣ ｢雲仙｣ついに負傷
者｣『朝日』1991.5.27)(図 3-19)。火砕流が民家に迫り｢延びる火砕流の荒
波｣、｢全面避難が必要｣(『長崎』1991.5.27)(図 3-20)と火山噴火予知連会
長の警告が発せされた。｢強雨の中 次々避難｣した｢住民、疲れ切って｣
(『読売』1991.5.25)、｢疲労から体調をくずす人も出てい｣て｢薬局では精
神安定剤を買う人も急増している｣(『朝日』1991.5.24)。 
 この時期、島原市では任期満了に伴う市議選が告示され(5 月 26 日)、
6 月 2 日が投開票日となっていたが、この投開票日は次に発生する 6.3
大火砕流の前日であった。また、5 月末ごろは、地元農業の主作物で
ある葉タバコについて、重要な作業日程枠にかかっていた。｢通常、花
が咲き始めるころ、葉に十分な養分が行き渡るように、先端から 30cm
を切り落とす｣芯止め作業が行われるが、｢避難生活で目を離している
うちに、伸び過ぎてしまった｣(｢葉タバコ主産地 ため息｣『朝日』
1991.5.30)(図 3-21)。また、｢幅の広い葉に灰がたまり、中には茎のおれ
たものも。農家の人は｢水をかけると、灰の重みでたばこの茎が折れる。
噴煙の収まるのを待つしかない｣とお手上げの様子｣であった(｢火山灰、
生活にずしり 葉タバコと被害広がる｣『朝日』1991.5.28)。｢避難と解除の繰
り返しがいつまで続くのかとあきらめの表情を見せ疲労困ぱい｣の
｢北･南上木場町など 5 カ町の住民(対象約 250 世帯、1,100 人)｣(｢異常事
態いつまで 水無川周辺の避難住民｣『長崎』1991.5.29)(図 3-22)は、着の身着
のままの避難生活で 6 月 3 日の大火砕流の日を迎えることとなる。 
 
3-1-3. 1991.6.3～6.3 大火砕流被害 
 
 ｢平成 3 年 6 月 3 日 16 時 08 分、最大規模の火砕流が発生し雲仙岳火口か
ら約 4.3Km 下流の水無川･赤松谷川合流点付近まで到達。死者 40 名、行方不
明3名、建物179棟焼失という大惨事となった｣(建設省長崎工事事務所, 1993: 
8)。 
 
 上木場地区には避難勧告が発っせられていたが、報道関係者、タク
シー運転手、地区住民が出入りしており、駐在署員、消防団員によっ
て注意が呼びかけられていた。発災直後の模様を安中公民館の記録は
伝えていて、そこからは、直後の現場の混乱した模様と避難所移動な
どの緊迫した対応の様子が読み取れる。 
 
島原市下田消防団長と吉田主任が、泥だらけで公民館に到着した。二人か
ら得た情報によると｢白谷公民館から上は行けず、Ｕターンして南上木場の対
岸の深江町から見たが、北上木場の大半の家はメラメラと燃え上がり、北上
木場の農業研修所も燃えていた。上木場は火災で近づけない状態｣とのことだ。 
第五小学校の体育館から帰った上田会長は、下田消防団長に、｢第五小学校
の体育館は危ないので、第三中学校に移動させてほしい｣と要請する。市内の
図 3-18 『長崎』1991.5.31 
図 3-19 『朝日』1991.5.27 
図 3-20 『長崎』1991.5.27 
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電話は回線がパンクして全く通じないので、消防団の防災無線により島原市
災害対策本部に連絡が取られる。 
上田会長はすぐに第五小学校体育館に走り、｢何があっても町内会長の指
示により行動するように｣と、マイクを使い避難している住民にお願をした。
これは、避難所の移動を考えての行動であった。このとき、避難所の島原市
職員は、弁当の数の把握に追われていたという。 
上田さんが体育館を出ようとしていると、北上木場町の鐘ケ江一孝さんが
走って来て、｢上田よい毛布ば貸してくれ｣｢毛布ば貸してくれ｣｢おいげん息子
は、裸ばない｣との言葉に、｢今ごろなんで裸じゃろかい｣と思いながら意味も
分からず、入口付近の人に毛布を貸してくれるよう頼んで、公民館に引き返
した。 
一孝さんは、自宅で火砕流の発生を知り、奥さんと二人軽トラックで逃げ
た。道路に出たところで｢とーちゃん｣との声に気付き、車を止めると、息子
の公和さん(消防団員)が、フラフラしながら近付いてきたので、急いで車の
荷台に抱え乗せ、五小まで走り下ってきたのだった。 
この後、一孝さんは軽トラックの荷台に息子の公和さんを乗せたまま、パ
トカーの先導で温泉病院まで運んでいる。これは、新湊一丁目のビルから、
パトカーの後ろを走る軽トラックとその荷台に人が乗っていたのを、山下一
郎さんが目撃している。 
そして、山下一郎さんは、甥の山下日出雄消防分団長の安否を気遣い、温
泉病院に駆けつける途中、一孝さんに会い様子を聞いているので間違いない。 
午後五時三分、島原市災害対策本部は、北安徳･中安徳･南安徳･浜の町の五
町 528 世帯、1,949 人にも避難を勧告する(安中地区町内会連絡協議会, 1992: 
14)。 
 
 その時、上木場はどのような状況だったのであろうか。 
 
中木場駐在所の佐藤健八警部補に、その日の行動を思い出してもらった。 
 六月三日、小雨模様。午後三時半ごろ中規模程度の火砕流が発生した。当
日は、午前中から断続的に、火砕流が発生していた。 
 上木場地区は避難勧告を継続中であったが、北上木場農業研修所及びそれ
から山手方面には、報道関係者、タクシー運転手、地区住民などが出入りし
ていた状況にあった。そのため、特別警戒警邏を実施し、立ち入り者に対し
て避難警告を与え、注意を促すために、駐在所をバイクにより出発した。 
 北上木場農業研修所には、消防団第 13 分団一部の団員約 10 名程が、屋外
の監視活動または屋内で待機中であった。そのほかに、NHK報道関係者 2 名、
地区住民 3～4 名が居た。特に地区住民に対しては、避難するように注意し、
また消防団員に対しては、注意して警戒に当たるよう促した。 
 多くの報道関係者は、｢定点｣と呼ばれる葉タバコ畑の県道で取材中であり、
ミクリヤタクシー、小嵐タクシー、島鉄タクシー、丸善タクシー等が確認さ
れた。この周辺には、約 20 名が居たようである。 
バイクで走りながら、また一時停止して、｢今日は、火砕流が多発しとる。
雨も降ってきて見通しも悪か。早目に引き上げた方が良か｣と言って、注意警
告を与えたが、応ずるものは、一人もいなかった。特にタクシーの運転手は、
｢お客さんを残して帰るわけにはいきません｣と話していた。 
図 3-21 『朝日』1991.5.30 
図 3-22 『長崎』1991.5.29 
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 午後 4 時頃、さらに中規模な火砕流が発生し、五合目を超える勢いであっ
たが、その付近まで雨雲に覆われ視界も悪かったために、私自身そんなに危
機感を感じなかった。 
 定点から、約 50 メートル上方の道路左のタバコ畑で、2 名の取材者を見つ
けたため、そこにいき警告を促したところ、この 2 名は反抗的な言動を示し
たが、警告に応じて、下方に移動した。県内のテレビ報道関係者であった。 
 そこから、更に 200 メートル程山寄りの畑(荒れ地)で、取材中の 3 名を発
見した。バイクを道に止め、畑の中に歩いて行くと、その 3 名は外国人でし
た。後で分かったことだが、この 3 人は東京都立大学講師で米国人学者のハ
リー･グリッケン、世界的に有名なフランス人火山学者モーリス･クラフトと
カティア･クラフト夫妻だった。 
 2 台のカメラを据え付け、真正面にあるはずの普賢岳に焦点を会わせ、チ
ャンスを待っていた。ハリー･グリッケンは、片言の日本語が通じたので、私
は人差指で空を指し、それから掌を振って、ダメ、というゼスチャーをした。
｢今日は雨も降り見通しもよくない、火砕流も多いので引き揚げた方がよい｣
と言ったつもりだったが、彼らは人差指を垂直に立て、｢もう一回チャンスを
待つんだ｣といった手振りで、3 人はその位置を動く様子はなく、真ん中の大
きな男の人は、カメラを覗いていました。 
 しょうがないと諦め、バイクへ戻り下って行くと、眉山焼き入口で機動隊
のパトカーとすれ違った。下り道、眉山焼へ寄ったが、人影が見えなかった
ので、そのまま立ち去った。県道を下って筒野バス停を過ぎたとき、背後か
ら襲ってきた熱風で、バイクはハンドルを取られ、グラグラッと左右に揺れ
た。夢中でとばし、途中から仁田の方へ右折した。雨合羽の後ろは、熱風を
浴びてちぢれていた。 
 
そのほかの証言としては、農業研修所にいて助かった消防団員･馬場義一、
福島茂の 2 名である。 
 
 二人は新天の消防団詰所にいたが、大きな火砕流(午後 3 時 57 分に発生し
た火砕流と思われる)が発生したので、上の状況を見に軽トラックで農業研修
所に向かった。バリバリッ…車を降りようとしたとたん、ものすごく大きな
音がした。大土石流が発生したと思った二人は、｢下の人達に連絡せんといか
ん｣と車に飛び乗りＵターンした。そのとき、研修所から水無川の方向に走る
消防団員の姿が、車のバックミラーに写っていたという。雨が続いていたた
め、消防団員は土石流を一番警戒していたのだ。 
 車は猛スピードで走ったが、筒野バス停の下で熱風の先端に追いつかれ、
黒い煙にすっぽり覆われた。外は真っ暗で何も見えない。その中を真っ赤な
石が飛んでくる。リヤウインドーが破れ、後ろから飛び込んだ熱風の熱さに、
思わず首筋を押えながら、これでもう終わりかと思ったと言う。辺りは全く
見えない中、石垣に車を接触させながらも、なんとか下まで逃げ、煙の闇が
通り過ぎるのを待って辛うじて助かった。農業研修所からの生還者は、この
2 名のみである。 
 このような証言の中から、消防団員は大きな土石流が発生したと思い、研
修所を飛び出したところで、時速 100 キロを越える猛スピードで駆け下る火
砕流に巻き込まれたのでなかろうか。そして、筒野のバス停が、生死を分け
るラインとなったように思える。 
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 また、新天の消防団詰所にいた消防団員佐藤幸三は、大きな火砕流の発生
で農業研修所の仲間が気になり、喜多淳一消防分団長の運転する消防車で山
の方に向かった。しかし、上から下りてきた消防署員に車を止められ、｢上は
危ないので上がるな、すぐ引き返せ｣と言われたため、いったん水無川の方に
回り、煙がおさまったところで山に向かった。 
 筒野のバス停の少し手前まで来たとき、フラフラと歩いて来る人影を見つ
けた。今にも倒れそうで、服はボロボロ、顔は真っ黒で腫れ上がっていた。｢ガ
ンバレ｣｢シッカリシロ｣と励ましながら、6 名を消防車の荷台に乗せる。 
 6 名ともグッタリしており、荷台から落ちそうなので、私は荷台のステッ
プに立ったままで車は走りだした。一番手前の人は小鉢亮二さんだと分かっ
たので、｢亮二さんしっかりしなせ｣と声を掛けると、｢おう、幸三な｣と返事
が返ってきた。あとは誰が誰かよく分からなかった。 
 灰まじりの雨で、ワイパーが役に立たないため、喜多分団長は横の窓から
顔を出しながら運転した。途中から避難する人で道が渋滞、サイレンを鳴ら
し、マイクで｢道をあけてください。ケガ人がいます｣と怒鳴りながら進んだ
(安中地区町内会連絡協議会, 1992: 16-19)。 
 
 6.3 大火砕流惨害の中の必死の活動が伝わって来る。 
 それにしてもなぜ、注意喚起に回っていたはずの消防団員にこれほ
どの犠牲者が出てしまったのだろうか。公民館サイドから最前線で消
防団の活動を凝視していた館長･杉本は後に以下のように 3 つのポイ
ントを上げて総括している。1 点目は、火砕流概念が正確に伝えられ
なかったこと。2 点目は、地元を守るという意識の強い消防団員の眼
前に、地元で行き過ぎた取材活動を継続するマス･メディアの一群がい
たことで、消防団に地区防衛の諸課業遂行の過剰な期待がかけられて
いたこと、そして 3 点目として避難勧告区域の解除(変更)によって、非
解除区域に再移動せざるを得なかったこと。 
 まず 1 点目として、火砕流の実像･恐ろしさが、その当時、島原の人々
には正確に伝えられていなかった。国の火山噴火予知連絡会では、火
砕流という言葉で地元が混乱することを恐れて、その使用を躊躇した。
それによって、火砕流が｢大したものではない｣との印象を住民に広め
てしまったと火山学者は反省している。 
 
溶岩が 5 月 25 日に出ましたね。…どうもこれは火砕流らしいということ
になった。火砕流という言葉がいいのか、熱雲という言葉がいいのか、ある
いはブロック･アンド･アッシュフローがいいのか、火山地質をやっている人
達が喧々諤々やるわけですよ。それまで雲仙だと、土石流、土石流といって
いて、流れという言葉が定着していた。…熱雲は日本では死語になってきて、
火砕流という言葉がずっと定着していたものだから、あれを火砕流といった。
ああ、火砕流というのは土石流と同じか、流れてくるんだなと、そういう印
象を住民の方々に植えつけたんじゃないかという気がいたします(杉本, 
2001: 77, 原典=下鶴, 1992: 112-118)。 
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そして、火砕流の火山学上の実像を説明･広報することを科学者サイド
がためらうこととなった。 
 
火砕流の発表については…火山噴火予知連絡会、…火山測候所、気象庁の
担当者によって数時間にわたって議論がなされた。｢大規模な爆発型の火砕流
と混同されると人心に不安を招く…｣とする慎重論と、｢火山学的には火砕流
に違いないので、その事実を公表すべきだ｣とする積極論があった…。議論の
末に臨時火山情報第 34 号は発表されている。その情報を見ると、火砕流に
ついては最後に｢なお書｣で書かれており、しかも｢小規模な｣との形容詞がつ
けられている。ここにも、火砕流に対する住民の過剰反応への配慮がうかが
える(杉本, 2001: 73)。 
 
公民館に避難した住民から公民館長には、火砕流とはどんなものなの
かという質問が続出することとなるが、館長にも説明するほどの知識
がなかったので、以下のような当日の新聞記事をコピーして配布し、
読み聞かせしたという。 
 
火砕流は、高温の溶岩が火山ガスなどを巻き込んで山の斜面を駆け降りる
現象。…1902 年に西インド諸島で発生した火砕流は、流路の港を埋め、住民
2 万 8 千人が死亡した。日本でも、天明 3(1783)年の浅間山噴火で火砕流が
発生、ふもとの鎌原村などが埋没した(『読売』1991.5.26)。 
 
しかしながら公民館に避難する人々には、西インド諸島の災害など別
世界の出来事としか映らなかったようで(杉本, 2001: 75)、もちろん最前
線で活動する消防団員にも正確な知識は伝わりようがなかった。さら
に、最前線で活動する消防団員には、直近の火砕流被害の事例を過小
評価する声が広がっていたという。5 月 26 日の火砕流で砂防ダムの作
業員一人が負傷しているが、この作業員の談話が新聞に載り、また直
にその話を聞いていた消防団員もいた。｢灰の中は真っ暗で、何も音が
聞こえなかった。死ぬかと思った｣と始まる記事は、以下の記述で締め
くくられている。｢灰の降下がやんだ後で、林道を走って逃げた。両腕
に痛みを感じたため、市内の行院に駆け込んだ。両腕のシャツをめく
っていたため、ヒジから指先までと右耳に全治一か月のやけどを負っ
たが、同僚は肌を出していなかったので無事だった｣(『読売』1991.5.27)。 
 
そうした緊迫した状況が、必ずしも住民には理解されていなかった。 
多くの人達が、｢また来たぞ。今度は大きいぞ。今度はそんなになかった｣
などと、声を上げながら火砕流の発生を眺めていたが、その危険性について
は、ほとんど感じていなかった。 
水無川上流で火砕流に巻き込まれて負傷者が出たことも、シャツの袖をま
くり上げていたからヤケドをしたので、そうでなければ火砕流に巻き込まれ
ても大丈夫だと思った人もいたようだ(杉本, 2001: 90)。 
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 消防団員に多くの犠牲を出してしまった原因の 2 点目は、メディア
対応であった。取材に訪れたマスメディアの振る舞いが最前線の現場
で問題を引き起こしていた。 
 
 6 月 1 日に発覚…。上木場町の無人となった民家の電源を、マスコミ関係
者が盗用したという出来事が、引き金となったようだ。その他にも、｢カギの
かかっていなかった家に上がり込んで電話を使った｣や、｢縁側に上がって寝
転んでいた｣など、マスコミに対する苦情が相次いだ(杉本, 2001: 154)。 
 
住民の避難が続いている北上木場町で、無人となった民家の電源を日本テ
レビの取材スタッフが無断で使っていたことが分かった｣(｢避難宅の電源を
盗用 日本テレビに厳重注意｣『長崎』1991.6.3)(図 3-23)。 
 
災害発生以来、大量になだれこんだ報道関係者の一部は、無神経な行動を
繰り返した。避難所に雨合羽のまま上がり込み、避難者の事情を考慮のせず
マイクを向け、カメラを回す。土石除去作業中の道路に、無理やり車を入れ
工事の妨げになる。避難勧告地域も我が物顔に行動する。…避難の連続で疲
れ切った人々に、報道関係者は邪魔者であり、悪い点だけが目についた。 
｢自分たちの町は自分たちで守る｣消防団員として常にこの思いで活動をし
ていたが、残念ながら電源盗用などの出来事が起こってしまった。そして、
このことを安中地区住民である元消防団員から厳しく指摘されたとき、分団
幹部の思いはどのようなものであったろうか(杉本, 2001: 102)。 
 
メディアクルー相手に避難の呼びかけをしつつも、その行動を監視
し続けなくてはならない。合わせてそうした最も危険な最前線に止ま
らなくてはならない理由が他にも確認されている。 
 5 月 26 日の土石流で切断されてしまったワイヤーセンサー(土石流発
生を感知する装置)が、頻発する火砕流･土石流のため修復されておらず、
土石流監視が消防団の任務となっていたことが、その理由の一つに上
げられる。交代で上流に監視に向かわなければならなかった。 
 消防団員に多くの犠牲を出してしまった原因の 3 点目が以下である。
6 月 1 日、僅かに火山活動が減少して土石流の発生が小康状態を保っ
たこと、また緊急サイレンが設置されたことで、避難勧告区域が一部
解除されることとなった。上木場など水無川上流部は解除されなかっ
たが、少し下流の白谷町など三町が解除された。消防団では当時、詰
所として白谷公民館を使っていたが、この避難勧告解除で多くの住民
が町内に帰還してくることとなった。 
 
6 月 2 日、20 名の消防団のうち、その時、詰所に集合していた団員 16 名を
前に、分団長の｢住民より下(安全な場所)にいるわけにはいかない｣との発言
により、その場にいた団員の総意で、結局、上木場へ再移動することになっ
た(杉本, 2001: 102-103)。 
 
図 3-23 『長崎』1991.6.3 
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 ｢防災に力を入れて 自らの里守る 上木場地区消防団 日夜、警戒
に奮闘｣していて、｢一日未明、市街地で起きた火災も出動した｣。｢疲
れがたまっているが、自分たちの里を守るという気持ちが無報酬の活
動を支えている｣(『長崎』1991.6.3) (図 3-24)と団幹部に語らせていて、地
元ではそれが当然のように期待されていた。通常の消火活動に出動す
ることに加えて、避難生活が続く中、避難所で暮らす家族のもとに帰
ることもなく、最前線で土石流センサー代わりに常駐し、メディア･
クルーの監視に就き、避難勧告エリアの異動に伴い危険を承知の上で
最前線に再移動せざるを得なかった。地元町内会長からは市長に、消
防団の現況業務を常備消防(島原市消防本部)に替えてもらうように要望
を出していたところで、また、その常備消防を所管する島原市では 5
月 30 日の時点で、県を通じて国･自衛隊に対して、｢消防団の疲労が
激しいので、警戒監視などのための予備派遣を要請し、6 月 3 日に合
意していた｣(自衛隊陸上幕僚監部,1997)ところであった。 
 そして 6 月 3 日午後、大火砕流を迎えてしまう。死者･行方不明者
43 名を数えた。内訳は、消防団員 12 名(上木場の消防団員 20 名中)、警察
官 2 名、マスコミ関係者 16 名、マスコミにチャーターされていたタク
シー運転手 4 名、火山学者 3 名、自宅に一時帰宅していた住民 3 名、
行方不明 3 名(島原普賢会,2000: 128)。 
 しかしながら幸いにも、6 月 3 日に限っては、避難勧告区域に入域
する地区居住者が少なかった。前日 2 日に島原市議会議員選挙の投開
票が行われていて、避難所で生活していた避難住民の中には、その当
選祝賀パーティーに出かけている者も多かった(犠牲となった住民 3 人の
うち 2 人は、選挙ポスター撤去作業に入域していた)。また、避難生活で作業
の滞っていた葉タバコの芯止め作業を、周辺の農家一同で翌 6 月 4 日
に行う予定だった(そのため6月3日には同作業のため入域するものはいなかっ
た。もし多くの葉タバコ農家が芯止め作業のため入域していたら、ケタ違いの犠
牲者を出していたと言われている)。こうした幸運が重なったとはいえ、や
はり消防団員の犠牲の多さが際だつ。 
 
3-1-4. 1991.6.3～警戒区域の設定と避難生活 
火砕流発生以前から土石流対応として避難勧告は出されていたが、
これ以降は、数々の議論を巻き起こすこととなる警戒区域が設定され
ることとなる。上木場に発せられた避難勧告･警戒区域の状況は先述(図
2-8)の通りである。 
 こうして、第三小学校、島原市体育館での避難生活が始まる。安中
公民館の玄関ドアもそれから1年1カ月の間、閉じられることとなる。
その後、6 月 8 日、｢…さらに大規模な火砕流発生。火口から 6Km 下
流の国道 57 号付近まで到達し、国道 251 号も全面通行止めとした。
島原市内では直径 5～10mm 程度の火山礫が降り、水無川は大量の灰
で埋まった｣(建設省長崎工事事務所, 1993: 9)。この大火砕流で、｢国道 57
図 3-24 『長崎』1991.6.3 
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号を突破 民家、山林次々と炎上｣(『長崎』1991.6.9)した。｢避難住民、
1 万人超す 警戒区域拡大 全半焼は 73 棟｣(『朝日』1991.6.10)。しかし
幸いなことに、前日 18 時より警戒区域が指定されていたため人的被害
はなかった。 
 ｢川が消えた 緑が消えた｣、｢無惨なツメ跡 住民声なく｣、｢打ちひ
しがれる避難住民｣、｢原爆あとのようだ｣(『長崎』1991.6.10)(図 3-25)。
そして、｢住民の不安･疲労 極限に 「もう失うものない」｣と｢あき
らめ切った様子｣(『朝日』1991.6.10)が避難所の第三小学校体育館で広が
った。体育館では、 
 
テレビを食い入るように見つめていた主婦がいきなり｢ワー｣と悲鳴を上げ
た。ヘリコプターからの中継に、燃える自宅が映し出されたのだ。周りの人
たちは声もなく、涙を浮かべるばかり。 
 体育館の一角にひかれた仮設電話の前で、だれもいない自宅のダイヤル番
号を回す人も。呼び出し音が聞こえれば｢わが家はまだ大丈夫｣との望みを託
す。 
 ｢…新聞に載った自分の家の写真を切り抜いて持っていますよ。唯一の財産
ですね｣(同新聞記事)。 
 
 ｢大火砕流から一夜あけた九日の長崎県島原市。…大火砕流に、市民
の恐怖はピークに達した。国道 251 号は、早朝から‘脱出’を図る軽
トラックなどで大混雑｣(｢島原脱出 車の列 ｢もう居られない｣｣『毎日』
1991.6.10)(図 3-26)。 
 島原市や深江町では、9,800 人をこえる住民が避難生活を続けている
ことから、仮設住宅の建設を始め、約 2 週間の建設期間を経て、月末
には入居の予定とした(｢仮設住宅へ突貫工事｣『朝日』1991.6.11)(図 3-27)。 
 不自由な避難生活が始まった。当時を振り返って鐘ケ江正光氏(当時
の南上木場町内会会長)は筆者のヒアリング(1992.8.23)で次のように語った。 
 
90 年 11 月の噴火の時点では、遠くから煙が出るのを見て、よい観光名所
になると思った程度でした。 
91 年 5 月 25 日の土石流では、水無川流域が危険になり、7 世帯が公民館
に避難しました。家財道具や身の回りの物を運び出すのを自治会で手伝って。
当初は火砕流と土石流の区別もつかず、水無川上流の人達は、｢うちの方は大
丈夫｣と楽観していました。そして、6 月 3 日の火砕流で、4 世帯が焼失。2
日の段階で大下町の小学校の体育館に皆避難していましたが、一部の人達が
家財を持ち出そうとするなど家に戻っていました。そうした人たちを含む 4
名が犠牲に。うち 2 名はいまだに行方不明。 
私の家は水無川から 30m のところに位置していました。5 月 25 日の土石
流で避難しました。南上木場と北上木場との間にある橋が壊れて、対岸には
行けなくなってしまいました。6 月 3 日の午前中にいったん家に戻って、冷
蔵庫や電話、洗濯機、炊飯器等を取り出しました。帰るとすぐに、大火砕流
が襲って来て。家は 8 日の火砕流で焼失しました。ある程度覚悟はしていま
したが…。 
図 3-25 『長崎』1991.6.10 
図 3-26 『毎日』1991.610. 
図 3-27 『朝日』1991.6.11 
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その後、避難場所が手狭になったという理由で、各地を点々とさせられま
した。5 小の体育館に移り、3 中体育館、白山公民館と移動しました。仮設
住宅に優先的に入れたのは、家を失った人たちでした。私は 1～2 カ月の間、
集団で避難生活を送った後、現在地に空き家を見つけて、そこを借りました。
幸い大家さん(2 中の校長先生)が家賃はいらないといってくれたので助かり
ました。現在では、県から家賃補助が出ていますが。当初、救援物資は仮設
住宅だけに配分され、民家を借家した人の所には届きませんでした。何度も
行政にかけあい、ようやく配付されるようになりました。配付は自治会長を
通して行いました。 
 
 避難所でのストレスの多い生活。その後は狭い仮設住宅でのなれな
い生活。あれほど親密な付き合いのあった近隣の人も市内外に散り散
りとなってしまった。こうした不自由な生活を少しでも改善しようと、
上木場では 7 月、お世話団体として上木場復興実行委員会が創設され、
また、町会長名簿･仮設住宅所在図を掲載して広報『あんなか』(安中地
区町内会連絡協議会)が 10 月末、創刊されることとなった。 
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3-2. 上木場における組織活動の展開 
 
 約 200 年ぶりの噴火に伴う火山性微動(眉山崩壊)から土石流対応を経て、ついに 6.3 大
火砕流が発生して大きな犠牲を生み、上木場地区には警戒区域が設定されて、避難生活が
始まった。不自由な避難生活を何とか乗り切ろうと、町内会をベースに、お世話団体とし
ての上木場復興実行委員会が設立された(3-2-1.上木場復興実行委員会の発足、3-2-2.上木場復
興実行委員会の構成)。 
 当初は、こうした大災害に直面して動揺し、町内会では皆でまとまって安全なところに
異動しようと意見をまとめて、市当局と集落の集団移転を検討し始めるが、古里を捨てる
決心は揺らぎ、集団移転案は白紙撤回された。ここから｢古里での生活再建｣をスローガン
に、それに向けた組織活動が始まる(3-2-3.上木場復興実行委員会の組織活動の実際)。本節では、
この足かけ 4 年におよぶ組織活動の経緯を詳細にフォローする。1991 年 6 月の大火砕流
被害にあって、6 月末に仮設住宅に入居して、7 月初旬に上木場復興実行委員会は設立さ
れた。1993 年になると徐々に生活再建を果たす世帯が増え始めて、新住所に住民票を移
して異動して、上木場に住民票を残す世帯がなくなってきたところで、地元消防団は解散
し、その翌年、上木場復興実行委員会も解散した。本節ではそこまでの流れを追い、被災
者が団体活動を通して生活再建メニューを少しずつ獲得する過程を再構成していく。 
 
3-2-1. 上木場復興実行委員会の発足 
 6 月 3 日(1991 年)の大火砕流被害、あるいは、それ以前、5 月 15 日以降頻発する土石流、
また、5 月 26 日以降断続して発生する火砕流に対して、自主避難･避難勧告発令のもと、
上木場地区住民は各地の避難所にちりぢりとなっていた。特に、6 月 3 日の大火砕流、警
戒区域設定以降は、各自･各世帯の安否確認、所在地把握、行政等か
らの各種連絡、物資の配分等に際して地区住民の状況把握が急務と
なっていた。 
 また、上木場地区では地区住民による最初期の集団移転の検討
(1991.6.14)、市長との協議によるその方向性の確認(1991.6.15)によっ
て、今回の災害に対する町内会レベルとしての対応･方向性を模索し
つつあった。 
 今回の大災害に際して被災から 1 カ月ほどのうちに、地元、島原
市･深江町では、町内会基盤のもの、産業別のもの、被災状況別のも
の、外部支援団体等、応急対応、復旧･復興へむけて各種グループが
形成されてきた。7 月 21 日にこれらが集まり被災住民団体初会合が
開かれている(｢島原再建へ団結 住民の会 相次ぎ決起｣『西日本』
1991.7.18)(図 3-28)。上木場においては、地区住民の所在把握･連絡体
制構築のためとして、町内会を基盤にして 7 月 8 日、上木場復興実
行委員会が発足した。 
 
 
 
図 3-28 『西日本』1991.7.18 
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3-2-2. 上木場復興実行委員会の構成 
｢上木場復興実行委員会会則｣からその組織構造を概観しておこう。 
 
a) 事務局の設置(安中公民館) 
 まず、｢事務局は安中公民館に置｣(第 1 条)かれている。このことは、
その後、三角地帯嵩上げ事業などとして水無川下流域の復興公共土木
事業が議論される際に使われる｢安中地区｣とは、その地域呼称の含意
が異なる。安中公民館は｢…地区のほぼ中央にあり、…公民館にはいつ
も地区の人が集まって来て、楽しい話や笑い声が聞こえ、昼下がりの
和室からは、静かに囲碁を打つ音が聞こえることもあった。青年団や
婦人会、老人会や町内会連絡協議会などの地域の各種団体の活動の拠
点となっており、いつも人の出入りが頻繁であった｣(安中地区町内会連絡
協議会, 1992: 1)。そもそも安中は、その名の通り安
．
徳村･中
．
木場村の二か
村が合併してできた(明治 22 年)もの。この度の噴火災害以降の復興政策
において、｢安中｣といえば水無川下流域を主に指し示すこととなって
いったが、元来、上木場が含まれる安徳+中木場地区全域が｢安中｣であ
るから、そのほぼ中央にある公民館に皆が集ってくるのはごく自然の
ことであった。発災当初、特に 6 月 3 日大火砕流惨事の当日、安中公
民館は最前線基地となっていた。また、それ以前、5 月 15 日の土石流
発生に際して避難勧告発令より以前に自主避難した上木場地区住民の
多くは安中公民館に集った。したがって、このたび、上木場復興実行
委員会が発足してその事務局が安中公民館に置かれることは、ごく自
然なことであった。 
 
b) 役員構成：会長(委員長)･顧問･委員 
 役員構成を見てみよう。会長(1 名)、副会長(2 名)、書記(1 名)、会計(1
名)、委員(9 名)、監事(2 名)、顧問(若干名)となっている。ここで、注意
しておきたいのは顧問と委員である。上木場復興実行委員会設立当初
は集団移転の議論や各種復旧事業、特に農工商復旧支援をめぐって、
いわゆる作為要求型の運動が活発に展開されており、その意味では初
代会長は自らの労働運動経験を十分に活かして住民の願望を積極的に
｢代弁｣するかたちで組織活動を引っ張って行った。しかし、｢組織｣と
しての活動を維持するためには、特に、上木場のような穏やかな農村
地区においては、各地の避難所へ散り散りとなった被災住民相互の交
流が不可欠で、それは上木場でよく言われる｢古里意識｣の担保であっ
て、初代会長の積極的な行動の裏で、顧問らによる組織維持･調整活動
が続けられていた。例えば、安中地区で 10 月 25 日、ミニコミ紙『あ
んなか』が創刊され、｢住民連絡のかなめとなる町会長の連絡リストを
一面に載せ、二面には同地区住民が住んでいる仮設住宅を案内した『所
在図』も掲載し｣｢お互いの連絡先がわかり好評｣(『朝日』1991.11.6)とな
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ったが、これはこの散り散りとなった被災生活において、地区住民の
絆を保たなければならないと顧問の一人･山下一郎が企画して発刊し
たものである。発刊直前の 10 月中旬、上木場町内会メンバー有志で噴
火災害先進地から学ぼうということで東京･三宅島(1983 年噴火)を訪ね
た際に、三宅島の人々からそうした地区住民の精神的繋がりの重要性
を力説されたことを受けて、この企画立案された。 
委員(各種委員会が創設されそこに委員)が置かれたことについては、次項
｢3-2-3.上木場復興実行委員会の組織活動の実際｣においてその詳細は
取り上げるが、ここで指摘しておくことは、上木場においてはその世
帯毎、実に様々な被災状況があり、それに応じて個々に上木場復興実
行委員会としても活動において実を獲得しなければならないところで、
戦略的に専門小委員会を設置していった点である。すなわち、当初は、
復興団体としての体裁を確保するために町内会の地区(班)毎に機械的
に 2 名ずつ委員を選出してきたが、これが、復旧･復興の事態の進展に
伴い専門部会活動へ重心を移し、各種被災状況を反映した委員会が創
設されて委員が選出されていくこととなったのである。 
 
c) 基本方針 
 次に基本方針を見る。会則には｢会員相互扶助及び生活向上を目的｣
(第 3 条)とする旨明記されている。この字句には、被災以前の古里感情･
近所付き合いの維持という意味と、当初の集団移転等復旧･復興諸対策
を議論し活動の中で獲得して行こうという意味の、大きく二つの戦略
的含意で構成されている。 
 また、もう一点、注意しておきたいのは、｢ただし加入･脱会につい
ては、本人の自由意思による｣(第 2 条)という部分である。上木場は 6
月 3 日の火砕流で直接的に非常に大きな被害を被っている。働き盛り
の世帯主や農家の跡継ぎを失った家族もある。一方で、生活再建に向
けてはそれぞれの家族のおかれている社会的諸条件(手持ちの復興諸資源
や親戚知人のネットワークなど)によって、立ち上がりの時期やそのスピー
ド、生活再建の方向性はまちまちである。一律に｢古里復興｣として称
して組織活動維持･展開のために各被災家族に大道団結せよとはいえ
るものではない。このことは、個々の被災者･被災世帯が義援金や各種
援助資金･物資を実際に手にしだす頃になると次第に明白になってき
た。脱会、あるいは｢再加入｣を本人の自由意思とする必要性が切実に
存在していた。被災の翌年度には上木場復興実行委員会の活動は 3 部
会に分けて展開されたが、そこでは｢委員会は意見を集約するが最終的
には各世帯の判断に委ねる｣(199.5.28 提出｢5 項目の要望書｣)としている。
現実に各種補償金の獲得に向けた交渉を始める段になってきたところ
においても、その補償金に対して各家族のスタンスは一律ではない。
あくまで最終判断を個々に委ねる形を取る必要性があった。 
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3-2-3. 上木場復興実行委員会の組織活動の実際 
 それではここから、上木場復興実行委員会の組織活動の展開につい
て、以下の 3 点に留意しながら分析していこう。1 点目は、上木場復
興実行委員会の組織活動をその特徴的プロセス、すなわち、調査活動
→データを携えた交渉→成果の獲得、という流れで再構成すること。2
点目は、その調査活動の展開が、上木場復興実行委員会による状況把
握、特に、自然環境や復旧･復興をめぐる社会的環境の変化への組織の
鋭敏な対応の一環として行われていたことに着目し、上木場にとって
の周辺社会環境の変化を再構成すること。そして 3 点目はこれら周辺
環境の変化に対する組織活動の実際を被災者の視点で(被災者の目に映っ
た、耳に聞こえた)再構成することである。上木場の取り組みに関する年
表は巻末にあげるので参照いただきたい(表 3-1：巻末掲載)。 
 
a) 1991.6～｢上木場復興実行委員会｣創設と｢集団移転｣論争 
 上木場の組織的活動の始まりは、6.3 大火砕流被災の 1 カ月余後の上
木場復興実行委員会結成(1991.7.8)にある。当初は、火砕流被災によっ
てちりぢりとなった南北上木場の町内会員を的確に把握し行政連絡や
各種物資を配布することなどの、いわゆる物質的交流や、古里意識保
持のためのいわゆる精神的交流が主眼とされていた。前者については、
会則･第 3 条規定｢上木場地区の会員相互扶助及び生活向上を目的とす
る｣というところから、後者については、広報『あんなか』発行、同紙
の被災者間での好評からもわかる。 
 被災直後の上木場における論題は｢集団移転｣であった。6 月中旬の
｢南北上木場の集団移転検討｣についての市長発言を受けて、その翌日、
上木場住民と市長との間で同問題に対する協議が行われ、住民側は一
致して集団移転の希望を表明した。市長は｢すべてを任せるとの返事だ
ったので、住民の同意は得られたと理解した｣(｢96 世帯、集団移転へ 避
難住民に正式説明｣『読売』1991.6.16)(図 3-29)と感触を語っていた。7 月初
旬、上木場復興実行委員会が結成されてからもこの論調は保持され、
集団移転の意思表示には結成当初の組織的合意があった。そして、7
月 17 日、行政と住民代表組織としての上木場復興実行委員会との第 1
回協議会(論題はもちろん集団移転)が開催されたが、この時、｢特別立法に
よる移転要請｣を掲げる住民側に対して、行政側は現行法制度の説明が
十分にできないという状況であった。この段階、集団移転の意思確認
が官民双方でなされていながら、お互いの議論がかみ合わない、すな
わち、交渉の体をなしていなかった。 
しかし、このことは、行政側の不備だけを断ずるわけには行かない。
集団移転をめぐっては住民側でも論調が二転三転し、統一性を欠いて
いた。住民側では 7 月末、｢一度故郷を見たい｣との住民の要望によっ
て実現したヘリ視察(一世帯一名)で、｢ヘリから上木場地区を見た時、火
山灰の中に点々と緑の草が見え、みんながこれなら農業がやれるとい
図 3-29 『読売』1991.6.16 
図 3-30 『西日本』1991.11.9 
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う気持ちにな｣(｢古里で再建できる｣『長崎』1991.11.9)(図 3-30)ったことから、
当初の集団移転の意思表示を｢白紙撤回｣することとなる。｢火山灰の上
に土を入れ整備すれば元通りの土地になる。…古里で再建できると確
信している｣(同新聞記事)となったわけである。しかし、1991 年 9 月 15
日の火砕流でこの勢いにもかげりが見え始める。深江町大野木場地区
まで達する最大規模のこの火砕流では、上木場地区にとっては水無川
対岸のシンボルであった大野木場小学校が焼失し、また、この火砕流
で新たに住宅･農地を失った人も組織内にはいて、この 9.15 火砕流以
降、上木場で集団移転を口にすることは一種のタブーになった。 
 この｢集団移転｣論争は、｢特別立法制定｣という方向性はもっていた
ものの、論点が明確にならぬまま、自然の猛威と人々の焦燥感のもと
で二転三転し、9.15 火砕流をきっかけに下火となっていく。 
 
b) 1991.秋～三宅島視察｢スーパー砂防ダム構想｣と｢仮集落｣案提示 
 それでは、どういう形で復旧･復興を模索して行ったらいいのであろ
うか。上木場復興実行委員会では 1991 年 10 月下旬、1983 年の火山
災害で集団移転を成し遂げた三宅島を視察し、自らの方向性を学ぼう
とした。三宅島では被災した 340 世帯 301 戸のうち、151 戸が集団移
転、残る 150 戸が自立組となったわけであるが、同島の場合、被災は
住宅地が主だったため、生活基盤である田畑を議論･交渉の対象としな
ければならない上木場とは状況を異にする。この視察で｢抜本的な対策
を学ぶまでには至らなかった｣が｢復興に向けての住民の団結力、…行
政側の積極的な広報活動｣(｢復興には団結が必要｣『毎日』1991.10.31)(図 3-31)
を学んで来た。 
 長崎県知事への視察報告の席上で、知事は｢普賢岳の場合、元の場所
に戻れない人も出て来るだろう。そのとき土地に対してどう手当をす
るかが問題だ｣(同新聞記事)として、復興対策への積極的な意欲を表した
が、このコメントは｢元の場所に戻れない人への対処｣という、すなわ
ち、集団移転を強調したものであった。これに対して上木場復興実行
委員会では｢私たちの願いは、あくまでも元住んでいた場所での自立復
興｣(｢被災住民の団結力学学ぶ｣『毎日』1991.10.31)であるとして、知事の集
団移転案には真向から対立する現地復興を唱えた。 
 
c) 1991.11～上流のダム建設案 
 この視察報告から約一週間後、突然、新聞紙上に｢スーパー砂防ダム 
延長 2Km、住民の移転必要に｣(『朝日』1991.11.10)(図 3-32)との記事が載
る。地図付きのこの記事には、南北上木場がそっくりスーパー砂防ダ
ム内に消えてしまうことが明記されていた。その前日、知事はヘリで
被災地を視察し帰着後の記者会見で｢土石流の危険から人命を守るた
めには、スーパー砂防ダムは必要。…住み慣れた土地で復興したい、
図 3-31 『毎日』1991.10.31 
図 3-32 『朝日』1991.11.10 
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という気持ちはわかるが、移転もやむを得ないのでは｣(同新聞記事)とコ
メントした。視察後の知事コメントとしては平凡な内容のようである
が、上木場の人々はその一語一句を食い入るように読んだ。上木場の
人々には何が書いてあると読み取れたのか。｢土石流の危険から人命を
守る｣、つまり、火砕流ではなく土石流の危険回避、さらに具体的に言
えば、水無川下流域の土石流に対する安全確保のためのスーパー砂防
ダム建設が必要で、そのために、上流域(＝上木場)の人々は｢住み慣れた
土地での復興｣をあきらめて｢集団移転｣してもらう、という内容である。
上木場復興実行委員会の鐘ケ江秋和会長はダム建設計画の新聞発表記
事の真相を問うため鐘ケ江管一島原市長を尋ねたが、市長は｢具体的な
話は聞いていない｣(｢スーパー砂防ダム浮上 上木場住民に移転の不安｣『長崎』
1991.11.20)(図 3-33)と答えるのみであった。｢上木場、大野木場住民が猛
反発｣(『読売』1991.11.10)(図 3-34)することとなる。 
 実は、10 月、島原市内で開かれた復興を考える集会で｢水無川下流
の警戒区域住民が、…一刻も早く上流にダムを建設すべきだ。そうし
ない限り、いつまでたっても、われわれは自宅に戻れない｣と発言して
いた。これは警戒区域設定によって仮設住宅等で不自由な生活を強い
られている下流域住民の率直な意見であった。しかし、行政側はダム
建設についてこれまで一度も具体的な発表はしていない。上木場住民
の中では｢県はこんな重大な計画を地元住民に相談もせずに進めよう
としているのか｣、と行政への不信が強まり、｢実は、水無川流域全体
のためには上木場が犠牲になってもいいとさえ思っていた。だが、も
うダムは造らせない。我々は絶対に元の上木場で復興してみせる｣(同
新聞記事)と態度を硬直化させてしまうこととなる。 
 この騒動のさなか、上木場では復興に向けた住民意向調査が行われ
ていた。この調査は東京の防災都市計画研究所に依頼して行われたも
ので、1991 年 11 月 6 日～9 日にかけてアンケート用紙が各戸配布さ
れ郵送で回収された。 
 そもそも、同研究所と上木場の出会いは被災直後の 1991 年 6 月中
旬に遡る。同研究所･木村拓郎が被災直後に行われた東京大学新聞研究
所の｢災害と情報｣に関するアンケート調査やヒアリング調査にメンバ
ーとして関わり、直接的な被災者である上木場の人々と接する機会を
得た。その後、8 月頃から集団移転論争で膠着状態にあった上木場復
興実行委員会と意見交換するようになり、10 月の三宅島視察のコーデ
ィネートをした。上木場復興実行委員会は当初、行政との各種連絡や
物資配布など、いわゆる｢お世話団体｣としての役割を担っていたが、
集団移転をめぐる諸議論のなかで次第に｢運動団体｣としての性格を帯
びるようになってきた。災害復興に向けての組織戦略やもちろん専門
知識など持ち合わせない住民組織にとっては、同研究所はアドバイザ
ーとして貴重な存在であった。 
図 3-33 『長崎』1991.11.20 
図 3-34 『読売』1991.11.10 
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 10月の三宅島視察や 11月のスーパー砂防ダム構想発表前の 1～2カ
月は、巷では水無川下流の安全確保のために大規模な砂防ダムの必要
性がささやかれ始めていたところで、上木場復興実行委員会としても
二転三転する地区内の集団移転論争･感情(激情)をなんらかの形でまと
めていかなければならない状況にあった。しかし、委員会の会合の場
ではなかなか意見が出ない。一人一人(世帯毎)被災状況は異なるし、手
持ちの復興諸条件も異なる。｢集団移転｣はタブーな議論となっていた
し、そもそも一家の盛衰に関わるような議論をこれまで町内みなで話
したことなどない、おっとりとした地域である。そこで、上木場の住
民は今、どういう事を考えているのか、防災都市計画研究所に依頼し
てアンケート調査を打ってみることとなった。 
アンケート結果については新聞記事(『毎日』1991.11.22)に詳解された
ものを引用することとする。先にも触れたように、上木場復興実行委
員会はその組織戦略として、調査データに基づいた行政との交渉を特
徴としているが、そのデータには被災者個々のプライバシーに関わる
内容がふんだんに盛り込まれている。例えば、宅地や農地の所有面積、
現在の収入や借金など。個々の被災者の将来展望や生活再建が、特に
密接に義援金や各種保険金など個々の被災者が手にすることのできた
金銭に影響することから、このようなことが詳しくたずねられている
アンケート結果は非常にナイーブな情報そのものである。したがって、
委員会では調査結果をいかなる形であっても外部に漏らさないよう最
大の注意を払っていた。行政担当者との交渉の席に携行し、その場限
りでデータを指し示しながら交渉を進めるかたちをとっていたのであ
るが、ある時、各世帯に報告･配布された集計結果の一部がマスコミの
手に渡って紙面に掲載されてしまったことがあった。これを経て委員
会では、調査結果の取扱にはかなり慎重になり、研究者に対しても閲
覧を拒むようになる。今ここで紹介するのは、｢初の住民復興意向調査｣
と題された記事で、住民への調査結果説明会(マスコミも取材可)で発表･
配布された限りでのデータをもとに書かれたものである。 
 
現在、住民の大半は仮設住宅に住んでいるが、当面の住居については｢でき
るだけ 2、3 ケ所にまとまって新集落を｣が 61.5%、｢96 世帯全員がまとまっ
て住める新集落｣を求める声が 25.6%と、地域としてのまとまりを今後も望む
意見が強かった。今後、危険がある程度解消された場合の住居については｢上
木場の埋没していない土地や土石流危険の少ない高台などを利用して復興す
べき｣が 46.1%ある一方で、｢危険が解消されない限り住むべきではない｣｢い
つ火山活動が活発になるかわからないから住むべきではない｣も計 38.4%あ
り、住民の迷いがうかがえる。 
また、復興手続きに関しては、｢上木場としての方針を立て、行政と交渉す
べき｣が 65.3%と多く、｢行政が示す計画に従うべき｣はゼロで、住民主体の復
興を望んでいる。 
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また、｢埋没した土地が住居以外に活用されるような場合の希望｣を尋ねた
のに対し｢被災前の価格でなければ、絶対に手放したくない｣が 29.2%、｢価格
に関わらず手放したくない｣が 35.8%、｢上木場の復興に役立つならば、多少
安くても手放してもよい｣はわずか 3%に過ぎなかった。 
上木場は 6 月 3 日、8 日の大火砕流で大きな被害を出しているが、住宅の
再建については｢当面、予定は立たない｣｢まだ決められない｣が 80.8%にのぼ
った。 
また、現在の収入と被災前の比較では｢ほとんど収入はない｣が 25.6%、｢半
分以下｣｢半分くらい｣がともに 16.7%と、生活に困窮している姿が、あらため
て明らかになった。 
復興に向けての提案など(記述式)では、｢国の無関心さに腹が立つ｣｢住民が
住めないなら、砂防ダムを造る必要なし｣など、行政への不満、要望が強い一
方、地区を公園、リゾート化して雇用を確保するなど｢共存｣を望む声も出て
いる。 
懸案となっている集団移転については、今調査では具体的に触れていない。
アンケート調査結果について防災都市計画研究所の木村拓郎代表は｢防災計
画など不透明な部分が多く、住民の苦悩ぶりが浮き彫りになった｣と話してい
る(｢島原市上木場 初の住民復興意向調査｣『毎日』1991.11.22)(図 3-35)。 
 
d) 1991.12～3 分野 8 項目の要望書：｢新集落｣案と行政の対応 
 この記事の冒頭で紹介されている｢新集落｣建設は、被災から半年、
上木場の復興･再建プランの一部として、委員会内で練り上げられて来
たシナリオである。アンケート実施時点(1991.11.6～9)ではすでに項目と
してあげられており、上木場復興実行委員会提案の 12 月初旬の｢隣接
区に仮集落｣案につながるものである。委員会内で｢集団移転｣論はタブ
ーとなっていたが、かといって根本的な代替案はない。アンケート作
成時点で、もはや上木場に戻って再び農業を再開することは不可能な
のではないかとの空気も少なからずあった。連日の火砕流は容赦なく
上木場地区を滑り落ちて来て堆積し、すでに数10mの堆積を見ている。
雨が降ればこれが土石流となって流れ下り、被害が下流域で広がる。
下流域からは当然の事のようにスーパー砂防ダムの着工が叫ばれてい
る。周囲からの圧力は大きい。また、内に目を向けてみると、自らの
生活再建は八方塞がりであり、ごく希な事例である、義援金を使って
着々と再建しつつある世帯が、むしろ恨めしく思われて来る。委員会
では上木場復興の正解を求めて足踏みするよりも、これからの方向性
を被災者皆で模索する主体的雰囲気づくりが必要と考え、諸議論を誘
導するための起爆材として｢独自案｣を練り上げた。それが｢新集落｣案
である。 
このような状況の中、アンケートは実施されたが、ちょうど 11 月 8
日、スーパー砂防ダム構想が新聞紙上におどり、｢もうダムは造らせな
い。われわれは絶対に元の上木場で復興してみせる｣(｢スーパー砂防ダム
浮上 上木場住民に移転の不安｣『長崎』1991.11.20)と会長に語らしめてしま
うこととなった。この流れの中で、｢新集落｣案は 11 月初旬実施のアン
図 3-35 『毎日』1991.11.22 
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ケート結果を根拠として12月4日発表の｢隣接区に仮集落｣案へと結実
する。 
 新聞紙上で発表されたこの住民独自案を見てみよう。 
 
｢上木場地区集団移転 住民が独自案 隣接区に｢仮集落｣｣ 
国は上木場地区に土石流などを防ぐ大型砂防ダムを計画、ダムの上流は土
や岩で埋まることになる。このため役員会は、ダムができるまでとその後の
二段階に分けた計画案をまとめた。 
今回の計画によると、まず上木場の近くに団地形式の仮集落を形成。ダム
が完成した段階で復帰希望者は上木場地区で改めて新住宅地をつくり、上木
場地区を再生する、としている。仮集落の場所について鐘ケ江委員長は｢まだ
明らかにできないが、水無川流域の市内の、上木場地区の近くが適当と思う｣
と説明している。仮集落の住宅は、マイホームと公営住宅の混合とし、今後、
市や長崎県と、土地の確保や集団移転促進法の適用などの問題を詰める。ま
た、…畑の確保も課題となる(『毎日』1991.12.3)(図 3-36)。 
 
 同紙上ではこの提案を、｢上木場地区集団移転｣、｢大火砕流から丸半
年で集団移転問題が具体的に動き始めた｣と好意的に評価している。こ
れまで｢市長が集団移転を提案、住民が意見の集約を図ってきた｣とし
て、この｢仮集落｣案を位置づけ、さらに住民は集団移転に向けて独自
案を提案する中で、被災後半年かかってやっとこの問題が動き始めた
と分析している。しかし現実は真逆であった。行政不信、古里意識、
災害の拡大と外部の圧力等々の葛藤のなかで、｢われわれは絶対に元の
上木場で復興してみせる｣と対行政へ宣戦布告をし、その延長上で独自
に｢仮集落｣案を提示したものであった。したがって、この｢仮集落｣提
案は市長提案の集団移転に沿って住民が意見の集約を行ったものでは
ない。 
 さて、この独自案の発表に合わせ、委員会では以下の 3 点を今後の
｢復興再建の柱｣とすることとした。①｢当面の住宅確保｣、②｢生活再建｣、
③｢島原全体の発展の中で上木場地区の再生を図る｣。喫緊の課題とし
ての仮設住宅の居住環境の改善にはじまり、被災農家の再建あるいは
離農を含めた生活再建を島原全体の発展の中に位置づけていくという
方向性は誰からも支持されよう。合わせて、①には｢仮集落｣案が、②
には｢農業再開への行政の支援要請｣が盛り込まれている。 
ここで注意しておきたいことは、仮集落提案までの 1～2 カ月、すな
わち、1991 年 10 月頃から上木場復興実行委員会の組織としての性格
が変化してきた点である。すなわち、これまでの｢お世話団体｣から｢復
興団体｣へと脱皮･変貌した点である。｢復興再建の柱｣の前 2 点は、生
活再建に向けた具体的要求行動のはしりと見ることができる。3 点目
は、その後の島原における国(建設省)、県や市の復興プラン全てに共通
する半島振興(経済発展)の枠組みで大いに島原復興を議論しようという
流れを先取りしている。すなわち、周辺被災地や間接被災者など、復
図 3-36 『毎日』1991.12.3 
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興をめぐる関連団体、関連機関(行政窓口を含む)など様々な復興関連主体
の存在とそのイデオロギーを汲んだ上での③の設定である。ちょうど
この時期、上木場復興実行委員会に防災都市計画研究所が参画してき
たことで、この組織の性格の変容が理解できる。同研究所はその後、
市から『復興基本計画』作成を委託され、国、県の唱える｢雲仙岳災害･
島原半島復興振興計画｣と整合性のあるプランを提示していくことと
なる。というより、市の『復興基本計画』の具体的内容、例えば三角
地帯の嵩上げ、地先埋立による恒久的な住宅対策等々、市の唱道する
復興事業が次々と国･県のプランに取り入れられていくこととなる。こ
の 1991 年 10 月頃、同研究所の創案する復興施策案がこの時期の復興
対象地である上木場で展開され始め、激流の中で上木場復興実行委員
会の発言内容も具体化･整序されてきた。すなわち、復興を専らとする
シンクタンクを抱き込んで、｢調査→データを携えての交渉→要求の獲
得｣というスタイルを確立して上木場復興実行委員会は、復興団体へと
組織の性格･立ち姿を変容させた。 
 さて、この｢仮集落｣案に対する反応、その後の展開はどうであった
のか。会長は｢この構想計画はあくまでもたたき台。現在の仮設住宅で
の生活はもう限界で、市は私たちの計画案をもとに一刻も早く仮集落
をつくってほしい｣(『毎日』1991.12.3)と語ったが、これに対し市長は｢現
在の仮設住宅のほかに、さらに仮集落を形成するのは少し無駄のよう
な気がしないでもない｣(同新聞記事)とあくまで消極的であった。 
 2 週間後(12 月 16 日)、上木場復興実行委員会は｢新集落｣を盛り込んだ
3 分野 8 項目の要望書を市･県に提出した。3 分野は先に発表した｢復興
再建の 3 つの柱｣に相当するが、要望書では内容が具体化されている。
｢伝統と地域のまとまりを継承、仮集落の形成、島原全体の発展に貢献｣
を基本理念として掲げ､3 分野 8 項目が展開されている。①｢住宅確保｣
については、上木場近くに仮集落を形成し、ダムの完成後、復帰希望
者は上木場地区に改めて新住宅地をつくり、仮集落と一体になって上
木場を再生していく、という二段階方式。そのうえで、仮集落の希望
地として上木場から 1～2Km 圏内で、水無川流域の安中地区(大下、南
崩山町)を指定した。②｢生活再建｣については、農業再開希望者に対し
て土地と施設の提供を要望した。3 点目は復興再建の 3 つの柱で展開
された半島振興とリンクした壮大な議論は｢基本理念｣の項に盛り込み、
ここでは足元の課題、問題意識を盛り込んだ。すなわち、③｢上木場地
区の再生｣として、土石流などへの防災対策の要求する一方、｢住民の
意向を無視した砂防計画にはいっさい協力できない｣とする委員会の
基本的立場、対行政とのスタンスを強調した。そして、この要望書に
対する正式な回答を翌年 1 月末と期限を限って要求した。｢行政側の方
針がいつまでたっても示されないので住民側で復興計画をつくった｣
(｢安中地区に新集落を｣『長崎』1991.12.17)(図 3-37)。 
図 3-37 『長崎』1991.12.17 
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 同要望書に対する文書による正式回答は回答期限ぎりぎりの 1992 
年 1 月 31 日となったが、それ以前、1 月 10 日ころから回答準備の模
様は逐一新聞紙上で紹介されてきた。県の対応は、1 月 10 日、以下の
ように新聞発表された。 
 
県は…上木場地区民の移転先として、同市安中地区に恒久的な住宅団地を
建設する方針を固め、候補地の検討に入った。…団地は同委員会に加わって
いる 96 世帯を中心に百戸規模にする予定。…一部、公営の集団住宅も建設
する。土地などについては分譲にするか、住民に貸す形をとるかなど今後詰
める。…被災住民の希望を入れ、祭りができる鎮守の森や墓地、集会所とい
った公共施設も取り込み、総面積は 6ha から 7ha と見込んでいる。県は当初、
火砕流で積もった火山灰で海を埋め立て、造成地に被災住民の住宅団地を建
設する計画だったが、火山活動が終息する見込みが立たず、住民から恒久的
な移転先を求める声が出ているため、計画を見直した(｢安中地区に被災者団
地｣『朝日』1992.1.11)(図 3-38)。 
 
 一方、市の回答は期限前日 1 月 30 日に記者発表された。ここで市長
は、県、市とも｢住宅の確保が復興の第一歩｣との点で一致しているこ
とを強調し、｢『仁田町ほか大下町、南崩山町などをはじめ市内の空い
ている土地はすべて物色している』と、初めて具体的な地名をあげて
用地交渉を進めていることを明らかにした｣(｢仮集落用地を交渉｣『毎日』
1992.1.31)(図 3-39)。県の発表(1 月 10 日)によって、｢復興が目に見える形
で動き出すことに｣(『朝日』1992.1.11)なり、市の発表(1 月 30 日)によっ
て｢島原復興が本格的にスタートする｣(『毎日』1992.1.31)こととなった。 
 また、1 月 31 日には県･市による説明会が開かれて、上述のような
回答が再度示され説明されたが、これに続く住民からの質問･要望では
｢仮設住宅は 2 年の期限付だが噴火がさらに長期化すればどうなるの
か｣(｢安中地区を中心に 上木場の住宅確保対策 島原市と県が回答｣『長崎』
1991.2.1)(図 3-40)など、具体的な現実の避難生活についての不安･疑問な
ども提出された。行政側からは｢より細かく住民の要望を聴く個別調査
に取り組む｣ことなどが明らかにされたが、委員会ではこれら一連の行
政の対応を｢あまりにも抽象的でもう少し踏み込んだ答えがほしかっ
た。しかし山も動いており、無理な面もある。今後できるだけ具体的
な回答が得られるよう期待したい｣と評価した。 
 以上、見てきた一連のやりとりから、調査データを盛り込んだ要望書
提出と文書による正式回答要求という組織的戦略によって、｢お世話団
体｣から｢復興団体｣に脱皮した上木場復興実行委員会が具体的地域復
興へ向けて獲得した最初の成果とそのプロセスが見えてきた。 
 しかし、今回の候補地の選定は住民の希望する宅地面積(約 150 坪)を
勘案すると、その実現性が当初から危ぶまれていた。すなわち、住民
の希望が国の防災集団移転促進法の補助金交付要綱にある、移転用地
は 1 戸当り 100 坪という基準を大幅にオーバーしていること、したが
図 3-38 『朝日』1992.1.11 
図 3-39 『毎日』1992.1.31 
図 3-40 『長崎』1992.2.1 
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って、県、市の乏しい財政事情ではその実現が疑問視されていた。ま
た、移転前の土地を被災前の価格で売却できるかという問題も解決し
ていなかった。様々な問題をはらんでいたとはいえ、移転用地の確保
が復興の大前提であると考えられていた当時としては、県･市の移転候
補地の検討は被災者にとってまずはそれなりに評価に値するものであ
った。 
 さて、上木場復興実行委員会の今回の要望書の主張である｢二段階方
式での地域復興＝仮集落案｣は県･市の回答でどのように処理されてい
るのか。市長の｢現在の仮設住宅のほかに、さらに仮集落を形成するの
は少し無駄のような気がしないでもない｣(『毎日』1991.12.3)という見解
のとおり、県･市の 1992 年 1 月回答では｢二段階方式｣については言及さ
れず、かわりに国の防災集団移転促進法の補助金交付要綱の範囲内での
一般的な集団移転案が提示されたにとどまった。しかし、全体の流れ
としては、上木場は集団移転問題についてかなり具体的な内容の公式
発表を獲得した、という点で大きな成果であった。そして、次の要望
書以降(1992 年 5 月)でも｢新集落への移転｣は主張されるが、その際、次
第に｢二段階方式｣が条件からはずれ、移転対象地の希望(仁田、船泊以外
の宅地分譲要求)や公営住宅への入居など、実質的な移転プロセスの追求
に比重が移って行くことなる。今回の起爆材としての二段階移転案(仮
集落建設案を含む)は効果的な議論展開であった。 
 
e) 1992.2～｢遊砂地｣の土地借り上げ 
 上木場発｢二段階方式＝仮集落案｣をめぐる行政とのやりとりが説明
会開催で一応の句切りを見せた 1 週間後(2 月 8 日)、上木場の周辺、正
確には下流域においても土石流被害に対処する官民の動きが見られた。
水無川下流の北安徳町･鎌田町にまたがる｢遊砂地｣造成計画のための
土地の借り上げに地権者の半数(72 人中半数の 36 人)が同意するという動
きである。｢遊砂地｣借り上げは、｢県が 1 平米当り年 200 円で 5 年間
を目度に借り上げ、1 年毎に契約を更新。水無川上流に大型砂防ダム
が完成し、土石流発生の心配がなくなりしだい土地は災害前の状態に
復旧する｣(｢｢遊砂地｣の土地借り上げ 地権者の半数同意｣『長崎』1992.2.9)(図
3-41)というもの。今回の｢遊砂地｣は縦 300m、横 150m、深さ約 2m で
約 6 万立米の土砂が埋まる容量をもつもので、地権者は、下流域に広
がる土石流被害を食い止めるためと(図 3-42)、より現実的な思惑として
は借り上げによる土地賃貸料収入、この公私両者を勘案してサイン(同
意)した。 
 上流の上木場で提案された｢仮集落｣案は市長コメントにもあったよ
うに｢少々無駄なような気がしないでもない｣と評されるのに対し、｢遊
砂地｣案は行政による土地借り上げ交渉も進んでいて非常に現実的な
ものであった。特に、上流は火砕流が頻発し、当然、警戒区域内なので
図 3-41 『長崎』1992.2.9 
図 3-42 遊砂地 
出典：建設省長崎工事事務所,1993:23 
図 3-43 『長崎』1992.2.9 
199 
 
立ち入りができないので、工事はもとよりそのための測量すらも不可
能である。それに対し、下流域では、堆積した土砂を取り除いて土石
流被害の拡大を未然に防止するための土砂排除工事が必要となってお
り、その目的のために｢警戒区域の一部緩和｣(1992.2.12､第 14 次警戒区域
の延長に際して)まで行われている。山の動きを名目に防災･復旧に向け
て何も動きを起こさないわけには行かない。市でも｢安全だから(警戒区
域の解除を：筆者注)するのではない。土石流対策のためぎりぎりの線｣(｢警
戒区域の一部緩和｣『長崎』1992.2.9)(図 3-43)で動いている。すなわち、下
流域では警戒区域の範囲もある程度操作することができる。したがっ
て、｢遊砂地｣造成計画も土石流対策として実現可能な策である。それ
に対しこの時期、｢水無川上流の大型砂防ダム｣は工事の着手すら考え
られない非現実的なプランであった。 
 この時期、下流域のほうが、現実的な動きとしては官民が一体とな
って、一歩先を歩み始めることとなったが、2 月 22 日に県から発表さ
れる｢砂防･治山施設計画の基本構想｣までは、具体的に個々の被災者は
どのような危険、あるいはどのような工事の対象に自分達が置かれる
のか定かでなかった。上木場は全てダム内に埋没するらしい。｢遊砂地｣
の対象地としては北安徳･鎌田両町内会があたることとなった。その漠
然とした状況に対して 2 月 10、安中の警戒区域･避難勧告地域内の 17
町内会で組織する｢安中地区町内会連絡協議会｣が、市長に以下の 4 項
目の要望書を提出した。①今年の雨期の土石流対策、②恒久的な砂防
対策の位置と規模及び事業着手の時期と完了時期、③砂防対策後の土
石流危険区域、④砂防地域に含まれる土地の買取り方法、宅地や農地な
どとしての利用の可能性。自分達の地域は安全なのであろうか(①③)。ど
のような工事が行われるのであろうか(②)。その時、どのような補償が
あるのであろうか(④)。この時期、住民の間では誰がどのような事業の
対象となるか明確なシナリオが提示されないまま、｢被災前価格での土
地の買い上げ｣｢移転先｣(｢｢復興対策｣固める｣『西日本』1992.2.20)が懸念さ
れていた。 
 
f) 1992.2.20～スーパー砂防ダム計画 
：｢住めないとハッキリ申し上げる｣(知事｢死刑宣告｣) 
 それから 10 日余り後の 2 月 20、国＝建設省、長崎県発表のスーパ
ー砂防ダム計画について、その概略が紙上で報道された(｢移転対象は約
200 世帯｣『毎日』1992.2.21)(図 3-44) 。そして 22 日、｢砂防･治山計画の
基本構想と農地復旧方針｣として被災住民説明会が開催され、この時初
めて｢会場正面にプロジェクターで畳 6 枚分ほどもあるダム計画の見
取図が写し出され｣(｢島原の｢集団移転｣現実に ｢あきらめきれん｣｣『毎日』
1992.2.23)(図 3-45)、どのような施設のためのどのような工事がどこで行
われるのか、県から初めて青写真が公表された。県による住民説明会
の概要は以下の通り。 
図 3-44 『毎日』1992.2.21 
図 3-45 『毎日』1992.2.23 
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｢普賢岳災害 県復興計画を初提示 住民説明会｣ 
県によると、スーパーダムは最高部の高さ 14m、全長 1.2Km、水無川と赤
松谷川の合流点の下流に建設。島原市上木場、深江町大野木場両地区をＵ字
型にまたぐ。赤松谷川、水無川の上流およびおしが谷には治山ダム約 80 基、
その下流部にスーパーダムを含め約十数基の砂防ダムを設ける。 
スーパーダム真下から有明海までは、昨年 6 月末に発生した大土石流のコ
ースに沿って長さ約 2.5Km、幅 240～50m のセーフティーゾーン(砂防地域)
を設定する。中は非居住地域として将来、噴火活動が安定したら農地復旧の
可能性もあるという。ゾーンの両側には土盛りした、高さ約 3m の導流堤を
築き、土石流の拡散を防ぐ。 
同ゾーンの設定に伴い移転対象者は当初の予定より増え島原市がダムより
上流が約 100 戸、下流約 150 戸、深江町はダムより上流の約 50 戸となる。 
住民の移転地について県は、島原市仁田町に 125 戸、大下町に 150 戸を予
定。深江町は現在土地を物色中。 
また住民の関心が高い被災地の宅地や農地の買い上げ価格について県は
｢被災前の価格に近づくように国に働きかけた｣としている(『長崎』
1992.2.23)(図 3-46)。 
 
 この発表によって明らかになったことは、①水無川上流に｢スーパー
砂防ダム｣を建設、②水無川下流は｢セーフティゾーン｣とその両側に
｢導流堤｣を建設、③｢移転対象者は約 300 戸｣、④｢移転地は仁田･大下
両町｣、⑤被災農地の買い上げは｢被災前価格｣に努力する、ことであ
る。 
 この説明会に参加した、あるいは新聞で内容を知った当事者達はど
のような思いであっただろうか。知事は｢ふるさとに帰りたい気持ちは
わかります。しかし山が収まっても土石流の不安は残る。相当しっか
りしたダムが必要だ。過酷だが、住めないとハッキリ申し上げる。み
んなが協力して災害に強いふるさとをつくろう｣(｢300 戸の移転必要に｣
『毎日』1992.2.23)と説明会で発言し、スーパー砂防ダム内、導流堤内に
は｢住めない｣、すなわち、(集団)移転せざるをえないことを明言した。
住民の反応は様々だった。 
 不安と戸惑いは隠しきれない。｢仕方がないが、畑を奪われ、どうや
って生活したらいいんでしょうか｣(｢不安、つらい、残念…｣『朝日』1992.2.23)、
｢砂防ダム建設は予想していた。もう帰ることは出来んじゃろう。が、
なぜ私たちだけがこんな目にあわんといけんのか｣(｢島原の｢集団移転｣現
実に｣｢あきらめきれん」『毎日』1992.2.23)、｢早く再起したいが、家がどう
なるか不明確で、将来設計ができない｣(｢どうなる将来設計｣『長崎』
1992.2.23)(図 3-47)。 
 代々住み慣れた土地への愛着はいっそう募る。｢自宅はまだ残ってい
るけん、あきらめきれん。まだ(建設に伴う移転が)決まったわけじゃな
い｣(｢島原の｢集団移転｣現実に｣｢あきらめきれん」『毎日』1992.2.23)、｢家屋の
図 3-46 『長崎』1992.2.23 
図 3-47 『長崎』1992.2.23 
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残っている人々は先祖代々の土地を手放すことに相当抵抗があるはず
だ｣(｢どうなる将来設計｣『長崎』1992.2.23) 。 
 また、計画の進め方自体への批判もあった。｢このような計画で土石
流を防げるとは思えない｣(｢住民に反発の声｣『朝日』1992.2.23)、｢十分な補
償が約束されないなかで、防災復興計画だけ進めるようなことは避け
てほしい｣(｢どうなる将来設計｣『長崎』1992.2.23) 、｢これらの砂防ダム自
体が間違い。この計画では、住民に元に戻ってもらおうという方策で
はない。安中地区も導流堤のために人口が流出し、地域が崩壊する。
もっと上流にダムをつくり、水無川の幅を広げる形で土石流に対処す
べきだ｣(｢提示に避難住民ら動揺｣『朝日』1992.2.25)、｢スーパー砂防ダムは
農家や農地にかからないようにもっと上流の国有林の中に造るべきだ。
何百年も続いた家を立ち退かなければならない住民の気持ちを県は簡
単に考えている｣(｢ダムへの思い複雑｣『長崎』1992.2.26)、等々。 
 上木場被災住民からも同様の第一印象があげられた。上木場の場合、
地域がダム内に埋没することについては前々からささやかれていたこ
とである。しかし、具体的な補償が明示されない現段階においては、
将来への不安と合わせて計画自体への嫌疑が古里への強い愛着ととも
に複雑な心境を形成していた。鐘ケ江会長は対行政組織活動の視点か
らコメントした。｢上木場地区がそっくり消えてしまうなんて、今日ま
で行政側から一切、説明はなかった｣(｢島原の｢集団移転｣現実に｣｢あきらめ
きれん」『毎日』1992.2.23)。行政側の計画推進の方法論に対する不信感
が助長されてしまった。 
 本稿は上木場地区を対象としているので、今回の基本構想発表に対
する他地域の反応については上木場にとっての周辺環境という扱いで
若干、触れるにとどめる。水無川下流の安中地区へのインパクトはか
なりのものであった。なぜなら、｢スーパー砂防ダム建設では上木場地
区や水無川上流域住民の移転はある程度予想されていたが、初めて知
らされた下流域のショックは大きかった｣。まさに｢寝耳に水の導流堤｣
(『長崎』1992.2.27)(図 3-48)であった。｢県は…市役所…町役場に計画案
の基本構想図を張り出した。…最近では…『おれは移転対象になった。
あれは入っていない』などの話ばかり｣(｢悔いのない選択を 今こそ住民の
団結必要｣『長崎』1992.2.28)。まさに下流域は大混乱であった。この問題
はこの後、｢導流堤測量に同意｣するか否かで、水無川下流域を構成す
る町内会の中でさらに上流･下流問題へと拡大していく。少数の町内会
(水無川下流の上流部分)が測量に同意しない間に、土石流で｢(水無川)下流
の下流｣で被害が拡大し、｢下流の下流｣の｢下流の上流｣に対する批判に
つながっていく。実はこの問題の発生によって、今回の基本構想に対
するマスコミの視点が｢水無川下流の安中地区｣の｢測量同意｣問題にシ
フトしために、スーパー砂防ダム内に埋没することがいわば｢確認｣さ
れた上木場は世論から忘れ去られてしまうこととなる。 
図 3-48 『長崎』1992.2.27 
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 上木場にとって、今回の基本構想はスーパー砂防ダム内への埋没の
｢確認｣であり、知事の｢死刑宣告｣であった。そして、この後は世論か
ら取り残されてしまうこととなる。世論にとって安中の導流堤問題の
方がインパクトがあった。しかし、上木場においては｢静かに｣(会長交
代による)着実に復興へ向けての議論が展開され、組織活動によって成
果が獲得･蓄積されて行くこととなる。 
 
g) 1992.4～会長交代と意向調査：｢ダム構想を条件次第で受け入れ｣96% 
 下流域では、｢多くの土地をつぶさなくても、水無川の本流を拡幅す
れば土石流被害を防げるのでは｣、｢導流堤より本流拡幅を｣(『西日本』
1992.3.5)(図 3-49)とする｢本流拡幅｣論が住民側から意見として出され、導
流堤の必要性自体を疑問視する声が相次いだ。また、一方で｢集団移転の
総意がまとまれば特別立法の制定を国、政府に働きかける｣と自民党の
西岡武夫代議士が発言している(『読売』1992.3.9)(図 3-50)。地元では集
団移転の原因となる導流堤の必要性自体が議論されているさなか、中
央では集団移転の総意を前提として特別立法が口にされていた。また、
3 月 14 日には宮沢首相が来島し｢雲仙への追加支援策｣として以下の 6
項目を提示した(｢手土産にも消えぬ不安｣『西日本』1992.3.15)(図 3-51)。①食
事供与事業 6 カ月延長、②雲仙基金 600 億円に倍増、③遊砂地の早期
着手と砂防ダム群建設の計画を詰めること、④農地の復旧整備･移転対
策等、計画の策定と円滑な実施を図ること、⑤雇用の安定、就業の促
進、⑥応急仮設住宅の空室の弾力的活用。直接被災者にとっては①が、
被災地島原にとっては②が首相の置き土産となった。 
 上木場では 4 月 10 日、会長の交替があった。鐘ケ江会長辞任の理由
は任期切れと仕事の多忙であった。後任には島原市役所 OB で議会事
務局長を務めた経験のある山下一郎が就いた。山下はこれまで上木場
復興実行委員会内では顧問として活動し、被災当初、散り散りとなった
被災住民の連絡網を作成したりするなど、被災者の精神的絆の維持を訴
えてこれに貢献した。また、氏の行政マンとしての経験･知見によって、
調査→要望書→交渉というスタイルが上木場復興実行委員会の組織戦
略として定着した。山下は会長就任前、顧問として活動しているころ
から、行政相手の交渉におけるデータを用いた説得の必要性を主張し、
防災都市計画研究所を巻き込んで実施してきた一連の意向調査を支
持･主導してきた。また、氏の行政経験は要望書の構成文書ならびにそ
れを携えての交渉の場でも生かされた。各要望項目に付けられる｢特段
の配慮をお願致します｣という語句は、｢行政にも選択の余地を与えな
がら、交渉の場で要望に対する解決策を行政メニューの中から一緒に
考えて行く｣スタイルとともに効果的なものであった。｢向こうみずな
ところが災害に立ち向かうのに打って付けと思われ｣(｢救済策を求め奔
走｣『長崎』1992.4.29)て初代会長に就いた鐘ケ江氏にかわって、穏和な
図 3-49 『西日本』1992.3.5 
図 3-50 『読売』1992.3.9 
図 3-51 『西日本』1992.3.15 
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元行政マンで対行政交渉に長けた山下が就任することとなった。 
 山下が会長に就く経緯をうかがった。島原で生まれて学校を出て、
福岡で警察官としての経験を経て、帰郷して市役所に勤める。行政事
務方の経験を様々に積んで、そして議会事務局長の経験を最後に停年
を迎える。退職金で屋敷を建て直したところで被災。行政マンとして
の経験が奏功した。上木場復興実行委員会を陰に日向に支えた。その
経験･経緯を語ってくれた(筆者のヒアリング 2016.4.28)。 
 
諫早水害を機に、酒屋の倅が島原に戻ってきて 
 昭和 4 年 4 月に島原で生まれです。旧制中学を出て福岡県警に入って、門
司署に勤めましたが、ヤクザもんとの立ち回りなんかもあって、一人息子だ
ったので、母親がもう警察をやめて帰って来なさいって。4～5 年、勤めて島
原に帰ってきました。 
 
 結婚したのは、昭和 33 年に島原に戻ってからです。家内の家はここの大
きな農家でした。うちは酒屋をやってました。電話はうち一軒しかなかった
んです。外からかかってくると、近所人に声掛けに行かなくちゃならない。
水無川のほうまで。それはやっぱりヒドカっていうんで、近所の人が、うち
に拡声器をつけてくれて、｢電話ですよ～｣って。先祖代々、お互い助け合っ
て。いつも人が集まってました。 
 
 みんな粗食で、でも、水が炭酸水、硬水だったんで、そのお陰かなぁ、み
な長生きで。肉なんか、お客さんが見えた時だけ、鶏をつぶして。どこにで
も歩いて行かにゃならんくて、長生き。あの頃でも 80 代まで生きてて、大
家族で。 
 昔の上木場のみんなのお付き合いって。あそこの嫁さんはどこから来たっ
て、みんな知ってますし。外から見えたかたは名字でね、地元の人は下の名
前でね、呼んで。私は「一郎さ～ん」って、お店のことは「山下に行く」っ
て、みんな言ってました。 
 上木場は安中地区ですが、この上のほうは、年長者をたてるっていう風潮
があります、代々。年長者が言えば、若い人も言うことを聞きます。 
 島原を中心にして、諫早のほうは北目、南のほうは南目って言って、気質
が違うんです。冠婚葬祭とか段取りがもう全然、違うんですよ。南のほうは、
それはもうハデです。家も大きいし、鯉のぼりなんか、凄いもんです。媒酌
人って二人でしょ、普通は。でも南では何組も立てるから、いろいろ持って
行かなきゃいけなくて大変なんですよ。水無川を挟んで、こことか深江くら
いまでが北になりますね。 
 
 酒屋の営業ってね。公務員は兼職禁止だから、昔っから家内がやっていて、
母が名義人で。今でも家内が中心で私はバイト。山下酒店はもう昔っから。
店はうち一軒しかなかったから。配給時代から、酒の配給、煙草の配給…っ
て。今でいうスーパー、何でも屋ですね。 
母の代の時ね、お客さんにお釣りを二回、間違えたことがきっかけで、家
内に代がわりしたんですよね。災害後にね、母は、自分の代で閉めたくなか
ったんですね。 
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 農家やってても、継ぐ人以外は、石切とか大工とか、みんな外に出て行っ
てました。だから、そういう人たちが毎年帰って来るっていうんで、家は大
きかった、部屋がいっぱいありましたね。災害のあと、復興の住宅団地を造
るときも、仁田や船泊とか、部屋を多めに作ってましたね、みんな。 
 
議会事務局(長)の経験が奏功 
 門司から帰って来ることになって。母親がもう警察をやめて帰って来なさ
いって。昭和 32 年に諫早大水害があって、鹿児島あたりからも応援でたく
さん役人がやってきましたけど、門司から帰って来て、昭和 33 年に試験を
受けて島原市役所に入りました。それで、平成元年の定年退職まで勤めまし
た。 
 最初は農林水産課の災害復興の担当で、その後は、教育委員会、公民館を
担当したりして、農業委員会でも働いて、島原で広域市町村圏が発足するっ
ていうんで、最初から議案書とか作らされて、条例とか作るっていうんで、
そこの担当になって全部やらされたんですよね。その後、議会事務局に回っ
たんですよ。役所の職員はみんな議会事務局って好まんですよね、どこの市
でも。 
 
越年資金 
 議会事務局やってたから、動き方がよくわかったんです。上木場復興実行
委員会やってた時も、最初のころ、｢越年資金ください｣って言いに行ったら、
｢そんなの前例がない｣って言われて、でも諫早の水害の時、出してたってい
うの、議会事務局で記録全部見てるから知ってたんですよね、それで出して
もらったんですよ。義援金を中途半端に取り崩さないようにって。 
 
国民年金掛金免除 
 国民年金の掛け金は免除してもらいました、要望して。それと、必要な条
例を役所で作らせるって、重要ですよ。固定資産税を減免するとか。議会に
みんなを傍聴に連れて行って、｢4 年後がありますよ｣って睨んでると、議員
も市長も条例制定やりませんって言えないって。 
 やっぱり自分が生まれ育った古里ってかわいいんじゃないですか、何とか
したいっていう気持でした。 
 
住民対応窓口 
 被災者が役場に行っても、たらい回しされるのはわかっていたから、住民
対応の窓口を作ってもらったんです。｢あれして、これくれ｣って言うのは、
本当はイヤだったんですよ、私は。でも、行政も助かったんだろうね。どう
していいかわからなかったから、知った人に言ってもらえたって感じで。 
 
仮設住宅環境整備 
 仮設住宅でも、ヒサシを作ってくれって言って、それまでなかったんです
よ。島原で初めて実現したんですね。それからだんだん、付いていったんで
すよね、クーラーなんかもだんだんに。住民のほうも行政に言いに行くって、
組合みたいに、ケンカしに行くイメージだったんですよ、その頃は。それに
一人一人で言ってもダメでしょ、地区毎にまとまって要望を聞いてまとめて
歩きました。 
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被災して上木場では、名簿づくりから 
 定年になって翌年に災害ですね。その年は、定年の翌年は、文化事業団で
働いてました。災害が起こっても非常参集で役所にいかないでいいでしょう、
連れ合いから初めて感謝されました。 
 避難から仮設住宅までの我が家、山下家の移動は…。土石流で第五小学校
の体育館に。三会地区、島原の北の方ですね、そこに私の姉がいたから、そ
こに避難して。私の甥が消防団で死んだんで、家族で北のほうは安全だから
って、三会に逃げたんです。消防団で亡くなった方の遺族は、県営住宅とか、
そういうところの空き部屋に優先的に入れたんですよね。亡くなった方を抱
える家族と一緒に仮設住宅に入るっていうのは難しいですよ、心情的に。そ
れにそういう方々には、いろいろ書類とか手続きとかって、たくさんあるで
しょ。だからまとまって県営住宅とかに入ってもらった方が。 
 上木場の人は、そのあと白山の公民館に。 
 だから私は三会にいながら、こっちに通って。公民館の主事さんの杉本さ
んが、4 月に来たばっかりで、あれ 6 月のことだから、よくわからないから
って言って、それで町内会長の上田さんが私に「にいさん、手伝ってくれな
いか」っていうから、公民館に行きました。それでまず名簿を作れって。誰
がどこにいるかわからないし、それじゃ文書も回らないし。みんなバラバラ
だからまず、名簿って。 
 
先進地視察 
 それからすぐに、上木場で各班から一人ずつ代表を出して。鹿児島、先進
地の視察に行きましょうって。 
 私、議会事務局でいつも視察、全国各地、沖縄から北海道まで、ず～とや
ってましたから、じゃあ、行きましょうって。その時ね、鐘ヶ江市長が｢集団
移転する｣って言ったんですよ、でもね、｢集団移転って何だ?｣ってことにな
って、それで鹿児島は集団移転ってやってるらしいから、見に行こうって。
先祖代々築いたところを移動するって、そんなのできるかって。じゃあ、や
ったところを見に行こうって。 
 
文書を携えての要望 
 木村さんに出会ったのは、安中地区で、ですね。木村さんの仲間の方々に、
要望書を作ってもらいました。口先だけじゃダメだって。 
 上木場の土地は買い上げてもらわなくちゃならないと思っていました。測
量もできない、被災前の価格で買い取ってって、大塚理事と交渉しました。
大塚理事、からだ壊しちゃって。無理言っていろいろお願いして、無理させ
ちゃったしねぇ。私、農業委員やってましたから、被災後の現状と被災前の
現状って違うんですよ、価格が…、地価が。大塚理事に｢うん｣って言わせた
んですよ。｢被災前の現状ですね｣って。田舎じゃ、みんな、山や畑を黙って
宅地に変えているんです。ヘリから写真を撮ってあったんです。｢被災後の現
状ですからね｣って、何度も念を押しましたね。 
 それとね、お隣の深江町とは、固定資産税のかかり方が違うから、それと
はちゃんと区別してくださいねって、これも念を押しましたよ。深江との違
いって、農業委員会やってたから分かっていましたから。 
 
三会から秩父が浦の酒屋の移転 
 三会で…、そこで酒屋を開いて、初夏に避難を始めて秋のことでした。 
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 三会から次にここを見つけました。ず～と探しました。 
 10 年経ってどうですかっていう木村さんのアンケート。復興まで、一人ひ
とり、いろんな道筋やタイプがあるんですけど…。復興公営住宅を申し込ん
でもそこに行かなかった人とか。 
 自力で再建したんですよね、うちは。もと住んでいた所のそばで、知った
人と近くに住んだほうがストレスがないですよ。緊急公営住宅ってお願いす
るときも、毎晩回ってみんなの状況を聞いてたから、体の悪い人、面倒見な
くてはならない家族って、いろんなタイプがあったから、それを盛り込んで
ったんです。 
 
上木場復興実行員会の代表に 
 92 年 4 月に代表について、その頃から、一軒ずつ話を聞いて回る、5～6
人ずつ集まっているところで話を聞いて回ってました。私が現状を報告、お
知らせですね、しながら、意見を聞いて回ってました。三会のうちには、毎
晩、みんな集まって、煙草でカーテン、真っ黄色になって、連れ合いがブー
ブー言ってましたよ。 
 それでみんなの意見を聞いて文書作って、行政に持っていくと、｢善処しま
す｣っては絶対言わせないようにして。｢善処｣って、やらないってことですよ。
こっちは｢特段の配慮をお願いします｣って書いて。行政に通じる言い方で。 
 
災害見舞金 
 上木場では火砕流だから保険がでなかったので、見舞金をもらえるように
交渉しました。それと固定資産税の減免をお願いして、市に条例を作っても
らいました、議員立法で。 
下流は、警戒区域が避難勧告区域になったときに保険に入って、白谷地区
より下はね、土石流で流されて損保の保険金もらってね。 
 
自力再建 
 銀行は貸してくれませんよ、年齢がいってるから。だからこの屋敷は、300
坪ですけど。上木場の土地を買い上げてもらって、でも、かなりかかりまし
たね。前の上木場の家は、600 坪の土地で、120 坪の屋敷。定年の時に全部、
内装やり直したところで火砕流でしょ。退職金 2,000 万もらって、1 千数百
万、かけたでしょ、これに。買い上げてもらった分、その土地があったから
ね、どうにか。私も仁田の団地に探しに行ったんです、｢ここの土地を売って
くれ｣って、｢酒屋の商売をしたいから｣って。でも、仁田は抽選だからって、
それと面積も決まっていたから、こちらの言い分は通らない。結局、折り合
いがつかなった。 
 
島原鉄道･秩父が浦名誉駅長 
 それで何とかここを探して家を建てて、家の前の駅、そこの名誉駅長って
いうのをやってましたよ。 
 上木場復興実行委員会で建設省に陳情に行くでしょ。その時に、島原鉄道
の復旧のことも言って欲しいって頼まれて。島原復興のためには必要だって
ね。 
 だから、ここの駅のホームは長いんですよ。土石流対策って。それとここ
の前の道もなかったんですよ。避難道路って、補助金で造ってもらって。国
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は名目つければ造ってくれるって。だからここの道路の街灯は、夜の避難の
ためにって、国道みたいに明るいんですよ。 
 島鉄さんはこれで 10 億もらったんですよ、せめて、もう少し続けてもら
わなければって、思ったんですけどね。ここからもう少し南の方、有江のあ
たりまでは、と思ってましたね。合併してできた南島原市の市役所がありま
すから、あそこまではね。なくなって、学生さんと患者さんが大変ですよ、
通うのに。泉川病院(旧･深江町)まで、有江あたりから通って来るでしょう。
島鉄なくなって、大変ですよ。あるもんは無くさんほうがいいですよ。復興
って考えたら、あの鉄道はシンボルですからね。 
 
災害保険 
 災害用の保険を作ってくれって要望したことがあったんだけれども。久間
さん、ここから出ている国会議員、だいぶお願いしたんですよ。でもあっち
じゃ反対だったんですよ、東北の人たちが。地震とか噴火とか、ないからっ
て。作っておけばよかったんですよ。保険金あれば違いますからねぇ。私の
ところは、どうにか再建できたけど。何より借金がなかったのがよかった。
いったん、ゼロになったからねぇ。あの後、二重ローンって、苦しむ人もい
たし。 
 制度があるところで貰えるのは当たり前なんだけど、制度のないところか
ら作っていく。それと、被災前の現況で買い上げてもらって。そういうのが
うまくいかないっていう時は、やっぱり保険が利きますねぇ。 
 
 山下が代表について、上木場復興実行委員会の活動も勢いを得た。 
世論は下流域の導流堤測量同意に翻弄される中、上木場ではそれと
同時に提示された上流の砂防ダム構想をめぐる最近の地区住民の意向
を行政への要望に反映させようと動きだした。 
｢前回(1991.11.12：筆者注)の要望書提示以来、私達を取り巻く現状は大
きく変わって来たことから、各世帯の意向も微妙に変化してきていま
す。そこで、我々上木場復興実行委員会は、上木場地区住民の現時点
での生活再建(特に住宅確保について)や古里の将来、砂防ダム構想に関す
る第 2 回目のアンケート調査を実施し、その結果を基に、ここに再度
要望書として提示させていただきます｣(｢私たちの生活再建に関する要望
書｣平成 4 年 5 月 28 日より)と、2 回目の意向調査、要望書の提出を行った。
大きく変わった状況とは言うまでもなく｢砂防ダム構想｣提示である。
微妙に変化する各世帯の意向とは、例えば今回の要望書の目玉である
｢住宅確保｣においては、｢とりあえず仮設住宅を出たいと考えている世
帯｣や｢お年寄りなどが落ちついて住める低料金の公営住宅の希望｣な
どである。｢長期の避難生活はもう限界。自立するための手順を行政は
早く示して、将来に希望が持てるようにしてほしい｣(｢｢条件次第で受け入
れ｣96%｣『長崎』1992.5.20)(図 3-52)各世帯の状況であった。 
 調査は、アンケート方式で 89 世帯に配布し回収率 79 %。質問項目
は被災程度や宅地･農地の所有状況、取得･再建への考え、現在の生活
財政状況(負債の有無)、新集落への考え、上木場の将来展望など 24 項目
にわたりプライベートな内容をフェースシートで押えてある。実施は
図 3-52 『長崎』1992.5.20 
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防災都市計画研究所。5 月 20 日、各紙に発表された調査結果は以下の
通りである(｢｢新集落に移転｣8 割｣『西日本』1992.5.20、｢｢条件次第で受け入れ｣
96%｣『長崎』1992.5.20)。①砂防ダム構想については｢やむを得ないので
移転補償などの条件次第で受け入れる｣が 96%。②移転の際の宅地･農
地の譲渡価格については｢被災前の評価額でなければ絶対売らない｣、
｢希望する価格で売却｣が 90.5 %。③生活再建に当り希望する宅地の所
有形態としては｢新たに自己所有の宅地を持ちたい｣が 71 %、その希望
面積は平均で 508 ㎡。④今後の農業継続については｢離農したい｣が
61 %で、｢再開｣希望の 36 %を大きく上回った。⑤前回以来、委員会が
提案している｢新集落｣へは半数以上(51.4 %)が永住を希望し、その候補
地として｢噂されている候補地｣ではなく｢候補地以外｣が 77.6 %。 
 この調査結果から県関係者は｢ダム建設に一応の理解が示された｣、
｢安全な町づくりを理解してもらえたものと思う｣との評価を下してい
る。2 月 22 日の砂防ダム構想で、｢もっと上流にダムを造るべき｣(｢提
示に避難住民ら動揺｣『朝日』1992.2.25) などの工事見直し案も当初、上木
場では聞かれたが、大勢は、それまでのダム建設の噂を｢確認｣し、｢住
めないとハッキリ申し上げる｣との知事の｢死刑宣告｣を受け入れる方
向に進んだ。その代わり、｢ダム建設は条件次第で｣と、今後の将来展
望･生活選択のための、砂防工事着手を前提とした移転や農業再興ある
いは離農など生活再建の各々の道と、現状の避難生活諸条件の改善、
あわせて、これらの議論･交渉の一端を担う行政の｢住民の気持ちを県
は簡単に考えている｣(｢ダムへの思い複雑｣『長崎』1992.2.26) ようなスタン
スの是正を求めて行くこととなった。 
 
h) 1992.5～要望書：3 原則･5 項目 8点 
 調査結果を踏まえて 5 月 28 日、市長に住宅確保など｢5 項目の要望
書｣を提出した(｢島原市上木場地区 集団移転の柔軟姿勢｣『朝日』1992.5.29)(図
3-53)。要望項目に先立って、要望書冒頭には委員会の基本的立場や行
政への組織交渉上のルールに関わる注文が提起されている。 
 まず、｢実行委員会の基本的考え方｣として以下の｢3 つの原則｣が掲
げられている。①島原市復興のため、砂防ダム構想に関する話合いに
応じる用意がある。但し、｢納得できる生活再建｣を必須の条件に掲げ
る。②現時点での私たちの再重要課題は｢住宅確保｣の問題である。③
委員会は意見を集約するが最終的には各世帯の判断にゆだねる。①②
は意向調査結果、｢ダム構想を条件次第で受け入れ：96 %｣等をもとに、
委員会の当面の課題と将来的なビジョンに基づく生活再建がポイント
であると指摘したものである。③については、被災からそろそろ一年、
各世帯には生活再建に向けて様々なビジョンや戦略があることを前提
として、委員会の拘束力を再確認したものである。 
 次に、行政への組織交渉上のルールに関わる注文が以下のように提
起された。｢私たちの生活再建に関わる内容について提案される場合は、
図 3-53 『朝日』1992.5.29 
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事前に話合いの場を持っていただきたいと存じます｣。身近なところで
は2月22日の砂防治山施設基本構想発表に際しての前会長のコメント
である｢上木場地区がそっくり消えてしまうなんて、今日まで行政側か
ら一切、説明はなかった｣(｢島原の｢集団移転｣現実に｣｢あきらめきれん」『毎
日』1992.2.23) 、が想起される。1991 年 11 月のスーパー砂防ダム構想
(建設省･県)も突然の新聞発表だった。これらで行政不信がつのったこと
は事実である。また、同基本構想発表によって下流域では｢寝耳に水の
導流堤｣(『長崎』1992.2.27)として大混乱したことも記憶にある。行政の
発表はいつも唐突だった。特に、会長が交替し、調査データに基づい
て｢行政にも選択の余地を与えながら、交渉の場で要望に対する解決策
を行政メニューの中から一緒に考えて行く｣対行政交渉スタイルを整
えつつあった上木場では、協調的な関係を前提としたいところで、デ
ィスコミュニケーションによる相互不信だけは回避したかった。 
 さて、このような前書の後、5 項目 8 点の要望が展開された。今回
の要望は、仮設住宅などの避難生活は 2 年目を迎え既に限界であるこ
とから、①当面の住宅確保、②恒久的な住宅の確保、など、被災者の
住宅確保を全面に打ち出し、加えて、③農業の再開と離農、④生活再
建資金、⑤土地の買取り、について行政に詳細な説明を求めた。①｢当
面の住宅確保｣では、まず、被災者優先の公営住宅の早急な確保を望ん
だ。特に、高齢者が落ち着いて住める環境、低料金を主張した。とい
うのも、上木場には葉タバコ専業･兼業を中心としてかなり年収のある
農家が多いが、それらの人々は被災前年の年収で判断され、公営住宅
法の所得制限によって入居ができないという状況があったからである。
また、中には義援金等ですでに自己所有の住宅を確保した世帯があっ
たが、それらの世帯では農業による所得が今後見込めないことから、
固定資産税･不動産取得税等の支払いに不安を抱く世帯が多く、各種住
宅取得関連の税の免税措置を要望した。②｢恒久的な住宅確保｣では、
上木場の伝統や地区としてのまとまりを継承するため、従来通り｢新集
落｣の必要性を訴えているが、今回は、｢その具体的な計画を作成し、
今後の進め方を早く私達に説明｣するよう行政手続きの説明を望んだ。
すなわち、行政のロジックを開陳せよと迫ったわけである。その上で、
現実に上木場の被災者が住宅を確保するために、｢基本的に自己資金が
なくとも住宅が確保できる新たな仕組みが必要と考えておりますが、
行政としての考え方はいかがでしょうか｣と被災者の要望を投げかけ
た。というのも、災害が｢長期化する中で…補償や費用面での支援がい
つまでたっても行われないのではないか｣との心配は、もはや要望書を
提出して収まるものではなく、なぜ、実現されないかが分からなけれ
ば納得がいかなかったのである。③④については、｢農業再開と離農｣、
｢生活再建資金｣が主張されており、ここでは、農業の再開を希望する
世帯、やむなく離農する世帯、あるいはより一般的に｢マイナスの状態
から生活を再建しなければならない｣個々の被災世帯毎にきめ細かい
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生活再建プランを提示してくれるよう求めた。そして、生活再建のた
めの資金面で最も重要となる、⑤｢土地の買取り｣について、金額の多
寡を云々するというよりも買取りについての｢行政としての考え方の
説明｣を求めた。これも、②と同様の視点である。 
 ⑤に関して、先の要望書提出から 1 週間足らずのうちに、｢土地の被
災前価格での買取り｣について国土庁からコメントが発せられた。国土
庁長官を本部長とする政府の｢雲仙岳噴火非常災害対策本部｣が 1992
年 6 月 2 日、｢砂防ダムの建設で移転せざるを得ない住民が土地を被災
前の評価額で買い上げるよう要求している問題について『1982 年の長
崎水害の後の河川改修で、公共事業用地として(被災前の評価額の)8 割で
買い上げた例がある。』と…述べ…8 割で買い上げるとは明言してい
ないものの、価格の目安を示したものとして注目される｣(｢防災局長が買
い上げ目安｢被災地、8 割の例も｣｣『毎日』1992.6.3)(図 3-54)発言をしている。
さらに、｢家を建てる人には義援金から 450 万円が支払われる。県の災
害対策基金で援助するなど、『合わせ技』で住民に納得してもらえる
よう、県などと相談していきたい｣(同新聞記事)と発言をしている。また、
同紙上で県知事も、｢『被災者の新たな入植地に公共事業を投下して土
地購入価格を低く抑えたい』と述べ、要望に応えたいとの姿勢を見せ｣
るなど、土地買い上げ･生活再建に希望を持たせる発言をしている。ま
た、同紙上では｢集団移転いよいよ始動 島原仁田町の候補地 6 割買収
終了後、県が 120 戸造成へ｣と見出しが踊った。しかしながら、これら
一連の発言は内容的にみれば皮肉なことに、先に上木場復興実行委員
会が要望書で求めた｢行政としての考え方の説明｣をしたものにすぎず
具体的な生活再建のための緒をつけたものではない。8 割補償される
としても残り 2 割については明言されていない。宅地造成費は国と県
が負担するが土地の取得費･住宅建設費は原則として個人負担である。
つまり、収入の見込みのない者にとって住宅を確保する道筋は全く示
されていなかった。 
 また、その 2 週間後、建設大臣は県知事の陳情に対して、｢大型砂防
事業(スーパー砂防ダム･導流堤)を平成 5 年から国の直轄事業とする方針｣
を発表した。復興を国の直轄事業で行うとしたものであったが、これ
も被災者にとっては、なんら具体案が提示されたものではない。同相
の発言は｢避難生活者の苦労は理解している。住宅建設が速やかに着手
できるようにしたい｣(｢来年度から国直轄｣『長崎』1992.6.18)(図 3-55)という
内容であった。 
 
i) 1992.4：新年度～ミニ集会と 3部会の設置 
 しかし、上木場で必要とされていたのは、具体的な生活再建のため
の道筋の提示であった。紙上に踊るプラン･諸発言は、例えば、中央･
東京で眺めていれば、復興へ向けての着実な国の対応(特に予算措置な
図 3-54 『毎日』1992.6.3 
図 3-55 『長崎』1992.6.18 
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ど)と読むことが出来るかも知れないが、被災地では異なる解釈となる。
上木場復興実行委員会では、実を取るための組織活動を展開していた。 
 まず、｢ミニ集会｣を始めた。家族を失った者、家屋･農地を流焼失し
た者、様々な被災者が集まる会合では、より被害の大きい世帯に気兼
ねして意見を出せない人も多かった。特に家屋が現存している人は、
なかなか意見を出せなかった。また、会合の席で自分の意見を主張す
るということにも馴染みの薄い人が多かった。一方で、毎夜、酒を酌
み交わしながらの少人数の議論が仮設住宅など各所で行われていた。
委員会ではこれらの会合を｢ミニ集会｣として位置づけ、被災者の率直
な意見をくみ取る場として委員会内で制度化していった。 
 このミニ集会で出された議題をもとに、1992 年 4 月、新年度に際し
て、｢土地部会｣、｢住宅部会｣、｢現存家屋部会｣の 3 部会が創設された。
土地部会は町内会の各班から 2 名ずつ計 12 名で構成されており、さら
に、この部会での問題は土地の名義替え(節税対策としての生前贈与などを
含む)に関しての説得等が必要となることから、主に年輩者が選ばれた。
住宅部会は 4 名、現存家屋部会はその対象者 10 名で構成された。 
 さて、この頃、具体的生活再建に関して上木場被災住民の間には以
下のような不安及び思惑があった。具体的生活再建のための金銭的条
件についてこの頃わかっていた具体的な内容としては、｢流焼失家屋に
対しては 450 万円支払われる｣ことと、強いて言えば先の国土庁コメ
ントの｢長崎水害時には被災前 8 割で買い取って先例がある｣ことであ
った。このような状況のなかで上木場復興実行委員会内では、①土地
の買収価格についての憶測、②家屋が現存する者の不満、がクローズ
アップされてきた。まず、①について。被災者個人が所有する土地に
は宅地･農地･山地･荒地など様々な地目があり、個々にとっては単に
｢被災前 8 割｣といわれても、自分が手にすることのできる総額の検討
がつかない。｢被災前 8 割｣という数字はどのように土地を評価しての
ものなのであろうか。土地を｢地目｣と｢現況｣のどちらで評価するかに
よって手にすることのできる額にはケタ違いの差が出てくるのである。
登録上の｢地目｣は荒地となっているが、現実には農機具や車を置くス
ペースとして整地してあり、宅地並価格で買い取って欲しいというの
が、被災者の願いである。しかし、そうも都合のいいことばかりも言
っていられないこともわかっているつもりだ。なぜなら、これまで荒
地としてしか税金を納めていないのだから。②について。現存家屋部
会では、流焼失家屋については補償があるのに、現存家屋部会の該当
者のように決して戻れないとわかっている自宅はもはや流焼失したに
等しいわけであるから、流焼失家屋の被災者と同様の補償がなければ
納得できないとする不満があった。ミニ集会から発展した 3 部会(特に
現存家屋部会)の設置によって、被災地上木場内では直接的な被害が相対
的に少ないながらも家屋が現存する者たちが、正面から各自の生活再
建に向けた意見を言えるようになっていった。 
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j) 1992.7～戸別面談調査(第 3回意向調査) 
 新年度を機に、ミニ集会や現存家屋部会が創設されたことは、上木
場復興実行委員会でより詳細に個々の被災者の生活再建に乗り出した
ことを意味する。この流れを受けて意向調査もこれまでのアンケート
方式から一歩進めて、第 3 回目の今回は戸別の世帯に対しての直接面
談･ヒアリング方式へとかわった。 
 今回の戸別面談調査は 1992 年 7 月 11 日～15 日までの 5 日間、上
木場地区の全 91 世帯を対象に、公民館に設置された面接会場で行なわ
れた。調査完了は 89 世帯(98 ％)で、87 世帯の直接面接と 2 世帯の電
話による面接調査となった。大阪の親戚宅に避難している人には電話
で、また、老人ホームに入居している人には調査員がそこまで足を運
んだ。内容は個々の世帯の生活再建プランにかなり踏み込んだ内容と
なった。流焼失せずに残っている住宅･宅地･農地、それに家財などの
財産を詳細に調べ上げ、さらに、生活再建にむけての個々の世帯の手
持ちの選択肢やその実現可能性など。具体的には、金額でいくら相当
の生活再建資金あるいは素材およびそれを運用するノウハウを持って
いるのか、そして、それらをベースにどのような希望･将来設計を有し
ているかを調べた。この調査の結果は 1992 年 11 月に提出される｢生
活再建に関する要望書(第 4 回)｣で随所に引用されるので、同要望書を
分析する際に触れることとする。 
 さて、今回の調査結果がまとまり上木場住民に報告された 8 月、大
規模な火砕流･土石流が続けざまに発生している。 
 
 平成3年 9月15日以来の大規模な火砕流が発生し、建物17棟が焼失した。 
一方、台風 10 号等の影響で 8 月 8 日～15 日に土石流が頻発し、水無川は
国道 251 号付近が土砂で埋め尽くされ、一部が水無川周囲にあふれ出た。こ
の為、民家 244 棟が全半壊し、また国道 251 号には土砂が流入堆積し、一時
通行止めとなった(建設省長崎工事事務所, 1993: 24)。 
 
 この 8 月の被害で島原では大きな動きが二つあった。一つは水無川
河口周辺の埋め立て計画の浮上である。｢県は土石の捨て場として河口
近くの海岸を埋め立てる計画を進めているが…土石流が発生するたび
に水無川は埋まり、あふれた土砂が民家などに流れ込む被害が出てい
る。…除去した土石は隣接町の空き地などにダンプカーで運んでいる
が、災害の長期化に備えて、近くに専用の捨て場を確保する必要性に
迫られていた｣(｢水無川河口周辺埋め立て 漁協が調査に同意｣『読売』
1992.8.19)(図 3-56)。埋め立てには対象海域に漁業権を持つ漁協の同意が
必要となる。関連漁協の最終的な同意形成は翌 1993 年 1 月までかか
ることとなるが、この時期、自らの孫子の代までの生活手段を放棄して
復興の大儀に同調する動きが見られ、島原復興に向けての大きな流れが 図 3-56 『読売』1992.8.19 
213 
 
表わされた。 
 もう一つの動きは、導流堤建設のための測量同意の動向である。す
でに 2 月に発表されている県の基本構想の中核となる導流堤について
は、施行者･行政側と造成対象地区である安中 16 町内会との話し合い
が難航していた｡7 月には 
 
｢安中地区の町内会長ら 71 人が『現状を見たい』と自衛隊ヘリで上空視察後、
市幹部らと協議。住民の間からは『自然には逆らえない。被害が拡大しない
対策を』との導流堤建設を支持する意見がある一方、『まだ、無傷で残って
いる家もあり、導流堤を認めれば、すべてを失うことになる。水無川の拡幅
などで対応できるのでは』と反対する声も出た(｢導流堤計画が難航 一部住
民、測量に不同意｣『西日本』1992.7.20)(図 3-57)。 
 
ちょうど一年前の上木場の集団移転をめぐる議論の揺れを見ているよ
うでもある。その後、16 町内会の内、鎌田町を除くすべての町内会で
測量同意がはかられたが、鎌田町の同意は翌 1993 年 5 月までかかる
こととなる。鎌田町は導流堤建設にともない町内のほとんどが移転対
象となっていたので、移転対象者の少ない他の町会に比べて同意形成
が難しかったのである。鎌田町の意向に関わらず、8 月の土石流で下
流域は大きな被害を受け、その後も土石流の度に下流域の被害は広が
っていくこととなり、同意しない鎌田町に対する風当たりが強くなっ
ていった(｢導流堤計画が難航 一部住民、測量に不同意｣『西日本』1992.7.20、｢県
説明受け態度決定 鎌田町が集会｣『長崎』1992.8.3)(図 3-58)。そのような中、
鎌田町では導流堤計画の見直しを含めて様々な要望･代案を市や県に
提出していく。水無川本流の拡幅、第 3 遊砂地の建設、導流堤に代わ
る流路溝の建設など(｢住民、遊砂地増設を｣『長崎』1992.7.1、｢導流堤より流
路建設を｣『西日本』1992.12.12)。マスコミは安中をめぐるこれらの動きに
注目し、詳細な報道を続けていくこととなる(｢防災へ苦渋の決断 導流堤
計画がスタート｣『長崎』1992.9.4)(図 3-59)。 
9 月の市議会では｢三角形の所の基盤整備も｣とその後｢三角地帯嵩上
げ｣につながる議論もはじめられ、水無川下流＝安中地区を中心とする
復興が本格的に議題に乗り始める(以下、市議会での議論の端緒のみ例示し
ておくこととする)。 
 
議員  …水無川と土石流の流路の間の三角形の地帯は、非常に危険地帯で
あると言われている。…その三角地帯を、危険地帯として条例化等を図り、
補助金を出していくという考えはないか。 
市長  三角地帯のそこだけを市独自で救済すると、ほかの地区とのバラン
スがとれない。やはり公平平等にやるべきなので、そこだけを特別にやる考
えはない。(｢市政一般質問｣『島原市議会報』No.133,1992.10.23) 
 
図 3-57 『西日本』1992.7.20 
図 3-58 『長崎』1992.8.3 
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 8 月の土石流、安中の対応を軸に島原の復興が議論され出す地元世
論の中、上木場では 7 月の戸別面接調査の結果をふまえた要望書の提
出に向けた準備を進めていた。戸別被災世帯の将来展望を具体的に把
握しているという先進性とともに、下流域に遅れをとるのではないか
という危機感の中、第 4 回目の要望書はまとめられていくこととなる。 
 
k) 1992.10～第 4 回要望書：補償要求と｢上木場の焦り｣ 
 第 4 回要望書｢生活再建に関する要望書｣は 10 月 22 日、山下会長ら
によって市役所、県島原振興局、県庁に提出された。同要望書では、
まず、10 月 13 日に県より発表された｢砂防ダム基本構想の見直し｣に
対する評価が行われている。これまで、例えば、水無川下流域で導流
堤見直し等が主張されてきたが、今回の県の見直し案は赤松谷川流域
に新たにダム 13 基を増設するというもので、上木場にとっては｢なん
ら進展を見ない状況で｣(同要望書前文)あった。そこで上木場では｢先に
公表されました砂防ダム構想によりますと、上木場地区からの移転を
余儀なくされると思われる｣(同上)ことを前提に、自らの決意と要望を
提出した。要望書の構成は 4 項目 9 点。 
 1 項目目は｢現存家屋の移転補償について｣。これは、今春、新設さ
れた｢現存家屋部会｣の活動が具体的に要望書にまで昇華したものであ
る。同部会の活動･議論の成果が今回、トップに盛り込まれるようにな
ったのは、この時期、現存家屋に関する対行政交渉内容が上木場復興
実行委員会の組織活動の中では大きな比重を占めるようになったから
である。まず、｢現時点での家屋に対する移転補償を確約して下さい｣
として、｢現存家屋…10 世帯は古里で生活する目処が全くないこと、
また家屋が、砂防ダム事業区域に入っていることから、今回移転を決
意｣するに至ったこと、｢つまり、この要望書をもって、同事業に同意
を約束｣することを明言･宣誓した。そこで、事業への同意と引き換え
に以下の 2 点を具体的な要望内容として提出した。1 点目は、｢(事業に
同意したのだから：筆者注)今後、土石流や火砕流によって現存家屋が流焼
失した場合でも、被災前、つまり家屋が残っている現時点での補償を
確約して下さい｣というもの。2 点目は、｢家財に対する補償｣要求であ
る。｢本来であれば家屋の移転に伴い、家財を運び出すわけですが、現
状のように警戒区域が設定されている状態では、これは不可能で｣ある。
事業への同意と引き換えに｢現時点での家屋補償･家財補償｣を要求し
た。この点については、｢砂防ダム事業への同意を示し、移転を見据え
た生活再建要望書は今回が初めて｣で、県も｢『砂防ダム基本構想進展
の弾みになると』歓迎している｣(｢補償折り合えば移転 島原｢上木場復興実
行委｣ 現存家屋の 10 世帯 県、市に｢生活再建要望書｣｣『長崎』92.10.23、｢上木
場も全戸移転 住民が条件つき要望｣『朝日』1991.10.23)(図 3-60)と評価さ
れた。 
図 3-59 『長崎』1992.9.4 
図 3-60 『朝日』1992.10.23 
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 2 項目目は｢緊急公営住宅について｣である。｢古里上木場はその全域
が砂防ダムの事業区域と警戒区域に指定され…、また、町内のほとん
どの住居が焼失し、昨年から 1 年半におよぶ避難生活を余儀なくされ
て｣いる状況において、先の｢戸別面談調査｣の詳細な現状把握から｢来
年度完成予定の緊急公営住宅には、現在 61 世帯が入居を希望して｣い
ることがわかっていたので、この｢希望者全員が入居できるよう｣要望
した。また、｢入居を希望している 61 世帯の中には添付資料のような
家族がいます。家族構成･年齢･病弱者などを考慮した設計や募集をお
願いします｣として、戸別面談調査によって明かとなった入居希望者の
詳細なデータをもとにした要望を提出した。建設(計画)中の緊急公営住
宅への入居希望(候者)者の具体的な状況･数字などの諸条件を添付した
ということは、一方で公営住宅建設において行政側には具体的なアド
バイスとなりうるデータを供与したことになるし、このことは振り返
って要求提出の側にとっては、対行政交渉戦略上、住民組織側の絶対
的情報量というアドバンテージを明示･誇示することにもなる。会長が
強調する上木場復興実行委員会の組織活動スタイルである｢行政にも
選択の余地を与えながら、交渉の場で要望に対する解決策を行政メニ
ューの中から一緒に考えて行く｣方法論を実践したものであった。 
 3 項目目は｢恒久住宅の確保について｣である。戸別面談調査によっ
て 98 世帯中｢80 世帯が行政からの斡旋を希望して｣いることがわかっ
たが、合わせて｢行政側から提示のあった仁田･船泊町については、現
在 25 世帯がこれを希望しているにすぎ｣ず、｢53 世帯は他の場所へ斡
旋を希望している｣事実もあることを付け加えた。仁田･船泊町は当初
から安全性に対して疑問の声が上がっており、戸別面談調査では仁田
町については 11 世帯が分譲を希望しているに過ぎず、9 割が安全性へ
の疑問をあげていた。恒久住宅については｢場所｣とあわせて｢時期｣に
絡んだ要望も提出された。｢古里全体が砂防ダムの事業区域内となって
おりますが、事業区域内のことについては、行政側からは何ら条件等
についての説明がありません。このような状況の中で、いつまでも待
つことはできない世帯もありますので、早く宅地及び住宅確保に対す
る助成をお願いします｣として、｢早く条件と助成の提示を｣と要求した。
そして、行政に対しては対策を発表する前に｢その都度きめ細かな…住
民意向調査の実施｣を求めた。というのも、今回の戸別面談調査におけ
る被災住民の回答は被災土地･家屋の｢売却価格並びに(公営住宅の:筆者
注)分譲価格が提示されていない段階のものであり、今後これらの諸条
件いかんでは、当然希望も変動することも考えられ｣るからである。仁
田･船泊は安全上論外としても、他の候補地があげられた場合、売却･
分譲価格が明示されていれば被災者は手持ちの生活再建諸条件(特に金
銭)と照らし合わせて公営住宅入居への態度を決めることが出来る。売
却価格が安く分譲価格が高すぎれば、恒久公営住宅への入居は時期を
待ち、一方で各種補助金の獲得等に方向を定めることが出来る。本来、
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移転をするためには、売却･分譲の時期や価格など移転に伴う諸条件が
明示された上で、被災者は初めて検討にかかれるはずである。ところ
が現状ではこの順序がバラバラで、結局｢(市が用意する)仁田･船泊にだ
けは行きたくない｣という感情だけが残ってしまうこととなった。この
ことは、安全性に疑問があるが売却･分譲価格の点で納得いけば仁田･
船泊に移転する、ということではない。砂防事業の鍵を握る住宅再建
問題については、その政策検討過程をガラス張りにし、その都度、被
災者の現状を的確に把握した上で対策を講じて欲しい、というのであ
った。行政の防災対策の密室からポロンと出てきた｢仁田･船泊｣への反
発と、被災者については対策を講じている行政よりずっと熟知してい
るという自負が、｢その都度行政側のきめ細かな調査を｣という要望に
つながっていくのであった。 
 4 項目目は｢土地の買い上げ価格について｣である。｢個人レベルで復
興するためには多くの原資が必要とな｣るが、｢私たちにとってその原
資とは古里上木場の土地しか｣なく、その土地の買い上げをめぐっては、
上木場の被災者にとっては不安な状況が続いていた。本論文で｢上木場
の焦り｣と表現している状況である。｢現在のような復興の進め方では、
私たちの生活再建が最も遅れてしまうのではないかと心配です。私た
ちへの復興が遅れをとることはまったく理解できませんし、到底受け
入れられません｣として｢土地の買い上げ価格の提示時期についても、
間違っても下流域に遅れをとることなく早急に提示して下さい｣と要
望した。2 月末より｢導流堤｣問題で下流域が脚光を浴び、秋以降の新
聞各紙をみても｢第 3 遊砂地｣の測量開始(『長崎』1992.10.1)や、水無川
下流域の住民でつくる｢普賢岳噴火災害流焼失家屋被災者の会｣の｢土
地買い上げ価格の提示｣要望(｢土地価格の提示を｣『長崎』1992.10.9)、同会
の｢70 世帯が移転決める 自立へ県、市に支援要望｣(『読売』1992.10.8)
の提出など、下流域の動きを中心に島原復興は展開しているかに見え
る論調であった。しかし特に土地の買い上げについては下流域より上
流＝上木場の方が価格提示要求する条件は整っているはずであると、
上木場被災住民は考えていた。なぜならば、決して立ち入り出来ない、
そして解除の見通しのたたない警戒区域の範囲内であることと、砂防
ダム計画による完全埋没のいわば死刑宣告を受けた区域であることか
ら、｢被災前 8 割｣の前例に倣うのであれば、すぐにでも価格提示でき
るはずであると考えられていたからである。しかし、上木場は注目さ
れず｢導流堤測量に不同意｣など反対運動が続けられる下流域に目は向
けられ、10 月 9 日、｢普賢岳の被災地買い上げ価格 年内にも提示へ 
高田･長崎県知事明かす …知事は…年内にも買い上げ価格を決定し、
住民に提示する考えを明らかにした。測量が未着手の水無川上流につ
いても同時に価格を示す方針｣(｢普賢岳の被災地買い上げ価格 年内にも提
示へ｣『朝日』1992.10.9)(図 3-61)と発表され、この記事の中で上木場は、
図 3-61 『朝日』1992.10.9 
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警戒区域のため測量できない区域、というニュアンスをもって扱われ
ることとなったのである。 
しかし、今回第 4 回目の要望書提出の席上、県振興局での交渉の場
で上木場復興実行委員会にとってひとつの大きな前進があった。水無
川上流は警戒区域で立ち入り出来ない＝測量が出来ないから手がつけ
られないのだ、という行政不作為の理屈を乗り越える議論が交渉の場
で交わされた。｢現存する 10 戸の家屋の移転補償については『家屋台
帳や航空写真などを基に評価案をつくり、補償を前提に国と協議した
い』｣(｢補償折り合えば移転 現存家屋の 10 世帯｣『長崎』1992.10.23)(図 3-62)
とする雲仙岳災害復興担当･大塚理事の発言を引き出したことである。
警戒区域に入域せずとも土地評価は可能とするもので、上木場にとっ
ては｢下流域と同時の価格提示｣が一挙に現実的になってきたのである。
上木場復興実行委員会で現存家屋部会が設置されたのは、流焼失しな
いうちに土地評価をしてもらいたいという願いと、警戒区域で立ち入
りできないので現存する家屋の家財補償をしてもらいたいという願い
からであった。今回の理事発言は家財にまで言及したものではないが、
一方で流焼失してしまった土地に対しても｢航空写真復元図などで可
能なら｣と条件を付けながらも建設省と相談していくことを明らかに
したもので、土砂に埋もれた土地を｢雑種地｣と見るか、｢農地｣｢宅地｣
と見なすかなどの議論に一応の基準を与える、すなわち、｢地目｣より
も｢現況｣に近い判断を下していく方向性を確認出来たこととなる。 
 11 月中旬、これについてさらに踏み込んだ発言が県復興室長からな
された。｢土地は現況で評価するのが大原則。土砂が全くない土地とあ
る土地を同じく評価するのはまずい。しかし、被災前の土地価格を算
定し、土砂撤去費用を行政で負担、差し引く方法はある｣とするものだ
が、一方で｢現存家屋の補償額は…『被災前後に関係なく補償するが、
流焼失家屋はゼロ。ないものには補償できない』と公共事業の補償基
準の『壁』｣(｢注目される提示額｣『長崎』1992.11.18)(図 3-63)も強調された。
上木場にとっては、この一連の流れから、①土地は現況で買い上げて
もらえる、②現存家屋には補償がなされる、③価格提示は家屋台帳･
航空写真の導入などで下流域と同時になされる可能性が大きくなった、
ことが確認できたこととなる。 
 11 月 16 日、今回の要望書に対する回答が文書で正式に市･県からそ
れぞれ寄せられた。市からの回答は、概ね｢できるだけ早期に解決されま
すよう県にもお願いしてまいります｣、｢県と協議の上でできる限り配
慮してまいります｣と県に下駄を預けるかたちの記述が目立つが、いく
つかの点については具体的な補償プロセスや情報を提示している。ま
ず、現存家屋の移転補償については、｢砂防計画での補償は実施設計終
了後に移転契約が必要である｣ことと、｢建物調査と移転契約｣が不可欠
なことを示している。家財補償については、｢移転補償費の中の移転料｣
として対応することとしている県の意向を紹介している。緊急公営住
図 3-62 『長崎』1992.10.23 
図 3-63 『長崎』1992.11.18 
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宅については、現段階でその戸数が不足していること、恒久住宅確保
の助成については助成が決定されれば｢既に住宅を確保した者には遡
及して適用する｣こと。下流域と同時の土地買い上げ価格提示について
は、｢基準価格について…同時に年内に発表する｣との県の意向を伝え
た。 
 県からの回答はほぼ市のものと同内容であるが、現存家屋の補償に
ついては｢建物調査と移転契約の必要性｣と｢移転補償費の中で動産の
移転料は対応｣すること、緊急公営住宅の入居については｢被災の状況
を考慮し、…『入居者選考委員会』の意見を聞いて決定することとな
りますが、決定にあたっては、世帯員数、年齢等を勘案し、要望の主
旨を踏まえて対応してまいります｣として、要望の主旨をくみ取って対
処して行くこと、土地の買い上げ価格提示については｢全地域ほぼ同時
に…年内に提示｣することが明らかにされた。土地の買い上げ価格年内
提示については｢買い上げ価格は測量、設計、そして模型実験などを経
て算出する。しかし算定作業は『模型実験が遅れ、当初の年内から年
明け早々にかけての価格提示予定時期はさらに遅れそう(県雲仙岳災害
復興室長山口氏)』なのが現状。ところが、高田知事は 10 日夜、テレビ
出演で『買い上げ価格は年内に提示したい』と発言。担当課内には『で
きるのだろうか』との戸惑いが広がった。『…物理的には年内提示は
難しい』と苦しい表情｣(｢注目される提示額｣『長崎』1992.11.18) が見られ
た。上木場に限らず水無川流域の砂防ダム工事内の被災者にとっては
土地の買い上げの時期･価格は最大の関心事であり、それを汲んで年内
に一段落つけようという行政側の苦労も感じられる。さらに上木場に
とっては、今回の回答によって、特に、｢建物調査と移転契約｣という
プロセスが明らかになったことは大きい。以前にすでに、土地評価は
航空写真で代用可であることが確定していたから、今回は上物
うわもの
である
建物の評価について、その段取りが示されたこととなる。建物調査の
ために警戒区域に入域しなければならいことが告知されたので、今後
はその算段に力を入れて行けばいいこととなる。この時期、現存家屋
部会では、今回の要望書に砂防事業への同意書を添付したことで、防
災事業へ協力的であるとの好意的な評価を行政から取り付けることが
できたのではないか、との感触を得ていた。 
 
l) 1992.12～市長選から土地の買い上げ価格提示へ 
 11 月下旬から 12 月にかけての島原は市長選に明け暮れた。現職の
鐘ケ江市長が突然、不出馬を表明したことから複数の新人が立候補を
予定し、長期化する噴火災害のもと争点は復興対策が中心となるはず
であったが、立候補者による公開討論会は実現せずに終わり、鐘ケ江
市長が推す助役の吉岡氏が革新系候補者の本多氏を僅差で破って当選
した。 
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 前助役の市長就任で、実質的には鐘ケ江市政が継続したこととなり、
これは水無川流域の復興事業に関して見れば一つ都合のいい点であっ
た。翌 1993 年 2 月に発表される｢島原市復興基本構想｣は、1992 年 8
月末からコンサルタント(上木場にもコミットメントしている防災都市計画研
究所)に委託し作業が進められており、吉岡氏が当選しなければ、他候
補が復興政策として提案していた様々なプランを具体的に盛り込まな
くてはならなかった。それには沿岸埋立、国道バイパス延伸、砂防ダ
ムではなく水無川改修など、土木工事プランの根本的な見直しが必要
とされる項目が多々あった。ここまで進めてきた一連の砂防計画と整
合性を保ちつつ、独自の古里復興プランとしての三角地帯嵩上げを融
合して練り上げてきた基本構想の大枠には変更が加えずにすんだこと
となる。 
 市長選から 12 月下旬の土地買い上げ価格提示をはさんで、被災地島
原、特に水無川流域の復興をめぐっては以下のような動きがあった。 
 11 月下旬、県は普賢岳噴火災害に伴う水無川流域の治山計画基本構
想の見直しを発表した。｢主な変更点は、①治山ダムを 83 基から 30
基増やして 113 基へ、②…治水ダムの下を雨水だけ通して下流へ導く
‘流路工’を延べ 5,840m 新設、総延長を 4,350m からほぼ倍増の
8,660m とする、の 2 点｣、であったが、｢いずれも山腹から頂上にかけ
ての見直しで、住家の移転計画などに変更はな｣かった。ただ、｢詳細
な計画は火山活動が終息次第、現地で実施設計に入る｣(｢治山ダム、113
基に 県、基本構想見直しを発表｣『毎日』1992.11.28)こととなっており、設
計図上の変更が発表されたにとどまったものだった。 
 また、県は 12 月 1 日、水無川流域の国道 57 号下に土石流防止のた
めの緩衝部を建設する工事に着手すると発表した。この工事では新た
に 70 世帯の家屋の移転が必要となった(｢土石流防止へ 水無川広げ緩衝
部｣『長崎』1992.12.3)(図 3-64)。 
 12 月 10 日、建設省九州地方建設局(九地建)は島原市と深江町両地域の
安全な交通確保、地域振興の基盤となる幹線道路の緊急整備のため｢島
原深江道路｣(国道 57 号､251 号バイパス用)を建設すること決定し年度内に
用地買収に着手すると発表した(｢｢島原深江道路｣建設へ｣『毎日』1992.12.11)。 
 12 月 15 日、県･雲仙岳災害復興室は水無川河口付近の安徳海岸で計
画している埋め立て地について、関係漁協の同意が得られ次第、早け
れば年内にも埋立申請をすること、また、仁田･船泊両地区の被災者住
民用住宅地の分譲価格を 22 日に公表することを発表した(｢年内にも埋
め立て申請｣『朝日』1992.12.16)(図 3-65) 。 
 そして、12 月 23 日、93 年度予算の大蔵原案で見送られていた｢雲
仙･普賢岳火山防災事業｣が、大蔵･建設両省の局長折衝で認められ国直轄
事業へ採択されることとなった(｢普賢岳対策 砂防事業を国直轄化｣『西日本』
1992.12.24)(図 3-66)。 
図 3-64 『長崎』1992.12.3 
図 3-65 『朝日』1992.12.16 
図 3-66 『西日本』1992.12.24 
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 火山防災事業の国直轄化は、これは国･県が主導した水無川流域の復
興プランであったから、被災現地ではさほど話題･議論の対象とはなら
ない事柄であった。国がやって当然のことととらえられていて、やは
り注目の的は導流堤の是非と土地買い上げ価格であった。 
 11 月末、安中地区町内会連絡協議会では、20 町内会 943 世帯を対
象に砂防･治山施設計画基本構想に関する住民意向調査を実施し、その
結果、計画の対象地域に土地を所有する住民のうち 8 割以上が条件次
第で土地の売却･交換をする意思があること、また、回答者の 7 割以上
が基本構想について恒久的な土石流対策としては不十分と考え不安を
抱いていることを発表した(｢普賢岳砂防･治山計画への土地売却 ｢条件次第
で応じる｣8 割｣『長崎』1992.11.29)(図 3-67)。これらの意見は 12 月 11 日、
安中地区町内会連絡協議会の要望書としてまとめられ市･県に提出さ
れた。この要望書では先の住民意向調査で明らかとなった土石流対策へ
の不安に対して、砂防計画を見直して｢導流堤より流路建設を｣と主張し
ている。｢導流堤内側での農業をあきらめた人が多いので、導流堤より
も安全性が高いと思われる流路工の建設を｣(｢導流堤より流路建設を｣『西日
本』1992.12.12)というものだが、これに対して島原振興局は砂防ダムの模
擬実験のなかで検討すると回答した。そして、この模擬実験は年明け 1
月 26 日、茨城県つくば市で行われ、同実験では砂防計画の効果が確認
された。実験の模様はビデオに収録され公開されたが、その際、砂防施
設を設置しない実験における被害の拡大を見て、｢映像にショックを受け
た住民代表らは、地元に帰って町内会に報告、不安が広まった。…あま
りの被害に驚いた。…実験結果を信じて、砂防施設の建設に早く取り掛
かるべきではないか｣(｢土石流食い止めた 導流堤などの効果確認｣『長崎』
1993.1.27)との町会や復興団体代表の声もある一方、提示された基準価格
への不満から導流堤建設にあくまで反対する住民も多かった(｢土石流を
模型で実験｣『朝日』1993.1.24)(図 3-68)。 
 
m) 1992 年末～土地買い上げ価格の提示の波紋 
 それではここでその土地買い上げ基準価格の提示について見ていこ
う。買い上げ価格を年内に提示することは知事が各方面で発表してい
たところである。1992 年 12 月 1 日には定例県議会で、｢雲仙･普賢岳
の噴火災害被災地の土地買い上げについて対象となる用地の基準価格
を年内も示したいとの考えを明らかにした｣。そして、｢砂防ダム計画
がある水無川流域を上流、中流、下流の三つに分け、宅地、田、畑、
山林の基準価格を示す｣(｢買い上げ価格 年内にも｣『読売』1992.12.2)ことを
明言した。12 月 14 日には長崎県が｢被災状態の最もひどい場所でも被
災前価格の 7 割以上で買い上げる方針｣を打ち出した。｢当初、公共用
地買い上げの原則である『現状価格』を打ち出し、かなり安い価格と
なることを示唆したが、住民側が被災前価格での買い上げを強く要望し
図 3-67 『長崎』1992.11.29 
図 3-68 『朝日』1993.1.24 
図 3-69 『西日本』1992.12.15 
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たため『被災者が生活再建に向け、宅地や代替用地購入ができるよう
に配慮し』…基準価格は、被災前価格から土砂除去などの復旧費用を
差し引いた価格となるが、土砂が数 10m 堆積している場所は復旧不可
能なため、堆積物上を整地することを想定、整地費用を差し引いて算
定する方針。さらに、世帯毎の買収価格を決め、早ければ 3 月にも被
災者に提示、個別に買収交渉にはいる｣(｢被災前価格の 7 割以上｣『西日本』
1992.12.15)(図 3-69)こととなった。また、この発表の席上、県の土木部
長は｢『基準価格はあくまで住民の参考のために示す価格』とした上で、
『実際の用地買収価格は、それぞれの被災の状況によって決めるが、
基準地の価格以上でなければ地権者の納得は得られないだろう』｣とし
て｢砂防ダムなど建設の用地買収は基準地の価格以上｣(｢基準値の価格以
上｣『朝日』1992.12.16)になることをほのめかした。 
 そして、12 月 22 日、基準価格が決定、発表された。｢雲仙･普賢岳
砂防事業土地買収基準地価格｣は以下の通り(｢被災前価格の7割以上 砂防
事業用地買い上げ｣『長崎』1992.12.23)(図 3-70)。紙上一覧表示された｢地域
区分と基準価格｣によれば、上木場では、｢宅地｣が 15,300 円/㎡、｢畑｣
が 2,800 円/㎡、｢山林｣が 400 円/㎡、であった。 
県では基準価格は被災前価格の 7 割以上に設定し、土砂などが堆積
しておらず復旧工事の必要ない場所では 10 割で買収するケースもあ
ると説明しているが、｢実際の売買価格より基準価格はあまりにも安す
ぎる。どういう基準でこういう価格になったのか、と不満の声｣(｢｢厳し
い額｣と被災住民｣『長崎』1992.12.23)が多かった。実際、噴火前に宅地を 1
㎡当り約 3 万円で購入した人(水無川の中流域の人：上木場よりは基準単価は
若干高い)が、今回の基準価格では 2 万 200 円で評価されている。被災
地の土地は二束三文のところをここまで評価したのだから納得せよ、
で引き下がることはできない。被災前の売買価格にこだわるのは｢被災
者にとって生活再建へのただ一つの『原資』である被災地｣(｢住民失望 
再建のめど立たぬ｣『西日本』1992.12.23)(図 3-71)であるからだ。この提示
価格ではもちろん新築家屋は買えない。県では｢買収価格への基金から
の上乗せはせず、土地購入や住宅再建への助成で対応したい｣(｢用地買
い上げ基準価格｣『西日本』1992.12.23)としているが、火砕流土石流流焼失
家屋被災者の会会長も｢移転地の分譲価格をにらんだ値段だろうが、生
活再建の助成で埋め合わせてもらわなくては｣(｢｢厳しい額｣と被災住民｣
『長崎』1992.12.23)とコメントしている。特に、住宅移転に対する各種
助成制度への関心は高く、翌日の新聞には｢被災者が利用できる借入金
制度｣が紹介されている(｢被災住民 ｢価格｣に不満も｣『朝日』1992.12.24)(図
3-72)。 
 このような状況の中、水無川中下流の安中地区町内会連絡協議会で
は年明けから｢買収単価交渉委員会｣を結成し、2 月からの個別交渉前
までに基準価格アップを要望していく方針を打ち出している(｢地権者
図 3-70 『長崎』1992.12.23 
図 3-71 『西日本』1992.12.23 
図 3-72 『朝日』1992.12.24 
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ら不満渦巻く 引き上げ要望の動き｣『読売』1992.12.24)。 
 
n) 1993.1～第 4回意向調査と要望書：土地価格に｢特段の配慮｣を要望 
 これを上木場ではどう受け止めたか。基準価格提示のあった説明会
場で、上木場住民は｢土地を買って住宅を建て替えれば、生活再建資金
は残らないのでは｣とコメントしているが、これは、｢上木場地区の場
合、住民の平均的な保有面積は平均、山林、畑、それぞれ約 6,000 平
方 m、宅地約 500 平方 m、発表された基準価格で算出すると、2,600
万円程度になる｣(｢住民失望 再建のめど立たぬ｣『西日本』1992.12.23)からで、
2,600 万円では代替農地はもちろん家の再建以外の生活再建には乗り
出せないこととなるのである。 
 この買収価格提示を受けて、上木場復興実行委員会では県の｢住宅移
転対策のしおり｣を克明に検討し、この問題に対する各世帯の意向を把
握するため第 4 回目の意向調査を実施して、これに基づき要望書を提
出して行くこととした。 
 今回、第 4 回目の意向調査は｢生活再建･恒久住宅確保に関する意向
調査｣と題し、｢昨年 12 月 22 日に砂防事業にかかる土地基準価格が発
表され、それをふまえた要望書の作成に向けて｣との目的を持って、平
成 5 年 1 月 15 日から 23 日の期間で行われた。回収率は 87.9 %(80 世
帯)。設問事項は以下の通り。①土地売却意思について、②基準価格(宅
地･農地･山林)について、③代替地の希望(農地･山林)について、④砂防施
設外の山林の買取りの希望について、⑤墓地の移転について、⑥今後
の恒久住宅確保について、⑦集落形成の希望について、⑧仁田･船泊団
地について、⑨今後の上木場復興実行委員会の活動について。この調
査の結果は、2 月 25 日、県知事及び市長に提出された要望書の中で随
時引用されているので、それらから見て行きたい。 
 第 5 回目の要望書は｢生活再建に関する要望書｣と題され、前文で｢防
災施設基本構想に対し、早急な生活再建を前提として同意いたします｣
と、自らのスタンスを再確認･再提示した後、3 項目の要望事項を並べ
た。まず、第一項目は、｢土地買収価格については、特段の配慮をお願
いいたします｣として、｢壊滅的直接被害を受けた私達上木場住民は、
自力再建しようにも全財産が警戒区域の砂防施設計画用地内で、資金
的な裏付けができない非常に悪い条件であるために身動きできないこ
とをご理解いただき｣(前文)、｢宅地及び住宅確保その他のいろいろと多
額の資金が必要となっておりますので、何卒特段のご配慮で対応して
下さい｣と要望した。｢特段の配慮｣という行政交渉用語を用いて、その
交渉の場には以下の要望第 2 項目に係る意向調査データを携行した。
その第 2 項目が今回の要望書のメインである。12 月 22 日提示の土地
買収価格と県などから提示されている復興･生活再建メニューを突き
合わせ、これを上木場復興実行委員会のメンバー個々の世帯で検討し
てもらった結果である。それによると、｢…(船泊団地に 30 坪の住宅を建設
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する場合)上木場の約 50 %の世帯が住宅を確保できませんし、安定的な
生活を送ることができない状態になります。…義援金基金等の活用に
より生活再建策を早急に講じて下さい｣とある。これについての詳細は
新聞報道によると以下の通りである。 
 
県は、被災者用住宅団地を同市船泊町と同市仁田町に計画
しており、船泊町では一区画約 260 ㎡の土地を 3.3 平方 m
あたり約 10 万 5,000 円で分譲する予定。同委員会の試算
によると、船泊町の分譲地を購入して約 100 ㎡の住宅を
建設、さらに家財購入費や当座の生活資金を合わせると、
移転費用が約 2,900 万円かかることが分かった。 
 
同委員会は昨年 7 月、住民から土地面積を聞き取り調査。県が昨年末に発表
した土地基準価格に基づいて住民が土地を売却した場合、住宅再建時の助成
金 550 万円を合わせても、移転費用に満たない世帯が 46%にのぼった(｢上木
場復興実行委試算 半数が住宅確保無理｣『西日本』1993.2.26)(図 3-73)。 
 
 土地売却による収入が 2,600 万円、移転諸費用が 2,900 万円で数字
の上で移転は不可能なことが判明した。そこで上木場復興実行委員会
ではこの点について 2 点要望した。1 点は｢土地買収価格の上乗せ｣、2
点目は｢家屋と家財相当額の助成｣である。基準価格に対して特段の配
慮を、そして、移転費用としてしか名目がみつからない現存家屋の補
償･家財補償を要求したこととなる。 
 要望の第 3 項目は｢墓地について｣である。住民は移転にともない墓
地も移転させたいとの希望が強かった。上木場復興実行委員会で強調
する｢古里意識｣を具現化したものとしての｢墓｣の移転をここで盛り込
んで来た(表 3-2)。この点については、今回の要望書提出後、直ちに行
政側の対応がとられた。その模様は｢灰の共同墓地、“再生”励ます白
水仙｣(『西日本』1993.2.28)(図 3-74)と題して報道された。｢…警戒区域に
指定されている…上木場地区の住民に、一昨年 6 月の大火砕流被災以
後初めて現地墓参が認められ、82 人が 27 日、自衛隊の装甲車に分乗、
古里の共同墓地を訪れた｣。今回の墓参りは火山活動が昨年末以降やや
低下したこと、同墓地は火砕流の直撃は逃れているが 3 月の菜種梅雨
を迎え土石流で埋まる恐れがあること、さらには、この時期を逃すと
大型砂防ダムに埋没することなどの理由から実現された。条件として
一世帯から一人ずつ、滞在は 1 時間に制限するということで、午前中
は南上木場の 43 人が、午後は北上木場の 39 人が入域した。前南上木
場町内会長鐘ケ江正光氏は｢土石流で墓が埋まるのではと気がかりだ
った。これで一区切りがついたような気がします｣と、また、山下も｢私
達に残されたのはお骨だけ。墓参りで少しは安心したのではないか。｣
と感想を述べている。ほとんどの住民が先祖の供養を終えると遺骨を
図 3-73 『西日本』1993.2.26 
図 3-74 『西日本』1993.2.28 
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運び出した。また、山下は｢…灰に埋もれた大地に水仙の白い花が咲い
ていたのが印象的でした｣と述べている。被災地を直接自分の目で見て、
生命力のたくましさに触発されて自分達の生活再建への希望を新たに
するという、今回のこのコメントを聞くにつけ、6･3 大火砕流被災直
後の上木場住民のヘリ視察による｢集団移転案の白紙撤回｣という出来
事が想起される。古里に対する断ち切れない思いをどのような形で今
後の生活再建につなげていくか。その時期毎、自らの置かれている状
況に応じて、古里の自然と対話しながら復興へ向けての決意と希望を
再確認していく。雲仙･普賢岳噴火災害に対峙する上木場復興実行委員
会の、自然状況、行政メニュー、個々の被災者の生活再建プランの三
者間の動態的な連関を勘案しながら進む姿がここでも再確認された。 
 しかしながら、復興はいつも個々の被災者の生活再建の思惑通りに
は運ばない。自然の猛威がそのプランを遮ることはもちろんある。さ
らに、被災者に味方するはずの行政支援メニューが、その内容項目や
タイミング(特に、支援の遅れなど)などを原因として被災者･行政の間の
あつれきとなることもある。次では、この時期のそのような問題に触
れておきたい。 
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表3-2. 上木場復興実行委員会の要望書提出と行政の対応 
 
 
        要望書の中の要望項目   要望実現･行政対応等 
   
「復興・再建を進める上での市に対する要望書」 
1.緊急･応急避難生活への配慮 
2.情報(広報)体制の整備 
3.復興へ向けた「課」の新設 
 
《要望１》 
    91.11.12 
 
毛布等の配布 
「あんなか」「ふっこう」刊 
復興課新設 
   
「上木場地区の復興・再建に関する要望書」 
1.住宅確保：新集落 
2.生活再建：農業再開希望者に土地・施設を提供 
 
3.上木場地区の再生：住民意向無視した砂防計画には 
          一切協力できない 
 
《要望２》 
    91.12.16 
          
          
          
 
－ 
倉庫費200万円、農機具費150万円 
－ 
   
「私たちの生活再建に関する要望書」 
1.当面の住宅問題： 
    ①所得制限なし公営住宅                        
        ②税の減免 
2.恒久住宅確保： 
    ①新集落 
        ②自己所有住宅確保までの手順説明 
                         
3.農業再開と離農： 
    ①代替農地の用意 
        ②離農世帯への支援 
4.生活再建：再建資金の支援 
5.土地買取：買取に関する説明 
 
《要望３》 
    92.05.28 
          
 
          
 
          
          
 
          
          
          
 
          
 
 
制限にかかる人は地域特賃で対応 
3年間固定資産税の減免 
 
－ 
「集団移転」「ガケ金」等の 
説明パンフレット等 
 
なし 
なし 
300万円 
－ 
   
「生活再建に関する要望書」 
1.現存家屋の移転補償： 
    ①移転補償の確約                        
        ②家財補償 
2.緊急公営住宅： 
    ①希望者全員の入居を 
        ②家族特性に応じた設計を 
3.恒久住宅の確保： 
    ①仁田・船泊以外の宅地斡旋 
    ②分譲宅地完成まで待てない人に助成 
    ③分譲宅地の説明（安全性に疑問） 
        ④住民意向調査実施希望 
4.土地買上げ価格：下流域と同時の価格提示 
 
《要望４》 
    92･10･22 
          
          
          
 
          
          
 
          
          
          
          
 
 
 
移転補償の新ルール(多地区への例) 
同上 
 
家賃助成等で入居支援 
壁の取り外し等で配慮 
 
なし 
なし 
なし 
－ 
実現 
   
「生活再建に関する要望書」 
1.土地買収価格に特段の配慮を 
2.被災前価格と家財相当の助成 
 
3.墓地の移転 
                         
 
《要望５》 
    93･02･25 
          
          
          
 
個別交渉で実現 
150万円/戸、総額9億6,000万円 
墓石移転費･読経費･一時入域手続 
き等、県が調査、調整 
   
 
筆者作成 
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o) 1993.1～生活再建への強硬策 
 1992 年の年末は砂防ダム用地買上げ価格提示で暮れた。新年には
13 日、吉岡新市長が市議会本会議で市政運営についての所信表明を行
ない、その中で｢市民との対話を基本に、早期復興に全力を挙げる｣と
強調し、｢災害に強い街づくり｣を進める決意を明らかにした。しかし、
この所信表明で市長は、被災住民の最大の関心事項である、市長の手
腕、すなわち、｢国、県とのパイプ役｣として活躍することについては、
明確な言及を避けた。被災者は種々の計画実施の過程で国と住民の考
えが食い違う場合、市長に｢国、県とのパイプ役｣として｢対話姿勢｣で
臨み、住民の希望が少しでも国の計画に反映されることを期待してい
たのであった。 
 この時期、水無川下流域では鎌田町町内会が市長に対して、導流堤
計画見直しや基準価格の引上げを求める要望書を提出する動き(1 月 12
日)が見られるなど、依然、砂防計画自体に対する根強い反発は繰り返
されたが、島原全体としては国･県･市など行政プランが着実に進展し
ているかに見えた。年末には｢島原市災害復興検討委員会｣(市長の諮問機
関)が市の策定している基本構想を審議して、住民から希望の多かった
導流堤の連続堤へのプラン変更など、計画案に一部見直しを加えたり、
三角地帯の嵩上げを新たに構想に加えるなど提案をしている。1 月 13
日には第三遊砂地の建設工事が着工され、また、流出土砂の海岸埋立
計画も対象 4 漁協のうち残り 1 漁協の同意を取り付けるまでにこぎ着
けた(3 漁協同意は 1 月 20 日、4 漁協同意形成完了は 1 月 31 日)(｢湊漁協も一転同
意｣『長崎』1993.1.31)。 
 下流域では行政との対話や交渉の中で復興策が積み上げられてきて
いる感があったが、上流域=上木場では｢県、国の復興策には住民の意
見が反映されていない｣(｢被災住民 警戒区域に入行き｣『西日本』1993.1.25)
とする感情が一部で高まってきていた。そして、1 月 24 日、｢復興策
納得できぬ 警戒区域に強行入域｣(『毎日』1993.1.25)(図 3-75)という動
きが現れた。上木場復興実行委員会の前会長、鐘ケ江氏ら 3 人が、市
職員の制止を振り切って軽トラック 2 台で警戒区域に入域し、｢住民の
意向を無視した復興策には絶対納得できない｣などと書いた看板 3 枚
を取り付け、前日に搬入済みのパワーショベルでタバコ畑の整備を始
めた。鐘ケ江氏らはこの実力行使の前日、市長を訪ね、｢昨年暮れ発表
された砂防計画による土地買収の基準価格では自立復興できない。法
律違反になるが、それでも戻って自立再建するしかない。｣と警戒区域
への入域を通告していた。まず、彼らは、｢行政は警戒区域を設定した
が、何も補償をしてくれない。自立復興するためには古里でがんばる
しかない。｣(｢｢自立再建｣と実力行使｣『西日本』1993.1.25)と、警戒区域設定
に伴う損失補填問題に触れ、補償がなされずに自立復興せよというの
であれば農作業を再開するしかないと判断したことを説明し、｢高台は
火山灰が積もっているが、手入れをすればすぐにも農業が再開できる。
図 3-75 『毎日』1993.1.15 
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今後も作業を続ける。土石流の心配もなく、火砕流の危険も感じない｣
(｢警戒区域で農作業強行｣『朝日』1993.1.25)、｢噴火が収まれば農業を再開で
きる。今回の整地はその準備｣(｢警戒区域に‘強行入域’｣『毎日』1993.1.25)
と、警戒区域内での農作業再開の安全性についての認識も語った。し
かし、そもそもの動機は、｢砂防計画には住民の意見が反映されていな
い。生活再建策は避難住民の要望が聞き入れられず、被災地の買収価
格も安い。やむにやまれず、強行に入った｣、｢再三、生活再建の支援
や助成などを要望したが、受け入れてもらえない｣(｢被災者無視の復興策
に抗議 3 人立ち入り強行｣『読売』1993.1.25)、などのコメントからも分か
るように、被災者と行政との間の復興･生活再建をめぐるディスコミュ
ニケーションであった。もっとも彼らも現時点で決定済みの国･県のプ
ランに対しては否定はしていない。｢砂防ダムに絶対反対ではない。行
政と住民が互いに腹を割って話し合えば協力する｣(｢｢自立再建｣と実力行
使｣『西日本』1993.1.25)、｢立ち退きなどの自分達の犠牲はやむを得ない
と思っている｣(｢警戒区域に‘強行入域’｣『毎日』1993.1.25)と。 
 この実力行使を周囲はどのように評価したのであろうか。上木場の
被災者達は｢古里に戻りたい気持ちはみんな同じ。法律違反を一概に責
められない｣と行動を理解する意見や、｢普賢岳の活動はまだ収まって
いない。これ以上の犠牲者を出せば、地域の復興プラン自体にも影響
がでる。慎重に行動して欲しい｣、｢法律に違反する実力行動はこれま
での行政との信頼関係を崩し、復興実現のマイナスにもなる｣(｢｢自立再
建｣と実力行使｣『西日本』1993.1.25)など、厳しい意見もあった。警戒区域
への立ち入りは災害対策基本法 63 条で禁止(1 万円以下の罰金)されて
おり、これまで無断で区域に入ったため始末書をとったのは 1 月 23
日現在で 754 件、1,285 人にのぼる。しかし、その多くは被災地の見
物や写真撮影、自宅の様子を見るためで、農地の復旧工事の前例はな
かった。取り締まる島原署では｢微妙な問題を含んでいるので、いまの
ところ捜査する考えはない｣と説得を続けることとし、市長も、｢誠に
残念なこと。昨日は入域の通告と思い、砂防計画や行政の対応などへ
の不満と危険地域への立ち入りは別問題として説得してきた。いまの
ところ法的手段に訴えるつもりはなく、住民の古里への思いも分かる
ので話合いで解決したい｣としている。国土庁長官は｢第一義的には市
で対応すべき問題だ｣とした上で｢集団移転に伴う土地の買い上げ価格
に不満があるようだが、これからの住民との個別交渉で、なんとか解
決できるだろう｣(｢｢島原市が説得を｣国土庁長官 静観の考え表明｣『西日本』
1993.1.27)(図 3-76)とこの行動を土地買収価格への不満と曲解したうえ
で的はずれなコメントをしている。その一方、普賢岳災害で災害対策
基本法改正を求める意見書を国に提出した九州弁護士連合会では、｢法
律で入っていけないと命令しながら、何の補償もない現行法の矛盾を
市や警察も感じていると思う。立ち入りが禁止されているとはいえ、
彼ら自身の土地や家屋であり自己決定権がある。危険を冒してでも入
図 3-76 『西日本』1993.1.27 
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りたいという感情がある以上、違法だからといって一律的に法を執行
しなくてもいいと思う｣(｢｢自立再建｣と実力行使｣『西日本』1993.1.25)と(警戒
区域設定に伴う損失補填問題など)現行法の限界と感情論、すなわち、警察
の言う｢微妙な問題｣に積極的に踏み込んで法律専門家の立場からコメ
ントした。 
 この警戒区域への強硬入域は、前に取り上げた｢上木場の焦り｣ある
いは苛立ちのひとつの発現である。この焦りや苛立ちを上木場復興実
行委員会では、組織活動のなかで具体的な要望として、例えば｢価格提
示は間違っても下流域に遅れをとことなく｣として対行政交渉の正攻
法で表現してきた。しかし、今回の行動は、被災者の土俵で、被災者
当事者の感情を被災者の論理で体現したもので、上木場復興実行委員
会の組織内部からも批判(これまでの行政との対話の蓄積が無になる、など) 
があるが、また一方で、理解する声も多かったのも事実である。 
 雲仙･普賢岳噴火災害では被災者の声は、上木場復興実行委員会のよ
うな被災者団体や町内会など組織活動のルートで、要望書の提出や各
種会合での意見交換など、いわゆる対行政、正規の組織活動の流れの
中で展開されて来たので、今回のような個人的対応行動のインパクト
は大きかった。というより、これまで、行政に対する被災者個々の激
しい口調の非難やコメントはあったが、実際、行動に移すときは組織
活動のルート、ルールに則って整然と行われて来た。復興をめぐって
は、実力行動にでることは少なく、相手との対話･交渉の中から解決の
糸口を探っていくスタイルがとられてきた。したがって、約半年後の
93 年 6 月、流焼失の会が義援金の配分を訴えて市役所前に覆面、ヘル
メット姿で座り込んだ姿は、島原では大層ショッキングなものであっ
た。 
 上木場でのこのたびの出来事は、復興行政当局への一部被災者の苛
立ちの発露として記憶され一石を投じたことになったが、水無川流域
の復興をめぐる行政のメニューは粛々とこなされて行った。1 月 26 日
は茨城県つくば市での砂防ダムの模型実験で同計画の効果が確認され
ることとなった(｢土石流食い止めた 普賢－水無川の模型実験｣『長崎』
1993.1.27)。1 月 30 日には流出土砂捨て場のための海岸埋立に関連 4 漁
協が同意を示し、災害復興計画の柱の一つである同事業の工事着工の
メドがついた(｢県、4 月にも着工 湊漁協も一転同意｣『長崎』1993.1.31)。1
月 31 日には｢復興シンポジウム｣が開催され、この市民参加討論会の
席上、市の復興基本構想中間報告が披露された(｢島原市、初の復興シンポ｣
『西日本』1993.2.1)(図 3-77)。そして、2 月 19 日、この｢復興基本構想｣
が発表され、これは 3 月末に｢復興基本計画｣として議会承認されてい
った。 
 上木場では、焦りと苛立ちから実力行動にでるひと幕もあったが、
この時期、組織活動においても最重点を置いていた現存家屋の補償問
題を中心として大きな前進を見ることになる。 
図 3-77 『西日本』1993.2.1 
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p) 1993.2～家屋移転補償交渉：｢現存家屋部会｣の活動 
 警戒区域が設定されていて立ち入りできず、警戒区域の解除や避難
勧告区域への変更の見込みもなく、砂防工事の計画案ではそっくりダ
ム内に埋没してしまうこととなった上木場では、そもそも現存家屋も
流焼失家屋も｢帰れない｣ということでは同じだった。しかし、6.3 大火
砕流で死傷者を出した世帯や、その後の土石流被害を含めて家屋を流
焼失した世帯に気兼ねして、家屋が残っている世帯では上木場復興実
行委員会の会合の場では発言がしにくい雰囲気があったという。上木
場全 96 世帯のうち、そうした現存家屋は 10 世帯であった。そこで、
ミニ集会が組織された。これによってやっと彼らの気持ちや要望も表
されるようになって汲み取られるようになった。あわせて平成 4(1992)
年度からは、上木場復興実行委員会内に 3 部会(=現存家屋部会、住宅部会、
土地部会)が設けられ、現存家屋世帯も自らの生活再建要求を正々堂々
と発言できるようなった。 
 ここで現存家屋に関する組織交渉の経緯を簡単に振り返っておきた
い。まず、平成 4 年(1992)度に部会が新設され、そこで 10 世帯の意向
が汲み取られてきた。そして、7 月の戸別面談調査(第 3 回意向調査)にお
いて流焼失せずに残っている住宅･宅地･農地･家財等々の財産が把握
され、これをもとに 10 月の第 4 回要望書の第 1 項目において｢現存家
屋の移転補償｣について、①移転補償の確約、②家財補償、の 2 点が要
求された。この要求は、砂防ダム事業への同意書を添付してあること
で行政にも｢砂防ダム事業へ協力的｣と評価され、県振興局からは、｢現
存する 10 戸の家屋の移転補償については家屋台帳や航空写真などを
基に評価案をつくり補償を前提に国と協議したい｣との発言を引き出
すことに成功した。 
 そして年明け、同年度末に近い 1993 年 2 月、10 世帯の代表は現存
家屋の評価額算定のため入域することとなる。現存家屋 10 世帯(北上木
場 5 世帯、南上木場 5 世帯)の代表 10 人、山下会長ら上木場復興実行委員
会の代表、県振興局の職員 5 人、警察官、それに民間の家屋調査員と
いうメンバーでの入域となった。基準価格は既に提示されていたから、
家財評価をどれだけ上乗せできるかが今回の個別交渉の主眼であった。
交渉の成果としての詳細な金額等はプライバシーに関わるのでここで
は記述することはできないが、交渉に際して現存家屋世帯の代表･植木
正治氏らは、少しでも高く評価してもらおうと懸命であったという。
間取りを説明して床の間をプラスαで評価してもらったり、柱や瓦の
材質、さらにはボイラーまでも評価に組み込み評価額アップを狙った。
その結果、10 世帯にとっては完全に満足いく額ではなかったにせよ、
当初、提示されていた基準価格よりはかなりアップした額を獲得でき、
行政側も意図するところの｢個別交渉による価格アップ｣は実現された
こととなる。 
図 3-78 『長崎』1993.5.29 
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 この度の入域の結果は 1993 年 4 月の調印式で一段落することとな
る。5 月末、家屋に対する補償金が 10 世帯に対して支払われた(｢現存
家屋に補償費｣『長崎』1993.5.29)(図 3-78)。6 月 5 日、この成果を確認して
｢現存家屋部会｣は解散した。土地については 1993 年度に、昨年度の｢土
地部会｣から名称を変更して活動を継続している｢土地交渉部会｣にそ
の交渉を委ねる形となった。｢土地交渉部会｣の活動については次に詳
述する。 
 
q) 1993 年度～｢土地交渉部会｣の活動：成果と挫折 
 1992 年度に新設された 3 部会の一つである｢土地部会｣は、土地の買
い上げ価格に関する交渉の窓口となっていた。1992 年 10 月の第 4 回
要望書においては、先述の現存家屋の移転補償の問題に絡んで、直接、
土地評価につながる回答を当局から引き出すことに成功した。すなわ
ち、県･振興局から｢家屋台帳や航空写真などを基に評価案を作る｣とい
わしめたのである。警戒区域に入域して実測せずとも土地評価は可能
と、前例のない対応を引き出したのであった。最も新しい航空写真は
1991 年 5 月 15 日、つまり、大火砕流被害の直前のものがあった。土
地台帳とこの航空写真をもとに土地評価が行われて行くこととなった
のである。 
 土地部会の要望は続く第 5 回要望書(平成 5(1993)年 2 月)でも｢土地買
収価格に特段の配慮を｣として盛り込まれた。これに対する行政側の回
答は｢個別交渉で実現していきたい｣というものであった。個別に何が
交渉されたのか。いわゆる｢地目｣と｢現況｣をめぐる解釈であった。土
地台帳には山林･荒地と登記されているが、実際は車や農機具置き場と
なっているなど地目と現況が異なる場合が多々あった。山林よりも田
畑が、田畑よりも宅地が高く評価されることから、被災者は現況で買
い上げてもらいたい。幸いといっていいかどうか、市職員側の落度も
あった。台帳に照らし合わせて土地利用状況を確認する地道な作業が
被災前にも完全には行われていなかったのである。課税対象となる土
地が山林等のまま低く評価されているところも多かった。しかし、現
況は宅地並の利用となっていたわけであるから、それ相応に評価して
ほしいというのが被災者の言い分である。山下会長は要望書を携えて
の一対一の交渉の場で、相手方担当者の目を見据えて、｢現況ですね｣
とひとこと念を押した。そこで双方黙って頷いて納得するという、凄
みのある一幕が演じられた。 
 さて、1993 年度からは｢土地部会｣は｢土地交渉部会｣と名称を変更し
実質的な交渉を始めた。土地を買い上げてもらうには、各世帯の所有
する土地の範囲を正確に把握する必要がある。いわゆる｢境界確定の作
業｣である。境界が確定して初めてその所有者(地権者)と国の交渉が始ま
る。この境界確定の作業は 1993 年 9 月から始められた。しかし、そ
の作業は難航した。上木場には地権者が 560 余名いて、それらは福岡、
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大阪はじめ全国に散らばっている。また、何世代もの間に親子、親戚
の間で非常に細かく地権者が散らばって(分筆されて)しまっている。さ
らに、境界確定の作業独特の難しさもある。一つの土地はその土地の
周囲に接する他の地権者との間の境界確定が必要となってくるので、
かりに、一人の地主が境界確定の作業を拒否すれば、その土地に接す
る他の地権者は境界確定に同意したくてもできないこととなる。一般
的に土地の買い上げは、いわゆる｢ゴネ得｣という一面もあると言われ
ていて、価格を釣り上げるために最後まで同意しない人もよくいるも
のである。上木場においてはさらに、これまでの行政対応に不満を持
つ者の中で、それを理由に同意を渋るものもいた。9 月から始められ
た同作業は明けて 1994 年 1 月には残り約 50 人を数えるまでとなり、
3 月末には残り 3 人にまでこぎ着けた。そして、1994 年夏の時点で残
り 1 人となったのである(第 2 章･表 2-1 の下段･2000 年の｢1 人｣がこれに当た
る)。 
 現存家屋部会の活動は調印式、補償支払によって実質的に終了して
いたので、土地交渉部会の活動が上木場復興実行委員会のメインとな
っていた。しかし、境界確定の作業が思うようにはかどらないことで
組織活動全体にも影響が出てきていた。個々の被災者の中には自力で
生活再建を着実に果たしつつある者もいて、上木場復興実行委員会の
活動は役割が変容してきていた。そこに、この部会活動の諸問題等々
が重なり、上木場復興実行委員会の組織的活動は終焉を迎えることと
なる。 
 
そこでここで今一度、現存家屋部会と土地交渉部会の関連について
考えておきたい。一般的には、まず、砂防事業計画発表に伴い土地の
買収価格に注目が集まる。上木場は全域がダム計画内に入いるため、
その対象となっていたのであったが、この計画発表以降は上木場より
もむしろ下流域の導流堤対象地区の方に世論が注目して行ったので、
上木場では下流域に遅れを取ることがないよう、要望書等において上
流域･下流域同時の価格提示を求めてきた。一方で組織内部では、6.3
大火砕流で死傷者を出した世帯や家屋を流焼失した世帯に気兼ねして
発言を控えざるを得なかった 10 世帯に対して、ミニ集会や部会(現存家
屋部会)を創設して意向を汲み取る努力が重ねられた。そして、この現
存家屋部会の活動の成果が結果として、土地交渉にプラスの影響を与
えることとなった。第 4 回要望書(1992.10.22)ではその第一項目として、
現存家屋の移転補償が謳われているが、その趣旨は流焼失しない内に
現時点での家屋評価を確約してもらいたいという点と、警戒区域が設
定されて入域できないため運び出せない家財の補償をして欲しいとい
うものであった。それに対して｢現存する 10 戸の家屋の移転補償につ
いては、家屋台帳や航空写真を基に評価案を作り、補償を前提に国と
協議したい｣という公式見解を引出した。これによって、警戒区域設定
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による入域制限のため測量ができないという行政の論理を超えて対応
がなされることとなり、流焼失してしまった今では二束三文の土地も
流焼失｢以前の｣｢家屋台帳や航空写真｣で評価するという回答を引き出
すことに成功した。現存家屋部会の要望項目が土地交渉全体を引っ張
って行く回答を行政側から取り付けることに成功した。 
 ここまで上木場復興実行委員会の事例で、土地交渉部会と現存家屋
部会の役割と活動の成果を考えてみたところで、この問題をめぐる以
下の 3 つの軸が浮かび上がってきた。まず、①｢家屋が流焼失した－し
ていない｣、②｢警戒区域に入っている－入っていない｣、③｢砂防工事
対象地域内に入っている－入っていない｣、の 3 つの軸。上木場の場合
は全域が警戒区域と砂防工事対象地域に入り、家屋に対して流焼失と
現存の 2 種類があった。水無川下流域では警戒区域には入っていない
が砂防工事対象地域には入り家屋が残っている世帯も多く、その組合
せによる状況が複雑で問題も多様化したため世論の注目するところと
なった。また、そのころ話題となっていた｢立ち枯れ｣の問題とは、警
戒区域に入っているが家屋は無事で、しかし、そのため家屋は傷む一
方で、砂防工事対象地域には含まれていないため各種補償が受けられ
ない世帯である。立ち枯れ世帯数は島原･深江合わせて数十と想定され
ており、県の｢警戒区域内残存住宅再建時助成事業｣により区域外に家
屋を再建する際に県義援金基金、市･町義援金基金から合わせて 550
万円支給するという対策がとられた。被災地島原で展開されている各
種生活再建活動を概観してみると、3 つの軸の組合せによる各種状況
におかれる生身の人間･世帯が、被災生活支援としての時の行政メニュ
ーと、被災生活周辺の大きな状況変化、例えば、火砕流･土石流による
被害域の拡大や大型砂防工事計画の発表などに呼応して、それぞれ独
自の論理で発言していく模様が読み取れて来る。 
 こうして、3 つの軸で構成される諸象限に、隣接象限(事象)の変化と
いう時間的経過を加えて考えていくとき、上木場の事例は例えば下流
域に比べてみるとその構図が単純であった。だからこそ、上木場復興
実行委員会における組織活動の特徴、本稿では調査活動による上木場
独自の問題把握と要望提出の蓄積に着目したが、これが浮き彫りにさ
れ易かった。 
 
r) 1993.3～古里の消滅･組織活動の終焉：消防団の解散 
 1993年2月の現存家屋部会による評価額算定のための入域と個別交
渉、そして 4 月、5 月の調印、補償金の支払と、上木場では現存家屋
部会の活動が一応の成果を納め、残る作業は土地交渉部会の境界確定
の同意取付となった。一方、これらの活動成果にはその前提として、
すでに早い時期から砂防ダム工事内に全域が入ることを了承するとい
う上木場の合意形成があった。 
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 そのような背景のもと、1993 年 3 月末、｢守る古里なくなった 上
木場の消防団解散｣(『読売』1993.4.3)(図 3-79)と報じる記事が出た。 
 
 火砕流が発生し始めた時には｢古里を守ろう｣と一部の団員約十人が警察官
らと入山、監視活動などをしているうち 6 月 3 日の大火砕流にのみ込まれ 8
人が犠牲となった。 
十三分団一部(同市内には 14 の消防団があり、十三分団は上木場の一部と
隣接する白谷の二部に分かれている：筆者注)には、大火砕流前には 25 人の
団員がいた。しかし、その後、家を失い市外に移住するなどして現在は 9 人
だけになり、多くが仮設住宅住まいを強いられている。 
残った団員たちは｢古里の消防活動を続けよう｣と頑張ってきたが、昨年 2
月に発表された普賢岳の土石流対策での砂防事業計画で同地区のほとんどの
世帯が建設予定地に入り、家屋はすべて無くなると見られ、今後の活動が不
可能となった。 
それでも団員たちは｢地元に殉職者の慰霊碑を作るまでは｣と存続を考えた。
しかし、｢上木場地区は警戒区域で立ち入りも許されず、どうしようもない｣
との結論で、解散に追い込まれる形となり町内会、市消防団に相談、退団の
了承を得た。 
 
 見出しの通り、守る世帯数が激減したのと、現在は警戒区域で地域
内の活動ができず、将来的には砂防ダムに埋没するので消防団活動再
開の見通しはない。年度末を機に解散となった。その背景には、生活
再建についての組織活動の成果や個々の被災者の個人的な努力による
上木場以外での生活再建が具体的に進められてきていることをあげて
おかなければならない。記事には古里を守る消防団の解散という感傷
的な表現のみが踊るが、これは実質的な生活再建の方向性という建設
的な意味合いを裏に兼ね備えた｢解散｣であったことをここに記してお
く。 
 
s) 1993 夏～集団移転の事業申請(安中地区) 
 
｢安中地区 96 世帯 集団移転へ｣ 
 島原市は 24 日、雲仙･普賢岳のふもと水無川流域の被災者 96 世帯の集団
移転を進めるため、防災集団移転事業の事業化を国土庁に申請した。早けれ
ば今月中にも承認される見込みで、三年目を迎えた噴火災害発生以来初めて
住民の｢集団移転｣が実現することとなる。 
同川流域の北･南上木場など安中地区 7 町の砂防事業対象地のうち、自宅が
滅失して家屋補償のない被災者 135 世帯について、今年 4 月から住宅再建策
の説明会や意向調査を実施。その結果、96 世帯 438 人が防災集団移転促進事
業での移転を希望した。計画によると､96 世帯のうち 87 世帯が同市船泊町と
仁田町に建設中の被災者用住宅団地への移転を希望。残り 9 世帯のうち移転
地を自力で探すが 8 世帯、公営住宅への入居希望が 1 世帯。 
同事業が適用されると、住宅建設や住宅用地の借入金の利子が助成される
図 3-79 『読売』1993.4.3 
図 3-80 『長崎』1993.8.25 
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ほか、1 世帯当り 66 万円の移転費の補助も受けられる｣(『長崎』1993.8.25)(図
3-80)。 
 
 この記事が発表されると｢上木場 96 世帯が集団移転｣と誤解した問
い合わせが山下会長のもとに殺到した。この集団移転事業申請はあく
まで安中全体での事で、申請数の 96 世帯が偶然、被災前の上木場の世
帯数と同数であったため誤解を招いた。もちろん、上木場の人もこの
中には含まれていた。我々のヒアヤリング(1994.8.26)でも、今回事業申
請した人に出会ったが、その人もそうであったように、｢長期化する災
害で模様眺めの被災者が多いといわれ、移転戸数は流動的｣(同新聞記事)
であった。我々がヒアリングした M さんは、｢平成 7(1995)年まで家を
建てなくてもいいというので一応、申し込んだ。今は月 18,000 円の家
賃補助を受けて市営住宅に住んでいる。農業再建は諦め造園業のアル
バイトをしているので、今のままの生活でいいと思っている。たぶん
キャンセルするのではないか｣と語っていた。公務員の K さんは｢もと
もと仁田には行く気がなかった。今は 6 畳 4 間のアパートを借りて住
んでいる。あと一年くらい考えてからキャンセルするかどうか決める｣
そうだ。 
 行政側から今回、集団移転事業申請のメニューが提示される前に、
上木場ではすでに組織活動を通じてかなりの補償を獲得している者も
多かった。前述したとおり、家屋･家財補償をはじめとして入居制限な
し公営住宅(地域特別賃貸住宅として)や再建資金支援、さらに義援金や各
種保険金など。各自が考える生活再建のイメージはまちまちで、その
ために必要資金は世帯によって異なる。今回の集団移転事業申請も上
木場の被災者にとっては今後の生活再建のための一つの駒であって、
この集団移転に全てを賭けるという声は聞かれない。 
 上木場における集団移転をめぐる議論はこれまで 3 度行われた。最
初は被災直後。この時は特別立法で移転を要請する住民側に対して市
側が現行法規の説明ができないなどの落ち度があったほか、住民側の
要望で実現した上木場の現地視察で、火砕流により荒れ果てた田畑･
山林の合間の草芽を見て上木場住民が古里での復興の可能性を信じ、
集団移転を白紙撤回したのであった。2 度目は、91 年末から 92 年に
かけてで、この時は要望書において恒久住宅確保を要望し、そのため
のプランとして｢新集落｣建設を提案した。このプランはその後、行政
側の提示する仁田･船泊住宅団地等の被災者用住宅団地の安全性やそ
の取得可能性をめぐる議論へと変容していき、3 度目今回の｢事業申請｣
へとつながってきた。 
 上木場復興実行委員会の活動のうち、集団移転に関する議論は、｢安
中地区の新集落で古里再建｣をさぐる大局的な議論から、｢恒久住宅確
保のための新集落建設｣に焦点が移行して議論が精緻化され、さらに、
行政側から提示されたメニューとしての｢被災者用住宅団地の是非と
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その取得可能性｣へと変容してきた。すなわち当初は｢住宅確保｣＝｢集
団移転｣という論調であったが、｢住宅確保｣は公営住宅への入居や分譲
住宅確保のための生活再建資金の捻出に関して、残存する土地や家屋･
家財の補償獲得へと戦略を絞ってきた。したがって、上木場における
集団移転は、行政側の提示する仁田･船泊住宅団地が現実的なプランと
して動き出した時に、各種補償獲得という生活再建の一戦略に発展的
に解消したのであった。これは、隣接する深江町の大野木場や水無川
とは別方向の中尾川流域で被災している島原市千本木があくまで集団
移転にこだわって活動を続けている(｢古里近くに集団移転先確保を 3 町住
民が独自計画｣『長崎』1994.10.5)(図 3-81)のとは異なる点であろう。｢当初、
人々は新しい上木場地区を再建しようと上木場復興実行委員会を結成、
集団移転の道を探った。いくつかの分譲計画が県から打診されたが、
まとまらなかった｣(｢薄れる地区の団結｣『朝日』1993.5.29)。今、あえて上
木場で古里再建、新集落を考えると、残る選択肢は｢三角地帯嵩上げ｣
であるが、上木場の人の中にはこの選択肢は｢安中地区の下
しも
の人達｣、
すなわち、水無川下流域の人達の古里再建案であって、自分達はその
中に含まれていないと考える人が多い。 
 
t) 1993 夏～上木場復興実行委員会の解散 
 
 平成 3 年 6 月の普賢岳噴火災害発生直後に発足し、被災者の救済と自立を
目指し活動を続けてきた島原市の上木場復興実行委員会(山下一郎会長)が、7
月末で解散した。いまなお避難生活を強いられた長期災害に挑む象徴的な住
民組織だっただけに、自立再建途上での解散に他の被災者団体から惜しむ声
が出ている。 
31 日に開いた総会で、役員会が『委員会活動を今後は町内会に任せたい』
などとして組織の解散を提案し、了承された(｢上木場実行委が解散｣『長崎』
1994.8.3)(図 3-82)。 
 
 ｢普賢岳災害による被災者団体は 13 あるが、解散は初めて｣(｢被災者
団体初めて解散｣『朝日』1994.8.3)であった。 
 記事にある通り、上木場復興実行委員会は 1994 年 7 月末に解散し
た。解散の理由としては｢結成目的の災害復興に向け、住宅移転など生
活再建にある程度めどがつき、役目が終わった｣と説明しているが、そ
の真相は複雑である。新聞記事には｢建設省との用地交渉は現在、未契
約世帯が約 4 割前後といわれ、住民の自立再建の見通しは依然厳しい｣
(｢上木場実行委が解散｣『長崎』1994.8.3 )と、組織活動の最終到達点を評価
している。解散に至った経緯としては、｢役目が終わった｣ことに加え
て、この記事にあるように一つは用地交渉の難航と、もう一つは実質
図 3-81 『長崎』1994.10.5 
図 3-82 『長崎』1994.8.3 
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的な個々の世帯の生活再建の実績があげられる。 
 まず、用地交渉に関して。土地交渉部会の活動の項で概略した通り、
境界確定に同意しない少数者により、その者の所有する土地に隣接す
る土地の所有者は境界確定の同意の契約が完了しない。1994 年 3 月末
時点で 3 名、境界確定に同意･捺印しない者がいて、上木場復興実行委
員会で説得にあたった。うち 2 名は行政職員、1 名は大地主の T 氏で、
前者に対しては最終的には市職員による説得依頼も考えられたが、ど
うにか組織内部の調整で合意が成立した。記事にある通り｢解散話は役
員改選期の 3 月にも出ていたが、用地交渉など未解決の問題もあり、
結論を持ち越して｣(｢上木場実行委が解散｣『長崎』1994.8.3)境界確定の説得
が続けられていた。残る 1 名 T 氏の説得に土地交渉部会はじめ上木場
復興実行委員会では努力した。まず、被災者の署名を持参して土地交
渉部会の役員が訪問しお願いした。しかし、これで説得はできず、次
いで南北上木場町内会全 6 班の班長が日時をかえて順番にお願いに伺
った。解散の 8 月末まで努力は続けられたが説得･調印には至らず、現
段階での残る手段は訴訟か強制収用であるという。調印を拒む側にも
それなりの理由があった。T 氏の目には直接被災者に対する行政側の
不誠実な対応が我慢ならないという最大の理由があった。しかし、彼
の行為は今となっては逆に、残る全ての上木場直接被災者の生活再建
にとってネックとなってしまった。記事に｢用地交渉など未解決の問題
もあり、…きつい、という声も出ていた｣(『長崎』1994.9.3)とあるよう
に、1994 年度に入って、もうひと月、もうひと月と延長して続けてき
た境界確定同意の作業は、特に役員の個人的生活再建活動をかなりの
程度犠牲にするもので、これは 7 月末が限界であった。 
 この 7 月末の解散に際して、上木場復興実行委員会では最後の仕事
をした。月末、陸上自衛隊の大型ヘリコプターで自宅があった周辺な
どを飛行し上空から古里に別れを告げ慰霊の花束を投下した。今回は
1991年7月に行われた住民の上空からの視察に参加できなかった高齢
者などが中心となり、住民 68 人が 5 班に分かれて搭乗した。市では今
後、同地区の上空からの視察は予定していないため、このフライトは
住民にとって古里との最期の別れとなる。参加者からは｢火山灰に埋ま
りどこが自宅か分からなかった。墓地の上空を旋回したときは、胸が
一杯になって、と涙ぐ｣む者や、｢きょうを区切りに、早く家を建て新
たな生活を始める、と決意を語｣る者もいた(｢空から古里に別れ｣『西日本』
1994.8.29)(図 3-83)。 
 さて、解散のもう一つの理由は｢移転した住民もおり、役目は終わっ
た｣(｢｢役目終えた｣と解散｣『毎日』1994.8.3)ことである。個人的には各種義
援金や保険金を受け取り、組織活動の成果としては生活再建資金や家
賃補助等を獲得したり、公営住宅への入居が果たせたりと、個々の被
災者にとってはこの 3 年余の間に生活再建のための持ち駒が着実に増
えてきた。中には完全に農業を捨て造園業や土建業に転業し、したが
図 3-83 『西日本』1994.8.29 
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って葉タバコ等のための代替農地獲得の意味もなくなって、公営住宅
に入居してサラリーマン生活を始め、これがすでに軌道にのっている
世帯もある。国に土地を買い上げてもらわないうちは一戸建て住宅を
再建することはできないが、これまで入手した資金や援助である程度
までの生活再建は進められた。農家は農業の継続を検討し、それ以外
の勤労者は通勤の便などを考慮し、そして、狭い仮の住まいという条
件の中で一家が数カ所に分散して居住する生活パターンに耐えるなど、
まだまだ生活諸条件は厳しいが、仮設住宅を主とする緊急･応急避難生
活の段階から公営(被災者用)住宅を主とする復興生活の段階に移行した。 
 深江町大野木場や島原市千本木などが、あくまで集団移転による古
里再建を掲げ行政側と粘り強い交渉を継続してきたのとは対象的に、
上木場は古里のダム内への埋没と代替地の安全性等の疑問から、町内
そろっての移転は早い時期からその実現可能性が危ぶまれており、代
わりに、｢生活再建｣ということばをどこよりも早く使って生活再建資
金等諸条件の獲得に戦略を絞ってきた。集団移転という論点も｢新集
落｣案を経由して現存家屋部会･土地交渉部会等で生活再建の｢原資獲
得｣に向けられ、それがある程度達成されたところで組織活動は終焉を
迎えた。 
 解散にともない上木場復興実行委員会の残務は町内会が引き受ける
こととなった。山下会長は平成 6(1994)年度、町内会長の順番に当たっ
ている(上木場では町会長は輪番である)。したがって、山下にとっては｢生
活再建をめぐる組織活動はまだまだ継続しているようなものだ｣そう
である。そのあたりの心情を語ってくれた(筆者のヒアリング 2016.4.28)。 
 
上木場復興実行委員会の解散～輪番の町内会長へ 
 上木場実行委員会の解散。それでも輪番で町内会長をすることになって。
諸々の方々の行政に対する要望の取次とかして。 
 いろいろ要望したけども、解散前後って言えば…。鐘ヶ江さんの次の市長、
吉岡さんに、商品券配り してくれって頼んだんです。義援金とか、被災した
人はみんなもらってたけど、そうじゃない人、何もなかったからって。安中
の人だけ、もらっているっていうのが気に入らない、っていう人も多かった
から。バーっと市内に配って商店街で使ってって。評判よかったんじゃない
かなぁ。 
 仁田に移ることを、模様眺めしてアパートに住んでいる人たち。個人的に
いろいろ相談には来ました。制度のことやら予算のことを計算できたりする
人、頼られますよね。それから、商業の人と農業の人。援助が全然違ったん
です。農業の人は手厚くって、農機具やら農地やら…補助金もらって。商業
の人は借り入れで、そのあと、返せなくなってお手上げですよ。国会議員さ
んが言ってたけど、日本の法の体系は士農工商で農に手厚いからって。貸し
といてしばらくは利子補給って。でも、期限が来ると、もうお手上げですよ。 
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境界確定作業の難航 
 農村って、のんびりっていうか放漫っていうか。土地の権利も、爺さんの
時のまんまで。昔、三会で農業委員会にいたとき、所有権を調べることがあ
って。土地がもう、デタラメっていうところ、結構あるんですよ。持ってい
る人と使っている人、全然違って。でも、そのまんま税金、納めてる。何で
かって調べてみたら、戦後、マッカーサーの指令で、急に所有権がかえられ
てしまって、書類も慌ててこしらえて。それから三世代で分筆もあってもそ
のまんまで。上木場の土地の買い上げの時でも、いざ金貰うっていう時にな
ったら、所有権が昔の本家のままになってるから、そこに金が入ることにな
ってしまうっていうんで、これもまたね。 
 私ね昔、上木場で人から山を買ったことがあるんですけど、所有権を移す
ってことになって調べたら、そこの所有者は昔、相続があったみたいで、今、
その所有権者がカナダに住んでるって。カナダですよ、って処理が大変でし
た。 
 相続っていったって、そのまま何にもしていないんですから。個人として
処分する、売る、買うっていう時に、初めて、気付くんですね。だから、噴
火災害の時、買い取ってもらうっていう時、本人は全然気づいていないんだ
けれども、ずっと、忘れてたくらいだから。でも、嫁さんとか遠い親戚が、
言ってくるんですよ。それで調べ始めたら、もう、複雑で複雑で。いろんな
利害も表立ってくるから、私みたいな年輩の第三者が間に立ってって、お願
いされることになってしまって。よかったですよ、でも。お陰で私もボケる
暇もなかった、丸 6 年間ね。 
 
古里近くで再建を 
 住宅再建の団地は、上と下と二か所でしょ。下が先にできて、でもまだ十
分手元に金がないから、なかなか買えないでしょう。だから、早く上木場の
土地を買い上げてくれって言ったんですが、噴火が収束しないからまだ実測
ができないから、買い上げられないとか…言って。でも、離れていると心が
休まりませんからね。私もこっちに墓があるしね。もうしばらくすると、今
年、親の三十三回忌をやるんですけどね。 
 
 
3-2-4. 小括～上木場復興実行委員会の組織活動 
 本節では｢長期化｣する雲仙･普賢岳噴火災害について、直接被災地上木場における被災
者の生活再建の模索過程を、町内会基盤の復興団体･上木場復興実行委員会の組織活動の
経緯として追ってきた。被災地では様々な復興団体が重層的に活動を展開し、個々の被災
世帯の生活再建をバックアップしてきた。それらの団体には町内会基盤のもの、産業別の
もの、被災状況別のもの、外部の援助団体等々様々なものがあるが、上木場はその全域が
被災当初から警戒区域に指定され、それが一度も解除されずに復興公共土木事業の大型砂
防ダム内に埋没することとなり、それにともなう防災集団移転事業という国の制度に乗る
かどうかは、地域(町内全域)がまとまって意思決定しなければならないという条件が付け
られていて、町内会(あるいはこれを基盤とする復興団体)が中心的役割を果たさなければなら
ない状況があった。また、被災直後、市内外にちりぢりに避難した南北上木場町内会員の
精神的絆を保つための活動などの要請もあり、上木場復興実行委員会は南北上木場被災住
民の復旧･復興に際してのより所として中心的な役割を果たしてきた。そこで本稿では、
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被災者の生活再建に向けた声や具体的な活動を、この復興団体の活動経緯を追うことによ
って再構成することとした。 
 分析に際しては以下の点に留意した。まず、復旧･復興に関する諸状況を、上木場被災
住民の目に映った耳に聞こえた諸情報として再構成すること。そして次に、それら諸情報、
具体的には、行政の各種施策や関連発言、さらには他の復興団体の活動内容やその成果ま
でもが上木場にとっての周辺環境となり、組織活動の方向性に影響を与えるファクターと
なることに留意し、組織(間)力学として捉えること。被災者側から当災害とその復興の経
緯を逆照射する視点をとろうとして、新聞記事や我々のヒアリング記録からこれを再構成
した。 
 上木場復興実行委員会の組織活動の経緯をまとめるなかで以下のような諸点が把握さ
れた。まず、上木場復興実行委員会の誕生とその活動の方向性を探るなかから、具体的活
動戦略としての｢調査→要望書の作成→データを携えての交渉／要求の獲得｣というプロ
セス(表 3-3)、さらには、そのような交渉スタイルを確立するなかで体験した組織活動の
性質の変化(｢お世話団体｣→｢運動団体｣)が見出された。次に具体的な組織活動の経緯及び成果
を探るなかから、｢集団移転｣論争から組織的葛藤のすえ産み出された｢仮集落案｣が、3 部
会(1993 年度：土地交渉部会･現存家屋部会･住宅部会)活動のなかで次第に戦略的に精緻化され、
｢現存家屋部会の移転補償獲得｣を経由して、｢土地交渉｣という上木場被災住民の復興のた
めの｢原資｣獲得(＝土地の買い上げ)をめぐる議論へと接続され昇華してきた一連のプロセス
が把握された。そもそも直接被災地上木場にあっては、被災の程度が相対的に軽く組織内
ではあまり発言の機会がなかった者が部会活動を進めるなかで、他の部会の活動、すなわ
ち上木場全体にとって最重点課題である土地問題解決の糸口をつけるというブレークス
ルーを成し遂げたのであった。精力的な組織活動の成果として上述の諸点は把握されるが、
一方でそれらひたむきな活動では解決され得ない、組織内部に燻り続けた不満が存在し続
けたことも事実であった。行政に対して発せられた個別の要求項目は組織活動のなかで少
しずつ獲得に向かうこととなるが、根本的な行政の被災者への姿勢に対して抱かれた疑問
の中には、解決されぬまま燻り続けるものもあった。それらの不満は｢警戒区域への強硬
入域｣となって表われたり、土地交渉部会の活動の中で｢境界確定同意契約｣を渋る動きと
なって表われたりした。最終的には境界確定同意契約獲得の遅延という土地交渉部会の活
動の挫折が、上木場復興実行委員会解散の一因となってしまった。 
 上木場復興実行委員会の組織活動の経緯を再構成するに際し、当災害を被災者側から逆
照射する視点をとることによって、各種行政統計や噴火災害の諸記録等の当災害の概略的
な把握では捨象されてしまう｢上木場(独自)の論理｣が再現できたのではないだろうか。 
 
表3-3 上木場復興実行委員会の組織活動の特徴 
◇住民の総意を担保した組織の結成  ：上木場復興実行委員会  組 織 
◇復興専門知識の導入     ：防災都市計画研究所･木村氏  知 識 
◇地域復興に向けてキー概念の設定    ：｢古里｣での｢生活再建｣  戦略言語 
◇住民意向調査の積み重ね     ：戸別ヒアリング／アンケート データ 
◇要望書提出･文書回答･要求獲得の積み重ね ：一対一の交渉   交 渉 
◇次被災地への貢献(被災地間Debriefing)  ：記録書刊行･激励訪問  伝 播 
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 さて、本節を閉じるにあたって、大きく分けて三点、さらなる課題が浮び上がって来る。
一点目は、上木場復興実行委員会の組織活動は終焉を迎えたが個々の被災者の生活再建へ
向けた活動はその後も継続しており、したがって個々の被災者の復興生活史それ自体をこ
れまで見てきた組織活動の経緯に照らし合わせながら再構成し、上木場被災住民の生活再
建･復興へ向けた取り組みを描き出すという作業である。具体的には、古里意識をどのよ
うに担保しあるいは処理して、風景･地図上の上木場が消滅する中、個々の生活再建は進
められるのか。本格的に進められている三角地帯の嵩上げ事業が竣工した時、安中住民と
して現地の復興に参画するのか。あるいは、行政が提示する集団移転候補地で、新たな古
里創生に取り組んでいくのか。これらを個々の被災者の生活選択という文脈で引き続き調
査することである(これについては、第 2 章･第 5 節で触れた被災 10 年の節目に行われたアンケート
調査等から、一部、考えていくことができよう)。 
 二点目は、上木場にとっての周辺環境となった他地域、例えば水無川下流の各町内会、
水無川対岸の深江町大野木場地区、それに島原市千本木地区など、それらの地区の復興へ
向けての諸活動を本稿と同様、｢その地区独自の論理｣で再構成することである。上木場地
区はもちろん他の地区においても、その復興プロセスを考えると、行政との交渉という関
係性に加えて、周辺団体の復興進捗状況という｢横の関係｣が大きく影響を与えており、こ
れらを考慮し、いわば立体的･複眼的に復興プロセスを扱っていかなければならないこと
が本節で確認できた。 
 三点目はここまで見てきた一地区の被災･復興事例をモノグラフとして位置づけること、
すなわち、上木場の個々の被災者の生活再建を、生活史として緻密に再構成し、それを含
むローカル･コミュニティ復興のモノグラフとして記すこと。それをベースにしたところ
で、災害社会学の理論的検討を深めていくことである。 
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3-3. 活動成果の伝播：二種三冊刊行と研究実践 
 
 上木場復興実行委員会の活動成果は、それぞれの時期に、異なる多様な形態で、被災各
地に伝えられている。上木場の経験･知見は、同災害の隣接･後続の被災地に伝えられ･学
び取られて、それぞれの組織活動に取り入れられた(3-3-1.組織活動スタイルの伝播 )。また、
同災害因(火山災害)被災地に、(雲仙への噴火支援へのお礼を兼ねて、)雲仙の知見がとりまとめ
られて伝え返された(3-3-2.経験智の刊行･伝播)。そして、長期的被災対応(となる火山災害災害
支援のあり方を問う)を担う市民活動･専門ボランティア活動として展開し、それを取り込む
形で学会の研究実践として継承されて現在に至る(3-3-3.被災地交流としての車座トーク)。以
下、これらの展開･継承の経緯を概略する。 
 
3-3-1. 組織活動スタイルの伝播 
 前節で詳しく見てきたように、1991 年 9 月の桜島視察、10 月末の三宅島視察とその翌
週 11 月初旬の住民意向調査の企画･実施を機に、上木場復興実行委員会の組織活動のス
タイル、組織の性格の変化(お世話団体→復興団体)が把握された。これは土石流･自主避難開
始(1991 年 5 月末)、6.3 大火砕流被害による警戒区域設定から数か月を経て、避難生活から
生活再建を目論む段階に移って、本論文で呼ぶところの｢上木場スタイル｣が創成されたこ
とを意味する。そのスタイルが、｢住民の総意を担保した地域住民組織｣による｢調査→要
望書の作成→データを携えての交渉／要求の獲得｣であり、そこには二人の黒子が存在し
た。一人は、この視察･調査を企画(･実施)した復興コンサルタントの木村拓郎と、もう一
人が、翌年度 4 月から上木場復興実行委員会の会長に就くこととなる(その時点では同委員
会の顧問の一人)山下一郎である。島原市議会事務局長 OB の山下が、対行政交渉術の勘所
としての文書主義を上木場復興実行委員会の活動に取り込み、被災調査で東京より来島し
ていた復興コンサルタントの木村をブレーンとして取り込んだ。 
 上木場は 6 月に大火砕流で被災して避難生活を始めて、秋口には上木場スタイルを創
成した。水無川中流域以下の諸地区(いわゆる安中地区)は、土石流･火砕流による被災地域の
拡大に伴い、より具体的･正確には、1991 年末の防災(復興)公共土木事業としての｢スーパ
ー砂防ダム｣構想、1992 年 2 月の砂防計画としての｢導流堤｣事業で、移転対象者となる
可能性が見え出した時から、すなわち｢安中地区全体が被災地となるにつれ、町内会がそ
のまま被災者団体化｣(山下, 1993: 115)していき、町内会単位での要望書提出を始める(｢導流
堤建設の鎌田町内会 知事らに陳情書｣『読売』1992.4.17)。しかしながら上木場のような、(独自
調査を実施して)客観的データを添付した書類でのやり取りにまではたどり着いていない。
やはりブレーン＆実務家の存在は大きい。 
一方、下流域の諸町内会ではこの時期(1992.2 砂防構想)、水無川と導流堤を整備すること
によって、その間に｢三角形の窪地｣問題
．．．．．．．．．．
が発生すると気づき始める(これが後に｢安中地区･
三角地帯嵩上げ｣計画として精緻化されていくこととなる)。この｢窪地｣認識が市･復興基本構想に
取り入れられて復興事業化、予算化されていくこととなる(1992 年度後半の市･災害復興検討
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会議での議論を経て、1993 年 1 月末の市･災害復興シンポジウムで公式発表)。その概略は以下の通
り。 
 
復興基本構想の策定にあたって島原市は、市内の諸団体から提言を受けることにし、その受付期
間を 1992 年の 10 月 21 日から 11 月 20 日とした。この中に嵩上げに関する要望が 2 件提出され、
これが大きな裏付けとなって復興計画の原案に嵩上げ構想の採用が決定された。 
 復興計画原案の最終決定は 12 月 19 日、吉岡庭二郎新市長も参加して｢災害復興検討会議｣(市長
を議長とした市内部の会議)が開かれ、事業手法や事業費の目途もつかないままその場でほぼ原案
通りに決定された。 
1993 年 1 月 31 日、島原市は｢災害復興シンポジウム｣を開催、市民にはこの日に初めて公式に嵩
上げ構想が発表された。 
 この日以降、事業の実現の可能性については不透明のままであったが、1993 年 3 月に発表され
た復興計画では、大きな目玉として位置づけられることになった。 
 そして島原市の復興基本構想の最終版には、次のように記述された。 
 
安全な居住空間の形成 
「安中三角地帯とその周辺部は、砂防ダムが完成するまでの間は特に土石流の危険が残る地域であ
り、恒久的な安全性を確保するために、砂防・河川事業とあわせ、地域全体の嵩上げを推進する」 
(木村, 2006: 78-79) 
 
 島原市役所では、仮設住宅建設が進んで避難所生活が解消される 1991 年 10 月から、
復興計画が話題になり始めて、1992 年 1 月に災害復興課が設置された。そして、窪地問
題が市･災害復興検討会議で議論されて市･復興構想に取り込まれていく。 
 
復興計画は、行政組織の横断的な枠組みの中で、しかも国･長崎県との調整及び住民の意向を把
握しながら作成される必要があった。このため、復興計画の策定は、島原市災害復興課が窓口とな
り、専門家、町内会、地域団体及び行政機関の代表から構成された島原市災害復興検討会議を設置
して、全体のとりまとめを審議した。 
復興計画を作成するにあたっては、行政の枠組みを超えた計画づくりが必要であるため、業務を
委託するコンサルタント選びが重要であった。これまでの災害資料をもとに、数回の現地調査で計
画案をまとめるだけでは不十分であり、住民の意向の把握や行政間の枠組みを超えた総合的な視点
を持つことが重要であった。災害直後から島原市に頻繁に通い、被災住民の生活再建の相談をボラ
ンティアで行っていたコンサルタントが採用された(内閣府,2007)。 
 
このコンサルタントが木村(防災都市計画研究所)であった。市･復興コンサル登用の素因が、
別に以下のようにとらえられている。 
 
(…災害復興計画を策定するにあたっては…これまでの災害資料をもとに数回の現地調査で計画案をまとめる
だけでは不十分である。住民の意向の把握や行政間の枠組みを越えた総合的な視点を持つことが重要である。) 
災害直後から島原市に頻繁に通い、被災住民の生活再建の相談をボランティアで行っていたコンサ
ルタントが地元に分室を設けて、3 人常駐するとの企画を提出し採用された(高橋･藤井, 1997: 88)。 
 
 すなわち、上木場スタイルは、復興公共土木事業による窪地形成の危険認識が三角地帯
嵩上げ事業として市･復興構想に取り上げられる過程(1992 年度初頭)で、木村を媒介にして、
その対象地=安中地区を構成する各町内会に取り入れられていくこととなる。｢安中地区
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全体が被災地となるにつれ、町内会がそのまま被災者団体化｣(山下, 1993: 115)しており、そ
れら町内会が三角地帯嵩上げ構想を契機に、上木場スタイルを取り入れて来た。安中地区
を構成する関係 8 町内会ではその後、｢住民主導の嵩上げ｣(木村, 2006: 79-81)となった同事
業の権利関係者(ステークホルダー)として、復興コンサル･木村を媒介に、毎夜、町内会主催
の｢勉強会｣を開催して議論を重ね(1993 年 5 月)、同事業の課題･問題点等を洗い出してその
危険性(噴火活動がこのまま沈静化してしまったら噴出物=土砂が集まらず、嵩上げ途上のまま安中は原
野と化してしまう)をも認識･了解したところで、安中三角地帯嵩上推進協議会を発足させる
に至る(1993 年 6 月)。そしてこの奇抜な、｢夢物語｣とまで揶揄された住民発案が、公共土
木事業(安中地区三角地帯嵩上事業)として｢島原市復興計画｣に位置づけられることとなる。地
元住民ボランティア方式で推進されて来た同協議会の取り組みが、公共事業を創出した。
これを導く活動体制の基盤に、上木場方式がとられていたのであった。 
 
3-3-2. 経験智の刊行･伝播～『そのとき何が』と『雲仙･普賢岳噴火災害を体験して』 
 上木場の活動の経緯･知見は、以下の二冊の本にとりまとめられている。一つは『その
とき何が』で、もう一冊が『雲仙･普賢岳噴火災害を体験して』であるが、前者には二つ
のバージョンが存在する。 
 
a) 1992.11『そのとき何が』第一バージョン 
 普賢岳の約 200 年ぶりの噴火から丸二年たったその記念の日、『そのとき何が』の第
一バージョン(図 3-84)が刊行された。 
 
｢住民が手作り証言集｣ 
…被災地区町内会が、噴火から丸 2 年の 17 日、手作りの｢被災証言集｣を発行
する。…｢二年前に始まった島原の苦悩を次の世代に伝えるのが私たちの役目｣
と半年前から‘取材’を開始した。作り手も語り手も被災者だけという証言集
が発行されるのは初めてだ。 
…証言集は、公民館職員がワープロで打ち、200 部をコピーした完全な手作り。
｢二年前の噴火時、古里が埋め尽くされるとは想像もしなかった｣という上田さ
ん。｢今後は避難生活の体験や、被災者の目から見た復興の歩みも記録したい｣
と話している(『西日本』1992.1.17)。 
 
｢そのとき何が 地元住民ら証言集発行｣ 
6 月 3 日の普賢岳の大規模火砕流で、かろうじて助かった地元住民や消防団
員ら約 20 人の証言集『そのとき何が』が、17 日発行された。水無川流域の
島原市安中地区町内会の当時連絡協議会長だった上田実男さん(59)ら 5 人が、
約 5 ヶ月かけて約 20 人から聞き取った。 
…証言集は B5 判、84 ページ。前半の 20 ページは証言で、残りは、災害の最中に創刊された、同
地区のミニコミ紙｢あんなか｣(92 年 7 月の 11 号まで)、学者との座談会などが資料として収められ
ている。200 部を印刷し、公共機関などに配布した(『朝日』1992.11.18)。 
 
新聞記事にあるように、公民館職員のワープロ打ち、コピー製本の手作りである。公民
館職員らによる‘取材’編集で、消防団員 20 人の証言(pp.1-24)を集めている。後半には
資料として、ミニコミ紙｢あんなか｣のバックナンバー(pp.25-49)とともに、東京大学新聞研
図 3-84 『そのとき何が』表紙 
(筆者蔵) 
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究所が主催した座談会(1991.8.17 開催)のテープおこし原稿が全文、収録されている
(pp.52-64)。この一年半の苦悩を記録化するとともに、今後はこの続編として、復興の歩み
をまとめていくと、そのプランが語られている。 
 この時期に発行された｢証言集｣について、ここで二点指摘しておこう。一つは、安中地
区の被災･対応事例について、6.3 大火砕流の犠牲が著しかった上木場に着目して、その
直前･直後の模様が地区住民の語りとして内側から照射されている点である。現場で生き
残った消防団員の証言が、避難(災)者自身である公民館職員の手でまとめられている。ま
た、地区内部の固有の事情･解釈が赤裸々に語られていて、刊行後、それらの論点･視角が
メディアにも取り上げられていくようになる。例えば、6.3 大火砕流被災の当日は、前日
の市議会議員選挙の祝勝祝いが開かれていて(上木場から立候補していた 4 人とも当選した)、ま
ず 6.3 当日 14 時過ぎに発生した中規模火砕流に驚愕して皆、飲食の宴を中座して避難し
ていたので、16 時過ぎの大火砕流の犠牲者が少なかった点。また、数週間前からの避難
勧告と合わせて自主避難が継続していたことで農作業が滞っていて、この祝勝会の翌日、
すなわち 6.3 大火砕流の翌日には、上木場で一斉に農作業(葉タバコの芯止め作業)を行う約
束になっていた点(なので、大火砕流が翌日に発生していたら、一桁多い犠牲者を生んでいただろう
という認識)。上木場独自の被災状況認識が、内側から歯に衣着せず(特に、マスメディアの傍
若無人な振る舞いに対して)語られている。 
 二つ目は、同書の第二バージョン(2001 年)への布石が打たれている点である。第一バー
ジョン発行の時点で、度重なる土石流･火砕流被害はすでに上木場を越えて水無川下流域
に拡大しており、合わせて防災公共土木事業の被るエリアも明らかになっていて、被災･
復興事業の重層性が認識されていた。上木場に傾注した第一バージョンから、広く被災地
復興を扱う第二バージョンが構想されていた。 
 
b) 2000.8『雲仙･普賢岳噴火災害を体験して』 
 雲仙･普賢岳噴火災害の主因である噴火事象に一応の終息宣言が出されるのは、1996
年 6 月である。その時期、現地の復興事情は、防災公共土木事業(スーパー堤防、導流堤)竣
工をめざす動きから、島原半島全体を視野に入れた地域再生対策を睨む｢島原地域再生行
動計画(愛称:がまだす計画)｣(1997～2001 年度)に移行していた。そのさなか、全国各地で火山
が噴煙を上げ始めた。2000 年 3 月末の北海道･有珠山噴火、同年 6 月の三
宅島噴火、である。 
 上木場地区およびこれを包含する安中地区では、有珠、三宅の両地域か
らは、1991 年の大火砕流被害直後、多大なアドバイスや経済的支援を受け
ていたことから、自らのこの 10 年の取り組みをまとめなおして、両噴火
地域に伝え返すこととした。特に、島原で工夫して創設･実現した復興政策･
事業の数々を、その実現過程を含めて詳述することとした。『雲仙･普賢岳
噴火災害を体験して～被災者からの報告』(図 3-85)としてまとめられた同
書は、NPO 法人･雲仙普賢会によって自費制作され、関係各方面に無料に
て配布された。定価や ISBN ナンバーが付されて書店に並ぶことはなかっ
た。普賢岳の麓のお土産屋さんに一冊 1,000 円で並べられた。 
 噴火当初から取材を続けていた江川紹子(フリー･ジャーナリスト)はこの
図 3-85 『雲仙･普賢岳噴火災
害を体験して』表紙 
(筆者蔵) 
245 
 
本を手にとって、以下のように評している。 
 
 私は何かにつけ、島原･深江の人々が、｢多くの支援を受けた恩返しをしなければ｣と言うのを聞き
ました。 
 実際、北海道の有珠山が噴火した時には、島原の人たちが現地を訪れ、自分たちの体験を元に、
アドバイスをしていました。 
  …｢恩返し｣の思いも込めて、被災者が中心となってまとめた記録集『雲仙･普賢岳噴火災害を体
験して 被災者からの報告』…が先頃出版されました。 
 …なにしろ、貴重な写真が実にたくさん収録され、証言、データも豊富に盛り込まれて、島原で
何があって、人や行政はどう動いたのかが、ほとんどすべて分かるよう
．．．．．．．．．．．．
(傍点筆者)構成されています。
しかも読みやすい。美談や成果を誇るために作られたわけではないこの記録誌は、様々な災害や防
災について考えるいいテキストにもなるに違いありません。 
(江川紹子ジャーナル http://www.egawashoko.com/) 
 
 ここにあるように同書は、噴火災害の｢ほとんどすべてが分かるよう｣な豊富な内容とな
っている。同書の冒頭には、｢雲仙･普賢岳噴火災害‘初めて’コーナー｣として、以下の
ような 13 項目が上げられている。 
 
1. 市街地の広い地域での長期にわたる警戒区域の設定 
2. ホテルや船の避難所としての活用 
3. 仮設住宅の使用期限の延長 
4. 深江町立大野木場小学校の仮設校舎での 9 年間の授業 
5. 現行の法律を補完するための｢災害対策基金｣の創設 
6. 仮設住宅居住者への食事供与事業の実施 
7. 自衛隊の 1,658 日におよぶ長期災害派遣 
8. 災害継続中の 2 度の天皇陛下のお見舞い 
9. 870m の日本で一番長い砂防ダムの完成 
10. 危険な区域内の砂防工事での無人化施工技術の採用 
11. 土砂により埋没し警戒区域が設定された地域の航空写真による敷地境界線の確認 
12. 安中三角地帯の民地(宅地、農地)の嵩上げ事業 
13. 砂防施設の利活用に当たっての公聴会の実施 
 
本論文でも、こうした法制度、事業の創成、既存法制度の弾力的解釈･運用の事例の数々
について、例えば、5、11、12、などをここまで取り上げてきた。ここではこの 13 項目
には上げられていないが、同書に克明に記されることとなった｢とにかく保険に入ろう｣
という項目を上げておくこととする。これは災害に備えて保険に加入しておこうという、
防災啓蒙的な生半可な文脈ではない。 
 同書は雲仙･普賢岳噴火災害の｢ほとんどすべてが分かるよう｣な構成と記述内容となっ
ている。しかしながらその｢ほとんどすべて｣を、日本全国の人々はほとんど知らない。例
えば、島原には全国から多くの義援金が寄せられたことから、それで直接被災者は生活を
建て直したと誤解している人すらいるようだ。島原の人々が、 
 
246 
 
…避難生活が長期化したためにこれに要した支出はかなりの金額に上りました。一方、仕事ができ
ないために収入が減り、生活は苦しくなるばかりで、とても生活再建のためにお金を貯めるという
ような状況ではありませんでした。そんな中、義援金は、本当に助かりました。 
 住宅が再建できたのも、ひとえに義援金のおかげです。こころからお礼申し上げます(雲仙普賢会, 
2000: 76)。 
 
と、同書で記さざるを得ないほど、全国の人々は生活再建･復興が義援金で成し遂げられた
と誤解して感謝の言葉を暗に要求していた。これに対してこのように、最大限の謝意を表
しながらも、現実的には当然ながらその一方で、(到底、義援金のみではなし得ない生活再建の現
場に対峙して)島原の被災者は知恵を絞りあらゆる手段を模索した。以下に、安中地区のそう
した取り組みを同書より抽出しておきたい。彼らが義援金のみで生活の再建を果たしたの
ではないことが明白となるはずである。そこに書かれていることを、少々長くなるが、引
用しておきたい。 
 
｢悩みの住宅再建－基本的には支援は何もなし｣：初めて被災者という立場に置かれて分かったこと
の一つに、住宅再建への公的な支援は何もないということでした。食事や仮設住宅については、現
物で支給を受けることになりましたが、住宅というものはそもそも個人の財産であるという理由か
ら、私有財産の再建に税金は使えないという話です。つまり、今のわが国の被災者支援は現物支給
が基本であり、この意味では、住宅は自力で再建しなければならないということになります。 
 家を建てるには、何千万というお金が必要になります。公共事業の対象になった人でも、移転補
償の対象となる家はすでに火砕流や土石流で跡形もなく消滅しており、後は先祖代々の土地をいく
らで買ってもらえるかでした。 
 住宅を含め生活再建に必要なものは、何といっても｢お金｣だということを痛切に感じました。し
たがってこれからは住宅再建の悩みを大きく軽減するために、仮に住宅を失ってもある程度まとま
ったお金が出るような公的な制度が必要だと思います(雲仙普賢会, 2000: 96)。 
 
 失った家屋を再建するためには｢お金｣が必要であったことが切実に訴えられている。国
からはそれについての支援はなかった。だからそれについての｢公的な制度が必要｣として
いるのであるが、それはあらゆる手段を渉猟して住宅の再建にこぎ着けた今だからこそ言
えることであり、自分たちのように成果を獲得できる人々はそう多くないであろうことを
勘案して、公的な制度の必要性を論じているのである。それでは、彼らが獲得した特異な
成果とは何であったのか。 
 
｢とにかく保険に入ろう－火砕流と保険｣：この災害では、保険をめぐっていろいろなトラブルが発
生しました。たとえば、自宅が火砕流で焼失した場合は、｢地震保険｣に加入していなければ保険金
は出ませんでした。私たちの地域は地震が少ないこともあって、この保険への加入者は少なく、こ
の種の保険金を受け取った人はほとんどいませんでした。ただし、火災保険や住宅総合保険に入っ
ていた人は、見舞金程度の保険金を受け取りました。この場合の保険金は、｢地震火災費用保険金｣
というもので、その金額は保険金の 5%(ただし上限は 300 万円)でした。 
 一方、住宅総合保険に加入していて土石流で被災したときは、保険金が出ました。このためどっ
ちの現象で被災したのかが大きな問題となりましたが、被災地が警戒区域であることから、被害調
査は容易にはできませんでした。自宅の被害認定に疑問を持った人のうちの一部の人は、行政に掛
け合い、厳密な再調査の上、罹災証明書を再発行してもらった人もいました。 
 初めての火山災害で、私たちは、保険の種類とその内容についても学びました(雲仙普賢会, 2000: 
92)。 
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保険の重要性と、既存の一般的な損害保険の限界を痛感したと、語られている。そして、
次のような展開を導くに至るのである。 
 
｢とにかく保険に入ろう－警戒区域と保険｣：平成 3(1991)年 6 月 30 日、警戒区域となった無人の町
を大火砕流が走りました。山が活発な活動を続ける以上、土石流による被害も確実に大きくなるこ
とは、誰の目にも明らかでした。｢住宅が流される｣そう思ったとき、真っ先に頭に浮かんだのは、
住宅の再建費用のことでした。そんな中、この年の 11 月 4 日、警戒区域の規制が大幅に緩和され、
避難勧告区域になりました。｢警戒区域では保険に加入できないが、勧告区域なら保険に入れる｣。
住民は、自宅は流れないで欲しいと願う一方で、仮に流されてしまったらという不安から、こぞっ
て保険に入りました。結局、このとき入った保険が、住宅再建の際の大きな原資になりました。 
 平成 5(1993)年 4 月、災害は中尾川流域へと拡大しました。流域住民は｢地震保険｣に加入しようと
しましたが、民間保険会社からは拒否されるという事態が相次ぎました。住民は保険に加入させて
もらえる会社を求めて苦慮しました。 
 この災害は、保険会社との戦いの日々でもありました(雲仙普賢会, 2000: 93)。 
 
 災害対策基本法 63 条に基づき設定された警戒区域には、入域することは許されない。違
反すれば｢10 万円以下の罰金又は拘留に処する｣とされている。｢この災害は、保険会社と
の戦いの日々でもありました｣と告白する彼らは、どのような戦略を駆使し、保険会社とど
のような戦いを繰り広げたのであろうか。そこの部分は本には記されてはいない。同書を
携えて有珠･三宅を訪ねた際、直接に語り伝えられることとなった。以下のような取り組み
であった。 
 警戒区域が避難勧告区域に緩和されれば、保険に加入する権利が得られる。そこでまず
住民は、警戒区域設定権を有する市長に掛け合い、これを実現させようとした。市長は住
民の切実な申し出を受けとめて、火山のホームドクターである観測所の所長から、｢この数
日なら大丈夫だろう｣との言質を取り、決断した。 
 保険加入の権利を得たと認識した彼らは、次に加入を認めてくれる保険会社を探した。
ところが保険会社からは、｢どうして癌患者が一時退院したからと言って、その日に癌保険
に加入できるというのだ｣と一蹴されてしまうこととなる。本にも記されているように、そ
の時、｢民間保険会社からは拒否されるという事態が相次｣いだ。ところが一社だけ、これ
に応じた会社があった。農協であった。葉タバコ農家を中心とした農村で生活に最も密着
していた農協が、その絶大な資金力を背景に、｢共済｣という思想を看板にして、加入を認
めた。加入後ほどなく再び警戒区域が設定されて入域を規制された住民が、｢お前んとこ、
もう流されたか?｣。｢良かったな!!｣と、奇妙な会話が快活に交わされた。あるいは、警戒
区域の外から土石流で流される我が家を双眼鏡で覗きながら、嬉し涙を流す姿が、そこに
はあった。 
 
そして、次のような、有珠･三宅への語りとなる。 
 
｢悩みの住宅再建－原資は保険金･義援金･基金助成･土地の売却｣：端的にいえば私たちは、保険金、
義援金、基金助成、土地の売却によって住宅を再建しました。 
 保険金は、この災害のさなかに入り、土石流で被災して受け取ったものです。しかし、災害発生
の初期段階で火砕流によって被災したほとんどの人は、火山災害を対象にした地震保険に入ってい
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なかったため、その受取金額は見舞金というわずかな金額でした。保険金は、個々人の判断のもと
に加入していることから、その受取金もまちまちでした。 
 義援金からの支援もあり、例えば全壊世帯では 450 万円いただきました。 
 この災害のために作られた(財)雲仙岳災害対策基金からは、住宅が被災して再建する場合に 550 万
円の助成がありました。 
 砂防事業などの公共事業の対象となった人の中には、土地の売却費と家屋の移転補償費をもらっ
た人がいましたが、土石流などで家屋が流されてしまった人は、当然ながら土地の売却費だけでし
た。一方、被災しても公共事業にかからなかった人は、当然、この種の補償費などはないことにな
ります。いずれにしても、住宅再建については、義援金と基金による助成が大きな原資になりまし
た(雲仙普賢会, 2000: 97)。 
 
 このことこそが、島原･深江の人々が有珠･三宅に伝えたかったことなのである。｢官民あ
げての保険金詐欺の薦め｣、我々のヒアリングでそういって含み笑いをする NPO 島原普賢
会の面々。このエピソード、すなわち｢復興の極意
．．．．．
は、墓場まで持っていく｣と言っていた
彼らが、やはり有珠･三宅の人々にこの事だけは伝え返したいと思い直し、急ぎ同書を編ん
だ。 
 実はそれだけの恩返しをしたいという動機が、島原の人にはあった。被災当初の 1991
年、有珠(北海道虻田町)から島原に伝えられたエピソードがあった。 
 被災者が一致団結して、そのトップに立つ首長が命を賭けて交渉に臨む覚悟と戦術、こ
れを島原に伝えたのは前回の有珠山噴火災害(1977 年)を乗り切ってきた虻田町長だった。虻
田町では、噴火被災地住民の集団移転を検討していたが、現行法規定はそれが不可能･実現
不可であると国から回答があった。住民総意の決定であるにも関わらず、国が蹴った。虻
田町長は交渉に臨んだ霞ヶ関で、｢我々の要求が聞き入れられないのであれば、私はここで
切腹します。私の後ろには腹をくくった住民がついています｣と、懐から短刀を覗かせて官
僚の目を見据えた。この日を境に、集団移転規定が弾力的に解釈･運用されることとなり、
現在に至る。虻田町長はこのエピソード、復興に臨む首長の覚悟と戦術を伝えに、島原に
やってきたのであったが、この時、彼は合わせて、虻田町･洞爺湖温泉からの一団として同
温泉女将達を華やかに和装で飾らせて、風評被害で観光客激減に悩む雲仙の温泉街に大金
を落としに大挙してやって来たのであった。島原の旅館の女将は泣いていた(大矢根, 2004ｂ: 
69-80)。 
 島原･深江は有珠の虻田町長から、覚悟を決めた首長の凄味を感得した。そしてこの度は、
あらゆる可能性を渉猟して交渉を進める老獪さ、自らがあれから 10 年の間に獲得してきた
復興施策の数々を有珠に伝え返した。同書はこうした経緯･主旨で編まれた。だから一般書
店で販売されることはなかった。ISBN ナンバーを付さずに、お土産として被災地同士で
授受されることとなった。 
 懐刀に保険金詐欺。これは疎むべき犯罪行為であろうか。いや、密かに賞賛されるべき
生活再建の一断面であろう。被災地ではこれを、｢既存法制度の弾力的解釈･運用｣と呼んで
いる。法治国家、民主主義国家における、生への執着の実相のバリエーションである。 
 上木場スタイルを取り込んだところで組み立てられてきた安中地区の生活再建への壮絶
な奮闘努力のあれこれが、次なる被災地に伝播し(伝え返され)た。 
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c) 2001.6『そのとき何が』第二バージョン 
 『雲仙･普賢岳噴火災害を体験して』が発行された翌年(2001 年)、6.3 大
火砕流発生の命日に、『そのとき何が』の第二バージョン(図 3-86)が刊行
された。第一バージョンの編著者は、｢平成三年度安中地区町内会連絡協議
会役員会｣で、同協議会会長･上田実男ら役員 4 人が中心となってまとめた。
第二バージョンは、1992 年当時の安中公民館係長･杉本伸一が、2001 年に
は市役所市民課勤務の公務員として、公民館記録としての第一バージョン
を補足･改訂して、同氏個人の名前で出版した。｢火山の麓に暮らす住民の
皆さんが教訓として生かして欲しいと願って｣(杉本, 2001: 3｢はじめに｣)著さ
れた同書は、『雲仙･普賢岳噴火災害を体験して』に続く有珠･三宅へ贈
る書と位置づけられた。 
 第一バージョンは、上述したように、被災前後の緊迫した場面(上木場を中心として)が各
種証言によって再構成され、関連する諸資料(広報｢あんなか｣バックナンバー、東大新聞研座談
会記録)が収録された。あれから約 10 年を経て、第二バージョンでは、前巻に、以下のよ
うな項目が加えられた。まず、6.3 大火砕流の前の事象、すなわち、200 年ぶりの噴火に
揺らぐ島原の様子、特に、そこでは眉山大崩壊が懸念され過ぎたことで火砕流の危険性が
後方に押しやられてしまった状況が批判的に記された。そして前巻の内容、すなわち、上
木場を中心とした被災前後の模様が再録された。そして、その後の噴火災害のエリア拡大
模様(水無川流域から中尾川流域･千本木地区の被災)が加えられ、合わせて、復興事業の概要が
記された。そして注視すべきは、6.3 大火砕流被災の原因究明、なぜ、上木場の消防団員
がかくも大量に犠牲にならざるを得なかったのか、について紙幅が割かれている(本論文、
｢3-1-3. 1991.6.3～6.3 大火砕流被害｣、に既述)。 
両バージョンの項目異同は以下の通り(    内の同色部分が両バージョン共通項目)(図
3-87)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-86 『そのとき何が』表紙 
(筆者蔵) 
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避難所の移動 
消防団も各避難所へ 
迫り来る静けさ    廃墟の町 
     鎌田町流失 
     安中地区町内会連絡協議会の活動 
     規制緩和と大火砕流の発生 
     土石流被害の頻発 
     千本木地区焼失 
     孤立する島原 
     復興の足音 
     最後に…私の提言 
資料 
情報誌｢あんなか｣ 
普賢岳の活動を見て 
東京大学新聞研究所との座談会 
避難対象者の推移 
安中地区の人口の推移 
名古屋工業大学火山観測 
ポンペイの悲劇 
火山情報 
町内会連絡協議会が要望した事項 
 
図 3-87 新旧『そのとき何が』の項目異同 
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 第二バージョンでは、上木場の被災(消防団員の犠牲)の要因が検討されると同時に、その
場の構成主体･機能の限界(観測陣･行政･住民の一体化の欠如)が内省的に語られている。同書
｢出版に寄せて｣で、島原のホームドクター･太田一也所長は、以下のように語る。 
 
 著者は、市の行政マンであると同時に、安中地区の住民だが、突然襲いかかって来た初めて経験
する噴火災害に、どのように対応したかが、赤裸々に描かれている。また、著者の反省とともに、
住民や行政、報道陣、さらには観測陣に対する苦言･提言も記されていて、大変貴重な被災時の記
録である。 
(中略) 
 消防団員、報道陣に何故多くの死者が出たのか、本書を読む限り、われわれの情報や考えは、住
民や組織の末端には十分届いていない。それは何故だったのか、どこに欠陥があったのか。著者が
指摘するように、観測陣･行政･住民の一体化が欠如していたことなのか。危険性の増大を大々的に
報道した報道取材陣自身が多く被災したことは、むしろ、行政も含めて、防災意識が希薄ではなか
ったか。 
 本書は、読めば読むほど、自然災害発生時でのわれわれ観測陣の社会的役割と、行政機関の危機
管理のあり方、報道機関の取材や報道のあり方、住民の心構えを考えさせてくれる貴重な書である。
(同書｢出版に寄せて｣pp.4-5)。 
 
 復興における上木場スタイルは、その直裁的なノウハウの伝播を超えて(これを包含して)、
被災社会のしなやかな主体･機能連携のあり方を問い直す内省として、次なる被災地に贈
られた。  
 
3-3-3. 被災地交流としての車座トーク 
 1991 年噴火災害対応としての上木場スタイルは、2000 年噴火の有珠･三宅に、そして
その後も現在に至るまで、次々と噴煙を上げる各地の噴火災害の被災地に絶え間なく伝え
られている。また、こうした復興スタイルは、噴火災害被災地のみならず、その被災･復
旧･復興の現場事象を分節化したところで、同型と捉えられる事象の発生する他災害因の
被災現場にも、果敢に伝えられている。前者の事例としては、新燃岳(2011 年)、口之永良
部島(2014 年)の各噴火災害が、後者の事例としては阪神･淡路大震災(1995)、新潟県中越地
震(2004)、岩手･宮城内陸地震(2008 年)などが上げられる。 
 
a) 火山市民ネット 
ここではこれらに取り組む火山市民ネット(愛称)の活動および日本災害復興学会の復興
支援委員会の活動を概説しておくこととする。 
 雲仙(1991)、そして有珠･三宅(2000)への伝播･継承を機に、火山市民ネット(愛称：正式名
称は｢火山地域の市民団体相互支援ネットワーク｣)が設立された(2002 年)。上木場、安中を経て島
原で復興コンサルとして従事した木村(防災都市計画研究所：当時)が声かけして、同ネットが
創設された。設立の目的は以下の通り。 
 
設立の目的 
火山災害は、他の災害と異なり長期化することが多く、このため現行の法制度では、避難中の生活
や自宅の保全などについて必ずしも充分対処できていないのが現状です。したがってひとたび災害
が発生すると被災者は、被災者自身が先進被災地から多くの経験と教訓を学び、独自の市民活動を
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行わなければならない(下線筆者)状況にあります。このネットワークは、参加団体が協力、連携し
て火山災害により被災した地域の市民団体と他の被災地の市民団体をつなぎ、避難生活や生活再建
に必要な情報の提供を始めとして種々の支援活動を行います。また火山災害危険地域で生活する市
民の減災活動に対しても支援することを目的とします。 
(火山市民ネット HP より：http://1st.geocities.jp/gensai_hukkou/recruit.html) 
 
そして、以下の諸活動を重ねている。 
 
①被災地間の被災者支援や生活再建等に関する毎年一回程度の意見交換会 
②被災地への人的･物的支援：被災体験者を派遣し、市民活動の方法を助言。 
③火山防災対策や被災者支援に関する法制度の研究と提案 
④火山災害の伝承に関する活動                    (上記、同 HP 情報) 
 
 先進被災対応地の知見を、次の被災地に繋ぐために、年一回程度の意見交換会を開催
し、実際の体験者を次の被災地に派遣してノウハウの伝授を図る。そして、法律実務家･
研究者を交えて現場での法制度･規定の運用可能性を探り、必要に即して国会に新規法制
度の制定や現行法制度規定の解釈･運用幅の拡充を求める。 
 火山市民ネット設立後、同メンバーも参画して日本災害復興学会が設立された(2007)。
その設立当初から学会内には復興支援委員会が設置されて、火山市民ネットらとともに学
会活動としての研究実践が重ねられている。この復興支援委員会の活動には、火山市民ネ
ットの他、阪神･淡路大震災以降、被災者支援活動を継続する各種 NPO 団体等も数多く参
画し、そこでの活動実績、実践の智としての研究知見が、同学会内の｢復興法制度研究会｣
で議論されている。また、学会設立時からの研究実践パートナーとしての関西学院大学･
復興法制度研究所が協働して、法制度上の政策提言を重ねていて、こうした学会等での活
動は現在、日本学術会議のもとで防災学術連形体の活動の一部に位置づけられている。 
 ここではこうした活動の核の一つとなっている｢車座トーク｣と｢全国被災地交流集会｣
に触れておこう。 
 
b) ｢全国被災地交流集会｣と｢車座トーク｣ 
 日本災害復興学会では、学会内組織の復興支援委員会が中心となって被災各地で車座
トークを開催している。復興支援委員会は学会設立二年目に創設された。 
 
 復興支援委員会は災害の発災後、被災者や自治体、支援グループなどと連絡を取って復興関連
制度や施策についての情報提供、復興にかかわる人材の紹介、情報共有のための場づくりなどを、
迅速に弾力的に実施していく。委員会は合計6人のメンバーで構成し、国内の災害に特別支援班(タ
スクフォース)を派遣する。 
(JSDRR Newsletter, No.3, 2009: 1) 
 
とされた。同委員会の設立に際して、初代の委員長･木村は以下のように語った。 
 
大きな災害に見舞われ…、簡単には「元通りにはならない」ほどの大きな打撃を受けたとき、
長期的な視点で「復興」に取組んでゆくことが必要です。 
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そんなときに、役に立つのは「過去の被災の経験」です。同じことが同じ場所で起きることは
希ですが、似たようなことが他の場所で起こるのは、毎年のように繰り返されています。 
日本災害復興学会には、日本中の研究者や復興の支援者が会員として登録されています。この
会員の経験や知恵を結集して、不幸にも被災してしまった人々、地域の復興のお手伝いをする(下
線筆者)ために、「復興支援委員会」は発足しました。 
被災した人々や地域が、よりよい復興に向かうように、出来る限りのお手伝いをしていきたい
と考えています。 
(｢委員会の設立 ごあいさつ｣：http://blog.canpan.info/hukkoushien/category_1/1、2009.7.24) 
 
 岩手･宮城内陸地震(2008 年 6 月)の激震地･栗駒高原では｢くりこま耕英地震復興の会｣
が設立されたが、ここの地区住民 51 人を対象としたアンケート調査の実施希望が学会
に持ちかけられたことで、これには雲仙･上木場スタイルを主導してきた木村が担当とな
って調査票の設計、集計、解析を行った(12 月)。その後、栗駒市で復興計画を策定する
段階で、計画に被災者の意向を反映させるために、被災者サイド(花山地区+耕英地区)でま
ずは独自に復興計画を策定してみせることとして、学会･復興支援委員会が復興計画のフ
レームを作成して、そこに被災者個々の希望を書き込み検討していく段取りを組み立て
た。被災者創案復興計画づくりは毎週土曜日･夜、開かれ、計画は『私たちの復興計画―
楽しい農山村づくりを目指して―』(2009 年 2 月)として冊子となり、市･復興計画策定に
ために設置された｢市民検討会｣に資料として供された。翌年度には耕英の震災記録誌『や
まが動いた』(2010)が刊行された。こうした上木場･島原スタイルは、火山ネット、日本
災害復興学会･復興支援委員会の活動にのって、その具体的メニューが実現ノウハウとと
もに、次の被災地に伝えられている。 
 また、学会･復興支援委員会の活動は、過去の複数の被災地を結んで、すなわち、直近
の被災地の窮状に供するために、それ以前の被災地が一堂に集って、ノウハウを提供し
あう形として展開を見る。 
 
 同委員会の創設が承認された学会総会のあった 2009 年 1 月 11 日、会場となった関西学院大学
で同大学･災害復興制度研究所と合同で被災地交流集会が開かれた。集会には直近の被災地、岩手･
宮城内陸地震(2008)、能登半島地震(2007 年)の被災地から被災者が参加し、置かれている厳しい
現状を訴えるとともに、過去の被災地、例えば、三宅島噴火災害や鳥取県西部地震(いずれも 2000
年)などの先進被災地から多くの助言が寄せられた。 
(JSDRR Newsletter Vol.3, 2009: 8) 
 
 こうした委員会の活動スタイルには雛形があった。それが新潟県中越地震(2004 年)に
際して、その復興を被災者主体で検討して組み上げていこうとして設立された中越復興
市民会議(2005 年)である。同震災は過疎･高齢化の進む中山間地域を襲った災害で、中山
間地域の被災現場の緊急支援に参与したボランティアが、山古志村災害ボランティアセ
ンターを設置してボランティア･コーディネートを重ねていくこととなるが、その後、現
場は緊急支援･復旧から復興の位相にシフトして行ったところで、このボラセンは発展的
に解消して中越復興市民会議となった1。同会議には｢おこす事業(地域復興支援員への支援)｣、
                                                                
1 さらにその後、この復興過程においては、積年懸案の過疎対策として地域振興を担う人づくりが肝
要ととらえられて、同被災地で産官学協働で地域復興支援員制度を構築していくこととなる。このシス
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｢よりそう事業(安心･安全の地域づくりの支援)｣、｢つたえる事業(震災ミュージアム等)｣、｢つな
ぐ事業(行政･市民パートナーシップ、地域復興交流会議)｣、｢考える事業(復興とは何かを考える復
興デザイン研究会)｣が置かれた。 
 中越復興市民会議では、毎年、地域復興交流会議を開催した。新潟県では 2007 年、
新潟県中越沖地震が発生したことで、県内で両震災の復興に取り組む各集落の人々、地
域復興団体、NPO、コンサルタント、研究者、そして行政担当者を一堂に集めて情報交
換会が開催されることとなった。こうした中越の取り組みは、日本災害復興学会に創設
された復興デザイン研究会と協働して行われることとなるが、そもそも学会に置かれた
復興デザイン研究会は、中越復興市民会議に創設された｢考える事業：復興デザイン研究
会｣をそのまま共催の形で学会内制度化して研究部門として位置づけたものであった。 
 こうして各被災地の知見を繋ぎ交流を図るための組織が設立されて来た。ところが現
実的には、年に一度の交流を待てない｢待ったなし｣の被災状況のあることが認識されて
いたことから、発災後すぐに学会から現場に出向いて、これからの復興課題を先取りし
て検討し、過去の知見･データベースから復興ノウハウを伝えるための活動が始まった。
それは｢車座トーク｣と名付けられた。学会での｢車座トーク｣の位置づけは以下の通りで
ある。 
 
被災地では多くの被災者が先の見えない避難生活での不安や、今後の生活再建等での不安を抱
えている。そこで当学会では地元市町村や関係機関等の協力のもと、被災した方々に生活再建で
具体的に必要となる手続きや制度等について説明するとともに、過去の災害被災地での知見をお
伝えし、質問等にも答えることで、早期の生活再建を支援していくこととし、これを「車座トー
ク」とした(君島, 2016)。 
 
 学会設立(2007 年)直後、岩手･宮城内陸地震(2008 年)に際しての｢車座シンポジウム｣開
催をかわきりに、以降、車座トークは重ねられていく。例えば東日本大震災(2011 年)に
際しては、震災から 5 ヶ月後の 8 月初旬、岩手(遠野まごころネット)、宮城(東北大学)、福
島(福島大学)を会場に、東北被災 3 県を巡回する｢車座トークキャラバン｣が開催された。
全島民島外避難を経験した三宅島噴火災害の被災者･火山市民ネットメンバーからは、
｢ふるさとに帰れる日を信じての、しかしながら先の見えない長期に及ぶ広域分散避難と
いう、自らの経験してきた被災状況が、フクシマや長期におよぶ復興公共土木事業の被
災当事者の姿に重なって見えてきた｣ところから、｢帰れるまでの生活支援｣すなわち、｢い
ずれ帰る準備をする場所としての｢まち｣づくり｣のあり方が議題として提案された
(JSDRR Newsletter Vol.11, 2011: 4)。 
 
 雲仙の知見(例えば上木場スタイル)は、火山市民ネットの人と活動を媒介にして、日本災
害復興学会の各委員会活動(復興支援委員会、復興デザイン研究会等)の場をハブに、各地の復
興検討グループ･中間支援組織(中越復興市民会議など)を繋いだところで、全国被災地交流
集会、そしてより緊急的には車座トークとして、その展開を見ている。このことが、復
                                                                                                                                                                                       
テムは現在、国に採用されて、過疎対策として推進されている集落支援員や地域おこし協力隊等をネッ
トワークする｢地域サポート人ネットワーク全国協議会｣の設立(2010 年)に繋がっている(大矢根, 
2015a: 63-66)。 
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興課程の第三階梯の具体的現場の位相であり、この研究実践の現場で議論されたところ
から抽出された法制度的検討事項が、第四階梯の法制度化として集約されていくことと
なる。本論文のフィールドに即してより具体的に言えば、上木場スタイルは安中に伝播
し、その民主的科学的復興スタイルから一方では被災者創案の公共事業の組み上げを成
し遂げ(安中三角地帯嵩上事業竣工)、もう一方では被災者生活支援法制定につながる各種生
活再建支援法制度の叢生に寄与するところとなっている。そして、本節ここで論じたよ
うに、上木場で生まれた復興スタイルは、NPO 活動や学会の研究実践として、以降の各
種被災地に伝えられているのである。 
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4 地区復興課程のガバナンス 
 
 
 
本論文ではここまで、雲仙･普賢岳噴火災害の直接被災地･上木場集落の復興をめぐる組
織活動の展開を詳述して、これを地区
．
復興課
．
程と表してきた。ここで本論文最後に、地区
復興課程を社会学的なガバナンス論に依拠して読み解き、復興課程を論じる災害社会学の
地平を見通しておく。 
まず、｢地区復興課程｣は｢地区｣｢復興｣｢課程｣という本論文でそれぞれに検討･規定して
使い分けているタームの組み合わせ･造語であることから、それぞれのタームの含意を確
認した後、その組み合わせによって表出される現実を確認していく(4-1.地区復興課程検討の
論点とロジック)。次いで、地区復興課程を地域社会学的に共同性･公共性論、ローカル･ガ
バナンス論で解釈し(4-2.復興課程のガバナンス)、最後に、地区復興課程を論じる災害社会
学の位相を検討して、当該領域を見通しておく(4-3.災害社会学的復興課程論に向けて)。 
 
 
4-1. 地区復興課程検討の論点とロジック 
 
 ｢地区復興課程｣は｢地区｣｢復興｣｢課程｣という、本論文でそれぞれに規定して使い分けて
いるタームの組み合わせ･造語である。まず、そのそれぞれの含意を確認しておく。 
 
4-1-1. 地区 
 地域･地区は、語意としては土地の全域を分割した区域を意味しているが、国際政治領
域では例えば、(中国と台湾の位置づけとして)｢国と地域｣と表すことがあって、｢地域｣には政
治的･制度的な差異を認めた使われ方が含まれている。本論文では法律、行政学のターミ
ノロジーに基づきこれらを使い分けて、住民の直接選挙で選出される首長の所管するエリ
アを地域、その下位に随意に設定されるエリアを地区として表した。 
防災行政領域では都道府県･市町村の策定する法定計画としての｢地域防災計画｣と、そ
の中で(その下位に位置づけられる)町内会･自治会、商店街やその他随意にリスクを想定した
エリアの住民･事業所によって策定される｢地区防災計画｣(災害対策基本法･第 42 条-2)がそれ
ぞれ位置づけられていて、本論文ではこの文脈で使われる｢地区｣を採っている。20 世紀
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後半には、主に町内会･自治会を基盤にして自主防災組織が創設されたが、これの形骸化
が批判的に検討されて、東日本大震災を経て、これを包含あるいは上書きして、リスクを
認知した人々のエリア(地区)で防災計画を策定していく｢地区防災計画｣が位置づけられた
(2013 年改正の災害対策基本法･第 42 条)。地区から防災計画が｢計画提案制度｣によって地方防
災会議に提案されると、市町村ではこれを審議して地域防災計画に位置づけていくことと
なった。これを地区住民サイドから眺めると、自分たちグラスルーツの防災に関する構想･
取り組みが、オーソライズされる回路が拓かれたこととなる。法改正から 3 年で、斬新
な防災｢地区｣設定が現れてきている1。 
 本論文でその活動の詳細を記してきた上木場復興実行委員会は、南･北上木場町内会と
いう二つの基底組織をもとに創設された。これは火砕流被害を受けた水無川上流に位置す
る町内会として、共同で被害状況に即した生活再建策を模索していくために(南･北、二つの
町内会を統合して)随意に設定された地理的広がり=地区である。この度の災害では同様に、
被害やそれへの諸対応の現実に即して、それに包含される世帯や町内会等が集った被災者
団体が多く存在する。単純に既定の町内会が被災状況を表す名称を冠したものではない
(同様の状況にある複数町内会等が随意共同した)。それらには例えば、火砕流･土石流の被災家
屋を有する者が創設した｢火砕流土石流流焼失家屋被災者の会｣、警戒区域設定等による経
済被害(法律による災害=法災)を告発して補償を求める｢国道 57 号線通行禁止地域の中小企
業連合会｣、｢普賢岳噴火警戒区域災害に立ち向かう会｣、被災エリア全般の同業者で構成
される｢雲仙岳災害被災者安中農業者の会｣、｢雲仙･普賢岳災害に立ち向かう深江町農民の
会｣など。安中地区全体の被災状況を広く括って大同したものに、｢安中地区被災者連絡協
議会｣があり、その中で事業地区住民(町内会)の連合として本論文で触れた被災者創案の公
共土木事業を導いた｢安中三角地帯嵩上げ協議会｣がある。 
 この度の災害では、このように、島原市、深江町という｢地域｣の下部で、被災･対応状
況を特別に自覚した随意｢地区｣が様々に設定されていた。 
 
4-1-2. 復興 
 次に｢復興｣についてである。我が国では関東大震災(の帝都)復興、その後の戦災復興以
来、大規模災害復興は公共土木事業として都市計画事業(土地区画整理事業･都市再開発事業)
などの基盤再整備事業の竣工と同義としてとらえる視角(既定復興論)が普及している。しか
しながら、本論文では一義的にはこれを採らずに、｢復興｣概念を再検討した。都市計画事
業による空間更新に伴ってジェントリフィケーションが黙認･奨励されているのであれば
(既定復興)、従前居住者の生活再建は予め反故にされていることになる。そこで本論文では
復興を以下のようにとらえ位置づけた。 
 
復興とは、地域社会生活のドラスティックな構造変容≒｢新たな社会創造｣を折り込んで構想され
る現況被災生活の一つの到達像＝｢生活再建｣、そこに至るプロセスである。そしてそのプロセスと
は、多様な主体(もちろん被災者を主体とする)によるローカル、ミクロな政治過程(プロセス)であ
る。したがって復興とは本来、一義的に都市基盤｢再｣整備(復興都市計画事業の竣工)のことを言う
                                                   
1 内閣府では市町村と連携して、こうした｢地区｣において防災活動に取り組んでいる事例を選定して各
種補助金をつけてその活動を支援している。これまで平成 26 年度 15 地区、27 年度 22 地区、28 年度 7
地区が選定されている。初年度のモデル地区は、国連防災世界会議に設定された｢地区防災計画モデル地
区フォーラム｣(2015 年 3 月@仙台)で、地区メンバーによってその活動成果が報告された。 
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のではなく、それはあくまでそこにありうる手段の一つであって、その本来的な中心は、損なわれ
た社会関係の再構築過程となる。復興都市計画事業が竣工して現出する新たな社会では、従前の社
会関係は清算されてしまっている(換地･清算金)。被災生活を生き抜く者によって希求されるのは、
従前居住者として擁していたかけがえのない社会関係の再構築なのである。復興概念を被災者(の
生活再建)に即して再検討することで明らかになってくることは、復興とは地域アイデンティティ
再構築のプロセスそのものであるということであった。 
 
復興を、単なる復興公共土木事業の進捗(竣工)として矮小化することのないよう、すな
わち、被災者を、土木･防災工学領域の公共事業竣工行程における一権利関係者として処
理するのではなく、従前の社会関係の再構築に主体的･戦略的に参与して創造的にそれを
組み上げていく従前居住者として位置づけたところで、復興を社会学的に、地域アイデン
ティティ再構築のローカル･ミクロな政治過程と定義した。 
 
4-1-3. 課程 
 そこで、復興の過程が｢課程｣として措定されることとなった。この過程は、以下の 4
階梯を含むものとして課
．
程として表わされた。第一階梯は、いわゆる復興公共土木事業竣
工に向けて、その工程で一権利関係者･客体として位置付けられて処理されている自身の
位置づけに気づき、場合によってはそれに抗う住民運動を組織･展開していく段階である。 
第二階梯は、被災対応のゴールを自ら設定して、これに主体的･組織的･戦略的に関わり
つつ、その活動の中でいかほどかの生活再建を実現していく段階である。 
第三階梯は、こうした活動の中で駆使された組織戦略が、隣接被災地あるいはさらに時
空遠く他(未)被災地区に伝播して、その復興スタイルが外部で照会され修得･援用される段
階である。時空を超えた復興現場(そして場合によっては事前復興現場)で度々援用されること
でその汎用性が証明される。当初これに取り組んだ被災者は、ここまでの階梯を修得･修
了することで、自身の被災･復興経験をあらためて相対化することになり、その長い人生
経験が了解されて腑に落ちることとなる。 
そして第四階梯は、こうして立証･汎用化された復興スタイルとメニューが、以降の被
災地区復興で適用されうるものとして予め前例としてストックされたうえで、法制度化さ
れていく段階である。 
これら 4 つの階梯を、各階梯で古今内外に学び、主体的･戦略的に修得していく過程と
してとらえて、教育･教習機関で、一定期間に修得される学習･作業の範囲や順序を規程す
る｢課程｣(教職課程や自動車運転免許取得課程)に倣って復興課
．
程と表した。 
 
a) 上木場における｢地区｣｢復興｣｢課程｣ 
 このように解釈･既定された 3 つのターム、｢地区｣｢復興｣｢課程｣、の組み合わせによっ
て表出された上木場の現実は以下のようなものであった。 
上木場は火砕流に襲われて全域が焼失･埋没したことで、南上木場町内会、北上木場町
内会の二つの町内会を合わせてその基盤とし、そのエリア(｢地区｣)の被災住民の総意を担
保する地区組織としてこれを立ち上げて、｢『古里』での『生活再建』｣を模索していくこ
ととなった。彼らの大願は｢『古里』での『生活再建』｣と措定され、その組織名称に関し
ては口々に様々に発せられていたが(｢上木場再興実行委員会｣、｢上木場災害復興実行委員会｣、｢上
259 
 
木場地区復興実行委員会｣)、規約策定の段でその最大公約数の｢上木場復興実行委員会｣が採
られた(1991 年 7 月)。まだ、復興公共土木事業(国直轄事業としての土石流対策の大型砂防ダムの
建設)が構想(1992 年 2 月)される以前(被災直後)から、｢『古里』での『生活再建』｣を自らの
地区の｢復興｣と措定していた。そして、生活再建の諸メニューを委員会活動で抽出しつつ
同時にアンケートでその獲得優先順位等を確認･措定しつつ、少しずつ復興の階梯(課程･
第 1+2 階梯)を昇っていった。 
 
b) 安中三角地帯嵩上げにおける｢地区｣｢復興｣｢課程｣ 
被災から丸 3 年、ひととおりの成果を獲得して上木場復興実行委員会がその組織活動を
終えて解散する頃、その活動スタイルは上木場から隣接する水無川下流の安中地区に伝え
られた(課程･第 3階梯：伝播)。そのようにして上木場地区住民は、自らも旧･安中地区住民
として安中三角地帯嵩上げ事業の構想･事業化に参画し(課程･第 4階梯 a：公共事業の創案･事
業化)、これの完遂に尽力した。被災から 10 年目、同嵩上げ事業は竣工して、そのノウハ
ウは次の被災地に伝えられていくこととなる。 
 
c) 復興の極意、その本日的戦略的スタイルの伝播 
そして被災 10 年目、こうした組織活動の成果は、その 10 年分の復興メニュー獲得の
ノウハウを盛り込んで一冊の書籍にまとめられて、次の噴火災害復興の現場(2000 年･北海
道有珠山、東京都三宅島)に伝えられた(書籍『雲仙･普賢岳噴火災害を体験して』)(課程･第 3階梯：伝
播)。これは安中(水無川上流の上木場を含む安中地区)にとっては、噴火被災直後の 1991 年に、
過去の噴火災害復興(1977 年)の極意を北海道有珠山の地元(虻田町)から伝えてもらったこ
との返礼にもあたる。 
 そして上木場の｢地区｣｢復興｣｢課程｣の知見･履歴は、一つの地区復興スタイルの典型と
して記録化されたところで、総体として、時空を超えてひろく伝播･普及していくことと
なる。 
 
d) 被災者生活再建支援法制定における｢地区｣｢復興｣｢課程｣ 
20 世紀末、この時期にはまた、被災者の生活再建を後ろ支えする新たな法律｢被災者生
活支援法｣(1998 年)が制定されることとなった(課程･第 4階梯 b：法制度制定の実現)。これは直
接的には阪神･淡路大震災(1995 年)の被災者支援の欠落点を教訓とするものではあるが、そ
の背景･前提には、雲仙･普賢岳噴火災害において国の現行法制度の支援では成し遂げられ
なかった個人補償の壁を乗り越えるための地元の創意工夫(県が復興基金を創設してその利子
を運用してこれに充てた)の履歴とその妥当性がひろく照会されて認められてきた経緯があ
る。上木場の組織活動で申し立てられて実現した諸生活再建メニューは、その実現に際し
てはこの復興基金が投入されたが、これはそもそも国が補償してしかるべきものとして、
後にそのことが認められて、同法で規定されることとなった。 
 
e) 軸ずらし･物語復興における｢地区｣｢復興｣｢課程｣：(雲仙から中越へ) 
 過疎･高齢化の進む(限界集落とまで言われた)新潟県中越地震(2004 年)の被災地･山古志村か
らは、災害因が同じ地震だということで阪神･淡路大震災(1995 年)の都市インフラ再構築の
知見が求められることはなく、地方農漁村の集落移転･基盤再整備の知見が求められたこ
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とから、雲仙(1991年)や奥尻(1993年)から対応事例の数々が伝えられた(課程･第3階梯：伝播)。
そこではまた、治山に関わる復興公共土木事業のエリア設定(｢地区｣)、事業関係者の合意
調達における専門的な外部支援者の位置づけ･役割(課程･第 2階梯：｢復興｣スタイル)とととも
に、同事業を長年懸案の過疎対策に効果的に接続していこうとする際のノウハウが伝えら
れた。 
 
f) 地区防災計画における｢地区｣｢復興｣｢課程｣ 
 リスクを共有する住民が集って独自にエリア(｢地区｣)を設定して、そこで防災を考えるコ
ミュニティ防災活動が盛んになってきている。その際には、発想･構想を法定計画である地
域防災計画に載せていくために、地区で民主的･科学的に検討を重ねてきたことを顕してお
く必要がある。議事録の作成･蓄積、さらにそれに加えて科学的調査データの集計･解析･添
付の意義とノウハウ2に関することであるが、これについては、｢上木場スタイル｣として本
論文で詳述してきた事柄がそれに該当し(課程･第 2階梯｢復興｣スタイル、第 3階梯：伝播)、そこ
での取り組みのスタイルは被災地支援活動の研究実践(火山ネットや日本災害復興学会の車座ト
ークなど)を介して、現在、地区防災計画学会および内閣府･地区防災計画モデル地区事業の
もと全国的なひろがりをみている。 
                                                   
2 科学的調査データの蓄積については、昨今、その手法の一つに｢ワークショップ｣の活動実績もそこに
含まれて考えられている。付与された状況に対する率直な意思表示を検討して解を導いていくワークシ
ョップ技法が昨今では各方面で盛んに重ねられているが、四半世紀前、同手法が普及する以前は、例え
ば、本論文で触れたような上木場で工夫して設置･開催されたミニ集会(夜毎の地区寄り合い･勉強会･一
次的合意形成の機会)がこれに相当するものであった。 
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4-2. 復興課程のガバナンス 
 
 本論文では被災地復興過程を｢地区復興課程｣ととらえて、｢被災者たる従前居住者の主
体的取り組みによる生活再建の道筋とその成果｣としてあらわされる｢復興｣(課程･第二階
梯)を検討してきた。被災者たる従前居住者自身が公共事業を創案･事業化したり(課程･第 4
階梯 a：公共事業の創案･事業化)、さらには必要とする彼の地に自ら伝えてこれが照会･援用
されて実績として重ねられることで、以降の被災地区復興に予め適用されうるメニュー=
前例としてストックされたうえで法制度化されてきた(課程･第 4 階梯 b：法制度制定の実現)。 
 本節では、こうした主体的取り組みの事業化、法制度化の位相について社会学的な検討
を加えていく。 
 
4-2-1. 復興におけるソーシャル･キャピタルとレジリエンス 
 こうした被災者たる従前居住者の主体的取り組み(課程･第二階梯)やその伝播(第三階梯)、
制度化(第四階梯)は、被災地内外の様々な関係性のもと実現してきた。社会学ではそうした
関係性をソーシャル･キャピタルとしてとらえてきた。 
 東日本大震災前後に来日して、各国の大災害からの復興におけるソーシャル･キャピタ
ル3の役割について事例を挙げつつ統計的検証を行った D.アルドリッチは、｢デモや騒動
など社会運動の発生件数が多く、投票率が高い区域ほど｣(関東大震災)、｢NPO や街づくり
組織が多くあるところほど｣(阪神･淡路大震災)、｢結婚式や葬式などの件数、行事に加わる機
会が多いほど｣(インド洋大津波)、｢投票率の高い区域ほど｣(ハリケーン･カトリーナ)、被災後の
人口回復が早いことを析出した(D.アルドリッチ,2012=2013)。復興をソーシャル･キャピタル
が発動することによる人口回復としてとらえた。その上で、ソーシャル･キャピタルとレ
ジリエンスの連関について、 
 
1 カ所に長く暮らせば、その土地と人々への愛着が生まれ、地元の課題に一緒に取り組む経験も
増えます。地域社会への信頼感も強まっていく。そういうもの全体がソーシャル・キャピタルを育
み、レジリエンス(復元力)のある、災害に強い街をつくるのです(｢インタビュー：生活を復元する
力｣『朝日新聞』2013.4.20)、 
 
と、あらわした。この両概念の連関については、 
 
特定のコミュニティの一員が逆境から立ち直る力(下線筆者)は，良好に機能する社会的ネットワ
ーク(友人，家族，宗教団体，地域団体，充実した職場，行政による支援やサービスを利用できる
環境)によって強化される(Zolli and Healy, 2012=2013: 170)。 
 
                                                   
3 相互便益のために協働や連携を促進するネットワーク、規範、社会信頼(Putnam,1995=2006)。アル
ドリッチは、ソーシャル･キャピタルをボンディング(住民間のより深い信頼と広範な規範の共有)、ブリ
ッジング(社会的集団の枠を越えて緩やかに結ばれているつながり)、リンキング(社会的権力･権威の枠を
越えて混じり合う敬意･信頼関係)の 3 つのカテゴリーに分類して、それぞれのタイプのソーシャル･キャ
ピタルが機能(逆機能)する被災現場の諸事象を例示して、その効果(弊害)を詳述している。 
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と言われて、被災から立ち直る力(復元力)は豊富なソーシャル･キャピタルのもと醸成され
るととらえられてきた。 
 本論文ではこうして表される諸関係性について、その具体的な作用の現場の実際を、上
木場を証左に詳述してきたところである。そこでここからは、復興課程における従前居住
者の主体的参画の実像をガバナンス論として社会学的に検討を加えていくこととする。ガ
バナンスは、政府による法的拘束力のある統治システムとしてのガバメントとは別に、当
該事象の利害関係者が主体的に関与して進める意思決定、合意形成のシステムである。そ
こでのガバナビリティに関して、これをもっぱら国家や政府としての公共セクターが担う
のではなく、民間(非)営利セクターも分担するという昨今の事態の進行を背景にして、こ
の点をめぐって、国家と政府がコアとなり、政治行政システム内部の改革によってガバナ
ンス問題を解決できると考える修正タイプの新制度論に対して、市民社会を構成する多様
なアクターとしてのステークホルダーの存在に着目して、そのネットワークの形成によっ
てガバナンスの内実を向上させていこうとする政策ネットワークのニュー･ガバナンス論
がある。両者の考え方は｢ガバメントによるガバナンス｣か｢ガバメントを包摂するガバナ
ンスか｣(山本, 2005)に分けて考えることができるが、本論文では後者にシンパシィを感じ
ていて、事例分析を進めてきた。そこでは独自にエリアと課題を設定して民主的組織が創
設されて、外部資源を積極的･戦略的に導入しながら課題解決に邁進する、そうした視角
で上木場･安中の事例が解釈された。以下でそうした地区活動で把握されたガバナンスの
実例を地域社会学領域の公共性論で検討していくこととする。 
 
4-2-2. ｢地域から生まれる公共性｣でとらえる地区復興課程 
a) 小さな小文字の公共性：上木場スタイル･安中三角地帯嵩上げ事業 
 田中, 2010 は地域社会において共同性から公共性が創造されるプロセスを説き、これを
実証的に捉えるための概念枠組みとして、｢大きな公共性｣と｢小さな公共性｣、｢大文字の
公共性｣と｢小文字の公共性｣(田中, 2010: 260)を提出した。本節では、雲仙･普賢岳噴火災害
の直接被災地･上木場地区において、被災者たる従前居住者の主体的取り組みによる生活
再建の｢道筋とその成果｣としてあらわされる｢復興｣(課程･第二階梯)を検討してきた。その
限りにおいて、田中の説く地域的共同性把握の諸レベル(根元的共同性→場の共同性→自覚的共
同性→目的的共同性)の中で、目的的共同性の次元でこうした復興への取り組みが重ねられて
きていることと位置づけて、そこから議論を始めたい。 
ちなみに、田中の説く｢共同性のレベル｣は以下の通りである。まず、｢人間の存在にと
っての根元的な共同性｣において｢一定の空間･場所において成立する‘場の共同性(潜在的
な共同性)’｣があって、そこで｢共同の利害関係の自覚に基づいて｣、すなわち、｢場の共同
性が自覚化を経て‘自覚的な共同性’が成立｣し、この‘自覚的な共同性’のなかで明確
な目的を持って｢行動化｣する｢目的的な共同性｣(田中, 2010: 64-71)が措定される。 
96 世帯 404 人の長閑な上木場集落(根元的な共同性)が火砕流被害にあって、仮設住宅で
の避難生活を乗り切ろうと｢お世話団体｣(場の共同性／潜在的な共同性)として創設された上
木場復興実行委員会が、被災集落の集団移転の可否･是非を巡る論争をかわきりに｢古里で
の生活再建｣を模索する復興団体へと変容して(自覚的な共同性)、生活再建メニュー獲得に
向けての組織活動を展開していった(行動化する目的的な共同性)。 
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図 4-1 潜在的共同性･自覚的共同性･目的的共同性 
出典：田中,2010: 71 
図 4-2 小さい－大きい、大文字の－小文字の公
共性の移行パターン 
出典：田中,2010: 174 
図 4-3 ｢大文字－小文字｣と小さな公共性 
の相互関係 
出典：田中,2010: 175 
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 そして田中は、共同性と公共性(大きな･大文字の／小さな･小文字の‘公共性’)の連関を以下の
ように説く。 
 
 地域社会の共同性が｢小さい小文字の公共性｣として提唱されるようになり、政策的公準として制
度化されることによって｢小さい大文字の公共性｣となってゆく…。次にこの地域社会のなかで生み
出された公共性が、全国レベルの｢大きな小文字の公共性｣となって提唱されてゆくことによって、
最終的に｢大きな大文字の公共性｣となって政府の政策に取り上げられる。公共性の創出が以上の経
路とは別のプロセスを示すこともあり、それは、各地の｢小さな小文字の公共性｣が集まって｢大き
な小文字の公共性｣の提唱となり、最終的に｢大きな大文字の公共性｣をつくりだす…(田中, 2010: 
173-174)。 
 
 これに倣って上木場スタイルの｢伝播｣から｢公共事業の創案･事業化｣(復興課程･第 3 階梯)
を考えてみる。上木場スタイルを伝えられてこれを体得･実装した安中地区では、被災者
有志が安中三角地帯嵩上げ事業を夢想した。この夢物語は毎夜の地区勉強会を経て次第に
精緻化されて安中地区で広がり、了解を取り付けつつ事業構想となって、安中地区町内会
連絡協議会を母胎として事業要望書として島原市に提出されるなどした。当初は煙たがり
被災者の不穏な動きと見ていた島原市ではあるが、まずはこのうねりが身近な議員を介し
て市議会で取り上げられて認知されて、市長を通じて県･国の機関に打診して感触が探ら
れた。そして地区と市が協働して安中三角地帯嵩上推進協議会を発足させた。島原市が協
議会の事務局を担うこととなり、関係 8 町内会の代表 38 人が参加して、顧問に県･市議
会議員、それに建設省がこれに加わった。国(建設省)が参加する協議会の事業となった。
協議会では三角地帯の全地権者の同意を取り付ける作業を分担することとし、市では事務
局･事業主体として県･国の機関との計画調整に就きながら、事業発注･経理等管理業務を
担う島原土地開発公社を位置づけて事業体制を整えた。こうして被災者有志の夢物語は、
市との協働を経て協議会の創設につながり、通常の公共土木事業と同型の事業形態として
施工されることとなった。 
 上木場スタイルで組み上げられた安中三角地帯嵩上げ事業は、被災者の夢想から公共土
木事業としての位置づけ･施行形態を獲得した。｢小さな小文字の公共性｣が一つ、作動し
た。本来、公共事業とは、こうした動機、組み上げられ方をしたものを言うのだろう。こ
の点、長谷川は、宮本, 1982 を引用しつつ以下のように指摘する。 
 
「公共事業」とは、端的には政府または地方自治体の予算で行う事業である。…あるべき公共性は、
社会的有用性に加えて、周辺住民などの基本的人権を侵害せず、周辺住民の合意･決定過程への参加など
を含む民主的な手続きによるものでなければならない(宮本, 1982)。…このような当為としての規範的公
共性と上からの権力的な公共性との分裂という事態が、日本においては今日まで持続してきた。…公共
性は本来、事業者側からの公共事業の正当化の論理として一方的に主張され規定されるべきものではな
く、当該事業の社会的有用性や計画の妥当性、計画決定の手続きに関して社会的合意が得られるような
ものでなければならない(長谷川, 2000: 444-445)。 
 
政府の公共性の独占状態によってもたらされてきた不幸、すなわち、｢公共性｣という言
葉が事業を正当化し外部からの批判を寄せつけず、公害対策や被害者救済などを免責し、
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これらへの対応を拒むシンボルとしてマジックワード的に用いられて、裁判所も多くの場
合これを追認してきた(長谷川, 2000: 444)…という事実、これを長谷川は告発する。 
 そして、公共事業の社会的有用性や計画の妥当性、計画決定の手続きに関して得られる
べき社会的合意の要点として以下((1)～(3)･(a)～(i))をあげて、 
 
(1)広範な社会的有用性とともに、   土石流災害の克服 
(2)環境破壊をともなわないこと、   被災農地を取り戻す 
(3)社会的合意が得られること    住民の総意をもとに構想 
 
が、公共事業が備えるべき要件であり、そのためには、 
 
(a)代替案の検討を含めて、    土砂不足懸念へは長期的視点を要請 
(b)情報公開のもとで、    公開シンポ、特別 TV 番組作成 
(c)すべての利害当事者が、     
(d)事前の、できるだけ早期の段階から、          当該｢地区｣内全世帯の同意取り付け 
(e)計画決定過程で、 
(f)それぞれの利害を主張し、公論を表明しあうことが必要、 ミニ集会、毎晩の地区勉強会 
(g)透明性と説明責任、社会的公正と効率性、 
(h)自然環境への影響や、    生態系復元を含むジオパーク構想へ 
(i)社会的･経済的･文化的影響が精確に予測。  農業復興、住宅再建、災害文化伝承 
 
これらの要件のいずれかを欠く場合には、当該事業は公共性を満たしていないと断罪する
(長谷川, 2000: 445)。 
 上木場スタイルをもとに組み上げた安中三角地帯嵩上げ事業は、そもそも被災からの生
活再建を希求する住民の総意を担保する地区住民団体をベースに構想されてきたもので、
この事業構想の中に市行政サイドが公共性を見いだして参加してきて(市が住民を動員した
のではなく、住民組織に市が参加してきた。住民参加ではなく行政参加)、最終的に従来の公共土木
事業と同じ形態の事業として協働して組み上げてきた経緯があり、土地開発公社をコアに
した嵩上げマジックと言われる事業収支システムを組み上げて、結果として全て｢自治体
の予算で行う事業｣となっている。 
 したがって、上記(a)～(i)項目は当然ながら全てクリアされている(上記(a)～(i)の右側に、
その証左を記した)。 
 
さて、上木場スタイルで組み上げられた安中三角地帯嵩上げ事業(地区住民創案の公共土木
事業)はその後、伝播して被災各地で地区復興事例として重ねられて、そのあり方が討論さ
れて政策的公準として展開(｢大文字の公共性｣へ)を見ているのであろうか。本論文では、上
木場スタイルが災害因の異同を超えて全国展開しつつある事例(大きな小文字の公共性)とし
て、火山市民ネットや日本災害復興学会の車座トークなどの現地活動実績をその一端とし
て示してきた。また、上述のように、被災者生活再建支援法制定の際に前例として位置づ
けられてきたこと、あるいは地区防災計画制度の地元からの提案に際して、基盤組織の設
置と議事運営の基本的スタイルとして例示されてきたことなどをあげて、法制度化への展
開についても、その一部を示した。しかしながら、事業の水平展開と法制度化は十分に論
証しきれているとはいえない。今後の課題である。 
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b) ｢公共性を獲得した政策｣の陰 
 本論文では上木場･安中の取り組みを精査しつつも、この｢小さな小文字の公共性｣が水
平展開して法制度化される道筋までは十分に記すことができていない。そこでここではそ
の展開の難しさについて、｢公共性を獲得した政策｣の陰について、すなわち、大文字の公
共性への移行の難しさについて、一点、検討しておくこととする。 
 田中が｢典型的な小さな公共性｣の一例としてあげている真野の事例(田中, 2010: 172-173)
から派生する出来事について考えてみる。真野のまちづくりの取り組みの経緯、その震災
復興時の異彩については、本論文でも｢結果防災｣(あるいはレジリエンス)の具体例として詳
述した(第 1 章･第 2 節(2))。真野のまちづくりの取り組みでは、1960 年代に地区で刈藻喘息
に取り組む衛生組合を母胎とした自主的なまちづくり組織｢真野同志会｣に始まる。この公
害反対運動は生活環境改善運動につながって(1970 年代)、住宅老朽化対応、子どもの遊び
場･公園整備、集会施設･保育施設など近隣施設建設を進めた。ちょうど同時期に、都市計
画法が改正(1980 年)されて、そこで設けられた｢地区計画制度｣(いわゆる小さな都市計画)のモ
デル地区第一号に真野地区が指定されることとなった。神戸市はこれを契機に｢まちづく
り条例｣(1981 年)を制定して、真野地区は同条例にもとづく｢まちづくり協議会｣に認定さ
れて、本確的な｢まちづくり構想｣策定作業にかかることとなった(法定拘束力を持つ｢真野地
区地区計画｣公示は 1982 年秋)。 
 こうして真野を前例･模範として、全国に｢まちづくり｣の仕組みとしての｢まちづくり協
議会｣システムが普及することとなった。真野地区は独自の履歴をもとに｢小さな小文字の
公共性｣を体現してみせた。しかしながらその他、全国各地区にとっては、土地区画整理
事業などの公共事業が行政当局によって企画されると、その合意形成の受け皿として町内
会等を基盤としたまちづくり協議会が後添えされて、そこでゼネコン系土木･都市計画コ
ンサルタント等によってワークショップが行われ、深刻な各種意見も適宜そこで紹介(ガ
ス抜き)されて、合意形成に向けての努力が払われたこととされて、事業は竣工する。従来
の土地区画整理事業への異論や反対運動はこれで論理的に封殺可能となった。真野地区の
真意･履歴はそこには反映されていない。阪神･淡路大震災の黒地地区(大規模延焼地区の復興
都市計画事業対象地)には、このまちづくり協議会システムが被せられて、事業は粛々と進め
られた。これで従前居住者の生活再建が部分的に進められたところもあるが、人口回復が
被災前の半分以下という地区も散見される。寝耳に水(避難して住民不在)の復興都市計画事
業決定、と厳しく批判された現実である。しかしながら体裁･段取りとしては、まちづく
り協議会をベースにしてのワークショップが重ねられて、都市計画図書縦覧に際しての意
見書も提出されてこれが適切に審議されて(全て不採択となって)、民主的に復興事業が進め
られたこととなっている。そこで起こってしまったジェントリフィケーション、換言すれ
ば意図的に制度的に組み上げられた地価上昇･福祉コスト削減の復興都市計画事業で終の
棲家を追われた層から、これが災害復興における復興災害と糾弾されることとなった。 
大規模予算を投じ復興公共土木事業として瀟洒な区画が現出してジェントリフィケー
ションが完遂された(施工業者の目的は土木事業の竣工であって、従前居住者の生活再建ではない)。
このまちづくりシステムは、東日本大震災の津波被災地においてもそのまま適用されて、
その現場コーディネートには自治体間連携による職員派遣として阪神経験者が多く充て
られた。もちろん阪神の苦い経験を反省したうえでのこのたびの被災地支援となっている
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ところであろうが、支援対象はそこで行われている復興公共土木事業としての高台造成で
ある(従前居住者の生活再建のための住宅再建は含まれていない。それは復興公営住宅団地への誘導に
代えられていて、従前居住者の｢古里での生活再建｣は叶えられない：災害危険地域指定ゆえに)4。真野
では刈藻喘息のまちの再生、生活環境改善が進められただけ
．．
で、そのための地元住民自身
の参加する協議組織をまちづくり協議会と呼称していたに過ぎない。その後の｢まちづく
り協議会｣システムという｢公共性を獲得した政策｣展開で、全国各地で従前居住者が駆逐･
更新されながら、新しい(真野の思惑と履歴とは異なる)まちづくりの公共事業が展開している。 
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4-3. 復興課程研究の社会学的位相 
 
 地区復興課程研究は社会学領域にどのように位置づけられるのか、ここではこうした一
地区事例研究が社会学理論の検討へどのように貢献が可能なのか、考えておくこととする。 
 
4-3-1. ｢実践的志向の防災社会学｣から｢後衛の災害研究｣の意義を考える 
 当復興課程研究が進められていたまさにそのとき、阪神･淡路大震災(1995 年)が発生し
て、この震災に社会学はどう対峙すべきなのか、学会大会で検討が進められた。まずは震
災直後の関東社会学会大会(1995 年 6 月)で、｢社会学における二種類の災害研究｣(田中重好)
が、次いで、日本社会学会大会(1998 年 11 月)で｢震災研究と社会学｣(辻勝次)が報告･議論さ
れた。これらを踏まえて『阪神･淡路大震災の社会学 第 1～3 巻』(昭和堂, 1999)が刊行さ
れたが、田中の論点は同書において｢阪神･淡路大震災と社会学のパースペクティヴ｣(長田
攻一)に取り込まれて著された。 
 まず田中は、｢社会学における災害研究には二種類の研究がありうる。一つは防災研究
で、もう一つは防災という目的に拘束されない災害研究である｣(田中, 1995)として、 
 
それは、たとえば、発災時の生命の維持のために、個人はどう行動すべきであり、社会として被災
者にいかなる情報(命令を含む)を与え、どういったサービスや物資を提供すべきなのか、緊急社会
システム(危機対応組織のあり方など)のあり方、復旧･復興過程においてどういった社会制度が必要
となり、そのための被災地域住民間にいかなる合意が形成されなければならないのか、というもの
である。 
 
もう一つは、防災という目的は一時的に棚上げにして、災害という時間や社会的場面から社会学的
に意味のある事柄を発見するための研究である。防災という目的にとらわれずに、災害を契機とし
て｢みえてくる｣社会の特徴や構造を研究するものである。第二の研究は短期的には防災を目的には
しないが、長期的な防災を考える場合、重要な研究となる。 
 
と、社会学における二種類の災害研究を指摘した。 
 田中のこの指摘を長田は、｢災害の社会学的研究に内在的な 2 つの傾向｣と換言したう
えで、｢災害を巡る社会学の 4 つのパースペクティブ｣として敷衍した。早稲田グループ
で秋元のもと、米国災害社会学の先行研究の輪読･解題に参加してきた長田は、米国災害
社会学の時間的空間的把握の諸研究をひもときながら、｢災害の分析は必然的に社会シス
テムの変容分析を視野に含めていること｣(長田, 1999: 323-324)を指摘して、災害の社会学的
内容に内在的な傾向の一つとして社会システム変動過程論をあげる。そして、災害によっ
て既存の社会学理論(例えば社会変動論)へ研究素材が提供されていることを指摘しつつ、｢他
方、社会学が災害過程の客観的メカニズムを把握するばかりではなく、災害にたいする社
会の脆弱性を克服するための実践的課題にこたえていこうとする志向をもつこと｣(長田, 
1999: 324-325)を指摘して、いわゆる｢防災社会学｣的思考を持つことに触れて、｢地震予知
への社会的反応｣に関する研究や｢都市の防災力に関する研究｣などを例示する(長田, 1999: 
324)。 
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 そして前者、すなわち災害を研究素材としてきた社会変動論などの理論化志向の側面に
着目して、 
 
災害の社会学は、｢災害を研究対象とする社会学｣と、｢災害を研究素材とする社会学｣の 2 つのパ
ースペクティブが区別できるように思われる。｢災害を研究対象とする社会学｣は、｢災害を研究素
材とする社会学｣への貴重な素材を提供するものとして考えることができるのにたいし、｢災害を研
究素材とする社会学｣は、災害の非日常性に注目し、災害を研究素材として、あるいは災害を社会
学の実験場として、これまで見落としてきたり潜在していた社会の矛盾やそのメカニズムを顕在化
させ、既存の社会学理論の枠組みをみなおしていく志向をもっており、災害を既存のあらゆる社会
学と結びつける可能性をもっている(長田, 1999: 325)。 
 
として、理論化志向の研究を(実践的志向の防災社会学に対して)｢災害社会学｣と｢災害の個別社
会学研究｣に腑分けした。さらに、｢災害を研究素材とする社会学｣では、 
 
災害を素材として既存理論のみなおしをめざす｢理論研究｣(たとえば、災害に注目して地域社会学
や社会変動論の枠組みをみなおしていく試みなど)と、災害問題によって浮き彫りにされた地域社
会の矛盾の解決をめざす社会学、すなわち、災害を素材としてまちづくりや政策論的･社会計画論
的な提言を行っていくような実践的研究とが区別(長田, 1999: 325) 
 
されるとして、こうして災害をめぐる社会学の 4 つのパースェクティブが措定された(表
4-1)。 
 
表 4-1 災害を巡る社会学の 4 つのパースペクティブ 
 
  理論化志向 実践的志向 
災害を研究対象とする社会学 災害社会学 防災社会学 
災害を研究素材とする社会学 
個別社会学研究 実践的社会学 
地域、階層、家族、民族、 まちづくり、社会運動、 
社会変動ほか 社会計画ほか 
出典：長田,1999: 325 
 
 こうした災害に対峙する社会学研究の付置は『阪神･淡路大震災の社会学 第 1～3 巻』
の最終章において、｢震災研究と社会学｣(辻勝次)として中間総括されて、｢実証社会学への
示唆｣として、以下の 4 項目(A～D)として、その展開課題が示唆された。 
｢A. 既存研究の継承」として、災害現象を分析的に家族、地域、労働、福祉等々の個別
現象に分解してとらえて、当面は従来の連字符社会学の区分に従って、その課題設定と方
法とによって研究を蓄積していくこと。 
｢B. 中範囲の一般化｣として、今回の震災研究で数多くなされたモノグラフの中間的総
括へ向けた中範囲の一般化。 
｢C. 総合化への志向｣として、上記のような個別現象への分解と同時に、種々の要因が
複合的に作用したところで把握される個別領域を超えた全体的な総合現象としての把握。 
｢D. 研究の客観性と実践性｣として、たんなる観察者にとどまりえない状態におかれた
社会学者が切実に経験した実践課題の解決と学術的な客観主義との相克(社会調査における
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客観性と実践性という問題)をもとにしたアクションリサーチの立場と手法の再評価(辻, 1999: 
350-351)。 
 そこでは、社会学会としての中間総括として、同震災に対峙した数多くの実証的研究を
労うとともに、｢社会学にとっても震災研究は，理論や方法に革命的な革新を一気にもた
らしはしなかった｣ことが厳しく付言された(辻, 1999: 350)。 
田中はこのことに関して、防災社会工学領域から災害の社会学的実証研究に投げかけら
れた期待(あるいは最も厳しい批判)としての檄、｢被災地で社会学は何の役にも立っていない｣
を受けて、上記の関東社会学会での報告およびそれを敷衍した長田論文に次いで、｢阪神
淡路大震災研究から都市研究へ｣(田中,2001)を著して、｢後衛の狭義の災害研究｣の重要性を
あげている。前衛に対する後衛が論じられる。 
｢前衛の災害研究｣では、被災場面の実態として、緊急時の社会的対応、災害復旧過程が
精査されるが、｢後衛の災害研究｣では｢災害を、被災の場面に限定させず、発災を中心と
した短期に限定せず、さらに、災害を人々の日常生活の全体性の中で研究する｣(田中, 2001: 
144)ことを指す。災害が発生すると社会的関心が高まり、メディアを通した｢間接的被災
体験｣に基づく｢災害文化｣も高揚するが、その後それは逓減していく(｢中折れ現象｣)。これ
は人々の｢しかしながら自身としては‘なすすべがない’｣という無力感によるもので、｢個
人としては十分対処することができない｣とするならば、｢行政や社会への働きかけによっ
て、個人的な対応の限界を突き破る｣という形の議論にしていかなくてはならないハズで
あるのに、なぜ、そう向かないのか。田中は、 
 
大災害への対応は個人レベルだけで完結するものではない。それにもかかわらず、個人レベルの、
しかも、短期的な･｢やりやすい｣･｢コストのかからない｣局面にのみ限定されている。本来、個人、
コミュニティ、組織、社会がそれぞれの役割を分担することによって、よりよく災害に対処できる
のである。しかも、各社会主体が即座に対処できるのではなく、長期的に対処する。こうした意味
で、災害文化の担い手を、個人からコミュニティへ、さらに組織や全体社会へ拡大していくことが
必要となる(田中, 1999: 111-112)。 
 
と、指摘して、しかしながら現実には、こうした｢後衛の災害研究(対応)｣が進展するので
はなく、すなわち総合的な防災学が展開するのではなく、｢直接被害に含まれる社会イン
フラや建物の復旧に巨額な資金が提供された結果、エンジニアリングの分野の研究課題が
多くなって、また被害抑止中心の防災に考え方に戻りつつあ｣(河田, 1998: 339)って、すな
わち、｢前衛の災害研究｣に戻りつつあることを懸念する。 
 そして、｢防災という目的に直接的に役立つ｣と判断することに限定せず、日常の生活と
の関連性に着目することが必要であるとして、｢災害を、被災の場面に限定させず、発災
を中心とした短期間に限定せず｣、｢災害研究の対象とする時間のスパンを、発災以前の方
向にも、発災後の方向にも拡張することが必要である｣ことを強調し、その上で、｢人文社
会系の研究と自然科学･工学系の研究との連携の必要性｣を強調して、｢後衛の災害研究｣
の意義を説く(田中, 1999: 99)。 
 本論文で扱ってきたところに重ね合わせてみると、復興体験として伝播された地区復興
課程の履歴を、データとして渉猟･吸収して、自地区の事前復興に資する(地区防災計画づく
り)地区事例が現れてきていることが想起されよう。阪神･淡路大震災を経て全国に同様の
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被害を産み出す数千もの活断層があることがわかってきて、また東日本大震災を経て同規
模以上のより広範囲に被害の及ぶ南海トラフ地震の発生が予測されて、全国各地で自地区
の被災態様を独自に様々に想定して、古今内外の被災対応事例に学ぶ動きが重層してきて
いる。20 世紀末に田中が懸念した災害文化の｢中折れ現象｣は、もしかしたら今、再び、
右肩上がりになりつつあるのかもしれない。そうした傾向に期待しつつこれを後押しする
ためにも、被災対応知見データベースの展開(復興課程･第 3 階梯：伝播)と、そのための専門
支援システムの充実は欠かせないところだと考える。 
 さらに田中は東日本大震災を経て、従前の防災対策パラダイムの転換を求めている。そ
こでは、従来の防災対策パラダイムが、①科学主義、②想定外力の向上、③行政中心の防
災対策、④中央集権的な防災対策という特徴を保持するものとして説明されて、①･②が
｢科学｣領域、③･④が｢社会｣の課題と位置づけられて、その連関および｢社会｣領域の認識
枠組みの転換の必要性を指摘する。具体的には例えば避難行動という局面を事例にあげて、 
 
津波からの避難対策おいて中心の課題は「行政やマスコミから警報をどう伝達するか」ではなく、
｢住民(情報の受け手)が、どういう社会的状況のなかで最適な避難ができるか｣を考察することを通
して、｢集合的あるいは組織的な最適な状況をつくりだすにはどうしたらいいのか｣を考えることが
必要であることが分かる。さらに、情報についてだけ見ていっても、以上のモデルを前提とするな
らば、情報を｢上から｣｢行政を通して｣与えるという発想から、情報を｢地域のなかで｣｢自分たちで
(自分だけではない)｣判断して行動するという発想へと転換する必要がある(田中,2014: 381-383)。 
 
と説く。 
 こうした｢地域のなかで｣｢自分たちで(自分だけではない)｣判断して行動するという発想の
具体的顕現の事例として、地区防災計画策定に取り組みだした各地の諸事例を位置づけて
おきたい。 
田中重好, 2014, ｢東日本大震災を踏まえた防災パラダイム転換｣『社会学評論』Vol64, No.3 
 
4-3-2. 社会変動の主格形成に向けて 
 ｢後衛の災害研究｣は｢後衛｣という字面･語感から、被災現場の最前線からは一歩退いた
ところでの社会学的調査研究として誤読されやすいが、上述のようにその社会学的発想は
それとは真逆で、(災害に関連させた)社会変革への主体的取り組みの見取り図を描くことに
あった。そこでは災害事象対応に限定せずに、災害が起こりうる社会のあり方、その認識
のあり方への静かで広い総合的取り組みが構想される。社会変動(の一態様としての災害)へ
の主体的参画のバリエーションを醸成･展開しようとする社会学的研究実践である。 
社会変動の主体に関する検討は、社会学領域では古くは、社会機構･構造分析(社会変革
における生活過程分析)であったり(布施･岩城･小林, 1974)、参加的･自治的運動論としてのコミ
ュニティ論(奥田, 1983)であったり、地域社会の構造的付置関連のもと措定される課題の解
決主体(再活性化した伝統的地域集団によるまちづくりを含む)の研究(松原･似田貝, 1976)であった
りと、地域社会学における住民運動論、社会変動の主体論としてその蓄積が厚い。 
 本論文では従前居住者たる被災者自身がそこでの生活再建を希求して組織活動に主体
的に取り組み、その課程で(少しずつ)生活再建メニューを獲得しつつ、伝播と制度化を介し
て(防災)社会構築の能動的取り組みの体制と智恵を広く流布させていく様を、そしてさら
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に、非(未)被災地においてもそれらを渉猟･摂取して(事前復興、地区防災計画づくりのもとに)
防災社会構築に踏み出している様を、僅かながら描いてきた。そこでは、被災者が滅菌･
平準化された近代的街並みの現出(そしてそこから自らが駆逐されるジェントリフィケーション)
を望むのではなく、従前の濃密な社会関係(固有の地域性･歴史性のもと成立していた生活におけ
る諸関係)を取り戻すべく、公民館などのローカルな拠り所(施設･装置)を介して人財を再発
見しつつ、公権力･当局との対抗を超えたところで協調して、公共事業を創案･企画･竣工
させる新たな住民運動の位相が確認されてきた。社会変動の主格と動態の新たな可能性が、
復興課程研究によって見えてきたのではないだろうか。 
 東日本大震災を経て社会学領域では、被災地域の再生とそのための社会変革主体の形成
のありかたが検討されている。そこでは｢社会の現状の中に改善するべき問題群を見出し、
変革志向性を有する個人主体や集団主体が、その解決のために自分の有する資源･労力の
投入を始めること｣(舩橋, 2014: 345-346)の意義が説かれ、そのための公論形成の場、公共圏
の布置が論じられている。地区復興課程の履歴とスタイルの伝播を基礎に据えた防災社会
構築への取り組みの数々を、こうした(事前)復興に向けた既存の防災対策パラダイムの転
換の事例として、社会学的に抽象的に検討を加えていくことを、すぐ次の課題に位置づけ
て本研究を閉じることとする。 
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むすび：本研究の結論(知見と課題) 
 
 
 
 本論文では、雲仙･普賢岳噴火災害･直接被災地=上木場の地区復興課程を精査してきた。 
 本論文で検討してきたところで得られた知見は以下の 8 点に要約できる。 
 
(1) 生活再建を対象として実証的実践的に企画･実施された社会学的な研究が、米国災害
社会学の照会･輸入に先立ち、あるいはこれと時期的に並行して、日本には分厚く蓄積さ
れていることを、本研究では特に指摘して再評価した。 
 
(2) ｢復興｣を公共土木事業(復興都市計画事業など)の竣工過程としてのみとらえるのではな
く、そこに生活を賭ける被災者の生活再建模索過程としてとらえて再検討することで、作
為阻止型･要求型住民運動とは異なる、復興に向けた協調的な組織活動の実相が把握され
た。 
 
(3) 上木場復興実行委員会の組織活動を詳細に再構成するところから、上木場スタイル
が抽出された。それは具体的には、①地区住民の総意を担保した民主的組織の創設、②復
興に向けたスローガンの設定(｢古里｣での｢生活再建｣)、③科学的調査の実施、④データに基
づく要望書の作成、⑤組織交渉としての文書授受スタイルの徹底、⑥詳細な活動記録、⑦
知見･成果のとりまとめと伝播、である。この①～⑤の過程が状況に即して繰り返されて、
⑥それが緻密な記録として残され、⑦そうした記録が後の被災地に伝えられて修得された。 
 
(4) 上木場では外部資源(専門ボランティア)の参画を促して、これを取り込み援用して、マ
ルチステークホルダーで復興体制を組み上げた。上木場スタイルの対行政組織交渉では、
したがって、対決型ではなく協調型の、ともに復興の光明･道筋を探るスタンスの協働が
おこなわれて、市町役場もステークホルダーの一角に位置づけられた。 
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(5) こうしたスタイル･戦略がありうることが、いくつかの被災地区復興に携わった社会
(工)学的研究実践者によって敷衍されて、学会の研究実践活動として蓄積をみている(地域
安全学会、日本災害復興学会、日本災害情報学会、地区防災計画学会)。 
 
(6) 社会学領域においては、地域社会学的公共性論の理論的検討の展開を受けて、これ
の具体的実証例が求められているところで、上木場スタイルはその一例として示された。
地域社会学的公共性論の言説を敷衍して、グラスルーツの、地区住民サイドから組み上げ
ていく諸事業、例えば上木場･安中では三角地帯嵩上事業などがそれに該当するが、そこ
から公共性を読みとり、｢地区住民が組み上げる公共事業｣(お上が投下する公共事業ではなく)
を析出した。 
 
(7) 社会調査、方法論的検討の視角として、視角をずらすことで見えてくる復興の実相
があること((2)から)がわかったこと、しかしながら、そうして把握しうる現象にいかに対
峙するかという、対象への介入に位相については、社会学的調査論ではある一線を踏み越
える議論とそれを踏まえた研究教育実践の難しさがある。本研究ではアクションリサーチ
を照会したが、これは臨床心理学領域でカウンセリングを学び教える課程ではありうる
(研究･教育)方法論であるが、これが地域社会学の現地調査実習での履修学生への指導内容
としては、調査(教育)方法論は確立していない。 
 
(8) こうしたことを含めて、本論文の知見とともに把握される研究の限界と課題は以下
のとおり。 
まず、具体的な復興事例を、個々の被災者の生活再建のモノグラフとして詳述するに至
っていない。個々の復興主体のプライバシーに関わる内容を扱わなければならなかったこ
とから、人の代わりに地区を採って、地区復興の成果として、これを組織活動を主格にし
た活動の展開･成果獲得のプロセスとして描くにとどまった。そこで、上木場復興の検討
対象時期を、上木場復興実行委員会の組織活動の終焉(同組織の解散)までとした。しかしな
がら実際は、個々の世帯は手にした各種補償金等を組み上げ駆使して、住宅再建をはじめ
生業転換を含めた生活再建に取り組んできている。手許には個別ヒアリングで得たかなり
に詳細な個別世帯の生活再建事情が、金銭データなどとともに控えてあるが、これはまだ
活字にして世に問う許可は取り付けていない。同様の事情が筆者の研究者周辺にも散見さ
れるが、例えば｢車座トーク｣などで、その場限りでご本人を含む関係者間でのみで閲覧さ
れるにとどまっている。最大限披瀝したものとしては、『雲仙･普賢岳噴火災害を体験し
て』の中で、損害保険金獲得のノウハウが記されたにとどまる。 
 したがって、こうした生活再建の詳細･道筋が、既往研究とそこから精査のうえ組み上
げられた筆者自身の調査項目群として、正しく例示されているとは言えない。関東大震災･
｢震災調査報告｣、ヒロシマ･生活再構造化過程研究、酒田大火･生活復旧曲線、などで使用
された測定項目を拾い組み上げて、上木場被災者の生活再建過程をまずは詳細に再構成す
べきである。本研究では一部、元･上木場復興実行委員会代表･山下一郎氏の住宅再建過程
が紹介されたにとどまる。 
 同様に、上木場から安中に復興スタイルが伝播したことについて、その具体的詳細なプ
ロセスと項目が記されていない。南･北上木場町内会は島原市内･6 小学校区の一つとして
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の安中地区に包摂されることから、概括すると同地区住民ということになるが、現実的な
近隣関係においては、水無川上流･下流の異同から生活上のエリア認識としては別地区で
ある。しかしながら、この度の危機に際しては特別に協働して、上木場が先導して、安中
地区住民の一員として、そのノウハウ･知見を積極的に伝えていった。論文中では、復興
コンサルタントを介したメニューの伝播としてのみ記すにとどまった。 
 こうした現地調査内容の厳密な披瀝という点に、本論文の構造的限界が見られる。今少
しの時間をかけて、これを顕していく方途を探るつもりである。 
 さて、本研究の最大の限界･課題は、本要旨｢本究の目的｣の冒頭に記した、｢地域社会学
的検討｣の深さ･精確さとその斬新さの点であろう。こうした事例の紹介によって、社会学
あるいは地域社会学領域の理論的検討にいかほどの貢献をなし得たのか、という点である。 
 本研究では、地区復興課程の取り組みを例示した。社会学領域ではこれまでにも、社会
変動(の一態様としての災害)への主体的参画の醸成に臨む研究実践が重ねられてきていてい
るが(布施･岩城･小林, 1974、奥田, 1983、松原･似田貝, 1976)、東日本大震災以降は、こうした社
会変革の主体性論が、防災対策パラダイム転換という大きな課題設定と共に、公論形成の
場、公共圏の布置のあり方として論じられている。地区復興課程の履歴とスタイルの伝播
を基礎に据えた防災社会構築への取り組みの数々を、こうした(事前)復興に向けた既存の
防災対策パラダイムの転換の事例として、社会学的に抽象的に検討を加えていくことを、
本研究のすぐ次の課題に位置づけたい。 
 
四半世紀前の一被災地区の取り組みを精査したところで、それが東日本大震災復興の現
場に、あるいは、これから起こるであろう南海トラフの激震の被災地に、いかなる意義を
持ちうるのか…。上木場の地区復興課程研究が、我が国の地域防災の取り組みの現場にど
う位置づけられるのであろうか、その認識論的見取り図を描いておきたい。 
 堅牢な大型砂防ダム、導流堤と嵩上げエリア、そこには整理された耕地にハウスが立ち
並ぶ。そこから普賢岳を仰ぎ見て、その麓に広がる荒野が、実は数 10m もの火砕流が覆
い被さったかつての上木場集落だとは、古い道標が目に入らなければもう分からなくなっ
ている。上木場は風景からそして行政統計から消えていった。しかしながら、古里での生
活再建を思い描いて被災者自身が奮闘努力して組み上げた復興のスタイルがあったこと
は、この論文を介して確かに災害社会学史に刻印しておきたい。この復興スタイルは隣接
被災地に、そして後の同災害因の被災各地に、さらには生活再建を希求する地区復興組織
全般に、ひろく伝播･修得されて実装されている。 
 さらに事前復興まちづくりの現場では、こうして検討を始めておかなければ、いざ発災
すれば既定復興･ジェントリフィケーションの激浪に翻弄されるであろうことを予め了解
している層によって、こうした前例の修得が進められている。地区防災計画制度が創設さ
れて、そこに地区住民による計画提案の回路が拓かれたことで、リアルな復興の経験･知
見は、減災サイクルのその円環の中で防災の位相に確かにつなげられている。 
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 学界の先生方には厳しくも暖かいご指導をいただいた。川合隆男先生(慶應義塾大学)には
筆者を災害社会学の領域に導いてもらった。故･秋元律郎先生(早稲田大学･大妻女子大学)、故･
安倍北夫先生(東京外国語大学･早稲田大学)には慶應からの大学院単位互換生である筆者を日
本の災害社会学研究の源･早稲田グループに加えていただいた。有末賢先生(慶應義塾大学)
にはこの論文のとりまとめをご指導いただいた。故･藤田弘夫先生(慶應義塾大学)には災害
社会学の古典･ソローキンの災害論の翻訳の機会を与えていただいた。雲仙調査では、浦
野正樹先生(早稲田大学)、横田尚俊先生(山口大学)に丁寧にご指導いただいた。災害研究のイ
ロハは吉井博明先生(文教大学)に教えていただいた。地区･コミュニティで災害を検討する
際して奥田道大先生(立教大学)から大きなヒントをいただいた。東日本大震災を挟んで田
中重好先生(名古屋大学)には、社会学者の集う研究交流会で大変お世話になっている。清水
展先生(京都大学)には噴火災害復興調査のあり方についてご教示いただいた。日本災害復
興学会では会長の中林一樹先生(明治大学)に様々な活動の場をいただき、副会長の木村拓
郎先生(減災･復興支援機構)には島原の復興計画策定の現場をご案内いただいた。そして堀川
三郎先生(法政大学)、竹村英樹先生(慶應義塾大学)には、三人で作った｢博論研｣と称する論文
構想を敲き合う場で、脱稿まで支えていただいた。 
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 研究助成をいただいたことで、こうした実証研究を継続することができた。以下に列挙
して謝意を表したい。 
 
[文部科学省･科学研究費] 
1998-99 年度 奨励研究 A 
｢災害復旧･復興の法･制度運用･新規創設課程に関する実証的研究 
～コミュニティ再興と生活再建における｢住｣環境整備の側面から～｣ 
2000-03 年度 基盤研究 C 
｢コミュニティ防災シナリオ作成の研究実践〜街区単位･簡易型 GIS の手法検討｣ 
2011-14 年度 基盤研究 B(分担研究者 研究代表：清水展) 
｢自然災害からの創造的な復興の支援を目指す統合的な民族誌的研究｣ 
2015-18 年度 基盤研究 A(分担研究者 研究代表：高橋誠) 
｢多層的復興モデルに基づく巨大地震災害の国際比較研究｣ 
 
[民間財団･その他の研究費] 
1996 年度 笹川科学研究助成 
｢災害復旧･復興の制度的枠組みと｢まち｣｢すまい｣再興の諸課題 
～我が国における過去の被災事例(阪神･淡路大震災を含む)の法･政策的再検証～｣ 
2000-01 年度 専修大学研究助成(共同研究 研究代表：玉水俊哲) 
 ｢都心居住者の生活空間と生活選択 
～インナーエリアにおける居住空間のリノベーションをめぐって～｣ 
各年度 専修大学個人研究費 
 
 
 論文巻末資料の｢島原図書館新聞スクラップ帳｣(デジタル版)は、島原市の市立島原図書館
から特別貸与していただいてスキャニング･デジタル化のうえ整理･調整したデータ集で
ある。これを快く貸し出してくれた図書館に感謝したい。 
 また、同資料のスキャニングからはじまる気の遠くなるようなデータベース化作業に携
わってくれた大矢根ゼミナールの学生の皆さんに感謝したい。 
 
 長男の学位論文脱稿を期待せずにも気長に見守ってくれた大学研究･教育者である両親
に、そして最後に…。雲仙研究の四半世紀は私の結婚生活とそのまま重なる年月である。
この間、研究を、そして生活を支えてくれた妻･りり子に、そして十分に家庭を顧みられ
なかった父から二人の子ども･翼、洋に、感謝とお詫びをここに記しておきたい。 
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巻末資料 
デジタル版『島原図書館新聞スクラップ帳』の操作法 
 
 
ここでは、巻末資料として添えてある DVD(USB メモリ)を操作して、デジタル版『島原
図書館新聞スクラップ帳』に収められている新聞記事スクラップを閲覧する手順を概説す
る。 
 
1. エクセルシートからスクラップ記事をひらく 
 
 DVD から、エクセルシートを開く。 
 ｢i 列｣の青字は、各新聞記事スクラップ･データの ID 番号となっている(図 1)。例えば、 
 
｢19920220NI02｣は、『西日本新聞』の 1992 年 2 月 20 日の記事の二つ目、を表す。こ
れをクリックすると、スクラップされた記事が一点ずつでてくる(図 2)。 
 
図 1 エクセルシート 
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２． 記事の検索機能 
 
 
 
 
次に、検索機能について。エクセルシートの右上にあるクレイの｢検索ワード｣欄に、
任意のキーワードを入れてみる。この｢検索ワード｣は各記事の｢見出し｣文字を検索するよ
うになっている。例えば｢上木場｣と書き入れてみる。そして、｢検索ワード｣欄の右下の「▼」
をクリックして｢検索結果：(全て表示)｣欄を開き、上の二つ｢全て選択｣｢該当あり｣に｢レ｣
図 2 i 列･記事スクラップ ID クリック 
図 3 検索ワードの書き入れ 
292 
 
チェックを入れて(その下の 3 つ：｢該当なし｣｢#REF!｣｢空白セル｣はチェックを外して)、その下の
｢ OK ｣タブをクリックすると、記事見出しに｢上木場｣という語を含む記事が、日付順
にソーティングされて出てくる。 
 その後は、上記 1 と同じ操作で、記事 ID 番号をクリックすると、スクラップ記事が出
てくる。 
 出てきたスクラップ記事は、｢.jpg｣画像で作成･保存してある。スクラップ記事のサイ
ズによるが、おおよそ 1M／枚、の容量の画像データとなっている。 
 
図 4 検索結果／全て表示 
②再
建
模
索
期
①
集
団
移
転
混
乱
期
- 293 -
表3-1 【年表】上木場被災住民からみた復興に関する社会的状況の変化
●国・県・市町の動き
◆上木場をめぐる関連発言 ■上木場の動き □周辺の動き・関連事項 土石流･火砕流
91･06･14 ◆鐘ケ江市長、南北上木場住民の集団移転検討を明らかに □05･15 水無川方向、土石流
06･15 ■鐘ケ江市長、上木場地区住民と集団移転問題を協議。住民は一致して集 □05･26 水無川方向、火砕流
団移転を希望 □06･03 水無川方向、火砕流
□06･30 水無川方向、土石流
07･08 ■「上木場復興実行委員会」結成
07･12 ■上木場復興実行委員会（鐘ケ江秋和代表）、集団移転の意思表示
07･17 ■上木場地区、集団移転を話し合う第１回協議会。住民側は特別立法で移 □07･21 被災住民９団体初会合
転を要請、行政側は現行法制度の説明ができず
07･22 ●県、雲仙普賢岳災害復興室新設
07･27 ●建設省、臨時導流堤導入の方針発表
□08･05 普賢岳噴火災害被災者協議会(安
中地区、鐘ケ江秋和会長)、国会
へ救済策の陳情
08･16 ◆市長、装甲車で被災地視察し、「居住は無理。集団移転を
納得してもらえるような、制度の創設を働きかけたい」
08･24 ■鐘ケ江代表、市長に「地上から現地を視察したい」と申し入れ
□09･15 水無川方向、火砕流
□09･17 特別立法求め島原半島ウォーク
キャラバン
□09･20 県、集団移転対策案として海面埋
立による造成地構想を議会で発表
□10･18 県、災害住民意向調査結果発表
□10･28 雲仙・普賢岳噴火災害対策シンポ
10･30 ■上木場復興実行委員会、三宅島視察報告 ジウム
11･08 ●建設省・県、スーパー砂防ダム（５基程度）建設方針発表
◆高田知事、「集団移転もやむを得ない」
11･12 ■上木場復興実行委員会、市長に要望書提出、なぜ地元住民になんの相談
もなく
11･21 ■上木場復興実行委員会、防災都市計画研究所に依頼した住民意向調査結
11･26 ◆横田町長、ヘリ視察後「スーパーダムの建設は必要。ダム 果の説明会
にかかる農地の移転は町内で代替地を確保したい」
12･02 ●県、県雲仙岳災害復興推進本部、設置＝全庁的、総合調整・意志決定機関
◆県復興室・大塚理事「スーパーダム周辺地域に非居住制限
12･04 を設ける必要あり」 ■上木場復興実行委員会、復興再建案＝隣接区に「仮集落」/２段階計画案
12･16 ■上木場復興実行委員会、「上木場地区の復興・再建に関する要望書」
(仮移転希望地含む/安中地区に新集落を)を知事、市長に提出
12･23 ●雲仙地区、大蔵原案で砂防激甚災害対策特別緊急事業の地区指定 □12･22 遊砂地説明会開始
砂防ダム建設に一歩前進
92･01･09 ●県、安中地区近隣に「新集落」づくりのための住宅団地造成方針 □01･07 県、被災者アンケート
●鎮守の森、墓地、集会所を設け上木場地区の伝統、地域のまとまりを継承でき
るよう配慮。仁田・大下・南眉山町
01･14 ◆山崎建設相、「スーパーダムを含め、いろんな角度から砂
防施設計画の研究を早急に進めていきたい」
01･30 ◆市長、仮集落用地交渉を進めていることを明言
(仁田・大下・南眉山町等)
01･31 ●上木場復興実行委員会、「上木場地区の復興・再建に関する要望書」に対する
市・県の説明会(適地選択を説明：安中地区を中心に)
③住
宅
再
建
交
渉
期
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□02･08 県、遊砂地造成計画説明会、地
権者の半数同意
□02･09 農業者の会、アンケート結果発表
02･10 ●高田知事、県の噴火災害復興計画を被災者意向調査後策定する旨、国土庁へ支 □02･10 安中協、市長に４点要望
援求める
02･20 ●県構想、スーパーダムに加えてセーフティーゾーンなど、市町長に説明 □02･18 雲仙普賢岳特別シンポジウム
02･22 ●県、砂防・治山施設計画の基本構想、農地復旧方針を発表、説明会 ■「上木場がそっくり消えるとは事前に行政側から □02･22 下流域住民、寝耳に水の導流堤
同計画の住民閲覧開始。移転対象３００戸。 一切説明受けていない」
□02･27 導流堤に関して政府、「堤内の用
地は農地として活用、隣接区域な
どと土地価格の格差が生じた場合
補償も考えている」
03･03 ◆高田知事、「雨期前に上流域に土石流拡散防止の応急的な
砂防施設を建設したい」
●砂防施設計画第２回住民説明会。「導流堤より本流拡幅を」の声上がる
03･09 ◆西岡代議士「住民投票などで集団移転の総意が得られれば、
地域特別立法を国に働きかけていく」
03･10 ■上木場復興実行委員会、委員長交代
03･14 ●宮沢首相、来島。６点発表。雲仙基金６００億に倍増
03･16 ●市、災害復興推進会議設置
□04･07 鎌田町、導流堤計画中止し、拡幅
拡幅工事を求める
05･02 ●上木場で県の治山・砂防計画構想の説明会 □05･02 安中協議会、導流堤測量の協議
05･19 ■上木場復興実行委員会、「生活再建に関する意向調査」結果発表 □05･13 安中、測量に16町のうち14町同意
「新集落に移転」８割、ダム構想条件次第で受け入れ９６％ １号遊砂地完成
↓ □05･24 山崎建設相、高規格道路検討を
05･28 ■上木場復興実行委員会、５項目要望書提出 示唆
□05･28 ２号遊砂地完成
06･01 ■上木場地区住民代表、装甲車で被災後初めて古里入り
06･02 ●仁田町の候補地６割買収。集団移転いよいよ始動
●政府＝雲仙岳噴火災害非常災害対策本部、買上目安８割の例を目安として提示
06･03 ●２５遺族、慰霊フライト □06･07 高田知事、水無川河口沖一帯の埋
●建設省、大型砂防ダムの用地買上価格を被災前７～８割とする方針、残りは市・ め立てを示唆
●町が生活再建対策費の名目で負担、実際は被災前価格に
06･17 ◆山崎建設相、高田知事の陳情に対し、大型砂防事業(スー □06･24 高田知事、誘導施設・土石流捕捉
パーダム・導流堤)を平成５年から国の直轄事業とする方針 工及び中ノ川砂防ダム、熱風止フ
◆国、警戒区域設定に伴う個人保障はできないが、基金体系 ェンス建設発表
で形をかえた補填事業を行う
□07･02 県「警戒区域の損失補填はなじま
ない」文書で示す
□07･08 安中協、３号遊砂地建設、堤防嵩
上を市に要望
□07･18 安中協、復興研究会を新設
□07･19 ヘリ視察後、安中地区一部住民、
導流堤測量に不同意
08･ ■上木場地区第３回意向調査(個別面談調査結果報告) □08･17 大野木場復興委、県に拡幅要求
08･25 ●省、一千億規模、国直轄の砂防工事、事務所を設置 □08･18 導流堤、同意部分から測量開始
漁協、埋め立て事前調査に合意
09･04 ●市、復興関連事業の「基本計画」策定に着手 □09･08 火砕流
09･13 ◆高田知事、「水無川拡幅、護岸嵩上げの検討」 □09･18 大野木場復興委県に緊急防災対策
◆市議会で「三角形の所の基盤整備も」との意見出る 要望 安中地区、仮設住宅の長期
使用を要望
□09･25 安中地区、第３遊砂地測量同意
10 ●市、復興検討委員会発足
③
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期
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10･08 ◆知事、被災地買上げ価格、年内提示を示唆 □10･08 流焼失家屋会、７０世帯が移転決
10･13 ●県、防災構想一部見直し。新たにダム１３基。＝砂防計画 意土地価格提示等４項目、県に要
望
□10･20 県、第３遊砂地の建設説明会住民
10･22 ■上木場復興実行委員会、「生活再建に関する要望書」、県・市に提出 は買上げ要望
現存家屋１０世帯の同意・補償が折り合えば移転する旨
11･17 ●新聞記事、県はスーパー砂防ダムを平成５年前半に買収着手、導流堤を５年２月 ↓ □11･10 高田知事「導流堤予定地の買上げ
に買収着手予定。年内に価格提示、砂防計画の模型実験の結果で買収着手。 市長回答(11･16) に応じる」
●スーパー砂防ダム工期未定、導流堤は平成６年梅雨期までに完成予定。
11･19 ■新聞記事、山下会長、「仁田・船泊には行かない…眉山が絶対安全だと
の保証がない以上」：流焼失会(堀)との「移転の意向調査」に基づき発言
11･27 ●県、基本構想見直しを発表。治山ダム１１３基。＝治山計画 □11･29 安中地区住民意向調査、土地売却
条件次第で応じる。８割
◆太田所長、「噴火終息の前兆、２・３か月以内に」 □12･01 県、土石流防止に緩衝部建設予定
□12･02 流焼失会、農地の宅地転用の配慮
要望
□12･11 安中協、導流堤より流路建設を
赤松谷川水系地権者の会発足
12･14 ●県、砂防事業土地買上げ、被災前価格の７割以上で買い上げる方針発表 農業継続断念７割
□12･15 県、同意得られ次第、年内に埋め
立申請。
12･22 ●買収基準価格の公表(県、砂防事業)年内提示に安堵も地権者ら不満渦巻く 国道５７号バイパス、初の地元説
12･23 ●砂防事業を国直轄化(９３年度予算の政府案決定に向けた各省庁の局長と大蔵省 明会
の復活折衝)、総事業費１,０００億規模
12･24 ●島原市災害復興検討委員会、市の基本構想案を審議。導流堤を連続堤に、
三角地帯嵩上げ・区画整理
12･28 ◆太田所長、「終息はそう遠くない」 □12･28 赤松谷会(12･20設立)基準価格見
直し要望書
□01･12 鎌田町、導流堤計画見直し要望
□01･13 第３遊砂地着工
93･01･24 ■復興策に不満訴え、警戒区域に強行入域 □01･20 海岸埋め立て、一漁協で同意得ら
01･26 ●県、水無川拡幅・緩衝地帯設置で新たに９０世帯と発表。スーパー砂防ダム・ られず
導流堤と合わせて３９０世帯
□01･30 湊漁協一転同意。県、４月に着工
01･29 ■上木場復興実行委員会、「生活再建・恒久住宅確保に関する意向調査」
結果報告(買取基準価格92･12･22に対しての要望まとめるため)
01･31 ●市、初の復興シンポジウム □01･下旬 大野木場地区、意向調査
02･1/2 ●県、水無川拡幅計画の地元説明会
□02･10 被災農地区画整理推進の視察・陳
情計画：安中地区農地復興推進委
員協議会
02･19 ●市、復興基本構想発表
02･25 ■上木場復興実行委員会、自立再建のための新たな救済対策要望。県の
住宅移転対策では住宅確保できない人が半数以上あることが同委員会
の試算で明らかに □02･25 深江町、復興基本構想原案決定
●県、導流堤構想詳細設計、用地買収対象は２５４人
02･27 ■上木場地区住民、現地墓参
02･28 ●県、導流堤建設の詳細な計画案策定、住民説明会。３月末までに用地買収価格
提示を示唆
03･08 ◆知事、再建せず公営住宅等に入る世帯に対しても見舞い金 □03･15 遊砂地が威力発揮
などの形で新たな生活支援を行なう意向発表
04･02 ■上木場、消防団解散(守る古里なくなった)
04･09 ●県、水無川拡幅 詳細計画案説明会開催 □04･14 日弁連、災対法見直しの意見書を
を年内に国に
04･16 ●県、「雲仙岳災害 済復興検討会議」発足：島原半島の復興計画に意見を反映
させようと
④住
宅
再
建
期
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04･22 ●県、水無川拡幅 画買収価格提示 □04･22 大野木場、復興基本計画を発表
□04･26 流域町内会、移転先確保を要望
□04･29 土石流、水無川・千本木導流堤
用地の買収価格提示
05･01 ◆町長、川原端に対し、嵩上げか集団移転しか方法はないと
発言
05･02 ◆大田教授、「水無川流域は住めないと決断を」と発言 □05･02 眉山でも小規模土石流
国土庁防災局長、ダム増設を示唆
05･07 ●水無川拡幅用地買収、５０世帯(最下流の浜の町町会５０世帯)が同意。 □05･07 建設省、遊砂地増設を計画
工事中は集団移転を希望。
●水無川流域１４０世帯(３町会)も積極的に買収に応じる意向 □05･08 南千本木町会、梅雨控え移転希望
●政府＝雲仙岳噴火非常災害対策本部、７項目の復旧策決定 □05･11 安中町会連絡協、市・県・省に
１２項目の要望書提出
05･13 ●県、応急対策として導流堤両端に防護矢板２Km(５７号から河口まで)を検討 □05･15 鎌田町、導流堤建設絶対反対の姿
勢を転換
05･17 ◆西岡自民県連会長、高田知事に対し住民に集団移転案を □05･17 大野木場、町・県に住宅団地造成
示し、新しいまちづくりを推進するよう要請 を希望＝集団移転を表明
05･20 ●鋼板矢板打ち工事始まる □05･21 千本木の火砕流
05･26 ◆農協、「警戒区域の規制解除に合わせ農協共済の新規加入
受付開始」
05･28 □05･28 県、中尾川の土石流対策に遊砂地
■県、上木場の現存家屋１４世帯に家屋移転補償費を支払う 砂防ダムそれぞれ2基を建設計画
06･01 ●仁田町で被災者の住宅団地の起工式
06･06 ●国、第４遊砂地、仮設導流堤(遊砂地の両岸)の住民説明会 □06･06 島原復興青年会議発足
06･11 ●県、普賢岳対策に48億円の大型補正予算 □06･11 林野庁、眉山に治山ダム計画発表
06･15 ●市、三角地帯嵩上げで調査費を計上 □06･15 流焼失会、義援金配分訴え坐込み
◆市長、「嵩上げ計画に国・県の感触得た」
□06･18 火砕流(千本木)、土石流(水無川)
06･25 ●県、移転支援策として砂防指定地一部を建築基準法に基づく「災害危険区域」に □06･24 千本木方向に火砕流
に指定(集団移転・ガケ金の適用が可能となる) □06･28 火砕流(水無川）
07･15 ●都市防災研究所、復興基本構想＝誘導型の長大導流堤建設、全域を買収して
火山公園に)
□08･24 安中地区９６世帯が集団移転の事
業申請
□09･17 生き残りと復興対策協議会、再開
□10･22 深江町の防災集団移転先決定
11･18 ●省、仮設導流堤、年内に１,４００ｍ完成予定
◆知事、「雲仙岳災害・島原半島復興計画」の骨子を発表
→94･01･28まとまる(発表)
12･01 ●市、「懇話会」設置
12･23 ●県、上木場の単価を提示。境界確認・同意取れ次第買収を開始すると発表
94･01･24 ●中木場の導流堤を８５０ｍ延長
08･31 ■上木場復興実行委員会、解散
